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地図１：インド各州およびマハーラーシュトラ州の位置 
 
【出典】［Office of the Registrar General & Census Commissioner, Ministry of Home Affairs, 
Government of India. Census of India 2011, “Provisional Population Totals Paper 2 of 
2011 : Maharashtra” n.d.］に基づき筆者作成。 
（注）連邦直轄領は、デリー首都圏を除いて表記を割愛した。
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序章 
 
2002 年、マハーラーシュトラ州ムンバイー市（Municipal Corporation of Greater 
Mumbai, Maharashtra State）では、気温 40 度を超えて熱射が照り付けるグラウンドで、
ヒンドゥーの警察官、ムスリムやクリスチャンの住民が混成チームを組んで、同じユニフォ
ームをまとい、クリケットに興じ、歓声を上げていた1。かたや隣接するグジャラート州
（Gujarat State）では、後に犠牲者 2,000 人に及ぶムスリムを虐殺する事件が発生してい
た。いわゆる 2002 年グジャラート暴動（Gujarat Riot）の発生である。隣接するグジャラ
ート州で緊迫した状況が続く中、ムンバイー市はなぜ平穏でいられたのであろうか。 
本研究は、インドにおけるヒンドゥーとムスリム間暴動について、暴動ベクトルを導出し、
コミュニティ・ポリシング（community policing）活動の有用性を考察する。そのために、
暴動研究と犯罪研究を接合して、コミュニティ・ポリシング活動が暴動予防を可能としたの
か否かを論証する2。 
インドでは、1947 年 8 月のインド・パーキスターン分離独立以降、ヒンドゥーとムスリ
ムの間で暴動が続発してきた。インドにおける暴動研究は、歴史学、人類学、政治学、社会
学、経済学のアプローチによって、発生の背景や根本原因に焦点を当てる発生メカニズムを
探究してきた。犯罪研究とは、犯罪立法、犯罪原因、刑罰その他の処遇が含まれる複合的な
社会現象として犯罪を実証する研究領域である［菊田幸一 2009：2-3；渡辺巧 2009：1-2］。
犯罪研究のなかでも、1970 年代以後、特にアメリカにおいて犯罪の未然予防を志向し、犯
罪予防に住民の参画を促進しようというコミュニティ・ポリシングの概念と手法が創出さ
れると、現場に導入され、その実践に対する評価と分析が積み重ねられてきた。 
従来、別個に展開してきた暴動研究と犯罪研究を接合した研究は希少であり、かつ現地調
査で得られた知見に基づいて、とりわけコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防を説
明変数として実証研究を展開することは新たな試みと言える。本稿はインドにおいて暴動
                                                   
1 1995 年 8 月 12 日にマハーラーシュトラ州の州都ボンベイ（Bombay）市は、インド地名の「ムンバイ
ー」市に改称された。しかし、本稿では呼称の統一性と簡便性を図るため、1995 年以前の事象につい
て言及する際にもムンバイーと表記する。 
2 コミュニティ・ポリシング活動による暴動予防を考察する上での予防についての分析枠組みは、紛争地
帯における予防外交について論じた中村覚［2009］を参考にしている。 
 2 
 
が意図的に段階を経て発生した過程を明らかにすることで、犯罪行為として暴動状況を捉
える視角を提起する。先取りすると、暴動の予防に対して、犯罪予防の概念と手法であるコ
ミュニティ・ポリシング活動が効果を発揮しており、その研究を展開することは意義深いと
の結論に達した。 
本研究はインドにおけるヒンドゥー・ムスリム間暴動を克服するための効果的な対策と
みなす、インドでのコミュニティ・ポリシング活動の実践の場に赴き、聞き取り調査と参与
観察を行った現地調査による成果を盛り込む。 
コミュニティ・ポリシングとは、犯罪増加を辿っていたアメリカの犯罪予防研究の領域に
おいて生み出された概念である。1983 年に開設されたミシガン州立大学の国立コミュニテ
ィ・ポリシングセンター（National Center for Community Policing, Michigan State 
University）所属のトロジャノヴィッツが、「警察と地域住民が、住民の生活改善を目的と
して、地域における犯罪予防、秩序維持のためにともに活動すること」との定義づけした概
念である［Trojanawicz and Bucqueroux 1994：2］。アメリカで創出されたコミュニティ・
ポリシングの概念と手法は、いまやカナダ、ドイツ、シンガポール、タイなどの世界各国で
理解が共有され、展開されている［Peak and Glensor 2012：287-303；ハインツ・シェヒ
2006：143-159；江原伸一 1999：135-146；江原伸一 2000：160-173］。近年では、コミュ
ニティ・ポリシング活動がテロ対策に一定の効果を有すると提起した研究も見出される
［Guzman 2013：403-405；Kappeler and Gaines 2015：543-548］。また欧州安全保障協
力機構（Organization for Security and Co-operation in Europe：OSCE）は 2014 年の報
告書において、警察と住民間で信頼と協力関係が構築されるという点でコミュニティ・ポリ
シング活動がテロ対策に有効であるとの見解を示すなど［OSCE 2014］、欧米ではテロ対策
や安全保障という点でもコミュニティ・ポリシング活動への注目が高まっている。 
インド国内でも、1980 年代後半以降、連邦直轄領デリー市（Union Territory Delhi）、マ
ハーラーシュトラ州、タミル・ナードゥ州（Tamil Nadu State）、西ベンガル州（West Bengal 
State）、マディヤ・プラデーシュ州（Madhya Pradesh State）、ケーララ州（Kerala State）
といった一部の州において限定的ではあるが、活動実践が確認されている［Mukherjee 
2006：80-83］。インドでの実態が確認しうるコミュニティ・ポリシング活動の実践事例は 7
事例と数少ないが、犯罪および暴動の予防が達成され、連邦中央政府を中心としてコミュニ
ティ・ポリシング活動の効果への評価が高まって、その有用性に注目が集まっている。 
本研究では、先に挙げたインドでのコミュニティ・ポリシング活動の事例のうち、マハー
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ラーシュトラ州タネー県ビワンディー市（Bhiwandi- Nizampura Municipality, Thane 
District）およびムンバイー市で 1990 年代から 2010 年頃まで遂行されてきたモハッラー・
コミッティ（Mohalla Committees：「モハッラー」はヒンディー語で「町や地域」を意味す
る）によるコミュニティ・ポリシング 2 事例に関しては、詳細な現地調査の対象とした。そ
の理由は主に 3 点が挙げられる。第一に、マハーラーシュトラ州というインドの中でも、暴
動が頻発してきた州における暴動予防の試みを分析することは、犯罪および暴動の予防を
志向する上で豊かな意義を有すると考えるためである。第二に、同条件下での比較が可能で
あるためである。同州内の警察行政下において近接した地域間でコミュニティ・ポリシング
が創設、展開されたものの、暴動の発生と予防および効果に差異が生じるという結果がもた
らされた。その要因を考察することが可能となる。1988 年にビワンディー市で創設された
コミュニティ・ポリシング活動が、1993 年には隣接するムンバイー市で模倣され、独自の
展開を遂げていったものの、それぞれ暴動予防の効果において、失敗と成功に帰結しており、
両者はいわば表裏一体の実践と言えるのである。近接した地域において、同じ州警察行政下
で創設されたにもかかわらず、成否が分かれた要因を分析することで、インドのコミュニテ
ィ・ポリシング活動への包括的な分析枠組みを抽出できると考える。第三に、ビワンディー
市およびムンバイー市の事例はともに分析を行う上での一次資料が十分に見出されたため
である。以上の理由から、本研究ではマハーラーシュトラ州における 2 つのコミュニティ・
ポリシング活動の事例から実証分析を行うことが適切であると考える。本稿では、マハーラ
ーシュトラ州の 2 事例の分析に基づいて得られた枠組みから、さらにインド国内において
資料をつうじて実態が確認されたコミュニティ・ポリシング活動の 5 事例を加えて、総合
的な考察を行う。 
本研究はアメリカで生み出されたコミュニティ・ポリシング概念の枠組みを、インドに適
した枠組みに修正し、再構築する。そのうえで、コミュニティ・ポリシング活動が十分に機
能しえた場合と機能しえなかった場合を分けたが、これを比較分析し、分析枠組みを得られ
るのがマハーラーシュトラ州でのコミュニティ・ポリシング活動の 2 事例であると捉えて
いる。 
序章第 1 節では、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動に対するコミュニティ・ポリシン
グ活動を論じる観点から、問題の所在を明示した後、先行研究から浮き彫りになる研究課題
を提示し、本研究の目的を述べる。第 2 節では、本研究の意義と研究方法を述べ、本研究が
有する独自性を論じることとする。続いて、本研究が取り上げる事例の位置付けを行い、第
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3 節では、本論文の構成と概要について述べる。 
 
第 1 節 問題の所在と本研究の目的 
  
（1）問題の所在  
1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて、マハーラーシュトラ州ムンバイー市では、およ
そ 2 週間で 900 人の犠牲を出すにいたった未曽有の大規模暴動が発生した。また 2002 年 3
月からグジャラート州では、後に犠牲者 2,000 人に及ぶムスリムを虐殺する事件が発生し
た。インドのヒンドゥーとムスリム間の暴動は、1947 年 8 月のパーキスターンとの分離独
立以降、多大な犠牲を払いながらも依然として深刻な政治、社会問題となっている。 
 
ヒンドゥー・ムスリム間で問題となる議論  
インドにおけるヒンドゥーとムスリムの対立構造は、英国植民地支配が宗教の差異を利
用し、ヒンドゥーとムスリムを宗教コミュニティ別に分断した政策に遡る。両者の対立は
「コミュナリズム」（communalism）として概念化されてきた。「コミュナリズム」は「共
同体主義」を意味し、「地域・言語・職業・宗教などある共通の利害で結ばれた社会集団が、
自らを他と区別してその特質あるいは優位性を強調する思考様式」とされる3。とりわけ南
アジア研究の文脈においては、ヒンドゥーとムスリム間の宗教的属性をもとに集団のアイ
デンティティと利益を排他的に主張する概念であり、双方の集団アイデンティティを規定
し、排他的に主張する振る舞いを「コミュナルだ」と言い表してきた4。 
分離独立以降、インドのヒンドゥー・ムスリム間の暴動研究は、暴動の歴史的、社会的、
経済的、宗教的な側面に着目し、暴動発生の背景とメカニズムを追究する潮流にあったと言
える。それらの多くがヒンドゥー・ムスリム間の対立を、「コミュナル暴力」（communal 
violence）や「コミュナル暴動」（communal riot）と概念化してきた。この暴力と暴動とい
う言葉の用法については、個別の行為は暴力であるが、本稿では集合的暴力としての暴動と
捉えることに齟齬は生じないと捉え、論を進めていく。 
                                                   
3 ［南アジアを知る事典 2012：内藤政雄「コミュナリズム」の項： 263］。なお、本邦では「コミュナ
リズム」の邦訳として「宗派主義」を採用してきた向きもある［小川忠 2004；外川昌彦 2012］。近藤
光博は宗派主義との訳語がインドの文脈では否定的なニュアンスを持つと指摘する［近藤光博 1998：
33］。本稿では、ヒンドゥーとイスラームがそもそも宗派として捉えられるのか否かという疑念も生じ
るため、そのまま「コミュナリズム」とあてる。 
4 ［南アジアを知る事典 2012：竹中千春「コミュナリズム」の項： 377］。 
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インドの暴動について、文化人類学的アプローチによって分析したタンバイアーは、放火、
財産の破壊、身体への攻撃（殺人、強姦を含む）で、特定の社会グループ、カテゴリー、国
家や政治行政（もしくはその両方）に対して向けられるものと定義する［Tambiah 1996：
28-9］。タンバイアーの定義によると、インドにおける暴動は、特定の社会グループ、カテ
ゴリー、国家、政治行政に向けられる集合的暴力で、かつ放火、財産の破壊、身体への攻撃
を特徴とする犯罪行為と導くことができる。 
本研究は「安全」、「諍い」、「犯罪」、「小規模暴動」および「大規模暴動」という概念を用
いて、ヒンドゥー・ムスリム間暴動を悪化と好転に移行するベクトルとして重層的に分析す
る。タンバイアーの定義に基づいて、本研究ではヒンドゥーとムスリム間の小規模暴動およ
び大規模暴動とは諍いや犯罪から生じた現象で、集合的暴力による放火、財産の破壊、身体
への暴力行為を含んだ騒擾、騒乱と定義づける。これにより、暴動研究と犯罪研究を接合し
つつ、各暴動に至る段階を抽出して、予防に関わる政策的含意を持たせることを狙いとする。 
分離独立以降も、インドに居住することを選んだムスリムは、ことあるごとにヒンドゥ
ー・ナショナリズム（Hindu nationalism）を掲げるヒンドゥー・ナショナリスト（Hindu 
Nationalist）の攻撃対象にされてきた。本稿では、ヒンドゥー・ナショナリストを具体的に
は民族奉仕団（Rashtriya Swayamsevak Sangh）を起源とするサング・パリワール（Sangh 
Parivar）の構成諸団体を指すこととする5。このヒンドゥー・ナショナリストが志向するヒ
ンドゥー・ナショナリズムとは、佐藤宏の定義によると、植民地インドおよび独立インド国
家の領域において、「ヒンドゥー教徒」として自己規定する多数派集団の、他集団に対する
優越的権利もしくは／および排他的な行動を主張する思想ないし／および運動である［佐
藤 2000：125-6］。佐藤の定義からは、ヒンドゥー教徒として対峙する他集団は明示されて
いないものの、ヒンドゥー・ナショナリストは、自らの組織および運動の基盤強化を図るた
めに、最大のマイノリティ・コミュニティであるムスリムに対し、ヒンドゥーとイスラーム
という宗教の差異を利用して分断化し、憎悪を煽ってきた。 
 
ムスリム脅威論という言説 
インドでは、英国植民地支配期の 1901 年以降、10 年ごとに全国的な人口統計調査が実
                                                   
5 民族奉仕団は 1925 年にマハーラーシュトラ州ナーグプル（Nagpur）出身の K・B・ヘードゲワール   
（Keshav Baliram Hedgewar）によって創設された。民族奉仕団は自らを文化的組織と位置づけ、 肉
体鍛錬、規律による民族意識と結束を重視し、ヒンドゥー青年集団の組織化を掲げている［小川 
2000：21-22］。 
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施され、その結果がセンサス・オブ・インディア（Census of India）として冊子および近年
では公式ウェブサイトによって公開されてきた6。センサス・オブ・インディア 2011 のう
ち、2015 年 8 月に宗教別人口のデータが電子版にて先行公開されたため、本稿では入手可
能な最も新しいデータとして、2011 年センサスのデータを用いる。2011 年センサスによる
と、インドのムスリム人口は、1 億 7,224 万 5,158 人であり、インドネシア、パーキスター
ンに次ぐ世界第 3 位の人口規模を有している7。 
表序－1 は、インド連邦中央政府、社会正義・エンパワーメント省（Ministry of Social 
Justice and Empowerment）が作成した 1961 年から 2001 年にかけてのインドの主要な宗
教別人口率の推移に、筆者が 2011 年センサスでの宗教別人口のデータを集計して追加した
ものである。 
     
表序－1：インドの主要な宗教別人口率の推移（1961-2011 年） 
 1961年 1971年 1981年 1991年 2001年 2011年 
ヒンドゥー 84.4% 83.5% 83.1% 82.4% 81.4% 79.8% 
ムスリム 9.9% 10.4% 10.9% 11.7% 12.4% 14.2% 
クリスチャン 2.4% 2.6% 2.5% 2.3% 2.3% 2.3% 
スィク 1.8% 1.9% 2.0% 2.0% 1.9% 1.7% 
ブッディスト 0.7% 0.7% 0.7% 0.8% 0.8% 0.7% 
ジャイナ 0.5% 0.5% 0.5% 0.4% 0.4% 0.4% 
その他 0.3% 0.4% 0.4% 0.4% 0.7% 0.4% 
 
【出典】［Ministry of Social Justice and Empowerment, Government of India.“Table 1.8 : Population of 
India by Religion”. n.d.；Office of the Registrar General & Census Commissioner, Ministry of 
Home Affairs, Government of India. Census of India 2011. “C-01 Population By Religious 
Community (India & States/UTs/District/Sub-Distt/Town Level)”. n.d. ； Population 
Enumeration Data (Final Population). n.d.］より筆者作成。 
 
この表序－1 から判明するのは、2011 年センサスにおいて、ヒンドゥーは人口の 79.1%
を、一方でムスリムが人口の 14.2%を占めており、ムスリムがインド最大のマイノリティで
あるという点である。そして、ムスリムは 1961 年には全人口の 9.9％を占めていたが、2011
年になると 14.2％に増加している一方、ヒンドゥーは 1961 年には全人口の 84.4％を占め
                                                   
6 センサス・オブ・インディア公式ウェブサイトより［Office of the Registrar General & Census 
Commissioner, Ministry of Home Affairs, Government of India. n.d., http://censusindia.gov.in/
（2015 年 8 月 27 日閲覧）］。 
7 Office of the Registrar General & Census Commissioner, Ministry of Home Affairs, Government of 
India. Censes of India 2011. “C-01 Population By Religious Community (India & States/UTs/ 
District/Sub-Distt/Town Level)”. Population Enumeration Data (Final Population). n.d..  
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ていたのに対し、2011 年には 79.8％と微減している8。すなわち、50 年間にわたってムス
リム人口が増加傾向にある一方で、ヒンドゥーは微減、クリスチャン、スィク、ブッディス
トの人口率はほぼ横ばいであると言える。 
こうしたムスリム人口の微増という現象に対して、ヒンドゥー・ナショナリストは自組織
の支持を拡大し、宗教の差異に基づいて憎悪を煽るために展開してきた。その手法の一つが、
ムスリム人口の拡大とヒンドゥー人口の減少を喧伝したムスリム脅威論である。ヒンドゥ
ー・ナショナリストはムスリムへの憎悪を増幅させるために、ムスリムの人口増加がヒンド
ゥーへの脅威であると語りながら、ムスリムを攻撃する言説を展開してきた。例えば、ヒン
ドゥー・ナショナリスト政党で、マハーラーシュトラ州の地域政党シヴ・セーナー（Shiv 
Sena）による手法は最も顕著と言える。シヴ・セーナーは 1966 年 6 月 19 日にバル・ター
クレー（Bal Thackeray）によってムンバイー市で結成され、マハーラーシュトラ州のヒン
ドゥーの公用語マラーティー語を母語とする住民、「マハーラーシュトラ人」
（Maharashtrians）を支持基盤においたヒンドゥー・ナショナリスト政党である。当初は
ムンバイー市で経済的な成功を収めていた南インド地方出身者を排除し、マハーラーシュ
トラ人の結束を訴えていた［Viswanath 1970］。1968 年になると、政治勢力拡大のために
反ムスリムを掲げていた全国政党のジャン・サング（Bharatiya Jan Sang）との協力を得
て、過激な反ムスリム的なヒンドゥー・ナショナリズムに重点を置いた政治活動を本格的に
展開するようになった。以降、ムンバイー市を中心に勢力を拡大、1985 年 4 月に実施され
たムンバイー市議会議員選挙では総議席 170 のうち、44％を占める 77 議席を獲得、またム
ンバイー市長の座を掌握するに至った［Thakkar 1995：26］。ヒンドゥーのマラーティー語
話者は、シヴ・セーナーによる政治活動をつうじて、自らの擁護者として、シヴ・セーナー
を捉えるようになった。シヴ・セーナーは急速に勢力を伸張し、マラーティー話者というア
イデンティティを鋳造し、ヒンドゥー・ナショナリズムを掲げる全国政党と協力して、反ム
スリムへと移行しつつ、ヒンドゥーを扇動していったわけである。 
シヴ・セーナーは 1980 年代からムスリム人口の増加を脅威として批判する「ハムド・ハ
マレド」（Hum do, Hamare do）運動を展開してきた。市中にヒンドゥーの夫婦と 2 人の子
                                                   
8 本研究での「マイノリティ」とは、インド憲法におけるマイノリティの位置づけについて研究の蓄積が
ある孝忠延夫の定義を採用する。孝忠は「ある国でその他の人々に比して数が少なく、支配的な立場に
はなく、その他の人々とは異なったエスニック、宗教的、そして言語的特徴を持ち、黙示的にではあれ
自分たちの分化、伝統、宗教または言語を保持しようとする連帯意識をもっている集団」と定義した
［孝忠 2008：272］。 
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ども、1 人のムスリム男性と 4 人の妻に子どもの一団という対比したイラストと、「我々は
1 人の夫と 1 人の妻で、子どもは 2 人だ。我々は 1 人の夫と 4 人の妻で、子どもは 25 人い
る。」（Hum do, Hamare do: Hum Paanch, Hamare Pachees）とのスローガンを描いたポ
スターを市中に貼って、ムスリムを揶揄するキャンペーンを行ってきた［The Committee 
for the Protection of Democratic Rights 1984：7］。ハムド・ハマレド運動ではムスリムの
一夫多妻による多産がヒンドゥーの数的優位を脅かしているとの偏見を広げようという意
図が見出される。そして、このスローガンは、2002 年 9 月にグジャラート州議会選挙でも、
ヒンドゥー・ナショナリスト政党のインド人民党（Bharatiya Jana Party：BJP）がムスリ
ムを意図的に攻撃するために、選挙運動で用いていた9。1980 年代以降、ヒンドゥー・ナシ
ョナリストは、ムスリムの無分別な家族計画による人口の急増との印象操作を行い、ヒンド
ゥーの脅威となっていると主張して、反ムスリム運動を展開していた。ヒンドゥー・ナショ
ナリスト政党のシヴ・セーナーとインド人民党については、本稿第 3 章および第 4 章にて
後述する。 
 
暴動研究と犯罪研究の接合 
 本稿は従来の暴動研究に、犯罪研究の流れで展開してきたコミュニティ・ポリシング概念
を加味して、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動への予防について論証する。コミュニテ
ィ・ポリシングの概念を論じるうえで、まずアメリカの犯罪研究で汎用されてきた犯罪予防
の定義について、本稿の理解を確認しておきたい。1980 年に住民が犯罪予防のための行動
を促進することを目的として創設されたアメリカ犯罪予防連合（Crime Prevention 
Coalition of America） は、犯罪予防を「我々の社会における生活の質に影響を与え、かつ
犯罪が増加しない状況を促すために、犯罪の脅威を減じ、かつ安全であるという認識を拡大
する行動」と定義する［Peak and Glensor 2012：84］。犯罪研究およびコミュニティ・ポ
リシング研究はアメリカから発信され、先行研究の多くが、犯罪予防連合の定義に基づいて、
事例研究を展開してきた。そのため本稿でも、この犯罪予防連合による犯罪予防の定義を採
用することは妥当と考える。 
 コミュニティ・ポリシング活動は多様な研究アプローチによって、実践への分析、評価が
重層的に行われてきた。そのため、その概念を一括りにまとめることは容易ではないが、
                                                   
9  “Should We Run Relief Camps? Open Child Producing Centres?”. Outlook（電子版）. September 
30, 2002. 
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1988 年にスコルニックとベイリーが提示した「公共の安全、犯罪発生率の低下を高め、犯
罪の恐怖を減じ、住民の不安感を減じ、警察と住民を結びつけ、警察の倫理を向上させ、か
つ説明責任を負わせる取り組み」との理解が長期的に有効であると考えられる［Skolnick 
and Bayley 1988：89］。 
 本稿はコミュニティ・ポリシング概念をインドの事例に適合させるうえで、暴動ベクトル
を導出する。暴動ベクトルの各段階を構成する諍い、犯罪、小規模暴動の段階で、どのよう
にコミュニティ・ポリシング活動が作用し、大規模暴動に悪化させず、状況を安全へと好転
させることができるのか、予防志向型のアプローチを展開する。 
インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動について犯罪という見地から議論を展開した先行
研究としては、クマールの研究が挙げられる。クマールは法社会学的アプローチに則り、イ
ンド刑法（Indian Penal Code, 1860）、刑事訴訟法（Criminal Procedure Code, 1973）、 イ
ンド証拠法（India Evidence Act, 1872）、インド憲法（Constitution of India）の各法令に
基づいて、法制度上の暴動への罰則と、実際のヒンドゥー・ムスリム間の犯罪の原因を分析
した。その上でクマールは、現行法による規制と実際のヒンドゥー・ムスリム間の犯罪との
齟齬を指摘し、現行法の改正を提言した。クマールはインドの既存の法制度において用いら
れてきた暴動という言葉が、暴力としての規模と特質を捉えていないと批判する。インドに
おいてヒンドゥー・ムスリム間暴動に対する既存の法制度が実際に発生する事件に齟齬が
生じつつも、いかに適用されてきたのかという点を分析した［Kumar 2011］。クマールは
犯罪発生の原因を明らかにしているという点で発生メカニズム追究型のアプローチに分け
られる。他方、暴動を犯罪と捉えつつ、突発的意味合いを有する暴動という表現がその発生
構造と特質を看過しているとの視点は、本稿の主張と一致する。 
暴動研究と犯罪研究を接合する本稿では、小規模暴動および大規模暴動が諍いや犯罪か
ら生じると捉えている。本稿は暴動を突発的な現象ではなく、先行研究では看過されがちで
あった諍いや犯罪の悪化した状況とみなす。コミュニティ・ポリシング活動が諍い、犯罪、
小規模暴動の段階で介入し、大規模暴動に悪化する前に予防し、安全な状況を回復するとい
う見地に立つ。犯罪研究における予防概念とインドの事例における暴動の構造を合わせる
ことで、新たな暴動予防の定義を抽出することが可能となる。暴動研究と犯罪研究の親和性
と接合については、第 1 章第 3 節にて詳述する。 
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インドにおける暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動 
本稿は図序－1「インドにおける暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動」に基づ
いて、コミュニティ・ポリシング活動が暴動の予防を可能とすることを論証する。 
図序－1 のインドにおける暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動は 3 つの先行研
究を参考として、発展させたものである。まず悪化の移行という点については、1945 年か
ら 1995 年にかけて発生した国際紛争の傾向とパターンを分析したフェッチュとローロフ
が示した紛争と紛争管理のサイクル（Cycle of conflict development with conflict 
management instruments）を参考とした［Pfetsch and Rohloff 2000：16］。加えて、イン
ドにおける暴動ベクトルについては、ブラスがウッタル・プラデーシュ州の事例から提示し
た「制度化された暴動システム」（Institutionalised Riot System）［Brass 2003：15-24］、
および竹中千春が 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてムンバイー市で発生した大規模
暴動に基づいて提起した暴動の政治過程を参考として導出した［竹中 2001：60-61］（図序
－1 参照）。インドの暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動については、第 1 章第
1 節にて詳述する。 
本稿での暴動ベクトルは、悪化と好転の 2 つの移行が起動する。諍いから犯罪、そして小
規模および大規模暴動に至る悪化の移行が存在する。小規模暴動および大規模暴動に至っ
た状態は危機であり、警察および連邦中央政府管轄下の準軍隊（paramilitary）の制圧によ
って鎮静化する。ここには、大規模暴動から安全に至る段階と、準軍隊による制圧をもって
しても、大規模暴動後に暴力がさらなる暴力を生む火種となって再生し、諍い、犯罪、小規
模暴動が再発する段階を見出す。こうした悪化への移行に対して、コミュニティ・ポリシン
グ活動が、諍い、犯罪、小規模暴動に介入し、安全な状況に回帰させる好転の移行が存在す
る。コミュニティ・ポリシング活動は、諍い、犯罪、小規模暴動までの段階で有効であり、
個々の段階に働きかけることで、大規模暴動に至る前に安全な状況に回帰させるのが好転
の移行である。ここに掲げる暴動ベクトルには、宗教の正負の視点が見出される。正の視点
は、宗教の差異に依らず、住民の組織化を図り、多文化主義的な共生を促進する見方である。
負の視点は、ヒンドゥー・ナショナリストが宗教の差異を利用して、扇動を行い、憎悪をか
き立てる見方である。 
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図序－1：インドにおける暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動 
 
 
 
 
    
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
【出典】［筆者作成］。 
 
インドにおけるコミュニティ・ポリシングの概念化 
本稿では、暴動ベクトルを好転化させる動きとして、コミュニティ・ポリシング活動を評
価している。先述のように、コミュニティ・ポリシングは 1980 年代にアメリカで生み出さ
れた概念である。アメリカのコミュニティ・ポリシング活動が連邦司法省によって制度化さ
れ、財政および人員支援を受けて全土で展開されてきたのに対して、インドのコミュニテ
ィ・ポリシング活動は植民地支配以来の構造的欠陥を抱えた警察がボランティアで参画す
る住民とともに一部の州や市において展開されてきた。 
したがって、アメリカで生成されたコミュニティ・ポリシング概念をインドの事例にもそ
のまま適用するには、いくつかの制約が生じることとなる。そこで、本稿ではインドの暴動
ベクトルを導出し、その各段階に働きかけるコミュニティ・ポリシング活動として、6 つの
構成要素を概念化する。アメリカとインドはともに多文化主義的な国家であるものの、本稿
はアメリカで生成されたコミュニティ・ポリシング概念をインドの事例に適合する上で再
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構築が必要とみなしている。この主張の根拠として、アメリカとインドの間での住民間の諍
いおよび犯罪をめぐる社会的背景の差異、警察の位置づけ、特定コミュニティによる警察官
の寡占という 3 点を挙げることができる。アメリカでは、人種間での対立が暴動へと悪化
する事例が見出され、その予防のためにマイノリティ・コミュニティに留保措置を講じて、
住民の代表者としての警察が法執行活動を遂行してきた。インドでは、多様な争点をめぐっ
ての暴動発生が日常化しており、警察は住民に抑圧的で、かつヒンドゥーが寡占状態にあり、
暴動発生時には住民への無差別発砲と不当逮捕という機能不全に陥って、暴動の大規模化
と再発につながってきた。 
第一に、アメリカとインドの間では住民間の諍いおよび犯罪の発生をもたらす社会的背
景の差異が挙げられる。対立が発生する争点に集約して考えてみると、アメリカでは主に人
種の差異が争点へと悪化してきたわけであるが、インドでは宗教、カースト、言語、民族の
ように住民を分断しうる差異の争点がより複相的である。アメリカにおける人種の相違か
ら生じた対立が激化した事例としては、1991 年 3 月にカリフォルニア州ロサンゼルス市
（Los Angeles, State of Calfornia）で発生したロドニー・キング（Rodney King）暴行事
件［Reinhold 1992］、近年では 2014 年 8 月にミズーリ州ファーガソン市（Ferguson, State 
of Missouri）で発生したマイケル・ブラウン（Michael Brown）射殺事件などが挙げられる
［Davey and Bosman 2014］10。アメリカでは白人警察によるアフリカ系住民への暴行や
射殺が発端となって、その事件に抗議した住民が暴徒化し、暴動へと悪化するという動きも
確認されてきた。これら 2 つの事件は人種間の対立が暴動にまで加速した代表的なもので
あり、アメリカでも人種間対立が長期的に深刻な課題となってきたことを浮き彫りにして
いる。そのため、アメリカではアフリカ系をはじめとしたマイノリティに属する警察官を採
用して、人種間の対立を減じようと試行してきた。この点については後述する。 
他方、インドでの状況は対立の争点が宗教、カースト、言語、民族にわたって複相的であ
るがゆえに、より根深く、危機的である。特に、1980 年代以降にヒンドゥー・ナショナリ
ストが宗教を住民間の憎悪を煽り、また政治権力を掌握する道具として利用してきたこと
は、インドの住民間の対立を悪化させる最も大きな要因となってきた。ヒンドゥーとムスリ
ムの対立が先鋭化した結果、宗教施設の破壊であったり、短期間で死者数が 1,000 人規模と
                                                   
10 “What Happened in Ferguson?”. The New York Times（電子版）. August 10, 2015 ；“Mike Brown 
notched a hard-fought victory just days before he was shot: A diploma”. The Washington Post（電
子版）. August 12, 2014.  
 13 
 
なる大規模暴動が全国で連鎖したり、同一の地域で度々頻発してきた。インドでは組織的動
員によって暴動が意図的に引き起こされる事態が社会に内在しており、諍いや犯罪が暴動
へと悪化する状況が日常的に頻発してきたわけである。したがって、コミュニティ・ポリシ
ングの概念および活動はアメリカでは主として犯罪予防の観点から発展してきたが、イン
ドでは犯罪が暴動へと悪化するという状況を鑑みると、諍いおよび犯罪を予防することで
暴動の予防に帰結するとの視点を骨子に据えた議論が求められる。 
第二に、警察の位置づけの違いが挙げられる。アメリカにおいて、警察の使命は「警察は
住民であり、住民が警察の一員となるである。警察は住民の一員であるため、住民の利益を
考慮した職務に従事すること」とみなされてきた［Sloan 2013：277］。すなわち、警察は住
民の代表者であると自覚し、住民に安全というサービスを提供する行政の法執行機関とし
て理解され、位置づけられてきた。他方、インドでは 1860 年に英国植民地支配を強化する
目的でインド警察が設置され、監視および制圧をつうじて住民を管理する治安維持に重点
が置かれた。植民地支配下で国家権力を維持する権威主義的な組織として創設され、かつ
1861 年インド警察法が現行法であることから、インド警察はいまだに住民に対して抑圧的
な性質を帯びている。特に暴動発生時には無差別発砲や不当逮捕といった過度に武力を行
使した治安維持活動が展開されてきたことから、インドでは住民は警察を畏怖と嫌悪の対
象と捉えてきた。したがって、行政サービスを提供する機関としてのアメリカの警察と、植
民地支配下で制度化されて住民抑圧的な体質を引き継いできたインドの警察では、社会に
おける位置づけが異なっており、法執行機関として同一視していては、その差異を等閑に付
してしまうことになる。 
第三に、警察官の所属コミュニティに基づいた留保措置の有無である。具体的には、特定
コミュニティに属する警察官で寡占されているか、もしくは人口比率を考慮して構成され
ているのか、という点である。アメリカでは 1987 年以降、アフリカ系、ヒスパニック系、
その他との区分でマイノリティ・コミュニティから個別に警察官を採用する留保制度が講
じられてきた。アメリカ連邦司法省の管轄下にある司法統計局（Bureau of Justice 
Statistics）が 2015 年 5 月に公開したアメリカ全土での警察官の人種別の内訳のデータに
よると、マイノリティの警察官が占める割合は 1987 年にはアフリカ系は 9.3%、ヒスパニ
ック系は 4.5％であったが、2013 年になるとアフリカ系は 12.2%、ヒスパニック系は 11.6%
にまで増加していた。さらに、その他のカテゴリーを加えるとマイノリティ・コミュニティ
に属する警察官は全体の 27.3％を占めており、マイノリティの警察官が継続して採用され、
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増加傾向にあった［Reaves 2015：19］。アメリカでは、1992 年 4 月にロサンゼルス暴動を
引き起こした警察官によるアフリカ系住民への暴行事件のような人種間の対立を踏まえて、
マイノリティ・コミュニティからの採用枠を留保し、継続して採用してきた。アメリカでは
連邦および州が一致して 1987 年以降の 20 年超にわたり、アフリカ系、ヒスパニック系、
その他のマイノリティ・コミュニティに属する警察官を採用し、人種間の軋轢や憎悪を解消
しようと取り組んできた。対して、インド最大のマイノリティ・コミュニティであるムスリ
ムが、全インドでの警察官の中で占める割合は 2001 年には 8.39%、2011 年には 6.53%と
減少傾向にある。インドの警察はヒンドゥーが寡占状態で、ムスリムに対しての留保措置は
講じられていない。ヒンドゥーの警察が寡占状態にあることは、ヒンドゥーの警察官がヒン
ドゥー・ナショナリスト組織に共感したり、ムスリムへの襲撃に加わるという法執行活動の
機能不全につながってきた。換言すると、インドには宗教マイノリティへの留保措置が講じ
られていないがゆえに、異なる宗教コミュニティに属する住民の参画が一層重要となるわ
けである。そしてインドではコミュニティ・ポリシング活動が持続するためには、異なる宗
教コミュニティに属する住民が表出する、多様な要望を組み込んだ活動が求められ、それが
多文化主義的な共生の維持に帰結するとみなすことができる。 
以上のように、本稿はアメリカとインドでは住民間の対立をめぐる社会的背景、警察の位
置づけ、そして警察官の構成という 3 点にわたる差異を鑑みて、アメリカで生成されたコ
ミュニティ・ポリシングの概念および活動をそのまま踏襲するのではなく、インドの実態に
適合させるために再構築する必要があると捉えている。 
そこで、本稿は先に示した暴動ベクトルと連関する形で、コミュニティ・ポリシング活動
を 6 つの構成要素によって定義付ける。本稿では、インドのコミュニティ・ポリシング活動
について、a）監視・巡回、b）リーダーシップの存在（警察／住民）、c）住民の組織化、d）
生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動、の 6 要素から構成され、すべての要素
が機能している状態をコミュニティ・ポリシング活動の結実として概念化する。これら 6 要
素は、本稿の提起するコミュニティ・ポリシング活動の拡充という政策的含意に基づいて抽
出しており、他地域において成功事例の導入が可能となるように考慮している。先述のよう
にアメリカとインドの住民の諍いおよび犯罪の社会的背景および警察をめぐる状況の差異
を 3 点挙げて、インドの事例に適合する上での再構築が必要と論じた。6 要素のうち、イン
ドの社会的背景を考慮した結果、a）監視・巡回と d）生活改善を組み込んだ。インドでは
監視・巡回を通じて、住民の諍いが犯罪および暴動への悪化する状況を見出し、かつ住民の
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抱える問題を把握して、生活改善に帰結する。植民地支配以降、インド警察は住民に抑圧的
な体質を引き継いできたため、e）警察不信の回復を組み込んでいる。また、インドではヒ
ンドゥーが寡占してきた警察の存在に対して、コミュニティ・ポリシング活動には異なる宗
教コミュニティに属する住民の参画を重視する必要があると考え、b）リーダーシップの存
在（警察／住民）と c）住民の組織化を組み込んでいる。 
これら 6 つの構成要素は、行動と意識に分けることができ、機能しているとみなす。コミ
ュニティ・ポリシング活動の起点は、a）監視・巡回、の行動をつうじ、活動に参加する警
察と住民の間に b）リーダーシップ（警察／住民）が存在するようになって、c）住民の組
織化が進められる。住民の参画によって、住民の抱えた問題が発現すると、その解決に向け
て警察と住民が問題解決に取り組むことで、d）生活改善が図られ、徐々に e）警察不信の
回復へとつながり、f）秩序維持の行動が遵守されるようになる。ここで、コミュニティ・
ポリシング活動の構成 6 要素が結実すると、多文化主義的な共生の促進に帰結する。 
図序－2 は、これら 6 つの構成要素のうち、a）監視・巡回から開始する過程を示してい
る。また図序－1 で示したように、コミュニティ・ポリシング活動の 6 つの構成要素は暴動
ベクトルと連関している。 
 
図序－2 インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の構成要素 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［筆者作成］。 
住民の組織化 
 
監視・巡回 
生活改善 
 
警察不信の回復 
リーダーシップの存在 
（警察および住民） 
秩序維持の行動
を 
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監視・巡回、リーダーシップ（警察・住民）の存在、住民の組織化、生活改善、警察不信
の回復、秩序維持の行動の構成 6 要素は、異なる宗教コミュニティ間の多文化主義的な共
生の促進につながる。暴動ベクトルにおける小規模暴動および大規模暴動ヒンドゥー・ムス
リム間の暴動であり、またヒンドゥーの警察が暴動時にムスリム住民をヒンドゥーの暴徒
と共に攻撃するという特徴が見いだされる。ヒンドゥー・ムスリム間の暴動が予防され、憎
悪犯罪が予防され、両コミュニティの対立が解消されることは、すなわち多文化主義的な共
生を意味するからである。これらのコミュニティ・ポリシング活動の 6 要素については、第
1 章第 3 節にて詳述することとする。 
 
アメリカとインドにおけるコミュニティ・ポリシング活動 
 1980 年代にアメリカにおいて生み出されたコミュニティ・ポリシングの概念と活動が、
インドで採用され、実践されるようになったのは、1990 年代以降のことである。 
アメリカでは、犯罪予防への住民の参画という見地から、1980 年代からコミュニティ・
ポリシング活動の研究が行われてきた［Eck and Rosenbaum 1994：4］。特に、1994 年に
暴力犯罪コントロールと法執行法（Violent Crime Control and Law Enforcement Act）に
おいて、コミュニティ・ポリシング活動が法制度化されると、連邦司法省にコミュニティ志
向ポリシング・サービス局（Community Oriented Policing Services）を設置し、その活動
実践を全国に拡大させていった11。2009 年 7 月までにコミュニティ志向ポリシング・サー
ビス局は国内にある 1 万 7,000 の警察機関のうち、その 8 割弱にあたる 1 万 3,000 に対し
て財政支援を行い、またコミュニティ・ポリシング活動に従事することを職務として、11 万
7,000 人の警察官を増員してきた［Peak and Glensor 2012：22］。アメリカでは 1990 年代
以降、連邦および州が一致して、法制度によって確立されたコミュニティ・ポリシング活動
を受け入れてきた。連邦司法省はコミュニティ・ポリシング活動の予算策定、財政支援を行
い、アメリカ全土の拡大においてコミュニティ・ポリシング活動に従事することを専門とし
た警察官の配置が実現している。アメリカでは民主主義下に住民の行政サービスの提供者
として警察が位置づけられてきたため、コミュニティ・ポリシング活動の遂行において、警
察と住民が協力することは比較的容易であった。アメリカでは、警察との協力によって、住
                                                   
11 U.S. Department of Justice. Community Oriented Policing Services Office. “About Community 
Oriented Policing Services Office”. n.d.. 
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民は問題解決に取り組み、犯罪予防および暴動予防をつうじた地域社会の活性化を促した。 
インド警察は英国植民地政府が制定した 1860 年インド刑法に基づいて法執行活動を行
うために、1861 年インド警察法（Police Act, 1861）の下に設置され、その支配を強化する
ための組織として位置づけられた。そして、民主主義を国是として標榜する独立インドにお
いても、1861 年インド警察法は現行法のまま、警察制度を規定し続けてきた。ゆえにイン
ド警察は、脱植民地化を果たした後も、時に住民を警棒で殴打し、無差別発砲や不当逮捕を
行って、支配および抑圧する対象と捉えてきた。住民は警察を畏怖の対象と捉え、インド警
察への不信を募らせ、地域社会と警察の断絶につながってきた。だが、1980 年代以降、暴
動の大規模化および越境化によって、警察の機能不全と旧来の武力を用いた事後対応型の
法執行に限界が露呈すると、インドでもコミュニティ・ポリシング活動が導入された。 
インドのコミュニティ・ポリシング活動は、連邦内務省（Ministry of Home Affairs）の
採用したインド警察職（Indian Police Service）所属の上級警察官が一部の州や市において
創設、彼らの指揮下に州警察を参画させ、職務の一環として、法制度と職務規定による確立
がないままに活動を遂行してきた。インドでは、1980 年代後半以降に連邦直轄領デリー市、
マハーラーシュトラ州、タミル・ナードゥ州、西ベンガル州、マディヤ・プラデーシュ州、
ケーララ州での実践が確認されている［Raghavan 1999：167-170；Chakraborty 2003：
255-259；Dhillon 2005：243-247；Philip 2006：36-51；Mukherjee 2006：80-83；Mishra 
2011：117-118；Verma 2011：157-163；Kumar 2012：397-400；Nalla and Newman 2013：
181-186］。  
アメリカでのコミュニティ・ポリシング活動とは異なり、その遂行は限られた地域に留ま
り、多くの課題を抱えてきたことが浮き彫りになる。このインドのコミュニティ・ポリシン
グ活動が抱える課題の根源には、警察の構造的欠陥と警察行政をめぐる連邦と州の相克が
存在していると指摘できる。しかも、インドでは連邦や州政府から財政支援を受けている事
例は 2008 年に着手されたケーララ州での事例のみであり、またコミュニティ・ポリシング
活動に従事することを専門とした警察官は配置されていない。インドでは警察と住民は、無
償のボランティア活動としてコミュニティ・ポリシング活動に参画してきたわけであり、ゆ
えに活動に参画する警察および住民の意欲とリーダーシップは衰退しやすく、警察不信の
払拭にも時間を要してきた。だからこそ、財政支援を受けず、ボランティアによって支えら
れてきたインドのコミュニティ・ポリシング活動の実践は稀有と言えるのである。 
インドでは、植民地支配下に法制度化された警察組織が住民の間に広まった警察不信を
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取り払い、暴動の予防を目的として、コミュニティ・ポリシング活動を遂行してきた。警察
は住民のリーダーシップと住民の組織化を醸成し、かつコミュニティ・ポリシング活動を遂
行することで、自ら構造改革に邁進してきたという面もある。こうした文脈において、イン
ドのコミュニティ・ポリシング活動の構成要素である住民のリーダーシップと組織化は、き
わめて重要であり、これらの要素が欠ければ、コミュニティ・ポリシング活動が結実して機
能することは難しい。 
加えて、インドのコミュニティ・ポリシング活動の特徴として、実践事例を踏まえた法制
度の策定という動きが挙げられる。これはアメリカが 1994 年に暴力犯罪コントロールと法
執行法において、コミュニティ・ポリシング活動を制度化し、これに基づいて全国の警察機
関が実践していった動きとは相対している。1990 年代以降、取り組まれてきたインドのコ
ミュニティ・ポリシング活動の実践は、徐々にその効果と成功が州政府やメディア、政治家、
住民をつうじて評価されてきた。こうした活動実践は新たな警察法の制定に反映されてき
たことが確認できる。連邦内務省は、1861 年警察法の代替案として 2006 年 10 月に作成し
た「2006 年警察法案」（The Model Police Act, 2006）第 57 条「警察の役割、機能、義務お
よび職責」で、コミュニティ・ポリシング活動を明文化している。 
アメリカでは、1994 年にコミュニティ・ポリシング活動を制度化して以降、全国に実践
が拡大していったという状況を鑑みれば、インドでも 2006 年警察法が制定され、コミュニ
ティ・ポリシング活動が制度化されることで、全国規模に拡大しうると導き出せるのである。
インドのコミュニティ・ポリシング活動は、植民地支配の影響を色濃く残す警察行政下で、
一部の州において、政府による財政支援を受けないままに、警察と住民のボランティアによ
って遂行され、かつその活動実践が確実に効果を生み、新たな警察法の制定を推し進めてき
たという特徴が浮き彫りになる。 
他方、翻って考えると、コミュニティ・ポリシング活動は法制度化されていなければ、そ
の創設や拡充は難しいのだろうか。この疑問については本稿第 5 章において、インドで制
度化されたコミュニティ・ポリシング活動を含めた 7 事例の比較分析を展開し、議論を展
開する。結論から先に提示すれば、コミュニティ・ポリシング活動への成否の評価は、住民
の要望を組み込んで住民参画を促してきたのか、コミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要
素が機能していたのか、犯罪及び暴動の予防に効果を発揮しえたのかという 3 点に基づく
ものである。 
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ヒンドゥー・ムスリム間暴動の時期区分 
本研究ではインドのヒンドゥー・ムスリム間暴動を 3 つの時期において区分する。1940
年代から 1960 年代後半を第 1 期、1960 年代後半から 1990 年代前半を第 2 期、そして 1990
年代後半から 2010 年代を第 3 期と設定する。表序－2「インドにおける暴動発生の時期区
分」は、第 1 期、第 2 期、第 3 期の区分による設定時期、暴動発生の争点、暴動の特徴に
ついてまとめたものである。 
本研究で具体的に分析を展開するマハーラーシュトラ州で発生した 4 度の小規模暴動お
よび大規模暴動は、第 2 期の暴動と捉える。第 2 期の暴動は、第 1 期で争点となった分離
独立と国境とは切り離され、大規模化と越境化という特徴が挙げられる。第 2 期は、1970
年代後半から 1990 年代前半にかけての、ヒンドゥー・ナショナリズムの高揚によってヒン
ドゥー・ムスリム間暴動が発生した時期と捉える。 
 
表序－2：インドにおける暴動発生の時期区分 
【出典】［筆者作成］。 
 
第 1 期は、分離独立をめぐって暴動が発生した時期と捉えられる。インドのヒンドゥー・
ムスリム暴動の状況は、1947 年 8 月の分離独立を機に、1940 年代から 1970 年代までは 3
度のインド・パーキスターン戦争と連動しつつ、パーキスターンの分離を引き起こしたムス
リムという捉え方で、宗教の差異と領土をめぐって勃発した。 
1970 年代後半以降になると、ヒンドゥー・ナショナリズムの隆盛に伴って、ヒンドゥー・
ムスリム間暴動はより広範にわたって、かつ発生期間および死者数ともに大規模化して発
生するようになった。ヒンドゥー・ナショナリズムの概念は、「文化的、宗教的、民族的に
『ヒンドゥー』を中心とする『ヒンドゥー・ネイション』を作り上げ、ヒンドゥーによる多
数派支配に基づく政治的、行政的な国民国家としてのインドを統合・強化しようという主張」
区分 設定年代 争点 特徴 
 
第 1 期 
 
1940 年代～1960 年代後半 
 
分離独立をめぐり、ヒンドゥー・
ムスリム間暴動が発生 
第 1 次～第 3 次印パ戦争の影響 
全国的に発生 
分離独立、印パ戦争時には
急増。その後、減少傾向 
 
第 2 期 
 
1960 年代後半～1990 年代前半 
 
ヒンドゥ ・ーナショナリズムの高
揚を背景として、ヒンドゥー・ム
スリム間暴動が発生 
州・県・市を越境して全国
に拡散 
増加・拡大傾向 
 
第 3 期 
 
1990 年代後半～2010 年代 
 
ヒンドゥ ・ーナショナリズムの高
揚とコミュニティ・ポリシング活
動の導入 
発生は局地的にとどまる。 
減少傾向 
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と定義される［Bhatt 2001：42；三輪博樹 2015：118］。 
1960 年代後半になると、分離独立以来、世俗主義を掲げて政権与党を担ってきたインド
国民会議派（Indian National Congress、以下「会議派」と略する）の求心力が低下して、
反ムスリムを掲げたヒンドゥ ・ーナショナリスト政党が伸張してきた。そして、ヒンドゥ ・ー
ナショナリスト組織は、1984 年からウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤー（Ayodhya, 
Uttar Pradesh）にあるバーブル・モスク（Babur Mosque）の破壊とラーマ寺院の再建を
訴えて12、「ラーマ生誕の神聖な地を取り戻す運動」（Ramjanmabhumi movement）（以下、
「ラーム寺院再建運動」と略する）を率い、全国的な大衆動員を展開した13。反ムスリムを
掲げたヒンドゥー・ナショナリズムが高揚し、ヒンドゥーとムスリム間で発生する対立は、
より宗教化の色合いを濃厚にして、暴動へと悪化した。1992 年 12 月 6 日にヒンドゥー・
ナショナリストによって率いられたヒンドゥーの暴徒がバーブル・モスクを破壊して、その
事件がセンセーショナルに報じられると、即座に全国へと暴動が波及、暴動発生はピークを
迎えた。本稿では、ヒンドゥー・ナショナリストが宗教を政治の道具として、反ムスリムを
掲げて支持拡大を意図した結果、バーブル・モスク破壊事件を引き起こした、いわゆるアヨ
ーディヤー問題（Ayodhya issue）については、第 2 章第 4 節にて詳述する。 
そして、第 3 期は 1993 年から 2010 年代のかけての時期である。第 3 期では、暴動発生
件数および死者数は減少傾向にあるが、局地的に散発する傾向にあった。代表的な時点とし
ては、2002 年 3 月に列車火災事件を発端としてグジャラート州で発生したグジャラート暴
動事件が挙げられる。州全域を巻き込んで、ムスリムを攻撃対象として、発生したが、他州
に波及することはなかった。2002 年のグジャラート暴動については、本稿第 3 章第 6 節に
て詳述する。本研究では、第 2 期と第 3 期の境界を、1993 年と設定する。第 3 期は、暴動
予防を目的としたコミュニティ・ポリシング活動が導入された時期である。1993 年は、マ
ハーラーシュトラ州とタミル・ナードゥ州にて、コミュニティ・ポリシング活動が評価され、
また続けざまに創設された年である。マハーラーシュトラ州ビワンディー市では、1988 年
から着手されてきたコミュニティ・ポリシング活動の効果が実証された。そのビワンディー
                                                   
12 インドでは「バブリー・マスジット」（Babri Masjit）とも呼称される。本稿では、「バーブル・モス
ク」で表記を統一する。 
13 アヨーディヤーでは、16 世紀にムガル帝国初代皇帝バーブルの武将が建造したモスクがあったが、ヒ
ンドゥーはこのモスクがヒンドゥー教のヴィシュヌ神の化身ラーマ神の誕生地寺院を破壊して、その
上に建てられたものであると主張していた。1980 年代以降、ヒンドゥー・ナショナリスト組織はモス
ク破壊とラーマ誕生地寺院の再建を訴え、1992 年 12 月 6 日に、数千人が同日中にモスクを破壊した
［南アジアを知る事典 2012：小谷汪之「アヨーディヤー問題」の項：870-871］。 
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市での成功を受けて、隣接するムンバイー市でもコミュニティ・ポリシング活動が採用され
た。加えて、1993 年にはタミル・ナードゥ州はフレンズ・オブ・ポリス運動（Friends of 
Police Movement）が着手された年である。また、第 3 期にはコミュニティ・ポリシング活
動を導入していないビハール州（Bihar State）やウッタル・プラデーシュ州では、州政府
による政策としての暴動抑止が効果をもたらしてきた［中溝和弥 2012：28-30, 255-257, 
287-288；近藤則夫 2015：432-445］。第 3 期は、コミュニティ・ポリシング活動による暴
動を予防する取り組みが創始された時期であり、また一部の州政府の暴動抑止の政策が効
果を発揮して、暴動発生は局地的となった。 
 
第 3 期における暴動への取り組み 
コミュニティ・ポリシング活動が導入された第 3 期に位置づけられる 2010 年代において
も、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動はその予防効果が相俟って、局地的で散発的とい
う特徴に変化している。近年では、暴動を予兆し、発生を回避する対策が劇的に講じられ、
確実に効果をもたらしている。2012 年 11 月にマハーラーシュトラ州ムンバイー市では、
ヒンドゥ ・ーナショナリスト政党シヴ・セーナーの創設者バル・タークレーの公葬が行われ、
インド全国からその死を悼んだ支持者150万人が参列した。マハーラーシュトラ州政府は、
暴動の再発を危惧し、タークレーの公葬に際して 2 万人の市警察、州予備警察隊（State 
Reserve Police Force：SRPF）15 部隊、緊急行動部隊（Rapid Action Force：RAF）3 部
隊をそれぞれムンバイー市に駐留させて、監視・巡回による警戒に当たった14。タークレー
の公葬の期間中、シヴ・セーナーによるストライキ強行が活発化したものの、こうした治安
維持勢力による事前予防型の暴動対処と、1993 年から継続してきたコミュニティ・ポリシ
ング活動を通じて、ムンバイー市の住民は秩序維持の行動を遵守しており、暴動が再発する
ことはなかったのである。 
2013 年 8 月から 9 月にかけ、ウッタル・プラデーシュ州ムザファルナガル県
（Muzaffarnagar District）において、52 人が死亡するヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生
した。ウッタル・プラデーシュ州政府は暴動制圧に際して、1,000 人の州兵、1 万人の州武
装警察隊（Provincial Armed Constabulary：PAC）、1,300 人の中央予備警察隊（Central 
Reserve Police Force： CRPF）、そして 1,200 人の緊急行動部隊を派遣し、現地に駐留し
                                                   
14 “Bal Thackeray being cremated with full state honours”. Hindustan Times（電子版）. November 
18, 2012. 
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て鎮圧にあたった15。このムザファルナガル暴動では、ウッタル・プラデーシュ州の過去 20
年で最悪の被害規模の大規模暴動となったものの、州政府による対応によって、ムザファル
ナガル県内に留まって、州全土や近隣州に波及することはなかった。 
そして、ムザファルナガル暴動の制圧後、2013 年 9 月 23 日にニューデリー市で開催さ
れた第 16 回国民統合評議会（National Integration Council）において16、コミュナルおよ
び攻撃対象を定めた暴力の予防法案（Prevention of Communal and Targeted Violence 
（Access to Justice and Reparations）Bill, 2011、以下「コミュナル暴力予防法案」と略す
る）が議論されるなど、インド連邦中央政府は暴動の予防という政策を前面に打ち出してい
る17。このコミュナル暴力予防法案は、これまで 1990 年代から 2000 年代にかけて、イン
ド国内で遂行されてきたコミュニティ・ポリシング活動の実践を踏まえ、その拡大を提言し
ている。これは、マハーラーシュトラ州、タミル・ナードゥ州をはじめ、これまでに各州で
着手されてきた活動を、成功例として連邦中央政府が高く評価している現れである。 
これに加え、2013 年 11 月 23 日にインド全州の警察機関の首長である州警察長官
（Director General of Police）を招集して開催された会議において、会議派のマンモハー
ン・シン（Manmohan Singh）首相は、都市における犯罪増加および暴動発生を危惧し、そ
の予防のために組織的なコミュニティ・ポリシングの着手を呼びかけている18。また 2014
年 5 月より連邦中央政府を掌握したインド人民党は、2014 年の第 16 次連邦下院総選挙に
際して公表したマニフェストのなかで、安全および住民の福利を拡充し、警察不信の回復と
住民と友好関係を構築することを目的としてコミュニティ・ポリシング活動の導入を推進
している［Bharatiya Janata Party 2014］。まさに、インドでは連邦および州政府が一致し
て、コミュニティ・ポリシング活動に注目を寄せているのである。 
連邦中央政府は 1990 年代以降に着手されてきたコミュニティ・ポリシング活動の成功を
                                                   
15 “Curfew in force, toll in Muzaffarnagar climbs to 28”. Tehelka（電子版）. September 9, 2012. 
16 国民統合評議会は、1961 年 10 月にジャワハルラール・ネルー（Jawaharlal Nehru）首相の指揮下
に、コミュナリズム、カースト主義（casteism）、地域主義、言語主義（linguism）による差別を乗り
越え、国民統合を目指す目的で設置された。2013 年会議時の議長はマンモハーン・シン首相、主なメ
ンバーは連邦中央政府全閣僚、全国政党および地方政党の党首、インドの主要日刊紙の記者で構成さ
れる［“Modi skips National Integration Council meet”. Hindustan Times （電子版）. September 
23, 2013］。 
17 コミュナル暴力予防法案は、2005 年に “Communal Violence (Prevention, Control and 
Rehabilitation of Victims) Bill, 2005”として作成された後、2010 年には “Communal and Sectarian 
Vionece Bill, 2010”に改称、2011 年に最終案として “Prevention of Communal and Targeted 
Violence (Access to Justice and Reparations)Bill, 2011”に決着した［Peer n.d.：144］。 
18  “Manmohan advocates community policing to check growing urban crimes”. The Hindu（電子版）. 
November 23, 2013. 
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受けて、2005 年にコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防を成文化した新たな法案
を策定するなど、ヒンドゥー・ムスリム間暴動を予防しようとする政策に方向転換している。
つまり、アメリカが連邦政府主導の法制度によってコミュニティ・ポリシング活動を規定し、
全国に実践を拡大した動きとは対照的に、インドでは一部の州の上級警察官が遂行してき
た実践事例に基づいて、その効果が確認された。そこで、連邦政府が法制度としてコミュニ
ティ・ポリシング活動を制度的に確立しようという動きが見られるのである。 
 
（2）研究の目的 
本研究の目的は、インドのコミュニティ・ポリシング活動がもたらした効果とその成否要
因を明らかにすることである。本研究は、警察がコミュニティ・ポリシング活動への住民の
参画を促し、住民と緊密な関係を維持しつつ、さらに住民の主体的な活動が遂行された時に
暴動の予防を達成する効果がもたらされてきたことを論じる。 
本稿では警察がコミュニティ・ポリシング活動への住民参画を促し、住民と緊密な関係を
維持しつつ、住民主導の活動が遂行されてきたために、暴動の予防を達成する効果をもたら
すことができたと仮説を立てている。住民参画（citizen involvement）は、クレイトンの提
起する概念を発展する。クレイトンは 1970 年代からアメリカおよびカナダにおいて、住民
参画の過程と要件を研究している。クレイトンは住民参画の概念を、住民が行政による意思
決定において、住民の関心事、要請、価値を反映した双方向のコミュニケーションの形態と
捉える。そのうえで、住民参画の核として、住民への情報提供、住民からの聞き取り、問題
解決における従事、同意の進展の 4 点を挙げている。クレイトンは住民参画が意思決定の
段階から確立し、かつ明確でシステマティックな過程を経て、その時々の実情に応じて、常
に進展を受け入れる形が望ましいと説明する［Creighton 2005：7-13；243-245］。本稿は
クレイトンの住民参画の定義のうち、行政と住民の相互間でのコミュニケーションの形態
を重視している点について、インドのコミュニティ・ポリシング活動を分析するうえで有益
とみなし、採用する。クレイトンの概念に則れば、コミュニティ・ポリシング活動における
住民参画とは、警察行政の意思決定において、住民の関心事や要請、価値を反映した、警察
と住民との双方向のコミュニケーションと定義することができる。その上で、住民参画を論
じる際には、行政との双方間のコミュニケーションを通じた、住民の主体的な問題解決およ
び同意による意思決定の形態と提示する。本稿では、クレイトンの理解を発展しつつ、イン
ドのコミュニティ・ポリシングに対する住民参画の重要性を提起することを意図している。 
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インドのヒンドゥー・ムスリム間の暴動に関しては、分離独立以降、その歴史、社会、宗
教、政治に発生原因を求める研究が行われてきた［Panikkar 1991；Kannupillai 2006；関
根康正 2006；Engineer 1989］。また個々の事例を取り上げ、その状況を分析した事件史的
な議論を展開した研究も見受けられた［Ghosh 1987；Kumar 2011］。1992 年 12 月に発生
したバーブル・モスク破壊事件から越境して波及した暴動事件を契機に、インド国内外にお
いてヒンドゥー・ナショナリズムのイデオロギー、組織、政治といった要素に焦点を当てる
研究がさかんに行われるようになった［Jaffrelot 1996；Ghosh 1999］。いずれの先行研究
も、政党政治と暴動の関係性を読み解いたという点で学術貢献度の高い内容であるが、必ず
しも暴動の回避および解決には寄与してこなかったという点を指摘できるだろう。インド
の暴動研究については、第 1 章第 1 節にて詳述する。 
本研究での問題関心は、インドのコミュニティ・ポリシング活動が暴動予防に対して、ど
のような影響を及ぼしているのか、活動の成否を分ける要因は何かという点である。本稿は
コミュニティ・ポリシングの成功と失敗を、暴動の発生、予防およびその効果から判断する。
したがって、本研究の問いは「インドでは、1990 年代以降、コミュニティ・ポリシング活
動によって治安が回復し、暴動を予防した事例が見出される。なぜ暴動を予防しえたのか」
とまとめられる。本研究では、この問いに対して、警察がコミュニティ・ポリシング活動へ
の住民の参画を促し、住民の主体的なコミュニティ・ポリシング活動が遂行されてきたため
に暴動の予防に成功し、一定の効果を及ぼしてきたとの仮説を立てる。 
本研究の目的は、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動に対して、コミュニティ・ポリシ
ング活動がいかに効果を発揮してきたのか、その成否を分ける要因とは何か、明らかにする
ことである。本研究は、コミュニティ・ポリシング活動を市警察と地域住民が連携して参画
してきたことに注目する。コミュニティ・ポリシング活動がその暴動予防の機能を十分に発
揮しうるためには、活動の構成要素の中でも、特に住民のリーダーシップと組織化、住民の
参画こそが重要であると捉えている。 
本稿はコミュニティ・ポリシングの概念枠組みの下、インドの暴動予防活動の事例からそ
の効果と成否を分ける要因を論証する。暴動発生地域において発展してきたコミュニティ・
ポリシング活動の構造、その成立過程と要因をまとめ、概念枠組みによって考察する。加え
て、インドのコミュニティ・ポリシング活動の特質を抽出する。 
先に述べたように、ヒンドゥー・ムスリム間暴動は英国植民地支配下で宗教の差異による
分割統治政策のために激化してきた。さらに、ヒンドゥー・ナショナリスト組織が自組織の
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支持拡大のために、宗教の差異を利用して、ムスリムを脅威として煽ってきたがゆえに、ヒ
ンドゥーとイスラームという宗教対立と見なされがちであった。だが、インドのムスリムは
ヒンドゥーからの改宗者が多くを占めてきたために、言語、文化、宗教において類似性を有
している。宗教信仰上の対立という見方は予防に有用な政策的含意を加味しつつ、慎重に検
討される必要がある。 
また政治学的アプローチでは、ヒンドゥー・ナショナリスト政党が宗教を政治の道具とし
て利用しており、暴動を権力闘争の過程とみる向きもある［Jaffrelot 1996；Brass 2003；
Wilkinson 2004］。しかしながら、暴動事件に対して丹念に分析を重ねていくと、ヒンドゥ
ー・ナショナリストが反ムスリムを掲げたスローガンを叫び、悪意ある虚偽の噂を流布させ
て意図的に対立を増幅させてきたことが明らかになる。さらにヒンドゥー・ナショナリスト
組織およびその支持者の手によって、事前にムスリムの居住地や所有建物が特定されてお
り、暴動の現場では略奪、放火、破壊、殴打や刺殺が繰り返されてきた。そして、こうした
犯罪行為をヒンドゥー・ナショナリストが宗教イデオロギーで正当化してきた傾向を浮き
彫りにすることができるのである。 
すなわち、本稿はインドにおいて、暴動とは宗教侮辱罪から引き起こされ、傷害、略奪、
放火が連鎖する犯罪行為であり、かつ被害者となった住民には財産の喪失、失業、負傷、絶
命をもたらす忌むべき犯罪行為であるとの前提に立脚している。本稿は従来のコミュナル
暴動という対立ありきの概念で捉えられてきた暴動について、コミュニティ・ポリシング研
究の観点から捉え直し、諍いから憎悪犯罪、そして小規模暴動および大規模暴動へと段階的
に悪化してきた犯罪行為と位置付ける。すると、住民にとって、諍い、犯罪、暴動という段
階を経た暴動ベクトルを予防すること、そこからもたらされる安全が望ましい状況である
と導き出せるのである。 
 
第 2 節 本研究の意義と研究方法 
 
（1）研究の意義 
 本稿はコミュニティ・ポリシングに関する概念の再構築と事例検証を通じ、安全保障研究
および暴動研究の発展に寄与する。インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動に対して、コミュ
ニティ・ポリシング活動がどのような効果をもたらしてきたのか、暴動と予防のベクトルを
設定し、コミュニティ・ポリシングの概念枠組みの下に、聞き取り調査と参与観察で事例に
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基づいた論証を展開する。本研究は、以下に提示する 4 点において、ヒンドゥー・ムスリム
間暴動研究に対する学術的貢献ができると考えている。 
第一に、概念上の貢献である。これまで犯罪研究で展開されてきた問題解決志向型の警察
と住民による犯罪予防のための協力関係を概念化しているコミュニティ・ポリシング研究
と暴動研究を接合する。その上で、諍い、犯罪、小規模および大規模暴動の段階による暴動
ベクトルを提示し、コミュニティ・ポリシング活動が暴動ベクトルを好転させるとの視座に
立脚する。本稿はインドの暴動予防に関して、コミュニティ・ポリシングという概念を用い
た枠組みを構築する点を特長とする。生命の喪失、財産の破壊による甚大な被害、そして遺
恨と憎悪をもたらす暴動を発生以前に予防することは最も望ましい状況であり、暴動予防
は有益な政策として、意義の高い概念と言える。 
本稿でのコミュニティ・ポリシング概念は、暴動予防の事例に対して、概念枠組みによる
仮説と論証を加え、コミュニティ・ポリシングとしての対象事例の有する特性と普遍性を考
察する。コミュニティ・ポリシングは、アメリカにおいて実践され、発展してきたため、そ
の研究の多くはアメリカの活動実践について論じたものであった［Rosenbaum et al. 1998；
Skogan and Hartnett 1999；Palmiotto 2011；Peak and Glensor 2012］。本稿では、イン
ドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の実践を論じることで、その特徴、構成要素、課
題について導出する。とりわけ、本稿はインドの暴動発生地域で構築された警察と住民の協
力関係によるコミュニティ・ポリシング活動の在り方を論証し、犯罪としての暴動ベクトル
に対して、コミュニティ・ポリシング活動が効果を発揮したか否かという論点に着目しなが
ら、犯罪研究および暴動研究の拡大に貢献することを目指すものである。さらには、本研究
がインドのコミュニティ・ポリシング活動を実証し、その活動評価を行い、発信することで、
今後のインドにおける活動の拡大に寄与できると考えている。 
第二に、予防志向型アプローチの発展という貢献である。ヒンドゥー・ムスリム間暴動研
究の多くは、暴動という現象の発生メカニズムを歴史的、宗教的、政治的、社会・経済的側
面に着目して追究し、分析してきた。暴動という事象の発生原因に対して、先行研究が多様
な側面からアプローチを展開して学術的な貢献を積み上げてきたことは首肯できるが、そ
れらは必ずしも暴動の予防には貢献してこなかった。この原因追究型アプローチは、暴動発
生の原因を取り除くことで、状況が改善しうるとの見方として捉えることができる。暴動研
究においては植民地支配起源説、祝祭媒体説、経済要因説、ヒンドゥー・ナショナリスト原
因説のように、暴動発生に結びついた原因に焦点を当て、その原因が解消することで暴動を
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回避できると示唆してきた。これに対して、本稿が展開する予防志向型アプローチとは、暴
動発生の原因を検討した上で、将来的に暴動を誘発しうる社会状況が形成されるのを予防
する試みを分析する視点と言える。予防志向型は発生を引き起こした原因が現存していた
としても、危機時における対応と対立の根源となる不安定な社会状況が形成されるのを防
止する取り組みに焦点を当てたアプローチと言える。 
インドの暴動研究の文脈においては、発生メカニズム追究型アプローチが大勢を占めて
きたが、2000 年代になるとヴァールシュネーイー（2002）やヴェルマ（2007）の研究にお
いて、暴動の制御へ関心が払われるようになった［Varshney 2002；Verma 2007］。ヴァー
ルシュネーイーは住民間の協力関係が暴動発生を抑制すると主張した。ヴェルマはインド
警察による暴動予防の手法について、事例に基づき、その効果を提起した。ヴァールシュネ
ーイーとヴェルマのいずれの研究も、インドの暴動研究にいわば予防の視点を示唆したこ
とは非常に意義深い。ただし、ヴァールシュネーイーやヴェルマの研究には、実際に暴動発
生地域において、暴動ベクトルの悪化を食い止めるために現地のアクターがどのように働
きかけ、効果をもたらしたのか、という視点は射程には入っていない。そのため、本研究は
ヴァールシュネーイーやヴェルマの予防志向型の暴動研究を発展させ、「暴動発生地域では、
どのように暴動は予防、回避されたのか」という問いかけを提起し、インドにおける暴動発
生地での暴動予防に焦点を当てたコミュニティ・ポリシング活動の実証研究を展開する。暴
動の発生については、その原因を指摘し、発生過程を検証することに比べると、暴動予防が
成功した場合に、その成果を検証することは容易ではない。それは、暴動予防の成果と暴動
が発生しなかった状況との因果関係を明らかにすることが容易ではないためである。そこ
で、本稿はインドで発生してきた暴動のうち 79 事例について発生の直接的原因および過程
を分析することで、安全、諍い、犯罪、暴動のそれぞれの段階から構成される暴動ベクトル
概念を導出して暴動発生の構造を浮き彫りにする。この暴動ベクトルの導出によって、諍い
および犯罪が暴動へと悪化する状況への対応を検討することが可能となる。加えて、本稿は
事例研究を通して、暴動予防の時機、暴動予防に参画するアクター、多文化主義的な共生が
促進される過程を分析することで、暴動の発生事例と暴動の予防事例を比較考察できた。 
第三に、警察研究への貢献である。インドの暴動研究では、警察がムスリムへの偏見を有
し、暴徒に加担するといった状況が見出され、いわば警察の負の役割に焦点が当てられてき
た。本研究では、インド警察が暴動時の機能不全という状況を自省し、構造改革に従事して
きた姿勢を浮き彫りにする。本研究が論じるインド警察は、英国植民地支配下に創設され、
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当時の法制度が 150 年超を経て、なおも踏襲され続けている一方で、警察自身が国際社会
からの介入を受けずに、構造改革に従事してきた。 
インド警察は 1857 年インド大反乱の鎮圧のために創設され、1861 年インド警察法の下
に英国植民支配の治安維持組織として設置され、インド独立後も警察法が改正されること
がなかった。インド警察は、脱植民地化の後も住民を支配の対象とみなし、住民抑圧的な性
質を有してきた。しかしながら、コミュニティ・ポリシング活動を展開することで、警察の
構造改革が促されたと考えられる。本研究は、今まで指摘されにくかったことではあるが、
警察がコミュニティ・ポリシング活動に主要なアクターとして関与し、時に地域住民ととも
に巡回を行い、スポーツやレクリエーションの場に参加し、連携関係を築いてきた事例を取
り上げる。これはインド警察が権力を誇示し、住民に抑圧的であるという論調を繰り返して
きた先行研究での視角に転換を図るものである［Vadackumchery 2001；Engineer and 
Narang 2006］。加えて、これまでインド警察の全体像に関しては、制度に対する研究［栗
生俊一 1994；河本志郎 2005］や暴動発生における警察の機能不全についての言及はあるも
のの［竹中 2001；中溝 2009］、限定的な範囲での分析に留まっていた。本研究では、研究
潮流を暴動研究および犯罪研究に位置づけつつ、副次的にコミュニティ・ポリシング活動を
つうじたインド警察行政の自発的な改革という側面も立証するという点で、学術的に意義
深い。 
本稿第 3 章にて詳述するように、インド警察は旧態依然とした構造を有し、小規模暴動
および大規模暴動の発生時に機能不全に陥ってきた。しかし、本研究の実証作業は、1990
年代以降、州警察が住民との協力の下に、コミュニティ・ポリシング活動によって暴動予防
を遂行し、構造改革を志向した姿を浮き彫りにする。本研究では、現職および退職したムン
バイー市警察長官 4 名をはじめ、合計で 10 名のインド警察職採用の上級警察官への聞き取
りを実施し、現地に根差した警察研究を展開してきたという点で、国内外でのインド警察研
究の発展に寄与するものである。 
第四に、本研究が文字化された資料だけでなく、現地でコミュニティ・ポリシング活動に
参画してきた警察と住民の双方に対して、聞き取り調査と活動への参与観察を行った研究
方法である。暴動発生地域で、暴動ベクトルの予防のため、コミュニティ・ポリシング活動
を展開した結果、暴動予防の目的を達成した事例から、コミュニティ・ポリシング活動の効
果を論証する。本研究の事例研究の対象であるモハッラー・コミッティについては、これま
でいくつかの先行研究において、その存在が確認されている。ハンセン、ヴァールシュネー
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イー、タッカールらは、現地においてモハッラー・コミッティに関連する資料、活動参加ア
クターへのアプローチを試みていたのだが、彼らの研究からは警察、住民メンバー、地域住
民といったモハッラー・コミッティの活動に関与してきたアクターに関して、現地に根差し
た実証研究を十分に展開した形跡が見いだされなかった［Hansen 2001；Varshney 2002；
Thakkar 2004］。恐らく、その理由はモハッラー・コミッティが展開されている地域は危険
地帯も含まれ、現地でのアクターと接触することが容易ではないからであろう。実際に、こ
れらの先行研究では、ビワンディー市でのモハッラー・コミッティと、ムンバイー市でのモ
ハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト（Mohalla Committee Movement Trust：
以下「MCMT」と略する）についての認知がされず、各組織についてしばしば混同した記
述が見られてきた。やはり、本邦に限っても、モハッラー・コミッティの存在について言及
されたものの、現地調査に基づいた研究は発表されていない［河本志郎 2005；内藤雅雄
2007；近藤則夫 2015］。そのため、本稿は警察、住民メンバー、地域住民の、各アクターへ
の聞き取り調査と参与観察による現地調査に基づき、実証研究を遂行した点で国内外にお
いて先駆的かつ学術的貢献が高いと言える。 
 本稿の意義は、暴動研究と犯罪研究を接合した分析枠組みを構築し、インドの事例に適合
するために概念化を行って、インドのコミュニティ・ポリシング活動の実証を通じて、その
成否要因を特定する。かつコミュニティ・ポリシング活動が連邦政府の長年志向してきたイ
ンド警察行政の構造改革という産物をもたらした点を明らかにすることである。 
 
（2）事例の選択 
 インドでは 1980 年代後半以降、一部の州、県、市において、連邦採用のインド警察職が
コミュニティ・ポリシング活動に着手してきた。そして、暴動発生の傾向に関する分析の結
果、1993 年をコミュニティ・ポリシング活動の導入に関する分岐点と捉えている。本稿で
は、暴動の発生、予防およびその効果に基づいて、これまで遂行されてきたコミュニティ・
ポリシング活動の成功と失敗を評価する。本稿はマハーラーシュトラ州の 2 事例の活動実
践について、聞き取り調査と参与観察を行った。第 3 章および第 4 章では、現地調査から
得られた知見を詳細に論じ、かつ第 5 章ではマハーラーシュトラ州の 2 事例の実証から導
き出された分析枠組みを展開して、インドで活動実態が確認でき、1988 年から 2007 年に
かけて創設されてきたコミュニティ・ポリシング活動の 5 事例を分析する。 
第 5 章では、成功事例 3 事例と失敗事例 4 事例の、合わせて 7 事例について検討を加え
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る。第 1 節にてマハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメン
ト・トラスト、タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動とケーララ州のジャーナ
マイシュリ・スラクシャ計画の 3 事例を成功事例として取り上げる。そして「なぜ成功した
のか」という要因に関して検討する。1993 年から遂行されてきたマハーラーシュトラ州ム
ンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト、同じく 1993 年にタミル・
ナードゥ州で着手されたフレンズ・オブ・ポリス運動、そして 2007 年からケーララ州全域
で遂行されてきたジャーナマイシュリ・スラクシャ計画（Janamaithri Suraksha Project：
JSP；「住民との積極的な協力によってコミュニティの安全を確保する計画」）の 3 事例であ
る。 
 モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストは、ムスリム、ヒンドゥー、クリスチ
ャンの住民リーダーがボランティアとして主体的に参画し、とりわけ住民の生活改善と多
文化主義的な共生の促進を中核としたコミュニティ・ポリシング活動である。1990 年代後
半から 2010 年代にかけて、ムンバイーでは度々暴動発生の危機が迫っていたが、市警察と
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの予防活動の結果、暴動再発が回避され
てきた。 
 タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動とは、クリスチャンのインド警察職の
警視が、州内での安全と秩序維持の行動を住民に定着させ、警察への負のイメージを払拭す
るため、「警察は友人である」とのイメージを打ち出し、住民リーダーを中心に、秩序維持
に重点を置いたコミュニティ・ポリシング活動である。 
 ケーララ州で 2007 年に着手されたジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、州政府およ
び州警察が主導して、1993 年のコミュニティ・ポリシング活動の導入時期に創設されたモ
ハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストおよびフレンズ・オブ・ポリス運動を模倣
し、インドで初めてコミュニティ・ポリシング活動が法制度化された事例であり、監視・巡
回と秩序維持の行動を中心に据えた活動である。 
 これら 3 事例は、いずれもコミュニティ・ポリシング活動の構成要素を満たしていた。ま
た創設以降、暴動の予防と多文化主義的な共生の促進に成果をもたらし、2014 年時点にお
いても活動は持続していた。本研究では、コミュニティ・ポリシング活動を成功に導く要因
を、住民の参画と捉えている。住民の参画が確立してこそ、警察と住民の間での緊密な協力
関係が構築され、コミュニティ・ポリシング活動が機能し、多文化主義的な共生の促進をも
たらしうると考える。 
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一方、「なぜ失敗したのか」という見地の下に、本稿は 1988 年から連邦直轄領デリー市
で創設され特別警察官（Special Police Officer）および自警団計画（Neighborhood Watch 
Scheme）、同じく 1988 年にマハーラーシュトラ州タネー県ビワンディー市で創設されたモ
ハッラー・コミッティ、1997 年から西ベンガル州コルカタ市（Kolkata）で着手された革新
的ポリシング計画（Innovative Policing Scheme）、そして 2007 年にマディヤ・プラデーシ
ュ州ラージガード県ナールシングガール（Narsinghgarh, Rajgarh District）で着手された
ナガル・ラクシャ・サミティ（Nagar Raksha Samiti）を取り上げる19。 
デリー市の特別警察官および自警団計画は、いずれも市警察が主導して着手されたもの
の、実際にはその実態についての情報はほとんど周知されず、多くの住民が活動実態を知る
ことがないまま、また住民の警察不信を払拭できなかったことから、1990 年代後半以降、
警察および住民から活動は失敗であったとみなされている。 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティは、1988 年に創設され、1992 年から 1993 年
にかけて、暴動発生の危機が迫った際には、警察が主導して活発なコミュニティ・ポリシン
グ活動を展開し、暴動予防に効果を発揮して、全国的な注目を集めた。しかしながら、創設
者とその後任者であった市警察次官が離任した後には、コミュニティ・ポリシング活動は形
骸化し、2006 年 7 月には住民と警察の間で諍い型暴動が発生するに至った。この暴動発生
によって、モハッラー・コミッティの活動が瓦解したことが明らかになった。 
1997 年から開始したコルカタ市の革新的ポリシング計画は、警察と住民とのサッカー大
会、献血キャンプ、住民間の諍いやトラブルに介入するための定期会合を開催し、無償の初
等学校を運営してきた。しかしながら、実際にコルカタ市警察がコミュニティ・ポリシング
計画として公認していたのは学校運営のみであり、かつその主体は NGO によるものであっ
た。ゆえに、コミュニティ・ポリシングによる犯罪予防および暴動予防の活動として十分な
内実を構築したのかに関して疑問を持たざるをない。 
2007 年にマディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市で着手されたナガル・ラクシ
ャ・サミティ計画は、前年に当該地域でヒンドゥーの祝祭時に発生した小規模暴動を踏まえ、
祝祭時の暴動予防を目的に、若者を中心に創設された。2007 年から 2008 年にかけて、ナ
ールシングガールで執り行われた宗教祝祭時には、ナガル・ラクシャ・サミティのメンバー
                                                   
19 2001 年に西ベンガル州の州都カルカッタ（Calcutta）市は、ベンガル語地名の「コルカタ」
（Kolkata）市へと改称された。しかし、本稿では呼称の統一性と簡便性を図るため、2001 年以前の事
象について言及する際にもコルカタと表記する。 
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が祝祭を指揮する指導者と会合を開催し、祝祭時の暴動再発を食い止めた。だが、翌 2008
年に同様の宗教祝祭の開催に合わせて、一部の住民が暴動の再発を企図する動きを見せた
ため、コミュニティ・ポリシング活動による秩序維持の行動が遵守されていなかった状況を
見出すことができる。 
ここで総括すると、インドにおける事例からの仮説としては、コミュニティ・ポリシング
活動が失敗する理由は、1）警察のみが活動を主導すること、2）住民の参画の度合いが低い
こと、3）創設者の離任によってコミュニティ・ポリシングの重要性に関する理解が希薄と
なること、4）暴動発生の危機が去って、時間が経って警察と住民の活動への関心が薄れ、
危機意識が弱まること、の 4 要因が挙げられよう。インドでは潜在的に常に暴動発生の危
機が迫ってきたにもかかわらず、コミュニティ・ポリシング活動への関心と理解が薄れるこ
とで失敗に陥りやすいことが浮き彫りになってくるのである。 
 本稿では、成功事例としてマハーラーシュトラ州で創設されたモハッラー・コミッティ・
ムーブメント・トラストを第 3 章にて、失敗事例としてビワンディー市のモハッラー・コミ
ッティを第 4 章にて、それぞれ詳述する。これらの 2 事例の比較から明らかになるのは同
一州内で近接する地域で創設されたにも関わらず、警察と住民の関係性や、住民の参画の形
態によって、暴動の予防もしくは再発という判然とした結果に分かれてしまうという点で
ある。 
  
マハーラーシュトラ州の 2 つの成否事例による論証 
本研究はインドにおいて展開されてきたコミュニティ・ポリシング活動が十分に機能し
えたのか検討する。ヴァールシュネーイーとウィルキンソンによるインドのヒンドゥー・ム
スリム間暴動の発生件数のデータセットによると、1950 年から 95 年までに発生した暴動
は 1,178 件と見積もられ、そのうちグジャラート州（245 件）、マハーラーシュトラ州（200
件）、ウッタル・プラデーシュ州（200 件）であり、これら 3 州において頻発してきたこと
を確認できる［Varshney and Wilkinson 2004：2-4］。したがって、マハーラーシュトラ州
はヒンドゥー・ムスリム間暴動が最も多く発生してきた、いわゆる暴動州の一つである。そ
のため、暴動州の一つであるマハーラーシュトラ州で創設された 2 つのコミュニティ・ポ
リシング活動の事例を検討することには、インドの暴動を分析し、その予防を論じる上で、
意義深い。 
表序－3 は、エンジニーアによる分析に基づいて、1967 年から 2002 年までにかけて、マ
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ハーラーシュトラ州におけるヒンドゥー・ムスリム間で発生したヒンドゥー・ムスリム間暴
動の発生時期、場所および死者数をまとめたものである。エンジニーアは、『キーシング現
代アーカイブス』（Keesing’s Contemporary Archives）、日刊紙タイムズ・オブ・インデ
ィア紙（Times of India）、ザ・ヒンドゥー紙（The Hindu）のデータを主に用いて、暴動発
生状況をまとめている。エンジニーアのデータ分析には、発生日や被害規模が不明とされて
いる事件が散見されたため、表序－3「マハーラーシュトラ州におけるヒンドゥー・ムスリ
ム間暴動の発生場所」では、そうした詳細不明とされる事件については、データの精度を考
慮して割愛している。そのため、マハーラーシュトラ州内で発生した全てのヒンドゥー・ム
スリム間暴動の状況を理解することはできないものの、1967 年から 2002 年までの発生傾
向を把握することを可能とするという点で有用と言えよう。 
 
表序－3：マハーラーシュトラ州におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生 
発生年月日 発生場所 死者数 
1967/9/25 マーレーガオン 4 
1968/6/8 アウランガーバード 3 
1968/6/10 ナーグプル 29 
1970/5/7 ビワンディー 78 
1970/5/8 ジャルガーオン 43 
1970/5/11 タネーおよびカルヤーン 14 
1970/8/24 ムンバイー 1 
1982/2/15 ソーラプル 12 
1982/2/15 プネー 0 
1983/6/26 マーレーガオン 4 
1984/5/17 アウランガーバード 5 
1984/5/17 ビワンディー、タネー、ムンバイー、カルヤーン 226 
1984/6/24 ケールワーディ 4 
1986/5/10 ナーシク、ナーンデード、パンヴェル 8 
1986/5/20 アウランガーバード 0 
1986/11/2 アムラーヴァーティー 7 
1988/4/19 プネー 0 
1988/5/19 パイターン、ビドキン、マラタワーダー 9 
1989/3/22 ドゥール 1 
1989/8/12 アムラーヴァーティー 2 
1989/10/12 アウランガーバード 1 
1992/12/6 ムンバイー 202 
1993/1/6 ムンバイー 557 
1996/6/7 シュリヴァーダーン 0 
1997/12/19 パルバーニー 2 
1998/4/19 プネー 0 
1998/9/12 ナーシク 1 
1999/4/26 ラハーンワール 0 
1999/11/7 ナンドルバールおよびラベール 0 
1999/12/6 アウランガーバード 1 
2000/9/13 ナーンデード 4 
2001/1/29 ナーシク 0 
2000/4/12 アフマドナガル 0 
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【出典】［Engineer 2004：37-194］より筆者作成。 
  
表序－3 からは、1967 年から 1970 年にかけて、マハーラーシュトラ州での暴動は 7 
件で、特に 1970 年 5 月にビワンディー市で発生した事件以降、暴動の発生は収束してい 
た。しかしながら、1984 年 5 月にビワンディー市で再度暴動が発生し、近隣のタネー市
（Thane）、ムンバイー市、カルヤーン市（Kalyan）にも拡大し、その死者数は 226 人に上
った。その後も 1980 年代後半には、マハーラーシュトラ州では暴動が頻発してきた。そし
て、ムンバイー市で 1992 年 12 月には 202 人、1993 年 1 月には 557 人の死者を出す未曽
有の暴動が発生した。ムンバイー市の 2 度の暴動発生をピークとして、その後、マハーラー
シュトラ州では、1990 年代から 2000 年代前半にかけても暴動が続発したものの、死者数
が 20 人を超える規模には拡大していない。 
マハーラーシュトラ州で暴動発生の規模が縮小した背景は、過去に暴動が発生したビワ
ンディー市とムンバイー市において、1980 年代後半から、モハッラー・コミッティによる
コミュニティ・ポリシング活動が試行されてきたためである。そこで、本稿は、1988 年か
ら 2010 年ごろまでの時期に設定し、マハーラーシュトラ州ムンバイー市およびビワンディ
ー市における 2 つのモハッラー・コミッティの活動を比較検討する。ビワンディーのモハ
ッラ ・ーコミッティは、1990 年にビワンディー市警察次官（Deputy Commissioner of Police）
のコープデー（Suresh Khopade）によって創設された。創設の背景には、1984 年に発生し
た大規模暴動の後に深まった住民の警察不信が挙げられる。コープデーは、暴動ベクトルの
再発生を危惧し、ヒンドゥー・ナショナリストによる憎悪犯罪への監視と、コミュニティ・
ポリシングへの住民参画、住民の組織化を図るために、1988 年にモハッラー・コミッティ
を創設した。 
加えて、1993 年以降、ムンバイー市ではコラキワーラー（Fakruddin.T. Khorakiwala）
2000/7/9 サンガムナール 1 
2000/8/12 アムヴァーラティー 2 
2001/10/26 マーレーガオン 13 
2002/1/16 ダハーヌ 0 
2002/3/1 ムルバド 0 
2002/4/9 カルヤーン 3 
2002/5/14 ナンドルバール 2 
2002/6/20 ジャムネール 5 
2002/7/1 ビワンディー 1 
2002/7/31 プネー 0 
2002/10/21 バドラプル 10 
2002/11/11 ソーラプル 9 
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市長官の提案の下、サハネイ（Satish Sahney）市警察長官（Commissioner of Police）、リ
ベイロ（Julio Ribeiro）元市警察長官20、社会活動家のバールヴェ（Sushoba Barve）によ
ってモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト（MCMT）が創設された。ムンバイ
ー市での創設の背景には、1992 年 12 月から 1993 年 1 月の大規模暴動および 1993 年 3 月
に発生した連続爆弾テロ事件によって露呈した市警察の機能不全、ヒンドゥーとムスリム
住民間の嫌疑、そして住民に広がっていた市警察への不信があった。 
MCMT は、住民と警察の協力関係を構築し、宗教の差異を超えた多文化主義的な共生を
促進して、ヒンドゥーとムスリム間の暴動を予防することを目的とした。暴動発生地域であ
るビワンディー市とムンバイー市では、モハッラー・コミッティが活動して以降、10 年以
上にわたって暴動の再発がみられなかったことから、その活動はマスメディアや州政府機
関によって成功例と評価されてきた［Mukherjee 2006：85］。 
 本稿では、表序－3 で示したマハーラーシュトラ州での暴動事件を踏まえつつ、ビワンデ
ィー市とムンバイー市で発生した暴動事件について、以下表序－4 に示すように、直接的原
因、類型をまとめている。本稿では、ビワンディー市とムンバイー市で発生した 5 度の暴動
について、祝祭扇動型、住民の諍い型、越境波及型、犯罪型、住民と警察の諍い型として、
特徴を類型化し、分析する。 
 
表序－4：ビワンディー市とムンバイー市で発生した暴動事件（1970-2006 年） 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［筆者作成］。 
                                                   
20 ジュリオ・リベイロは 1953 年にインド警察職に採用された後、1982-85 年にムンバイー市警察長官
を、1985-86 年にグジャラート州警察長官を、そして 1986-88 年にパンジャーブ州警察長官を歴任し
た。インド警察職を退職後、1989 年から 1993 年まで在ルーマニア大使を務めた。1991 年 8 月、ブカ
レストにおいて、2 人のスィク過激派による暗殺未遂事件により軽傷を負った［Ribeiro 1998］。 
 
発生年月 地域 直接的原因 類型 
1970 年 5 月 マハーラーシュトラ
州ビワンディー市 
ヒンドゥー・ナショナリストに
よる祝祭時の扇動 
祝祭扇動型 
1984 年 5 月 マハーラーシュトラ
州ビワンディー市 
ヒンドゥー・ムスリム間の住民
による諍い 
住民の諍い型 
1992 年 12 月 マハーラーシュトラ
州ムンバイー市 
他地域での大規模暴動が波及 越境波及型 
1993 年 1 月 マハーラーシュトラ
州ムンバイー市 
刺殺、放火の応酬 犯罪型 
2006 年 7 月 マハーラーシュトラ
州ビワンディー市 
ムスリム住民が警察署の移設
工事への抗議行動 
住民と警察の諍い型 
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 表序－4 のビワンディー市とムンバイー市で発生した 5 つの暴動事件において、1970 年
5 月にビワンディー市では、ヒンドゥー・ナショナリスト政党のシヴ・セーナーが中心とな
って、ヒンドゥーの祝祭時にヒンドゥー住民を扇動したことを発端として暴動が発生した。
1984 年 5 月にビワンディー市ではシヴ・セーナーを支持するヒンドゥー住民とそれに対抗
したムスリム住民間の諍いがきっかけとなって、暴動に帰結した。1992 年 12 月にムンバ
イー市では、ウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤー市で発生したバーブル・モスク破壊
事件の衝撃が越境波及して、モスク破壊に沸き立ったヒンドゥー・ナショナリスト政党のイ
ンド人民党とシヴ・セーナーの党員および支持者と事件に抗議したムスリム住民の間での
諍い、そして市警察による武力制圧が暴動へと悪化した。翌 1993 年 1 月にはムンバイー市
において、ヒンドゥーとムスリムの住民間での刺殺および放火事件という個々の犯罪を契
機として、再び暴動が発生した。2006 年 7 月にビワンディー市では、市警察署の移設工事
をめぐって、ムスリム住民と市警察の間で諍いが発生し、ついには暴動に悪化した。こうし
た暴動事件の類型化は、発生の直接的契機に基づいた各事件の特徴を把握することを可能
にし、かつ対象事例として選択した地域だけでなく、他地域の暴動事件を分析する上でのポ
イントともなりうる。 
筆者がマハーラーシュトラ州の 2 つのモハッラー・コミッティを事例研究に選択したの
は 2004 年 10 月にビワンディー市を訪問した際、ムスリム住民との聞き取り調査の中で、
そのコミュニティ・ポリシング活動について紹介されたことがきっかけとなっている。これ
まで先行研究では、ビワンディー市およびムンバイー市でのモハッラー・コミッティの活動
が言及されてきたものの、ヒンドゥーとムスリムの協力関係について、その核心に迫る具体
的な分析は行われていない。［Varshney 2002：293-296 ；Khalidi 2003：105-106］。筆者
が現地調査を行った際に、現地ではメディア、住民、警察が、ヒンディー語での会話におい
ても、同様に現地の公用語である英語で“Mohalla Committee”と呼称していたことを確認
した。これまで「モハラ委員会」、「居住地区統一委員会」や「住民委員会」との邦訳で言及
されてきたものの、概括的であり、現地で実際に警察やメンバーへの聞き取りや参与観察を
行っていないために、情報の欠落も目立つ［河本 2005：8；内藤 2007：15；近藤則夫 2015：
420］。そこで、本稿は「モハッラー・コミッティ」との現地語での呼称を充てる。 
ビワンディー市とムンバイー市は同州内で近接し、互いに暴動が波及する恐れを有して
きた。実際に 1984 年 5 月にビワンディー市で発生した大規模暴動では、ムンバイー市を含
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むビワンディー市に隣接する 3 都市に拡大していた。ゆえに、同州内で近接した暴動発生
地域において、モハッラー・コミッティが創設され、またその活動が模倣されたのは偶然の
産物ではない。一見すると、2 地域のモハッラー・コミッティは、同じコミュニティ・ポリ
シング活動であると見受けられるが、その創設後の結果は異なるものになっている。住民が
主導し、コミュニティ・ポリシング活動に従事してきたムンバイー市の事例では、暴動発生
から 20 年以上経過した後、現在も活動が継続している。一方で、警察が主導して創設され
たビワンディー市の事例では、徐々に活動は形骸化し、ムスリム住民と警察との諍い型暴動
を阻止できない事態に至り、ついには瓦解してしまった。これら 2 事例の比較は、同州内に
おける警察行政下に 1980 年代後半から 1990 年代前半という同じ暴動発生の時期区分にお
いて創設されたために、比較する上での条件が整っており、ゆえに成功事例としての検討も、
失敗事例としての検討も可能である。 
  
（3）研究方法 
本研究は、仮説を検証するにあたり、2 つの研究方法を採用している。1 つ目として資料
収集とその分析として、2 つ目は現地でのコミュニティ・ポリシング活動および暴動に関す
る聞き取り調査と参与観察である。 
資料収集は、2008 年 4 月から 2014 年 6 月までの期間、アジア経済研究所、ムンバイー
市のターター社会科学研究所（Tata Institute of Social Sciences、以下「TISS」と略する）、
セキュラリズムと社会研究センター（Centre for Study of Society and Secularism、以下
「CSSS」と略する））の 3 つの研究機関において、主に暴動、警察、コミュニティ・ポリシ
ング活動、そしてモハッラー・コミッティについて計 6 回にわたって実施した。 
 一次資料のうち、暴動に関しては、インド連邦中央政府および州政府による報告書、連邦
内務省の外郭団体である国立コミュナル・ハーモニー財団（National Foundation for 
Communal Harmony：以下「NFCH」と略する）によって再編された『暴動調査委員会報
告書』（Report of Commissions of Inquiry on Communal Disturbance）を使用した21。ま
た民間調査機関による暴動に関する報告書を用いて、分析した。 
現地調査を行ったマハーラーシュトラ州のコミュニティ・ポリシング活動については、活
                                                   
21 暴動調査委員会は 1952 年調査委員会法（The Commissions of Inquiry Act, 1952）にて定められてお
り、原則として州政府がその設置および任命を行う［Ministry of Home Affairs, Government of India. 
“Judicial Division Acts, The Commissions of Inquiry Act, 1952”.n.d.］。  
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動を創設した警察および住民リーダーの回顧録や活動報告書を入手することができた。ビ
ワンディー市のモハッラー・コミッティの創設者コープデーによる 3 つの著書『1984 年ビ
ワンディー暴動』（Bhivandi Riots 1984）、『メガシティ・ポリシング』（Megacity Policing）、
『なぜムンバイーが暴動で焼失した時、ビワンディー市では暴動が再発しなかったのか』
（Why Mumbai Burned…And Bhiwandi Did Not）［Khopade 1998；Khopade 2009；
Khopade 2010］、ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの創設
者の一人であるバールヴェーによる『激流からの回復―暴力後社会に希望を』（Healing 
Streams, Bringing Back Hope in the Aftermath of Violence）を基として分析した［Barve 
2003］。これに加えて、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストが刊行した年次
報告書を入手し、現地での活動実態の把握に努めた。 
またタミル・ナードゥ州、ケーララ州、マディヤ・プラデーシュ州ナールシングハール市
の、それぞれの事例については創設に関与した警察官による著書や論文を入手した［Philip 
1996；Philip 2006；Philip 2013；Sandhya 2013；Mishra 2011］。連邦直轄領デリー市お
よび西ベンガル州コルカタ市の事例については、現地調査を行った研究書を分析した
［Chakraborty 2003；Sharma 2006；Mukherjee 2006］。 
インド警察に関する資料については、法律の条文および法案は連邦内務省の公式ウェブ
サイトで公開されている。インド憲法、1861 年インド警察法、インド刑法、刑事訴訟法と
いった法律条文、2006 年インド警察法案、2011 年コミュナル暴力予防法案を参照した。ま
たマハーラーシュトラ州警察（Maharashtra Police）、ムンバイー市警察（Mumbai Police）、
タネー市警察（Thane Police）の公式ウェブサイト上で公開されている情報を活用した。 
また新聞資料（紙面版および電子版）は、主にタイムズ・オブ・インディア、ヒンドゥス
タン・タイムズ（Hindustan Times）、インディアン・エクスプレス（Indian Express）、ザ・
ヒンドゥー、パイオニア（Pioneer）の各種英字新聞を用いて、暴動事件およびコミュニテ
ィ・ポリシング活動の分析を行った。雑誌資料（紙面版および電子版）は、インドで発行さ
れている報道雑誌インディア・トゥデイ（India Today）、学術雑誌エコノミック・アンド・
ポリティカル・ウィークリ （ーEconomic and Political Weekly）、フロントライン（Frontline）、
テヘルカ（Tehelka）を用いて、暴動事件の分析を行った。加えて、警察、コミュニティ・
ポリシング活動、暴動について、ウェブ資料を広く活用して分析した。 
本研究では、二次資料も活用している。暴動の特性の原因や構造変化に関して、一次資
料に基づいて考察を加えている。かつ、一次資料だけではなく、洞察に満ちた研究書を活
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用して、一次資料への検討を加えた。研究書は、暴動事件、インド警察、ヒンドゥー・ナ
ショナリズム、コミュニティ・ポリシング活動、モハッラー・コミッティによるコミュニ
ティ・ポリシング活動について、分析を加えた。 
こうした資料分析とともに、現地調査はマハーラーシュトラ州で 4 回にわたって実施し
た。ビワンディー市、タネー市およびムンバイー市において、第 1 回は 2010 年 3 月から 4
月、第 2 回は 2011 年 1 月から 2 月、第 3 回は 2012 年 12 月にかけて、それぞれ実施した。
そして、第 4 回はマハーラーシュトラ州プネー市（Pune City）にて、2013 年 3 月に実施
した。 
現地での聞き取りは、いずれも筆者が英語で質問し、英語を解しない対象者には研究アシ
スタントがヒンディー語に通訳することで、回答を得た。そして参与観察はビワンディー市
およびムンバイー市で開催されたコミュニティ・ポリシング活動のイベントやメンバーの
住民と警察による会合に対して、実施した。 
表序－5 は、筆者が作成した聞き取りにおける質問項目である。ビワンディー市およびム
ンバイー市ともに、聞き取り調査における質問 10 項目を基本とし、さらに、対象者の回答
内容に合わせて、適宜基本の 10 項目以外の質問を重ねることとした。これらの 10 項目の
質問には、コミュニティ・ポリシング活動への見解、貢献意欲、動機、契機、手法、効果、
目的の共有、課題を聞き取る意図が含まれている。とりわけコミュニティ・ポリシング活動
に携わってきた警察および住民メンバーに対しては、継続して同一人物への聞き取りを行
うことで、筆者との信頼関係を構築してもらえるように心がけた。 
 
表序－5：聞き取り調査における質問 10 項目 
【出典】［2010 年 3 月、筆者作成］。 
 質問項目（質問の意図） 
1 モハッラー・コミッティに関して、どのように考えていますか？（見解） 
2 あなたはモハッラー・コミッティの活動において、どのような役割を担っていますか？（貢献意欲） 
3 なぜモハッラー・コミッティに参加する（した）のですか？（動機） 
4 いつ、どのようにしてモハッラー・コミッティの活動について知りましたか？（契機） 
5 どのようにしてモハッラー・コミッティは、ヒンドゥー・ムスリム間の諍い、犯罪、小規模暴動を予
防しましたか？（手法） 
6 ヒンドゥー・ムスリム間の関係は良くなったと思いますか？（活動の効果） 
7 モハッラー・コミッティにとって最も重要なゴールとは何ですか？（目的の共有） 
8 モハッラー・コミッティの活動について提案はありますか？（貢献意欲） 
9 今後ヒンドゥー・ムスリム間の暴動が発生すると思いますか？（活動の効果） 
10 モハッラー・コミッティにおいて、障害や課題となっていることは何ですか？（課題） 
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 聞き取りを行った対象者の内訳は、2010 年にビワンディー市およびタネー市で行った際
には、4 名のムスリム住民および 2 名のヒンドゥーの市警察官に対して、聞き取り調査を行
った。現地においてモハッラー・コミッティのメンバーと自称したのは 1 名のムスリムで
あり、むしろモハッラー・コミッティの活動について住民は一定の距離を保っているとの印
象が感じ取られた。しかし、こうしたビワンディー市の状況下にもかかわらず、ビワンディ
ー市のモハッラー・コミッティを創設したコープデー元市警察次官は、2011 年と 2012 年
にはムンバイー市で、2013 年にはプネー市で、計 3 度にわたって、それぞれ聞き取り調査
に応じてくれた。 
ムンバイー市では、聞き取り調査の初期にあたる 2010 年に、MCMT に参画するムンバ
イー元市警察長官であるリーダーから本研究に対する協力を得たことにより、元市警察長
官、現職の市警察官、住民メンバーへの数多くの聞き取りが比較的可能となった。聞き取り
対象者の所属宗教であるが、ヒンドゥー、ムスリムに加えて、クリスチャンにも聞き取りが
できた。聞き取り調査の依頼は、紹介を基本としており、ムンバイー市ではヒンドゥー22
名、ムスリム 17 名、クリスチャン 8 名に聞き取りを行った。そのうちムンバイー市では、
研究者、ジャーナリストにも 3 度にわたって聞き取りを行った。本稿は、聞き取り調査の対
象者に同意を得た後に氏名を明記し、同意を得ていない場合には個人情報保護の観点から
イニシャルで表記している。 
本研究における聞き取り調査は、紹介を通じて有意選出された対象者に対して行ったも
のであり、そこに一定の偏向が生じた可能性があることは書きとめておきたい。だが、モハ
ッラー・コミッティに関する現地での聞き取り調査が、インド国内外を通じて、未だに希少
であり、モハッラー・コミッティの内情に通じた核となる人々にアクセスし、可能な範囲で
均衡のとれた視線を目指したことから、学術上有用なデータが得られたと自負している。 
現地を訪問するたびに暴動が過去に発生した地域のスラム居住者、路上生活者とも接触
し、コミュニティ・ポリシング活動について、聞き取りと参与観察を行うことができた。現
地社会において外部者である筆者が現地調査を実施したために、いくつかの限界が生じた
ことは否めない。現地での治安上の問題を肌身で感じ取ったがゆえに、スラム居住者や路上
生活者に対する長期的接触は慎まざるをえなかった。 
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第 3 節 本論文の構成と概要  
 
本論文は、概念枠組みの構築にあたる第 1 章、背景説明の第 2 章、事例研究の第 3 章お
よび第 4 章、考察の第 5 章、そして研究意義と課題を提示する終章で構成されている。 
第 1 章では、暴動研究と犯罪研究の研究領域を接合し、暴動と予防に関する議論を展開
するための分析枠組みの設定を行う。先行研究において議論されてきた暴動および暴動予
防研究の視座を発生メカニズム追究アプローチと予防志向型アプローチに類別する。イン
ドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の特徴と傾向を把握するために、1960 年代から 2000 年
代までに発生した主要な 79 事例の暴動事件の発生状況を分析し、インドの暴動ベクトルを
導出する。さらに、コミュニティ・ポリシングに関連した主な概念の変遷を検討して、コミ
ュニティ・ポリシング活動の構成要素を抽出する。本稿はインドにおけるコミュニティ・ポ
リシング活動による暴動予防という概念化を試行する。 
第 2章では、インドの暴動ベクトルの悪化を放置してきた警察の問題点について論じる。
警察はコミュニティ・ポリシング活動において住民とともに欠かすことのできないアクタ
ーである。だが、インドでは特にヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生において、警察による
不当逮捕や無差別発砲、暴徒への加担といったように、度々機能不全に陥ってきた。そこで、
第 2 章ではインド警察の抱えてきた構造的欠陥について、法的および制度的観点から検討
を加える。加えて、近年コミュニティ・ポリシング活動への評価とともに徐々に沸きあがり
つつある警察の構造改革の動きについて論じる。インドのコミュニティ・ポリシング活動を
分析するうえで、その前提としてインド警察が抱えてきた課題を理解する。 
第 3 章と第 4 章では、暴動発生地のマハーラーシュトラ州のムンバイー市とビワンディ
ー市におけるコミュニティ・ポリシング活動を事例として選択して、現地調査で得られた知
見に基づいて、分析する。 
第 3 章では、暴動の発生、予防およびその効果における成功事例として、ムンバイー市の
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシング活動を
論じる。とりわけ、ムスリムのリーダーシップによる創設に着眼し、ムスリム住民のコミュ
ニティ・ポリシング活動への主体的な参画について論じる。ムンバイー市の近隣地域で暴動
が発生した時期に、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストのコミュニティ・ポ
リシング活動がもたらした予防の効果について、2001 年 10 月のマハーラーシュトラ州ナ
 42 
 
ーシク県マーレーガオン市（Malegaon tehsil, Nashik District）での暴動と 2002 年 3 月の
グジャラート暴動からそれぞれ例証する。この対比によって、コミュニティ・ポリシング活
動が暴動発生にどのように作用し、効果を発揮しえたのか、浮き彫りにする。そのうえで、
住民メンバー、警察、メディアからのコミュニティ・ポリシング活動に対する評価を分析し、
予防とその効果を検討する。 
第 4 章では、1988 年から着手されてきたビワンディー市のモハッラー・コミッティによ
るコミュニティ・ポリシング活動について、暴動の発生、予防およびその効果における失敗
事例として論じる。警察のリーダーシップによる創設の過程、ビワンディー市の住民がコミ
ュニティ・ポリシング活動に参画した状況、ビワンディー市に暴動発生の危機が迫った時期
におけるモハッラー・コミッティの予防効果への評価を検討する。そして、1990 年代後半
以降、住民の参画が希薄になるにつれて、コミュニティ・ポリシング活動の形骸化が進行し
て、そして 2006 年 7 月にムスリム住民と市警察の間で発生した諍い型暴動により、瓦解に
至った状況を分析する。   
第 5 章では、1980年代後半以降にインドで遂行されてきた 7 事例について、暴動の発生、
予防および効果において成功と失敗として評価し、その要因を分析する。警察と住民による
参画の度合い、成功を導きうる要因、そして瓦解して失敗に帰する要因を考察する。インド
のコミュニティ・ポリシング活動の成否を分ける要因は、警察と住民のコミュニティ・ポリ
シングに参画する形態にあったと論証される。そこで警察が住民の参画を促して、対等な関
係の下に住民による主体的なコミュニティ・ポリシング活動を遂行することの重要性を明
らかにする。その活動の特徴を分析していくと、成功事例は住民参画型として、失敗事例は
警察主導型としてそれぞれ類型することができる。そのうえで、総合的な考察として、イン
ドのコミュニティ・ポリシング活動の成功事例と失敗事例を比較して、特徴と課題を浮き彫
りにする。 
終章では、インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動について、第 1 節では本稿の結
論と本稿の学術上の意義を確認し、予防の効果と展望を論じる。第 2 節では、コミュニテ
ィ・ポリシング活動による暴動予防に関する事例分析から得られた知見に基づいて、インド
のコミュニティ・ポリシング活動の拡充を政策的含意として提言を行う。第 3 節では、概念
枠組みと事例検証から新たに生じてきた研究課題を提示し、今後の方向性を模索する。 
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第 1 章 分析枠組みの設定 
 
 本章では、暴動ベクトルと予防に関する議論を展開するための分析枠組みの設定を行う。
本研究の目的は、コミュニティ・ポリシング活動による警察と住民との協力関係が、インド
におけるヒンドゥーとムスリムの間の暴動予防を可能とする過程と効果を説明することで
ある。本研究の概念上の意義は、従来犯罪研究で展開されてきたコミュニティ・ポリシング
概念と、事例検証を中心としてきたインドの暴動研究を接合する点である。本稿では、暴動
は犯罪とみなしている。これはインド刑法における規定、および現地のコミュニティ・ポリ
シング活動に取り組む警察と住民の考え方に合致している。したがって、二重の意味で暴動
を犯罪とみなす本稿の視座は妥当であると言える。 
第 1 節では、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の検討として、先行研究を発生メカニ
ズム追究型と予防志向型アプローチに類別して暴動研究の視座をレビューする。本研究は
予防志向型アプローチを発展するものである。先行研究の限界と本研究が乗り越えるべき
課題を浮き彫りにし、本研究の位置づけを明らかにしていく。続いて、インドで 1960 年代
から 2000 年代までに発生したヒンドゥー・ムスリム間暴動のうち 79 事例に基づいて、発
生の度合いと特徴を浮き彫りにする。本研究では、暴動発生に対して、3 つの時期区分を設
定している。1940 年代から 1960 年代を第 1 期、1960 年代後半から 1990 年代を第 2 期、
そして 1990 年代から 2000 年代を第 3 期と設定する。1950 年代から 2000 年代にかけて発
生した事例検証から、暴動発生の度合いと特徴を明らかにし、暴動の類型化を提示する。 
第 2 節では、本研究の掲げるインドの暴動ベクトルについて論じる。本研究では、1960
年代から 2000 年代にかけてインド国内で発生したヒンドゥー・ムスリム間暴動の事例分析
を通じて、暴動ベクトルと予防への移行の 2 つの概念を導出する。諍い、犯罪、小規模暴動
および大規模暴動に至る負の動きと、コミュニティ・ポリシング活動が諍い、犯罪、小規模
暴動に働きかけて、大規模暴動に悪化する以前に安全な状態に好転させる正の動きが反復
している。これら暴動ベクトルの各概念は、実際の暴動事例に基づいた定義づけを行う。 
 第 3 節では、アメリカで生み出されたコミュニティ・ポリシング概念について、先行研究
を検討し、概念の理解と研究潮流を確認する。続いて、インドのコミュニティ・ポリシング
活動を分析するにあたり、本研究におけるコミュニティ・ポリシングの定義を提示する。本
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稿はコミュニティ・ポリシングを 6 つの構成要素によって定義する。そのうえで、第 3 章、
第 4 章、第 5 章では事例研究をつうじて、インドでのコミュニティ・ポリシング活動が暴
動の発生を予防できたか否か、成功事例と失敗事例に分けて、その効果を分析する。 
 
第 1 節 インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動 
 
本節では、分離独立以降に発生してきたヒンドゥー・ムスリム間暴動について、先行研究
における研究アプローチを、発生メカニズム追究型アプローチと予防志向型アプローチに
大別し、それぞれの先行研究の論点を整理する。本稿は、予防志向型アプローチを採用する。
その上で、本節では予防志向型アプローチの観点から、過去の発生事例に基づいてインドの
ヒンドゥー・ムスリム間暴動を類型する。 
 
（1）発生メカニズム追究型アプローチ 
発生メカニズム追究型アプローチは、さらに細分化すると、歴史学、人類学、経済学、政
治学によるアプローチに基づいて、暴動発生の原因を探究して研究を進展させてきた。発生
メカニズム追究型アプローチは暴動発生をもたらしてきた原因が解消されることで、状況
が改善しうると示唆してきたと捉えることができる。先行研究における議論は、それぞれ植
民地支配起源説、祝祭媒体説、経済要因説、ヒンドゥー・ナショナリスト原因説と捉えるこ
とができる。 
 
歴史学的アプローチ 
歴史学的アプローチは、分離独立の過程およびインド国内のヒンドゥー・ムスリム間の対
立の原因が英国植民地支配下に行われてきたヒンドゥーとムスリムへの分割支配にあると
みなしている［Berenschot 2011：22-23］。本稿はすでに述べたように、ヒンドゥーとムス
リム間の対立は、インド研究ではコミュナリズムと概念化されてきたが、英領インド
（British India）（1877 年~1947 年）下で両者の対立をコミュナリズムと呼んだことを起
源とする。 
パニッカールは、ヒンドゥーとムスリムの宗教の差異によってもたらされたコミュナリ
ズムは、英国の分割統治政策によって意図的に対立するように創出されたものであり、それ
が分離独立後に復古主義として表出し、ヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生してきたと捉え
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ている［Pannikar 1991：1-2］。 
 英国植民地支配の歴史を分析した宮原辰夫によると、コミュナリズムとは、ヒンドゥーと
イスラーム両教徒間の対立関係を示す概念であるが、日常の生活様式から宗教・言語・文化
といった社会全般にわたる混淆・融合（シンクレティズム）の実態を無視して、あくまでも
宗教における厳格な差異を強調し、自らの宗教に対する帰属意識を一義的に優先させ、他宗
教徒との対立を煽ろうとする考え方を含むものであるという［宮原 1998：1-2］。宮原の概
念は、インドのムスリムの多くが、元来ヒンドゥーからの改宗者であったがゆえに、両コミ
ュニティ間は宗教、言語、文化的同質性を有してきた点を説明している。そして、それにも
かかわらず、コミュナリズムは、宗教の差異を強調し、自己の宗教への帰属意識を高め、他
宗教コミュニティに対する優越を図った考え方であると捉えている。 
 それでは、分割統治政策が生み出す、どのような事象がコミュナリズムとみなされてきた
のであろうか。先行研究ではそれらを、ムスリム、イギリス、ヒンドゥーの 3 つのアクター
に求めている。すなわち、第一にムスリムの後進性、第二に英国植民地支配における分割統
治政策、第三にヒンドゥー、特に会議派による反英独立運動の失敗、そして第四にムスリム
の異質性、の 4 点の見方が挙げられる。 
ムスリムの後進性に根拠を求めたものとして引用されるのが、イギリス高等文官ハンタ
（ーW. W. Hunter）が 1872 年に発表した報告書『インド・ムスリム』（The Indian Musalmans）
である。1871 年にインド総督のメイヨー卿（Earl of Mayo）（1869-1872 年）の命によって、
ハンターはベンガル・ムスリムを中心として、インド・ムスリムの状況についての報告をま
とめた。ムスリムはかつてムガル帝国（Mughal Empire）（1526 年-1858 年）の支配者とし
て官職を独占していたが、植民地支配が確立して以降、ヒンドゥーが西洋近代的な教育を受
容した。一方で、西欧近代的な教育を拒絶し、ペルシア語やアラビア語による教育に固執し
てきたために、いまやムスリムは官職でも知的専門職の分野においても、ヒンドゥーから大
きく後れを取っていると主張する。ハンターはムスリムが不作法で宗教に狂信的であるが
ゆえに、後進的だと説明した。そのうえで、インド・ムスリムが後進的な状況から脱却する
には英領インド政府がムスリムに対して英語教育を付与していくことが重要と提言した
［Hunter 1999（1871）：166-209］。ハンターの見解はムスリムに対する植民地政府の偏向
した見方が最初に公的に示されたものと言える。ハンターは、狂信的や反逆的という言い回
しを度々用いて、ムスリムは後進的であると評していた。そもそもインド・ムスリムの実態
とは、その多くをヒンドゥーからの改宗者が占めていたため、ハンターの主張したコミュニ
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ティとしての後進性という理解は固定観念に基づいていると言わざるを得ない。 
第二に、英国植民地支配の一環として分割統治策が、コミュナリズムをもたらしたと捉え
る見方がある。分割統治策とは、1905 年ベンガル分割令、1909 年インド参事会法改正によ
るムスリムの分離選挙区設定、1919 年インド統治法による分割選挙制の導入、1935 年イン
ド統治法による分離選挙の徹底、の 4 段階に及んだ。この政策によって、ヒンドゥーとムス
リムは、別個の権利を有する宗教コミュニティとして線引きされていった。分割統治策にコ
ミュナリズムの根拠を求めた見方は、現在でも歴史学、政治学の研究において主流となって
いる［Panikkar 1991］。宗教の差異が植民地支配政策として利用され、ヒンドゥーとムス
リムの関係は対立し、激化していった。英国植民地支配がコミュナリズムを悪化させたのは
事実であり、過去を分析する上での端緒を求めることはできるが、過去の研究を踏まえた上
で、現代のヒンドゥー・ムスリム間対立を理解するには地域社会における暴動の発生構造に
ついて、より焦点を合わせることが重要である。 
第三に、反英民族運動を率いたナショナリストの対応がコミュナリズムの深化の原因で
あるとの主張である。特に会議派のリーダーシップや独立運動における戦略の失敗が、ヒン
ドゥー・ムスリム間の対立関係を悪化させ、コミュナリズムを悪化させたとの見方である。
1940 年代に遡って説明される会議派の失敗という見解は、1980 年代以降のヒンドゥー・ナ
ショナリズムの動態を説明する際にも用いられた［Jaffrelot 1996］。このような説明はヒン
ドゥー側の代弁者であった会議派にコミュナリズムの根拠を求めた一方で、ムスリム・エリ
ートの動態についての視点が欠落している。かつ、発生時期によって暴動の類型が異なって
いるにもかかわらず、ヒンドゥーを批判するだけでは十分とは言えない。 
第四に、イスラームの宗教的異質性に、コミュナリズムの原因を求めたものが挙げられる。
この見方は、ヒンドゥーとイスラームは、生活様式、信仰、文化も異なっているために共存
できなかったとする説である。元来、南アジアへのイスラームの侵略は、インド土着の宗教、
文化と混淆・融合しなかったため、統一国家を形成できなかったと捉えている。そして、ヒ
ンドゥーとムスリムには、歴史的経験の違いが存在していることを強調した説とも言える。
インドのムスリムは、ヒンドゥーとは異なった民族であるという立場から、唱えられた「二
民族論」（two nation theory）が支持する見解である［Dadhich 2006：16； 宮原 1998：3-
7］。だが、二民族論は絶対的な考え方とは言えない。なぜならば、インドのムスリムは、イ
スラームの伝播によるヒンドゥーからの改宗者が多くを占めてきたゆえに、これら 2 つの
宗教コミュニティには文化的、宗教的な類似性が指摘されてきた。したがって、文化、祝祭
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の場、言語の共有という経験からは、インドのヒンドゥーとムスリムが異なった民族であっ
たという主張が政治的に双方の違いを強調しすぎることで、宗教横断的な変化を見えにく
くすることのないように十分な配慮が必要である。 
ヒンドゥーとムスリムの対立が、近現代インド史において明確に記されるようになった
のは、1905 年のベンガル分割令（Act of Bengal Partition）以降であった。宗教の差異によ
って、ヒンドゥーとムスリムは対立するものという前提自体が、近現代になって創出された
ものであった。分離独立以降、ヒンドゥー・ムスリム間の対立は宗教コミュニティの対立が
社会、政治、経済の領域で持続することになってしまった。それゆえにヒンドゥーとムスリ
ムは、所属する宗教が異なるために対立し、暴動が発生することが必須であるかのような見
解に与してしまうことがないようにアプローチを練り上げる必要がある。 
歴史学的アプローチは、英国植民地支配がもたらした諸側面を明らかにしており、植民地
起源説と包括することができよう。歴史学的アプローチは、独立前後の潮流を紐解き、その
背景に作用したアクターへの理解には有用であるが、ヒンドゥー・ムスリム間の暴動発生の
構図と類型を的確にとらえた見方が求められる。 
 
人類学的アプローチ 
 歴史学的アプローチは英国植民地支配がヒンドゥー・ムスリム間の対立構造を読み解い
た、その見方が一元的であるとして、人類学的アプローチからは、現地調査を通じて地域社
会における両コミュニティの動態を読み解こうという試みが行われてきた。 
関根は、タミル・ナードゥ州チェンナイ（Chennai）でのフィールド調査を基に、ヒンド
ゥー・ムスリム間の暴動発生における宗教的メカニズムを分析した［関根 2006］。関根は、
地域社会で開催される宗教祝祭が、ヒンドゥー・ムスリムを対立させる媒体として利用され、
そのなかでコミュナリズム言説が社会化されていく過程を説明している。 
宗教祝祭の場にヒンドゥー・ムスリム間の対立と暴動の特徴を見出すタンバイアーは、公
共スペースにおける集合的活動で、群衆を巻き込み、儀式、音楽、激しい激論、神聖な空間
と時間」を挙げ、「大衆文化」の中から生じるものとみなす［Tambiah 1996：222］。すなわ
ち、インドのヒンドゥーとムスリム間の対立の特徴とは、楽器を鳴らし、また大音量で音楽
を流す神聖な宗教儀式のなかで、群衆を巻き込みながら発生するものとみなしている。 
人類学的アプローチは、ヒンドゥーとイスラームという宗教性、とくに祝祭に注目して成
果を上げてきており、両コミュニティが祝祭を介して対立していく祝祭媒体説と捉えるこ
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とができる。しかしながら、ヒンドゥーとムスリムのコミュニティの関係、彼らが信仰上の
相違を乗り越えていくことが可能か否か、共生の道筋についての議論は十分になされてい
ない。 
 
経済学的アプローチ 
多くの研究の蓄積と文字化された資料の入手が比較的容易であったという理由もあり、
ヒンドゥー・ムスリム間暴動に対しては、歴史学的、政治学的アプローチが主流を占めてき
た。そうした状況で、アスガール・エンジニーアは、ヒンドゥー・ムスリム間の対立が、宗
教、歴史に根差した回避しがたいものとする見方を批判していた。エンジニーアは、ヒンド
ゥ ・ームスリム間の暴動発生は、そもそも宗教や歴史に根差したものではなく、宗教人口比、
経済的競合関係といった都市特有のミクロ要因と、インド国内の政党間対立、印パ関係とい
ったマクロ要因の 2 つに拠ると論じた［Engineer 1989：1-14］。エンジニーアは、ヒンド
ゥー・ムスリム間の経済関係を論じようとしたが、歴史、社会、政治といった相加的議論と
なり、暴動の原因と予防に関わるミクロな政治的考察の焦点がぼやけてしまっている。 
ボールケンとセルジェンティは、1982 年から 95 年にかけて、インド 15 州を対象に、経
済成長とヒンドゥー・ムスリム間の暴動発生について分析した。その結果、1％の経済成長
率の上昇が、暴動発生を 5％まで減少させるという説を立てた［Bohlken and Sergenti 
2010：589-600］。経済成長率と暴動との関係性を議論の俎上にのせたことは評価できる。
しかしながら、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生現場を鑑みれば、生活が困窮し
ているスラム居住区や路上生活者の間でのみ暴動が発生してきたのか、州ごとの平均所得
が高くなれば、暴動の発生が抑制されるのかという疑問が沸いてくる。 
経済学的アプローチでは、暴動の原因論として論じる上では有用であるが、経済成長が暴
動の発生を抑止するというマクロな見方が、十分に現地の暴動の発生や予防に即して論じ
きれていないという点を指摘できる。  
  
政治学的アプローチ 
歴史的、宗教的アプローチはヒンドゥー・ムスリム間の対立を、基層社会のなかで発生す
る現象として捉えていた。政治学的アプローチには、暴動そのものに関する研究と、ヒンド
ゥー・ナショナリストに焦点を当てた研究が挙げられる。 
政治学的アプローチは、ヒンドゥー・ムスリム間の対立の激化が 1980 年代以降のヒンド
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ゥー・ナショナリズムの隆盛に伴ってきた様々な政治グループの競合によって生み出され
てきたとみなしている。 
1980 年代以降のヒンドゥー・ナショナリズムの展開の前提として、1967 年第 4 次総選
挙における会議派の一党優位体制の崩壊を説明する潮流が見られる［広瀬崇子 1994：2-22；
近藤則夫 1998］。 
1992 年 12 月にウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤーにあるバーブル・モスクが、ヒ
ンドゥー・ナショナリストとそれに扇動された群衆によって破壊された。いわゆるアヨーデ
ィヤー事件の発生に伴って、政治学的アプローチは盛行を見せた。この事件を契機に、ヒン
ドゥー・ナショナリズムのイデオロギー、組織、政策といった要素に焦点を当て暴動発生を
政治的メカニズムから分析する研究が多く見られるようになった。 
インドの暴動研究はヒンドゥー・ナショナリズムの研究と結びついている。なかでも、ジ
ャッフェルローの研究成果はメルクマールとしての評価を受けた［近藤則夫 2007：224-
226］。ジャッフェルローは 1990 年代におけるヒンドゥー・ナショナリズムの隆盛を、民族
奉仕団とインド人民党から説明した。ジャッフェルローはヒンドゥー・ナショナリズムの起
源を 1925 年の民族奉仕団の結成と提示する。民族奉仕団はジャン・サングおよびインド人
民党の支持母体であり、民族奉仕団の活動家がジャン・サングおよびインド人民党の党員と
して政界に進出した。ジャッフェルローはジャン・サングおよびインド人民党が時に過激路
線を、また穏健路線と使い分けながら、全国的に支持を伸張し、連邦中央政権を掌握してい
く過程を説明した。加えて、民族奉仕団とインド人民党がヒンドゥーというエスニシティと
宗教を手段に、いかにしてヒンドゥーのイデオロギー的アイデンティティを形成していっ
たのかを分析した［Jaffrelot 1996：522-550］。ジャッフェルローはこれまでインドでヒン
ドゥー・ムスリム間暴動を引き起こしてきたヒンドゥー・ナショナリスト組織の活動に焦点
を当て、体系的に論じた。 
これに対して、ヒンドゥーがどのようにヒンドゥー・ナショナリズムに同調し、実際に運
動に参加していったのか、分析した研究もある。中島岳志は、ヒンドゥー・ムスリム間暴動
を引き起こすアクターの一つである民族奉仕団のシャーカー（Shakha）と呼ばれる末端支
部に自ら入り、参与観察をつうじて、民衆レベルでのヒンドゥー・ナショナリズムの拡がり
を分析した22。中島は、民族奉仕団の支部に集まる人々へのアプローチから、ヒンドゥー・
                                                   
22 近藤光博によると、シャーカーは毎早朝、街角の公園や広場で開かれる少人数の集会を指す。民族奉仕
団の草の根のネットワークを形成する場として非常に重要な役割を果たしてきたと評価する［近藤光博
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ナショナリズムが、運動として説くイデオロギーとしての側面と、民衆レベルでの思想およ
び実践という側面においてギャップがあり、自らの意思でヒンドゥー・ナショナリズムに身
を投じていた様相を浮き彫りにした［中島 2005：201-350］。中島はヒンドゥー・ナショナ
リズムによって人々がどのように暴動に巻き込まれ、また暴動に参加するのか、現場からの
ヒンドゥー・ナショナリズムの実態を描いたという点で、意義深い。 
ジャッフェルローや中島のように、特定組織の動向に主眼をおいた研究が行われた一方
で、暴動発生の要因として警察と軍隊に注目した研究もある。警察と準軍隊は、インドにお
いて治安維持と暴動制圧を担当しつつも、時に暴動を発生させ、助長する対応を取ってきた。
こうした背景を鑑みつつ、ウィルキンソンの研究は、ヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生誘
因が、暴動対応を担ってきた警察と準軍隊の動員を掌握する州政治レベルでの選挙競合に
あるとして、新たな成果をあげた［Wilikinson 2004：137-203］。ウィルキンソンは、ヒン
ドゥー・ナショナリスト政党が州政権を掌握することで、警察と準軍隊の暴動対応を左右す
ると論じている。ウィルキンソンの研究は、暴動対応における州政権をめぐる選挙競合から
暴動発生の誘因を説明しており、妥当性はある。しかしながら、州政府が迅速に警察に対し
て、暴動の制圧を命じ、また準軍隊の派遣を連邦中央政府に要請したとしても、現場で暴動
に加担してしまう下位警察官の行動までを包括して論じ切れていない。ムスリムに偏向を
持つ警察が、ヒンドゥーの暴徒に加担し、略奪、放火、殺害を行うという現実をウィルキン
ソンは把握しきれていない。加えて準軍隊を派遣することで、武力制圧がさらなる憎悪や嫌
疑を増幅させて、犯罪や暴動、テロの再発を招いてきた。そのため、準軍隊の派遣が必ずし
も暴動の制圧と安全な状況に帰結するとは断言できないのである。ウィルキンソンは、ヒン
ドゥーの警察官が持つ根深いムスリムへの偏見や暴動の現場における残虐性を十分に論じ
切れていないと指摘できよう。 
中溝の研究関心は、ウィルキンソンが暴動の政治的影響について焦点を当てた点におい
て重複するものの、ウィルキンソンの議論での政治的要因は、あくまでも暴動を説明するた
めに用いられていると指摘する。その上で、中溝は 1980 年代後半から 1990 年代前半の会
議派支配の崩壊とアイデンティティ政党の台頭という政治変動を、カースト・宗教アイデン
ティティの相互作用に留意しつつ、中央、州、都市、農村の連関を分析する。具体的には、
                                                   
1998：22-23］。1999 年～2000 年にかけて、アヨーディヤー、デリーでそれぞれフィールド調査を行っ
た中島は、シャーカーを民族奉仕団のローカルなリーダーが運営し、「整列・行進にはじまり、ヨーガ
や武術、伝統的スポーツの訓練、マントラや賛歌の斉唱、訓話や門答、対話などを行うもので、インド
各地で毎日開かれている末端活動」と説明している［中島 2005：200］。 
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1989 年 10 月にインド最貧州ビハール州のバーガルプル市（Bhagalpur）で発生したヒンド
ゥー・ムスリム間暴動を事例に、とりわけ「暴動への対処法」を説明変数として州政治の政
治変動を論じる。中溝は暴動被害者となってきたムスリムが非会議派政権によるカースト・
宗教アイデンティティに基づく暴動への対処法を評価し、実際にその対処法が有権者の投
票行動に大きな影響を与えてきたとの暴動の政治的帰結を見出した。中溝は 1990 年ビハー
ル州議会選挙で成立したジャナター・ダル（Janata Dal）政権がヒンドゥー・ムスリム間暴
動の拡大を迅速に阻止していた状況から23、「暴動への対処法」がムスリム票の固定化とい
う政治変動と密接に関連していたと論じた［中溝 2012：28-30, 255-257, 287-288, 318-324］。
中溝の研究成果は、現地での聞き取り調査から得られた知見に基づき 1980 年代から 1990
年代初めにかけてのビハール州の都市および農村社会の変容、大規模暴動がもたらしてき
た影響、投票行動からみる暴動対処への政治的帰結について論じたという点で意義深い。中
溝の関心は州政府による暴動対処が有権者の投票行動によって評価され、政治変動をもた
らすという点での暴動の政治的帰結であった。中溝の分析から、ビハール州がコミュニテ
ィ・ポリシング活動を導入してきたわけではないものの、州政権が暴動抑止を政策として展
開してきたことから、予防効果をもたらした州政府の対応として見いだされる。本稿はヒン
ドゥー・ムスリム間暴動に対して、暴動ベクトルとその予防という概念枠組みから、警察と
住民によるコミュニティ・ポリシング活動がいかに作用し、効果をもたらしてきたのか、事
例分析によって論じる。州政府による暴動対処とは別に、暴動発生の危機が常に身近に迫っ
ていた警察と住民によって遂行されてきた暴動予防の実践について検討し、その成否要因
を考察する。 
本稿の提示する暴動ベクトルの概念については、原因追究型アプローチのなかでは、竹中
が暴動の政治過程という点から、またブラスは暴動の制度化という点から、それぞれ論じて
いる［竹中 2001；Brass 2003］。 
竹中は 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてマハーラーシュトラ州ムンバイー市で発
生した大規模暴動を事例として、暴動の展開を暴力、奉仕、祭りの要素が絡んでいると指摘
                                                   
23 ジャナター・ダルは、1977 年に結成されたジャナター党を起源とする複数の中道左派政党と 1987 年
にインド国民会議派を離脱したグループなどが結集して 1988 年に結成された。インドの中道左派政
党。1980 年代末から 1990 年代後半にかけては、国民会議派に代わる政権の受け皿としての役割を担
い、1989-1991 年の国民戦線（National Front）政権、1996-1998 年の統一戦線（United Front）政
権という 2 度の非会議派連立政権において、いずれも中心的な役割を果たした［南アジアを知る事典 
2012：三輪博樹「ジャナター・ダル」の項：369］。 
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する。その上で、暴動報告書や暴動被害者および加害者へのインタビューを行ったドキュメ
ンタリー映像から、暴動のシークエンスとして、「暴動の予兆」、「暴動の幕開け」、「暴動へ
の加速」、「暴動の実演」、「警察の介入」、「暴動の幕引き」の 6 段階に分けて、説明する24。
竹中はムンバイーでの、特にスラム地区においてヒンドゥー・ムスリム間暴動が域内の政治
と経済の手段として機能し、民主政治の舞台となっており、市民社会とは呼べない社会が形
成されてきたと説明する［竹中 2001：49-78］。竹中が、ムンバイー市のスラム社会におけ
るシヴ・セーナーを中心とした意図的な暴動発生と民主政治の展開という関係から、暴動研
究およびシヴ・セーナー研究に道筋を示し、一石を投じたという点で評価できる。ヒンドゥ
・ームスリム間暴動が突発的ではなく、段階を経て、かつ入念に準備されてきたという点を、
暴動の原因追究の議論において、展開したという点で意義深い。インドでは、ヒンドゥー・
ムスリム間暴動が経済や政治の道具として利用され、組織犯罪の現場でありながらも、民主
政治の舞台ともなっているとの見解は、本稿と一致している。しかしながら、竹中は暴動の
段階を論じる上で、その検証事例がムンバイー市で発生した 2度の大規模暴動のみである。
本稿が提示する暴動ベクトルの概念は、インド全国における過去の暴動事例への分析に基
づいていることから、一定の説明能力を有し、妥当性を有していると言えるのである。 
ブラスは先に述べたような視座を持つに至ったのは、暴動が政治の道具として利用され
てきたという起点から展開する。ブラスはウッタル・プラデーシュ州アリーガル市での事例
研究に基づき、暴動には、ヒンドゥー組織活動家によって作為的に創出された制度化された
暴動システムが存在すると指摘した。ブラスはアリーガル市での過去の暴動発生状況の分
析から「準備」、「起動」、「説明」という 3 段階によって、ヒンドゥー・ムスリム間暴動が制
度化されたシステムとして定着してきたと説明する。第一に、「準備」とは、噂流布人が、
地域の組織活動家から金銭を受け取り、大衆扇動を目的として行なうものである。加えて、
地域の組織活動家が対立をあおるプロパガンダを発することで大衆扇動が行なわれるよう
になる。第二に、「起動」とは、祝祭など行列で市中を練り歩く行事において、ムスリム居
住地域を通過する際に、反ムスリム的なスローガンをあげることで、参加者と地域住民とに
取っ組み合いによる暴力の応酬を引き起こす行為である。この取っ組み合いが、投石、刺傷
事件、略奪、放火という暴力の連鎖につながることになる。第三に、「説明」の段階になる
                                                   
24 竹中はムンバイー市で発生した 1993 年 1 月大規模暴動の直後、同年 2 月にスラム地区ベーラムパーダ
ー（Behrampada）の住民に対して、暴動状況の聞き取りを行ったドキュメンタリー映画『私はベーラ
ムパーダーに住んでいます』（I live in Behrampada）を暴動状況の分析に用いている［竹中 2001：55-
56］。 
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と、暴動が発生した後、ヒンドゥーの組織活動家によって「暴動」の発生原因を、自組織の
利益となるように歪曲化した発表が行われるという［Brass 2003：15-24, 377-379］。 
ブラスがインド政治において、暴動が道具化され、それはシステム化していたとの説明は、
普遍化した視角を構築し、とりわけ地方政治家による暴動発生の役割を見出した点におい
て、非常に意義深い。 
木村真希子はブラスの制度化された暴動システムに対して、暴動に参加してきたのが必
ずしも「ならず者」や「犯罪者集団」ばかりではないとして、参加者のエージェンシーと認
識についての議論を提起している［木村 2008：114］。木村が指摘するように、ブラスは、
住民がヒンドゥー・ナショナリストに扇動されるアクターであるとの一義的な理解に留ま
っている。ブラスの議論においては、暴動当事者となる住民は、組織に扇動され、操作され
るアクターにすぎない。本来、暴動発生の現場では、ヒンドゥーがムスリムを匿って助命し
ていた事例も確認されており、また暴動前後のムスリム住民の動態についての分析が欠如
していると言わざるを得ない。 
近藤則夫はブラスの「制度化された暴動システム」を発展させつつ、「暴動を組織する側
の組織化のレベル」および「州政府の暴動を抑制する意志」の 2 つの説明変数を用いて、暴
動多発州であるマハーラーシュトラ州、グジャラート州、ウッタル・プラデーシュ州の州間
比較分析を行った。近藤は選挙分析をつうじて、マハーラーシュトラ州ではヒンドゥー・ナ
ショナリズムへの傾斜傾向が一定程度定着し、グジャラート州でもヒンドゥー・ナショナリ
ズムが多数派によって正当化されていったと捉えている。他方、ウッタル・プラデーシュ州
では選挙の競合状況が継続してきたがゆえ、ムスリムの支持喪失を恐れる主要政党がその
要求を呑むという動きを見出した［近藤則夫 2015：380-445］。近藤はウッタル・プラデー
シュ州では、激しい選挙競合状況が続いており、ムスリムの支持の喪失を危惧した政党間で、
ムスリムの要求を考慮する必要に迫られてきた。こうした政治状況が、州政府の対応によっ
て「組織された暴動システム」を抑え込む政策へとつながり、1993 年以降、州内では大規
模な暴動が見られないとみなしている［近藤 2015：432-445］。近藤は選挙結果や現地での
政党選好データを用い、州レベルでの比較によって、州政府の動向が暴動発生において重要
と捉えている。政党競合から引き起こされる意図的な暴動発生について選挙データを中心
とした説明は正鵠を射た分析と言え、また中央政府と州政府の暴動対応を鑑みるうえで有
用である。近藤の分析からは、ウッタル・プラデーシュ州ではコミュニティ・ポリシング活
動が導入されたわけではないものの、政治状況を鑑みた州政府がムスリムの要求を実現す
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るために政策として暴動を抑止し、効果をもたらしたという点で、州政府の暴動予防として
捉えられる。選挙競合と権力闘争をめぐって、州政府による政策としての暴動抑止が効果を
もたらす場合もある。 
政治学的アプローチは分析が細分化してきたが、特徴的なのはヒンドゥー・ナショナリズ
ムという現象を、組織、政党間競合、創出された背景と支持層、それぞれに主眼をおいて展
開した点であろう。 
ここまで検討してきたように、原因追究型アプローチは植民地支配起源説、祝祭媒体説、
経済要因論、ヒンドゥー・ナショナリスト原因論などが挙げられ、なぜ起きたのか、何が破
壊されたのか、という視角に立ちながら、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生メカ
ニズムを、さまざまな側面によって分析を行ってきたのである。しかしながら、この原因追
究型アプローチが、必ずしも暴動の解決や予防のための含意に貢献してこなかったと括る
ことが可能である。一方、本稿が発展する予防志向型アプローチとは、暴動発生の原因を検
討した上で、将来的に暴動を誘発しうる社会状況が形成されるのを予防する試みを分析す
る視点である。 
 
（2）予防志向型アプローチ 
2000 年代に入って、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の研究に、予防に関する概念
を用いて、その必要性を明らかにしようと試みる研究が見い出されてきた。最初に、コミュ
ニティ・ポリシングを担う住民による暴動予防に注目し、その存在を世に知らしめた高い意
義があるのはヴァールシュネーイーの研究である。コミュニティ・ポリシングを担う住民に
よるヒンドゥー・ムスリム間暴動の予防における役割に注目し、世に知らしめたと言えよう。 
ヴァールシュネーイーは、パットナム（Robert Putnam）が提唱した市民社会論を採用
し、暴動の予防に関する分析を展開する。インド国内において、暴動発生傾向にある都市と
発生傾向にない都市の組み合わせ、ウッタル・プラデーシュ州アリーガル市とケーララ州カ
リカット市（Calicut）、アーンドラ・プラデーシュ州ハイダラーバード市（Hyderabad）と
ウッタル・プラデーシュ州ラクナウ市（Lucknow）、グジャラート州アフマダーバード市
（Ahmedabad）とスーラト市（Surat）の、3 ペア 6 都市の事例比較研究を行った。その結
果、暴動発生傾向にない都市には、宗教の差異を超えて、企業連盟、ボランティア組織、職
業組織といった自発的結社によるヒンドゥー・ムスリム間の住民同士による地域社会への
市民参加（civic engagement）が形成されている。この協力関係によって地元警察と自治体
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行政は、地域社会に影響力を及ぼすことが容易であり、暴動を抑止してきたと主張した
［Varshney 2002：119-261］。ヴァールシュネーイーは、本研究が事例検証として分析する
ビワンディー市のモハッラー・コミッティについて、暴動発生傾向にある都市での、市民社
会の構築への潜在性を示す実例として言及している［Varshney 2002：293-297］。ヴァール
シュネーイーがヒンドゥーとムスリムの住民間の協力関係が暴動予防に有効であるという
視点を打ち出した功績は大きい。本研究もヴァールシュネーイーと同様に、アクターとして
の住民に注目し、それを踏襲している。ヴァールシュネーイーの研究は暴動予防におけるコ
ミュニティ・ポリシングの重要性を提起した点で意義深いと言える。 
しかし、その比較検証の中味を問題点として指摘できる。暴動予防の治安維持活動の一つ
であるコミュニティ・ポリシングについての具体的な議論を行っていない点である。実際に
コミュニティ・ポリシングの具体的な議論を行うのであれば、その分析には、警察、組織メ
ンバー、地域住民の連携関係の実態、予防活動の効果に関する実証が求められる。なぜなら
ば、コミュニティ・ポリシング活動に関する情報が錯綜しており、事実確認は容易ではない
からである。 
ヴェルマは、自らの元インド警察職として得てきた知見とアメリカにおける犯罪司法に
よる研究アプローチから、インド警察による状況的な暴動予防の取り組みについて、インド
で過去に暴動が発生してきたデモ行進、ストライキ、要人による集会、宗教祭列、選挙の状
況を照らし合わせて、議論を展開する。ヴェルマはインド警察が群衆行動に対し、現場への
アクセスの制限、出入口の制限、監視、対象への強化、ルールの設定という 5 つの状況的な
予防措置を講じ、日常的に発生する暴動状況を減退させ、制圧してきたと評価する［Verma 
2007：209］。 
ヴェルマは警察がデモ行進の実施を予定する政党や利益団体に対して、事前に設定され
たルールについての協議を行ってきた結果、警察とデモ行進の指導者の双方での良好な関
係の構築に有益となってきたと捉える。警察は、政治デモに参集する群衆行動の規制のため
にバリケードを築き、交通規制を行って、行進には制服警官を随行させてきた。ヴェルマは
デモ行進における警察が暴動発生の予兆を察知し、予防を行った事例として 1988 年にニュ
ーデリーで行われた農業団体によるデモ行進を挙げる。この際、デリー市警察は、デモ行進
の集合会場に設置された飲料水のタンク、飲食の露店を撤去し、会場内にて大音量で音楽を
流していたスピーカーの電源を落とし、デモ行進の参加者を解散させたという［Verma 
2007：211］。インド警察によるデモ行進時の暴動予防のための予防措置とは、バリケード
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の設置、交通規制、警察官による監視、デモ会場での群衆の解散といった暴動状況が予期さ
れる空間や状況を物理的に排除するという手法であった。 
 本稿の第 1 章第 1 節第 3 項および第 4 項において後述するが、インドのヒンドゥー・ム
スリム間暴動の発生に際しては、宗教祝祭時に、住民間の諍いや犯罪が発生して、小規模暴
動および大規模暴動へと悪化するというパターンを見出すことができる。そのため、宗教祝
祭時にどのように暴動状況を予防するのかという点は重要となる。ヴェルマによると、イン
ド警察は祭列に先駆けて、祭列の組織者に対し、通過ルート、祭列の時間、参加人数、参加
者の名前を事前に申告させる、許可制を取っている。これは祭列時に迷惑行為を行う者がい
た場合には、その該当人物を特定し、監視下に置くことを目的としていた。さらに、警察は
祭列者に銃火器や鋭利な刃物の持ち込みを禁じるとともに、祭列が他の宗教コミュニティ
の居住地や宗教施設の周辺を通過しないように、警戒に当たっている。加えて、祝祭の当日
には、警察は十分な人員を配置し、祭列に随行する私服警官を配置してきた。警察はスロー
ガンを叫ぶ者を厳重に監視し、他の宗教コミュニティに対して挑発的な内容を叫んだ者に
は対策を講じる。ヴェルマは、警察は祭列の参加者の最後の一人が到着するまで、監視を続
け、任務を継続しなければならないと主張する［Verma 2007：216-217］。   
ヴェルマが挙げた祝祭時の警察による暴動予防の手法とは、祭列の組織者との事前協議、
祭列者への監視と巡回の強化である。ヴェルマの説明からは、インドでは警察から通過ルー
ト、祭列の時間、参加人数、参加者の名前を事前に申告させて許可を得た祭列のみが実行可
能であり、さらに祭列者によう銃火器や鋭利な刃物の持ち込みが禁じられていたことも確
かめられる。警察は祭列に随行し、他の宗教コミュニティの居住区や宗教施設の周辺を通過
しないように警戒に当たるとともに、道中で憎悪を煽るスローガンを叫んだ場合には、その
該当人物を特定し、監視下に置くことが求められていた。しかしながら、実際の現場では全
ての警察が祭列者と事前に協議し、祭列日当日に憎悪犯罪を見出すために監視を強化する
という行動を遵守しているとは限らない。過去のヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況を
分析すると、特にヒンドゥーの祭列がムスリム居住区を通過し、また祭列者が反ムスリム的
なスローガンを叫んだとしても、地元警察は黙認し、取り締まることはせず、不作為を決め
込むという事例が多く見出されたためである。 
ヴェルマは警察が暴動状況を武力で制圧する過程を、警察にとっての最終手段とみなし、
容易に武力行使を用いるべきではないと示す。警察は群衆対応に際して、自らのリーダーシ
ップによって、暴動を生み出す状況を取り除き、住民との協力の下に予防するという手法を
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学ぶ必要があると強調する［Verma 2007：220］。ヴェルマは可能な限り警察が武力行使を
回避し、暴動に悪化する以前の段階で、警察のリーダーシップによって住民との協力の下に、
暴動をもたらしうる物理的要因を取り除く手法を学ぶべきだと主張する。ヴェルマの説明
する暴動状況の予防的な手法は、インド警察が培ってきた群衆対応の手法を発展させたも
のであり、実効力を有するとの点は首肯できる。だが一方で、ヴェルマはヒンドゥーの暴徒
に荷担し、略奪と放火を行い、殺害に加わってきたインド警察の暴動時の機能不全について
の批判的な分析には及んでいない。さらに警察が住民との事前協議を行うこと、容易に武力
を行使しないことについて提言しているものの、住民とのコミュニティ・ポリシング活動が
もたらしてきた暴動予防の実践への評価までには至っていない。 
ヴァールシュネーイーやヴェルマはヒンドゥー・ムスリム間暴動を犯罪とみなし、犯罪予
防における警察および住民の役割を述べているが、彼らの研究には現地調査による成果は
十分に盛り込まれてこなかった。本稿は予防志向型アプローチに立って、ヴァールシュネー
イーとヴェルマの研究を発展しながらも、暴動へと発展しかねない諍いや対立を早期に発
見し、解決する取り組みとしてコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防を分析する。
暴動が引き起こされる状況を早期に発見するには、警察リーダーと住民リーダーが監視・巡
回をつうじて情報収集を行い、会合で警察リーダーと住民リーダーが状況を協議し、そして
暴動予防に向けて、住民に秩序維持の行動を遵守するようにアピールする取り組みが必要
となる。そして、コミュニティ・ポリシング活動による暴動予防が暴動ベクトルの変容をも
たらすために多文化主義的な共生を促進するとみなしている。 
本稿はコミュニティ・ポリシング活動を現地調査によって、特に住民の動態に焦点を当て
て分析する。「なぜ成功したのか、なぜ失敗したのか」との問題関心の下、具体的にコミュ
ニティ・ポリシング活動を検証し、全 7 事例の比較研究によって先行研究での課題を乗り
越えることとする。 
 
（3）発生の傾向と特徴 
 1947 年 8 月の分離独立以降、インドに居住してきたムスリムは国内最大のマイノリティ
として位置づけられてきた。本稿では、暴動ベクトルの妥当性を説明するために、インドに
おけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生の傾向と特徴を浮き彫りにする。従来のインド暴
動研究では、地域や時期が限定された分析が行われる向きにあったが、本稿は 1947 年の分
離独立から、2010 年までの長期にわたる分析を行うという点で意義がある。 
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発生の傾向 
図 1‐1「インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生件数と死者数」は、1954 年から
2010 年までの時期において、筆者が 3 つの出典よりヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生件
数と死者数をまとめたものである。1954 年から 1993 年までの時期は、ジャッフェルロー
による研究書のデータを基にグラフを作成した［Jaffrelot 1996：552-553］。ジャッフェル
ローはブラスやインディア・トゥデイ誌、ムスリム・インディア誌（Muslim India）といっ
た現地雑誌資料から、暴動件数と死者数を列挙している。また 1994 年から 2002 年までの
時期は、エンジニーアによる暴動件数と死者数を列挙したデータを根拠としている
［Engineer 2004］。エンジニーアは、英国を拠点とするチームが収集した日刊紙のデータ
ベースであるキーシングのアーカイブや、インドの日刊紙タイムズ・オブ・インディアを用
いて、1950 年から 2002 年にかけて、インド国内で発生した暴動の地域、年月日、死傷者
数、直接的原因についての網羅的な分析を行っている。エンジニーアの分析は、50 年以上
にわたるインドでの暴動発生の傾向を把握する上で有用である。 
そのうえで 2003 年から 2010 年までのデータは、筆者が連邦内務省の年次報告書（Annual 
Report）に掲載されていたデータを基にまとめたものである［Ministry of Home Affairs 
2003-2004, 2004-2005, 2005-2006, 2006-2007, 2007-2008, 2008-2009, 2009-2010, 2010-
2011］。本研究の問題関心は、1993 年以降のコミュニティ・ポリシング活動の導入時期に向
けられているため、1993 年から 2003 年までの時期については、エンジニーアによる暴動
件数の列挙に齟齬がないかどうか、筆者も年次報告書を参照して、その信頼性を確認しつつ、
2003 年から 2010 年のデータを補強した。 
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図 1－1：インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生件数と死者数（1954-2010 年） 
【出典】1954 年から 1993 年までのデータ：［Jaffrelot 1996：552-553］より筆者が作成。  
    1994 年から 2002 年までのデータ：［Engineer 2004：224］より筆者が作成。 
    2003 年から 2010 年までのデータ：［Ministry of Home Affairs 2003-2004, 2004-2005,  
2005-2006, 2006-2007, 2007-2008, 2008-2009, 2009-2010, 2010-2011］より筆者が作成。 
（注） 分離独立後の暴動発生の件数と死者数について、研究者によって暴動の定義や出典によって正確性
にばらつきがあることが指摘される。統計的分析として、ラージゴーパールの研究やヴァールシュ
ネーイーとウィルキンソンの研究が挙げられる［Rajgopal 1987；Varshney and Wikinson 2004］。
ラージゴーパールの研究は先駆的であるものの、出典、引用元の明示がされておらず、またしばし
ば恣意的とも取れる記述が散見しており、研究の信頼性を損なっていると指摘できる。一方で、ヴ
ァールシュネーイーとウィルキンソンの研究はタイムズ・オブ・インディア紙の新聞報道に基づく
集計を行っており、大きな傾向としては本稿図 1－1 と相似している。 
 
 
図 1－1 の作成に際しては、3 つの出典を基にしたため、数値に一定の誤差が生じたこと
が推測される。しかし、1954 年から 2010 年までという長期間にわたった暴動発生の傾向
を浮き彫りにできたはずである。この図 1－1 からは、1964 年、1992 年、2002 年の、3 つ
の年に暴動発生件数と死者数がピークを迎えていた傾向を読み取ることができる。第一に、
1964 年とは、翌 1965 年に第 2 次印パ戦争が勃発した年である。この年にインド国内で大
規模暴動が発生した地域は、東パーキスターンと国境を接していた西ベンガル州、ビハール
州、オリッサ州で、いずれの事例においても東パーキスターンから逃れてきたヒンドゥー難
民の言動が起因となっている。印パ関係がインド国内のヒンドゥーとムスリムの間柄に大
きく影を落としていたことが分かるのである。第二に、1992 年とは、ウッタル・プラデー
シュ州にあるバーブル・モスクがヒンドゥーの暴徒に破壊されたことを受けて、全国に暴動
が拡散していった、インドにおける象徴的な年である。第三に、2002 年とは、グジャラー
ト州で発生した列車火災事件を引き金として、ヒンドゥー・ナショナリストに率いられた暴
徒が州全域で反ムスリム暴動を起こした年である。 
本稿では、図 1－1 を踏まえて、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動を、3 つの時期に
0
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区分する。1940 年代から 1960 年代後半を第 1 期、1960 年代後半から 1990 年代前半を第
2 期、そして 1990 年代後半から 2010 年代を第 3 期と設定する。表 1－1「インドにおける
暴動発生の時期区分」は、この第 1 期、第 2 期、第 3 期の年代、暴動発生の争点、暴動の
特徴についてまとめたものである。 
 
表 1－1：インドにおける暴動発生の時期区分（再掲） 
【出典】［筆者作成］。 
 
 第 1 期については、よく知られている時期ではあるが、1947 年 8 月の分離独立を機に、
1940 年代から 1960 年代後半までは 3 度のインド・パーキスターン戦争と連動しつつ、パ
ーキスターンの分離を引き起こしたムスリムというラべリングが広められ、宗教の差異と
領土をめぐって暴動が勃発した。ゆえに、その暴動発生の特徴は全国的に発生、分離独立お
よびインド・パーキスターン戦争の前後におおむね急増している。図 1－1 からも分かるよ
うに、分離独立後、1954 年から 1960 年まではジャワハルラール・ネルー首相が率いる会
議派政権の一党優位体制によって、インド国内で政治的安定が訪れたこともあって、暴動発
生件数および死者数は減少傾向となった。 
第 2 期は、1980 年代のヒンドゥー・ナショナリズムの高揚を背景として、反ムスリム暴
動ともいうべき状況であった。この時期には、個人レベルでの諍いが犯罪、暴動に悪化して
いくという暴動ベクトルが起動し、そして暴動は州・県・市を越境して全国に拡散していた。
発生件数および死者数も1992年をピークとして、最も多く、被害規模も拡大傾向にあった。 
第 3 期は、1990 年代後半から 2010 年代にあたり、第 2 期と同様にヒンドゥー・ナショ
ナリズムの高揚は持続してきたものの、1993 年を境としてマハーラーシュトラ州やタミル・
ナードゥ州といった地域において、暴動予防を目的としたミュニティ・ポリシング活動が導
入された。また、第 3 期にはコミュニティ・ポリシング活動を導入していないビハール州や
区分 設定年代 争点 特徴 
 
第 1 期 
 
1940 年代～1960 年代後半 
 
分離独立をめぐり、ヒンドゥー・
ムスリム間暴動が発生 
第 1 次～第 3 次印パ戦争の影響 
全国的に発生 
分離独立、印パ戦争時には
急増。その後、減少傾向 
 
第 2 期 
 
1960 年代後半～1990 年代前半 
 
ヒンドゥー・ナショナリズムの
高揚を背景として、ヒンドゥー・
ムスリム間暴動が発生 
州・県・市を越境して全国に
拡散 
増加・拡大傾向 
 
第 3 期 
 
1990 年代後半～2010 年代 
 
ヒンドゥー・ナショナリズムの
高揚とコミュニティ・ポリシン
グ活動の導入 
発生は局地的にとどまる。 
減少傾向 
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ウッタル・プラデーシュ州でも、州政府による政策としての暴動抑止が効果をもたらしてき
た時期である。コミュニティ・ポリシング活動の成果を受け、さらに一部の州政府の暴動抑
止の政策が効果を発揮したため、ヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生件数および死者数は局
地的にとどまり、第 1 期および第 2 期と比較すると減少傾向にあると言えよう。図 1－1 が
示すように、2003 年以降には発生件数は横ばいであるものの、死者数は減少している。こ
れは、コミュニティ・ポリシング活動が一定の効果をもたらしてきたことが全国的に評価さ
れ、そのうえでインド警察が犯罪および暴動に対して、事前対応に移行しつつあることを反
映していると言えよう。死者数が減少しているという点からは、暴動の大規模化を抑制して
きた変化、成果などを見出せるのである。 
以上のように、インドにおける暴動発生の時期区分として第 1 期、第 2 期、第 3 期の争
点と特徴についての理解を踏まえたうえで、それぞれの時機に発生した小規模暴動および
大規模暴動について、さらに分析を進めていくこととする。 
先に述べたように、エンジニーアの 2004 年の著書で展開された分析は 50 年以上にわた
るインドでの暴動発生の傾向を把握する上では有意である。しかしながら、暴動の特徴、規
模、時期区分の特定を行っておらず、それぞれの暴動事件が示す意味合いを十分に検討して
いない。そこで、本研究では暴動発生の状況分析に着目し、特徴を浮き彫りにした上で、時
期区分を行う。インドにおけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の状況分析に際しては、1961
年から 2008 年までにインド全国で発生した主要な暴動を編年的に分析したヴァイオレッ
タ・グラフ（Violette Graff）とジュリエット・ガロニエ（Juliette Galonnier）のデータセ
ットを用いる。グラフは、パリに拠点を置く国際研究センター（The Center for 
International Research and Studies）所属の研究員であり、ガロニエはシカゴにあるノー
スウエスタン大学（Northwestern University）の博士課程在籍の大学院生であった。グラ
フとガロニエの分析の根拠となっているのは、州政府公刊の暴動調査報告書、インディア
ン・エクスプレス紙やタイムズ・オブ・インディア紙といったインドで主要な英字日刊紙、
およびインディア・トゥデイ誌、フロントライン誌、テヘルカ誌といった現地で発行されて
きた英語雑誌である。これら現地発信の暴動に関するデータから、2013 年に発表された状
況分析は信頼性が高く、管見の限りでは最新の暴動状況の分析データセットである。グラフ
とガロニエは 1961 年から 2008 年にかけて発生した暴動のうち、主要な 79 事例について、
発生時期、地域、ヒンドゥーとムスリムの人口率、そして発生状況を分析した上で、発生頻
度が徐々に低下してきたことを指摘している［Graff and Galonnier 2013a：34］。この点
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については筆者の暴動発生の傾向への理解と一致する。ただし、一方でグラフとガロニエの
データでは、事件の特徴、暴動の発生頻度と時期区分の抽出が行われていない。 
本稿は、序章で先述した暴動ベクトルの概念に基づいて、分離独立以降の暴動発生の期間、
状況、争点、特徴、規模の変化についての検討を行い、第 1 期、第 2 期、第 3 期の時期に
区分する。暴動の規模について、小規模と大規模の違いは、死者数と発生期間に拠る。1 日
間の場合には小規模暴動とし、2 日間以上の場合には大規模暴動と分類している。本稿では、
小規模暴動と大規模暴動の区別について、ウッタル・プラデーシュ州のインド警察職 V・N・
ラーイ（V.N. Rai）の見解を採用する。ラーイは、インドで発生した 10 件のヒンドゥー・
ムスリム間暴動をつうじた独自の見解を『コミュナリズム・コンバート』誌（Communalism 
Combat）に掲載した。本来ヒンドゥー・ムスリム間暴動は、地元警察が真摯に制圧に取り
組めば、1 日間で収束し、準軍隊の派遣は必須ではないと主張した［Jaffrelot 2011：368］。
本稿では小規模暴動と大規模暴動の差異を、制圧するアクタ （ー警察／警察と準軍隊）と発
生日数（1 日間／2 日間以上）、そして死者数とで区別して、暴動ベクトルの概念において
定義化する。本稿での暴動の定義については、第 1 章第 2 節のインドにおける暴動ベクト
ルの説明で詳述する。 
 
第 1 期（1947 年～1967 年）：分離独立をめぐって暴動が発生した時期 
 第 1 期では、分離独立以降、インド・パーキスターン間での領土および国境をめぐる 1947
年、1965 年、1971 年にわたる 3 度の戦争の勃発、1971 年 12 月のバングラデシュの建国
が、インド国内のヒンドゥー・ムスリム間の関係に影響を及ぼした。インドとパーキスター
ンの国家間紛争から、インド国内のヒンドゥーとムスリムの間での暴動へと定着を見せた
時期である。国家間の軍隊による衝突以外にも、インド国内でヒンドゥーとムスリムの暴動
が連動していった。 
 図 1－1「インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生件数と死者数（1954-2010 年）」に
て示したように、分離独立以降、1954 年代から 1960 年にかけての時期、インド国内でヒ
ンドゥー・ムスリム間暴動の発生はいったん収束していた。これは、1947 年に発生した第
1 次印パ戦争後にもたらされた、ネルー会議派政権下の安定期とも呼べる時期である。分離
独立によって国境線上で繰り広げられた暴動が収束したため、暴動発生件数は減少してい
た。しかしながら、1961 年以降になると国家間紛争によって生じた反パーキスターン感情
が、反ムスリムに転化する形で争点が再浮上して、ヒンドゥーとムスリムの住民間での諍い、
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東パーキスターンからのヒンドゥー難民の流入、宗教施設の破壊行為、宗教祝祭時のヒンド
ゥー・ナショナリストによる扇動といった争点から、小規模暴動および大規模暴動が発生す
るようになった。 
表 1－2「第 1 期におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況」は、1961 年 2 月マデ
ィヤ・プラデーシュ州ジャバルプルで発生した大規模暴動から、1974 年 5 月に連邦直轄領
デリーでの小規模暴動までの、発生時期、発生場所、状況、規模、死者数をまとめたもので
ある。1961 年 2 月および 10 月に発生した 3 件の暴動は、インド国内で個々のヒンドゥー・
ムスリム間の対立が暴動に悪化した、最初の事例と言えよう。これら 3 件の暴動は、第 2 期
の特徴とつながり、かつ本稿で提示する暴動ベクトルに合致した、インド国内のヒンドゥ
ー・ムスリム間暴動の最初期の事例である。 
 
表 1－2：第 1 期におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況（1961-1967 年） 
発生時期 発生場所 状況 規模 死者
数 
1961/2/4~2/9 
（6 日間）  
マディヤ・プラ
デーシュ州 
ジャバルプル市 
ヒンドゥー少女がムスリム少年による強姦の
後、自殺。ヒンドゥーの学生グループが強姦事
件を非難する抗議デモを行って、ムスリムの学
生グループと諍い、殺傷事件、大規模暴動へと
悪化。 
 
大 
 
55 
1961/10/3 
（1 日間） 
ウッタル・プラデ
ーシュ州 
アリーガル市 
アリーガル・ムスリム大学での学生組合の代表
者選出に際して、ヒンドゥー学生が選出されな
かったことに抗議したヒンドゥー・ナショナリ
スト政党ジャン・サングがヒンドゥー学生を扇
動。学生寮でムスリムとヒンドゥーの学生間の
諍いから、殺傷事件、小規模暴動へと悪化。 
 
小 
  
14 
1961/10/5~10/8 
（4 日間） 
ウッタル・プラデ
ーシュ州 
メーラト市 
アリーガル・ムスリム大学で発生した小規模暴
動時に、メーラトではヒンドゥー少年がムスリ
ム少年に殴打される暴力事件が発生。ヒンドゥ
ー少年の父親が 150 人の群衆を率いて、ムスリ
ム少年に報復。ムスリム居住区での大規模暴動
への悪化。 
 
大 
 
13 
1964/1/10~1/19 
（10 日間） 
西ベンガル州 
コルカタ市 
東パーキスターンで発生したムハンマドの遺
髪盗難事件に対するムスリムの抗議行動がコ
ルカタに波及。東パーキスターンからヒンドゥ
ーの難民が流入し、ヒンドゥーによるムスリム
への報復攻撃が大規模暴動へ悪化。 
 
大 
 
104  
1964/3/19~3/21 
（3 日間） 
ビハール州 
ジャムシェード
プル市 
ヒンドゥー難民の乗車した列車が通過する地
域で、難民たちが東パーキスターンでムスリム
が行ったムハンマドの遺髪盗難事件への抗議
行動に関する噂を流布。難民の移動に伴って、
コルカタでの大規模暴動が波及。 
 
大 
 
51 
1964/3/16~3/30 
（15 日間） 
オリッサ州 
ラーウルケーラ
ー市 
列車で移動中のヒンドゥー難民が、ラーウルケ
ーラーで停車し、ムスリムの商店主から購入し
たパンに毒物が混入していたとの誤った噂が
  
大 
 
53 
 64 
 
【出典】［Graff and Galonnier 2013a： 8-14］に基づいて筆者作成。 
 
表 1－2 で示した第 1 期における暴動は、さらに 2 つに時期を区分することができる。ま
た所属宗教が異なる学生間および少年間の諍い、インド・パーキスターンの国家間関係から
の影響、宗教祝祭および宗教シンボルという 4 つの特徴と争点を見出すことができる。第
一に、ヒンドゥーとムスリムの学生間の諍いを発端として、1961 年 2 月にマディヤ・プラ
デーシュ州ジャバルプル市で、同年 10 月にウッタル・プラデーシュ州アリーガル市とメー
ラト市で、連続してヒンドゥーとムスリムの学生間での諍いを契機として小規模暴動およ
び大規模暴動が発生していた。とりわけ、ムスリム人口が 41%を占めるウッタル・プラデ
ーシュ州アリーガル市では、アリーガル・ムスリム大学（Aligarh Muslim Univeristy）が
1920 年に創設されて以降、ムスリムの近代教育と文化の中心地として役割を担ってきた。
暴徒を率いたヒンドゥー・ナショナリストにとっては、ムスリムのアイデンティティの支柱
となってきたアリーガル・ムスリム大学で発生した諍いは、ヒンドゥーを扇動する機会と捉
えられ、小規模暴動が発生してしまったのである。ヒンドゥーとムスリムの個人的な諍いを
きっかけに、ヒンドゥー側の多数者による報復が加えられ、ムスリムが犠牲者の多くを占め
ていた。1961 年に発生した 3 件の暴動は、規模の違いはあれど、ヒンドゥーとムスリムに
個人的な諍いを契機として、暴動に発生した事例である。 
第二に、1964 年から 1967 年にかけての時期には、東パーキスターンで持ち上がった反
ヒンドゥー運動が契機となって、インドに逃れてきたヒンドゥー難民の所在をめぐり、西ベ
ンガル州、ビハール州、オリッサ州において 3 件の大規模暴動が発生していた。3 件とも東
パーキスターンから逃れてきたヒンドゥー難民がインド国内を列車で移動する際、その通
過地点で、ヒンドゥーとムスリムの諍い、ムスリムに対する悪意ある噂がきっかけとなって、
大規模暴動にまで悪化していた。 
 分離独立以降、第 1 期と設定した 1967 年までの時期には 7 件の暴動が発生していた。そ
の争点は、学生や少年間の諍い、東パーキスターンからのヒンドゥー難民の流入、第 2 次お
よび第 3 次インド・パーキスターン戦争に至る過程での影響が挙げられる。第 1 期で特徴
流布。ジャン・サングと民族奉仕団によるヒン
ドゥーの扇動から大規模暴動へと悪化。 
1967/8/22~8/29 
（8 日間） 
ビハール州 
ラーンチー市 
1964 年 4 月から、東パーキスターンで発生し
た反ヒンドゥーの抗議運動に影響を受けて、ヒ
ンドゥー・ムスリム間の対立が悪化。ヒンドゥ
ーによる反ウルドゥー語運動を契機に、大規模
暴動に悪化。 
 
大 
 
184 
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的なのは、インド・パーキスターン間の国家関係がインド国内の宗教コミュニティ関係に多
大な影響を及ぼし、大規模暴動にまで悪化していた点であろう。 
 
第 2 期（1968 年～1993 年）： ヒンドゥー・ナショナリズムの高揚に伴って暴動が発生し
た時期 
 第 2 期は、1968 年から 1993 年までの時期を設定する。第 1 期がインドとパーキスター
ンの国家間紛争を背景に、反パーキスターンが反ムスリムに転化する形で暴動の発生を招
いていた。これに対して、第 2 期ではヒンドゥー・ムスリム間の個人間の諍いが暴動に悪化
するという傾向が挙げられ、図 1－1 で示した 1954 年から 2010 年までの 56 年に及ぶ長期
的スパンにおいても、インド国内で最も暴動が多発した時期である。 
表 1－3「第 2 期におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況」は 1968 年 3 月にア
ッサム州カリムガンジ県で発生した小規模暴動から、1993 年 1 月にマハーラーシュトラ州
ムンバイー市で悪化した大規模暴動までの、発生時期、発生場所、状況、規模、死者数をま
とめたものである。表 1－3 では、一都市で発生した事件が隣接する地域に波及し、また同
州内で連動する動きが見出された事例については地名を並記している。これらの事例では、
事件を引き起こした直接的原因が重複していたり、連続して起こっていた。そこで、一つの
事件とみなして、分析を進めている。 
表 1－3 でまとめた第 2 期にあたる 1968 年から 1993 年までの 15 年間において、グラフ
とガロニエの暴動発生状況のデータでは、計 64 件のヒンドゥー・ムスリム間暴動が挙げら
れていた。なお、グラフとガロニエは 1992 年 12 月 6 日にウッタル・プラデーシュ州アヨ
ーディヤー市で発生したバーブル・モスク破壊事件については、状況分析のデータに挙げて
いないため、表 1－3 には列挙していない［Graff and Galonnier 2013b：17-22］。バーブ
ル・モスク破壊事件については本稿第 3 章第 1 節にて後述する。 
 
表 1－3：第 2 期におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況（1968-1993 年） 
発生時期 発生場所 状況 規模 死者
数 
1968/3/2 
（1 日間） 
アッサム州 
カリムガンジ県 
牛をめぐるヒンドゥーとムスリ
ムの諍い、および共産党が率いた
ムスリムの製茶労働者による抗
議運動から大規模暴動へと悪化。 
小 82 
1969/9/18~9/24 
（7 日間） 
グジャラート州 
アフマダーバード市 
9 月 4 日、ヒンドゥーの宗教祝祭
時に、ムスリムの警察官が家宅捜
索中にヒンドゥーの聖典ラーマ
大 660 
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ーヤナを足蹴にしたとして、ヒン
ドゥー・ナショナリスト政党イン
ド大衆党が当該警察官を非難す
る。9 月 18 日に、ムスリムの礼拝
者とヒンドゥーの苦行僧との間
での諍いから、傷害とヒンドゥー
寺院への器物破壊が発生。同日、
ヒンドゥーの群衆が報復として、
ムスリムの居住地を組織的に攻
撃したことを契機に、アフマダー
バード周辺地域にまで暴動が波
及。 
1970/5/7 
（1 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市 
シヴ・セーナーが組織化したシ
ヴ・ジャヤンティ祝祭時に、ヒン
ドゥーの祭列者がムスリム居住
地域にて反ムスリム的なスロー
ガンを叫ぶ。一部のムスリム住民
が投石で応じたことから小規模
暴動へと悪化。 
小 78 
1974/5/5 
（1 日間） 
連邦直轄領 
デリー市 
ムスリム少年とヒンドゥー少年
の間で生じた諍いを発端に、放
火、投石、殴打による小規模暴動
へと悪化。警察は機能不全となり
って 45 日間の外出禁止令が敷か
れる。 
小 11 
1977/10/23 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
ヴァラナシ市 
住民間の諍いによって高まった
緊迫状況の下、ヒンドゥーの宗教
祭列がムスリム居住地を通過し
た際に、小規模暴動へと悪化。 
小 0 
1978/3/29 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
サンバール市 
ムスリム連盟所属のムスリム議
員がストライキを呼びかけた際
に、ヒンドゥーの商店主が従わな
かったために、諍いから小規模暴
動に悪化。 
小 25 
1978/3/31~4/4 
（5 日間） 
アーンドラ・プラデーシュ州
ハイデラバード市 
警察官にムスリム女性が強姦さ
れ、その夫が殺害されたことに激
高したムスリムの群衆が警察署
に集結。ムスリム群衆と警察の諍
いが、警察の発砲によって大規模
暴動へ悪化。 
大 15 
1978/10/5  
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
ムスリムに刺殺されたヒンドゥ
ーの葬列時に、ヒンドゥーの参列
者が「血には血を」とのスローガ
ンを叫ぶ。ヒンドゥー・ナショナ
リスト組織の民族奉仕団が参列
者を扇動、州武装警察隊も暴徒に
加担し、小規模暴動に悪化。 
小 12 
1978/11/6 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
映画館建築に反対していたムス
リム住民に対して、ヒンドゥー・
ナショナリスト政党のジャン・サ
ングがヒンドゥー住民を扇動。住
民間の諍いから小規模暴動へと
悪化。 
小 20 
1979/4/7~4/11 ビハール州 民族奉仕団の指揮するヒンドゥ 大 108 
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（5 日間） ジャムシェードプル市 ー祭列がムスリム居住地の通過
を認めるようにキャンペーンを
展開。祭列当日に 1 万 5,000 人の
ヒンドゥーの祭列者がモスクを
取り囲み、ムスリム住民との間で
投石の応酬を開始。小規模暴動が
発生後、民族奉仕団の扇動に下に
大規模暴動まで拡大。 
1980/8/13~8/14 
（2 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
モラダーバード市 
ムスリムの祝祭イード・ウル・フ
ィトルに参加するために8万人が
集結。儀式中に豚が乱入したこと
に対して、ムスリムの参列者は警
察が意図的に行ったと主張して、
ムスリムと警察間の諍いが発生。
警察の無差別発砲と、ムスリムの
警察への襲撃が繰り返され、大規
模暴動へと悪化。 
大 1,500 
1980/10/29 
（1 日間） 
グジャラート州 
ゴードラ市 
手押し車の置き場所をめぐって、
ヒンドゥーとムスリムの諍いが
発生。周辺住民に拡大し、ヒンド
ゥーとムスリムの住民は双方の
店舗や家屋に放火し、小規模暴動
が発生する。ヒンドゥーの一家族
が焼殺される。 
小 不明 
1981/4/30~5/5 
（6 日間） 
ビハール州 
ビハールシャリーフ市 
ムスリムが墓地として使用して
きた土地所有をめぐって、ヒンド
ゥーは寺院を建設することを要
求し、諍いが発生。警察による制
圧によって収束したものの、ヒン
ドゥー・ナショナリスト組織の民
族奉仕団の活動家が、ムスリムが
200人のヒンドゥーを殺害したと
の悪意ある噂を流布。ライフルと
手投げ弾で武装したヒンドゥー
群衆がムスリムに報復し、大規模
暴動に悪化。 
大 52 
1981/7/12~7/20 
（9 日間） 
アーンドラ・プラデーシュ州 
ハイダラーバード市 
ならず者集団が、市内の路地で連
続刺殺事件を起こしたことによ
り、ヒンドゥーとムスリム住民間
の大規模暴動に至る。 
大  40 
1982/8/15~8/18 
（4 日間） 
マハーラーシュトラ州 
プネー市およびソーラプル
市 
世界ヒンドゥー協会がイスラー
ムへの集団改宗を受けて、イスラ
ームの脅威を喧伝するキャンペ
ーンを展開。同協会が祭列を組織
し、ムスリム居住区を通過した際
に、店舗や家屋を破壊し、モスク
周辺で「焼け落ちよ、パーキスタ
ーン」とスローガンを叫ぶ。ムス
リム住民は報復としてヒンドゥ
ーの焦点に放火し、大規模暴動が
発生した。市自治体が迅速に対応
したため、死者が生じることな
く、暴動を制圧した。 
大  0 
1982/9/29~10/2 ウッタル・プラデーシュ州 民族奉仕団および世界ヒンドゥ 大 55 
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（4 日間） メーラト市 ー協会の指導者が会合と訓練キ
ャンプを開催したことにより、ヒ
ンドゥーとムスリムの住民間で
憎悪が高まる。土地所有とその利
用をめぐり、ヒンドゥー側は寺院
として、ムスリム側は聖者墓とし
て使用されていたと相互に主張
し、住民間での諍いから殺傷事件
が発生。県行政当局はこの係争地
をいったん閉鎖したが、ヒンドゥ
ー側の圧力によって解除される。
インド人民党がこの解除をヒン
ドゥーの勝利として祭列を組織
化し、またムスリム側もイマーム
が挑発的なスピーチを行って、住
民を扇動し合う。ヒンドゥー・ム
スリム間の対立が激化した中で、
大規模暴動に悪化。 
1982/10/22~10/30 
（9 日間） 
グジャラート州 
バローダ市 
一部のムスリムとヒンドゥーに
よる密造酒の販売利権をめぐる
諍いが発生し、関係が悪化。ヒン
ドゥーとムスリムそれぞれの祝
祭が同じ路上で開催され、参加者
の間で諍いが発生し、2 人のムス
リムの死体が発見される。ヒンド
ゥーはムスリムが店主の密造酒
販売店を攻撃し、また警察による
ムスリムへの武力制圧から大規
模暴動に悪化。 
大 9 
1983/2/18~3/3 
（14 日間） 
アッサム州ナガーオン県 
ネリー市 
アッサム州在住の住民、部族、ベ
ンガル州からのヒンドゥー、ムス
リムの間で高まっていた政治的
競合関係、土地所有をめぐる諍い
が、1983 年の州議会選挙の際に
激化。部族とヒンドゥーがムスリ
ムに対して攻撃を加え、大規模暴
動からムスリムの虐殺に悪化。 
大 1,383 
1983/9/7~9/9 
（3 日間） 
アーンドラ・プラデーシュ州 
ハイダラーバード市 
ヒンドゥーのガネ－シャ祝祭中
に、ヒンドゥーの寺院にて知的障
害者のムスリムへ投石を行われ
る。インド人民党の指導者がモス
ク内にヒンドゥーの神像を設置
し、クルアーンのコピーを浴場に
投げ込む。地方政党のムスリム評
議会がストライキを呼び掛け、ム
スリムの支持者が参加を促す運
動を行ったところ、警察が発砲
し、2 人のムスリムを射殺したこ
とを契機に、暴動へ発展。市自治
体は同年 9 月 10 日から開始のヒ
ンドゥーの祝祭ガネーシャを予
定通り強行することに注視して、
外出禁止令を発令しなかったた
めに、暴動が大規模化。 
大 45 
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1984/5/17~5/19 
（3 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市、カルヤーン
市、タネー市、ムンバイー市 
シヴ・セーナーの党首バル・ター
クレーがムスリムを除去すべき
癌であるという憎悪を煽るヘイ
トスピーチを行う。ウルドゥー語
の新聞がタークレーのスピーチ
を報じると、ムスリム住民が抗議
運動のために、ビワンディー市中
に立てられていたシヴ・セーナー
の党旗を取り外したことを契機
に、ムスリムとシヴ・セーナーの
党員との間で諍いが発生。シヴ・
セーナーに率いられたヒンドゥ
ーの群衆が灯油缶を手にムスリ
ムを襲撃。市警察が暴徒を制圧せ
ず、放置したために、隣接するカ
ルヤーン市、タネー市、ムンバイ
ー市にも大規模暴動が波及。 
 
大 
 
278 
1984/7/22~7/29 
（8 日間）（11 
アーンドラ・プラデーシュ州 
ハイダラーバード市 
ヒンドゥーの祭列が、ムスリムの
集住地域を通過した際に投石さ
れ、参加者のヒンドゥーとムスリ
ム住民の間で諍いが発生し、暴力
の応酬によって 1 人が死亡。若者
グループが警察署を襲撃し、通行
人を刺殺する事件を契機に、大規
模暴動に悪化。 
大 15 
1985/4/15~4/29 
（14 日間） 
グジャラート州 
アフマダーバード市 
ヒンドゥーの上位カーストが、公
的部門および教育部門における
後進階級の留保措置に反対する
抗議運動を展開。ストライキの呼
びかけに応じなかったムスリム
商店主とヒンドゥーとの間で諍
いが勃発。ヒンドゥーの暴徒とと
もにムスリムの家屋に放火を行
っていた巡査が殺害されると、市
警察は報復としてムスリムに無
差別発砲を行い、射殺。市警察の
先導の下、武装した上位カースト
のヒンドゥーがムスリムのスラ
ムを襲撃。 
大 20 
1985/7/9~7/14 
（6 日間） 
グジャラート州 
アフマダーバード市 
ヒンドゥーの祭列が通過した際
に、祭列者はムスリムの家屋から
投石を受けたと主張。竹の警棒、
槍、灯油缶で武装したヒンドゥー
の祭列者が反ムスリムのスロー
ガンを叫びながら、報復としてム
スリム居住区を襲撃。 
大 59 
1987/5/18~5/23 
（6 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
メーラト市 
同州アヨーディヤーにあるバー
ブル・モスクの敷地に掛けられて
いた施錠が解除されたことに抗
議したムスリムが黒い旗を掲げ
る。ヒンドゥーの商店に放火した
ことから小規模暴動が発生。ムス
リムの祝祭中に殺人事件が露見
し、暴動が大規模化。ヒンドゥー
大 225 
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が州武装警察隊とともに、ムスリ
ム住民を攻撃。 
1987/5/19~5/22 
（4 日間）（15 
連邦直轄領 
デリー市 
ウッタル・プラデーシュ州メーラ
ト市で発生した大規模暴動の噂
が流布し、暴動を引き起こす。ヒ
ンドゥーの群衆がモスクのイマ
ームを殺害する。モスク周辺でヒ
ンドゥーとムスリムの群衆によ
る暴力の応酬が激化し、大規模暴
動へと悪化。12 人が警察の無差別
発砲によって射殺。 
大 15 
1988/5/17~5/20 
（4 日間） 
マハーラーシュトラ州 
アウランガーバード市 
市議会選挙によって勝利した会
議派に対し、シヴ・セーナーの議
員が高等裁判所で選挙結果への
不服申し立てを行う。シヴ・セー
ナーの支持者が集結し、略奪と放
火を行ったことから大規模暴動
が発生。 
大 26 
1988/10/8~10/11 
（4 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
ムザファルナガル市 
ヒンドゥー・ナショナリスト組織
がストライキを強行した際に、従
わなかったムスリム商店主を刺
殺。ムスリムが中心になって自体
の鎮静化を図ろうと開催された
平和委員会の会合に対して、シ
ヴ・セーナーの支持者が集結し、
抗議運動を起こし、ヒンドゥーと
ムスリムの間での取っ組み合い
から大規模暴動に悪化。 
大 87 
1989/2/24  
（1 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ムンバイー市 
ホメイニー師が発した『悪魔の
詩』の著者ラシュディーに対する
死刑宣告に追随して、ムスリムに
よってストライキとデモ行進が
強行される。警察がデモ行進に介
入してムスリムの参加者を殺害。 
小 11 
1989/4/16~4/20 
（5 日間） 
ビハール州 
ハザリバーグ市 
ヒンドゥーの祭列がモスク傍を
通過するルートをめぐって、諍い
が発生。世界ヒンドゥー協会の活
動家が抗議行進を行った結果、県
行政官はモスク傍を通過するル
ートを容認。祭列が敢行されると
爆弾が爆発して大規模暴動へと
悪化。 
大 19 
1989/9/14 
（1 日間） 
ラージャスターン州 
コタ市 
ヒンドゥーの祭列ガネーシャ祭
の間に祭列者が反ムスリムのス
ローガンを叫びながら、モスク横
を通過。ムスリム住民が反撃を加
え、祭列者都の間で暴力の応酬が
起こる。ムスリムの商店に対し
て、略奪と放火が引き起こされ、
小規模暴動が発生。 
小 21 
1989/9/28 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
バダウン市 
州公用語へのウルドゥー語の認
定をめぐって、ヒンドゥーによっ
て反ウルドゥー語を掲げたデモ
行進が行われる。州議会でウルド
小 27 
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ゥー語公用語化の法案が取り上
げられた際に、ムスリム学生がヒ
ンドゥー学生を襲撃して、暴動に
発展。放火と殺害が繰り返され、
武装した暴徒が通行人に攻撃を
加える。 
1989/10/14 
（1 日間） 
マディヤ・プラデーシュ州 
インドール市 
世界ヒンドゥー協会、インド人民
党、民族奉仕団の活動家がアヨー
ディヤーのラーム寺院再建を訴
えて行進を行い、2 万 5,000 人の
ヒンドゥーが参加。ムスリムの指
導者はこれに対抗して、預言者の
生誕を祝う祭列を実施し、3 万人
が参加。祭列の最中にクラッカー
が突然爆破し、騒乱が生じる。制
圧しようとした警察とムスリム
の祭列者の間での衝突から小規
模暴動に悪化。 
小 23 
1989/10/22~10/28 
（7 日間） 
ビハール州 
バーガルプル市 
ヒンドゥーの祝祭中にムスリム
が殺害される事件が発生して、住
民間に対立感情が沸く。ムスリム
の居住地域内で、ラーム寺院再建
のために建材として用いようと
レンガを運ぶ祭列が通過した際
に、反ムスリムを掲げるスローガ
ンが叫ばれる。ムスリムの学校か
ら爆弾が投げ込まれ、警察が群衆
に無差別発砲を行って 2 人を射
殺。群衆に押されて 20 人のムス
リムの学生が圧死し、ムスリムの
家屋、商店、宗教施設が襲撃を受
ける。近郊の駅では、列車の乗客
が乗客リストで氏名を確認され
た後、ムスリムがターゲットとし
て殺害される。暴動は近隣村落に
拡散、300 人のムスリムが殺害さ
れる。 
大 396 
1990/9/4 
（1 日間） 
グジャラート州バローダ市、 
アナンド市、スーラト市 
州内の 3 地域において、ヒンドゥ
ーのガネーシャ祝祭がムスリム
居住地を通過した際に、祭列者が
反ムスリムを掲げたスローガン
を叫び、ムスリムの商店に略奪を
行って、暴動が連動して発生。 
小 11 
1990/9/30 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
コロネルガンジ市、ゴンダ県 
ラーム寺院再建に支持を表明し
た行進に向けて、石とガソリン爆
弾が投げ込まれる。ヒンドゥーの
参加者がムスリムの家屋に襲撃
し、小規模暴動に悪化。 
小 42 
1990/10/2~10/3 
（2 日間） 
カルナータカ州 
ラームナガラム市、チャンナ
パトナ市、コラール市、 
ダヴェンゲレ市 
チャンナパトナではヒンドゥー
の少年がムスリムの少女に性的
嫌がらせを行って、住民間の諍い
から暴動に発展。コラールではヒ
ンドゥーとムスリムの祝祭が連
続して開催されると、ムスリムの
大 46 
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祝祭の電飾が破壊される。報復と
してムスリムが車に放火し、2 人
が刺殺される。ダヴェンゲレで
は、ヒンドゥーの祭列の間に警察
が 1 人を射殺し、また 8 人が刺殺
される事件が発生。 
1990/10/3 
（1 日間） 
ラージャスターン州 
ウダイプル市 
ヒンドゥーの祭列中に投石を受
けたことから、ヒンドゥー住民か
らムスリムの祝祭の開催禁止を
訴えて、諍いから小規模暴動が発
生。 
小 1  
1990/10/23  
（1 日間） 
ラージャスターン州 
ジャイプル市 
インド人民党がストライキを強
行した際、ムスリムの居住地にあ
るモスクにヒンドゥーの子ども
が誘拐されているとの誤った噂
が流布する。噂が拡散すると放火
が発生し、武装したヒンドゥーと
ムスリムの間で暴力の応酬が起
こる。 
小 50 
1990/10/29~11/1 
（4 日間） 
アーンドラ・プラデーシュ州 
ハイデラバード市 
インド人民党の党員とムスリム
組織の活動家との間で挑発的な
内容が書かれたパンフレットの
配布をめぐり、諍いから犯罪、大
規模暴動へと悪化。 
大 11 
1990/10/30~11/2 
（4 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
アヨーディヤー市 
バーブル・モスクの破壊を試みた
ヒンドゥーに対して、警察が発砲
し、26 人のヒンドゥーが射殺され
る。ヒンドゥーによる反ムスリム
暴動が行われる。 
大 26 
1990/10/30~11/2 
（4 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
ビジョール市 
英 BBC が世界ヒンドゥー協会に
よってアヨーディヤーのバーブ
ル・モスクに敵意に表明した旗が
掲揚されたことを報道。ビジョー
ルでヒンドゥーの勝利を祝う行
進が開催されると、ムスリムから
投石が行われ、暴動へと拡大。モ
スクが破壊され、武装した暴徒が
近隣村落を襲撃して、拡散。 
大 40 
1990/11/14  
（1 日間） 
連邦直轄領 
デリー市 
ムスリムとスィクのマイノリテ
ィの権益を訴えた無言の行進が
開催された後、参加者の若者グル
ープが短剣と警棒で武装し、挑発
的なスピーチを行う。ムスリムの
参加者とヒンドゥー住民の間で
暴力の応酬から暴動へと悪化。 
小 10 
1990/12/7~12/8 
（2 日間） 
アーンドラ・プラデーシュ州 
ハイダラーバード市 
ハイダラーバード市内のカルワ
ール地区ではヒンドゥーの刺殺
事件を受けて、住民間で殺傷事件
が連発して、暴動に悪化。サブジ
マンディ地区では女性と子供の
遺体が発見されたことを受けて、
武装したムスリムがヒンドゥー
を襲撃。報復としてヒンドゥーが
ムスリムの女性と子どもに集中
大 134 
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25 グラフとガロニエのデータセットでは原因説明が不足していたため、エンジニーア（2004）にて補足
した［Graff and Galonnier 2013b：15；Engineer 2004：115］。 
的に攻撃を加える。 
1990/12/7~12/10 
（4 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
アヨーディヤー市で警察によっ
てラーム寺院再建の支持運動を
行っていたヒンドゥーが射殺さ
れる。遺灰を運んだ葬列が州内を
周回して、ヒンドゥーとムスリム
の住民間での憎悪が高まる。モス
ク内で挑発的なスピーチが行わ
れ、警戒にあっていた 2 人の州武
装警察隊がムスリムに襲撃され、
その報復に警察隊がムスリムを
殺害。モスク傍で爆弾が爆破する
と、抗議のために集結したムスリ
ムに対して、警察隊が発砲し、3 人
のムスリムを射殺。特急列車がヒ
ンドゥーの暴徒に襲われ、ムスリ
ムの乗客を殺害。アリーガル・ム
スリム大学で患者が殺害された
という誤った噂が流布し、ヒンド
ゥーの暴徒と州武装警察隊がム
スリムを攻撃。 
大 92 
1990/12/10~12/15 
（6 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
カーンプル市 
ムスリムの商店主が襲撃され、商
品に火がつけられる事件が発生。
報復としてムスリム住民がヒン
ドゥーの商店を略奪し、放火を行
うと、ヒンドゥー住民との暴力の
応酬が発生。州武装警察隊がムス
リムの居住地の電話回線と水道
を止めて、不当逮捕を行う。警察
隊とムスリム住民との間にも暴
力の応酬が巻き起こり、暴動が大
規模化。 
大 20 
1990/12/16  
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
アーグラー市 
ムスリムの住民が「アッラーは偉
大なり」、ヒンドゥー住民が「ラー
ム神万歳」とそれぞれ叫び声が録
音されたテープを大音量で一晩
中流し続け、住民間での投石から
暴動に悪化25。 
小 11 
1990/12/15-12/23 
（9 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
フルージャ市 
ムスリムの州政府職員の刺傷事
件をめぐり、住民間での諍いから
暴動が発生。 
大 74 
1991/1/31~2/5 
（6 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
フルージャ市 
世界ヒンドゥー協会が憎悪を煽
ったとする新聞報道と噂の流布
によって、暴動へと悪化。 
大 22 
1991/3/24 
（1 日間） 
オリッサ州 
バドラク市、ソロ市 
ヒンドゥーの祝祭中にバーブル・
モスク破壊とラーム寺院を訴え
た反ムスリムを掲げたスローガ
ンが、ムスリム居住区で叫ばれ
る。警察はヒンドゥーの祭列者の
行動を容認し、暴動が発生。 
小 32 
1991/3/27  ウッタル・プラデーシュ州 インド人民党、民族奉仕団、世界 小 12  
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（1 日間） サハランプル市 ヒンドゥー協会、バジラン・ダル
が指揮したヒンドゥーの祭列を
モスク前で止め、反ムスリムを掲
げたスローガンを叫ぶ。祭列者が
モスク内に侵入して、ヒンドゥー
とムスリムの暴力の応酬が開始
する。 
1991/5/19  
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
カーンプル市 
州武装警察隊によるムスリム住
民の射殺を発端に、両者間で憎悪
が高まる。インド人民党の活動家
がムスリム居住地でバーブル・モ
スク破壊を訴えた行進を組織し
たことから、暴動に悪化。 
小 20 
1991/5/20  
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
メーラト市 
総選挙にてインド人民党の候補
者が敗北する見込みが判明した
ため、ムスリム住民の投票を妨げ
る攻撃的なキャンペーンを行う。
支持者のヒンドゥーとムスリム
と間で暴力の応酬が開始。 
小 30 
1991/11/8~11/13 
（6 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
ヴァラナシ市 
ヒンドゥーの祭列がムスリム居
住地を通過する際に、祭列が反ム
スリムを掲げたスローガンを叫
ぶ。ムスリム側の抵抗によって、
大規模暴動にまで悪化。 
大 50 
1992/10/2~10/9 
（8 日間） 
ビハール州 
シタマーヒー県シタマーヒ
ー市、リーガ村 
ヒンドゥーの祭列中にモスク傍
で「ラーム神万歳・永遠なれ」と
のスローガンが叫ばれ、ムスリム
青年が祭列者を引き留める。祭列
者とムスリム住民の間で煉瓦を
投げ合い、大規模暴動へと悪化。 
大 48 
1992/12/6~12/12 
（7 日間） 
グジャラート州 
スーラト市 
インド人民党、世界ヒンドゥー協
会、民族奉仕団がバーブル・モス
ク破壊を訴えた行進を組織する
と、ムスリム青年グループが報復
として商店を破壊する。武装化し
たヒンドゥーがムスリムの家屋
を襲撃。 
大 190 
1992/12/6~12/12 
（7 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ムンバイー市 
バーブル・モスク破壊を受けて、
シヴ・セーナーがヒンドゥーの勝
利として行進を組織化。ムスリム
住民が抗議行動を起こすと、警察
官が無差別発砲を行って、暴動が
大規模化。 
大 210 
1992/12/6~12/13 
（8 日間） 
カルナータカ州 
バンガロール市、 
グルバールガ市、ビダール
市、フブリー市、ダールワド
市 
バーブル・モスク破壊の後、バン
ガロール市ではインド人民党に
よるストライキの呼びかけに対
し、ムスリム住民が抗議を起こ
す。警察がムスリム住民に対して
発砲を行う。グルバールガ市で
は、ムスリム居住地にある警察署
が襲撃を受ける。ビダール市では
ヒンドゥーとムスリムの住民間
で発生した諍いに対して、警察が
無差別発砲を行う。隣接したフブ
大 45 
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【出典】［Graff and Galonnier 2013a：14-24；2013b：1-21］に基づいて筆者作成。 
リー市とダールワド市では、刺傷
事件と家屋への襲撃事件が発生。 
1992/12/6~12/11 
（6 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
カーンプル市 
BBCによるバーブル・モスク破壊
の一報を目にしたムスリム住民
が、破壊事件の報復にヒンドゥー
の商店への略奪を行う。ヒンドゥ
ー住民はムスリムの家屋、商店、
モスクに対して、破壊攻撃を加え
て大規模暴動へと悪化。 
大 11 
1992/12/7~12/8 
（2 日間） 
アッサム州 
ナガーオン県、ドゥブリー
県、ドボカ市、ジャムナムク
ー市 
ナガーオンとドゥブリーではバ
ーブル・モスク破壊事件の発端と
して、ベンガル語とアッサム語の
言語問題によって生じたムスリ
ムとヒンドゥー間の対立が悪化。
モスク破壊への抗議、モスク再建
を訴えたポスターを掲示したこ
とから暴動が発生。ドボカとジャ
ムナムクーでは、会議派指導者に
よる挑発的なスピーチを契機に、
暴動へと悪化。 
大 125 
1992/12/7~12/9 
（3 日間） 
ラージャスターン州 
ジャイプル市 
バーブル・モスク破壊事件によっ
て、住民間の諍いが発生。警戒に
あたっていた警察が住民に無差
別発砲を行って、大規模化。 
大 28 
1992/12/7~12/12 
（6 日間） 
西ベンガル州 
コルカタ市 
バーブル・モスク破壊事件によっ
て州政府が外出禁止令を発令。反
社会勢力がスラムの撤去と建設
工事を行うために意図的にムス
リム住民に放火。州政府の不作為
によって、暴動への悪化。 
大 35 
1992/12/7~12/15 
（9 日間） 
マディヤ・プラデーシュ州 
ボーパール市 
バーブル・モスク破壊事件に対
し、バジラン・ダルが勝利の行進
を組織化。BBCがモスク破壊事件
を報道し、住民間で憎悪が激化す
る。激怒したムスリム住民が州政
府の建物とヒンドゥーの家屋を
襲撃。ヒンディー語の新聞で掲載
された悪意ある噂とヒンドゥー・
ナショナリスト組織による扇動
が暴動をもたらす。 
大 142 
1992/12/10 
（1 日間） 
連邦直轄領 
デリー市 
ムスリム住民の間で地域にある
モスクが破壊されたとの噂が、ヒ
ンドゥー住民の間ではムスリム
の少年がヒンドゥーの少女を強
姦し、殺害したとの噂が、それぞ
れ流布する。広範囲にわたる放火
事件が発生し、警察による無差別
発砲が行われる。 
小 20 
1993/1/6~1/20  
（25 日間） 
マハーラーシュトラ州ムン
バイー市 
ムスリムによるヒンドゥーの殺
害を契機に、シヴ・セーナーに扇
動されたヒンドゥーの暴徒がム
スリムを組織的に攻撃し、大規模
暴動への悪化。 
 
大 
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表 1－3 では、グラフとガロニエの状況分析データから、第 2 期においては小規模暴動 23
件、大規模暴動 41 件の計 64 件のヒンドゥー・ムスリム間暴動が列挙されていた。 
第 2 期に発生した 64 件のヒンドゥー・ムスリム間暴動の状況を検討していくと、その争
点には大別して 4 点の傾向が挙げられる。個別の住民間の諍いが悪化した事例、犯罪を原
因として暴動に悪化した事例、宗教シンボル、聖典、祝祭、信仰への侮辱をめぐる事例、そ
してヒンドゥー・ナショナリスト組織が関与して暴動発生につながった事例である。本稿で
は、宗教をめぐる事例に対して、ヒンドゥー・ナショナリスト組織が暴動の発生および悪化
に関与した事例については、事件発生のアクターに注目してヒンドゥー・ナショナリスト組
織による事例として区別している。 
第 2 期の 1968 年以降、世俗主義を掲げて政権与党を担ってきたインド国民会議派の求心
力が低下していた。これに代わって、反ムスリムを掲げたヒンドゥー・ナショナリスト組織
である民族奉仕団、世界ヒンドゥー協会（Vishwa Hindu Parishad）26、バジラン・ダル
（Bajrang Dal）27、ジャン・サング、インド人民党、シヴ・セーナーの勢力が伸張し、実
際に暴動の発生にも関与していた。 
ヒンドゥー・ムスリムの個々の住民間の諍いから暴動発生を招いたのは、7 件の事件であ
った。そのうち、大規模暴動にまで悪化したのは 1982 年 10 月のグジャラート州バローダ
市での事件と 1983 年 3 月のアッサム州ネリー市での事件であった。1968 年 3 月のアッサ
ム州カリムガンジ県での事件、1974 年 5 月の連邦直轄領デリーでの事件、1978 年 3 月で
のウッタル・プラデーシュ州サンバール市での事件、1980 年 10 月のグジャラート州ゴー
ドラでの事件、1990 年 11 月の連邦直轄領デリーでの、5 件の事件はそれぞれ小規模暴動に
                                                   
26 世界ヒンドゥー協会とは、1964 年 8 月にヒンドゥー・ナショナリスト社会の強化を掲げ、ヒンドゥー    
教の文化遺産に関する社会認識を高めるために、教育、文化的活動を行うことを目的として設立され
た。世界ヒンドゥー協会は、ヒンディー語圏の北インドで屠畜反対、イスラームおよびキリスト教へ改
宗した人々への再改宗への働きかけ、ヒンディー語奨励などの活動を行ってきた。世界ヒンドゥー協会
はインド国内での活動も重視して、ヒンドゥー文化の普及を進めており、欧米やアフリカ 20 か国で活
動を行っている［Bhatt 2001：179-183；小川 2000：21-22；Vishva Hindu Parishad . “Swagatam”. 
n.d.］。 
27 バジラン・ダルは、世界ヒンドゥー協会がウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤーにラーム寺院再建
を求める運動を拡大する目的で 1984 年 10 月に創設した、同協会の青年支部である。民族奉仕団がシ
ャーカーを拠点に活動しているように、組織のモットーとして奉仕、安全、文化を掲げ、ヒンドゥー性
を押し出している。バジラン・ダルの活動家は民族奉仕団、世界ヒンドゥー協会とともに、1992 年 12
月のバーブル・モスク破壊事件、2002 年のグジャラート暴動事件に関与していた［Bhatt 2001：199-
201; Vishva Hindu Parishad . “Bajrang Dal”. n.d.］。バジラン・ダルは 2008 年以降になると「インド
文化に対する西欧文化の攻撃」としてバレンタイン・デーを祝っていた男女のカップルに脅迫を行うな
ど、ヒンドゥー文化を推し進める活動を展開している［Mishra 2011］。 
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留まっていた。住民間の諍いを直接的な原因として暴動に悪化した事例が 7 件であった状
況は、第 2 期において、宗教とヒンドゥー・ナショナリズムが暴動発生に強く関与していっ
たことを裏付けるものである。 
些細な個々人の対立が暴動に発展するような突発的な事件性のみを追っていては状況を
理解するのは容易ではない。そこで、本研究の提起する暴動ベクトルの概念は諍いが暴動に
至る文脈と過程を認識し、モデル化する上で有用となる。実際には、個々の住民間の諍いが
周辺住民に拡大して、そこにヒンドゥーとムスリムの宗教間の憎悪を煽るための噂の流布
といった憎悪犯罪が加わって、小規模暴動および大規模暴動に悪化するという過程を見出
すことができるのである。特定地域において、ヒンドゥーとムスリム住民は、一触即発と言
える緊迫した状況下で生活していたことが浮き彫りになるのである。 
一般犯罪および憎悪犯罪が暴動の発生につながった事例は 6 件が挙げられていた。1978
年 3 月、1981 年 7 月、1990 年 12 月のアーンドラ・プラデーシュ州ハイデラバード市での
3 件の事件、1990 年 12 月のウッタル・プラデーシュ州カーンプル市での事件、1990 年 12
月ウッタル・プラデーシュ州フルージャ市での事件、1992 年 12 月の連邦直轄領デリーで
の事件であった。アーンドラ・プラデーシュ州ハイデラバード市では、1978 年、1981 年、
1990 年に 3 度にわたって、犯罪から暴動が発生し、いずれの事例も大規模暴動にまで悪化
していた。同様に 1990 年 12 月のウッタル・プラデーシュ州カーンプル市での事件と同年
12 月のウッタル・プラデーシュ州フルージャ市での事件でも大規模暴動にまで悪化してい
た。唯一、犯罪を原因として小規模暴動にとどまったのは、1992 年 12 月の連邦直轄領デリ
ーでの暴動であった。この事件が小規模暴動であった背景には、デリーが首都圏であるがゆ
えに、他州と比較して暴動の制圧が迅速に行われた状況を見出すことができる。これら 6 件
の犯罪を原因として暴動に悪化した罪種は、強姦、刺殺事件、放火、誤った噂の流布による
憎悪犯罪であった。 
宗教シンボル、聖典、祝祭、信仰への侮辱といった宗教をめぐる対立が原因となって暴動
に発展した事例は、小規模暴動 8 件、大規模暴動 20 件の計 28 件に及んでいた。宗教をめ
ぐる対立が暴動の直接的な原因となった事例については、第一に同じ州内で頻発するとい
う傾向を見出せる。暴動が州内で頻発という傾向はウッタル・プラデーシュ州において最も
多く確認でき、1977 年 10 月と 1991 年 11 月にヴァナラシ市、1980 年 8 月にモラダーバー
ド市、1987 年 5 月にメーラト市、1990 年 9 月にコロネルガンジ市、1990 年 10 月にアヨ
ーディヤー市、1990 年 12 月にアリーガル市およびアーグラー市、1992 年 12 月にカーン
 78 
 
プル市で、これら 8 都市において暴動が発生していた。ウッタル・プラデーシュ州での暴動
の頻発という状況は、1980 年代に入って、ラーム寺院再建を要求したヒンドゥー・ナショ
ナリスト組織による反ムスリム暴動が徐々に苛烈化し、ついには 1992 年 12 月にアヨーデ
ィヤー市でのバーブル・モスク破壊事件に収斂していった。州内での頻発という傾向は、グ
ジャラート州、マハーラーシュトラ州、ビハール州、ラージャスターン州の 4 州でも見出す
ことができる。グジャラート州では 1969 年 9 月と 1985 年 7 月にアフマダーバード市、
1990 年 9 月にバローダ市の、2 都市で暴動が発生していた。マハーラーシュトラ州では、
1970 年 5 月にビワンディー市、1988 年 5 月にアウランガーバード市、1989 年 2 月にムン
バイー市の、3 都市で暴動が発生していた。ビハール州においては、1989 年 4 月にハザリ
バーグ市、1989 年 10 月にバーガルプル市、1992 年 10 月にシタマーヒー市の、3 都市にて
暴動が発生した。そしてラージャスターン州では、1989 年 9 月にコタ、1990 年 10 月にウ
ダイプル市、1992 年 12 月にジャイプル市で、暴動へと悪化していた。 
先述のようにアーンドラ・プラデーシュ州ハイダラーバード市では、犯罪が暴動発生の直
接的な原因となった 3 事例を見出したが、1983 年 9 月と 1984 年 7 月には宗教をめぐる対
立から暴動発生に悪化した 2 事例が浮き彫りになる。第 2 期において宗教をめぐる対立が
暴動を招いた事例については全国にわたっていた。1987 年 5 月に連邦直轄領デリーで、そ
の後南部では 1990 年 10 月にカルナータカ州ラームナガラム市で、そして東部には 1991
年 3 月にオリッサ州バドラク市で、1992 年 12 月アッサム州ナガーオン県で、1992 年 12
月に西ベンガル州でそれぞれ 1 件ずつ暴動が発生していた。すなわち、第 2 期では、宗教
をめぐる対立から暴動に悪化した事例は、特定州内での頻発ととともに全国的に拡散して
発生という傾向を確認することができるのである。   
第二に、同年内で 3 件以上の暴動発生が続発した傾向を見出すことができる。1968 年か
ら 1977 年までの時期については隔年で発生したものの、1978 年 3 月、10 月、11 月にはウ
ッタル・プラデーシュ州、アーンドラ・プラデーシュ州で 3 件の暴動が発生していた。同様
に、1982 年 8 月、9 月、10 月にマハーラーシュトラ州、ウッタル・プラデーシュ州、グジ
ャラート州で 3 件の暴動が発生していた。1989 年になると、2 月、4 月、9 月、10 月にマ
ハーラーシュトラ州、ビハール州、ラージャスターン州、ウッタル・プラデーシュ州、マデ
ィヤ・プラデーシュ州で 6 件にわたって暴動へと悪化していた。1990 年代に入ると、同年
内に続発するという傾向は一層濃厚になる。1990 年 9 月、10 月、11 月、12 月にグジャラ
ート州、ウッタル・プラデーシュ州、カルナータカ州、ラージャスターン州、連邦直轄領デ
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リー、アーンドラ・プラデーシュ州において、14 件の暴動が発生していた。1991 年になる
と 1 月、3 月、5 月、11 月にウッタル・プラデーシュ州、オリッサ州で 6 件の暴動を招い
た。そして 1992 年には 10 月にビハール州で 1 件、12 月にはグジャラート州、マハーラー
シュトラ州、カルナータカ州、ウッタル・プラデーシュ州、アッサム州、ラージャスターン
州、西ベンガル州、マディヤ・プラデーシュ州、連邦直轄領デリーで 9 件の暴動が発生し
た。したがって、1992 年 12 月にバーブル・モスク破壊事件が発生した際には、事件が波及
し、また影響を受けて全国に一気に拡散していった当時の混乱を極めた状況が明らかにな
るのである。 
第三に、死者数が 100 人から 1,000 人規模におよぶという被害の大規模化という傾向が
浮き彫りになる。公表された死者数が百人から千人の規模に及んだのは以下 13事例である。
具体的に挙げていくと、1969 年 9 月のグジャラート州アフマダーバード市では 660 人、
1979 年 4 月ビハール州ジャムシェードプル市では 108 人、1980 年 8 月ウッタル・プラデ
ーシュ州モラダーバード市では約 1,500人、1983年 2月アッサム州ネリー市では1,383人、
1984 年 5 月マハーラーシュトラ州ビワンディー市では 278 人、1987 年 5 月ウッタル・プ
ラデーシュ州メーラト市では 225人、1989年 10月ビハール州バーガルプル市では 396人、
1990 年 10 月アーンドラ・プラデーシュ州ハイダラーバード市では 134 人、1992 年 12 月
グジャラート州スーラト市では 190 人、1992 年 12 月マハーラーシュトラ州ムンバイー市
では 210 人、1992 年 12 月アッサム州ナガーオンでは 125 人、1992 年 12 月マディヤ・プ
ラデーシュ州ボーパール市では 142 人、1993 年 1 月マハーラーシュトラ州ムンバイー市で
は 557 人であった。つまり、宗教をめぐる対立が暴動発生の原因となっていた事件は被害
の大規模化をまねく傾向であったことが、死者数の増加からも確認できる。 
ここまでは統計的な分析を行ってきたが、宗教をめぐる事例として注目すべきは、ヒンド
ゥー教とイスラーム教のいずれの宗教がより暴動の発生を招く要因として作用していたの
かという点である。本稿では、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動には諍い、犯罪を経て
暴動に至る暴動ベクトルが存在しており、このベクトルにおいて、宗教は憎悪を煽るため、
利用されており、本来的に宗教の差異のみで暴動が発生するわけではないと繰り返し述べ
てきた。そのため、ここではヒンドゥーとイスラームのいずれの宗教がより暴動発生の場と
して利用されてきたのか、検討していくこととする。 
ヒンドゥーをめぐる事件は 13 件で、特にシヴ・ジャヤンティ祭、ガネ－シャ祭といった
祭列が、ムスリムの居住区やモスク周辺を通過する際に、反ムスリムを訴えたスローガンを
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叫び、またヒンドゥーの祭列者がモスクへの投石を行ったことを契機に暴動へと悪化して
いた。他方、イスラームをめぐる事件は 16 件で、そのうちウッタル・プラデーシュ州のバ
ーブル・モスクを争点として暴動まで悪化した事例が 13 件であった。他には 1980 年 8 月
にウッタル・プラデーシュ州モラダーバード市でイスラームの祝祭イード・ウル・フィトル
（Eid ul-Fitr）への妨害による事例が 1 件、1987 年 5 月に連邦直轄領デリーでモスクのイ
マームの殺害事件を契機とした事例が 1 件、1989 年 2 月にマハーラーシュトラ州ムンバイ
ー市で、イランの最高指導者ホメイニー師（Rūhollāh Khomeinī）がイスラームへの挑発と
して『悪魔の詩』（The Satanic Verses）の作者ラシュディー（Salman Rushdie）に死刑を
宣告したことに触発された事例が 1 件、それぞれ挙げられた。 
宗教をめぐる対立が暴動の直接的な原因となった事件については、イスラームを争点と
した事例が 16 件、ヒンドゥーを争点とした事例が 13 件であった。しかし、暴動発生の状
況を分析すると、実際にはイスラームの宗教をめぐる対立というよりも、ヒンドゥー側がモ
スク破壊を訴えた結果、暴動に至ったという事例が大勢を占めていた。 
上述の第 2 期の状況を暴動の特定地域での頻発化、発生範囲および被害の大規模化とい
う状況を理解した上で、ヒンドゥー・ナショナリスト組織が関与して暴動発生につながった
事例について検討を加えて行く。グラフとガロニエの暴動状況の分析データを参照すると、
本稿で区分した第 2 期において、明らかにヒンドゥー・ナショナリスト組織の活動家が関
与し、彼らの言動から暴動へと悪化した事例については、大規模暴動 18 件、小規模暴動 8
件の計 26 件が確認された。単独のみならず、複数のヒンドゥー・ナショナリスト組織が同
時に連携して、暴動発生に関与していた事例も確認されている。第 2 期において暴動発生
に最も強く関与していたヒンドゥー・ナショナリスト組織は、ジャン・サングとその後身で
あるインド人民党、およびマハーラーシュトラ州の地域政党シヴ・セーナーであった。ジャ
ン・サングとインド人民党が単独で暴動発生に関与していたのは、1969 年 9 月のグジャラ
ート州アフマダーバード市、1978 年 11 月のウッタル・プラデーシュ州アリーガル市、1990
年 10 月のラージャスターン州ジャイプル市、1990 年 12 月のアーンドラ・プラデーシュ州
ハイデラバード市、1991 年 5 月のウッタル・プラデーシュ州カーンプル市、同じく 1991
年 5 月のウッタル・プラデーシュ州メーラト市の、それぞれ 6 件の事件においてであった。
同様にシヴ・セーナーは、1970 年 5 月および 1984 年 5 月のマハーラーシュトラ州ビワン
ディー市、1988 年 5 月のマハーラーシュトラ州アウランガーバード市、1988 年 10 月のウ
ッタル・プラデーシュ州ムザファルナガル市、1992 年 12 月および 1993 年 1 月のマハーラ
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ーシュトラ州ムンバイー市での 6 件の暴動事件の発生に関与していた。ジャン・サングお
よびインド人民党は全国政党であるがゆえ、その活動の影響から暴動が引き起こされた都
市も全国に散らばっていた。一方、シヴ・セーナーはマハーラーシュトラ州に拠点を置く地
域政党という性格上、マハーラーシュトラ州内での暴動発生に強く関与する一方、例外的に
1988 年 10 月にウッタル・プラデーシュ州ムザファルナガル市での事件ではシヴ・セーナ
ーの支持者が関与していた。そのため、シヴ・セーナーが他州でも暴動の発生に暗躍してい
た状況を推測できる。政治政党であるジャン・サング、インド人民党、シヴ・セーナーはそ
れぞれ政党活動をつうじて支持を伸張してきたため、単独で暴動の発生に関与していた。 
これに続くのが、サング・パリワールを率いてきた民族奉仕団とその分派で文化組織の世
界ヒンドゥー協会である。民族奉仕団は、1978 年 10 月のウッタル・プラデーシュ州アリー
ガル市、1979 年 4 月のビハール州ジャムシェードプル市、1981 年 4 月のビハール州ビハ
ールシャリーフ市、の 3 件において単独で暴動発生に関与していた。世界ヒンドゥー協会
は、1982 年 8 月のマハーラーシュトラ州プネー市、1990 年 10 月のウッタル・プラデーシ
ュ州ビジョール市、1991 年 1 月のウッタル・プラデーシュ州フルージャ市での、3 件の暴
動の発生に関与していた。世界ヒンドゥー協会の青年支部であるバジラン・ダルは、1992
年 12 月マディヤ・プラデーシュ州ボーパール市で大規模暴動の発生に関与していた。しか
し、当時の状況を分析すると、バーブル・モスク破壊に影響を受けた事件であるため、バジ
ラン・ダルが単独で発生に至ったというよりも、副次的に発生した暴動と捉えられよう。 
第 2 期には、複数のヒンドゥー・ナショナリスト組織が連携し、暴動の発生に関与してい
た 4 事例が確認された。1982 年 9 月のウッタル・プラデーシュ州メーラト市での事件では、
民族奉仕団と世界ヒンドゥー協会が暴動を引き起こしていた。1989 年 10 月のマディヤ・
プラデーシュ州インドール市での事件では、世界ヒンドゥー協会、インド人民党、民族奉仕
団が関与していた。1991 年 3 月のウッタル・プラデーシュ州サハランプル市での事件では、
インド人民党、民族奉仕団、世界ヒンドゥー協会、バジラン・ダルが暴動を引き起こしてい
た。1992 年 12 月のグジャラート州スーラト市での事件では、インド人民党、世界ヒンドゥ
ー協会、民族奉仕団が、暴動の発生に関与していた。第 2 期において複数のヒンドゥー・ナ
ショナリスト組織による暴動発生が見いだされたのは、ウッタル・プラデーシュ州、マディ
ヤ・プラデーシュ州、グジャラート州であり、留意すべきは大規模暴動に悪化した事例が 2
件、小規模暴動に留まった事例が 2 件であり、必ずしも暴動が大規模化につながっていな
かったという点である。したがって、複数のヒンドゥー・ナショナリスト組織が同時に暴動
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発生に関与したとしても、警察が迅速かつ適切に暴動の武力制圧に着手すれば、発生範囲と
被害の拡大を食い止めることが可能であることが指摘できるのである。 
以上のように、第 2 期のヒンドゥー・ムスリム間暴動には、個別の住民間の諍いが悪化し
た事例、犯罪を原因として暴動に悪化した事例、宗教シンボル、聖典、祝祭、信仰への侮辱
をめぐる事例、そしてヒンドゥー・ナショナリスト組織が関与して暴動発生につながった事
例から、4 つの傾向を把握することができた。例外的に、この 4 つの傾向に括ることができ
ない事例として、1985 年 4 月のグジャラート州アフマダーバード市での事件と 1989 年 9
月のウッタル・プラデーシュ州バダウン市での事件を挙げておきたい。1985 年 4 月のグジ
ャラート州アフマダーバード市の事件は、ヒンドゥーの上位カーストによる留保措置に対
する抗議運動を発端として、ヒンドゥー側のストライキに応じなかったムスリム住民に攻
撃の矛先を向け、放火および殺害事件から大規模暴動へと悪化した。また 1989 年 9 月のウ
ッタル・プラデーシュ州バダウン市の事件は、ムスリムの母語の一つであるウルドゥー語の
州公用語化にヒンドゥーがデモ抗議を展開し、かつムスリムとヒンドゥーの学生間の諍い
をきっかけとして、小規模暴動の発生を招いた。カーストと言語をめぐる対立が本来の争点
から外れて、ヒンドゥーとムスリムという宗教コミュニティ間の対立に変容し、暴動の発生
に帰したのであった。これら 2 事例から判明するのは、ヒンドゥーとムスリムの間での諍
いや犯罪とは異なる逸脱した争点が、1980 年代後半からのヒンドゥー・ナショナリズムの
趨勢と同調し、ヒンドゥー対ムスリムという対立軸へと容易に転換していった状況である。 
 ここまで述べてきたように、第 2 期の 1968 年から 1993 年までのヒンドゥー・ムスリム
間暴動の発生について、その傾向と特徴を論じてきた。第 2 期には、個別の住民間の諍い、
一般犯罪および憎悪犯罪、宗教をめぐる対立、ヒンドゥー・ナショナリスト組織による扇動
という傾向が確認できた。さらに、暴動範囲および被害の大規模化、拡散化、同地域での頻
発、同年内での続発という特徴が挙げられた。ヒンドゥーの優越と反ムスリムを掲げたジャ
ン・サング、インド人民党、シヴ・セーナー、民族奉仕団、世界ヒンドゥー協会、バジラン・
ダルといったヒンドゥー・ナショナリスト組織の活動が顕在化するにつれ、暴動発生件数も
増加していった。第 2 期とは、ヒンドゥー・ナショナリズムの高揚によるインドの国内政治
と治安の混迷期であったと言えよう。 
  
第 3 期（1994 年～2010 年）：コミュニティ・ポリシング活動の導入時期 
第 3 期は、1994 年から 2010 年にかけての時期で、1992 年 12 月に発生したバーブル・
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モスク破壊事件以降、暴動発生件数は全国的に見ると減少傾向にある。その背景には、1993
年を境として、コミュニティ・ポリシング活動が導入されたことが影響を及ぼしている。表
1－4「第 3 期における主要なヒンドゥー・ムスリム間暴動」は、1994 年から 2008 年まで
に発生した主要な 8 件の暴動の状況、規模、死者数についてまとめたものである。 
 
表 1－4：第 3 期におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況 
発生時期 発生場所 状況 規模 死者
数 
1994/8/15 
（1 日間） 
カルナータカ州 
フブリー市 
ムスリムの礼拝所にインド人民党の指
導者と活動家が国旗掲揚を強行。警察が
逮捕すると、人民党の支持者が激怒し、
警察は無差別発砲を行う。 
小 6 
1994/10/6~10/8 
（3 日間） 
カルナータカ州バンガ
ロール市 
ヒンドゥーのカンナダ語話者がムスリ
ム居住地を行進した際に反ムスリムを
掲げたスローガンを叫ぶ。ムスリムの家
屋が襲撃され、刺傷事件が連続して発生
し、暴動へと悪化。 
大 25 
1997/11/29~12/1 
（3 日間） 
タミル・ナードゥ州 
コーヤンブットゥール
市 
ヒンドゥーの権益を訴える組織がムス
リムの商店での不買運動を呼びかけ。
1993 年に民族奉仕団の事務所で発生し
た爆破事件の容疑者としてムスリムが
逮捕されたことで、警察とムスリム住民
との間で憎悪が高まる。警察がムスリム
青年に殺害されると、その報復として警
察はヒンドゥー住民とともにムスリム
の商店に放火。暴動が発生。 
大 20 
2002/2/28～3/6 
（7 日間） 
グジャラート州ゴード
ラ市、アフマダーバード
市およびグジャラート
州全域 
ゴードラ駅手前で、ラーム寺院再建運動
のヒンドゥー支持者を乗せた列車の火
災を契機に、世界ヒンドゥー協会をはじ
めとしたヒンドゥー・ナショナリスト組
織が扇動してムスリムを組織的に攻撃。
州内全域に拡散し、6 か月間にわたって
反ムスリム暴動が散発。 
大 850 
2005/10/14 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ
州マウナト・バーンジャ
ン市 
祝祭時のヒンドゥー・ナショナリスト組
織のヒンドゥー・ユヴァ・ヴァヒニによ
る憎悪犯罪を発端に暴動へと悪化。 
小  9 
2006/3/3 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ
州ラクナウ市 
中道左派サマージワーディー党のヤー
ダヴ州首相によるムスリムを非難した
スピーチに激怒したムスリム住民が抗
議デモを敢行。 
小 4 
2007/1/27~1/29 
（3 日間） 
ウッタル・プラデーシュ
州ゴラクプル市 
ムスリム居住地にあるヒンドゥー寺院
内でインド人民党の指導者が反ムスリ
ムを掲げた挑発的な言動を繰り返し、住
民間の憎悪が高まる。ムスリムの祭列と
ヒンドゥーの結婚式に集まった賓客と
が遭遇して、混乱した際に暴動が発生。 
大 5 
2008/7/3~7/4 
（2 日間） 
マディヤ・プラデーシュ
州インドール市 
インド人民党と世界ヒンドゥー協会に
よるストライキの強行と、ムスリム居住
地での行進によって暴動が発生。ムスリ
大 8 
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【出典】［Graff and Galonnier 2013b：21-32］より筆者作成。 
 
第 3 期は、暴動予防を目的としたコミュニティ・ポリシング活動が導入された時期であ
る。本研究では、第 2 期と第 3 期の境界を、1993 年と設定する。マハーラーシュトラ州ビ
ワンディー市では、1988 年から着手されてきたコミュニティ・ポリシング活動の効果が
1993 年に実証された。ビワンディー市におけるコミュニティ・ポリシング活動の効果につ
いては第 4 章にて後述する。1993 年には、マハーラーシュトラ州ビワンディー市での成功
を受けて、隣接するムンバイー市でもコミュニティ・ポリシング活動に期待が寄せられ、創
設された年である。加えて、1993 年にはタミル・ナードゥ州では、コミュニティ・ポリシ
ング活動として現地でフレンズ・オブ・ポリス運動として呼称された活動が着手された年で
ある。 
グラフとガロニエの状況分析は、第 3 期に区分した 1994 年から 2008 年までの時期にお
いて、カルナータカ州、グジャラート州、ウッタル・プラデーシュ州、マディヤ・プラデー
シュ州の 4 州での暴動事件 8 事例を挙げている。表 1－4 でまとめたように、第 3 期の暴動
においても、第 2 期と同様にヒンドゥー・ナショナリスト組織が直接的もしくは間接的に
暴動発生に関与したと確認されたのは 7 事例であり、具体的には 1994 年 8 月のカルナータ
カ州フブリー市、1997 年 11 月のタミル・ナードゥ州コーヤンブットゥール市、2002 年 2
月から開始したグジャラート州全域、2005 年 10 月のウッタル・プラデーシュ州マウナト・
バーンジャン市、2007 年 1 月のウッタル・プラデーシュ州ゴラクプル市、2008 年 7 月の
マディヤ・プラデーシュ州インドール市の事件においてであった。これら 7 事例には、イン
ド人民党、民族奉仕団、世界ヒンドゥー協会に加えて、ウッタル・プラデーシュ州に拠点を
置くヒンドゥー・ユヴァ・ヴァヒニ（Hindu Yuva Vahini）という文化組織が暴動を引き起
こしていた。すなわち、第 2 期に比べると減退しつつあるものの、第 3 期においても、ヒン
ドゥー・ナショナリスト組織の活動は継続しており、それに伴って局地的に暴動が散発する
傾向にあった。 
だが、第 3 期では、暴動発生件数および死者数は減少傾向にあり、とりわけ 1993 年から
2001 年までの時期には、死者が数百人規模の暴動は発生せず、第 2 期と比べて、比較的に
ヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生は収束していた。代表的な事件としては、2002 年 3 月
にゴードラ列車火災事件を発端としてグジャラート州で発生したグジャラート暴動事件が
ムによる警察署への襲撃に対し、警察と
武装化したヒンドゥーが報復を加える。 
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挙げられる。州全域を巻き込んで、ムスリムを攻撃対象として発生したが、他州に波及する
ことはなかった。大規模な暴動もこの事件に限られ、少なくなっていると言える。第 3 期に
おいてインドのヒンドゥー・ムスリム間暴動は、局地的に暴動が散発する状況は解消されて
いないものの、第 2 期のように州を越えた波及や死者が数百人規模に上る暴動状況は収束
されつつある。第 3 期は、コミュニティ・ポリシング活動をつうじて、暴動を予防する取り
組みが創始された時期である。加えて、第 1 章第 1 節第 1 項で先述したように、コミュニ
ティ・ポリシング活動以外にも、ビハール州やウッタル・プラデーシュ州といった州では、
州政府による政策としての暴動抑止が効果をもたらす場合も確認された。これらの取り組
みによって 1990 年代後半以降、暴動発生は徐々に局地的かつ散発的となったことが見出せ
るのである。 
以上のように、グラフとガロニエによる暴動発生状況のデータに基づいて、本稿での時期
区分の下に第 1 期では 7 件、第 2 期では 64 件、第 3 期では 8 件の計 79 件の状況を検討す
ることで、その特徴と傾向を浮き彫りにしてきた。第 1 期ではインドとパーキスターンの
分離独立および国境をめぐって発生する傾向にあったが、その後の第 2 期において全国的
に急増した暴動発生にはヒンドゥー・ナショナリスト組織の関与が確認された。だが、第 3
期になると、限定的であれコミュニティ・ポリシング活動が本格的に導入されるようになっ
て、徐々に暴動発生は局地的になって、規模も縮小しつつあることが理解できた。 
 
（4）暴動発生の地域的傾向 
 それでは、暴動発生には何らかの地域的な発生の傾向は見いだされるのであろうか。第 1
期から第 3 期にわけた暴動時期の区分と状況分析において、全国各地での暴動発生という
現象を確認できたものの、暴動がより発生してきた地域、発生しにくい地域という差異を特
定できるだろうか。ここでは、州別の暴動発生を分析し、その地域的な発生の傾向を論じる。 
図 1－1「インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生件数と死者数（1954-2010 年）」で
は、1954 年から 2010 年までの 56 年間にわたって、暴動が増減してきたことを俯瞰した。
続いて、ヴァールシュネーイーとウィルキンソンが 1950 年から 1995 年にかけて、タイム
ズ・オブ・インディア紙の記事を基に作成した暴動の統計データを用い、発生の地域的特性
の有無について検討を加える。タイムズ・オブ・インディア紙は、ムンバイーを拠点とした
インドの日刊英字新聞であり、英字新聞としては世界最大規模の 314 万部の発行部数を誇
ってきた。ヴァールシュネーイーとウィルキンソンのデータセットを分析に用いる上で 3つ
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の留意点を挙げておく。第一に、タイムズ・オブ・インディア紙の記事を基に収集したデー
タであるため、「ヒンドゥー・ムスリム間暴動」の定義付けが曖昧な点である。第二に、新
聞掲載タイトルに依拠していたことから、その時々での地名の表記にばらつきが生じてい
る点である。表記が異なることによって、州ごとの暴動発生件数および死者数の集計が、必
ずしも一定ではなく、統一性がないままに混在したり、ばらつきが生じてしまっているので
ある。例えば、ヴァールシュネーイーとウィルキンソンのデータセットではジャンムー・カ
シュミール州における暴動発生については、“Kashmir, Jammu”や“Jammu & Kashmir” 
及び“Kashmir”という 3 つの表記が混在していた。そこで、本稿はおおよその地域的発生
の傾向を把握するために、包括して、ジャンムー・カシュミール州での発生件数として換算
している。そして第三に、ヴァールシュネーイーとウィルキンソンによるデータセットが新
聞掲載記事を基に数値を算出したため、報道では実際の被害の数値と合致しない場合が散
見される点を考慮しなければならない。以上の点に留意しつつ、ヴァールシュネーイーとウ
ィルキンソンのデータセットにおいて誤差が散見されるとしても、やはり長期的に同一の
新聞紙面という出典に基づいており、信頼性が高いと言える。また本稿はエンジニーア
（2004）やグラフとガロニエ（2013）のデータの情報と照合しつつ、分析を加えることで、
インドのどの地域において暴動が発生してきたのか、おおよその傾向を把握しうると判断
できるのである。 
表 1－5「インド各州におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生件数」は、1950 年から
1995 年までのインド全 19 州と連邦直轄領デリーを対象として、各地域におけるヒンドゥ
ー・ムスリム間の暴動発生件数をまとめたものである。1995 年を対象としており、これは
本稿で区分した第 3 期のはじめの時期にあたる。 
 
表 1－5：インド各州におけるヒンドゥー・ムスリム間の暴動の発生件数（1950-95 年） 
発生件数順 州名 発生件数 発生率（%） 
1 グジャラート 245 20.8 
2 マハーラーシュトラ 200 17.0 
3 ウッタル・プラデーシュ 200 17.0 
4 ビハール 75 6.4 
5 カルナータカ 75 6.4 
6 西ベンガル 70 6.0 
7 マディヤ・プラデーシュ 67 5.7 
8 ジャンムー・カシュミール 53 4.5 
9 アーンドラ・プラデーシュ 51 4.3 
10 連邦直轄領デリー 33 2.8 
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11 ラージャスターン 26 2.2 
12 ケーララ 20 1.7 
13 アッサム 18 1.5 
14 オリッサ 17 1.4 
15 タミル・ナードゥ 16 1.4 
16 ハリヤーナー 4 0.33 
17 トリプラ 3 0.25 
18 パンジャーブ 2 0.17 
19 マニプル 1 0.08 
20 不明 2 0.17 
 合計 1,178 100 
 
【出典】［Varshney and Wilkinson 2004：2-4］より筆者が作成。 
 
表 1－5 が示すのは、1950 年から 1995 年の、本稿で区分した第 1 期から第 3 期の初めに
あたる 45 年間にわたって、インド国内で発生してきたヒンドゥー・ムスリム間暴動が、実
際には 20 の州で発生し、特に 3 つの州で頻発してきたという点である。暴動の発生件数が
多い州を順にならべると、西部グジャラート 245 件、およびマハーラーシュトラ 200 件、
北東部ウッタール・プラデ―シュ 200 件であった。これら 3 州の発生件数は、それぞれ第
4 位にあたるビハール州と比べて約 3 倍におよび、圧倒的な差が見出された。 
すなわち、グジャラート、マハーラーシュトラ、ウッタル・プラデーシュの 3 州の暴動を
検討し、その抑制について議論することが重要である。本稿では、これら 3 州における暴動
発生について、1992 年にウッタル・プラデーシュ州で発生したバーブル・モスク破壊事件、
1970 年、1984 年および 1992 年から 1993 年の 3 時点にわたるマハーラーシュトラ州での
暴動、2002 年のグジャラート州での暴動について論じる。暴動発生件数の多い 3 州の事件
を分析することは有意であると言える。 
 加えて、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生傾向には、都市と農村で差異を見出
される。ヴァールシュネーイーとウィルキンソンによると、1950 年から 95 年にかけての
ヒンドゥー・ムスリム間暴動は、農村（rural area）では 135 件であったのに対して、都市
（town area）では 1,042 件が発生していた［Varshney and Wilkinson 2004：33-50］。す
なわち、農村と比較すると、インドの都市での暴動発生率は、およそ 7.7 倍であった。農村
と都市との発生頻度を比較すると、その差異は明白であり、圧倒的に都市で暴動が発生して
きたのである。 
インドの人口動態とヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生分布の関連を検討すると、ムスリ
ムが他の宗教コミュニティに比べて、特に都市での居住率が増加していることが浮き彫り
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になる。表 1－6「インド各州における都市居住率とムスリムの居住率の推移」は、インド
各州の都市居住率とムスリムの居住率を比較したものである。 
 
表 1－6：インド各州における都市居住率とムスリムの居住率の推移（1971-2001 年）（%） 
【出典】［Kulkarni 2010：120］より筆者が作成。 
（注）※1 1971 年から 2001 年のセンサスにおいて用いられてきた「都市」（Urban area）の定義とは、
（a）人口 5,000 人以上、（b）労働者の 75%以上が非農業部門に就業、（c）人口密度が 1 平方キ   
ロメートル当たりで 400 人以上の地域である［Office of The Registrar General & Census 
Commissioner, India. Ministry of Home Affairs, Government of India. “Implication of Terms 
Used in Indian Censuses” n.d.］。 
※2 インドでは、2000 年に州が再編され、ビハール州はジャールカンド州と分離、ウッタル・プラ  
デーシュ州はウッタラーカンド州と分離、マディヤ・プラデーシュ州はチャッティースガル州
と分離した。本表では州再編以前からの状況の一貫性を示すため、分離後も分離前の行政区分
のまま掲載した。    
※3 表 1－6 では、連邦直轄領については、連邦直轄領デリーのみを掲載し、その他の連邦直轄領
についてデータ自体の規模が少ないため掲載しない。 
 
 表 1－6 からは、インド各州の都市居住率とムスリムの居住率を比較すると、ムスリムが
高い傾向にあると言える。ここで連邦直轄領デリーは首都圏であるため、全ての住民が都市
に居住しているために除外する。そのうえでムスリムの都市居住率が 6 割を超えて高いの
は、タミル・ナードゥ州、マハーラーシュトラ州、マディヤ・プラデーシュ州の 3 州である
ことが分かる。タミル・ナードゥ州のムスリムの都市居住率は 1971 年には 59.7%、1981 年
 1971 1981 1991 2001 
全人口 ムスリム 全人口 ムスリム 全人口 ムスリム 全人口 ムスリム 
インド 19.9 28.8 23.7 34.0 25.7 35.5 27.8 35.7 
西ベンガル 24.7 13.7 26.5 15.1 27.5 15.7 28.0 16.8 
ケーララ 16.2 18.4 18.7 19.4 26.4 26.6 26.0 25.4 
ウッタル・プラデーシュ 
（ウッタラーカンド含む） 
14.0  26.7 17.9 32.1 19.8 35.6 21.0 36.1 
ビハール 
（ジャールカンド含む） 
10.0 13.0 12.5 15.2 13.1 15.6 13.3 15.2 
アッサム 8.9 4.0 NA  NA 11.1 5.3 12.9 6.4 
ジャンムー・カシュミール 18.6  17.1 21.1 20.4 NA NA 24.8 22.1 
カルナータカ 24.3 48.0 28.9 53.6 30.9 55.5 34.0 59.0 
連邦直轄領デリー 89.7 95.7 92.7 97.7 89.9 92.4 93.2 96.0 
マハーラーシュトラ 31.2 59.0 35.0 61.2 38.7 66.9 42.4 70.0 
アーンドラ・プラデーシュ 19.3 47.4 23.3 52.8 26.9 58.2 27.3 58.1 
グジャラート 28.1 54.2 31.1 56.6 34.5 58.5 37.4 58.7 
ラージャスターン 17.6 42.2 21.0 46.9 22.9 49.2 23.4 48.4 
マディヤ・プラデーシュ 
（チャッティースガル含む） 
16.3 55.6 20.3 59.8 23.2 63.9 24.8 63.5 
タミル・ナードゥ 30.3 59.7 33.0 62.7 34.2 63.0 44.0 72.8 
オリッサ 8.4 30.6 11.8 37.7 13.4 39.3 15.0 41.7 
パンジャーブ 21.7 11.7 26.2 15.6 28.4 18.1 32.7 22.9 
ハリヤーナー 17.7 3.9 21.9 7.7 24.6 9.9 28.9 14.5 
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には 62.7%、1991 年には 63.0％、そして 2001 年には 72.8％と増加の一途を辿ってきた。
とりわけ、1991 年から 2001 年にかけてのムスリムの都市居住率がおよそ 10%も増加して
おり、今後もムスリムの都市居住率は高止まりを維持すると考えられる。同様に、マハーラ
ーシュトラ州でも、ムスリムの都市居住率は 1971 年には 59.0％、1981 年には 61.2％、
1991 年には 66.9%、2001 年には 70.0%と増加しており、ムスリムの都市居住率は他のコ
ミュニティを超越していた。マディヤ・プラデーシュ州での都市の居住率は他のコミュニテ
ィが 1971 年には 16.3％、1981 年には 20.3%、1991 年には 23.2%、1991 年には 24.8%と
ほぼ横ばいで微増にとどまっていた。これに対して、ムスリムの都市居住率は、1971 年で
すでに 55.6%におよび、1981 年には 59.8％、1991 年には 63.9%、2001 年には 63.5%とな
っていた。インド全体ではマディヤ・プラデーシュ州のムスリムの都市居住率は 3 位にあ
たるが、州内での都市居住率は他のコミュニティよりも高く、差異は拡大していた。 
 これに対して、先述した暴動発生件数が多いグジャラート州とウッタル・プラデーシュ州
におけるムスリムの都市居住率について検討してみたい。グジャラート州でのムスリムの
都市居住率は、1971 年には 54.2%、1981 年には 56.6%、1991 年には 58.5%、2001 年には
58.7%であり、やはりムスリムが都市に集住していたことが明らかになる。一方で、ウッタ
ル・プラデーシュ州でのムスリムの都市居住率は 1971 年には 26.0%、1981 年には 
32.1%、1991 年には 35.6%、2001 年には 36.1%であり、インド全体の平均よりもやや低い
傾向を示していた。 
 インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動は、現実として都市で発生しており、特に特定州に
おいて頻発する現象である点を確認することができる。本稿ではムスリムの都市居住率が
高いために、ヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生してきたことを起因させるわけではないも
のの、暴動が都市で発生してきたことと、ムスリムが都市に居住する動態が高まってきた連
関を見出すことはできる。 
 本節では、グラフとガルニエによる統計を基に、分離独立以降に発生してきた暴動につい
て、特徴を見出し、そこから 3 つの時期に区分した。第 1 期は 1947 年から 1967 年まで、
第 2 期は 1968 年から 1993 年まで、第 3 期は 1994 年から 2010 年までの時期としてそれ
ぞれ区分した。インドにおけるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生と特徴について、第 1 期
から第 3 期の暴動区分の下に、グラフとガロニエによる暴動発生状況のデータを分析し、
時期ごとの争点と特徴を浮き彫りにした。第 1 期では分離独立をめぐって発生し、第 2 期
になるとヒンドゥー・ナショナリスト組織の関与によって全国的に急増した。しかし、第 3
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期になると、コミュニティ・ポリシング活動が導入されるようになって、徐々に暴動発生は
局地的かつ減少しつつあることを確認した。 
さらに、ヴァールシュネーイーとウィルキンソンが作成した統計データから、1950 年か
ら 1995 年までの時期において、グジャラート、マハーラーシュトラ、ウッタル・プラデー
シュの 3 州で暴動が頻発しており、なかでも都市において再発する傾向にあった点を見出
した。ここで重要な点は、都市におけるムスリム居住率の高さが必ずしも暴動発生につなが
らないという状況である。暴動の発生がインドの社会構造とは必ずしも連関せず、第 3 期
になると暴動発生および死者数が減少していた。この背景には、1993 年以降のコミュニテ
ィ・ポリシング活動が効果をもたらしてきたためである。 
 
第 2 節 インドにおける暴動ベクトル 
 
 本節では、暴動ベクトルを形作る概念とその関係、各段階の動きについて述べ、より明確
にモデル化を行う。 
 本研究では、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動ベクトルを概念化する。暴動ベクトル
には暴動の悪化と好転への移行があり、この 2 つの動きをまとめて暴動ベクトルと呼称す
る。それは暴動が変化する時には、（a）安全、（b）諍い、（c）犯罪、（d）小規模暴動、（e）
大規模暴動、の各段階を経て、悪化していく過程を暴動ベクトルとして述べ、モデル化する。
予防として見なすと、（a）安全から（e）大規模暴動へと逆転していく暴動ベクトルの対処
と予防という好転の流れも含む。（a）安全、（b）諍い、（c）犯罪、（d）小規模暴動に介入し、
状況を好転させた動きを、暴動ベクトルの予防とする。 
先行研究では、突発的な暴力行為を表す暴動という一語によって、ヒンドゥー・ムスリム
間の対立関係を包含して一義的に論じてきた。しかしながら、暴動として包含されてきた事
象について、個々の事例を検証すると、実際には安全、諍い、犯罪、小規模暴動、大規模暴
動の 5 段階に分かれている。この 5 段階の概念を総称して、暴動ベクトルと呼ぶ。この 5 段
階のうちの（a）安全、（b）諍い、（c）犯罪、（d）小規模暴動に対して、コミュニティ・ポ
リシング活動が展開することで、大規模暴動に至る以前に負のベクトルへの移行を食い止
め、安全な状況を回復しうるという論点を提起する。 
コミュニティ・ポリシング活動は基本的に予防活動であるため、（a）安全、（b）諍い、（c）
犯罪、に対して効果を上げるほか、（d）小規模暴動まで効果を上げることができる。ただし、
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様々な過去の暴動事例を分析すると、（e）大規模暴動の段階では、激しい暴動状況のため、
警察および準軍隊によって制圧されてきた経緯を見出すことができる。 
さらに、好転への移行が機能する事例が見られてきたことを論じる。（a）安全、（b）諍い、
（c）犯罪、（d）小規模暴動の各プロセスにおいて、コミュニティ・ポリシング活動による
介入が機能することで、大規模暴動以前に悪化への移行を食い止め、安全な状況へと回復す
るという論点を提起する。 
 
図 1－2 インドにおける暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動（再掲） 
 
 
 
 
    
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
【出典】［筆者作成］。 
 
本稿の暴動ベクトルの暴動の定義は、インド刑法の規定に合致している。暴動ベクトルの
中で、（a）安全から（c）小規模暴動に至る前段階には、インド刑法上の規定にもあるよう
に、特定の宗教の信徒およびコミュニティを侮辱することを目的とした憎悪犯罪が要とな
っている。本研究の提示するインドにおける暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動
は、安全、諍い、犯罪、小規模暴動、大規模暴動の概念の下に、5 段階に分かれている（図
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1－1 参照）。 
第 1 段階は安全から諍いが生じる段階、第 2 段階は諍いから犯罪が生じる段階、第 3 段
階は犯罪から小規模暴動が生じる段階、第 4 段階は小規模暴動から大規模暴動に悪化する
段階、そして第 5 段階は小規模暴動もしくは大規模暴動が制圧され、安全な状況に回復す
る段階である。 
（a）諍いとは、安全から犯罪に至らない口論や対立が発生した段階である。諍いには、
住民間および住民と警察間の諍いが含まれる。（b）犯罪は、諍いが放置、悪化した段階であ
る。（b）犯罪には、一般犯罪と憎悪犯罪が含まれる。暴動ベクトルでは、諍いに対して、特
定コミュニティの住民同士を宗教の差異で住民を分断するため、スピーチ・スローガン・プ
ロパガンダによって、憎悪を掻き立てる。 
インドでは、宗教の憎悪を掻き立てるのは、刑法第 153A 条（宗教、人種、生誕地、居住
地、言語を争点として敵意を促し、害をもたらす行為）、第 295 条（宗教施設への意図的な
破壊）、第 295 条（宗教を侮辱することで、宗教感情を意図的に傷つけるようとする行為）、
第 296 条（宗教儀礼への妨害行為）、第 297 条（葬列および墓地への侵入）、第 298 条（宗
教感情を傷つけようとする発言）で刑法犯罪として定められている。憎悪犯罪は、諍いから
大規模暴動に至る、暴動ベクトルを悪化させる役割を有している。 
本稿における小規模暴動と大規模暴動の差異は、発生期間、範囲および制圧にあたるアク
ターにある。ラーイによれば、本来ヒンドゥー・ムスリム間暴動は、地元警察が真摯に制圧
に取り組めば、24 時間以内に収束しない事件は存在せず、地元警察が暴動発生の期間を左
右してきたという［Jaffrelot 2011：368］。すなわちインド警察自身も、暴動発生時に、準
軍隊の派遣が必須ではないと捉えていたわけである。準軍隊の派遣に至る過程には、地元警
察の暴徒への不作為、怠慢、そして機能不全が指摘できる。本稿ではラーイの知見を遠用し、
小規模暴動と大規模暴動の差異を、発生日数（1 日間／2 日間以上）と死者数で区分する。
さらに規模によって制圧を担うアクターがおのずと異なってくることになるため、制圧す
るアクタ （ー警察／警察と準軍隊）によって区別し、暴動ベクトルの概念を定義化している。 
明確にしておくと、（d）小規模暴動は、憎悪犯罪から投石、略奪、暴行、殺傷、放火が発
生する段階である。小規模暴動は、1 日から 2 日間で通常警察によって制圧されるものと定
義する。またその範囲は暴動が発生した都市、農村のみで留まったものである。小規模暴動
は突発的、無計画に発生する暴動である。発生した都市や農村、さらには州を越えて拡大し
た状態が（e）大規模暴動である。大規模暴動は、2 日間から数か月間に及ぶ。大規模暴動
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は警察に加えて、連邦中央政府管轄下の準軍隊が制圧して沈静化される。また発生地域を越
えて、拡大した場合である。大規模暴動が発生し、制圧された後、事件の調査が行われると、
のちに暴動の加害者は周到な計画を立てていたことが発覚する。 
暴動は、何の兆候もないままに突然発生するわけではなく、（a）安全、（b）諍い、（c）犯
罪、（d）小規模暴動、（e）大規模暴動に至る状況変化が見出されるのである。安全な状況と
は、諍い、犯罪、小規模暴動および大規模暴動のない状態である。小規模暴動もしくは大規
模暴動が発生した後、暴動ベクトルが好転することもあり、また警察および準軍隊の制圧に
よって安全な状況に回復する。 
暴動ベクトルに対して、第 5 段階の大規模暴動に至る以前に、諍い、犯罪、小規模暴動の
時点で介入し、事態の打開を図るのが、暴動ベクトルの予防である。予防には、警察と住民
の協力関係によって構築されたコミュニティ・ポリシング活動が効果を発揮する。 
本稿では、コミュニティ・ポリシング活動は以下 6 要素から構成され、すべての要素が機
能している状態をコミュニティ・ポリシング活動の完成系として概念化する。a）監視、巡
回、b）リーダーシップの存在（警察／住民）、c）住民の組織化、d）生活改善、e）警察不
信の回復、f）秩序維持の行動である。これらコミュニティ・ポリシング活動の 6 要素の機
能については、第 1 章第 3 節にて詳述する。 
 
暴動ベクトルにおける諍いの位置づけ 
 本稿における諍いとは、すでに定義したように、犯罪行為に至らない範囲での口論や対立
を示し、住民間の諍いと、住民と警察間の諍いの 2 つの形態が含まれる。 
住民間の諍いとは、過去の暴動に至る以前の状況を分析すると、おおむね宗教儀礼、祝祭、
抗議運動、非礼な態度、迷惑行為、土地使用、住民の口論が原因として挙げられる。 
 
住民間の諍い 
どのような住民間の諍いが原因で暴動に悪化したのか、理解を深めるために、先述した表
1－2、表 1－3、表 1－4 で検討したグラフとガロニエによる暴動状況の分析データのうち、
諍いが原因となって暴動が発生した事例について、諍いの争点と内容の再検討を行う。表 1
－7「暴動の原因となった諍いの争点と内容」（1961-2008 年）は、小規模暴動および大規模
暴動に帰結していたヒンドゥー・ムスリム間の住民間の諍いの争点、諍いの内容、規模につ
いてまとめたものである。 
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表 1－7 暴動の原因となった諍いの争点と内容（1961-1997 年） 
発生時期 時期区分 発生場所 諍いの争点 諍いの内容 規模 
1961/10/3 
（1 日間） 
 
1 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
 
学生間の対立 
アリーガル・ムスリム大学
での学生間の対立 
 
小 
1967/8/22 
~8/29 
（8 日間） 
 
1 ビハール州ラーンチー市 
 
抗議運動 
東パーキスターンでの反ヒ
ンドゥー運動および反ウル
ドゥー語運動 
 
大 
1968/3/2 
（1 日間） 
 
2 アッサム州カリムガンジ市 
宗教シンボル 
抗議運動 
牛をめぐる諍い 
製茶労働者の抗議運動 
 
小 
1974/5/5 
（1 日間） 
 
2 
 
連邦直轄領デリー市 
 
 
少年間の対立 
ムスリム少年とヒンドゥー
少年の諍い 
 
小 
1977/10/23 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
ヴァラナシ市 
 
住民間の対立 
ヒンドゥー祭列の通過ルー
トをめぐる諍い 
 
小 
1978/3/29 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
サンバール市 
 
抗議運動 
ムスリム議員によるストラ
イキにヒンドゥー住民が不
服従 
 
小 
1978/11/6 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
  
抗議運動 
ムスリム住民による映画館
建設への反対運動 
 
小 
1980/10/29  
（1 日間） 
 
2 
グジャラート州 
ゴードラ市 
 
住民間の対立 
ヒンドゥーとムスリムの住
民間の諍い 
 
小 
1981/4/30 
~5/5 
（6 日間） 
 
2 
ビハール州 
ビハールシャリーフ市 
 
土地所有 
ムスリムの墓地をめぐるヒ
ンドゥーとの諍い 
 
大 
1982/9/29 
~10/2 
（4 日間） 
 
2 ウッタル・プラデーシュ州 
メーラト市 
 
土地使用 
 
ヒンドゥー・ナショナリス
ト組織による訓練キャンプ
の設置をめぐる、ヒンドゥ
ーとムスリム住民の諍い 
 
大 
1982/10/22 
~10/30 
（9 日間） 
 
2 
グジャラート州 
バローダ市 
 
販売利権 
密造酒の販売利権をめぐる
ヒンドゥーとムスリムの商
店主間の諍い 
 
大 
1983/2/18 
~3/3 
（14 日間） 
 
2 アッサム州ネリー市 
選挙運動 
土地所有 
州議会選挙時に住民間の政
治的競合関係と土地所有の
諍いが激化 
 
大 
1985/4/15 
~4/29 
（14 日間） 
 
2 
グジャラート州 
アフマダーバード市 
 
抗議運動 
ヒンドゥーの上位カースト
による抗議運動、ストライ
キへのムスリムの不服従 
 
大 
1988/5/17 
~5/20 
（4 日間） 
 
2 
マハーラーシュトラ州 
アウランガーバード市 
 
抗議運動 
ヒンドゥー・ナショナリス
ト政党による選挙結果への
抗議運動 
 
大 
1989/2/24 
（1 日間） 
 
2 
マハーラーシュトラ州 
ムンバイー市 
 
抗議運動 
『悪魔の詩』をめぐるムス
リム住民の抗議運動と警察
による諍い 
 
小 
1989/4/16 
~4/20 
（5 日間） 
 
2 ビハール州ハザリバーグ市 
 
住民間の対立 
ヒンドゥーの祭列がモスク
傍を通過するルートをめぐ
っての諍い 
 
大 
1989/9/28 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
バダウン市 
 
抗議運動 
ウルドゥー語の州公用語化
をめぐるヒンドゥーとムス
リムの住民間の諍い 
 
小 
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【出典】［Graff and Galonnier 2013a；2013b］より筆者が作成。 
 
グラフとガロニエによる暴動状況の分析データを再検討した結果、本稿で提示した時期
区分に基づいた第 1 期から第 3 期にわたる諍いを原因とした暴動は、12 件の小規模暴動と
12 件の大規模暴動の、計 24 件が発生していた。その争点については、住民間の小競り合い
から生じる対立、抗議運動、土地使用および土地所有、販売利権、選挙運動、宗教シンボル
をめぐる対立が挙げられる。特に、抗議運動を原因とした諍いが大規模暴動にまで悪化する
傾向が見いだされる。これは抗議運動に対し、ヒンドゥー・ナショナリスト組織が介入する
ことで、犯罪から暴動へと悪化する暴動ベクトルが起動したためである。一方で、個々の住
民間の諍いの段階では、暴動発生の規模は小規模で留まる事例が多く、争点を解消すれば大
規模化は回避できることが見出されるのである。 
 
住民と警察間の諍い 
住民と警察間との諍いもまた小規模暴動の引き金となり、ひいては大規模暴動の発生に
つながる。住民と警察間の諍いは、住民が警察と口論や対立を生じると、警察官による殴打、
発砲や逮捕の執行に繋がるため、住民は諍いを警察と起こそうとはしない。住民と警察間の
諍いは、小規模暴動や大規模暴動において、多く発生している。しかし、数少ない住民が警
察と対立に至ったとして、マハーラーシュトラ州のマーレーガオン市とビワンディー市で
1990/10/2 
~10/3 
（2 日間） 
 
2 
カルナータカ州ラームナガ
ラム市、チャンナパトナ
市、コラール市、ダヴェン
ゲレ市 
 
少年間の対立 
宗教シンボル 
 
ヒンドゥー少年によるムス
リムの少女への性的嫌がら
せ、ムスリムの祝祭の電飾
が破壊 
 
大 
1990/12/16 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
アーグラー市 
 
宗教シンボル 
ムスリムとヒンドゥーの住
民による宗教スローガンの
呼び掛けの応酬 
 
小 
1991/5/20 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
メーラト市 
 
選挙運動 
インド人民党の支持者がム
スリム住民の投票を妨害 
 
小 
1992/12/7 
~12/8 
（2 日間） 
 
2 
アッサム州ナガーオン県、 
ドゥブリー県、ドボガ市、 
ジャムナムクー市 
 
抗議運動 
モスク破壊事件への抗議運
動を行ったムスリムとヒン
ドゥーの住民間の諍い 
 
大 
1992/12/7 
~12/9 
（3 日間） 
 
2 
ラージャスターン州 
ジャイプル市 
 
宗教シンボル 
バーブル・モスク破壊事件
をめぐるヒンドゥーとムス
リムの住民間の諍い 
 
大 
1994/8/15 
（1 日間） 
 
3 
カルナータカ州 
フブリー市 
 
宗教シンボル 
インド人民党の指導者がム
スリムの礼拝所で国旗掲揚
を強行 
 
小 
1997/11/29 
~12/1 
（3 日間） 
 
3 
タミル・ナードゥ州 
コーヤンブットゥール市 
 
抗議運動 
 
ヒンドゥーによるムスリム
商店への不買運動 
 
 
大 
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それぞれ発生した 2 事例から暴動に至った状況を検討する。この 2 事例は、住民が警察に
対して、強い憎悪を抱いていた。そもそも住民と警察間の諍いが生じる地域では、コミュニ
ティ・ポリシング活動が瓦解し、また活動自体が存在していなかったことが確認できる。警
察と住民による協力関係の下にコミュニティ・ポリシング活動が遂行されていれば、警察側
は住民に対して、安直に武力行使をせず、また住民も秩序維持の行動を遵守する。ゆえに、
諍いが生じる以前に、対話によっての解決を試行すると考えられる。だからこそ、住民と警
察間での諍いが生じる場合には、警察不信が高まっている緊迫した事態で、犯罪に至る瀬戸
際で発生しており、その後犯罪、暴動へと悪化する状況が浮き彫りになるのである。 
 
2001 年 10 月 マーレーガオン暴動 
2001 年 10 月 26 日、マーレーガオン市では、ムスリム住民と警察間との諍いが発生し、
同日中に小規模暴動が発生した。その後、再び警察が住民に向けて 2 度の発砲を行って、暴
動は大規模化して再発、死者 12 人を出して、2001 年 11 月 7 日まで準軍隊が駐留して制圧
した。マーレーガオン市での住民と警察間の諍いの発端は、アメリカとイギリスのアフガニ
スタン爆撃に抗議して、両国製の商品不買を訴えるチラシを配っていたムスリム青年を、警
察が殴打して、即座に逮捕したことであった。この様子を傍観していたムスリムの群衆は、
激高して警察の車両を取り囲み、ムスリム青年を釈放するように訴えた。警察は、抗議に集
まったムスリム群衆を警棒で殴打し、警告なしに無差別発砲を行って、解散させた。同日夕
方には、この無差別発砲に怒った数千人のムスリムが、警察に向かって投石を行った。する
と、警察は再び住民に向けて発砲を行った。2001 年 10 月 28 日には、ムスリム住民の間で
警察不信が高まって、警察がモスクを破壊するという噂が広まって、再び住民と警察間の暴
力の応酬が発生した。警察は発砲を行って、住民を解散させた［Lokshahi Hakka 
Sanghatana 2001：4-11］。この事例では、警察による住民の不当逮捕と警察不信の深化が
住民と警察間の諍いの原因となっていた。2001年 10月のマーレーガオン暴動については、
本稿第 3 章第 5 節にて後述する。 
 
2006 年 3 月ビワンディー暴動 
2006 年 3 月から、ビワンディー市では、市警察署の移設工事をめぐって、工事に反対す
るムスリム住民と警察間との諍いが発生した。移設先の土地がムスリムの墓所として使用
されてきたことから、ムスリム住民の怒りを買った。同年 7 月 5 日には、ムスリム住民に
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よる 5,000 人規模のデモ隊が、移設工事現場において警察と小競り合いの末に、現場で指揮
を執っていた市警察副長官を襲撃した。暴徒化した住民に対して、警察側は発砲し、2 名の
ムスリム住民が射殺された。同日夜半に、ムスリムのデモ参加者は再び集合して、巡回中の
2 名の警察を襲撃し、発砲への報復として殺害した［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：
15-29］。この事例では、警察が住民との協議を行わないままに、警察署をムスリムの墓所へ
移設する工事を強行したことで、住民と警察間の諍いが発生した。住民には、警察不信が高
まっており、警察による発砲によって、犯罪に悪化した。この事例では、ムスリム住民が、
報復として 2 名の警察を殺害し、小規模暴動へとさらに悪化した。2006 年 3 月のビワンデ
ィー暴動については、本稿第 4 章第 5 節にて詳述することとする。 
マハーラーシュトラ州で確認された 2 事例から、住民と警察間の諍いの原因とは、警察
による不当逮捕、警察不信、住民の抗議運動と見出すことができる。住民と警察間での諍い
が生じた場合には、コミュニティ・ポリシング活動が機能していない事態が見出され、犯罪、
小規模暴動および大規模暴動への悪化する状況であることが読み取れる。住民と警察間の
諍いの解消には、特に警察が、諍いの当事者となった警察と対面し、警察不信の回復と容易
に武力を用いないように提唱することである。それによって、警察が住民への武力行使を控
え、暴動ベクトルが好転し、予防へと逆転すると捉える。 
これまで論じてきたように、住民間の諍いおよび住民と警察間の諍いが生じた際には、早
期に事態解決を図ることが肝要となる。諍いを放置すると、その結果犯罪から小規模暴動お
よび大規模暴動へと悪化していくことになる。コミュニティ・ポリシング活動では、住民間
の諍いに対しては、監視、巡回を行って住民間の諍いを早期発見すること、会合を開催して
住民のリーダーから住民間の諍いについて情報を交わし、状況を把握すること、諍いの原因
となっている生活改善を図ること、祝祭開催前に祭列者の代表と協議し、秩序維持の向上を
図ること、住民を組織化して多文化主義的な共生の促進を図ることで、諍いから安全な状況
に好転すると考えられる。 
 
暴動ベクトルにおける犯罪の位置づけ 
暴動ベクトルのうち、安全、諍いを経た第 3 段階にあたる犯罪は、一般犯罪および憎悪犯
罪の 2 つの類型に分けることができる。 
一般的な学術的理解に基づけば、犯罪は、犯罪の定義付けをする刑法、犯罪行為の主体で
ある加害者、犯罪行為の被害者、及び犯罪の時刻・場所の 4 因子から成り、それぞれが相互
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に作用する事象である［Brantingham and Brantingham1981：7-8］。したがって、犯罪の
統制と予防とは、これら刑法、加害者、被害者、犯罪の時刻・場所の、4 因子への対応が求
められる行為となる。  
本稿における暴動ベクトルの一般犯罪と憎悪犯罪についてだが、憎悪犯罪にはヒンドゥ
ー・ナショナリストによる宗教コミュニティ間の憎悪を煽る中傷や扇動が含まれている。憎
悪犯罪が展開される場（行為）の争点と状況は、党集会でのスピーチ、党機関紙および新聞
紙面での発言など、噂流布人（rumor-monger）を介在させて、意図的に嘘や虚言を拡散し
て、住民間に憎悪を扇動する行為も行われてきた。 
 
暴動ベクトルにおける一般犯罪の位置付け 
 インドでは、1860 年インド刑法に基づいて、殺人（Murder）、殺人未遂（Attempt To 
Commit Murder）、強姦（Rape）、略取誘拐（Kidnapping & Abduction）、強盗（Dacoity）、
強盗未遂（Preparation & Assembly For Dacoity）、住居侵入（Burglary）、盗難（Theft）、
暴動（Riots）、詐欺（Criminal Breach Of Trust）、偽造（Counterfeiting）、放火（Arson）、
傷害（Hurt）、持参金殺人（Dowry Deaths）、女性への性的嫌がらせ（Assault On Women 
With Intent To Outrage Her Modesty）、家庭内暴力（Cruelty By Husband Or His 
Relatives）、人身売買（Cruelty By Husband Or His Relatives）、保護責任者遺棄（Causing 
Death By Negligence）の、以上 18 の罪種が刑法犯罪として定められており、本稿では暴
動をのぞく、これらの罪種を一般犯罪として捉える28。インド刑法における罪種としての暴
動は、ヒンドゥー・ムスリム間暴動とその他の暴動が統一して規定されているわけだが、暴
動ベクトルにおけるヒンドゥー・ムスリム間暴動として、後述する。 
どのような一般犯罪が原因で暴動に悪化したのか、理解を深めるために、表 1－2、表 1
－3、表 1－4 で検討したグラフとガロニエによる暴動状況の分析データのうち、犯罪が原
因となって暴動が発生した事例について、犯罪の罪種と内容の再検討を行う。表 1－8「暴
動の原因となった一般犯罪の罪種と内容」（1961-2001 年）は、小規模暴動および大規模暴
動に悪化した一般犯罪の罪種およびその内容、規模についてまとめたものである。なお、表
1－2、表 1－3、表 1－4 において、祝祭時の投石や襲撃といった事例が多く確認できてい
る。投石や襲撃といった行為自体は、傷害および殺人未遂が該当するものの、祝祭という場
                                                   
28 本稿では「その他」のカテゴリーは含めていない［National Crime Records Bureau, Ministry of 
Home Affairs. Crime in India 2012（電子版）. 2012］。 
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で発生した犯罪であるため、憎悪犯罪として説明することとする。 
 
表 1－8：暴動の原因となった一般犯罪の罪種と内容（1961-1993 年） 
発生時期 時期区分 発生場所 罪種 犯罪の内容 規模 
1961/2/4 
~2/9 
（6 日間） 
 
1 
マディヤ・プラデーシュ州 
ジャバルプル市 
 
強姦 
 
ムスリムの少年がヒンドゥ
ーの少女を強姦 
 
大 
1961/10/5 
~10/8 
（4 日間） 
 
1 
ウッタル・プラデーシュ州 
メーラト市 
 
傷害 
ムスリムの少年がヒンドゥ
ーの少年を殴打 
 
大 
1964/1/10 
~1/19 
（4 日間） 
 
1 西ベンガル州コルカタ市 
 
盗難 
東パーキスターンでのムハ
ンマド遺髪盗難事件 
 
大 
1978/3/31 
~4/4 
（5 日間） 
 
2 
アーンドラ・プラデーシュ州 
ハイダラーバード市 
 
強姦 
警察官がムスリムの女性を
強姦 
 
大 
1978/10/5 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
 
殺人 
ムスリムがヒンドゥーを刺
殺 
 
小 
1981/7/12 
~7/20 
（9 日間） 
 
2 
アーンドラ・プラデーシュ
州ハイダラーバード市 
 
殺人 
ならず者集団による連続刺
殺事件 
 
大 
1987/5/18 
~5/23 
（6 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
メーラト市 
 
放火 
ムスリムがヒンドゥーの商
店に放火 
 
大 
1987/5/19 
~5/22 
（4 日間） 
 
2 連邦直轄領デリー市 
      
殺人 
ヒンドゥーの群衆がモスク
のイマームを殺害 
 
大 
1988/10/8 
~10/11  
（4 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
ムザファルナガル市 
 
殺人 
ヒンドゥーがムスリムを刺
殺 
 
大 
1990/9/30 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
コロネルガンジ市 
殺人未遂 
傷害 
器物損壊 
ヒンドゥーの行進への投石
とガソリンによる攻撃 
 
小 
1990/12/7 
~12/8 
（2 日間） 
 
2 
アーンドラ・プラデーシュ
州ハイダラーバード市 
 
殺人 
 
ヒンドゥーの刺殺事件 
 
大 
1990/12/7 
~12/10 
（4 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
 
殺人 
 
警察によるヒンドゥーの射
殺 
 
大 
1990/12/10 
~12/15 
（6 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
カーンプル市 
強盗 
放火 ムスリムの商店への襲撃 
 
大 
1990/12/15 
~12/23 
（9 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
フルージャ市 
傷害 
殺人未遂 
ムスリムの州政府職員の刺
傷事件 
 
大 
1991/5/19 
（1 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ州 
カーンプル市 
 
殺人 
州武装警察隊によるムスリ
ム住民の射殺 
 
小 
1992/12/7 
~12/12 
（6 日間） 
 
2 西ベンガル州コルカタ市 
 
放火 ムスリムの居住区への放火 
 
大 
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【出典】［Graff and Galonnier 2013a；2013b］より筆者が作成。 
 
本稿で区分した第 1 期から第 3 期にわたる時期において、グラフとガロニエによる暴動
状況の分析データを再検討した結果、一般犯罪を原因とした暴動は、3 件の小規模暴動と 14
件の大規模暴動の、計 17 件が発生していた。表 1－8 では、一般犯罪の罪種のうち、暴動
へと悪化したのは、殺人が最も多く 8 件、傷害 3 件、これらに次いで強姦、殺人未遂、放
火、強盗、器物損壊、略奪が挙げられる。やはり殺人事件が発生した場合、小規模暴動およ
び大規模暴動へと悪化する傾向が見いだされる。またヒンドゥーとムスリムの間で発生し
た強姦事件は、被害者のみならず、その家族や周辺住民にまで憎悪を募らせ、その結果とし
て宗教の差異によって分断され、対立を深め、大規模暴動をもたらすという状況を把握する
ことができる。すでに論じてきたように、犯罪は暴動ベクトルにおいては安全、諍いを経て、
第 3 段階に位置づけられる。諍いが放置された状態であり、すでに状況は悪化しているた
め、暴動の大規模化を招くことになる。実際、表 1－8 が示すように、犯罪が原因となった
暴動のうち、13 件が大規模暴動へと悪化していた。 
  
暴動ベクトルにおける憎悪犯罪の位置付け 
本稿では、ヒンドゥー・ムスリム間暴動のうち、所属宗教に対して憎悪が向けられていた
と確認できる事件については、憎悪犯罪として分類する。暴動ベクトルのうち、憎悪犯罪は
偏向犯罪（biased crime）とも呼ばれ、人種間対立が激化した 1980 年代のアメリカにおい
て使われ始めた概念である。 
アメリカでは憎悪犯罪という言葉が用いられるより以前から、黒人へのリンチやシナゴ
ークの破壊という現象が発生してきたにもかかわらず、1980 年代まで憎悪犯罪として捉え
られてこなかった。アメリカ連邦捜査局（Federal Bureau of Investigation、以下「FBI」
と略する）は、1992 年から統一犯罪報告プログラム（Uniform Crime Reports program）
に基づいた調査を実施し、『憎悪犯罪統計』（Hate Crime Statistics）として年次報告書を公
刊するようになった29。FBI は憎悪犯罪の起源を第一次大戦期以前からクー・クラックス・
                                                   
29 最新の 2012 年の統計では、全米で 5,790 件の憎悪犯罪が確認された。その内訳は、人種差別による犯   
罪が 48.3％、性差別による犯罪が 19.6％、宗教差別による犯罪が 19.0％、民族／出身国への差別によ
る犯罪が 11.5％、障害差別による犯罪が 1.6 ％、それぞれ占めていたという［The Federal Bureau of 
1993/1/6 
~1/20 
（25 日間） 
 
2 
マハーラーシュトラ州 
ムンバイー市 
 
殺人 
ムスリムによるヒンドゥー
の刺殺 
 
大 
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クラン（Ku Klux Klan：KKK）による黒人排斥運動が端緒だったとの見解を示した30。ア
メリカ連邦議会は憎悪が向けられる対象について「人種（race）・宗教（religion）・障害
（disability）・性的志向（sexual orientation）・民族性／出身国（ethnicity/national origin）」
とみなしている［Boeckmann and Turpin-Petrosino 2002：208；綿貫 2006：424-425］。
すなわち、加害者による犯罪行為の動機が、犯罪被害者の人種、宗教、障害、性的志向、民
族性を争点とした憎悪および偏見から犯された犯罪行為を憎悪犯罪とみなすことができる。 
一般犯罪と憎悪犯罪の相違を分析したグリーンらは、憎悪犯罪を攻撃グループに向けら
れた不法行為であり、暴力行為、財産破壊、嫌がらせ、干渉を包括する概念と定義づけてい
る。その特徴として、攻撃グループの選定、不法行為の形態、そして憎悪犯罪の特徴となる
動機付けを挙げている。憎悪犯罪の例として、黒人の家屋の前で十字架焼却を行ったり、ユ
ダヤ教徒の墓地を破壊したり、ゲイバーから出店してきた男性を襲撃するといった行為を
挙げている［Green et al. 2001：480-481］。グリーンらは、憎悪犯罪の特徴とは、憎悪を動
機付けとして、攻撃対象に据えたグループに対する不法な暴力行為、財産破壊、嫌がらせ、
干渉であると捉える。 
インドにおける憎悪犯罪の研究を行ったラフマンは、インドにおける憎悪犯罪が発生し
てきた争点に宗教、カースト、言語、人種、指定部族を挙げる。ヒンドゥー・ムスリム間で
の憎悪犯罪については、分離独立を生み出した歴史自体がもたらしたとは捉えきれないと
主張する。ラフマンは、1980 年代から民族奉仕団、インド人民党、世界ヒンドゥー協会と
いったヒンドゥー・ナショナリスト組織が、過去のムスリムのインド亜大陸支配という歴史
を、インドの恥として扇動に利用し、バーブル・モスク破壊を訴えるキャンペーンを展開し
ていったと説明する。ラフマンはインドの憎悪犯罪の特徴として、中央および州政府が暴動
の際に発生する憎悪犯罪による殺人、強姦、放火といった刑法犯罪への迅速な取り締まりを
怠り、犯罪者が放任されてきたことを指摘する［Rahman 1998：111-134］。ラフマンのヒ
ンドゥー・ムスリム間で発生する憎悪犯罪に対する視点は、本研究の理解と一致する。とり
わけ、1980 年代以降の憎悪犯罪は、分離独立がヒンドゥー・ムスリム間の対立につながっ
たというよりも、その歴史をヒンドゥー・ナショナリストが憎悪を掻き立てる目的で利用し
てきた。インドにおける憎悪犯罪とは、おおむねヒンドゥー・ナショナリストによるヘイト
スピーチ、スローガン、プロパガンダが発端であり、また彼らから指示を受けた噂流布人が
                                                   
Investigation. “FBI Releases 2012 Hate Crime Statistics”. 2013］。 
30 The Federal Bureau of Investigation. “Hate Crimes”. n.d.. 
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ムスリムを中傷するために、嘘と虚言に満ちた噂の流布することが特徴であると言える。続
いて、実際の事例を交え、どのようにヒンドゥー・ナショナリストが憎悪犯罪を行い、ヒン
ドゥーへの扇動を展開してきたのか、説明する。 
 
宗教を侮辱する言動による憎悪犯罪 
本稿で概念化した暴動ベクトルにおける憎悪犯罪とは、諍いに対して、コミュニティの住
民を宗教の差異で住民を分断するため、憎悪を掻き立てるものである。インドでは、宗教の
憎悪を掻き立てる言動は、インド刑法第 153A 条「宗教、人種、生誕地、居住地、言語を争
点として敵意を促し、害をもたらす行為」（Promoting enmity between different groups on 
ground of religion, race, place of birth, residence, language, etc., and doing acts 
prejudicial to maintenance of harmony）、第 295 条「宗教施設への意図的な破壊」（Injuring 
or defiling place of worship with intent to insult the religion of any class）、第 295 A 条
「宗教を侮辱することで、宗教感情を意図的に傷つけるようとする行為」（Deliberate and 
malicious acts, intended to outrage religious feelings of any class by insulting its religion 
or religious beliefs）、第 296 条「宗教儀礼への妨害行為」（Disturbing religious assembly）、
第 297 条「葬列および墓地への侵入」（Trespassing on burial places, etc.）、第 298 条「宗
教感情を傷つけようとする言動」（Uttering, words, etc., with deliberate intent to wound 
the religious feelings of any person）において、刑法犯罪として定められている31。インド
刑法は、1860 年に制定された後、現行法として効力を有してきた。英国植民地支配下の英
領インドにおいて、すでに宗教コミュニティ間の諍いが顕現しており、宗教感情を意図的に
侮辱し、傷つける行為、宗教儀式への妨害を憂慮すべき状況にあったことが浮き彫りになる。
インド刑法が制定された 1860 年当時のヒンドゥー・ムスリム間の関係は、分離独立前後の
時期に比べれば穏当であっただろうが、法制化することで宗教コミュニティ間の対立を取
り締まる必要があったわけである。しかし、宗教コミュニティ間の対立を回避しようと法制
度化を構築した英国植民地政府が、反英民族運動を抑え込むために、ヒンドゥーとムスリム
の宗教の差異を利用した分割統治政策を展開していった。結局、ヒンドゥーとムスリムの対
立は激化を極め、暴動の連鎖がインドとパーキスターンの分離を招いたことは皮肉な結果
と言えよう。 
                                                   
31 Ministry of Home Affairs, Government of India. “The Indian Penal Code 1860”. n.d.. 
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過去のヒンドゥー・ムスリム間暴動の状況を分析すると、インドでは憎悪犯罪は、安全、
諍いから大規模暴動に悪化させる暴動ベクトルにおいて、重要な負の役割を担ってきたと
言える。ここでは、暴動ベクトルの悪化において、実際にどのような憎悪犯罪が行われたの
か、その状況を過去の暴動状況より見出すこととする。 
表 1－9「暴動の原因となった憎悪犯罪の状況と想定される主な該当条項」は、グラフと
ガロニエの暴動発生の状況データを分析し、暴動発生の原因となった憎悪犯罪に対し、その
状況とインド刑法での該当する主な条項についての再検討を行うものである。ここでは、あ
くまで想定される該当条項として、インドの暴動発生以前の段階で見いだされた憎悪犯罪
の特徴を理解するために列挙している。表 1－9 に列挙した憎悪犯罪の事件については、イ
ンドで実際に扇動した者が逮捕されてきたとは限らないものの、本来はインド刑法で規定
された宗教侮辱罪に該当し、十分に有罪とみなすことができる行為であった。憎悪犯罪の状
況においては、先に掲げた第 153A 条宗教、人種、生誕地、居住地、言語を争点として敵意
を促し、害をもたらす行為、第 295 条宗教施設への意図的な破壊、第 295 A 条 宗教を侮辱
することで、宗教感情を意図的に傷つけるようとする行為、第 296 条 宗教儀礼への妨害行
為、第 297 条 葬列および墓地への侵入、第 298 条 宗教感情を傷つけようとする発言、と
して本来刑法を根拠に犯罪としての取り締まりが想起される該当条項を挙げた。複数の条
項に該当する場合も散見されるものの、主な該当条項のみ挙げている。 
 
表 1－9：暴動の原因となった憎悪犯罪の状況と想定される主な該当条項（1964-2008 年） 
発生時期 時期区分 発生場所 事案 想定される該当条項 規模 
1964/3/19 
~3/21 
（3 日間） 
 
1 
ビハール州 
ジャムシェードプル市 
東パーキスターンからのヒン
ドゥー難民がムスリムの言動
について噂を流布。 
ムスリムの宗教感情
を傷つける噂の流布 
（第 298 条） 
 
大 
1964/10/5 
~10/8 
（4 日間） 
 
 
 
 
1 
オリッサ州 
ラーウルケーラー市 
ヒンドゥーがムスリムから購
入したパンに毒物が混入して
いたとの噂を流布。 
ジャン・サングと民族奉仕団
によるヒンドゥーの扇動。 
ムスリムの宗教感情
を傷つける噂の流布 
（第 298 条） 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムの宗教感情
を意図的に傷つける
ようとする行為 
（第 295 A 条） 
 
 
 
大 
1969/9/18 
~9/24 
（7 日間） 
 
 
2 
グジャラート州 
アフマダーバード市 
ヒンドゥーの祝祭時に、ムス
リムの警察官が家宅捜索中に
ヒンドゥーの聖典ラーマーヤ
ナを足蹴にする。 
ヒンドゥーの信仰を
侮辱する行為 
（第 295A 条） 
 
 
 
大 
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ムスリム住民がヒンドゥー寺
院内で破壊行為。 
ヒンドゥーの宗教施
設の意図的な破壊
（第 295 条） 
1970/5/7 
（1 日間） 
 
2 マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市 
シヴ・ジャヤンティ祝祭時
に、ヒンドゥーがムスリム居
住地域にて反ムスリム的なス
ローガンを叫ぶ。 
ムスリムの宗教感情
を意図的に傷つける
ようとする行為 
（第 295 A 条） 
 
小 
1979/4/7 
~4/11 
（5 日間） 
 
2 
ビハール州 
ジャムシェードプル市 
民族奉仕団の指揮する 1 万 5
千のヒンドゥー祭列者がモス
クを取り囲む。 
ムスリムの宗教儀礼
への妨害行為 
（第 296 条） 
 
大 
1980/8/13 
~8/14 
（2 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ
州モラダーバード市 
ムスリムの祝祭イード・ウ
ル・フィトル儀式中に豚が乱
入する。 
ムスリムの 宗教儀礼
への妨害行為 
（第 296 条） 
 
大 
1982/8/15 
~8/18 
（4 日間） 
 
 
 
 
2 マハーラーシュトラ州 
プネー市およびソーラプ
ル市 
世界ヒンドゥー協会がイスラ
ームの脅威を喧伝するキャン
ペーンを展開。ムスリム居住
区を通過した際に、店舗や家
屋を破壊し、モスク周辺で
「焼け落ちよ、パーキスター
ン」とスローガンを叫ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
ムスリムの宗教感情
を傷つけようとする
発言（第 298 条） 
 
 
 
大 
1982/9/29 
~10/2 
（4 日間） 
 
 
 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ
州メーラト市 
インド人民党およびムスリム
のイマームが双方で挑発的な
スピーチを行って、住民を扇
動し合う。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ヒンドゥー、ムスリ
ムを侮辱し、宗教感
情を意図的に傷つけ
るようとする行為
（第 295 A 条） 
ヒンドゥー、ムスリ
ムの宗教感情を傷つ
けようとする発言 
（第 298 条） 
 
 
 
 
大 
1983/9/7 
~9/9 
（3 日間） 
 
2 アーンドラ・プラデーシ
ュ州ハイダラーバード市 
インド人民党の指導者がモス
ク内にヒンドゥーの神像を設
置し、クルアーンの写本を浴
場に投げ込む。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1984/5/17 
~5/19 
（3 日間） 
 
 
2 マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市、カルヤ
ーン市、タネー市、ムン
バイー市 
シヴ・セーナーの党首バル・
タークレーがムスリムを除去
すべき癌であるという憎悪を
煽るヘイトスピーチを行う。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1984/7/22 
~7/29 
（8 日間） 
 
2 
アーンドラ・プラデーシ
ュ州ハイダラーバード市 
ヒンドゥーの祭列が、ムスリ
ムの集住地域を通過した際に
投石される。 
ヒンドゥーの宗教儀
礼への妨害行為 
（第 296 条） 
 
大 
1985/7/9 
~7/14 
（6 日間） 
 
 
 
 
2 
グジャラート州 
アフマダーバード市 
ヒンドゥーの祭列が通過した
際に、祭列者はムスリムの家
屋から投石を受けたと主張。 
竹の警棒、槍、灯油缶で武装
したヒンドゥーの祭列者が反
ムスリムのスローガンを叫び
ヒンドゥーの宗教儀
礼への妨害行為 
（第 296 条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
 
 
大 
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ながら、ムスリム居住区を通
過。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
1989/9/14 
（1 日間） 
 
 
 
2 ラージャスターン州 
コタ市 
ヒンドゥーの祭列ガネーシャ
祭の間に祭列者が反ムスリム
のスローガンを叫びながら、
モスク横を通過。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
小 
1989/10/14 
（1 日間） 
 
 
2 
マディヤ・プラデーシュ
州インドール市 
世界ヒンドゥー協会、インド
人民党、民族奉仕団の活動家
がアヨーディヤーのモスク破
壊とラーム寺院再建を訴えて
行進を組織。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
 
小 
1989/10/22 
~10/28 
（7 日間） 
 
 
 
2 ビハール州 
バーガルプル市 
ムスリム居住区で、ラーム寺
院再建のためを訴えたヒンド
ゥーの祭列者が反ムスリムを
掲げるスローガンを叫ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1990/9/4 
（1 日間） 
 
2 
グジャラート州バローダ
市、アナンド市、スーラ
ト市 
ヒンドゥーのガネーシャ祝祭
がムスリム居住地を通過した
際に、祭列者が反ムスリムを
掲げたスローガンを叫ぶ。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
小 
1990/10/3 
（1 日間） 
 
2 
ラージャスターン州 
ウダイプル市 
ヒンドゥーの祭列中に投石に
よる攻撃を受ける。 
ヒンドゥーの宗教儀
礼への妨害行為 
（第 296 条） 
 
小 
1990/10/23  
（1 日間） 
 
2 ラージャスターン州 
ジャイプル市 
ムスリムの居住区内にあるモ
スクにヒンドゥーの子どもが
誘拐されているとの誤った噂
が流布。 
ムスリムの宗教感情
を傷つける噂の流布 
（第 298 条） 
 
小 
1990/10/29 
~11/1 
（4 日間） 
 
 
2 
アーンドラ・プラデーシ
ュ州ハイダラーバード市 
インド人民党とムスリム組織
の活動家との間での挑発的な
内容のパンフレットが配布さ
れる。 
ムスリム、ヒンドゥ
ーを侮辱し、宗教感
情を意図的に傷つけ
るようとする行為 
（第 295 A 条） 
 
 
大 
1990/10/30 
~11/2 
（4 日間） 
 
2 
ウッタル・プラデーシュ
州アヨーディヤー市 
ヒンドゥーによるバーブル・
モスクの破壊未遂。 
ムスリムの宗教施設
への意図的な破壊 
（第 295 条） 
 
大 
1990/10/30 
~11/2 
（4 日間） 
 
 
2 ウッタル・プラデーシュ
州ビジョール市 
世界ヒンドゥー協会がバーブ
ル・モスク傍に敵意に表明す
るための旗を掲揚。 
世界ヒンドゥー協会がヒンド
ゥーの勝利を祝う行進を組
織。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
 
大 
1990/11/14  
（1 日間） 
 
 
 
2 
連邦直轄領デリー市 
ムスリムとスィクによる行進
で、参加者が短剣と警棒で武
装し、挑発的なスピーチを叫
ぶ 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ヒンドゥーを侮辱
し、宗教感情を意図
的に傷つけるようと
する行為（第 295 A
条） 
 
 
小 
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1991/1/31 
~2/5 
（6 日間） 
 
2 ウッタル・プラデーシュ
州フルージャ市 
世界ヒンドゥー協会が憎悪を
煽るための新聞記事を掲載。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1991/3/24 
（1 日間） 
 
 
 
2 オリッサ州 
バドラク市、ソロ市 
ヒンドゥーの祭列者がムスリ
ム居住区でバーブル・モスク
破壊を訴えたスローガンを叫
ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
小 
1991/3/27  
（1 日間） 
 
 
 
2 ウッタル・プラデーシュ
州サハランプル市 
インド人民党、民族奉仕団、
世界ヒンドゥー協会、バジラ
ン・ダルが指揮したヒンドゥ
ーの祭列をモスク前で止め、
反ムスリムを掲げたスローガ
ンを叫ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条）ムスリムを侮辱
し、宗教感情を意図
的に傷つけるようと
する行為（第 295 A
条） 
 
 
小 
1991/11/8 
~11/13 
（6 日間） 
 
 
 
2 ウッタル・プラデーシュ
州ヴァラナシ市 
ヒンドゥーの祭列者がムスリ
ム居住区を通過する際に、反
ムスリムを掲げたスローガン
を叫ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1992/10/2 
~10/9 
（8 日間） 
 
 
 
2 ビハール州 
シタマーヒー市 
ヒンドゥーの祭列者がモスク
傍で「ラーム神万歳・永遠な
れ」とのスローガンを叫ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1992/12/6 
~12/12 
（7 日間） 
 
 
2 
グジャラート州 
スーラト市 
インド人民党、世界ヒンドゥ
ー協会、民族奉仕団がバーブ
ル・モスク破壊を訴えた行進
を組織化。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1992/12/6 
~12/12 
（7 日間） 
 
2 マハーラーシュトラ州 
ムンバイー市 
バーブル・モスク破壊に対
し、シヴ・セーナーがヒンド
ゥーの勝利として行進を組織
化。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1992/12/6 
~12/13 
（8 日間） 
 
2 
カルナータカ州 
バンガロール市、 
グルバールガ市、ビダー
ル市、フブリー市、 
ダールワド市 
バーブル・モスク破壊に対
し、インド人民党がストライ
キを呼びかける。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1992/12/6 
~12/11 
（6 日間） 
 
2 ウッタル・プラデーシュ
州カーンプル市 
バーブル・モスク破壊の一報
を目にしたムスリム住民が報
復にヒンドゥーの商店への略
奪を行う。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1992/12/7 
~12/15 
（9 日間） 
 
2 マディヤ・プラデーシュ
州ボーパール市 
バーブル・モスク破壊に対
し、バジラン・ダルが勝利の
行進を組織化。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
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【出典】［Graff and Galonnier 2013a; 2013b］より筆者が作成。 
 
1992/12/10 
（1 日間） 
 
 
2 
連邦直轄領デリー市 
ムスリム住民の間で地域内の
モスクが破壊されたとの噂が
流布。 
ヒンドゥー住民でムスリムの
少年がヒンドゥーの少女を強
姦し、殺害したとの噂流布。 
ムスリムの宗教感情
を傷つける噂の流布 
（第 298 条） 
 
 
 
小 
1994/10/6 
~10/8 
（3 日間） 
 
 
 
3 カルナータカ州 
バンガロール市 
ヒンドゥーがムスリム居住区
を行進した際に反ムスリムを
掲げたスローガンを叫ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
1997/11/29 
~12/1 
（3 日間） 
 
3 タミル・ナードゥ州 
コーヤンブットゥール市 
ヒンドゥーの権益を訴える組
織がムスリムの商店での不買
運動を呼びかけ。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
2002/2/28
～3/6 
（7 日間） 
 
 
 
3 
グジャラート州ゴード
ラ、アフマダーバードお
よび州全域 
ラーム寺院再建運動を訴えた
ヒンドゥーを乗せた列車の火
災を契機に、世界ヒンドゥー
協会が反ムスリムを叫ぶ。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
2005/10/14 
（1 日間） 
 
 
 
3 
ウッタル・プラデーシュ
州マウナト・バーンジャ
ン市 
祝祭時のヒンドゥー・ナショ
ナリストによる反ムスリム的
な言動 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
小 
2006/3/3 
（1 日間） 
 
 
3 
ウッタル・プラデーシュ
州ラクナウ市 
州首相によるムスリムを非難
したスピーチ 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
小 
2007/1/27 
~1/29 
（3 日間） 
 
 
     
3 ウッタル・プラデーシュ
州ゴラクプル市 
 
ムスリム居住区にあるヒンド
ゥー寺院内でインド人民党の
指導者が反ムスリムを掲げた
挑発的な言動を行う。 
宗教を争点として敵
意を促し、害をもた
らす行為（第 153A
条） 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
 
小 
2008/7/3 
7/4 
（2 日間） 
 
3 マディヤ・プラデーシュ
州インドール市 
ヒンドゥー・ナショナリスト
によるストライキの強行と、
ムスリム居住地での行進。 
ムスリムを侮辱し、
宗教感情を意図的に
傷つけるようとする
行為（第 295 A 条） 
 
大 
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 表 1－9 において、グラフとガロニエの暴動発生状況について、再検討を加えた結果、本
稿による暴動時期区分のうち、第 1 期から第 3 期において、暴動発生の原因が憎悪犯罪で
あると認められたのは、40 事例であった。本稿では暴動発生の状況を分析する過程で、イ
ンド刑法の規定にしたがって、想定される該当条項についても検討している。このうち、刑
法第 153A 条の特定宗教への敵意を促す行為、第 295A 条の特定宗教を侮辱し、宗教感情を
意図的に傷つけようとする行為については、ヒンドゥーを攻撃対象とした事例が 4 事例で
あった一方で、ムスリムを攻撃対象とした事例は 33 事例にのぼった。つまり、インドのヒ
ンドゥー・ムスリム間暴動において、その発生段階で行われてきた多くの憎悪犯罪がヒンド
ゥーによるムスリムへの憎悪を煽る罪状であったわけである。憎悪犯罪の状況については、
祭列時に憎悪を煽るスローガンを叫ぶ、祭列への妨害行為、悪意ある噂の流布という特徴が
挙げられる。第 2 期の 1980 年代以降になると、ムスリムがヒンドゥー・ナショナリスト政
党に対抗する形でヘイトスピーチを展開し、またヒンドゥーの祭列を襲撃するなど、1992
年 12 月のバーブル・モスク破壊事件の前後には、ヒンドゥーとムスリムの関係は悪化の一
途を辿っていた。 
  
ヘイトスピーチ、スローガン、プロパガンダによる憎悪犯罪 
 これまで論じてきたように、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況を分析する
と、諍いに対し、宗教の差異を強調することで憎悪を掻き立てる役割を、多くの現場で行っ
てきたのはジャン・サング、インド人民党、シヴ・セーナー、民族奉仕団、世界ヒンドゥー
協会、バジラン・ダルといったヒンドゥー・ナショナリスト組織である。ヒンドゥー・ナシ
ョナリスト組織が憎悪を掻き立てる手法として採用してきたのは、主にスピーチ、スローガ
ン、党機関紙、新聞紙面に掲載のインタビューであった。表 1－10「マハーラーシュトラ州
で暴動の原因となった憎悪犯罪の手法および内容（1970-2001 年）」では、憎悪犯罪のうち、
ヘイトスピーチ、スローガン、プロパガンダの内容について、マハーラーシュトラ州で発生
した暴動を例に、実際の言説について検討していくこととする。 
 
表 1－10：マハーラーシュトラ州で暴動の原因となった憎悪犯罪の手法および内容（1970-2001 年） 
発生期間 発生場所 手法 内容 規模 死者数 
1970/5/7 
（1 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市 
ジャン・サングおよシ
ヴ・セーナーの党員に
よる祝祭時のスローガ
ン 
“ムスリムは泥棒だ。我々にぶ
つかれば、死ぬことになるぞ” 
小 78 
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【出典】［D.P. Madon Commission 1974, Vol.IV：68-69, 74-76；The Committee for the Protection of 
Democratic Rights 1984：15, 17, 26-27；Swami and Katakam 2001； Sanzgiri 2001； Lokshahi  
Hakk Sanghatana 2001：12-13］より筆者作成。 
 
表 1－10 では、マハーラーシュトラ州で 1970 年、1984 年、1992 年、2001 年に発生し
た 4 件のヒンドゥー・ムスリム間暴動において、いずれもヒンドゥー・ナショナリスト組織
がムスリムへの憎悪を煽る状況が見いだされる。1970 年 5 月にビワンディー市で発生した
暴動前には、ヒンドゥーの祭列においてジャン・サングとシヴ・セーナーがムスリム居住区
にて「ムスリムは泥棒だ。我々にぶつかれば、死ぬことになるぞ」と脅迫まがいのスローガ
ンを声高に叫び、祭列者を煽っていた。祭列者のヒンドゥーとムスリム住民の小競り合いか
ら投石、そして略奪と放火が巻き起こし、小規模暴動へと悪化した。 
ビワンディー市では、1984 年 5 月に再びヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生していた。
この事件では、暴動発生そのものに対して、憎悪犯罪が強く関与しており、その契機は暴動
発生のおよそ 4 か月前に行われたシヴ・セーナーの党首タークレーによる「我々は反国家
的なムスリムを追い出すための、さらなるインドを出ていけ運動を開始しなければならな
い」との反ムスリム的なスピーチであった。タークレーのスピーチが刑法第 295 条 A でに
1984/5/17 
~5/23 
（7 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市 
 
タネー市 
 
カルヤーン市 
 
ムンバイー市 
バル・タークレーによ
るスピーチ （1984/1） 
 
 
 
“我々は反国家的なムスリム
を追い出すための、さらなる
インドを出ていけ運動を開始
しなければならない” 
大 258 
バル・タークレーによ
るスピーチ（1984/4） 
 
“ムスリムはインドにとって
の癌であり、取り除くための
手術が必要だ” 
シヴ・セーナーの党員
が暴徒を率いる際のス
ローガン（1984/5/17） 
“もう一押しだ、パーキスター
ンを破壊しよう” 
バル・タークレーの新
聞掲載のインタビュー 
（1984/5/24） 
“モスクに刀や致命傷を負わ
せる武器が隠されていた” 
1992/12/6 
~12/16 
（11 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ムンバイー市 
シヴ・セーナーの党機
関紙（1992/12/8） 
“モスク破壊事件はヒンドゥ
ーにとって幸運である。ムス
リムが路上のブロック片を投
げ、ヒンドゥー寺院を破壊し
ている” 
大 227 
2001/10/26 
~11/7 
（8 日間） 
マハーラーシュトラ州 
マーレーガオン市 
シヴ・セーナーの党機
関紙（2001/10/26） 
“マーレーガオン周辺のヒン
ドゥーは武装して、ムスリム
に対抗せよ” 
大  7 
シヴ・セーナー発行の
新聞（2001/10/28） 
“マーレーガオンにテロ事件
が発生する。ヒンドゥー寺院
に爆弾が仕掛けられ、僧侶が
殺害された。ムスリムにヒン
ドゥー女性が強姦された” 
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基づいた宗教侮辱罪として取り締まりを受けることなく、放置されていたために、タークレ
ーのスピーチはムスリム排斥を訴えて、さらに強みを帯びていった。1984 年 4 月には「ム
スリムはインドにとっての癌であり、取り除くための手術が必要だ」とさらに過激な内容と
なっていた。1984 年 5 月にビワンディー市でヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生した際に
は、シヴ・セーナーの党員は、ヒンドゥーの暴徒を率いて、「もう一押しだ、パーキスター
ンを破壊しよう」を叫び、ムスリム居住区への襲撃を繰り返していた。ビワンディー市で発
生した暴動は、隣接するタネー市、ムンバイー市、カルヤーン市にも拡散して、大規模化の
様相を呈した。1984 年 5 月の暴動が準軍隊の制圧によって収束した際にもタークレーは、
地元新聞のインタビューに対して、「モスクに刀や致命傷を負わせる武器が隠されていた」
として、暴動発生の責任をムスリムに負わせ、ヒンドゥー住民には反ムスリム的な感情を煽
ろうとしていた。 
シヴ・セーナーの党機関紙や新聞は、マハーラーシュトラ州内での暴動発生以前の現場に
おいて、ヒンドゥー住民を扇動する媒体として度々用いられてきた。1992 年 12 月のバー
ブル・モスク破壊事件が波及し、ムンバイー市で発生したヒンドゥ ・ームスリム間暴動では、
シヴ・セーナーの党機関紙はタークレーの「モスク破壊事件はヒンドゥーにとって幸運であ
る。ムスリムが路上のブロック片を投げ、ヒンドゥー寺院を破壊している」との扇情的な発
言を掲載した。バーブル・モスク破壊をヒンドゥーにとっての幸運として称賛し、かたやム
スリムはその報復としてムンバイー市でヒンドゥー寺院を破壊しているとの事実無根の歪
曲した情報操作を行い、ムンバイー市での暴動の正当化を図ったと言える。 
2001 年 10 月にマーレーガオン市でヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生した際には、「マ
ーレーガオン周辺のヒンドゥーは武装して、ムスリムに対抗せよ」とのスローガンがシヴ・
セーナーの党機関紙で掲載された。ヒンドゥー住民に武装化して、ムスリム住民への襲撃を
教唆する内容であった。マーレーガオン市での暴動が継続する最中、シヴ・セーナーはさら
にヒンドゥー住民への扇動の手を強めていった。地元で自ら発行していた新聞紙面に、「マ
ーレーガオンにテロ事件が発生する。ヒンドゥー寺院に爆弾が仕掛けられ、僧侶が殺害され
た。ムスリムにヒンドゥー女性が強姦された」との記事を掲載した。ムスリム住民がヒンド
ゥー寺院に対して爆弾テロを実行して僧侶を殺害し、またヒンドゥーの女性が強姦された
との衝撃的な内容によって、ヒンドゥー住民の不安を煽り、ムスリム住民に対する嫌疑と憎
悪を高めていった。結果としてマーレーガオン市での暴動は大規模化し、準軍隊による制圧
で収束した。 
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マハーラーシュトラ州政府は、タークレーやシヴ・セーナーの党員の行動を刑法第 153 条
A、295条Aおよび第298条に基づき、宗教侮辱罪として取り締まることはなかった［D’souza 
1993；Setalvad 2011：9-12］。そのため、シヴ・セーナーは 1970 年のビワンディー市での
事件から 2001 年のマーレーガオン市での事件まで、30 年超にわたって暴動発生の現場で
暗躍してきたのである。 
以上のように、マハーラーシュトラ州の事件を挙げてみても、ヒンドゥー・ナショナリス
ト組織によるスピーチ、インタビュー、党機関紙や新聞といった媒体が意図的に住民間に憎
悪を生み出し、またその感情を扇情し、対立から暴動へと悪化させてきたことを確認できる。 
 
噂流布による憎悪犯罪 
 先述のように、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動のベクトルでは、ヒンドゥー・ナシ
ョナリスト組織によるスピーチ、スローガン、プロパガンダによる扇動が、住民を宗教の差
異で分断し、憎悪を掻き立て、暴動へと悪化させていた。こうしたスピーチ、スローガン、
プロパガンダによる憎悪犯罪に加えて、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生する現
場では、暴動発生以前に、住民の間に憎悪を掻き立てるために、嘘、虚言に基づいた悪意あ
る噂を流すという動きが見出される。 
噂の流布は、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生過程のみならず、世界各国にお
ける暴動発生の場で見いだされてきた。人種、宗教、言語、部族の差異によって、アジア、
ヨーロッパ、アフリカ各国で発生した暴動について、包括的な研究を行ったホロウィッツは、
噂の拡大が暴力を正当化し、住民を集合的暴力の段階に関与させる役割を有していると指
摘する［Horowitz 2001：75-79］。噂の流布が、暴動の発生過程で、拡散していく過程で、
内容はより過激に、憎悪を掻き立てるものへと変質していったと考えられる。インドの暴動
発生の現場で、その役割を担っているのは、ヒンドゥー・ナショナリスト組織に属する支持
者、もしくはヒンドゥ ・ーナショナリストから金銭供与を受けた噂流布人（rumor-monger）
と呼ばれる者であった。 
この噂流布人について、「コミュナル・ハーモニーのための国家事業団」の総裁であるア
グニホートリーは、フォーマルおよびインフォーマルな人脈を通じて、インドでは暴動を発
生、拡大させる上で重要な役割を負っていると指摘する。なかでも、住民の心情を宗教の差
異で分断する上で、最も効果を発揮するのは、女性が強姦された、誘拐されたといった内容、
もしくはヒンドゥーの宗教シンボルである牛が屠畜されたという内容と捉えている
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［Agnihotri 2007, Vol.1：135, 193］。アグニホートリーは、噂流布人が流す、嘘や虚言に満
ちた噂の中でも、女性への暴行や牛の屠畜といった内容が、住民の宗教感情を傷つけ、分断
させてきたと捉えている。 
それでは、流布された噂の内容と、その後に発生した暴動事件について、さらに検討を加
えて行く。これまでの分析ではグラフとガロニエによる暴動状況のデータを用いてきたが、
さらにホロウィッツ、ゴーシュ、ウィルキンソンによる先行研究から、実際に暴動を誘発し
てきた噂の内容について論じる［Horowitz 2001：75-76；Ghosh 1987：118-226；Wilkinson 
2005：406-444］。表 1－11「暴動を誘発した噂の内容」（1964-1993 年）は、インドにおい
て噂が暴動の発生を招いた 8 事例を抽出し、暴動の規模、死者数を示している。 
 
表 1－11：暴動の誘発となった噂の内容（1964-1993 年） 
【出典】［Horowitz 2001：75-76；Ghosh 1987：118-226；Wilkinson 2005：406-444］より筆者が作成。 
 （注）表 1－13 では、依拠したデータが異なるため、先にまとめたグラフおよびガロニエのデータとは死
者数が異なっている事件がある。 
 
 表 1－11 で判明するのは、1978 年 3 月にウッタル・プラデーシュ州サンバールでの事例
 暴動発生時期 発生場所 噂の内容 規模 死者数 
1 
1964/3/18 
~3/26 
（9 日間） 
オリッサ州ラーウルケーラー市 
“東ベンガルとパーキスターンから
のヒンドゥーの難民がパンを食べた
後吐いていたのは、ムスリムが毒を
入れたためだ。”  
 
大 
62 
2 
1978/3/29 
（1 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
サンバール市 
“ヒンドゥーが地域に在住するイマ
ームを殺害した。” 
 
小 16 
3 
1978/10/5 
1978/11/5 
   ~11/9 
（6 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
アリーガル市 
“ムスリムがヒンドゥーを殺害し
た。” 
 
大 
27 
4 
1980/8/13 
~8/18 
（6 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
モラダーバード市 
“宗教奉仕活動を行うムスリムが、
武装している。彼らは飲み水に毒を
盛り、ヒンドゥー寺院を破壊し、僧
を殺害した。” 
 
大 
112 
5 
1981/4/30 
（7 日間） 
ビハール州ビハールシャリーフ
市 
“ヒンドゥーのある一家がムスリム
居住地区に逃げ込んだ後、ヒンドゥ
ーが 200 人殺害された。” 
 
大 53 
6 
1984/5/17 
~5/23 
（7 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市 
“ヒンドゥーがムスリムによって虐
殺された。” 
 
大 109 
7 
1990/11/1 
（3 日間） 
ウッタル・プラデーシュ州 
ビジョール市 
“ヒンドゥー組織のリーダーが誘拐
され殺害された。そしてムスリムの
医師がヒンドゥー女性たちを誘拐し
た。” 
 
大 
30 
8 
1992/12/6 
~12/16 
1993/1/5 
~1/25 
（23 日間） 
マハーラーシュトラ州 
ムンバイー市 
“パーキスターン人が武装した船で
海上からムンバイーにやってきてい
る。” 
 
 
大 900 
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を除くと、すべてムスリムを中傷した噂が流され、暴動発生を招いていたという共通点であ
る。具体的には、ムスリムがヒンドゥーの食べ物に毒物を混入した、ムスリムがヒンドゥー
を殺害した、武装化したムスリムがヒンドゥーへの攻撃を企図している、ムスリムがヒンド
ゥーの女性を誘拐したといったムスリムを中傷する内容である。しかも、サンバールの事例
以外では、7 事例で 2 日間以上暴動が継続し、大規模暴動に悪化していたことが判明する。 
したがって、噂流布人は、ヒンドゥーが請け負っており、意図的にムスリムへの中傷を行
って、ヒンドゥーの心情を傷つけていたことが分かるのである。特にパンや飲み水といった
食べ物に毒物が盛られたという内容は、ヒンドゥーとムスリム間に強い疑念を生む事柄で
ある。ヒンドゥー・ナショナリストがスピーチ、スローガン、プロパガンダをつうじて、公
事レベルで住民に憎悪をかき立てるのに対して、噂流布人は、個々の心情という私事レベル
において憎悪をかき立て、住民を暴徒に変える役割を担っている。 
過去の暴動事例を検討すると、ヒンドゥー・ナショナリストと噂流布人による憎悪犯罪が、
暴動の大規模化を招いてきた状況を確かめることができるのである。インドの暴動ベクト
ルでは、憎悪犯罪はヒンドゥー・ナショナリストによって、諍いから犯罪に、そして小規模
および大規模暴動に悪化していく過程で見いだされるのである。 
 
暴動ベクトルにおける暴動の位置づけ  
 ここでは、暴動ベクトルにおける暴動の概念について、インド刑法および先行研究におけ
る論点から検討する。先述のように、本稿で提起した暴動ベクトルにおける暴動とは、小規
模暴動と大規模暴動の 2 段階に分けられる。小規模暴動とは、憎悪犯罪から投石、略奪、暴
行、殺傷、放火が発生する段階であり、その範囲は暴動発生地域内でのみ留まったもので、
1 日から 2 日間で通常警察によって制圧されるものと定義する。大規模暴動とは、その範囲
が発生地域を越えて拡大し、期間も 2 日間から数か月間に及び、警察に加えて連邦中央政
府管轄下の準軍隊によって制圧される段階である。大規模暴動では、のちに周到な暴動発生
の計画を立てていたことが発覚することも特徴である。ここで検討する暴動とは、小規模暴
動および大規模暴動を包括した概念である。 
本稿はインドのヒンドゥー・ムスリム間の暴動について、その取締りを行う上での法的根
拠となるインド刑法においての暴動状況の定義を検討する。インド刑法は 1860 年にイギリ
ス植民地支配下に施行された後、分離独立以降、現行法として、警察による法執行と刑罰に
ついて規定している。暴動に関連した条項は、第 141 条および第 146 条である。インド刑
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法について、ブラスは、暴動の定義が曖昧で、さらに分離独立以降に頻発してきた暴動には
対応していないため、結果として行政の暴動対処の遅れを招いてきたと指摘する［Brass 
2003：66］。確かに、19 世紀の英国植民地支配下で発生してきた暴動に基づいた定義が、分
離独立以降、まして 1980 年代以降の暴動状況にそのまま適合しうるのかどうか、という点
では疑問が生じる。一方で、インド刑法における暴動状況の定義が、本稿の提示する暴動ベ
クトルに一致する点で、一定の妥当性を見出すこともできるのである。 
インド刑法第 146 条では、暴動の状況（rioting）について、「暴行や暴力が不法な集団、
そのメンバーの共通した目的遂行のために行使される時には、関与したすべてのメンバー
はすべて暴動の罪で罰せられる」と規定している32。ここで述べられる不法な集団（unlawful 
assembly）とは、同法第 141 条において、「（1）犯罪力による威嚇、誇示する者、（2）法執
行および法のプロセスへの抵抗する者、（3）危害や不法侵害といった犯罪行為を行う者、（4）
犯罪力やその誇示によって、財産を得ようとする者、権利を強奪しようとする者、取水権、
著作権を強奪しようとする者、（5）犯罪力やその誇示によって他者に義務のないことを強要
する者の、以上 5 つの目的を持った、5 人を超える集団」と示している33。 
第 141 条を精査すると、犯罪を行う者や法執行に抵抗する者のみならず、暴動状況のな
かに、住民間の諍いを発端として発生することを想定していたことが浮き彫りになる。具体
的には、条項 4 番目に列挙された、財産を得ようとする、権利を強奪しようとする、取水権
および著作権を強奪しようとする、他者への強要という行為である。住民間での財産、権利、
取水権、著作権、強要といった問題が暴力犯罪に悪化、さらに 5 人以上の集団による犯罪行
為に悪化した場合に、暴動状況と捉えているのである。すなわち、インド刑法は暴動状況を、
単なる集合的な暴力犯罪のみならず、住民間の諍いを契機とした犯罪行為を前提としてい
たのである。 
連邦内務省が 2007 年に刊行した『テロリストおよびコミュナル暴力による犠牲者のため
の支援についての中央政府の計画』（Central Scheme for Assistance to Victims of Terrorist 
and Communal Violence）では、「コミュナル暴力とは、悪意や憎悪をもたらし、それを表
現し、そして生命の喪失もしくは人体の負傷を引き起こす目的で、あるコミュニティが他の
コミュニティに対して行う、計画的かつ組織的な暴力行為である」と定義づけた［Ministry 
                                                   
32 インド刑法第 146 条（Article146. Rioting）Ministry of Home Affairs, Government of India.“The 
Indian Penal Code1860”. n.d..         
33 インド刑法第 141 条（Article141.Unlawful assembly） 
  Ministry of Home Affairs, Government of India. “The Indian Penal Code1860”. n.d.. 
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of Home Affairs 2007］34。連邦内務省は、「コミュナルな暴力」が、組織的かつ意図的に引
き起こされてきたものとの認識を有していたことが判明する。連邦内務省の定義から、この
報告書でのコミュナリズムやコミュナル暴力とは、組織的、意図的に引き起こされた、ヒン
ドゥー・ムスリム間のみならず、宗教、エスニック、カースト、言語、地域のコミュニティ
で発生した暴動であると捉えることができよう。 
 ブラスはヒンドゥー・ムスリム間暴動の特徴について、「群衆行動」、「警察による殺害」、
「個々の事件」の 3 点を挙げる。第一に、棒、ナイフ、刀で武装し、時には爆弾や小火器、
火を放つために灯油を用いた結果生じる「群衆行動」での死である。この群衆行動には、武
装したギャングが関与しており、無防備な人々や一家を見つけ出し、男の家族に刺傷し、女
の家族を暴行し、また灯油をかけて生きたまま焼き殺すという現象を提示する。死因の第二
の特徴とは、「警察による殺害」である。インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動において、
その死因として、警察からの殴打による撲殺、発砲による射殺が多くを占めてきた。警察に
よる暴動発生時における住民への暴行については、例えば 1974 年に刊行されたマードン委
員会報告書、1998 年に刊行されたスリクリシュナ委員会報告書において、警察による犯罪
として言及されてきた。しかしながら、実際には連邦政府および州政府が当該人物の責任を
追及し、また起訴の裁可を下すこともほとんどない。それ以前に、暴動調査報告書の報告内
容が州政府の意にそぐわない場合には、委員会はその刊行まで再三の妨害行為を受け、また
刊行が中止されることもあった［Brass 2003：65］。 
ヒンドゥー・ムスリム間暴動における警察の発砲について、本稿第 2 章第 3 節にて詳述
するが、興味深いのはブラスが狂乱した群衆行動による暴力的衝突以上に、「個々の事件」 
において個人間での殺害が死因を占めてきた暴動の実態として指摘する点である。すなわ
ち、ヒンドゥー・ムスリム間暴動では、群衆による暴力行為と、路上の個々人による殺害と
いう、暴動の表裏とも言うべき側面を有し、かつそこに機能不全に陥った警察による発砲と
いう要因が加わったものと見出すことができる。したがって、インドにおけるヒンドゥー・
ムスリム間暴動を、単なる群衆行動とみなすだけでは現象を一元的に捉えているにすぎず、
また暴動被害の実態を正確に把握することはできないのである。 
                                                   
34 このガイドラインは、2010 年 1 月 25 日に “Central Scheme for Assistance to Civilian Victims of 
Terrorists, Communal and Naxal Violence”として、改訂された。この改訂は、ジャールカンド州ラ
ーンチーを中心に発生しているナクサライト運動への対応について付記している［Ministry of Home 
Affairs, Government of India. “Revised Guidelines of ‘Central Scheme For Assistance to Civilians  
Victims / Family of Victims of Terrorist, Communal and Naxal Violence”. 2010］。 
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 暴動を挑発、始動、攻撃対象の選定、過激な暴力、終結というパターン化した出来事と捉
えるホロウィッツは、この「個々の事件」による被害は暴動の開始時点で見られる現象で、
攻撃対象となるグループへの綿密な捜索が行われた後、拷問や殺害が行われてきた状況を
説明する［Horowitz 2001：1-2］。世界各国の暴動状況について分析したホロウィッツは、
暴動が挑発から終結までの一定のパターン化が見られるとして、本稿が提示したインドに
おける暴動ベクトルの概念と一致した考えを示している。ホロウィッツは従来の突発的な
群衆行動による襲撃という暴動への一元的な考えを改め、暴動の現場ではその開始時点に
おいて、個別の拷問や殺害が続発していたことを浮き彫りにした。 
 
暴動制圧における準軍隊の存在 
 本稿の提示するインドのヒンドゥー・ムスリム間暴動のベクトルの概念では、制圧するア
クターについて、小規模暴動発生時には地元警察を、そして大規模暴動へと悪化した場合に
は準軍隊を、それぞれ設定している。暴動制圧における警察の役割については、本稿第 2 章
第 3 節、第 3 章および第 4 章にて、実際の事例を交えつつ、後述する。ここでは、暴動ベ
クトルの最も悪化した状態、大規模暴動を制圧する準軍隊の役割について、概観する。小規
模暴動の制圧を担ってきた警察が州政府の管轄下に置かれている一方で、準軍隊は連邦内
務省の管轄下にある。 
連邦内務省では、地方行政に関わる担当は州内務局であり、自治体警察の改革などを担当
してきた。一方で、連邦内務省は、暴動発生に際する対応については、各州自治体が制圧す
る責務を有すると提示している［Ministry of Home Affairs 2008：2］。 
 インドでは暴動の制圧には州政府の管轄下にある警察が当たり、状況に応じて連邦中央
政府の管轄下にある準軍隊が派遣されることが通例である。この準軍隊では、中央予備警察
隊とその一部である緊急行動部隊が要請に応じて派遣される仕組みとなっている［Khalidi 
2003：61-63］。 
中央予備警察隊は、独立以前の 1939 年に、英領インド内の緊迫した地域に居住する英国
民の保護を目的として創設された。インド軍（Indian Armed Forces）が国境をめぐる対立
への治安維持を主な任務としているのに対して、準軍隊は国内での治安維持を担当してい
る。特に準軍隊は国境警備、群衆及び暴動の制圧、テロ事件への対処、沿岸警備、空港の制
圧及び安全、公立の建築物、要人保護、重要な産業都市での治安維持にあたってきた
［Sharma 2008：3-4, 31-32］。 
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インドにおける準軍隊は連邦内務省の直轄下にて、アッサム・ライフル（Assam Rifles）、
鉄道警備隊（Railway Protections Force）、特別治安局（Special Security Bureau）、中央
予備警察隊、中央産業治安部隊（Central Industrial Security Force）、国境警備隊（Border 
Security Force）、インド・チベット国境警察（Indo-Tibetan Border Police）、緊急行動部
隊、国家治安守備隊（National Security Guard）、特別警護部隊（Special Protection Group）
の、10 の部隊から構成されている［Shah 2004, Vol.1：1］。 
中央予備警察隊のなかで、ヒンドゥー・ムスリム間の対立が顕現する状況下で、暴動対応
に特化する部隊として、1992 年 10 月に緊急行動部隊が再編された。緊急行動部隊は全て
の宗教コミュニティに所属する隊員から混成され、大規模化した暴動の制圧を目的として
いる。緊急行動部隊の活動の特徴として、以下 4 点が挙げられる。第一に、すべての隊員は
コミュナルな状況を対処するために特別な技能を習得するための訓練を受け、暴動の被害
者を救出するために救急の装備を備えている。第二に、すべての隊員は消防の訓練を受け、
暴動発生時には火災の被害を受けている地域で消防活動を行う。第三に、緊急行動部隊は現
場に急行するための車両といった近代的な装備を備えている。第四に、隊員は任務の遂行に
おいて適切な振る舞いを行うよう訓練を受けており、特に群衆行動の対処において、住民と
の接触に時間をかけるように訓練を受けている［Shah 2004, Vol.1：3-4］。 
 ヒンドゥー・ムスリム間暴動の制圧において、発生範囲および被害範囲が拡大して大規模
化した場合には、州政府の要請を受けた連邦中央政府の発令の下に中央予備警察隊が派遣
されていた。中央予備警察隊の任務は、国境警備、群衆及び暴動の制圧、テロ事件への対処、
沿岸警備、空港の制圧及び安全、公立の建築物、要人保護、重要な産業都市での治安維持と
いった国内治安に関して多岐にわたるものであった。すでに本節で論じてきたように、1980
年代半ばから 1990 年代初めにかけて、インド国内のヒンドゥー・ムスリム間の対立が悪化
して、全国で暴動が頻発し、大規模化するという様相を呈していた。そのため、連邦中央政
府は 1992 年 10 月に暴動の制圧に特化した緊急行動部隊を創設し、事態の収束を図った。
言い換えれば、連邦中央政府は暴動の大規模化という状況の下、地元警察による暴徒への不
作為、暴動への加担といった機能不全が露呈する中で、警察に代わって暴動制圧を担う治安
維持勢力を設置する必要に迫られていた。 
 本稿の暴動ベクトルに照らし合わせるならば、地元警察によるヒンドゥー・ムスリム間暴
動への制圧が失敗し、また暴動が大規模化すると、州政府は連邦中央政府に対して、準軍隊
の派遣を要請する。暴動発生の現場には、中央予備警察隊および緊急行動部隊が駐留し、暴
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動状況の制圧を行って、安全な状況の回復に務める。 
 近年では、暴動を予防する段階において、緊急行動部隊を派遣するという事例も確認され
ている。序章にて述べたが、2012 年 11 月にシヴ・セーナーの創設者バル・タークレーの公
葬が行われた際には、緊急行動部隊 3 部隊が派遣されていた。また 2013 年 8 月から 9 月に
かけて暴動状況が継続し、悪化の一途を辿っていたウッタル・プラデーシュ州ムザファルナ
ガル県には、1,300 人の中央予備警察隊と 1,200 人の緊急行動部隊がともに現地に駐留して
制圧にあたるなど、2 つの治安維持勢力が同時に派遣された事例も挙げられる。 
ここで留意すべきなのは、本稿の掲げる暴動ベクトルの概念において、準軍隊が派遣され
る過程は最も悪化した暴動状況にあるため、準軍隊の派遣が必ずしも安全の回復に帰結す
るというわけではないという点である。例えば、1992 年 12 月 6 日にマハーラーシュトラ
州ムンバイー市で発生したヒンドゥー・ムスリム間暴動では、準軍隊の派遣をもって事態は
制圧されたものの、翌 1993 年 1 月 5 日に再び住民間の諍いから刺殺および放火事件が続発
し、大規模暴動が発生していた。さらに、ムンバイー市では 1993 年 3 月 12 日には前年の
暴動で負傷した地元ムスリムがテロリスト・グループに加担して未曽有の連続爆破テロが
発生した。ムンバイー市の事例からは、準軍隊の武力制圧が安全や住民間の関係改善を保証
するものではなく、あくまで暴動を武力行使によって収束させたにすぎないのである。すな
わち暴動状況が準軍隊の派遣を要する大規模化に至る以前の段階で、警察と住民によるコ
ミュニティ・ポリシング活動が武力を用いることなく、諍い、犯罪、小規模暴動に介入し、
状況を好転させる取り組みが肝要となる。 
 
暴動ベクトルの主な状況と原因 
ここまで論じてきたように、インドの暴動事例を検討すると、安全、諍い、犯罪、小規模
暴動、大規模暴動から構成される暴動ベクトルの存在を導出することができる。図 1－3「イ
ンドにおける暴動ベクトルの主な状況と原因」は、これまで検討してきた諍い、犯罪、小規
模暴動、大規模暴動について、その主な原因と状況についてまとめたものである。先述のよ
うに、諍いは住民間の諍いおよび住民と警察間の諍いに、犯罪は一般犯罪と憎悪犯罪として、
それぞれ 2 形態に分けられる。 
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図 1－3：インドにおける暴動ベクトルの主な状況と原因 
 
【出典】［筆者作成］。 
   
 本稿はインドにおけるヒンドゥー・ムスリム間暴動を、住民の諍いから派生し、宗教コミ
ュニティ間の一般犯罪および憎悪犯罪が深化した、意図的な集合的暴力行為という捉え方
で分析してきた。本稿でのインドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の予防とは、州警察、準軍
隊、地域住民といったアクターが、暴行、略奪、放火、殺傷を直接的に回避した状態、およ
び、これらのアクターがその発生誘因に働きかけながら間接的に暴動を回避した状態と定
義する。ヒンドゥー・ムスリム間暴動の予防には、a）監視・巡回、b）リーダーシップの存
在（警察／住民）、c）住民の組織化、d）生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行
動、の 6 つの要素からなるコミュニティ・ポリシング活動が機能し、武力によらない状況の
好転が求められる。コミュニティ・ポリシング活動が機能することで、宗教の差異によって
住民が対立しない、多文化主義的な共生が実現しうるとの仮説を立てる。 
 
第 3 節 コミュニティ・ポリシングに関する先行研究 
   
本節は、警察と地域住民との協力の下に遂行されるコミュニティ・ポリシング活動につい
ての先行研究をまとめる。その前に前節までに論じてきた本稿の視座を確認しておくと、イ
ンドのヒンドゥー・ムスリム間暴動に巻き込まれた住民には、暴動が傷害、略奪、放火の連
鎖した集合的犯罪行為であり、被害者となった彼らに財産の喪失、失業、負傷、絶命をもた
らす行為であるという点である。したがって、本研究が暴動における集合的犯罪行為を予防
する活動が暴動を予防する上で有効との仮説に立っている。 
• 盗難・強盗・暴行
• ・麻薬売買・殺傷
警察の発砲・ヘイトス
ピーチによる中傷・悪
意ある噂流布・扇動
•1日間・投石・
•略奪・放火・殺傷・
•宗教施設の破壊
•警察による制圧
•水の確保・非礼な態度・
迷惑行為・口論
• 土地使用・抗議運動
• 宗教儀礼／
• 警察不信
• 不当逮捕
•
•2日間～数か月・越境
拡大・周到な準備・
略奪・放火・殺傷・
宗教施設の破壊・
•準軍隊による制圧
大規模暴動
小規模暴動
一般犯罪 
憎悪犯罪 
住民間の
諍い 
住民と警察
間の諍い 
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コミュニティ・ポリシングとはそもそもはアメリカにおいて犯罪予防を目的として作ら
れた概念である。その概念と手法はアメリカ、ドイツ、シンガポール、タイといった世界各
国で取り入れられてきた。第 1 項ではコミュニティ・ポリシング概念をめぐる研究の潮流
として、アメリカの犯罪研究を中心とした趨勢を把握し、かつコミュニティ・ポリシングの
世界的な広がりについて、先行研究を概観する。第 2 項では、コミュニティ・ポリシング概
念をインドの事例に適用するにあたって、概念の再構築を行う。第 1 章第 1 節および第 2
節ですでに論じてきたように、インドの地域社会は暴動の発生がつねに内在してきた。その
ため、アメリカで生成されてきたコミュニティ・ポリシング概念をそのまま用いたとしても、
その活動実態を把握し、理解することは容易ではない。 
序章にてすでに述べたように、本稿がインドにおいてアメリカのコミュニティ・ポリシン
グ概念を再構築する根拠として、社会的背景、警察の位置づけ、特定コミュニティによる警
察官の寡占という 3 つの要因を挙げる。第一に、アメリカとインドの間では住民間の諍い
および犯罪の発生をもたらす社会的背景の差異が挙げられる。アメリカでは主に人種の差
異が争点へと悪化してきた一方で、インドでは宗教、カースト、言語、民族のように住民を
分断しうる差異の争点がより複相的である。第二に、行政サービスを提供する機関としての
アメリカの警察と、植民地支配下で制度化されて住民抑圧的な体質を引き継いできたイン
ドの警察では、社会における位置づけが異なっている点である。そして第三に、警察官の構
成において、マイノリティへの留保措置を講じ、人口比率を考慮して構成されているか否か
という差異が挙げられる。 
本稿はアメリカとインドでは住民間の対立をめぐる社会的背景、警察の位置づけ、そして
警察官の構成という 3 点にわたる差異を鑑みて、アメリカで生成されたコミュニティ・ポ
リシングの概念および活動をそのまま踏襲するのではなく、インドの実態に適合させるた
めに再構築する必要があると捉えている。 
 
（1）コミュニティ・ポリシング概念をめぐる研究潮流  
ここでは、まず犯罪予防を眼目においた概念として、犯罪とその統制、予防について考え
てみることとする。 
ブランティンガムによると、犯罪とは、犯罪の定義付けをする刑法、犯罪行為の主体であ
る加害者、犯罪行為の被害者、および犯罪の時刻・場所の 4 因子が、それぞれ相互に作用す
る事象である［Brantingham and Brantingham 1981：7-8］。したがって、犯罪の統制と予
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防とは、これら 4 因子への対応が求められる行為となる。小宮信夫の定義はこれら 4 因子
をまとめて、犯罪の統制が「日常生活を標準化・構造化することによって、社会に秩序と統
合を、個人に安心と共感をもたらしている社会的な期待・合意であるルールへの同調を促進
するメカニズム」であると捉えている。そして、この文脈におけるルールとは、一般大衆の
間の合意に基礎を置き、一般大衆に共通する利益を保護しているものであり、専ら政治的強
者集団の利益を確保し、弱者集団を支配するために作られているものではないとする［小宮
2001：70］。本稿は、小宮の犯罪の統制についての定義が個人に安心と共感をもたらす合意
に基づいたメカニズムであり、弱者集団を支配する目的ではないとの理解から、インドのヒ
ンドゥー・ムスリム間の対立の文脈についても適合してくると考え、採用することは妥当だ
と考える。 
 コミュニティ・ポリシングは、そもそも 1980 年代にブランティンガムが環境を操作・管
理することによって犯罪を予防する必要性を提唱し、「環境犯罪学」（environmental 
criminology）として体系化した。ブランティンガムの提唱した環境犯罪学とは、目に見え
ない潜在的な犯罪者を対象とし、物理的にその犯罪を阻止する状況的犯罪予防モデルを起
点としたものである［Brantingham and Brantingham 1981］。1980 年代以降、これに対
して社会的犯罪予防という、積極的に個人の精神作用自体に働きかけてその者の将来の犯
罪・非行を予防しようとするモデルが提示された。このモデルは、伝来的な家庭や学校など
の社会化機関を通じての犯罪予防活動であり、犯罪者や非行少年となりうる者の犯罪を精
神的な介入によって防止しようとするもので、青少年活動、雇用、衛生、住宅といった総合
的地域政策ないしは社会政策との結合が強調されている［守山正 1999：172-189］。 そし
て、状況的犯罪予防と社会的犯罪予防の、優れた点を抽出して編み出された第 3 のモデル
がコミュニティ・ポリシングであった。つまり、コミュニティ・ポリシングは、地域社会の
構造のなかで、生活環境を管理し、かつ地域住民に対して、社会政策的な側面を持った活動
を展開することで、犯罪予防の仕組みを形成する取り組みということになろう。 
犯罪予防アプローチにおいて、一石を投じたのは、1982 年にウィルソンとケリングが提
唱した、「割れ窓」理論（Broken Windows Theory）である。ウィルソンとケリングは、犯
罪が発生する状況に注目し、その一例としてビルの窓が割られたまま放置されれば、その修
理されない窓は「誰も関心をもっていないというシグナル」であり、その場所が管理や監視
の行き届かない場所であることを示すものであるから、間もなく残りの窓もすべて割られ
ることになるという。言い換えれば、窓を割るという小規模な犯罪行為や地域で無秩序な状
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態が継続すれば、犯罪に怯える住民たちは、街頭の利用をしばしば控え、そこで生じる事象
との関わり合いを避けるようになる。地域の孤立と住民の無関心はさらなる荒廃を引き起
こし、結果、犯罪増加を招く。この割れ窓理論は、1980 年代にかけて犯罪増加の一途をた
どっていたニューヨーク市で採用され、市警察は、割れ窓理論に基づいて、地域での巡回実
施、徒歩巡回を行う警察官の増員、近隣の警察官を軽微な秩序違反問題を当たらせる計画を
実行した。その結果、1990 年代のニューヨーク市では、劇的に犯罪が減少したという
［Kelling and Cole 1996］。割れ窓理論は、巡回を基盤に、犯罪がもたらされる環境に居住
する地域住民への監視体制を強めた結果、犯罪発生は劇的に減少した。監視体制の強化は、
秩序維持の行動と環境整備をうながしたが、一方で、警察がつねに住民に疑念を持って接す
るという状況を生み出し、結果として犯罪統制の強化につながったのである。それゆえに、
警察と地域住民の間に協力や信頼に基づいた関係を生み出すことを重視していたわけでは
なかったとみなせよう。 
 
問題解決型ポリシング概念の登場 
コミュニティ・ポリシングの概念が生成された際に最も画期的であったのは、警察と地域
住民が、地域住民の生活の質的改善を目標として、地域の犯罪防止と秩序維持のために連携
するとの考えが打ち出されたことである。なかでも、犯罪研究の潮流において、問題解決型
ポリシングは住民の生活改善に焦点を当てた犯罪予防の概念であり、コミュニティ・ポリシ
ングの概念に直結するアプローチであったと言えよう。 
ゴールドステインは従来の通報に応じてきた事件志向型（Incident-Oriented）の警察サ
ービスと法執行過程を改良する必要があるとして、問題解決志向型（Problem-Oriented 
Policing）の概念を提唱した。ゴールドステインは、これまで住民が警察に対して複数回に
わたって出動要請を受ける地域に対して、問題の根本的な原因を追究し、積極的に解決しな
ければならないと主張した。問題解決型ポリシングを採用することで、警察の組織改革にも
つながると見なした［Goldstein 1979：236-258］。問題解決志向型ポリシングは、警察に対
して、潜在的な事件の原因を解決し、犯罪の予防につなげることを促す取り組みであった。
問題解決型の概念では、コミュニティ・ポリシングと違い、犯罪の予防において、住民の参
画を促してはいない。ゴールドステインはコミュニティ・ポリシングの概念を用いていなか
ったが、コミュニティ・ポリシングにつながる問題解決型の概念を提示した点で、注目に値
する。 
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 ネバダ州立大学犯罪司法学部所属のピークとネバダ州リノ市警察の警察本部副本部長グ
レンソールは、問題解決型ポリシングとは、警察が地域内で発生してきた問題を認識した後、
その状況を分析し、対応策を発展させ、結果を精査する、との段階を踏みながら機能すると
みなす［Peak and Glensor 2012：62-63］。ピークとグレンソールは、ゴールドステインの
問題解決型ポリシングの概念を進展させ、発生した事件を精査し、その状況と背景を分析し
た後、どのように警察が対応し、生じた結果を評価するのか、という 4 つの過程に分けた検
討を行っている。ゴールドステインが提唱した問題解決型ポリシングの概念を、段階に分け
ることで、実際の現場で適用する際に、展開がたやすい形態に再構築したと言える。 
 
コミュニティ・ポリシング概念の誕生と変遷 
 コミュニティ・ポリシングの概念を最初に提唱したのは、1983 年に開設した国立コミュ
ニティ・ポリシングセンター所属のトロジャノヴィッツである。このセンターが開設された
ことを契機に、コミュニティ・ポリシング概念と活動に関して、膨大な研究が行われてきた。
とりわけ、1980 年代には犯罪予防への住民の参画に関する観点から成果が上げられた。
［Eck and Rosenbaum 1994：4］。 
 1988 年に連邦司法省管轄下の国立司法機構（National Institute of Justice）から公刊さ
れたスコルニックとベイリーによるコミュニティ・ポリシング概念と活動実践の提言は、研
究潮流の初期にあたる。スコルニックとベイリーは、コミュニティ・ポリシングを、住民の
安全を確保し、犯罪発生率を低下させることに成功し、犯罪の恐怖を減らし、疎遠になって
しまった住民と警察を結び付け、警察の倫理を向上させ、警察に対して、さらなる説明責任
を負わせる方策であると説く［Skolnick and Bayley 1988：89］。 
 そのうえで、スコルニックとベイリーが主張することによると、コミュニティ・ポリシン
グは、警察組織における包括的な取り組みと個々の警察官が、人種、教育、収入によって選
別せずに住民との真摯な協力を実践する時に、コミュニティによる犯罪予防（community 
crime-prevention ）、事前対応型のサービス（ proactive servicing ）、説明責任
（accountability）、指揮の分権化（command decentralization）を達成することができる
［Skolnick and Bayley 1988：92］。スコルニックとベイリーはコミュニティ・ポリシング
が、犯罪予防、事前対応型の警察サービス、警察の説明責任、警察組織の指揮の分権化をも
たらす、良好な取り組みと捉えている。 
コミュニティ・ポリシングとは、1980 年代に犯罪増加を辿っていたアメリカの犯罪予防
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学の領域において生み出された概念である。1983 年に、ミシガン州立大学において国立コ
ミュニティ・ポリシングセンター（National Center for Community Policing）が設立する
と、コミュニティ・ポリシングは、「警察と地域住民が、住民の生活改善を目標として、地
域における犯罪の防止、秩序維持のために、ともに活動すること」という概念化がされた
［Trojanawicz and Bucqueroux 1994：2］。 
 1994 年にアメリカ連邦司法省は、コミュニティ・ポリシング活動の法制度化を含む暴力
的な犯罪抑止と法執行法を制定した。コミュニティ・ポリシング活動に関連する条項は、セ
クション 10003「住民の安全とポリシング」（Public Safety and Policing）、セクション 1701
「住民の安全とコミュニティ・ポリシングを遂行するための機関」（Authority to make 
public safety and community policing grants）のうち、パート Q のセクション 1702「適
用」（Applications）およびセクション 1703「予算の更新」（Renewal of Grants）が挙げら
れる。本法では、巡回警察官を中心とした住民とのコミュニティ・ポリシングの遂行、コミ
ュニティ・ポリシング活動遂行のための連邦政府による予算策定と分配、コミュニティ・ポ
リシング活動に従事する警察官の訓練センターと施設の設置、活動を運用するための予算
の適用および更新について規定されている35。 
1994 年に連邦司法省はコミュニティ・ポリシング活動の拡大と理解を促進させる目的
で、『コミュニティ・ポリシング活動への理解、行動にむけた枠組み』（Understanding 
Community Policing, A Framework for Action）を公刊した。連邦司法省はコミュニティ・
ポリシングを概念化する上で、コミュニティの協力関係と問題解決という 2 つの相互補完
的な概念として位置づけている。コミュニティの協力関係を発展させるには、警察はコミュ
ニティと前向きな関係を強化し、犯罪の抑止と予防のためにコミュニティの関与を促し、コ
ミュニティの成員が抱える喫緊の問題に取り組むためにコミュニティとともに、警察の能
力を高めなければならないと説明する［U.S. Department of Justice 1994：13-14］。連邦司
法省の指針は、後に世界的な広がりを見せるコミュニティ・ポリシング活動の概念と手法の
礎石であり、コミュニティ・ポリシング活動を理解する上で、重要であることは言うまでも
ない。連邦司法省もまたトロジャノヴィッチの概念と同様に、コミュニティ・ポリシング活
動によって警察の犯罪抑止と予防における能力の強化を謳っている。 
連邦司法省はコミュニティ・ポリシングの概念と手法を提示する上で、いかにコミュニテ
                                                   
35 U.S.Government Publishing Office. “Violent Crime Control and Law Enforcement Act”. n.d.. 
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ィ・ポリシングと協力関係を構築し、問題解決を図るのか、その過程を図解している。 
 図 1－4 は、「コミュニティとの協力関係を構築する過程」を示し、続く図 1－5 は「コミ
ュニティ・ポリシング活動における問題解決の過程」を示したものである。連邦司法省は、
コミュニティとの協力関係が構築された後に、コミュニティ・ポリシング活動が機能し、問
題解決を図ることができると説明する［U.S. Department of Justice 1994：16-19］。図 1－
4 および図 1－5 で連邦司法省が図示しているのは、コミュニティとの協力関係の構築およ
びコミュニティ・ポリシング活動における問題解決の過程において、それぞれ信頼の役割を
重視して、再生している点である。 
 
図 1－4：コミュニティとの協力関係を構築する過程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［U.S. Department of Justice 1994：16, 19］を基に筆者作成。 
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図 1－5 コミュニティ・ポリシング活動における問題解決の過程 
 
【出典】［U.S. Department of Justice 1994：16, 19］を基に筆者作成。 
 
図 1－4 および図 1－5 を見ると、警察と住民がコミュニティ・ポリシング活動を進展し
ていく過程を見出すことができる。まず図 1－5 におけるコミュニティとの協力関係の構築
には、警察とコミュニティによる接触から相互のコミュニティ・ポリシングが生まれ、信頼
が醸成されることが重要となる。信頼は、さらに警察とコミュニティとの関係を良化し、接
触の機会を促進することとなる。 
第一に、図 1－4 のコミュニティとの協力関係は、秩序維持の行動と住民の福利享受に寄
与する活動を通じて、構築されるものであるという。連邦司法省はコミュニティとの協力関
係を構築する上で警察が行うべき活動として、具体的には事故や犯罪での被害者支援、救急
医療サービスの提供、家庭内暴力や住民間の諍いへの介入、地域の生活改善、交通整理、家
出や路上生活、薬物中毒者の保護、憲法で規定された住民の権利を保護すること、住民に対
して敬意と公平を持って接することを列挙している。これらの警察の活動が充足すること
で、コミュニティとの間で信頼を発展させることができ、その信頼が犯罪情報と法執行活動
への支援に寄与し、犯罪の解決と予防をもたらすと説明する［U.S. Department of Justice 
1994：16］。連邦司法省は、コミュニティとの信頼は急造されるものではなく、コミュニテ
ィ・ポリシング活動を遂行するために住民の支援を引き出す上で、まず警察が住民に対する
サービスを提供してこそ、信頼を構築することが可能となると強調する。 
第二に、連邦司法省は図 1－5 で示されるコミュニティ・ポリシング活動における問題解
問題の認識
問題解決
信頼
情報交換
 
強化 
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決が、犯罪や無秩序といった地域内で発生する問題を調査し、減少することを可能とする取
り組みであり、解決事項の優先順位を選別するためにも、コミュニティの関与が不可欠であ
ると説明する。連邦司法省は、コミュニティ・ポリシング活動における問題解決の過程とし
て、問題の除去、発生件数および事件による負傷者の減少、問題の対処法の改善、犯罪発生
の環境要因の操作の、以上 5 つの特徴を挙げている。図 1－5 の問題解決の過程では、警察
とコミュニティが問題を認識し、双方による問題解決を図ることで、信頼関係が生まれ、当
該の問題に関わる情報が交換される機会をもたらす。信頼が存在してこそ、問題解決の過程
は機能するとみなしている［U.S. Department of Justice 1994：17-20］。コミュニティとの
協力関係の構築と問題解決を図る 2 つのプロセスが、警察とコミュニティの間での信頼を
核として、再生されているという点である。コミュニティ・ポリシング概念において、中核
となるのは、警察と住民との間の信頼ということが確かめられるのである。インドのヒンド
ゥー・ムスリム間暴動では、住民の警察不信が問題視されてきた。そのため、本稿はコミュ
ニティ・ポリシングの概念でも信頼が有用と見出している、この 1994 年に連邦司法省が提
起した概念を発展することとする。 
先述のように、アメリカでは 1990 年代以降、連邦および州政府がコミュニティ・ポリシ
ング活動の法制度を構築し、活動の制度化を行ってきた。連邦司法省は、コミュニティ・ポ
リシング活動の予算策定、財政支援を行い、アメリカの多くの州において、コミュニティ・
ポリシング活動に従事することを専門とした警察官の配置を拡大させてきた。アメリカで
は、警察が住民の行政サービスの提供者として位置づけられてきたため、コミュニティ・ポ
リシング活動の遂行において、警察と住民が協力する仕組みの法制化は比較的容易であっ
た。アメリカでは、警察との協力によって、住民は自治機能を付与され、問題解決に取り組
み、地域社会の活性化を促した。 
トロジャノヴィッチは、以下に示すコミュニティ・ポリシングの 10 原則を提示した。 1）
哲学と組織的戦略（philosophy and organizational strategy）、 2）コミュニティを採用し
て、関与させること（commitment to community empowerment）、 3） 分権化かつ個人
化されたポリシング（decentralized and personalized policing）、4） 当面および長期的に
事前に問題解決を行うこと（immediate and long-term proactive problem solving）、 5）
倫理、適法性、責務、信頼（ethics, legality, responsibility, and trust）、 6）警察による委
任の拡大（expanding the police mandates）、 7）高い要請が寄せられている懸案への対処
（helping those with special needs）、 8）草の根レベルでの創造性と支援（grass-roots 
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creativity and support）、9）警察の内部改革（internal change）、 10）将来的な活動の構
築（building for the future）、トロジャノヴィッチはこの 10 の原則がコミュニティ・ポリ
シングの特徴であり、帰結とみなしている ［Trojanowicz and Bucqueroux 1994：4-6］。 
トロジャノヴィッチの提示したコミュニティ・ポリシングを構成する 10 の原則は、地域
住民からなるコミュニティの関与の下、警察が内部改革を行いながら、地域における問題解
決と支援を継続的に遂行することと理解できよう。特筆すべきは、警察と住民の協力関係に
とどまらず、コミュニティ・ポリシング活動が分権化された住民の関与による長期的な問題
解決の取り組みであり、草の根レベルで住民に問題解決力を付与し、かつ警察の内部改革に
も寄与するとみなしている点であろう。連邦司法省による活動の法制化とトロジャノヴィ
ッチによるコミュニティ・ポリシング活動の概念の生成は、1994 年の同時期に行われた。
タイミングが近く、活動への理解もほぼ同一の方向であり、一致していた。 
コミュニティ・ポリシング活動が従来の法執行活動とどのように異なっているのかとい
う点について、ピークとグレンソースは、従来の伝統的なポリシングとの比較からコミュニ
ティ・ポリシング活動と問題解決の手法に着目して、その特徴を見出している。表 1－12「伝
統的ポリシングとコミュニティ・ポリシングの相違点」は、ピークとグレンソールが従来の
伝統的なポリシングとコミュニティ・ポリシングとの相違について比較項目を設定して検
討を加えたものである。 
 
表 1－12：伝統的ポリシングとコミュニティ・ポリシングの相違点 
比較項目 伝統的ポリシング コミュニティ・ポリシング 
機関としての警察の捉え方 法執行に責任を負う政府機関 
警察とは住民であり、住民の
代表者が警察を務めている。
警察官は全ての住民に対して
注意喚起を払う職務を担った
人々である。 
警察と他の政府機関との関係 優先権が争点化すること 
警察は、生活の質の改善に対
して、責務を負った政府機関
のひとつ。 
警察の役割 犯罪解決に焦点化すること 
広範な問題解決型のアプロー
チ 
警察の効力への評価 犯罪発見率および検挙率 犯罪と無秩序の解消 
最優先事項 銀行強盗といった強度な犯罪 
コミュニティの生活を妨害す
る全ての事案 
警察による対応の対象 事件 住民の抱える問題 
警察による効力の指標 通報への応答回数 住民による協力 
住民からの緊急性が低い要請
への捉え方 
他に職務がない場合のみ対応 重要な機能かつ機会 
警察が専門性を持って対応す 重大犯罪への迅速かつ効果的 コミュニティとの密接な関係
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【出典】［Peak and Glensor 2012：48］より筆者作成。 
 
表 1－12 で挙げられた 14 の比較項目のうち、従来の事件志向型ともいえる伝統的ポリシ
ングとコミュニティ・ポリシングとの差異が特に如実に表れているのは、機関としての警察
の捉え方、警察の役割、警察による対応の対象、警察が専門性を持って対応する事案の 4 項
目と言えよう。まず機関としての警察の捉え方において、伝統的ポリシングでは警察は「法
執行に責任を負った政府機関」と見なしているのに対して、コミュニティ・ポリシングでは、
「警察とは住民であり、住民の代表者が警察を務めている。警察官は全ての住民に対して注
意喚起を払う職務を担った人々」と捉えている。つまり、伝統的ポリシングが警察を住民と
は別個の法執行機関と見なしているのに対して、コミュニティ・ポリシングでは、警察もま
た住民から選ばれた代表であるがゆえに、おのずと住民に注意を払う責務を負うと捉えて
いる。住民の代表者としての責務を負うという点は、警察の役割にも反映されている。伝統
的ポリシングが犯罪解決に焦点を当てることを掲げている一方で、コミュニティ・ポリシン
グは警察の役割として広範な問題解決型のアプローチとしている。同様に、最優先事項の項
目においても、伝統的ポリシングが銀行強盗といった強度な犯罪を対象としている一方で、
コミュニティ・ポリシングはコミュニティの生活を妨害する全ての事案として取り上げて
いる。警察が専門性を持って対応する事案についても、伝統的ポリシングが重大犯罪への迅
速かつ効果的な対処とされたが、コミュニティ・ポリシングではコミュニティとの密接な関
係の維持が挙げられた。表 1－12 の比較を通じて、伝統的ポリシングが事件志向型である
のに対し、コミュニティ・ポリシングは住民の問題解決型であり、住民へのアプローチが事
件の解決にも帰結するという見地であることが見出される。 
ローゼンバウムは、コミュニティ・ポリシングが機能するには、警察が主体になるという
よりも、コミュニティ・エンパワーメントを必要とすると指摘する［Rosenbaum et al. 1998：
る事案 な対処 の維持 
最重要視される情報 犯罪に関する情報 
犯罪者に関する情報（個々お
よびグループによる犯罪活動
に関する情報） 
警察の説明責任 
集権化、法および規制の支
配、政策による指示、説明責
任 
コミュニティの要請に応じた
地域ごとの説明責任の強調 
警察本部機関の役割 
必要な命令と政策による指示
を下すこと 
組織一体での価値の唱道 
警察の報道連絡局の役割 
現場警察官が職務遂行を続け
るために、プレッシャーを無
くすこと 
コミュニティとの重要な架け
橋 
起訴についての理解 重要な目的 多くの中の、一つの手法 
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40］。ラブは、コミュニティ・ポリシングについて、警察と住民の間に協力関係を構築しよ
うという試みで、住民が犯罪と社会的病巣に対処するためのプログラムを主導するものと
説明する。その手法として、近隣での巡回、若年者への教育プログラム、家屋修繕による物
理的安全の確保、巡回を挙げる。犯罪予防のプログラムは、警察職務の支援を行うものとな
るという［Lab 2003：xv-xvii］。ローゼンバウムやラブの研究成果から考えられるのは、地
域住民がリーダーシップを発揮した形態での参画であり、その手法として警察との連携の
下に犯罪防止活動が展開されるという点である。換言すれば、コミュニティ・ポリシングは、
警察主導および住民主導とする二つの捉え方があり、どちらが活動のリーダーシップをよ
り強く掌握するかによって、活動内容にも差異が生じてくるということである。 
ムケルジーは社会学的なアプローチによって、コミュニティ・ポリシングとは人々と警察
の新たなパートナーシップを促進する哲学であり、組織的戦略である。警察とコミュニティ
は、犯罪、薬物、犯罪の恐怖、社会的無秩序と地域社会の生活向上することを目的とした衰
退要因に対し、同等のパートナーとしてともに活動しなければならないとする［Mukherjee 
2006：25-38］。ムケルジーの定義は、警察とコミュニティが同等の協力関係を構築し、地
域社会の犯罪防止、生活向上を目的として、コミュニティ・ポリシングの活動を提示した。 
本邦では、1994 年以降、犯罪学の見地からコミュニティ・ポリシング活動の研究が展開
されてきた。河邉有二は、コミュニティ・ポリシングが住民との協力関係の構築と、住民に
おける問題解決の推進を内容とする活動であり、その主体は、各自治体警察であると捉えて
いる［河邉 1994：1］。また渡部一成は、事件対応中心型に対する新しい警察運営に関する
考え方で、警察官の意識、住民対応の在り方、権限の現場委譲、組織運営の在り方、他の行
政機関との関係等の広範な変革を行い、警察と住民の、警察活動への住民の参加を推進し、
地域問題を解決しようとする警察活動の在り方に変えようとするものと述べる［渡部 1995：
49-70］。渡部は、コミュニティ・ポリシングを地域による問題解決中心型と表現しており、
警察が地域社会に注目し、住民に対して問題解決型のポリシングを展開するアプローチと
捉えていた。河邉と渡部の定義では、コミュニティ・ポリシングの主体はあくまで警察であ
り、警察活動の特定領域に対して、住民による協力的な参加の促進との見地であることが判
明する。河邉や渡部は、コミュニティ・ポリシング活動の第一の主体は警察であり、住民は
活動において副次的な存在として理解していたという点で共通している。 
 ここまで論じてきたコミュニティ・ポリシングに関する先行研究での概念を相関すると、
図 1－6「コミュニティ・ポリシング活動の概念の変遷」として、以下のようにまとめるこ
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とができる。 
 
図 1－6：コミュニティ・ポリシング活動の概念の変遷  
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Peak and Glensor 2012：49］を参考に筆者作成。 
 
 ここまでは、犯罪研究で派生したコミュニティ・ポリシングの概念について、その誕生か
ら先行研究をまとめてきた。図 1－6 で確認できるように、コミュニティ・ポリシング概念
が登場する過程は 3 段階に分かれている。第一に、従来の事件志向型ポリシングに対して、
犯罪発生の状況を取り除く環境犯罪学や割れ窓理論によるアプローチが生み出された。第
二に、住民の抱える日常生活での問題が犯罪発生の誘因となっているとして、問題解決型ポ
リシングが登場した。そして、問題解決型ポリシングに対して、住民との協力関係を取り入
れた活動がコミュニティ・ポリシングである。コミュニティ・ポリシングは、単に犯罪予防
を焦点に入れるのみならず、警察には法執行活動の説明責任と倫理向上をもたらしうる相
乗効果も有しているとみなすことができる。 
以上、コミュニティ・ポリシング活動に関する研究潮流をまとめてきた。1994 年から政
伝統的な事件志向型ポリシング 
法執行と逮捕の強調 
短期間での検挙、事件解決を志向 
 
問題解決型ポリシング 
犯罪と恐怖の原因を追究 
住民が日常的に抱える問題を解決 
コミュニティ・ポリシング 
問題解決型ポリシングへの住民と協力 
警察の説明責任と倫理向上を追求 
 
 
割れ窓理論 環境犯罪学 
犯罪予防 
犯罪の未然予防 
住民に秩序と安心を提供 
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府を挙げて取り組まれてきたアメリカのコミュニティ・ポリシング活動ではあるが、その法
制化は進んだものの、実際の活動が奏功した州と失敗した州がある。近年でも、2014 年 11
月には、ミズーリ州ファーガソン市で黒人少年が白人警官に射殺された事件を受けて、その
抗議運動を行った住民と警官隊との間で 2 週間にわたって断続的に暴力衝突が発生するな
ど、人種間および住民と警察の間での憎悪が解消したわけではなく、その遂行にはいまだ困
難と課題が伴っていると言えよう 。 
 
（2）コミュニティ・ポリシング活動の構成要素  
本稿は、アメリカで生成されたコミュニティ・ポリシングの概念と活動を、インドの事例
に適合するために、暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素による再
構築を展開する。コミュニティ・ポリシング活動の構成要素について検討に際して、まず先
行研究で分析されてきた活動実践をまとめ、そこから構成要素を導出する。 
 スコルニックとベイリーは、コミュニティ・ポリシングが実践される際には、住民を基盤
とした犯罪予防、緊急通報に対する事前対応型の巡回サービス、防犯計画を立てる際の住民
による参画と警察機能への監視、下位レベルの警察官への指揮権と責務の移行、の 4 要素
が結びつくと説明する［Skolnick and Bayley 1988：90］。 
同様に、スコーガンとハートネットは、コミュニティ・ポリシング活動には、組織的な分
権化、問題志向型ポリシング、住民の要請に応じた警察による対応、地域の抱える問題を把
握するための警察機関の発展、という 4 つの要素を見出す。その上で、シカゴ市警察への聞
き取り調査と参与観察によって、コミュニティ・ポリシング活動の実践としては、1）近隣
監視グループの組織化、2）住民との会合や犯罪予防セミナーの開催、3）警察による戸別訪
問、4）活動内容をまとめたニューズレターの発行、5）薬物教育プロジェクト、6）メディ
アを通じてのキャンペーン、7）馬や自転車での巡回、8）派出所の設置、以上 8 点の特徴と
して挙げた［Skogan and Hartnett 1997：6-9］。スコーガンとハートネットはシカゴ警察
で取り組んできた組織的な監視強化、住民との会合および犯罪予防の啓発セミナーの開催、
警察による巡回を通じた戸別訪問、ニューズレターによる活動報告、車両以外の手段での巡
回、住民の交流を促す派出所の設置を挙げた。すなわち、これらの実践は住民の参画の促進
と活動の可視化による警察不信の回復を目的としていることが浮き彫りになる。 
スコルニックとベイリー、スコーガンとハートネットといったアメリカにおけるコミュ
ニティ・ポリシング活動の先駆的な研究者たちは、その特徴を作り上げる共通の構成要素と
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して、住民との協力による問題解決型アプローチ、住民からの要請に応じた事前対応型の警
察サービス、活動に遂行する警察官の分権化と警察組織による支援が核となっている。 
 
コミュニティ・ポリシング活動の 6 つの構成要素 
以上の研究を参考にしつつ、アメリカとインドの効果を上げるコミュニティ・ポリシング
活動の成功例を分析すると、コミュニティ・ポリシング活動として以下の構成要素を挙げる。 
a）監視・巡回、b）リーダーシップの存在（警察／住民）、c）住民の組織化、d）生活改
善、e）警察不信の回復、g）秩序維持の行動、の 6 つの要素と捉えている。これら 6 つの構
成要素は成功例を参考に概念化した。そして、これら 6 つの要素が機能することで、コミュ
ニティ・ポリシング活動が起動し、その効果を発揮して、多文化主義的な共生を実現できる
と考えてよい。またこれら 6 要素は、コミュニティ・ポリシング活動に参画する警察と住民
が緊密な協力関係を構築する上で、相互補完的に作用している。本稿が提示するコミュニテ
ィ・ポリシング活動を構成する 6 要素について、活動の実証を通じて、その機能と効果を確
認する。 
 
図 1－7 インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の構成要素（再掲） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［筆者作成］。 
 
住民の組織化 
 
監視・巡回 
生活改善 
 
警察不信の回復 
リーダーシップの存在 
（警察および住民） 
秩序維持の行動
を 
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図 1－7 は、これら 6 つの構成要素のうち、a）監視・巡回から開始し、f）秩序維持の行
動、に至る過程を示している。また、これら 6 つの構成要素が全て機能していた場合には、
コミュニティ・ポリシング活動が結実したと捉えている。またコミュニティ・ポリシング活
動の 6 つの構成要素は暴動ベクトルと連関している。 
監視・巡回、リーダーシップ（警察・住民）の存在、住民の組織化、生活改善、警察不信
の回復、秩序維持の行動の 6 つの構成要素は、多文化主義的な共生の促進につながる。その
背景には、ヒンドゥーの警察が暴動時にムスリム住民をヒンドゥーの暴徒共に攻撃してき
たという特徴が見いだされる。ヒンドゥー・ムスリム間の暴動が予防され、憎悪犯罪が予防
され、両コミュニティの対立が解消されることは、すなわちヒンドゥー、ムスリム間の多文
化主義的な共生を意味するからである。これらのコミュニティ・ポリシング活動の 6 要素
を概念化する上で、主にアメリカ、東南アジア、インドの先行研究を通じて、本稿における
定義を抽出する。インドのコミュニティ・ポリシング活動の実践例については、本稿第 3章、
第 4 章、第 5 章にて後述する。 
 
a）監視・巡回 
監視・巡回は、コミュニティ・ポリシング活動が展開される以前から警察によって遂行さ
れてきた警察活動の手法の一つである。巡回を行うことで、可視化される警察の存在は、住
民の間に広がった犯罪への恐怖を軽減し、かつ警察官に対して住民の抱える日常生活での
問題を発見させる。警察官が介入し、住民の生活改善を行うことで、警察不信の回復、警察
と住民間の信頼醸成につながるわけであり、監視・巡回がコミュニティ・ポリシングを遂行
する上での基盤となる機能を有していると言えよう。監視と巡回が犯罪予防に効果がある
との見解は、先述のウィルソンとケリングが提唱した割れ窓理論によって、周知されるよう
になった。この割れ窓理論は、巡回を基盤に、犯罪が生み出される空間に居住する地域住民
への監視を強めた結果、犯罪発生が減少した。しかし、一方で、監視の強化が、住民への統
制の強化につながった。 
 アメリカ連邦司法省は、巡回を行う警察官が、コミュニティ・ポリシング活動のなかでも、
住民と最も接触する機会を持っていることから、法と秩序の執行者としてだけでなく、住民
と警察間および住民間における仲介者としての役割を重視してきた。同じ勤務体系と担当
区域で、長期的に巡回を行う警察官は、住民との接触を繰り返すことで、住民の日常生活に
対して、注意を配るようになる。また巡回警察官の増加が、住民との信頼確立、住民の間で
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の犯罪への恐怖を軽減し、地域に安全をもたらしうることになると捉える。そこで警察官は、
車両、徒歩、自転車、バイクおよび馬による巡回を行い、また派出所を設置して、住民から
発せられる日常的な警察サービスへのニーズを把握し、問題点と対処方法を見出すための
機会をもたらすと説明する［U.S. Department of Justice 1994：14］。連邦司法省は、巡回
と監視を行う警察官の存在が、コミュニティ・ポリシング活動の根幹となる住民との仲介役
として、信頼の醸成には不可欠とみなしている。 
 さらに、車両で行うのか、それとも徒歩で行うのか、という巡回の手段もコミュニティ・
ポリシング活動の効果に差異をもたらしてきた。マスカリーは徒歩による巡回（foot patrol）
の効果について、住民が徒歩巡回を目にすることで安心感を持つようになり、犯罪の恐怖を
軽減してきたことを見出した。さらに、マスカリーは徒歩巡回が直接的に犯罪発生を減少さ
せるというよりも、むしろ犯罪発生現場の転移をもたらし、転移した犯罪状況が小規模化し
ていたことを明らかにした［Maskaly 2013：169-171］。車両による巡回に比べると、監視
の範囲が限定的な徒歩巡回の効果は、犯罪発生の減少に直接帰結しないとしても、徒歩巡回
が犯罪規模の抑制につながっていると言えよう。 
監視・巡回は、警察が従来の法執行活動のなかで採用してきた手法をそのまま踏襲できる
一方で、住民への監視が強化されれば、警察への不信が高まり、監視社会化、ひいては社会
統制につながりかねない。本稿は、警察と住民による共同の監視・徒歩巡回こそが、住民の
抱える問題を解決して生活改善を図り、同時に犯罪発生機会を抑止させ、そして警察不信の
回復に寄与すると捉えている。ゆえに、警察と住民による監視・巡回が可視化されたコミュ
ニティ・ポリシング活動の基礎となると導き出すことができる。 
 
b）リーダーシップの存在（警察／住民） 
 コミュニティ・ポリシング活動が創設、展開される上で、警察および住民のリーダーシッ
プは不可欠の構成要素である。警察のリーダーシップについて、ハーベルフェルド（Maria 
Haberfeld）は、①リーダーは他者を教育し、他者のために働くこと、②リーダーは実直で
あり、公正と社会的責務を負っていること、③リーダーは、共有物と公共の利益を委託され
ている、という 3 つの原則から特徴づけた［Haberfeld 2006：19-21］。ハーベルフェルド
が提示したリーダーの特徴に基づくと、リーダーとは他者のために動く公正で社会的責務
を有する、公共物の利益を委託された存在と見出すことができる。つまり、本来望ましい形
で警察および住民がリーダーシップを発揮した状態とは、単に自らの意図を部下に伝え、指
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揮するに留まらず、むしろ他者を教化したり、他者のための働く公正かつ社会的責務を帯び
ており、独断専行とはかけ離れた存在であると理解できよう。 
ゲイニーズ（Cody Gaines）はコミュニティ・ポリシング活動における警察のリーダーが
核となる役割を担っており、人間性、技術的、概念的な手法を兼ね備える必要性を指摘する。
第一に、人間性の手法とは、良好な関係が核となる部下への動機づけである。第二に、技術
的な手法とは、所属する警察当局での方針と手続き、住民の関係性と問題解決型のメカニズ
ムを徹底的に理解することで、コミュニティ・ポリシングを遂行する上で最も重要な手法で
ある。第三に、概念的な手法とは、責務を負った状況と領域を監視し、そこで発生する問題
を理解し、効果的な解決策や対抗策を概念化するための指揮官の能力である。ゲイニーズは、
これら 3 つの手法を会得した警察官が、問題解決に一定の見通しをつけて、かつ住民から
の通報に応じつつ、通報に関する追加情報を提供して、自らが優れた情報発信源として機能
することができるとみなしていた［Gaines 2013：364-365］。本稿もコミュニティ・ポリシ
ング活動を創設する上で、警察リーダーの役割を重視しており、ゲイニーズの説明に首肯す
る。この文脈での部下は、コミュニティ・ポリシング活動に参画する住民と読み替えること
ができる。したがって、コミュニティ・ポリシング活動を遂行する上で、警察リーダーには、
1）良好な関係に基づいて部下および住民にコミュニティ・ポリシング活動へ参画する動機
づけを行うこと、2）所属する警察組織での方針と手続きを踏みつつ、住民同士の関係性と
住民の抱える問題の解決方法を理解すること、3）自ら責務を負った域内での監視を通じて
問題を理解し、効果的な解決策を提示して実行すること、以上 3 つの能力が求められるわ
けである。 
他方、スコルニックとベイリー、ピークとグレンソールによる先行研究でも明示されたよ
うに、住民はコミュニティ・ポリシングを特徴付ける上で必須のアクターと言える。1982
年にアメリカ・テキサス州ヒューストンでアフリカ系アメリカ人として最初に警察長に任
命されたブラウン（Lee P. Brown）は、住民の参画が警察とともに犯罪予防への責務と信頼
を負うことにつながるとみなす。そのためには、警察と住民が住民の組織化に向けた計画を
立案する段階から連携することが必要だと説明する［Brown 1985：73-75］。したがって、
住民は主体的に参画してコミュニティ・ポリシング活動での責務と信頼を警察と共有し、住
民の組織化や計画立案の段階で、警察と連携を図ることが有用とみなすことができる。 
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c）住民の組織化 
 住民の組織化は、コミュニティ・ポリシング活動の展開および拡充には不可欠な存在であ
る。ブラウンはヒューストン警察当局での自らの実践から、住民の組織化が 5 段階で着手
されることが望ましいと示す。第一に計画の着手前には警察当局全体から総意を得ること、
第二に住民の組織化に際して、住民に関する情報を収集すること、第三に住民との交流の場
を構築し、開放すること、第四に住民の抱えている問題や無秩序について、住民との協議を
通じて特定すること、第五に会合の場で解決すべき問題の焦点化のために意見の一致を図
ること。以上の段階に分けた住民の組織化が奏功すると示していた［Brown 1985：79-82］。
ブラウンが警察リーダーの長として着手した住民の組織化は、警察組織からの住民参画に
向けた総意を得たのちに、域内の情報を収集して住民を取り巻く状況を把握することが前
提となる。その上で、警察と住民が交流する開かれた場を創出して、住民の抱える問題を協
議し、その問題に優先順位を付けつつ解決を図るという段階が求められるわけである。した
がって、住民の組織化は警察および住民リーダーのいずれかが担うわけではなく、域内の警
察当局全体で取り組むべきコミュニティ・ポリシング活動であると言えよう。 
留意すべきは、住民のリーダーシップの下にどのように住民参画を図るのかという点で
ある。警察と住民の関係に焦点を当てたレイス（Albert J. Reiss）は、コミュニティ・ポリ
シング活動における住民参画の維持の難さを指摘する。その背景には、コミュニティ・ポリ
シング活動に参画してきた住民が必ずしも固定しておらず流動的であるために、彼らから
表出される要望もまた変容しがちである。ゆえに、警察側は社会変化に連動して、その対処
を担う必要があると喚起した［Reiss 1985：64-69］。レイスは住民が流動的であるがゆえに、
住民側の解決を求める問題も変容していくという点を考慮しつつ、住民参画の促していく
必要があると主張した。住民参画が流動的となる要因については、転居といった物理的変化
であったり、テロや犯罪の突発による治安悪化であったり、もしくは参画する動機が弱まっ
たり、住民を取り巻く環境に応じて様々であることが想起される。一定の住民リーダーが常
に類似した要望を表出するわけではない。だからこそ、住民の要望に応じ、それを組み込ん
だコミュニティ・ポリシング活動を遂行するためには、定例の会合を開催することが有効だ
と捉えられる。 
 
d）生活改善 
 生活改善は、監視・巡回をつうじて発露した問題であったり、会合での住民側の要望とし
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て表出されて、その解決を経た後に実現する。生活改善を図るべき事象が国や地域ごとに
様々であるために、包括的な説明はできないものの、アメリカ連邦司法省は 1994 年に公刊
した『コミュニティ・ポリシング活動への理解』において巡回が問題解決を図るための具体
的な展望について指し示している。先に述べたように、アメリカ連邦司法省の指針は、世界
的広がりを見せてきたコミュニティ・ポリシング活動の概念と手法の礎となっており、この
取り組みを参考として、インドのコミュニティ・ポリシング活動における生活改善の事例を
分析することは有用である。 
巡回警察官は、家庭内暴力と営業許可時間外に酒を提供するクラブの存在が過剰な飲酒
を招いていると気づき、行政機関および住民とともに、クラブの閉店を模索するようになる。
飲酒問題を抱えていた住民には、町の支援組織が運営するリハビリに参加するように促す。
同時に警察および住民リーダーは、女性支援グループや社会機関とともに暴行を受けてい
た被害者とその家族に対して、身元保護のための仮住まいとカウンセリングを提供するた
めの協議を行う。例えば、域内の住民は空き家となっている家屋を修復して被害者の仮住ま
いとして提供する。巡回警察官は生活改善のために、所属する警察当局、女性のシェルター、
YWCA、軍事施設、訴追者の事務所、新聞社、病院、社会機関といった各種機関と連携する
ことが可能である［U.S. Department of Justice 1994：21-22］。監視・巡回が家庭内暴力と
飲酒問題を見出し、その背景に違法営業を行って酒を提供していた店舗の存在を浮き彫り
にした。そこで、行政機関に状況を伝えて、違法な店舗の閉店に動きだし、同時にアルコー
ル中毒となっていた住民にはリハビリ施設への入院を促した。また女性支援グループと社
会機関との連携の下に、暴行被害を受けていた側には仮住まいを提供したり、カウンセリン
グ機関を紹介していた。この事例からは、家庭内暴力と飲酒問題という事案に対して、警察
だけで解決を図らず、他機関からの支援を活用して、域内社会全体で生活改善に取り組むた
めの方向性が示される。確かに、コミュニティ・ポリシング活動では、警察と住民の連携が
核となるわけだが、個々の事例の状況によっては法執行機関である警察が解決を担うのが
必ずしも適任ではない場合がある。そのため、アメリカ連邦司法省が提示するように、行政
や社会機関、支援グループを巻き込んだ包括的な取り組みがコミュニティ・ポリシング活動
には必要であると導き出すことができる。 
 マデンセン（Tamara Madensen）は住民による監視・巡回がもたらす生活改善について
説明し、その効果を強調する。住民による巡回は、住民の間での犯罪への恐れを減らし、潜
在的な犯罪者を抑止するための可視化された存在となる。加えて、住民による巡回は交通規
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制、不在確認、高齢者や障害者を対象とした福祉サービスの普及の度合いであったり、企業
活動を確認できる。また犯罪発生率の高い地域では未成年者から指紋を集めて、集中的に巡
回を行うことも可能である。住民による巡回は、警察の職務負担を軽減し、警察の法執行活
動の責務および効果の共有をもたらしていた［Madensen 2013：17］。マデンセンによると、
警察のみの巡回とは異なって、住民リーダーによる巡回はコミュニティ・ポリシング活動を
体現する存在であり、住民ならではの知見に基づいて自らが交通規制、不在確認、福祉サー
ビスの充実度、企業活動による影響を把握する。また犯罪発生率の高い地域に対しては、さ
らに詳細な発生地点の抽出を行って、潜在的犯罪発生を予防することを可能にするという。
したがって、警察と住民が監視・巡回を担うことは、犯罪予防および生活改善を図る上で、
利点が多く見いだされるわけである。そもそも生活改善は、住民の抱える問題の解決を図っ
て、犯罪の温床および凶悪化となるのを防ぐことを目的としていたが、これに加えて、イン
ドでは多くの事例でコミュニティ・ポリシング活動が制度化していないために、持続的な住
民参画を促すためには、その動機づけとなる生活改善が肝要となる。 
 
e）警察不信の回復 
  警察不信の回復は、監視・巡回をつうじた生活改善によって、徐々にその機能が発揮さ
れる要素と考えられる。ここでは、まず不信の回復、つまり信頼をどう理解し、不信が何に
基づいて生じてくるのか考えてみたい。紛争管理の見地から信頼および信頼修復について
論じたレビスキー（Roy J. Lewicki）によると、そもそも信頼とは「言葉、行動、他者の決
定に対する個人の信念、およびそれらに基づいて行動する意志」と定義され、不信は相手の
行為に対する「自信に満ちた否定的な期待」として理解されるという。信頼が相手への信用、
相手の意図を善意的に解釈する傾向、相手の行為に沿うように行動しようとする意志を暗
示するのと同じように、不信は相手への恐れ、その意図を悪意あるものと解釈する傾向、相
手行為の影響から自分を守りたいという欲求を暗示すると捉えている［レビスキー 2009：
85; 89-90］。レビスキーの定義によると、信頼が他者に向けられる個人の善意的に解釈しよ
うとする言動、信念および意志として見いだされる一方で、不信は相手を恐れたり、悪意的
に解釈して、その相手から自衛したいとの欲求を含んでいると理解する。この定義に基づい
て、警察と住民の関係を考えてみると、警察不信とは住民が警察を恐れ、警察の言動を悪意
に解釈して距離を置いて自衛したいとの欲求を有する状態と導き出す。翻ると、警察不信の
回復とは住民が警察を恐れることなく、その言動を善意に解釈するようになって、密接な関
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係を構築しようとする状態とみなすことができよう。 
警察不信が生じる背景について、ピークとグレンソールはアメリカの事例から警察とマ
イノリティ・コミュニティに属する住民との関係において、例えば人種を根拠に職務質問を
行って取り締まってきたことを挙げて、人種的偏向に基づいた法執行活動が行われてきた
ことを指摘する［Peak and Glensor 2012：199-221］。本稿で論じるインドの文脈において、
住民が抱える警察不信の根拠となってきたのは、警察による住民への暴力的な言動、ヒンド
ゥーの警察官が反ムスリム的な法執行活動を行い、そして暴動時には機能不全へと陥って
きたこととみなすことができる。本稿第 1 章第 2 節の暴動ベクトルの説明ですでに述べた
ことだが、インドでは警察不信が憎悪へと凝集して、住民と警察間の諍いを契機とした暴動
の発生を確認した。インド警察の偏向した法執行活動および暴動時の機能不全については、
本稿第 2 章にて詳述する。 
 
f）秩序維持の行動 
秩序維持の行動とは、警察および住民リーダーが遂行してきたコミュニティ・ポリシング
活動が、域内で受容されてきたか否かを示す指標であり、そのためコミュニティ・ポリシン
グ活動の構成 6 要素のなかでも到達点と捉えられる。インドのコミュニティ・ポリシング
活動で、秩序維持の行動として具体的に見られるのは、犯罪の発生に遭遇したり、直面した
場合に即座に警察に通報して、凶悪化することを防ぐこと、また宗教コミュニティ間の憎悪
を掻き立てようという動きに扇動されることなく、多文化主義的な共生を維持しようと努
めることと捉える。 
1990 年代以降になると、タイでも犯罪予防を目的としたコミュニティ・ポリシング活動
が着手されてきた。ここでは、インドと同様に途上国であるタイの事例から秩序維持の行動
についての理解を深化させる。 
タイでは、1997 年から「警察とコミュニティおよび大衆関係強化計画」（Police-
Community and Mass Relation Program）によって、全てのタイ警察署にコミュニティ・
ポリシング担当課を設置することが指示された。タイ警察のコミュニティ・ポリシングの基
本姿勢は「警察は市民とともにある」というもので、警察の法執行活動に対する協力と理解
が各種犯罪や社会問題を解決する上で重要な役割を果たすとの前提で実践されてきた。そ
の具体的な活動とは、若者を対象とした教育および訓練であったり、ボランティアによる警
察活動の協力の下に治安維持を行う広報啓発活動が挙げられた。タイ警察が行った意識調
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査によると、住民はコミュニティ・ポリシング活動をつうじて犯罪防止や薬物に対する警戒、
交通法規や災害救助に関することなどの知識を得られ、警察の法執行活動への理解が深め
られたと評価していた［江原 1999：135-146］。タイの事例では、犯罪予防を目的に警察と
住民の連携を掲げたコミュニティ・ポリシング活動を専門に行う部署が全国に設置されて
いた。タイ政府によるコミュニティ・ポリシング活動への全面的支援の下に、主に教育およ
び訓練や啓発活動が展開されていた。コミュニティ・ポリシング活動が着手されるようにな
って以降、住民は薬物乱用の危険性や災害救助の方法を学び、交通規則を守ること、そして
従来は断絶しがちであった警察との協力を通じて、その法執行活動に対する理解を深化で
きたとみなしていた。すなわち、タイのコミュニティ・ポリシング活動は、住民からの警察
不信を払拭し、教育訓練および啓発活動を通じて、秩序維持の行動を遵守する重要性を伝達
していた。 
コミュニティ・ポリシング活動として、タイでは教育訓練や啓発活動が主な手法として採
用されていたが、インドのコミュニティ・ポリシング活動ではいかなる手法が用いられてい
たのかという点については、本稿第 3 章、第 4 章、第 5 章で論じる事例検証から確認する
こととする。 
 
多文化主義的な共生の促進 
 インドの地域社会は、宗教、カースト、言語、民族の異なるコミュニティが混在する多文
化社会である。したがって、インドのコミュニティ・ポリシング活動は多文化主義に基づい
て遂行されなければ、十分にその効果をもたらさないのである。そこで、多文化主義的な共
生および多文化主義社会におけるコミュニティ・ポリシング活動への理解を深める必要が
生じる。 
センプリーニは、多民族国家アメリカにおいて噴出する多文化主義をめぐる問題につい
て、歴史背景と思想的意味を解説した。センプリーニによると、「真に」多文化的な空間と
は、1）さまざまな集団が、承認とアイデンティティの要求について満足でき、2）エスニシ
ティの範囲を超えて、集団的次元が存続でき、3）かつ平等で対話を通じた民主的な諸制度
が存在する可能性を保持することができる空間であるという［センプリーニ 2003：143］。
センプリーニの議論に依拠すると、真の意味での多文化主義的な共生とは、ただ人種、宗教、
言語、民族が異なる集団間が並存するのではなく、集団間で相互に承認と要求を交わすこと
で、エスニシティによる境界を超えた集団的次元を存続させ、かつその集団の成員に対して、
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平等で民主的な諸制度が存在する可能性を保持しえる安全が確保された社会での共生と導
き出せる。 
 ピークとグレンソールは、多文化社会におけるコミュニティ・ポリシング活動の遂行の前
提として、警察が文化的相違への理解や文化的役割を認識することが十分でなければ、警察
と住民の諍いに帰結すると捉える。ゆえに、多文化社会におけるポリシングは、相違を争い
の原因と見なすのではなく、理解し、適応するものとして、人道的なアプローチを必要とす
る。そのうえで、警察は過去の偏見に満ちた警察活動を一掃し、特に憎悪犯罪を追及しなけ
ればならないと説く［Peak and Glensor 2012：212, 219-220］。ピークとグレンソールは多
文化主義的な共生を促進する上で、何よりも警察が偏向に満ちた法執行活動を断ち切り、多
様な社会的背景を有する住民の文化的相違を理解して、憎悪犯罪を追及する存在となるべ
きだと強調していた。 
また多文化社会における文化、人種、エスニックグループへの理解に基づいた、差別のな
い法執行について主張するシュスタらは、警察が多文化社会における多様な背景を有する
住民との対応時に良好な関係を構築するため、以下の提言を行っていた。1）多様な背景を
持ったコミュニティ・グループの成員と前向きに接触すること。否定的な出来事が発生した
時にだけ彼らと面談することのないように、2）住民には、可能な限り強制的ではない形で
面談するように、3）すべての状況に対して、客観的かつ公正に社会の全構成員に対処する
ように、意識的になること、4）全てのグループには、悪しき者、平均的な者、良き者がい
るということを念頭に置かねばならない、5）マイノリティ・グループと穏やかに親しく接
するため、懸命に努力するように。彼らに多くを望んではいけないことを覚えておくこと、
6）他の警察官や住民たちと人種および民族に関する事柄について話し合うことに不快感を
示したり、また避けることがあってはならない、7）警察官の役割と法執行における手続き
について、継続的に住民に伝える責務を負うこと。住民は「警察文化」を理解しないという
ことを覚えておくこと、8）所属する部門内および警察とコミュニティ間の異文化間関係を
改善しようとする際には、組織で職員人事を行うことを恐れてはならない、9）全てのグル
ープとともに法執行の歴史を学び、「私は過去、将来の法執行の一部となりうるのだろう
か？」と問いかけを行うこと、以上 9 項目を挙げていた［Shusta et al. 2014：36-37］。シ
ュスタらは、多文化主義的な共生の促進には、警察側のアプローチが鍵になるとみなしてい
た。警察は事件発生時のみに住民に面談を行うのではなく、平常時から前向きかつ穏便に交
流を行って、特にマイノリティと良好な関係を構築するためには公正な態度で臨み、明瞭に
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警察の責務を伝えることが求められる。そして、シュスタらは単なる一個人の警察官として
ではなく、法執行を担う潮流に自らを位置付けて、その職務について自省することが差別の
ない法執行活動に有用と考えていた。 
以上の議論を踏まえると、本稿でのコミュニティ・ポリシング活動が結実した後にもたら
される多文化主義的な共生とは、言語、宗教、民族の差異を超え、相互の文化的差異を認め、
尊重する価値であり、コミュニティ・ポリシング活動に参画する警察と住民が共有すること
で、信頼の醸成と活動の拡充に寄与すると考える。とりわけ、住民の主体的な参画によるコ
ミュニティ・ポリシング活動の遂行には、警察リーダーが住民の文化的相違を理解しながら、
偏見を取り払って、特にマイノリティと良好な関係を構築し、公正な法執行活動を展開する
ことが求められる。 
 以上のように、本節ではコミュニティ・ポリシングに関する先行研究として、主にアメリ
カとインドの事例を対象とした先行研究から、その概念と活動方針および手法について検
討してきた。第 1 章第 2 節ですでに説明したように、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴
動のベクトルとコミュニティ・ポリシング活動を導出したが、第 3 節第 1 項では先行研究
に基づいて、コミュニティ・ポリシング概念の研究潮流を把握し、第 2 項で先行研究によっ
て析されてきた活動実践から、コミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素を導出した。確
認になるが、アメリカとインドの効果を上げるコミュニティ・ポリシング活動の実践を分析
すると、a）監視・巡回、b）リーダーシップの存在（警察／住民）、c）住民の組織化、d）
生活改善、e）警察不信の回復、g）秩序維持の行動、の 6 つの要素と捉えている。これら 6
つの構成要素は成功例を参考に概念化した。そして、これら 6 つの要素が機能することで、
コミュニティ・ポリシング活動が結実し、その効果をもたらして、多文化主義的な共生を促
進できると考えてよい。またこれら 6 要素は、コミュニティ・ポリシング活動に参画する警
察と住民が緊密な協力関係を構築する上で、相互補完的に作用すると考えている。つまり、
警察および住民のリーダーシップの下に監視・巡回が展開され、住民が組織化されて生活改
善が図られることで、次第に警察不信の回復が見出されて、住民が秩序維持の行動を遵守す
るようになった状態である。この段階において、多文化主義的な共生が促進されるとみなす
ことができる。 
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第 2 章 インドの警察行政における問題点  
 
 本章では、インド警察について、ヒンドゥー・ムスリム間暴動を制圧し、また住民との協
力の下に予防する役割を果たすべき重要なアクターと位置付ける。インド警察は過去の暴
動において、特にヒンドゥーの暴徒に加担し、ムスリムに対して略奪や放火を行い、さらに
は不当逮捕および無差別発砲を行うなど、暴動を悪化、拡散させるアクターともなってきた
。本章では、コミュニティ・ポリシング活動を担う警察が、しばしば機能不全に陥ってきた
背景を理解するために、インド警察の創始の歴史過程と構造から警察行政が抱えてきた問
題点を論じる。 
現在もインド警察の組織と職務は 1861 年インド警察法（以下「1861 年警察法」と略す
る）によって規定されているが、インド警察の権限の範囲に関して、1966 年インド警察隊
権利の権限）法（Police- Forces (Restriction of Rights) Act, 1966）が制定された。1966 年
インド警察隊法では、警察隊を「公共の秩序維持を任務とする」（police- force includes any 
force charged with the maintenance of public order）と定義づけている36。しかしながら、
現行の 1861 年警察法および 1966 年インド警察隊法に基づいた、インド警察による警察力
は、とりわけ暴動発生時にはその法執行活動において麻痺し、機能不全を露わにしてきた。 
第 1 節では、インド警察の創設から分離独立を経て、1950 年 1 月に制定されたインド憲
法下にその権限が規定された時期までを概観する。1857 年インド大反乱（Indian Rebellion 
of 1857）の勃発を受けて、英国植民地政府は自らの支配強化のために、住民を統治する目
的でインド警察を創設した。それゆえに、分離独立以降もインド警察は、法執行において住
民への殴打や発砲を行ってしまう抑圧的体質を保持してきた。第 2 節ではインド警察の構
造的欠陥として、第一に現行法である 1861 年インド警察法の法制上の問題、第二にインド
警察のヒンドゥーによる寡占というインド警察の抱える 2 つの構造的欠陥を指摘する。ヒ
ンドゥーの寡占という状況は、時にヒンドゥー・ナショナリズムからの影響を受け、ムスリ
ムに対する偏見を露わにした法執行活動が展開されてきた。 
                                                   
36 1966 年インド警察隊（権利の権限）法（Police- Forces (Restriction of Rights) Act, 1966）第 2 条 定
義（Definition）（b）. Administrative reforms and Training Department, Government of Assam. 
“The Police Forces (Restriction of Rights) Act, 1966”. n.d.. 
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第 3 節では、ヒンドゥー・ムスリム間暴動時の警察による機能不全について、先行研究に
基づいて検討する。ヒンドゥーの警察官が、暴動発生時にムスリム住民に対して、無差別発
砲、不当逮捕を行い、またヒンドゥーの暴徒とともに襲撃と略奪に加担していたことが知ら
れているが、先行研究の分析からヒンドゥー住民に同調しやすいという傾向が指摘できる。 
第 4 節では、1970 年代から連邦内務省が取り組んできたインド警察の構造改革の動きに
ついて、検討する。機能不全が指摘されてきたインド警察であるが、他方で連邦内務省が中
心となって、警察と住民の協力関係の構築を試行し、コミュニティ・ポリシング活動を盛り
込んだ新たな法案を策定するなど、インド警察をめぐる構造改革の動きを確認できる。 
本章は、インド警察の抱える抑圧的体質、構造的欠陥、機能不全という 3 つの問題点を検
討することで、旧来の警察による事後対応の法執行活動の限界を明示する。この議論の結果、
連邦内務省が警察と住民の協力によるコミュニティ・ポリシング活動を提起してきたこと
の意義が浮き彫りになる。 
 
第 1 節 インド警察の創設 
 
インド警察は、1857 年に発生したインド大反乱を受けて、1860 年に英国植民地政府によ
って、創設が企図された。英国では、国務大臣のピール（Robert Peel）が貴族を中心とし
た為政階級への住民による反発を回避するために、1829 年に首都警察法（Metropolitan 
Police Act）を制定して、ロンドン市首都警察（London Metropolitan Police Force）を創設
していた［Mayor’s Office for Policing and Crime n.d.］。ピールは法秩序の維持を目的とし
た犯罪予防のみならず、住民の信頼と協力を得るための民主的な法執行活動を行う必要性
を説いていた［Verma 2005：5］。ピールの提言によって秩序維持、監視、暴動の制圧とい
った治安維持活動を越えて創設されたロンドン市首都警察の民主的な警察活動の任務遂行
は英国全土に拡大していった。この改革後の英国警察は、産業革命の進展によって急増した
交通整理に従事したり、警察署内に救急車両と担架を配備して警察官自らが救急手当を施
したり、また消防士として消火活動に従事したりしていた［Emsley 1991：77-80］。加えて、
家出人捜索、屋台やタクシーへのライセンス発行、家畜の疫病発生防止に努めていた［吉田
如子 2006：149］。すなわち、英国では 19 世紀半ばにはすでに警察が住民に対して、狭義
の直接的な治安維持を超えて、交通、医療、経済活動、衛生といった多岐にわたる住民サー
ビスの提供を展開していた。 
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 インド警察の起源は、1843 年にチャールズ・ネイピア（Charles Napier）将軍がシンド
地方を併合した後37、英国植民地支配の拡大を促す目的で、王立アイルランド警察隊（Royal 
Irish Constabulary）をモデルとした警察を創設したことに遡る。ネイピアは、シンド州の
警察を、法と秩序の責務を遂行する軍隊的側面が強い組織として創設した。シンド州では、
1 名の警視（Inspector of General of Police）が英国植民地政府の命令に基づいて、州内に
おける行政の長としての職務を兼任し、その下には 2,000 人からなる歩兵隊と騎兵隊が置
かれた［Verma 2005：9-10］。シンド州の警察制度は、マドラス管区（Madras Presidency）
とボンベイ管区（Bombay Presidency）においても踏襲されると、藩王国を除く英領インド
全土に普及し38、インド警察の原型となった［Dhillon 2005：40］。1857 年にインド大反乱
が発生すると、英国植民地政府は、自国で発展してきた民主的な警察活動とは真逆の、支配
の強化を目的とする組織としてインド警察を位置づけた。1861 年警察法を制定し、監視や
制圧といった狭義の意味での治安維持に重点を置いていた［Verma 2005：10-11］。インド
警察は軍隊的役割を付与され、住民を管理する国家権力の末端組織として制度化されてい
った。 
1861 年警察法第 23 条では、警察の任務について、犯罪の予防、公共秩序を乱す迷惑行
為、被疑者の逮捕に重点を置いていた39。インド警察は植民地支配を維持し、さらに強化す
るための権威主義的なものと位置付けられていたため、住民へ行政サービスを提供したり、
住民の人権を擁護するためのといった条項は設けられなかったと言えよう。 
英国植民地政府がインド警察に対して、重視していたのは検挙率の向上であった。インド
警察は法と秩序を確立するための英国の叡智を体現した組織として正当化されていた。そ
れに対して、反英民族運動を率いたマハトマ・ガーンディー（Mahatma Gandhi）は、警察
を植民地国家による支配的な特性を映し出した組織的な暴力を行使する機関として、その
性質を批判的に見抜いていた。住民への抑圧的体質が顕在化したのは、1930 年から 1933 年
にかけて、ガーンディーの率いた不服従運動への警察による度重なる武力制圧で顕在化し
                                                   
37 シンド（Sindh）州は、インダス川下流域、インド亜大陸の南西端の周辺に位置する、現在のパーキス      
ターン南東部の州。州都カラーチーはパーキスターン経済の中枢となっている。インダス文明の故地と
して名高い［南アジアを知る事典：応地利明「シンド」の項：410 より筆者が抜粋］。 
38 藩王国（Indian Princely States）は、植民地期にイギリスの宗主権の下、半独立した状態で存続を容
認されていた領地で、1947 年の分離独立でインド、パーキスターンにそれぞれ併合された。ハイダラ
ーバード藩王国は当時 600 近くあった藩王国のなかでも最大領土と権勢を誇り、藩王は併合に際し
て、強硬に反対したが 1948 年 9 月インド軍が侵攻して強制併合された。藩王国統合過程について
は、井坂理穂［1995］に詳しい。 
39 1861 年インド警察法 「第 23 条 警察官の任務」（Duties of police-officers）. Ministry of Home 
Affairs, Government of India. “The Police Act, 1861”. n.d.. 
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た［Arnold 1992：43-44］。英国の植民地支配の強化を目的として創設されたインド警察の
任務として求められたのは、犯罪の取り締まりと検挙であった。さらに、ガーンディー率い
る反英民族運動の気運が高まるにつれて、警察による住民への武力を用いた制圧が常態化
していった。 
1940 年代以降、ムスリムによるパーキスターン要求と、国土の分離が不可避となって、
ヒンドゥー・ムスリム間の対立から各地で暴動が頻発するようになると、インド警察も暴動
に加担し、また暴徒への不作為や現場からの逃走といった機能不全に陥るようになった
［Godbole 2006：83-88］。インド警察は武力制圧によって反英民族運動を抑え込もうとし
たものの、英国の植民地支配の弱体化に伴って機能不全へと陥っていった。分離独立によっ
て植民地支配は崩壊したものの、インド警察は 1861 年警察法という植民地支配で敷かれた
制度の下に抑圧的な体質を維持していた。 
1950 年 1 月 26 日に施行されたインド憲法には、憲法第 246 条「第 1 表連邦管轄事項」
の 80 にて、インド警察の権限と裁量は州に委任および限定されること、第 312 条「全イン
ド公務職」の（2）ではインド警察官職として知られていた公務職は、国会が創設した公務
職とみなすとして、インド警察職が議会によって定めらえた職務を遂行することがそれぞ
れ規定された40。英国植民地政府下では警察と軍隊は兼任する形であったが、独立を果たし
民主主義を掲げたインドの制定した憲法において、それが切り離され、かつ警察の権限は州
政府に委任され、職務遂行の規定に関する条項が定められた。 
 
第 2 節 インド警察の構造的欠陥 
 
 本節では、第一に独立後に再編されたインド警察の行政が、インド警察職と州警察の二重
構造によって構築されてきたことを浮き彫りにする。警察行政の二重構造は、法執行活動の
現場で溝を生み出し、またコミュニティ・ポリシング活動の遂行に際して、障壁となってき
た。第二に、1979 年から提出されてきた 3 つの改革委員会による提言を基に、1861 年警察
法の問題点について検討する。第三に、ヒンドゥー・ムスリム間暴動の現場において、ヒン
ドゥーの警察官の法執行活動がヒンドゥー住民に傾倒してきたことを、先行研究によるヒ
                                                   
40 インド憲法第 246 条（80）「第 1 表連邦管轄事項」（Constitution of India Article 246 (80)） 
インド憲法第 312 条（2）インド公務職（Articile 312 (2) ）. Ministry of Law and Justice, 
Governmnet of India. “India Code, Constitute of India”. n.d..  
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ンドゥー警察への聞き取り調査から分析する。ヒンドゥーが寡占状態のインド警察が暴動
発生において、ヒンドゥー住民に同調していたがために、ヒンドゥーの暴徒への不作為やム
スリム住民への暴行が常態化してきたことを明らかにする。 
 
（1）警察行政の二重構造 
独立後のインドでは、1950 年に施行されたインド憲法下にインド警察は再編された。警
察の行政は連邦内務省の 2 つの警察局（Police Division I 、II）および警察の近代化部局（
Police Modernisation Division）が担っている。警察局 I の役割は、インド警察職の採用、
訓練と任命である。警察局 II の役割は、准軍隊の各部隊の採用、派遣、財政、管理を担っ
ている。警察の近代化部局は州警察の近代化、警察改革を担っている41。各州の警察行政は
この連邦内務省の下に置かれている。 
連邦実施の選抜試験に合格し、キャリアとして連邦と州警察の主要な上位ポストを占め
るインド警察職と、州政府が独自に採用する一般職としての州警察（state police）とに大
別できる。2010 年時点で、その規模はインド警察職が 4,720 人42、全国 24 州と連邦中央直
轄領に配された州警察が 206万 4,370人に及ぶ［Bureau of Police Research& Development 
2012：22］。 
州政府はインド警察職と州警察が現場で指揮するうえでの最終的な決定権を掌握してい
る。インド警察職はエリート集団として、副警視（Assistant Superintendent of Police）か
ら昇進し、警察ヒエラルキーのトップである州警察長官までの上位階級で構成される。州警
察長官は州の警察行政と、警察に関する事象について州政府に助言する権限を有している。
州警察長官の権限はさらに、行政の下位区分である県（District）の警視（Superintendent 
of Police）と都市自治体（Municipal Corporation）の市警察長官（Commissioner of Police
）に委任される［Commonwealth Human Rights Initiative 2002：8-14, 31］43。 
インド警察の行政は、連邦内務省採用の上級職であるインド警察職と、その下に配置され
る州警察の二重構造によって遂行されてきた。図 2－1「県および都市におけるインド警察
                                                   
41 Ministry of Home Affairs, Government of India. “Divisions of Ministry of Home Affairs”. n.d.. 
42 Ministry of Home Affairs, Government of India. “Indian Police Service”. n.d.. 
43 都市自治体とはインド憲法第 243 条 Q（c）項「自治都市の構成」に定められ、マハナガル・ニガム
（Mahanagar Nigam）とも呼ばれる人口 100 万人以上の大都市圏の自治体である。都市自治体は独
立した財源を有し、その役割は道路整備、上下水道整備、路上清掃、病院施設および学校施設の拡
充、出生・死亡の管理、路上の命名、消防・救急サービス、庭園および建築物の管理に及ぶ［孝忠延
夫、浅野宜之 2006：161-162；Nations Root.“Municipal Corporation in India”. n.d.］。 
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の組織構造」は、独立後におけるインド警察の都市部及び県の基本構造をインド警察職と州
警察にわけ、その階級を図式化したものである。図 2－1 はマハーラーシュトラ州ムンバイ
ー市警察の組織構造を参考に作成した。インド警察の組織は州によってさらに細分化され
たり、若干の違いは存在するものの、原則として州警察長官を頂点に、都市自治体および県
に分かれて副警視以上のインド警察職の下に、警部以下の州警察が従属している。 
連邦採用のインド警察職と州政府採用の州警察からなる警察行政の二重構造は、法執行
活動の現場では、少なからず溝をもたらしてきた。二重構造とは、各州、自治体においても
、連邦内務省管轄下のインド警察職が副警視以上に採用され、州警察採用の警察官が警部以
下として採用される方式を示している。この警察行政をめぐる連邦と州との間に生じてき
た二重構造は少なからず弊害をもたらしている。たとえ上位のインド警察職がコミュニテ
ィ・ポリシング活動の展開を提唱したとしても、実際に住民と最も近しく活動の中核を担う
はずの下位の州警察が難色を示し、またコミュニティ・ポリシング活動を創設したインド警
察職の上官が転任した後には、当該地域の警察官はコミュニティ・ポリシング活動への関心
が希薄となっていったとの事例をいくつか確認できる。こうした状況はなかなか具体的に
は表出しにくいものの、連邦直轄領デリー市やマハーラーシュトラ州ビワンディー市の事
例がこれにあてはまる。 
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図 2－1：県および都市におけるインド警察の組織構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［A website of Maharashtra State Police. “Organization Chart of Maharashtra State Police” n.d.
；Mumbai Police. “Organization” n.d.；Raghavan 1999：49；栗生 1994］を基に筆者作成。 
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（2）1861 年インド警察法  
1861 年警察法はインドの独立を経て、現在に至るまで、インドの警察法としてその基本
法であり、そのまま改正されずに 150 余年にわたって法的効力を有している。マハーラー
シュトラ、グジャラート、デリーといった各州では、独自の警察法が制定されたものの、そ
の内実は 1861 年警察法を踏襲したものであった44。 
インドの警察行動を規定する法的根拠とは、かつて植民地支配体制を維持する上で制定
された 1861 年警察法であり、現行法である。独立インドは民主主義を標榜しているが、警
察の活動が民主的なものへと変革するのは容易ではない。インド警察は独立後には軍事的
組織という性質はなくなった。独立後のインド警察は軍隊とは分離されたものの、インド警
察法は改正されていない。そして、住民を抑圧的に管理し、1861 年警察法がその役割を肯
定してきたのである。 
 
1861 年インド警察法を見直す改革案 
連邦内務省は、1861 年インド警察法とその警察制度に焦点を当て、1979 年から 2000 年
にかけて 3 つの改革委員会を設置して改革案の提言を行ってきた。1979 年から 1981 年に
は国家警察委員会（National Police Commission）、1998 年から 1999 年にはリベイロ委員
会（Ribeiro Committee）、2000 年にはパドマナバーイー委員会（Padmanabhaiah 
Committee）を設置し、それぞれ 1861 年インド警察法の改正案と警察制度の改革について
提言してきた。3 つの改革委員会の構成メンバーは以下の通りである。ここで改革委員会の
構成メンバーを概観し、各委員会による提言の特徴をつかむことができる。 
1977 年 11 月に設置された国家警察委員会のメンバーは、連邦管轄下の治安維持勢力の
退職した長官や法執行に精通した研究者からなる 6 人で構成されていた。委員長は元州知
事のダーラム・ヴィラ（Dharam Vira）が、メンバーはマドラス州高等裁判所の元判事 N・
K・レディ（N.K.Reddy）、 国境警備隊（Border Security Force）の元長官 K・F・ルスタ
ムジー（K.F.Rustamjee）、中央予備警察隊の元長官 N・S・サクセナ（N.S. Saxena）、ター
ター社会科学研究所の M・S・ゴア（M.S.Gore）教授 、そしてメンバーの書記官は中央捜
査部局（Central Bureau of Investigation）の局長 C・V・ナラシムハーン（C.V. Narasimhan）
                                                   
44 州再編が実行される以前、現在のマハーラーシュトラ州は、ボンベイ州として、「1951 年ボンベイ警察
法」（Bombay Police Act 1951）を制定した。だが、この「1951 年警察法」は「1861 年警察法」を踏
襲しただけであり、根本的な制度改革はされてこなかった［Commonwealth Human Rights Initiative 
2001b］。 
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が務めていた［Commonwealth Human Rights Initiative 1998］。国家警察委員会は 1981
年までに、第 8 次報告書を刊行していた。 
2 つ目の改革委員会として、リベイロ改革委員会が挙げられる。元インド警察職のジュリ
オ・リベイロを長とし、マディヤ・プラデーシュ州の元内務事務官のバック（Nirmala Buch）、
元警察情報局の局長バガット（Arun Bhagat）、 弁護士のサンカルナラヤーナン（Prabha 
Sankarnarayanan）がメンバーであった。リベイロ改革委員会は、1998 年 10 月と 1999 年
3 月の 2度にわたって報告書を提出した［Commonwealth Human Rights Initiative 1999］。 
翌 2000 年 1 月には、パドマナバーイー委員会が設置された。そして、そのメンバーは元
連邦内務事務官のパドマナバーイーが委員長となり、カラン（Vijay Karan）、M・D・シャ
ルマ（M. D Sharma）、アミタブ・グプタ（Amitabh Gupta）、ナンダ（B. B Nanda）の 4
人の元インド警察職から構成された。パドマナバーイー委員会は 2000 年に報告書を提出し
た［Commonwealth Human Rights Initiative 2001a］。 
表 2－1「インド警察の改革のための提言内容」（1979-2000 年）は、国際 NGO のコモン
ウェルス・ヒューマンライツ・イニシアティヴ（Commonwealth Human Rights Initiative：
以下「CHRI」と略する）が 2007 年に刊行した『インドにおける警察改革の議論』（Police 
reform debates in India）を基に、11 の報告書の要点をまとめたものである。ニューデリ
ーに本部を構える CHRI はロンドン、ガーナに事務局を置き、情報公開、警察改革、刑務
所改革について、特に人権保障に焦点を当てた調査と報告書の刊行をおこなってきた。とり
わけ、インドの警察改革について 1998 年より複数回にわたり、ワークショップを開催して
提言を行い、2006 年警察法案への見解を公表するなど活発な活動を行ってきた。インド警
察の改革に関する調査研究を継続的に行ってきた国際 NGO の CHRI による報告書を用い
ることは、本稿の問題関心に沿った形であり、分析上有用であると考える。表 2－1 は、CHRI
が連邦内務省によって 1979 年から 2000 年までに設置された警察改革委員会の提言をまと
めた報告書のうち、本稿の問題関心である警察による住民サービスと予防にかかわる改革
を抜粋したものである。これらの観点から、1861 年インド警察法と警察制度の問題点を浮
き彫りにする。 
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表 2－1：インド警察の改革のための提言内容（1979-2000 年） 
提出時期 報告書タイトル 主な提言内容 
1979 年 2 月 国家警察委員会第 1 次報告書 勾留中の負傷および暴行、警察による発砲に対
して寄せられた警察への苦情の中身を調査し、
改善に取り組むべきである。 
1979 年 8 月 国家警察委員会第 2 次報告書 警察は政府から寄せられた指示に従い、住民に
公平なサービスを行う法執行機関であること
を留意すべきである。 
1980 年 1 月 国家警察委員会第 3 次報告書 警察はマイノリティを保護し、公共の秩序維持
のために対処すべきである。手錠による逮捕と
身柄拘束のガイドラインの整備。 
1980 年 6 月 国家警察委員会第 4 次報告書 第一報報告書の作成。証人の証言の記録。盗難
品の所有者への返還。勾留中の被疑者への虐待
の禁止。 
1980年 11月 国家警察委員会第 5 次報告書 1861 年警察法第 4 項にある県行政長官の警察
への指揮権は、警察組織への介入を意味しな
い。住民の犯罪被害救済を目的とした職務規定
の改善。女性警察官の積極採用。 
1981 年 3 月 国家警察委員会第 6 次報告書 昇進についての事前調査の実施。都市化に伴っ
た 50 万人規模での市警察長官管轄区の設定。
州政府および警察による暴動発生後の徹底し
た捜査および被疑者の起訴の遂行。さまざまな
階層から混成された警察構成の促進。 
1981 年 5 月 国家警察委員会第 7 次報告書 150 キロ間隔ごとに警察署を設置。都市部では
6 万人規模で 1 つ以上の警察署を設置。警察長
官による警察組織内部の管理責任。州武装警察
部隊の創設。警察への助言と監視を行う中央警
察委員会の設置。 
1981 年 5 月 国家警察委員会第 8 次報告書 住民への警察行動に関する説明責任の完遂。改
正警察法の下、警察は犯罪への監督と制圧の手
法を変え、法の支配と秩序維持の行動を促進
し、住民に公正なサービスを提供すること。 
1998年 10月 リベイロ委員会第 1 次報告書 各州に警察の法執行活動と説明責任について
審査するための治安委員会の設置、および各県
に警察の苦情受付部局を設置。警察による入念
な捜査の徹底。 
1999 年 3 月 リベイロ委員会第 2 次報告書 国家警察委員会の報告書で勧告された 1861 年
インド警察法の改正、捜査担当と法執行担当と
の分離、警察の行動を改善するための訓練施設
の拡充。 
2000 年 8 月 パドマナバーイー報告書 警部補から巡査までの職位における若年層の
採用枠拡大、警察の訓練を監査する評議会の設
置、各県への犯罪予防局の設置、コミュニティ・
ポリシング活動についての連邦政府によるハ
ンドブックの作成、コミュニティ・ポリシング
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【出典】［Commonwealth Human Rights Initiative 2007］より筆者作成。 
 
 表 2－1 からは、国家警察委員会が 1979 年から 1981 年まで 3 年間にわたって集中的に
8 度の報告書を提出していたことを確認できる。国家警察委員会の構成メンバーが元州知事、
元判事、国境警備隊の元長官、中央予備警察隊の元長官、研究者、中央捜査部局局長という
面々であったため、その提言は 1861 年警察法の改正にとどまらず、警察の任務や法執行活
動、組織改編、採用システムまでの多岐にわたる内容を盛り込んだものであった。 
1979 年 2 月に提出された第 1 次報告書は、以降の報告書の原型となる中核を述べた内容
である。報告書の骨子は、過度の武力行使を用いてきたインド警察の法執行活動を改善すべ
きと述べている。そこで、勾留中の容疑者に対する暴行や警察による発砲に寄せられた住民
からの苦情を精査する改革案を提示した。 
 1979 年 8 月に提出された第 2 次報告書では、犯罪予防と住民サービスを提供する旨を提
言している。報告書の第 14 章では、犯罪予防と住民抑圧的である警察の職務規定の改善を
提言している。第 14 章第 51 節では、予防的な巡回に関する戦略を用いて犯罪発生機会を
減じること、犯罪予防に適した戦略を遂行するために他機関との協力を推進すること、住民
に秩序維持の行動をもたらすことを提言する 。さらに、第 14 章第 52 節では、刑事司法手
続きの遂行に際して、逮捕や勾留の権利について住民への説明責任を果たすため、情報共有
においてメディアを活用することを提言する。 
第 1 次報告書および第 2 次報告書では、国家警察委員会を任命した連邦内務省が 1970 年
代後半から警察の法執行活動において、予防を取り込み、また住民の参画を推進しようと試
行していたことが浮き彫りになる。後のコミュニティ・ポリシング活動につながるような発
想がここで現れていたとみなすことができる。 
 加えて、第 3 次報告書では、ヒンドゥーの警察官の寡占状態とマイノリティに対する偏
見に根差した法執行活動を問題視し、警察はマイノリティを保護し、公共の秩序維持のため
に対処すべきとの提言を掲げた。 
第 4 次報告書で主眼に置かれたのは、捜査手法の改善であった。事件の通報を受けて作
成する第一報報告書（First Information Report）と証人の証言の記録を取って残すこと、
また盗難品が発見された場合には警察が私物化せずに所有者に返還すること、勾留中の被
疑者への虐待を禁じることを挙げていた。 
活動の訓練実施、活動に特化した予算策定。 
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第 5 次報告書では、第 2 次報告書ですでに提言されていた警察の住民に抑圧的な法執行
活動を改善することが再び強調され、さらに住民の犯罪被害からの救済を目的とした職務
規定の改善と、女性の支援を目的とした女性警察官の積極採用を訴えていた。 
 第 6 次報告書では、捜査への州政府の介入および宗教コミュニティおよびエスニックな
混成による職員の構成について述べられている。暴動が発生した場合に捜査、被疑者の特定
や起訴まで、従来は警察がなおざりにしてきた事例が多くあったことから、州政府が警察に
法執行を進めるように関与することを求めていた。また、ヒンドゥーの警察官が寡占状態に
ある職員構成に対して、さまざまな宗教コミュニティで混成された警察組織への改編を訴
えていた。 
第 7次報告書では、国家警察委員会は都市化と人口増に伴った犯罪発生の増加に注目し、
警察署の増設を勧めていた。150 キロ間隔ごとに警察署を設置し、かつ都市では 6 万人の居
住区に 1 つ以上の警察署を設置することが求められていた。また人口増による治安悪化が
懸念されるため、治安維持のために州武装警察部隊を創設することが求められた。同時に、
円滑な警察の法執行活動の遂行のために、警察への助言と監視を行う中央警察委員会を設
置することも提言されていた。 
 国家警察委員会が提言する報告書としては最終段階となった第 8 次報告書では、これま
で 7 度にわたって訴えられてきたインド警察法の改正と法執行活動の改善が再度強調され
ている。警察は従来の過度の武力行使からの脱却を図ること、住民に対して公正な法執行サ
ービスを提供しつつ、法の支配と秩序維持の行動を促進し、自らの法執行活動に説明責任を
有していることを自覚するように求めていた。第 8 次報告書においても、インドではまだ
警察による住民への抑圧的な対応、ヒンドゥー警察官の寡占といった問題は残存していた。
第 7 次報告書までで提言されていたすべての項目が改善されず、問題として残っていたこ
とが明らかである。 
 1981 年以降、17 年の隔たりを経てた後、1998 年と 1999 年にリベイロ元ムンバイー市
警察長官を長としたリベイロ委員会は 2 つの報告書を提出していた。リベイロは、1993 年
からムンバイーにてモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの創設に携わってい
た。モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシング活
動がもたらした犯罪予防および暴動予防の効果は、1995 年以降に暴動再発の危機が予兆さ
れた際に発現した。そこで、リベイロが警察改革委員会の長として、ムンバイーでのコミュ
ニティ・ポリシング活動で培った自らの経験に基づき、法制度と警察行政の改革に乗り出し
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たのであった。 
リベイロ委員会は 1861 年インド警察法の改正を提言していた。それ以前に 1979 年から
1981 年までの時期に国家警察委員会が 8 度にわたって 1861 年警察法の改正を訴えていた
のにもかかわらず、その後 17 年間も法律改正の動きが見られなかったのである。法改正が
進まなかった背景には、この間のインド国内政治の混乱が挙げられるかもしれない。1984
年 10 月に会議派のインディラ・ガーンディー首相が暗殺されると、その後に会議派、ジャ
ナター・ダルおよびインド人民党による政権がめまぐるしく交代し、1998 年 5 月にインド
人民党のアタール・ビハーリー・ヴァージペーイー（Atal Bihari Vajpayee）が首相を務め
る第 2 次政権が成立して 2004 年 5 月まで継続したものの、政治の混乱期が続いていた。こ
うした混乱が警察法改正の動きを妨げたとの可能性が考えられる。 
リベイロ委員会は、第 1 次報告書において、各州に警察の法執行活動と説明責任につい
て審査するための治安委員会を設置するとともに、各県にも警察の苦情受付部局を設置す
ることを提言した。なお、警察による事件捜査がしばしば州警察長官の介入によって頓挫し
てきたという背景を受けて、捜査期間を最低 5 年として、徹底した事件捜査を展開するこ
とも付加されていた。第 2 次報告書では、捜査担当と法執行担当とに役割を分担すること
で警察による業務の効率化を提言し、また警察の法執行活動を改善することを目的とした
訓練施設の拡充を求めていた。リベイロ委員会は、警察による住民サービスの提供と法執行
活動に責任をもって果たすことを提言していた。  
リベイロ委員会の提言を引き継ぎ、翌 2000 年にはパドマナバーイー委員会が報告書を提
出した。リベイロとパドマナバーイーは予防活動と警察による住民サービスの提供につい
て共通の理解を有していた。なぜならば、リベイロがムンバイーでモハッラ ・ーコミッティ・
ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシング活動を創設、警察リーダーとして
活動に参画して得たその知見を、パドマナバーイー委員会が報告書にて明文化したからで
ある。つまり、パドマナバーイー委員会報告書が過去に提出された報告書と明らかに異なっ
ているのは、提言内容にコミュニティ・ポリシング活動がはっきりと盛り込まれていた点で
ある。 
パドマナバーイー委員会のメンバーはすべて元インド警察職出身であったため、これま
での委員会が提言してきたインド警察法の改正に加えて、若年層の採用枠の増大、犯罪予防
や訓練施設の拡充といった具体的な改革案を提示していた。注目すべきは、県ごとに犯罪予
防局を設置し、連邦中央政府が主導したコミュニティ・ポリシング活動の展開を訴えた点で
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ある。パドマナバーイー委員会報告書では、コミュニティ・ポリシング活動について、全国
共通の理解の下に活動を展開するための連邦中央政府によるハンドブックの作成、活動に
従事する警察官を対象とした訓練の実施、そしてコミュニティ・ポリシング活動のための予
算策定を求めていた。ここに、リベイロとパドマナバーイーの 2 つの委員会における、コミ
ュニティ・ポリシングによる予防活動の制度化という共通認識が浮き彫りになるのである。 
連邦内務省は、1861 年警察法に対して、1979 年以降には国家警察委員会をはじめとする
改革委員会をつうじ、また 2006 年には 1861 年警察法の代替法案を提出する等、改革に着
手してきた。しかしながら、こうした改革の動きが見られるようになって 30 余年が過ぎて
も、いまなお 1861 年警察法は現行法として効力を有している。インド警察の構造改革は連
邦中央政府主導で提言されてきた一方で、各州警察への監督権を掌握してきた州政府によ
る権限と 150 年超にわたって構築されてきた警察法はいまだに改正されていない。 
1979 年から断続的に提出されてきた警察の改革委員会報告書の提言内容は、2006 年 10
月に警察法草案委員会（Police Act Drafting Committee）、いわゆるソラブジ （ーSorabjee）
委員会がまとめた 2006 年警察法案に結実することになる。2006 年警察法案の内容につい
ては、本稿第 2 章第 4 節にてインド警察の構造改革の動きとして後述する。 
 
（2）ヒンドゥーの警察官の寡占 
インド警察の構造的欠陥として、本項では前項の改革委員会報告書で挙げられていた
1861 年警察法の問題点と、ヒンドゥーの警察官の寡占について論じる。これら 2 つの構造
的欠陥が、暴動発生時の警察の機能不全をもたらしてきたと言える。 
インド警察におけるヒンドゥーの寡占という現象は、暴動発生時に警察がヒンドゥーの
暴徒への不作為や加担を引き起こしてきた大きな要因である。ムスリム警察官の数が人口
分布と見合っていないという状況を示すために、本項ではインド全国のムスリム警察官の
数を連邦内務省管轄下の国家犯罪記録局（National Crime Records Bureau）が刊行してき
た年次報告書『インドにおける犯罪』（Crime in India）の電子版から分析する。『インドに
おける犯罪』とは、1953 年からインド全国の州および県におかれた犯罪記録局が収集した
犯罪や警察に関するデータを集計した年次報告書であり、冊子および電子の媒体で公開さ
れている。1953 年から最新の 2012 年までの年次報告書は公式ウェブサイト上で公開され
ており、インド国内の刑法犯罪や警察の動態に関して長期的な傾向を把握することができ
る。『インドにおける犯罪』は、インド警察職および州警察の人事を総括してきた連邦内務
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省の管轄におかれる国家犯罪記録局が取りまとめた報告書であることからデータの信頼性
は高いと言える。『インドにおける犯罪』は、州ごとに配置された警察官の構成として 1997
年まで男女の性差にも基づいたデータを公表していた。その後、情報公開を求める時代の趨
勢に伴って、1999 年から「警察部隊における指定カースト、指定部族、ムスリムの警察官
の数」（“Representation Of SCs/STs And Muslims In Police Force”）（原文まま）としてマ
イノリティ・コミュニティに属する警察官の内訳についても公表されるようになった45。こ
のデータを用いることで、インド国内でいかにヒンドゥーの警察官が多く、ムスリム警察官
の数が少ないのか示すことができよう。 
なお、指定カーストおよび指定部族は、インド憲法第 46 条において教育的経済的な利益
の促進を図ることが明記され46、議席留保、高等教育入学、公的雇用において人口比にほぼ
等しい割合での留保が確保されてきた。2011 年センサスでは、全国平均で指定カーストの
人口率は 16.6 ％で、指定部族の人口率は 8.6％であった47。2011 年の『インドにおける犯
罪』では、指定カースト出身の警察官は 13.7%、指定部族出身の警察官は 10.0%であり48、
人口比率を反映もしくは凌いで採用されていたことが判明する。 
表 2－2「2001 年および 2011 年のインド各州と連邦直轄領におけるムスリム警察官の数
とムスリム人口」は、インド警察におけるヒンドゥーの寡占という状況を検討するために、
2001 年および 2011 年の各州および連邦直轄領のムスリム警察官の数とムスリム人口をま
とめたデータである。ムスリム警察官の割合は、2001 年および 2011 年ともに「全警察官
の数」に占める数値を算出した。加えて、ムスリム人口に対するムスリム警察官の寡少とい
う現象を導き出す上で、その比較材料として 2001 年および 2011 年センサスにおけるムス
リム人口のデータも加えている。2001 年と 2011 年のムスリム警察官の数を照合すると、
ここ 10年間での各州と連邦直轄領のムスリム警察官の数およびムスリム人口の動態を把握
                                                   
45 ただし、国家犯罪記録局のウェブサイト上では 1998 年の当該データが全て欠落しているため、1998
年度ないし 1999 年度からマイノリティ・コミュニティに属する警察官の数を公表するようになったと
みなすことが妥当だろう。また 2015 年 11 月には、連邦内務省がムスリムの警察官の数について
2013 年度以降の『インドにおける犯罪』のデータに掲載せず、公表しないことを発表した。国家犯罪
記録局の統計局局長のクマール（Akhilesh Kumar）は警察官の内訳とその採用は行政上の事案である
ため、犯罪記録報告とは別個であると言及した。一方で指定カーストおよび指定部族の警察官のデー
タについては今後も公開される方針である［Sheikh 2015］。 
46  Article 46: Promotion of educational and economic interests of Scheduled Castes, Scheduled  
Tribes and other weaker sections）. Governmnet of India.“India Code, Constitute of India”. n.d..  
47 ［南アジアを知る事典 2012：押川文子「留保制度」の項：848-849］。 
48 ［National Crime Records Bureau. Crime in India 2011（電子版）. “TABLE 17.12 Representation  
Of SCs/STs And Muslims In Police Force During 2011”. 2011］より筆者が算出。 
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することが可能になる。 
 
表 2－2：2001 年および 2011 年のインド各州と連邦直轄領のムスリム警察官の数とムスリム人口  
  
州および連邦直轄領 
※1 
2001 年の 
警察官の
数（人） 
※2 
 
2001 年の 
ムスリム 
警察官の
数（人） 
（％） 
2001 年 
ムスリム 
人口（人） 
（%） 
※3 
2011 年の 
警察官の
数（人） 
※2 
 
2011 年の 
ムスリム
警察官の
数（人） 
（％） 
2011 年 
ムスリム 
人口（人） 
（%） 
※4 
1 アーンドラ・プラデーシュ 77,486 9,610 
（12.4） 
6,986,856 
（9.16） 
89,404  8,933 
（9.99） 
8,082,412 
（9.55） 
2 アルナチャル・プラデーシュ 5,398 63 
（1.17） 
20,675 
（1.88） 
7,455 85 
（1.14） 
27,045 
（1.95） 
3 アッサム 53,345 8,061 
（15.1） 
8,240,611 
（30.9） 
54,069 2,284 
（4.22） 
10,679,345 
（34.2） 
4 ビハール 45,404 3,186 
（7.01） 
13,722,048 
(16.5) 
67,546 3,084 
（4.7） 
17,557,809 
（16.9） 
5 チャッティースガル 12,212 1,133 
（9.28） 
409,615 
(1.96) 
31,100 405 
（0.92） 
514,998 
（2.01） 
6 ゴア 3,657 67 
（1.83） 
92,210 
(6.84) 
5,399 98 
（1.82） 
121,564 
（8.33） 
7 グジャラート 60,338 3,813 
（6.31） 
4,592,854 
（9.06） 
71,670 3,087 
（4.31） 
5,846,761 
（9.67） 
8 ハリヤーナー 31,807 837 
（2.63） 
1,222,916 
（5.78） 
50,365 415 
（0.82） 
1,781,342 
（7.02） 
9 ヒマチャル・プラデーシュ 12,130 188 
（1.55） 
119,512 
（1.96） 
14,634 191 
（1.31） 
149,881 
（2.18） 
10 ジャンム ・ーカシュミール 59,037 32,588 
（55.2） 
6,793,240 
（66.9） 
76,805 46,250 
（60.2） 
8,567,485 
（68.3） 
11 ジャールカンド 不明 不明 3,731,308 
（13.8） 
55,147 2,355 
（4.27） 
4,793,994 
（14.53） 
12 カルナータカ 50,374 4,195 
（8.32） 
6,463,127 
（12.2） 
74,699 4,796 
（6.42） 
7,893,065 
（12.91） 
13 ケーララ 43,512 4,898 
（11.2） 
7,863,842 
（24.6） 
45,003 3,567 
（7.92） 
8,873,472 
（26.56） 
14 マディヤ・プラデーシュ 97,303 3,090 
（3.18） 
3,841,449 
（6.36） 
72,505 2,583 
（3.56） 
4,774,695 
（6.57） 
15 マハーラーシュトラ 131,461 6,482 
（4.93） 
10,270,485 
（10.6） 
182,971 1,945 
（1.06） 
12,971,152 
（11.54） 
16 マニプル 14,547 1,420 
（9.8） 
190,939 
（8.81） 
23,861 2,575 
（10.8） 
239,836 
（8.39） 
17 メガラヤ 8,444 78 
（0.92） 
99,169 
（4.27） 
11,300 143 
（1.27） 
130,399 
（4.39） 
18 ミゾラム 不明 不明 10,099 
（1.13） 
10,861 42 
（0.39） 
14,832 
（1.35） 
19 ナガランド 11,583 84 
（0.73） 
35,005 
（1.75） 
10,003 110 
（1.09） 
48,963 
（2.47） 
20 オリッサ（オディーシャ） 34,886 567 
（1.63） 
761,985 
（2.07） 
45,976 915 
（1.99） 
911,670 
（2.17） 
21 パンジャーブ 0 0 382,045 
（1.56） 
67,106 263 
（0.39） 
535,489 
（1.93） 
22 ラージャスターン 
 
63,387 2,311 
（3.65） 
4,788,227 
（8.47） 
76,356 954 
（1.25） 
6,215,377 
（9.06） 
23 シッキム 4,050 3 
（0.07） 
7,693 
（1.42） 
4,450 3 
（0.07） 
9,867 
（1.61） 
24 タミル・ナードゥ 80,245 4,180 3,470,647 95,745 3,061 4,229,479 
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【出典】［National Crime Records Bureau 2001；National Crime Records Bureau 2011］より筆者が作
成。 
（注）※1：州および連邦直轄領は、2001 年時点での名称に基づいて表記している。 
※2：2001 年および 2011 年の警察官の数とは、Crime in India 2001 のうち、“Representation Of    
SCs/STs And Muslims In Police Force During 2001”および“TABLE 17.12 Representation 
Of SCs/STs And Muslims In Police Force During 2011”における “TOTAL”（原文まま）から
ムスリム警察官の数を差し引いた数値で、ムスリム以外のヒンドゥー、クリスチャン、指定カ
ースト、指定部族が含まれている。 
※3：Census of India 2001 を基に全人口に対するムスリム人口率を割り出した［Office of the  
Registrar General & Census Commissioner, Ministry of Home Affairs, Government of 
India.Census of India 2001. “Population by religious communities” . n.d.］。 
    ※4：Census of India 2011 を基に全人口に対するムスリム人口率を割り出した［Office of the  
Registrar General & Census Commissioner, Ministry of Home Affairs, Government of India.     
Census of India 2011. “C-01 Population By Religious Community (India & States/UTs/ 
District/Sub-Distt/Town Level)”. Population Enumeration Data (Final Population)”）. n.d.］。 
 
表 2－2を検討すると、ムスリム警察官の比率が少ないという状況が数値から確認される。
第一に、州および連邦直轄領の全土において、総人口に占めるムスリムの割合よりも、警察
の総数のなかでムスリムの警察官の占める割合が低いという点が浮き彫りになる。2001 年
にはムスリムの警察官の数は 10万 3,554人であり、123万3,157人に及ぶ警察官のなかで、
わずか 8.39％を占めていたに過ぎない。同様に 2011 年においても、ムスリムの警察官の数
は 10 万 8,389 人で、その割合は 6.53％と減少傾向にあった。2001 年センサスのムスリム
人口が 1 億 3,818 万 8,240 人で全人口の 13.4％、また 2011 年センサスでは 1 億 7,224 万
5,158 人で全人口の 14.2%と増加傾向にあったにもかかわず、ムスリムの警察官の数が人口
（5.21） （5.56） （3.19） （5.86） 
25 トリプラ 14,891 2,000 
（13.4） 
254,442 
（7.95） 
24,259 1,024 
（4.22） 
316,042 
（8.60） 
26 ウッタラーカンド 12,197 348 
（2.85） 
1,012,141 
（11.9） 
18,445 406 
（2.20） 
1,406,825 
（13.94） 
27 ウッタル・プラデーシュ 156,233 6,663 
（4.26） 
30,740,158 
（18.4） 
187,425 9,166 
（4.89） 
38,483,967 
（19.26） 
28 西ベンガル 83,466 
 
6,099 
（7.31） 
20,240,543 
（25.2） 
83,914 7,677 
（9.15） 
24,654,825 
（27.01） 
29 連邦直轄領アンダマン・ニコバ
ル諸島 
2,792 265 
（9.49） 
29,265 
(8.21) 
4,043 355 
（8.78） 
32,413 
（8.50） 
30 連邦直轄領チャンディガール 4,002 12 
（0.29） 
35,548 
（3.94） 
6,156 20 
（0.32） 
51,447 
（4.87） 
31 連邦直轄領ダドラ及びナガル・
ハヴェリ 
232 3 
（1.29） 
6,524 
（2.95） 
306 4 
（1.31） 
12,922 
（3.75） 
32 連邦直轄領ダマン及びディウ 不明 不明 12,281 
（7.76） 
351 8 
（2.28） 
19,277 
（7.92） 
33 連邦直轄領デリー 56,450 1,251 
（2.22） 
1,623,520 
（11.7） 
75,117 1,521 
（2.02） 
2,158,684 
（12.85） 
34 連邦直轄領ラクシャディープ
諸島 
324 3 
（0.93） 
57,903 
（95.4） 
422 3 
（0.71） 
62,268 
（96.57） 
35 連邦直轄領ポンディシェリー 1,604 47 
（2.93） 
59,358 
（6.09） 
2,276 61 
（0.26） 
75,556 
（6.05） 
 計 
 
1,233,157 103,554 
（8.39） 
138,188,240 
（13.4） 
1,660,151 108,389 
（6.53） 
172,245,158 
（14.23） 
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比に見合っていないという状況は変わっていない。 
第二に、ムスリム人口率の高い州におけるムスリムの警察官の数についても同様に寡少
という状況が見出される。2011 年センサスにおいて、ムスリム人口率が全人口の 2 割以上
を占め、比較的高かったのはジャンムー・カシュミール州（68.3％）、アッサム州（34.2％）、
西ベンガル州（27.0％）、ケーララ州（26.6％）が挙げられる。これら 4 州の 2011 年時点の
データにおいて、ムスリム警察官の占める割合が最も高かったのはジャンムー・カシュミー
ル州の 60.2%で、ほぼ人口比に見合って、ムスリムの警察官が採用、配置されていたことが
判明する。他方、ムスリム警察官の占める割合が低かったのは、アッサム州の 4.22%、ケー
ララ州の 7.92％、そして西ベンガル州の 9.15%であった。これら 3 州はムスリム人口に対
してムスリム警察官が少なかった。特に 10 年間の時間的変化に注目すると、アッサム州の
ムスリムの警察官は 2001 年時点では 8,061 人で 15.1％を占めていたが、2011 年になると
2,284 人で 4.22％まで減少していた。州警察の人員自体は 54,069 人で 10 年間のうちに 724
人の増加がみられたため、ムスリムの警察官数が減らされたことは明白であった。対して、
西ベンガル州でのムスリムの警察官は 2001 年時点に 6,099 人で 7.31％であったが、2011
年には 7,677 人で 9.15％と増加していた。また連邦直轄領ラクシャディープ諸島でのムス
リム人口は 2011 年には 62,268 人で 96.6%に及んでいたが、422 人配置されている域内の
全警察官のうち、ムスリムはわずか 3 人で 0.71%あった。 
ただし、例外的にムスリム人口率よりもムスリムの警察官が占める割合が高かった州も
存在していた。マニプル州は 2011 年センサスでのムスリム人口率は 8.39％であったが、ム
スリムの警察官の割合は 10.8％、加えてアーンドラ・プラデーシュ州でのムスリム人口率
は 9.55％で、ムスリム警察官の割合は 9.99％で、これら 2 州については、人口比率に対し
てムスリム警察官が多い。そのため、マニプル州およびアーンドラ・プラデーシュ州では、
州警察がムスリムの採用枠を留保するなど、何らかの対策が講じられていた可能性が想起
される。これら 2 州はムスリム人口とムスリムの警察官の数が逆転していたマイナーな事
例と捉えられよう。 
また、第 1 章ですでに論じてきた暴動が頻発してきた 3 州のうち、2011 年センサスでの
ムスリム人口はグジャラート州 9.67％、マハーラーシュトラ州 11.54%、ウッタル・プラデ
ーシュ州 19.26％であった。これに対して、2011 年のムスリムの警察官の割合は、グジャ
ラート州が 4.31％、マハーラーシュトラ州が 1.06％、ウッタル・プラデーシュ州は 4.89％
で、人口に占めるムスリムの割合に対して、ムスリムの警察官が非常に低く、ムスリム人口
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とムスリム警察官の数が見合っていないという状況が浮き彫りになる。 
ムスリムの警察官の寡少という状況について、本稿の対象事例であるマハーラーシュト
ラ州における人口と、州警察官のコミュニティ構成を照合して、さらに検討を重ねたい。表
2－3「マハーラーシュトラ州警察におけるマイノリティの構成」は、アメリカのマサチュー
セッツ工科大学（Massachusetts Institute of Technology）に所属し、インド・ムスリムの
動態について研究してきたオマール・ハリディ（Omar Khalidi）が、マハーラーシュトラ
州警察の内部資料を基に、指定カースト、指定部族、クリスチャン、ムスリム、女性による
各階級別の構成にまとめたものである 
 
表 2－3：マハーラーシュトラ州警察におけるマイノリティの構成（2002 年） 
【出典】［Khalidi 2003：86；栗生 1994］より筆者が作成。 
 
表 2－3 の表を比較すると、マハーラーシュトラ州警察官 150,139 人のうち、所属コミュ
ニティの内訳は、ヒンドゥーが 73.8%で最も多く、次いで留保採用枠である指定カーストが
11.6％、指定部族が 7.6％を、ムスリムは 3.8%、女性が 2.6%、そしてクリスチャンの占め
る割合は 0.6%であった。 
図 2－2「マハーラーシュトラ州警察におけるコミュニティの構成」（2002 年）は、表 2
－3 のデータをより明確にするために、ヒンドゥー、指定カースト、指定部族、ムスリム、
女性、クリスチャンの警察官数の割合を図式化した（図 2－2 参照）。 
 
 
 
 
 階級 警察官数 指定カースト 指定部族 クリスチャン ムスリム 女性 
1 
インド警察職 
（警視以上） 
284 56 (19.7%) 21 (7.3%) 3 (1%) 6 (2.1%) 6 (2.1%) 
2 副警視/副警察部 652 125 (19.1%) 59 (9%) 1 (0.1%) 14 (2.1%) 15 (2.3%) 
3 警部 2,702 353 (13%) 190 (7%) 16 (0.5%) 97 (3.5%) 14 (0.5%) 
4 警視補 2,030 233 (11.4%) 117 (5.7%) 9 (0.4%) 97 (4.7%) 49 (2.4%) 
5 警部補 6,509 727 (11.1%) 313 (4.8%) 24 (0.3%) 218 (3.3%) 211 (3.2%) 
6 警部副補佐 13,740 1,798 (13%)  964 (7%) 68 (0.4%) 523 (3.8%) 113 (0.8%) 
7 巡査部長 32,572 3,541 (10.8%) 1,847 (5.6%) 195 (0.5%) 1,287 (3.9%) 258 (0.7%) 
8 巡査長 22,643 2,587 (11.4%) 1,536 (6.7%) 152 (0.6%) 993 (4.3%) 219 (0.9%) 
9 巡査 69,007 8,112 (11.7%) 6,397 (9.2%) 450 (0.6%) 2,523 (3.6%) 3,066 (4.4%) 
10 計 150,139 17,532 (11.6%) 11,444 (7.6%)  918 (0.6%) 5,758 (3.8%) 3,951(2.6%) 
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図 2－2：マハーラーシュトラ州警察におけるコミュニティの構成（2002 年） 
 
【出典】［Khalidi 2003：86］より筆者が作成。 
 
ここで、2002 年のマハーラーシュトラ州警察におけるコミュニティ構成に対して、2001
年センサスの人口規模と照合して検討を加えてみる。2001 年センサスでは、マハーラーシ
ュトラ州のヒンドゥー人口は 7,785 万 9,385 人で人口比では 80.4%、ムスリム人口は 1,027
万 485 人で 10.6%をそれぞれ占めていた。マハーラーシュトラ州警察のうちヒンドゥーは
110,536 人で 73.8％を占める一方、ムスリムは 5,758 人で 3.8％である。すなわち、州内の
ムスリム人口に比べて、ムスリムの警察官の割合は 0.06％を占めていたに過ぎず、ムスリ
ムの警察官の寡少という状況が見出せるのである。 
州政府は州警察の採用と異動を担ってきたがゆえに、警察人事においてヒンドゥーの政
治家の影響と宗教コミュニティへの差別や偏向を受けないで遂行されることは不可避であ
る。州警察が州・県・市議会の各行政体における政治家の影響とコントロールを受けること
は不可避である。ブラスは、暴動発生時における初動態勢は、巡査から警視にいたる現場レ
ベルの警察官が当たり、彼らは否応なしに地方レベルでの政治家のコントロールに依存す
ることになると説明する［Brass 2003：328］。結果として、ヒンドゥー警察の寡占は、ヒ
ンドゥーが共有する価値観が前面に押し出され、ヒンドゥー・ナショナリスト政治家に同調
する警察官が続出するという状況を生み出す。暴動の発生時に、反ムスリムという偏見を持
ったヒンドゥー警官によるヒンドゥー暴徒への不作為、加担、ムスリムへの暴力、といった
不適切な法執行が頻発する状況につながるのである。 
ラーイは、マイノリティであるムスリム、クリスチャン、スィクの採用枠の拡大を提言す
る。ラーイは、これまでにアメリカやイギリスではアフリカ系、アジア系、アイルランド系
といったマイノリティの採用を増やした結果、以前は暴力的、差別的であった警察官による
ヒンドゥー
73.8%
指定カースト
11.6%
指定部族
7.6%
ムスリム
3.8%
女性
2.6%
クリスチャン
0.6%
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マイノリティ住民への対応が改善してきたことを例として挙げ、マイノリティの採用によ
って、異なる宗教に属する警察官が宿舎に同居し、食事を囲み、同じ任務を遂行するなかで、
偏見を取り払い、団結することができるとみなす。そのうえで、ラーイは州警察におけるマ
イノリティの警察官の占める割合は 10％に増員すべきと主張する［Rai 2008：134-135］。 
ムスリム警察の寡少の背景について、1982 年から 85 年にムンバイー市警察長官を、1985
年から 86 年にグジャラート州警察長官を、1986 年から 88 年にはパンジャーブ州警察長官
を歴任したリベイロは、州の公用語をめぐる問題をその一因に挙げる。「職員採用にあたり、
マハーラーシュトラ州警察は州の多数派であるマラーティー語話者のヒンドゥーとのコミ
ュニケーションを図ることが必須である。ムスリムにとってマラーティー語の習得が採用
試験の受験への障壁となり、ムスリムの意欲を低下させ、結果として採用されにくい環境を
もたらしている」と捉えている。その一方で、ハリディはマハーラーシュトラ州警察官のな
かでクリスチャンの占める割合は 0.6%であったものの、インド警察職でクリスチャンのリ
ベイロ、アルメイダ（H.C. Almeida）、ロボ（John Lobo）、メンドンサ（Ronnie H. Mendonca）
といった人物がムンバイー市警察長官を務め、彼らが実績を挙げていたことに注目する。そ
の上で、クリスチャンが上級のインド警察職に採用され、警察高官を務めてきたのは、その
教育レベルの高さにあると指摘する［Khalidi 2003：85-87］。 
筆者は、マハーラーシュトラ州警察がムスリムの警察官の寡少という現状について、実際
にどのように捉えているのか、2010 年 4 月に当時のムンバイー市警察長官シヴァナンダー
ン（Dhanushyakodi Sivanandhan）に聞き取りを行った。シヴァナンダーンはその背景と
して、ムスリムの教育レベルの低さと州公用語でマハーラーシュトラ州出身のヒンドゥー
の母語でもあるマラーティー語習得の難しさについて指摘した。その上でマハーラーシュ
トラ州警察はムスリム青年に対して、積極採用を行っていきたいとの意欲を述べた49。シヴ
ァナンダ―ンの見解は、ハリディの研究でも指摘されたように、ムスリムの教育レベルの低
さに原因を求めるものであった。シヴァナンダーンは、聞き取り調査実施の 2 か月後の、
2010 年 6 月から 2011 年 2 月までマハーラーシュトラ州警察長官を務めたが、ムスリムの
採用枠の拡大に着手する動きは見られなかった。つまり、たとえ一つの州政府が単独でムス
リムの留保枠の確保を志向したとしても、連邦内務省が主導して全国の警察組織が一致し
                                                   
49 2010 年 4 月 19 日、ムンバイー市警察長官執務室にて行った筆者によるシヴァナンダーン市警察長官
への聞き取り。聞き取りはシヴァナンダーンが州警察長官に就任する以前に行ったが、すでに 2010 年
6 月からの昇進が決定していたことから、州警察長官の発言とみなしている。 
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て取り組まない限り、是正されない難しさが横たわっている。 
ラーイは、異なる宗教コミュニティに属する警察官が相互理解を促進し、偏見のない法執
行活動の遂行につながるとの見地からムスリム採用枠の拡大を提起している。一方で、リベ
イロやシヴァナンダーンは、教育レベル、言語習得の問題から、現実的にはムスリムの採用
が難しい状況を説いた。 
インド警察にムスリムを積極採用する取り組みが実行されない限り、ヒンドゥー警察の
ムスリムへの差別と偏見は蔓延し、ヒンドゥー警察によるムスリムへの不当な暴力行使は
継続するだろう。しかし、ムスリム警察の採用には教育と言語による課題が存在し、ヒンド
ゥーの警察官の寡占という現状は改善されないのである。 
実際には、全ての州警察が連邦内務省と足並みをそろえ、ムスリム警察の増員を即時断行
することは困難を極めるのである。結局、旧態依然とした警察法とヒンドゥー警察の寡占が、
警察の機能不全を生み出す要因となってきたわけである。 
 
第 3 節 ヒンドゥー・ムスリム間暴動における機能不全 
 
本章でここまで述べてきたように、インド警察は住民への抑圧的な法執行活動とヒンド
ゥーの警察官の寡占という構造的欠陥を抱えている。これらの問題が暴動発生時には警察
による機能不全の原因となって表面化してきた。第 3 節では、暴動発生時の機能不全の状
況について、具体的に分析を加える。第一に、ムスリムに対する偏見についての心情を検討
する。第二に、暴動発生時に警察が暴徒を看過したり、また暴徒に加担してきた機能不全に
陥った警察が住民からどのように評価されてきたのか検討することとする。 
 
警察のムスリム偏見とヒンドゥーへの共感 
小規模暴動および大規模暴動発生時に、インド警察の警棒による殴打、無差別発砲、不当
逮捕を行ってきた。警察による過度の武力制圧が暴動の被害を拡大し、警察は暴動の攪乱と
もなってきた。警察によるムスリムへの暴力がなぜ生じてきたのか、その原因を探った 2 つ
の先行研究が挙げられる。ここでは 2 つの先行研究に基づいて、ヒンドゥーの警察官のム
スリムへの偏見の実態を見出すこととする。 
ブラスは、1980 年代にヒンドゥー警察が記した筆者不明の非公式文書『コミュナル暴動
とマイノリティ』（Communal Riots and Minorities）を基に、ヒンドゥーの警察官が有す
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るムスリムへの偏見について述べている。インドの状況を考える上で、信ぴょう性があり、
またブラスが引用していることから紹介するに値すると言える。この文書では、ヒンドゥー
警察がムスリムをどのようにみなしていたのか、その偏見を、以下の 5 つの特徴として列
挙している。ヒンドゥーの警察官によると、第一に、暴動は、ムスリム住民が過半数もしく
は一定規模以上居住している地域で発生する。第二に、ムスリムは激しやすく、理性に基づ
かない人々である。対して、ヒンドゥーは法を遵守し、警察と協力する。第三に、ムスリム
が常に暴動を発生させ、他の宗教コミュニティと警察に対して攻撃を加えている。第四に、
国内で発生した過去の暴動では、ムスリムがヒンドゥーに多大な損失をもたらしてきた。し
たがって、近年発生してきた暴動で犠牲者の多くをムスリムが占めてきたという傾向は、ム
スリムにとっての教訓として、正当化できる状況である。第五に、ムスリムは攻撃的である
ので、彼らを制圧するには、逮捕と発砲を行い、教訓として教え込まれなければならない。
ムスリムをさらに数多く逮捕する必要がある［Brass 2003：330-331］。 
ヒンドゥーの警察官による匿名の文書をまとめると、ヒンドゥー警察が、暴動発生の責任
をムスリムに負わせ、ムスリムに対する暴力は暴動抑止のために必要な措置として正当化
されていたという点である。ムスリムを逮捕し、発砲を行って、教訓を教え込まねばならな
いと匿名文書で主張されていたのである。一方で宗教を同じくするヒンドゥーに対しては、
遵法的で警察に協力的であったと捉えている。以上の文書の内容を踏まえると、こうしたヒ
ンドゥー警察のムスリム偏見と 1980 年代以降に反ムスリムを掲げたヒンドゥー・ナショナ
リストのイデオロギーと一致していたと言えよう。 
それでは、インド警察は暴動発生時の自らの任務をどのように評価していたのだろうか。
ウッタル・プラデーシュ州警察副長官を務めたラーイは、ヒンドゥー・ムスリム間暴動発生
時の警察および準軍隊による法執行活動についてムスリムの暴動被害者 200 人、ヒンドゥ
ーの暴動被害者 200 人の計 400 人に対して聞き取り調査を行った50［Rai 2008：13-15］。 
 表 2－4「暴動被害者の警察の法執行活動についての評価」は、ラーイがヒンドゥーおよ
びムスリムの暴動被害者に対して、暴動発生時における警察の法執行について、友好的
（Friend）か、敵対的（Enemy）か、中立的（Neutral）か、のいずれの状態と見なしてい
たのか、その評価を集計したものである。 
 
                                                   
50 ラーイは「警察の中立性」とは、法の適用及び執行における公正さ、と定義づけている［Rai 2008：
16］。 
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表 2－4：暴動被害者の警察の法執行活動についての評価 
 質問事項：コミュナル暴動の間、どのように警察の行動を見なしますか？ 
（How do you find police during communal riots?） 
 
 
 
 
【出典】［Rai 2008：100］ より筆者が作成。 
  
表 2－4 で読み取れるのは、ムスリムの暴動被害者の 97％が暴動発生時の警察の法執行
活動が敵対的であったと評価していた点である。この結果と相反するように、ヒンドゥーの
71.5％は警察の法執行活動が友好的であったとみなしていた。その上で、警察の法執行活動
が中立的であったと評価していたのは、それぞれヒンドゥーが 22.0％、ムスリムが 1.5％で
あった。この表 2－4 から説明できるのは、暴動発生時において、警察はヒンドゥーには友
好的に、ムスリムには敵対的に職務を遂行していた状況である。 
続いて、表 2－5「暴動被害者による暴動発生時の警察への信頼度」はヒンドゥーおよび
ムスリムの暴動被害者に対して、暴動発生時に警察に救援を求めるかどうかを質問した結
果を集計したものである。 
 
表 2－5 ：暴動被害者による暴動発生時の警察への信頼度 
質問事項：あなたは暴動発生時に警察に救援を求めますか？ 
（Will you approach police for help during communal riots?） 
 
 
 
【出典】［Rai 2008：101］ より筆者が作成。 
 
表 2－5 からは、暴動発生時に自らの身に危険が差し迫った状況下では、ヒンドゥーの
93.0％は警察に救援を求めると回答した。これに対して、ムスリムの 73.5％は警察から救
援を求めないと回答していた。ここから読み解けるのは、ムスリムは暴動発生時において、
警察の法執行活動で敵対的な対応を受けるだろうと考えて、救援を求めないということで
ある。 
 ヒンドゥー（人） ムスリム（人） 合計（人） 
友好的 143（71.5％） 3（1.5％） 146（36.5％） 
敵対的 13（6.5％） 194（97.0％） 207（51.7％） 
中立的 44（22.0％） 3（1.5％） 47（11.7％） 
 ヒンドゥー（人） ムスリム（人） 合計（人） 
はい 186（93.0％） 32（16.0％） 218（54.5％） 
いいえ 4（2％） 147（73.5％） 151（37.7％） 
無回答 10（5％） 21（10.5％） 31（7.7％） 
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警察に救援を求めないのでならば、ムスリムは他の治安維持勢力に救援を求めるのであ
ろうか。表 2－6「暴動対応にあたる治安維持勢力の選好」では、ヒンドゥーおよびムスリ
ムの暴動被害者は、市警察、州武装警察隊51、中央予備警察隊、軍隊（Army）の、暴動対応
にあたってきた治安維持勢力のうち、どの勢力が派遣されることを望むか、回答をまとめた
結果である。 
 
表 2－6：暴動対応にあたる治安維持勢力の選好 
質問事項：いずれの治安維持勢力が、暴動発生時に、居住地域に派遣されることを望みます
か？ 
（Which force will you like to be deployed in your area during communal riots?） 
 
 
 
【出典】［Rai 2008：102］ より筆者が作成。 
 
表 2－6 が示すのは、ヒンドゥーの 51.5%が州武装警察隊を、ムスリムの 51.0%が中央予
備警察隊を、それぞれ居住地域に派遣されることを最も望んでいたことである。前掲の表 2
－4 では、7 割超のヒンドゥーは自らに対する警察の振る舞いが「友好的」であったと回答
したものの、実際の暴動対応という点になると、そのヒンドゥーでさえも警察よりも州武装
警察隊が派遣されることがより望ましいと捉えていた。このヒンドゥーの見解からも、ヒン
ドゥー、ムスリムともに暴動被害者は、総じて警察の暴動対応が必ずしも事態の収束におい
て有効ではないと評価していた。そのうえでヒンドゥーは州武装警察隊が、ムスリムは中央
予備警察隊が暴動発生時に派遣されることを望んでいた。 
州武装警察隊との回答はヒンドゥーが 51.5%で、ムスリムが 3.0%であったのに対して、
中央予備警察隊と回答したのは、ムスリムが 51.0%で、ヒンドゥーが 5.0%であった。注目
すべきは、州武装警察隊と中央予備警察隊の選好に関して、ヒンドゥーとムスリムの間で明
らかに相反する結果が得られた点である。 
                                                   
51 州武装警察隊は、ウッタル・プラデーシュ州、マディヤ・プラデーシュ州、ビハール州、ケーララ州、
オリッサ州、パンジャーブ州、ラージャスターン州、西ベンガル州、ミゾラム州に設置されている。例
えば、ウッタル・プラデーシュ州には 1948 年に、軍隊の常習的な派遣を防ぐことを目的として設置さ
れた。その役割は宗教コミュニティ間、宗派間、カースト間および土地所有をめぐる騒乱への対応、反
テロリスト掃討作戦、要人警護、洪水・地震・事故といった災害時の救援が挙げられる［Uttar 
Pradesh Stae Police. “Provincial Armed Constabulary”. n.d.］。 
 ヒンドゥー（人） ムスリム（人） 合計（人） 
警察 70（35.0％） 18（9.0％） 88（22.0％） 
州武装警察隊 103（51.5％） 6（3.0％） 109（27.2％） 
中央予備警察隊 10（5.0％） 102（51.0％）  112（28.0％） 
軍隊 17（8.5％） 74（37.0％）  91（22.7％） 
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ヒンドゥーが州武装警察隊により高い選好を示した背景には、州武装警察隊が警察と同
様にヒンドゥーに偏向し、加担してきた状況が見出される。ホロウィッツによると、1972
年ウッタル・プラデーシュ州フェロザバード市（Ferozabad）、1982 年のウッタル・プラデ
ーシュ州メーラト市、1984 年の連邦直轄領デリー市、1985 年のグジャラート州アフマダー
バード市、1990 年のウッタル・プラデーシュ州ビジョール市（Bijnor）でそれぞれ発生し
た暴動では、州武装警察隊による暴徒への加担、発砲、略奪が見受けられたという［Horowitz 
2001：353］。加えて、本稿第 3 章第 4 節にて論じる 2001 年 10 月に発生したマーレーガオ
ン暴動では、州武装警察隊の巡査が 9・11 事件後の米英によるアフガニスタン爆撃に抗議
し、米英製品の不買呼びかけを訴えたチラシを市中で配っていたムスリム住民を逮捕した
ことを発端として、1 万人規模の暴動に進展した［Dalwai, et al. 2001：4］。過去の暴動事
例からは、ヒンドゥーの回答者がより望ましいとみなしていた州武装警察隊は、実際にはヒ
ンドゥーに偏向して暴動の発生や拡大を招き、機能不全に陥っていたことが判明する。同様
に、ムスリムが中央予備警察隊をより高く選好した点についても、過去の暴動事例で裏付け
ることができる。本稿第 4 章にて論じる 1984 年 5 月のビワンディー暴動では、市警察は中
央予備警察隊が派遣されるまで住民に無差別発砲を行なっていたため、機能不全に陥って
いた市警察を恐れた多くの住民は、暴動の収束後も中央予備警察隊の駐留を望んでいたと
いう［Engineer 1984：18］。翻ると、ムスリムが選好した中央予備警察隊は、ヒンドゥー
に偏向することなく、暴動制圧において最も効力を発揮してきたと導き出されるのである。 
これまでに、ヒンドゥーおよびムスリムの暴動被害者は、警察の振る舞い如何にかかわら
ず、その暴動対応が有効でなく、期待を寄せていないことが判明した。それでは、警察に対
して、ヒンドゥーおよびムスリムは、どのような暴動対応を望んでいたのだろうか。 
表 2－7「警察による暴動対応の望ましい様態」は、暴徒に厳しく対処すること（Firm and 
ruthless handling of rioters）、差別なく公正に対処すること（Firm and impartial dealing 
without any discrimination）、柔軟に対処すること（Soft pedaling）のうち、どの暴動対応
を警察に望むのか、その回答をまとめたものである。 
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表 2－7：警察による暴動対応の望ましい様態 
質問事項：暴動発生時に警察に何を期待しますか？（What will you expect from police 
during riots?） 
 
 
 
【出典】［Rai 2008：102］ より筆者が作成。 
 
表 2－7 では、ヒンドゥーの 63.5％が「暴徒に厳しく対処」することを望んでいたのに対
して、ムスリムの 86.0％は「差別なく、公正に対処」することを望んでいた。ここで想起さ
れるのは、ムスリムが暴動発生の現場で、警棒による殴打52、不当逮捕、無差別射撃といっ
た、警察からの武力行使を、ムスリムだからという理由で、否応なく受けてきた状況である。
言い換えれば、ムスリムは暴動時におけるヒンドゥーの暴徒に対する不作為という警察の
機能不全について、認知しており、ゆえにヒンドゥー、ムスリムという宗教の差異によらな
い、差別のない公正な対処を強く望んでいたことが読み取れるのである。暴動発生時におけ
る警察からの暴力の受け手は、ムスリムが圧倒的に多く、ヒンドゥーとムスリムでは警察へ
の捉え方が大きく異なっていることが判明する。 
それでは、インドの警察官はどのような点から警察が中立であるとみなしていたのであ
ろうか。ラーイは 50名の警察官に対しても、「どのように警察の中立性を定義づけますか？」
（How will you define the concept of police neutrality？）と質問した。警察の回答者は、
警察の中立について、自らの持つ宗教感情に影響されず対応を行うこと、法に基づいた公正
な対処を行うこと、の 2 点を挙げていた［Rai 2008：105］。50 人の警察官の回答者はみな
一様に警察が中立かつ公正で、偏見なく暴動状況に対処していると確信していた。そして表
2－4 で検討したように、ヒンドゥーとムスリムの暴動被害者は、警察が暴動発生時に中立
であると回答したのは全体の 1 割超に過ぎなかったのに対して、警察自身は自らの法執行
活動が中立かつ公正と捉えていたのである。 
表 2－4 から表 2－7 までの結果から明らかになるのは、暴動被害者であってもヒンドゥ
                                                   
52 本稿では、インド警察が用いる警棒とは、ラーティーと呼ばれるものを指す。植民地時代以降、警官が
武器として用いる鉄のたがのはまった長さ約 1.5 メートルの籐または竹でできた棍棒。ラーティーによ
る殴打は、現地では“ラーティー・チャージ”（Lathi Charge）、「警棒攻撃」と呼ばれる。警棒による
殴打は、独立後も警官によって大衆運動の弾圧にしばしば用いられている［Draeger and Smith 
1969：152-153；南アジアを知る事典 2012：内藤雅雄「ラーティー・チャージ」の項：836］。 
 ヒンドゥー（人） ムスリム（人） 合計（人） 
暴徒に厳しく対処 127（63.5％） 28（14.0％） 155（38.7％） 
差別なく、公正に対処 59（29.5％） 172（86.0％） 231（57.7％） 
柔軟に対処 14（7.0％） 0（0.0％） 14（3.5％） 
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ーとムスリムでは警察および治安維持勢力への評価が二分していた点である。ヒンドゥー
が警察を友好的であるとみなし、暴動発生時には救援を求めるとの回答が多かった一方で、
ムスリムは警察が敵対的であり、救援を求めないとの回答が多かった。また警察は友好的と
回答していたヒンドゥーも、暴動発生時には警察よりも州武装警察隊の派遣をより高く選
好しており、警察が暴動制圧に効力を発揮してきたとは、必ずしも評価していなかった。対
して、ムスリムは警察や州武装警察隊よりも中央予備警察隊の派遣を選好していた。さらに、
ヒンドゥーが暴動発生時には警察が暴徒に厳正に対処することを期待していたのに対し、
ムスリムは差別なく公正に対処することを期待していた。ここに、ヒンドゥーの寡占状態に
あるインドの警察官は、暴動発生時にはヒンドゥーには友好的である一方で、ムスリムへの
無差別発砲や不当逮捕を行い、時にヒンドゥーの暴徒を放任し、また暴徒と共に略奪、放火、
殺害に加担してきた状況を裏付ける結果が得られた。 
 ラーイの調査は、ヒンドゥーおよびムスリムの暴動被害者の 400 人に対して聞き取り調
査を実施、警察に対する見解を明らかにしたという点で意義深い。一般的に、研究者にとっ
ては暴動被害者の特定と彼らへの聞き取り調査の実施は決して容易ではない。インド警察
職のラーイがヒンドゥーとムスリムの双方の暴動被害者に対して、暴動発生時の警察の行
動というセンシティヴな主題への聞き取りを行い、結果としてヒンドゥーとムスリムでは
警察への捉え方が真逆であったことを実証したことは評価に値する。 
同時に、ラーイの調査には以下 4 点の問題を指摘できる。第一に、暴動被害者と説明する
ヒンドゥーおよびムスリムの回答者について、負傷、略奪、放火、親族が殺害された等、ど
のような被害をこうむったのか、その内容や程度に応じた定義づけがされていない。 
第二に、表 2－4 で示した暴動被害者の回答について、回答者がどのような判断基準から
警察を友好的、敵対的、中立的とみなしていたのかが不明瞭な点である。たとえば、警察を
友好的もしくは中立的だと感じた根拠について、暴動発生時に自らの通報に応じて即座に
救援に駆け付けてくれた、暴動状況の情報提供に応じたといった経験が推測されるものだ
が、そうした説明は一切されていない。逆に、警察を敵対的だと感じた根拠についても、イ
ンドで発生した過去の暴動状況を鑑みると、突如家宅捜査をされたとか、警察から殴打され
た、略奪被害を受けた、不当逮捕されたといった経験が推測される。だが、暴動被害者への
聞き取りにおいて、被害者それぞれが有していた経験についての言及はなく、被害の実態に
ついて曖昧模糊とした印象を受ける。 
第三に、対象者の選定が有意であったのか、それとも無作為なのか明記されておらず、か
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つどの時期にどこで発生した暴動における被害者なのか、調査における基本情報の明示と
いう点において、著しい欠落が見られる点である。 
そして第四に、50 人の警察官への聞き取り調査で浮き彫りになった警察組織による自己
正当化という点である。調査に応じた警察官自身がたとえ日常業務の中で、部下・同僚・上
官の行動を中立ではないと感じたとしても、州警察副長官のラーイに対して否定的な回答
をすることは考えにくい。ゆえに、ラーイの警察への調査は「警察は中立」という前提あり
きであり、組織の壁を乗り越えた見解を収集する水準には達していなかったと指摘できる。 
ここまでは、ラーイによる州警察、ヒンドゥー住民、ムスリム住民へのアンケート調査か
ら得られた知見を中心に検討し、ヒンドゥー・ムスリム間暴動時における警察と住民の関係
性を浮き彫りにしてきた。すでに本稿では第 1 章第 1 節において、1961 年から 2008 年ま
での 79 事例にわたるヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況について分析してきた結果、
警察が暴動の制圧に失敗し、大規模暴動へと悪化するという事例を数多く見出してきた。さ
らに、ラーイの調査からヒンドゥー警察官とヒンドゥー住民が親密であったことが浮き彫
りになった。この調査からは、ヒンドゥーが寡占状態にあるインド警察が、暴動発生時には
ヒンドゥーの暴徒を、時に友人のようにかばい、放任し、また略奪、放火、殺害に加担して
きた背景が確認できた。こうした状況を踏まえたうえで、本稿ではさらに第 3 章および第 4
章で、マハーラーシュトラ州のムンバイー市およびビワンディー市で発生してきた暴動か
ら、実際の現場でのヒンドゥー警察官の言動、機能不全に陥った状況について後述すること
とする。 
インド警察が暴動発生時に公正かつ迅速な法執行活動を展開し、大規模暴動への悪化を
食い止め、状況を好転させるためには、旧来のヒンドゥーが寡占状態にあるインド警察の秩
序維持と法執行には限界が生じてきたことが浮き彫りになるのである。 
 
第 4 節 インド警察の構造改革の動き 
 
本章第 2 節にて述べてきたように、インド連邦内務省は、英国植民地政府下に制定され
た 1861 年警察法が、インド警察の住民抑圧的な体質の根幹を形作ってきたとして、法制度
の改革を訴えてきた。さらにヒンドゥー警察官の寡占という職員構成自体にも問題があり、
それによって生じてきた暴動発生時の機能不全という状況を指摘した。上級官のインド警
察職が州警察に対して、改革を志向しようとも、暴動発生時の初動対応は州警察の巡査、巡
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査部長といった下級警察によって執られており、州警察の機能不全という状況がもたらさ
れてきた。警察の構造改革をめぐっては、連邦内務省が改革委員会を設置する等、連邦と州
による軋轢が生じてきた。1970 年代後半から掲げられてきた警察法の改革は、その時々に
権力を掌握してきた州政府の意向が反映されてきたため、実際には頓挫してきた。 
 度重なる法制度の改革に直面しながらも、連邦内務省は、インド警察法の改革委員会を再
び設置し、1861 年インド警察法の改正、暴動予防の法制度化に着手してきた。さらには、
暴動の予防の制度化を目的として、2005 年から修正が加えられつつ、コミュナル暴力予防
法案が提出されてきた。そこで、本節では 2006 年警察法案と 2011 年コミュナル暴力予防
法案についての検討を加え、2000 年代以降に連邦中央政府が取り組んできた警察改革の動
きを見出すこととする。 
 
2006 年警察法案による改革の動き 
2006 年 10 月に、2006 年警察法案（The Model Police Act, 2006：以下「2006 年法案」
と略する）が 1861 年警察法の代替案として提出された。草案に携わったのは、連邦内務省
が任命したソリ・ソラブジー（Soli J. Sorabjee）博士を長とした 6 人から構成される委員
会（以下、「ソラブジー委員会」と略する）であり、2005 年 9 月より 40 回の協議を経て、
1861 年警察法に代わる法案を提出した。 
ソラブジー委員会が 2006 年法案の提出時に、周知のために提出した概要書で強調したの
は同法案の目的である。ソラブジー委員会は、警察が民主的な社会において専門的な警察サ
ービスを提供し、住民の要請に対して、十分かつ効果的な法執行活動を行い、法の支配への
説明責任を有する機関として位置づけられることを求めていた。2006 年法案は、警察には
社会的な責任をもたらし、警察がマイノリティを含む弱者層の保護に配慮しつつ、公正と人
権の行動規範によって管理されることを重視していた53。 
すでに述べてきたように、インド警察の組織を規定してきたのは、英国植民地政府が制定
した 1861 年警察法であり、独立後も長きにわたり、現行法として効力を有してきた。イン
ド警察は植民地支配の遺産でもある 1861 年警察法では、植民地支配の強化を目的とした組
織として位置づけられてきた。住民に抑圧的な体質であり、容易に武力を行使して法執行活
動を遂行してきた。ソラブジー委員会は、インド警察の改革のためには、警察自身が住民を
                                                   
53 Ministry of Home Affairs, Government of India. Police Act Drafting Committee. “A Brief Note on 
the Bill proposed for the Model Police Act, 2006”. 2006. 
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支配するとの意識から脱却し、住民の要請に応じた専門的な警察サービスを提供する、法の
支配への説明責任を有する機関となるべきだと示した。さらにソラブジー委員会は、ヒンド
ゥーが寡占状態にあるインド警察は、ムスリムをはじめとするマイノリティに対して、偏見
に満ちた法執行活動を展開してきた状況を踏まえていた。そのため、2006 年法案では、マ
イノリティを含む弱者層の保護に注力し、警察組織が公正と人権の行動規範によって管理
されることを求めていた。 
2006 年法案は、インド国内治安の変化、特に暴動、交戦状態、ナクサリズム（naxalism）
の拡大によって54、従来の住民抑圧的な警察の役割を改め、警察の責務を明確にするという
点から作成された。特筆すべきは、住民の協力と支援を引き出すために警察がどのように変
わるべきなのかという警察行動の変化について言及している点である。これは、独立後に構
築されてきたインドの民主的な社会において、本来住民が期待する警察サービスの提供を
反映した内容であった55。1861 年警察法との違いがはっきりと浮き彫りになったのは、警
察の役割、機能、任務、責任について述べた 2006 年法案第 6 章 57 条である。該当条項に
は、1861 年警察法では全く記されていなかった、人権、宗教コミュニティ間の共生に関す
る言及も見られる。 
2006 年法案第 6 章 57 条では、警察は公共の秩序維持に加えて、1）国民の生命、自由、
財産、人権、尊厳を守ること、2）テロ活動、コミュナル・ハーモニーの断絶56、軍事活動に
対して予防し、制圧すること、3）住民に秩序維持の行動を定着させ、可能な限り暴動を予
防し、友好関係を促進すること、4）公共の安全に影響を及ぼす事案について、および社会
犯罪、コミュナリズム、極端主義、テロリズム、その他の国内の治安に関する事象を含む犯
罪について、情報収集を行うこと、がその任務として挙げられている57。 
                                                   
54 インドの武装革命至上主義者の名称。1967 年 3 月西ベンガル州ナクサルバーリーで土地なし農業労働
者たちによる地主の土地占拠闘争が展開され、5 月に警官隊と衝突した後に武装闘争を開始した。同じ
頃アーンドラ・プラデーシュ州の農民たちも武装闘争を開始、これ以後武装革命路線を取る活動家はナ
クサライトと称される。彼らは毛沢東思想に基づく中国共産党革命路線を受け入れた［南アジアを知る
事典 2012：内藤雅雄「ナクサライト」の項：562 より筆者が編集］。マオイストは毛沢東主義を信奉す
る極左武装集団。ナクサライトとも呼ばれている。インド東部地域を中心に一部のマオイストが現在も
なお武装闘争を続けており、治安上の深刻な問題となっている［南アジアを知る事典 2012：三輪博樹
「マオイスト」の項：749］より筆者が編集。 
55 Ministry of Home Affairs, Government of India. “Constitution of Committee to draft a new Police 
Act”. n.d..  
56 ここでは、原文の “communal harmony”をそのまま訳した。インドでは、主にヒンドゥーとムスリム
が協調関係にあることを「コミュナル・ハーモニー」と表現する。本稿は、従来の現地での概念「コ
ミュナリズム」および「コミュナル」ではなく、第 1 章にて提起した暴動ベクトル概念に基づいて、
「宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生」として概念化し、表記する。 
57 The Model Police Article 57. The role and functions of the police）. Ministry of Home Affairs, 
Government of India. “PADC proposed Bill of the MODEL POLICE ACT, 2006”. n.d.. 
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2006 年法案には、警察の任務として、国民の人権および尊厳の尊重、公共の安全、宗教
コミュニティ間の多文化主義的な共生といった点が加えられている。植民地支配の政体と
権力維持のため、警察が秩序維持を行うことを任務としていた 1861 年警察法とは大きく異
なっていた。特に注目すべきは、2006 年法案第 6 章 57 条において、予防とコミュニティ・
ポリシング活動が明記されていた点である。テロや軍事活動とならんで、異なる宗教コミュ
ニティ間の対立を回避し、予防することを警察の任務として挙げている。さらには、警察は
住民に秩序維持の行動を定着させ、可能な限り暴動を予防し、住民との友好関係を促進する
ことも任務として義務付けられていた。第 6 章 57 条でコミュニティ・ポリシング活動が明
記された背景には、1980 年代後半以降にインド国内で遂行されてきたコミュニティ・ポリ
シング活動の実践が作用しており、連邦内務省はコミュニティ・ポリシング活動の制度化を
図っていたと理解できる。 
 
2011 年コミュナル暴力予防法案による改革の動き 
 連邦内務省は、2005 年コミュナル暴力予防法案を提出するなど、暴動の予防、抑止、暴
動被害者への救済、宗教コミュニティの多文化主義的な共生に特化した法制度を構築しよ
うという動きが見られる。ここでは、2005 年に「コミュナル暴力（予防、制圧、被害者の
回復）法案」（Communal Violence (Prevention, Control and Rehabilitation of Victims）
Bill, 2005）として提出され、2010 年に「コミュナルおよび宗派による暴力法案」（Communal 
and Sectarian Violence Bill, 2010）に修正され、そして最終的に提出された「コミュナル
および攻撃対象を定めた暴力予防法案（正義と補償についての権利）（Prevention of 
Communal and Targeted Violence (Access to Justice and Reparations) Bill, 2011）」のう
ち、2011 年コミュナル暴力予防法案についての検討を加える。2011 年コミュナル暴力予防
法案は、すでにインド刑法およびインド刑事訴訟法で規定された条項を踏襲しつつ、さらに
暴力の予防と事件の被害者救済を明確化している。 
 2011 年コミュナル暴力予防法案において、対象となるのはコミュナルおよび攻撃対象を
定めた暴力である。コミュナルおよび攻撃対象を定めた暴力とは、法案第 3 条（c）では、
「自発的であれ、計画的であれ、特定の人物や財産を傷つけ、自発的であれ、意図的であれ、
特定人物やその財産を害し、また特定集団に属する人物に対して向けられる、世俗国家イン
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ドの基盤を破壊する行動を含む。」と規定する58。 
 2011 年コミュナル暴力予防法案は、暴力の予防と制圧、迅速な捜査と裁判、そして被害
者救済について規定している。暴力が発生した際には、州政府は事件の通報、当該地域にお
ける犯罪への刑罰執行、そして特別裁判所の設置と審議の実施、また被害者のための救済シ
ステムの確立までを義務付けられている。したがって、州政府に対しては、暴動予防および
事件発生時の対応と責任が規定され、その範囲は事件への追及、提訴、被害者救済に至って
いる。これまで曖昧模糊となっていた州政府による暴動対応への責任が明記され、収束、制
圧および加害者の起訴と被害者の救済にまで及んでいる。州政府には被害者の救済として、
難民キャンプを設営し、また補償金の支払いを行うことが義務付けられている。 
 2011 年暴力予防法案では、インド刑法第 153A 条「宗教、人種、生誕地、居住地、言語
を争点として敵意を促し、害をもたらす行為」で規定されていた憎悪犯罪についても、予防
の対象として挙げられる。第 8 条「ヘイト・プロパガンダ」（Hate Propaganda）の条項で
は、「特定人物や集団に対する憎悪を悪化させ、また促す目的で、出版し、伝達し、また言
葉、記述、表示、掲示、その他特定の集団や人物に対する暴力の危険をもたらす行為、また
特定の情報を拡散もしくは放送し、また特定の広告や掲示を出版もしくは表示することは、
本法において、ヘイト・プロパガンダとして有罪とみなす。」と規定している59。 
2011 年暴力予防法案では、過去の暴動発生の前後に政治家や組織指導者による憎悪犯罪
が行われてきた状況を踏まえ、意図的に憎悪を掻き立てる扇動行為をヘイト・プロパガンダ
として刑罰に明記している。 
加えて、過去の暴動発生の現場でしばしば機能不全に陥ってきた警察による不作為およ
び暴動への加担についても条項を設けて、刑罰とみなしている。第 14 条「責務を負う立場
にある公務員による犯罪」（Offences by public servants for breach of command 
responsibility）では、「武装勢力、治安勢力による指揮、制圧、監視が失敗した場合には、
職務不履行とみなし、職務違反として有罪と見なす。（a）指揮し、制圧し、また監督するべ
き人物について状況を認識していた、もしくは認識すべき場合には、それを怠った公務員は、
この罪を犯したとみなす。（b）犯罪を予防し、抑制するための権力を講じず、捜査と起訴に
                                                   
58 Communal Violence (Prevention, Control and Rehabilitation of Victims）Bill, 2005 Article 3 : 
Definitions, (c).  
59 Communal Violence (Prevention, Control and Rehabilitation of Victims）Bill, 2005 Article 8: Hate 
propaganda.  
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必要な手続きを怠った場合」として60、警察による暴動へ不作為に対して、職務違反による
刑罰規定を明示している。 
2011 年暴力予防法案の最も重要な条項は、予防について定めた第 18 条「コミュナルお
よび攻撃対象を定めた暴力を予防するための職務」（Duty to prevent communal and 
targeted violence）であろう。警察および公務員が予防のために行うべき職務について言及
した第 18 条では、「（1）刑事訴訟法の第 129 条および第 144 条の下に秩序維持の職務を負
っている、すべての公務員はコミュナルおよび攻撃対象を定めた暴力を、その計画、発生、
拡大から収束の段階までを含め、予防するために必要な対策を講じること。 (i) 敵意の造
成や存在を含む、コミュナルおよび攻撃対象を定めた暴力の発生を示す力のパターンを認
識するために可能な取り組みを行うこと。 (ii) コミュナルおよび攻撃対象を定めた暴力の
発生について必要な情報を収集すること。 (iii) 自らの権力において、コミュナルおよび攻
撃対象を定めた暴力を予防する行動を取ること。（2）全ての警察官は自らの能力の限り、最
善の行動を講じ、この法の下の犯罪を予防すること。（3）全ての公務員は公正、公平かつ偏
見のない方法によって遅延のない行動を取ること。」と規定する61。第 18 条では、秩序維持
の職務を負っている警察を含む全公務員に、暴動の計画、発生、拡大から収束のまでに対し
て予防策を講じ、暴力発生のパターンを見出すために必要な情報を収集するなどの取り組
みを行うことが定められている。第 18 条の条項は、本稿の暴動ベクトルと予防の概念で提
示する、諍い、犯罪、小規模暴動の段階で、大規模暴動へと悪化する状況を食い止め、好転
させるとの主張に合致している。 
ここまでは、2011 年暴力予防法案が、州政府、インド警察をふくめた公務員に暴力の予
防および収束についての責務を定めていることを説明してきた。だが、州政府が暴動対応に
際して、必ずしも迅速に制圧に向けての対策を講じてこなかった事例も散見される。例えば、
1992 年 12 月に発生したマハーラーシュトラ州ムンバイーでの暴動、2002 年 2 月から 6 月
にかけてグジャラート州全域で発生した暴動では、ともに州政府による暴動制圧には時間
を要したため、その間に大規模暴動へと悪化し、未曽有の甚大な被害をもたらした。そのた
め、2011 年暴力予防法案では、州政府が暴動の予防および収束に機能しない場合を想定し、
条項を設けている。第 20 条では、「組織的なコミュナルおよび攻撃対象を定めた暴力に対
                                                   
60 Communal Violence (Prevention, Control and Rehabilitation of Victims）Bill, 2005 Article 14：
Offences by public servants for breach of command responsibility. 
61 Communal Violence (Prevention, Control and Rehabilitation of Victims）Bill, 2005 Article 18: Duty    
to prevent communal and targeted violence. 
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する連邦中央政府の権力」（Power of Central Government in relation to Organized 
Communal and Targeted Violence）として、「組織的なコミュナルおよび攻撃対象を定め
た暴力の発生は、憲法第 355 条に定められた『国内の騒乱』であり、連邦中央政府は必要に
応じて、対策を講じること」と定めている62。暴動発生時において、州政府が迅速に制圧お
よび収束に着手しなかった場合には、連邦中央政府は州政府の権限を超越して、早期に治安
を回復することが重視されている。 
ここまで検討してきたように、2011 年暴力予防法案では、それぞれの州政府に委任して
きた暴動の対応について、既存のインド刑法を補強する形で、暴動の予防と迅速な制圧に焦
点を当てている。しかしながら未だ可決には至っていない。その背景には、世界ヒンドゥー
協会をはじめとするヒンドゥー・ナショナリスト組織が、ムスリムを擁護した反ヒンドゥー
的な内容であるとの異議を強く申し立ててきたためである63。 
インドの警察行政においては、英国植民地支配期に制定された 1861 年インド警察法が現
行法であるために、警察は住民抑圧的な体質を維持してきた。かつヒンドゥーの警察官が寡
占状態にあるために、反ムスリム的な偏見を持った警察官による危機時の機能不全といっ
た状況が露呈してきた。連邦内務省は 2000 年代に入って、法制度によるインド警察の構造
改革を企図してきた。本節では、インド警察の構造改革の動きとして、2006 年インド警察
法案と 2011 年暴力予防法案について、とりわけ警察の任務と暴動の予防に着目して検討を
重ねてきた。これら 2 つの法案は、本稿の提示する暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシン
グ活動の概念に合致する内容である。未だ可決に至っていないものの、連邦内務省が 2000
年代半ばから相次いで法案を提出し、警察の構造改革を試みていたことが確かめられた。 
 
 
 
 
 
                                                   
62 Communal Violence (Prevention, Control and Rehabilitation of Victims）Bill, 2005 Article 20: 
Power of Central Government in relation to Organised Communal and Targeted Violence. PRS  
Legislative Research. “The Communal Violence (Prevention, Control and Rehabilitation of 
Victims) Bill, 2005”. n.d.. 
Constitution of India Article 355: Duty of the Union to protect States against external aggression 
and internal disturbance. Ministry of Home Affairs, Governmnet of India. “India Code, Constitute 
of India”. n.d.. 
63 Vishwa Hindu Parishad. “VHP for uplifting the marginalized in society”. 2011. 
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第 3 章 ムンバイー市におけるモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの発展 
 
本章では、マハーラーシュトラ州ムンバイー市で、1993 年から活動を継続してきたモハ
ッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストについて、現地での聞き取り調査と参与観察
での知見を盛り込み、コミュニティ・ポリシング活動の成功事例として分析する。第 1 節で
は、そもそもムンバイー市でコミュニティ・ポリシング活動が創設される契機となった、
1992 年 12 月から 1993 年 1 月において発生した 2 度の大規模暴動の発生状況、暴動がも
たらした社会変容について検討を加える。1992 年 12 月 6 日に勃発したアヨーディヤーで
のバーブル・モスク破壊事件が波及し、ムンバイー市では先例のない大規模暴動が発生する
こととなった。ムンバイーでの大規模暴動で明らかになったのは、従来の警察と準軍隊の事
後対応による暴動への武力制圧の限界であった。第 2 節および第 3 節では、ムスリムが中
心となって、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストを創設し、ムスリム住民が
主体的に参画して、コミュニティ・ポリシング活動が展開する過程を検討する。ムンバイー
市において、ムスリムがコミュニティ・ポリシング活動の中核を担ってきたという点が重要
な特徴として挙げられる。第 4 節では、ヒンドゥーとクリスチャンの住民がモハッラー・コ
ミッティ・ムーブメント・トラストの活動に徐々に参画するにつれて、活動の多様化と牽引
力の強化をもたらしてきたことを論じる。第 5 節および第 6 節は、暴動発生が予兆された
時点で、コミュニティ・ポリシング活動の効果を検証する部分である。ここでは 2001 年 10
月に同州内のマハーラーシュトラ州マーレーガオンで大規模暴動が発生した時点と、2002
年 2 月から隣接するグジャラート州で長期的に大規模暴動が継続した時点での、ムンバイ
ー市におけるモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの活動を検証し、実際に危
機時にどのような活動が暴動ベクトルの悪化を予防しえたのか、分析を加える。第 7 節で
は、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシング活
動が遂行してきた暴動予防に対しての、メンバー、住民、警察官、メディアによる評価を考
察し、活動の効果と課題を浮き彫りにする。 
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第 1 節 ムンバイーにおける暴動の発生  
 
 本節では、1992 年 12 月および 1993 年 1 月にかけて、ムンバイー市で発生した 2 度の大
規模暴動について、その状況、発生後の社会変容、武力による暴動制圧の限界を論じていく。
暴動発生についての検討は、1993 年 4 月からムンバイー市で着手されたモハッラー・コミ
ッティ・ムーブメント・トラストのコミュニティ・ポリシング活動の創設に至る背景を読み
取ることを目的としている。1992 年 12 月のムンバイーでの大規模暴動は、ウッタル・プラ
デーシュ州アヨーディヤーで発生したバーブル・モスク破壊事件からの影響を受け、暴動が
波及した結果としてもたらされた。 
 本稿では、バーブル・モスク破壊事件とその後に全国的に連鎖した暴動の流れを、複合型
暴動と捉えている。バーブル・モスク破壊とラーム寺院の再建をめぐる動きの起源は、19 世
紀にまでさかのぼる。長年にわたって、係争が続いてきたことから、その地名にちなんで、
アヨーディヤー問題とも呼称されている。1992 年 12 月 6 日のバーブル・モスク破壊事件
は、ヒンドゥー・ナショナリストによる大衆示威行為の帰結した出来事であり、アヨーディ
ヤー問題が最も苛烈化した時期である。 
 本稿がバーブル・モスク破壊事件およびそれに連鎖して発生した暴動を、複合的暴動と捉
えているのは、モスクという宗教施設の破壊、破壊の過程がテレビや新聞で報じられるにつ
れ、破壊を称賛するヒンドゥー・ナショナリストと抗議するムスリムとの諍いが暴動に発展
したためである。宗教、政治、ヒンドゥー・ナショナリズムの高揚と憎悪犯罪、全国各地で
の諍いと憎悪犯罪という特徴から、その直接的契機と発生状況を鑑みた時に、先例のない状
況として複合的暴動と称することとする。 
  
（1）複合型暴動の発生―1992 年 12 月バーブル・モスク破壊事件  
1980 年代以降、民族奉仕団、世界ヒンドゥー協会、インド人民党、シヴ・セーナーとい
ったヒンドゥー・ナショナリスト組織は、ヒンドゥー教 7 大聖地の一つ、ラーマ神誕生の地
とされるウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤーにあるバーブル・モスクの破壊とラーマ
寺院建設を求めてキャンペーンを展開していった。 
 
アヨーディヤー問題の歴史的変遷 
表 3－1「アヨーディヤー問題の歴史的変遷」は、田中雅一やエンジニーアとプニヤーニ
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ーによる先行研究から、アヨーディヤー問題をめぐる展開を時系列的にまとめたものであ
る［田中 1995：375；Engineer and Puniyani 2011：235-240］。16 世紀中頃にバーブル・
モスクが建造されて以降、19 世紀半ば以降になってヒンドゥーとムスリムの間での係争地
となってきたことから、長期間にわたって継続的にアヨーディヤー問題が取り沙汰されて
きたことが理解できる。 
 
表 3－1 アヨーディヤー問題の歴史的変遷（1528-2010 年） 
年 出 来 事 
1528 バーブルが北インドに侵入し、アヨーディヤーに存在していたと言われるラーマ寺院を破壊 
 し、ラーマ誕生の地にモスクを建築 
1856 イギリスがアワド地域を併合 
1859 衝突事件を回避する目的で、英領インド政府はバーブル・モスクの周辺を鉄柵で囲む。モスクに参拝
に訪れるムスリムとヒンドゥーとの往来が遮断される。 
 ヒンドゥーは外にある基壇に神像を安置し、そこでの礼拝を許可。 
1885 ヒンドゥーが敷地内に寺院を立てる許可を訴えたが、モスクに接近しすぎるとの理由から却下。 
1912 モスクをめぐって、アヨーディヤーで暴動が発生。 
1934 牝牛保護運動を契機に、アヨーディヤーにてヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生。ムスリムが殺害さ
れ、モスクの一部が破壊されたものの、後に修復。 
1936 アヨーディヤーでのムスリム人口が減少し、バーブル・モスクが宗教施設として使用されなくなって
廃墟となる。 
1949 12月22日夜、モスク内部にラーマ神像が設置される。ネルー会議派連邦政権は事態を危惧してバーブ
ル・モスクの門扉を閉鎖したものの、モスク内のラーマ神像は放置。ヒンドゥーが閉鎖されたバーブ
ル・モスクの門扉の前で礼拝を行うようになる。アラーハーバード地方裁判所は「ラーマ神像を除去
すれば、暴動が再発する」との恐れから神像をそのまま放置するとの方針が決定。 
1950 バーブル・モスクの所有権をめぐってヒンドゥーとムスリムがそれぞれ裁判所に提訴。 
1951 ファイザーバード地方裁判所は現状維持を発令 
1955 アラーハーバード高等裁判所で1951年と同様に現状維持の判決 
1983 世界ヒンドゥー協会がバーブル・モスクにラーマ寺院を再建するキャンペーン（Ramjanmabhumi 
movement）を開始。 
1984 世界ヒンドゥー協会が「ラーマ生誕地を開放するための供犠」委員会（Committee for Sarcrifice to 
Liberate Rama’s Birth Place）を組織。 
1986 2月 ファイザーバード地方裁判所がモスク解放の判決下す。所有権に関する係争は決着せず。 
 4月 世界ヒンドゥー協会によるラーマ寺院再建の行進が実行 
1989 11月 ラジヴ・ガーンディー会議派連邦政権はラーマ寺院の定礎式を許可。 
 第9次総選挙にて会議派は敗北、インド人民党が主導の連立政権が成立 
1990 9月 インド人民党がアヨーディヤーへのラーマ寺院再建を訴えた行進を全国的に組織 
 11月 警察の発砲により行進の参加者に死者が出る。インド人民党連立政権が瓦解する。 
1992 7月 ラーマ寺院再建の工事が着工される 
 12月 全国から30万人の支持者が集結、暴徒化したヒンドゥーによってバーブル・モスクが破壊。バ
ーブル・モスク破壊事件の調査のためリベルハーン委員会が設置。6か月以内に報告書を公刊すること
が命じられる。 
1996 アラーハーバード高等裁判所はモスク破壊に関連する全ての民事訴訟について審理を開始 
2002 アラーハーバード高等裁判所は、ラーム寺院が破壊されてバーブル・モスクが建立されたとする言説
を確認するため、遺構調査の開始を指示。 
2003 インド考古学統計局はバーブル・モスクが建てられていた場所にラーム寺院の存在を裏付けるヒンド
ゥーの寺院群の遺構を発見 
2005 イスラーム過激派がかつてバーブル・モスクの建てられていた場所を襲撃。監視にあたっていた治安
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【出典】［田中 1995：375；Engineer and Puniyani 2011：235-240］より筆者が作成。 
  
バーブル・モスクは、インドのイスラーム王朝ムガル帝国の創設者であるバーブル（Bābur）
に仕えた武将が 1529 年に建造したものであった。古来より、アヨーディヤーは、ヒンドゥ
ー教のヴィシュヌ神の化身ラーマ神が生誕した場所とされてきた。それゆえに、バーブル・
モスクの敷地には、ラーマ神の祭壇も設置され、ヒンドゥーとムスリムは、ともにこの町を
神聖視してきた。 
バーブル・モスクをめぐってヒンドゥー・ムスリム間の対立が顕在化したのは、1859 年
に英領インド政府がモスクの周辺を鉄柵で囲み、ムスリムとヒンドゥーとの往来を遮断し
て以降である。1934 年には、ヒンドゥー・ナショナリスト組織による牝牛保護運動を契機
に、アヨーディヤーでヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生した。この事件によって、ムスリ
ムが殺害され、モスクの一部が破壊された。分離独立後の 1949 年 12 月に、半ば廃墟と化
していたバーブル・モスク内に、何者かがラーマ神像を設置したことで、一気に緊張が高ま
っていった。ネルー率いる会議派連邦政権は、この神像をめぐってヒンドゥー・ムスリム間
暴動が再発することを恐れ、モスクの門扉を閉鎖した。だが、この時、モスク内に置かれた
ラーマ神像を撤去しなかったため、次第にヒンドゥーがバーブル・モスクの門扉の前で礼拝
を行うようになっていった。ネルー首相率いる会議派の連邦中央政権の意向をうけて、ウッ
タル・プラデーシュ州のアラーハーバード地方裁判所は、ラーマ神像を撤去すれば、暴動が
再発するとの判断の下に、神像をそのまま放置することを公的に決定した。ここから、アヨ
ーディヤー問題は徐々にインドのヒンドゥー・ムスリム間の対立を煽るシンボルとして顕
在化していった。1950 年には、ラーマ神像の設置が公的に認められたとみなしたヒンドゥ
ーとムスリムはバーブル・モスクの所有権をめぐって法廷闘争を巻き起こした。1951 年お
よび 1955 年には、アラーハーバード高等裁判所はいずれもモスク内部にラーマ神像を設置
するという現状を維持することとの判決を下した。 
1983 年に世界ヒンドゥー協会がバーブル・モスクにラーマ寺院を再建するキャンペーン
を開始して以降、インド各地で世界ヒンドゥー協会は運動を牽引し、それに伴って、ヒンド
ゥー・ムスリム間暴動が続発するようになった。アヨーディヤー問題の収束を図って、1989
部隊によって排除される。 
2009 事件発生から17年を経て、リベルハーン委員会調査報告書が公刊される。インド人民党の指導者がモ
スク破壊事件において、主導的な役割を担っていたことを明らかにする。 
2010 アラーハーバード高等裁判所は係争地を3等分し、ヒンドゥーとムスリムの宗教組織に対して敷地を分
配するとの判決を下す。 
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年にはラジヴ・ガーンディ （ーRajiv Gandhi）首相はついにラーマ寺院の定礎式の開催を許
可するに至った。国政レベルにおいてラーム寺院再建が公認されたことで、ヒンドゥー・ナ
ショナリスト組織はバーブル・モスクの破壊を声高に叫ぶようになった。1992 年 12 月 6
日、全国から 30 万人の支持者が集結、暴徒化したヒンドゥーによってバーブル・モスクが
破壊された［田中 1995：375；Engineer and Puniyani 2011：235-240］。 
1992 年 12 月 6 日、ヒンドゥー・ナショナリストに動員され、アヨーディヤーに集結し
た 20 万人超のカール・セヴァ（kar sevaks）と呼ばれる運動支持者のうち、数千人が暴徒
化してダイナマイト、ハンマー、ツルハシを持ち、わずか 6 時間足らずでバーブル・モスク
の 3 つのドームを完全に破壊した［Awasthi 1992：14-27］。写真 3－1 は、モスクのドーム
にヒンドゥーのカール・セヴァが登って破壊を行っていた状況が見て取れる。写真 3－2は、
バーブル・モスク跡地にて、破壊の状況を視察した様子である。 
 
写真 3－1：バーブル・モスクを破壊するヒンドゥーの暴徒 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Carvalho 2014］. 
 
写真 3－2：破壊後のバーブル・モスク跡地 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［ “Babri demolition revisited”. Hindustan Times（電子版）. December 6, 2011］. 
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このバーブル・モスク破壊事件は、報道をつうじて瞬く間にインド全土に波及した後、モ
スク破壊に抗議したムスリムとヒンドゥーとの諍い、その制圧を目的とした警察による発
砲という暴力の応酬が巻き起こった。バーブル・モスク破壊事件による全国的な暴動発生と
いう現象およびその被害規模については、すでに第 1 章第 1 節にて言及した。確認してお
くと、このバーブル・モスク破壊を事件契機として、13 州において暴動が発生していた。
同年 12 月中に報告された犠牲者数は、グジャラート州 246 人、マディヤ・プラデーシュ州
120 人、マハーラーシュトラ州 259 人、アッサム州 100 人、西ベンガル州 32 人、ウッタ
ル・プラデーシュ州 201 人、ラージャスターン州 48 人、ビハール州 24 人、ケーララ州 12
人、アーンドラ・プラデーシュ州 12 人、カルナータカ州 60 人、タミル・ナードゥ州 2 人
であった。加えて、パンジャーブ州とハリヤーナー州では外出禁止令が敷かれた64。 
 バーブル・モスク破壊事件は、衛星放送を通じて瞬く間に伝えられ、インド国内のみなら
ず、世界中を驚愕させた。1992 年 12 月 8 日付のニューヨーク・タイムズ紙（The New York 
Times）は、近隣諸国におけるモスク破壊事件に対する憤りや抗議行動の様子を伝えている。
パーキスターンの首都イスラマバード（Islamabad）でヒンドゥー寺院が襲撃を受けたこと、
またパーキスターン政府もモスク破壊に抗議し、国内全ての学校と役所を一斉に閉鎖した。
ラホール（Lahore）やカラーチー（Karachi）では、数千の群衆が使われていないヒンドゥ
ー寺院に参集し、ブルドーザーで寺院を破壊し、火を放ったという。またこれらの市内では
エア・インディア社の事務所も放火被害に遭っていた。市中では、「インドを破壊せよ！ヒ
ンディズムに死を！」（Crush India! Death to Hinduism!）との憎悪を掻き立てるスローガ
ンが叫ばれた。バングラデシュの首都ダカ（Dhaka）でも同様にエア・インディア社の事務
所が放火の被害に遭っていた。イランでは、最高指導者のハーメネイー（Alī Khāmene'ī）
師がインドのムスリムに何らかの抗議行動を起こすことを呼びかけ、同時にインド政府に
はムスリムの権利を保護することを求め、非難の声明を発表した65。 
モスク破壊の 10 日後、1992 年 12 月 16 日に国際社会から一斉に非難を受けた会議派の
連邦中央政府首相のナラシンハ・ラーオ（P.V. Narasimha Rao）は、元高等裁判所判事のリ
ベルハーン（M.S.Liberhan）を長として、事件の原因、当時の首相、連邦中央政府の大臣、
ウッタル・プラデーシュ州政府の大臣による役割、そして治安維持勢力による機能不全につ
                                                   
64 “Nation’s Shame”. India today. December 31, 1992, 40-43. 
65 “Pakistanis Attack 30 Hindu Temples”. The New York Times（電子版）. December 8, 1992. 
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いて調査するためにリベルハーン委員会を設置した［Ministry of Home Affairs 2009：4-
5］。設置当初には 6 か月以内に報告書を作成、公刊することが求められていたものの、48
回にわたる調査の延長を経て、事件から 17 年余りを経た 2009 年 11 月に 1,000 ページに
わたる報告書『リベルハーン・アヨーディヤー調査委員会報告書』（Report of the Liberhan 
Ayodhya Commission of Inquiry）（以下、「リベルハーン報告書」と略する）を完成、つい
に刊行に至ったのであった［Engineer and Puniyani 2011：239-240］。バーブル・モスク
破壊事件から報告書の刊行まで、17 年という長時間を要したことは、ヒンドゥー・ナショ
ナリスト組織とその支持者による破壊事件の影響の大きさを体現するものであろう。 
バーブル・モスク破壊事件については、翌 1993 年 2 月に会議派のラーオ政権が『アヨー
ディヤーをめぐる白書』（White Paper on Ayodhya）を、その後同年 4 月にインド人民党が
『インド人民党によるアヨーディヤーとラーム寺院再建運動についての白書』（BJP's white 
paper on Ayodhya & the Rama Temple movement）を続けざまに刊行していた。連邦政府
による報告書では、ウッタル・プラデーシュ州のインド人民党政権がモスク破壊に関与して
いたこと、さらに世界ヒンドゥー協会、インド人民党、民族奉仕団、バジラン・ダルのヒン
ドゥー・ナショナリスト組織がいかにヒンドゥーの支持者を扇動し、モスク破壊に至ったか、
事件前後に及ぶ連邦政府の対応についてまとめていた［Government of India 1993］。対し
て、インド人民党の報告書は、先に刊行された連邦政府側の報告書には事実への曲解が含ま
れているとして批判した。1980 年代にかけて、ラジヴ・ガーンディー政権をはじめとする
会議派政権にもアヨーディヤー問題を深化させた責任があるにも関わらず、言及されてい
ないこと、ヒンドゥー・ナショナリスト組織への強い偏見に満ちていること、ラーム寺院再
建運動の実態を軽視していると主張した［Bharatiya Janata Party 1993：139-150］。連邦
政府とモスク破壊事件を主導したと非難されたインド人民党による 2 つの報告書が相次い
で刊行されたものの、双方の立場を擁護して釈明するための内容と捉えられ、事件の解明は
2009 年のリベルハーン報告書の刊行を待つこととなった。 
バーブル・モスク破壊事件の動向は、1992 年 12 月に破壊されて以降も、その土地所有や
ラーム寺院再建をめぐり、長きにわたって継続することとなった。モスク破壊から 10 年を
経た 2002 年 4 月からウッタル・プラデーシュ州のアラーハーバード高等裁判所は、ヒンド
ゥー・ナショナリスト組織の主張するラーム寺院が破壊されてバーブル・モスクが建立され
たとする言説を確認するために考古学者による発掘を行う遺構調査の開始を指示した。こ
れは遺構調査から得られる知見に基づいて、科学的根拠からアヨーディヤー問題の収束を
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図ることが狙いであった。 
2003 年 8 月にインド文化省の管轄機関であるインド考古学統計局がアラーハーバード高
等裁判所ラクナウ支局に提出した『考古学的統計報告書』（Archaeological Survey of India's 
Report）には、バーブル・モスクが建てられる以前の 10 世紀前後に建てられたヒンドゥー
寺院の痕跡となる柱や台座が発見されたことから［Srinivasan 2003］、ヒンドゥー・ナショ
ナリスト側の主張が正当化される結果となった。だが、この報告書は発掘されたヒンドゥー
寺院の痕跡について、それが破壊されたのか否かという点を明らかにしていなかったため
に、アヨーディヤー問題をめぐる係争の解決には至らなかった［Suryamurthy 2003］。 
2010 年 9 月、アラーハーバード高等裁判所はバーブル・モスクの跡地として長年争われ
てきた係争地の所有権を、ムスリムのスンニー・ワクフ（Sunni Waqf）、ヒンドゥーのニル
モヒ・アカーラー（Nirmohi Akhara）、ラーム・ラッラー（Ram Lalla）の 3 つの宗教組織
に等分するとの判決を下した［Engineer and Puniyani 2011：240］。1949 年にモスク内部
にラーム神像が設置されて以降、60 余年を経て、司法はバーブル・モスクの跡地をムスリ
ムとともにヒンドゥーにも所有権を与えることで、いずれの宗教コミュニティにも配慮を
示し、双方の決着を図ったのである。  
 
バーブル・モスク破壊事件における治安部隊の機能不全 
1980 年代からヒンドゥー・ナショナリスト組織はバーブル・モスクの破壊とラーム寺院
の再建を訴えた全国的なキャンペーンを着手してきた。2009 年 11 月に刊行されたリベル
ハーン報告書では、インド人民党のカルヤーン・シン（Kalyan Singh）州首相、プラカー
シャ・シン（Prakash Singh）州警察長官を含む 100 名への聞き取り調査を行い、当時の州
政府と治安維持勢力が機能不全に陥っていた状況を浮き彫りにしていた。すでに 1992年 12
月 2 日のアヨーディヤー市には 6 万人のカール・セヴァが参集していた。危機時に備えて、
県行政は治安部隊の増派を州政府に要請したが、州政府によって拒否されたという
［Ministry of Home Affairs 2009：234-237］。さらに、12 月 6 日には、アヨーディヤーに
は 35 の州警察部隊、4 の中央予備警察隊、15 の催涙ガスによる鎮圧部隊、15 人の警視、
30 人の警部補、2,300 人の巡査、爆発物撤去チーム、警察犬部隊、消防隊、救急車が配備さ
れていた。しかしながら、モスク周辺には 30 万人のカール・セヴァが集結しており、治安
部隊がその中を割って入ること自体、容易ではなかった。さらに現場の治安部隊は指令室と
の連絡手段を持っていなかったため、結局モスク破壊に対して、いかなる命令も発せられず、
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暴徒を制することはなかった［Ministry of Home Affairs 2009：251-255］。モスクが破壊
されるとアヨーディヤー市内でムスリムの家屋へ放火が続発した。プラカーシャ・シン州警
察長官は、州内務相を通じて、カルヤーン・シン州首相に状況を食い止めるには、カール・
セヴァへの発砲以外に方法がないとして、発砲の許可を求めたが、一切の対応を取ることの
ないようにとの州首相の命令が伝えられた［Ministry of Home Affairs 2009：261-264］。
モスク破壊が危惧された状況下、そしてモスク破壊が行われた当日にも、アヨーディヤーに
は、相当数の州警察および準軍隊が駐留していた。それにもかかわらず、州政府からは鎮圧
のための具体的な命令はくだされず、暴徒化したヒンドゥーは放埓な行動を取っていた。 
リベルハーン委員会は、ヒンドゥー・ムスリム間の憎悪を増長させた人物として、世界ヒ
ンドゥー協会、バジラン・ダル、民族奉仕団の活動家、インド人民党やシヴ・セーナーの政
治指導者とともに、ウッタル・プラデーシュ州首相のカルヤーン・シンを挙げる。シン州首
相が党の公約として掲げたラーム寺院再建を達成することを優先し、また州警察や行政官
も人民党の支持者で占められていたため、必然的に警察の不作為とモスク破壊を招いたと
指摘する［Ministry of Home Affairs 2009：958-962］。リベルハーン委員会報告書からは、
プラカーシャ・シン州警察官がカルヤーン・シン州首相に対して、再三にわたって暴徒への
発砲命令を下すように依頼していたにもかかわらず、それが黙殺されていたことが明らか
になった。カルヤーン・シン州首相は自らが所属するインド人民党、民族奉仕団、世界ヒン
ドゥー協会といったヒンドゥー・ナショナリスト組織の要求を実現させる役割を担ってい
たことが判明する。すなわち、バーブル・モスク破壊事件は、警察のみならず、それを指揮
する州政府もまた機能不全に陥った結果、勃発したのであった。ウッタル・プラデーシュ州
政府と州警察によるヒンドゥーの暴徒への不作為が、全国各地でのヒンドゥー・ムスリム間
暴動の波及を激発したと言えるのである。 
以上のように、アヨーディヤー問題とバーブル・モスク破壊事件について、時系列的に状
況を分析してきた。リベルハーン委員会報告書で明言されていたように、バーブル・モスク
破壊事件は、ヒンドゥー・ナショナリスト組織による憎悪犯罪がもたらした、先例のない象
徴的な出来事であることが見出される。 
 
（2）越境波及型暴動の発生―1992 年 12 月の暴動事件  
ムンバイー市でのバーブル・モスク破壊事件をきっかけとした暴動は、1992 年 12 月お
よび翌 1993 年 1 月の、2 段階に分かれて発生した。その特徴は、前者がモスク破壊に激高
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したムスリムへの市警察による発砲であり、後者はムスリムを対象にしたヒンドゥーによ
る組織的な攻撃としてそれぞれ見出すことができる。ここではまず 1992 年 12 月にバーブ
ル・モスク破壊事件が波及する形で発生した越境波及型暴動の状況について分析する 
 
ムンバイー市における暴動発生の状況 
 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて発生した 2 度の大規模暴動の背景を検討する上
で、まずムンバイー市の概況について把握しておく。暴動発生の前年にあたる 1991 年セン
サスでは、ムンバイー市の人口は 992 万 5,891 人、マハーラーシュトラ州の州都としての
みならず、インド最大の商都として栄えてきた（地図 2 参照）。 
表 3－2「ムンバイー市における宗教人口」（1991 年）からは、1992 年から 1993 年にか
けてヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生した時期における、ムンバイー市での宗教人口の内
訳を把握することができる。 
 
表 3－2：ムンバイー市における宗教人口（1991 年）（人） 
【出典】［Banthia 1994：5-7,108-111］より筆者が作成。 
（注）表 3－2 におけるムンバイー市は、1991 年センサスでの “Greater Bombay”の行政区分の総計を
示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 全インド （%） マハーラーシュトラ（%） ムンバイー市（%） 
全人口        838,583,98（100.0） 78,937,187（100.0） 9,925,891（100.0） 
 ヒンドゥー 687,646,721（82.0） 64,033,213（81.1）    6,747,676（67.9） 
ムスリム 101,596,057（12.1） 7,628,755（9.6）  1,670,170（16.8） 
クリスチャン 19,640,284（2.3） 885,030（1.1） 441,338（4.4） 
スィク 16,259,744（1.9） 161,184（0.2） 76,892（0.8） 
ブッディスト 6,387,500（0.7） 5,040,785（6.4）  557,089（5.6） 
ジャイナ 3,352,706（0.4） 965,840（1.2） 353,613（3.6） 
その他 3,269,355（0.4） 99,768（0.1） 60,165（0.6） 
明言なし 415,569（0.04） 106,560（0.1） 18,948（0.2） 
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地図 2：ムンバイー市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Municipal Corporation of Greater Mumbai 2015］. 
 
表 3－2 から判明するのは、1991 年センサスにおいて、全インドおよびマハーラーシュ
トラ州と比べて、ムンバイー市ではムスリム人口の占める割合が高いという点である。マハ
ーラーシュトラ州ではヒンドゥーが 81.1％、ムスリムが 9.6%で全インドの割合と同様の傾
向にある。一方のムンバイー市では、ヒンドゥーが 67.9%で住民の多数派を占めているもの
の、ムスリムが 16.8%の人口規模であることから地域社会に一定の影響力を有してきたと
言えよう。 
本稿第 1 章で先述してきたが、ヴァールシュネーイーとウィルキンソンによるデータセ
ットでは、1950 年から 1995 年までのマハーラーシュトラ州でのヒンドゥー・ムスリム間
暴動の発生件数は 200 件であった［Varshney and Wilkinson 2004：3］。マハーラーシュト
ラ州では、45 年間にわたる年平均では暴動が 4.4 件発生してきたこととなり、グジャラー
ト州（245 件）、ウッタル・プラデーシュ州（200 件）と並ぶ暴動発生の頻度が非常に高い
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州であったと導き出すことができる。とりわけムンバイー市において、ヒンドゥー・ムスリ
ム間暴動が最も苛烈化したのは、1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてであり、2 週間と
いう短期間で先例のない大規模暴動が 2 度にわたって発生したのであった。 
 
1992 年 12 月のムンバイー暴動事件の発生  
1992 年 12 月 6 日、アジア最大のスラムとして知られるダーラヴィ （ーDharavi）地区に
おいて、シヴ・セーナーとインド人民党が、バーブル・モスク破壊を祝う祭列を敢行した。 
モスク破壊と、ヒンドゥー・ナショナリストによる示威行為に対し、ムスリム住民が抗議
運動を展開した。このムスリム住民に対して、市警察が無差別発砲を行ったことを発端とし
て、ムンバイー市では暴動が発生した［B. N. Srikrishna Commission 1998：9］。 
モスク破壊を祝うことで暴動発生の起因を作ったシヴ・セーナーは、1992 年 12 月 8 日
付の党機関紙サムナ紙面で、モスク破壊事件がヒンドゥーにとって幸運であるとの主張を
打ち出した。そして、ムンバイー市のムスリムが居住するスラム地域は、ミニ・パキスタン
（mini-Pakistans）と化し、ムスリムが路上のブロック片を投げ、ヒンドゥー寺院を破壊し
ていると書き立てた。しかし、これはシヴ・セーナーによるヒンドゥーへの意図的な扇動の
ための事実の歪曲であった。実際、ムンバイー市での暴動調査を行ったスリクリシュナ委員
会（B.N.Srikrishna Commission）が 1998 年に刊行した報告書において、ムスリムが 1992-
93 年暴動時にヒンドゥー寺院を破壊したという事実はなく、シヴ・セーナーの主張は虚偽
であったことが判明した［D’souza 1993；Swami and Katakam 2001］。すなわち、アヨー
ディヤー市においてモスク破壊に加担したシヴ・セーナーは、ムンバイー市においてもムス
リムに対する意図的なヘイトスピーチを展開し、ヒンドゥーの扇動を行っていたのである。 
1992 年 12 月 7 日、会議派のスダーカルラーオ・ナイク（Sudhakarrao Naik）州首相は、
連邦中央政府に軍隊派遣を要請するとともに、ムンバイー市内に夜間外出禁止令を発令し
た。だが、ダーラヴィー地区で行われた警察による発砲に抗議したムスリムが、報復として
1,000 人規模で市警察署を襲撃するという事態に発展した［Sharma 1995：276-277］。 
1992 年 12 月の暴動は、ムスリムと市警察間の暴力の応酬であった。事実、バパット
（Shrikant Bapat）市警察長官は、後にこの時期の暴動がヒンドゥーとムスリムというよ
りも、ムスリムと市警察による暴力的衝突であり、犠牲の多くがムスリム住民で市警察の発
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砲による死傷であったと認めていた66。ムンバイー市では、準軍隊による制圧に至るまで、
1992 年 12 月 6 日から 16 日にわたって暴動が継続し、この 10 日間での死者数は 227 人に
達した［Sharma 1995：276-277, 282］。1992 年 12 月のムンバイー暴動事件は、ウッタル・
プラデーシュ州にて発生したモスク破壊事件が越境波及して発生した。ムンバイー市では、
暴動の引き金となったのは、ヒンドゥーとムスリムの住民間の諍い、インド人民党とシヴ・
セーナーによる憎悪犯罪、ムスリム住民と警察の間の諍いであった。とりわけ、市警察によ
るムスリム住民への無差別発砲が暴動の大規模化を招いていた。 
 
（3）犯罪型暴動の発生―1993 年 1 月の暴動事件  
ムンバイー市での暴動は収束したかに見えたものの、1993 年 1 月 5 日にドーングリー
（Dongri）地区で、2 人のムスリム男性が刺殺される事件が、さらにダーラヴィー地区では
武装したヒンドゥーがムスリム居住区への襲撃する事件が発生した。こうした事件に続き、
市内 100 か所で放火が続発し、再び暴動が発生した［B.N.Srikrishna Commission 1998：
18］。 
 1993 年 1 月の暴動では、ヒンドゥーによるムスリムへの組織的な攻撃、またヒンドゥー
の暴徒に対する市警察の不作為とムスリムへの発砲という状況が見いだされる。例えば、ム
ンバイー市のスラムでは、ヒンドゥーがムスリムを待ち伏せし、「ラーム神万歳」（Jai 
Siyaram）と叫びながら 2 時間にわたって暴行を加え、ムスリムが死亡すると、その遺体に
灯油をかけて燃やすという状況が頻発していた。にもかかわらず、こうした残虐なヒンドゥ
ー暴徒の行動を、市警察が取り締まることはなかったという［Punwani 2003：238］。市警
察は、ヒンドゥーの暴徒を放置し、個々の暴力を看過していた。そのために、1992 年 12 月
の暴動以上に、1993 年 1 月の暴動の被害は深刻かつ広範囲に及ぶこととなった。一方で、
ムスリムへの無差別な発砲という現象は再び繰り返された。  
 州政府の任命の下、暴動の調査を行ったスリクリシュナ委員会報告書によると、市警察は
ヒンドゥーの暴徒を検挙せず、一方でムスリムに対して無差別な発砲を行ない、シヴ・セー
ナーの党員や活動家とともに暴行と略奪に加わっていたという。スリクリシュナ委員会は、
不法行為を行なった 31 名の市警察官の所属、階級、氏名、罪状を報告書に記載し、州政府
による厳正な処置を求めていた［B.N.Srikrishna Commission 1998：40-42］。 
                                                   
66 “Nation’s Shame”. India today. December 31, 1992, 41. 
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 スリクリシュナ委員会が罪状と責任を追及していた市警察官のうち、機能不全に陥った
象徴とも言える事件が、サルマン・ベーカリー（Suleman Bakery）というパン屋で発生し
た発砲事件である。1993 年 1 月 9 日、ラームデオ・ティーヤギー（Ram Deo Tyagi）市警
察統合長官（Joint Commissioner of Police）は、ドーングリー地区のムハンマド・アリー・
ロード（Mohammed Ali Road）にあるサルマン・ベーカリーで、無差別な実弾発砲を指揮
し、9 名のムスリムを射殺した。後に明らかになったのは、市警察がベーカリーの屋内から
銃器や空き瓶で攻撃を受けていたために発砲を決行したとの主張に対して、実際には市警
察側の負傷者がいなかったこと、発砲前に市警察による屋内に立ち入っての状況確認が行
われていなかったこと、そして当時現場付近にいた複数のムスリムが、市警察の行動を暴力
的で無差別な武力行使であったと証言していることである［B.N.Srikrishna Commission 
1998：113-117］。事件後、ティーヤギーはサルマン・ベーカリー事件で市警察の発砲によ
り死亡した被害者の家族への補償金の支払いが、悪しき先例となるという主張を当時のバ
パット市警察長官に提案していたという［B.N.Srikrishna Commission 1998：199-200］。
このサルマン・ベーカリー事件は、暴動発生時におけるムスリムへの暴力的かつ偏見に満ち
た警察力の行使を象徴する出来事として、スリクリシュナ委員会調査報告書でティーヤギ
ーの責任が糾弾され、サルマン・ベーカリー事件に関する裁判は、2011 年 7 月まで継続す
ることとなった。 
ここで、ティーヤギーの動向と、この事件の顛末について記しておこう。ティーヤギーは
1995 年 10 月、マハーラーシュトラ州政府を掌握したシヴ・セーナーとインド人民党連立
州政権下、ムンバイー市警察長官に任命された。その後、シヴ・セーナーの党首バル・ター
クレーの推薦でティーヤギーは州警察行政のトップである州警察長官に任命された。1997
年にインド警察職を退職後、シヴ・セーナーに入党して、1998 年には連邦上院議会（Rajya 
Sabha）の選挙出馬したものの、落選した［Engineer 2001a；Hansen 2000：46］。ティー
ヤギーがシヴ・セーナーに入党していたという事実は、1992-93 年暴動時での反ムスリム的
行動を鑑みても、ヒンドゥー・ナショナリズムに傾倒した、政治的野心に満ちた人物であっ
たことを容易に推測させるのである。つまりサルマン・ベーカリー事件がムスリムへの偏見
と差別から巻き起こった無差別射殺事件という理解は、まさにヒンドゥー警察官の動態を
示し、核心を突いた見方と言えよう。 
その後、2001 年 8 月 14 日、ティーヤギーは 1993 年 1 月にサルマン・ベーカリーで 9 人
のムスリムの殺害を指揮した容疑で拘束された［Lakdwala 2001］。会議派州政権がサルマ
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ン・ベーカリー事件の再調査を依頼したが、2003 年 4 月の一審で無罪判決となった。その
後、2009 年 10 月にボンベイ高等裁判所もティーヤギーによるムスリムの意図的な殺害に
関する証拠が不十分であるとみなし、無罪判決を下した［Punwani 2009］。その後、2011
年 7 月、インド最高裁判所はベーカリー屋内での警察による発砲行為が、法と秩序の維持
には必要な措置であったという警察側の主張を認め、無罪判決を下した67。事件発生から 18
年を経て、サルマン・ベーカリー事件は一つの終着を迎えたのであった。 
1993 年 1 月 9 日、マハーラーシュトラ州会議派政権のナイク州首相は連邦中央政府に軍
隊派遣を要請した結果、ムンバイー市内には市警察と準軍隊を含めた 30 万人の治安維持勢
力が駐留していたが、その指揮系統の混乱によって、機能不全に陥った。そして、ムンバイ
ー市での暴動は 1 月 25 日まで断続した［B. N. Srikrishna Commission 1998：18, 238］。 
1993 年 1 月 25 日、マハーラーシュトラ州会議派政権はボンベイ高等裁判所判事の B・
N・スリクリシュナ（B. N. Srikrishna）を代表とした調査委員会を発足し、暴動の規模、
状況、原因の調査と予防策の検討を命じた［Sharma 1995：281］。設置当初は、報告書を
6 か月以内に提出することが予定されていたが［Fernandez & Fernandes 1993：98］、実
際にスリクリシュナ委員会報告書が刊行されたのは、1998 年のことであった。  
ムンバイー市での 1992 年 12 月から 1993 年 1 月までの暴動によってもたらされた被害
規模は、先例のないものとなった。スリクリシュナ委員会によると、1992 年 12 月から 93
年 1 月までの暴動死者数はムスリム 575 人、ヒンドゥー275 人、身元不明 45 人、その他 5
人の、合計で 900 人に達した。死因の内訳は、市警察の発砲による死亡が 356 人、ついで
刺殺 347 人、放火 91 人、群衆行動による撲殺 80 人、住民個人の発砲による死亡 22 人、そ
の他 4 人であった。また、負傷者は 2,036 人にのぼり、そのうちムスリムは 1,105 人、ヒン
ドゥーは 893 人、その他 38 人であった［B. N. Srikrishna Commission 1998：18］。特筆
すべきは、暴動の死因の 4 割を市警察による発砲が占めていたという点である。すなわち、
ムンバイー市警察が、住民に対して警告射撃や催涙弾を発することなく、即座に無差別な実
弾発砲を行い、適切な治安維持能力を失っていたという状況が明るみになった。 
市警察の指令室からは事件現場に向かっていたヒンドゥーの巡査に対し、ムスリムの所
有する家屋、店舗には火を放てと無線で指示していたことが明らかになった［Fernandes 
1993：219-20］。加えて、1992 年 12 月から 1993 年 1 月のムンバイー暴動時に作成された
                                                   
67 “Noorul Huda Maqbool Ahmed vs Ram Deo Tyagi And Others on 4 July, 2011”. n.d.. 
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事件供述書には、暴動に加わったヒンドゥーに対して共感を示す記述が散見していた
［Sharma 1995：285］。ムンバイー市警察が作成した事件供述書のなかには、ムスリム住
民を「原理主義者」と記述していた［Punwani 2003：247］。事件供述書にも市警察による
反ムスリム的な偏向が反映されていたことは、適切な法執行能力を喪失し、混乱していた市
警察の当時の状況を映し出したものと言えよう。 
結局、市警察がムスリムへ無差別発砲を行い、ヒンドゥーの暴徒への不作為、そして時に
暴徒に加担していたという状況は、暴動後のムンバイー市においてシヴ・セーナーによる反
ムスリム的活動を後押しすることにつながったのである。同時にムンバイーの住民、とりわ
けムスリムは市警察への不信を募らせていった。1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけての
2 度の大規模暴動の発生が、旧来の市警察および準軍隊による事後発生的な治安維持活動の
限界を露呈させたのである。 
 
（4）武力による暴動制圧の限界  
 ムンバイー市において 1992 年 12 月から継続していた一連の暴動は、準軍隊が駐留し、
外出禁止令を発布して制圧したことで、1993 年 1 月 18 日以降、収束していった。武力に
よる制圧をもって、鎮静化に向かったのである。しかしながら、暴動による住民間、住民と
警察の間の不信と禍根は残存していた。暴動の武力制圧が必ずしも安全に帰結するわけで
はない。ムンバイー市では大規模暴動が制圧されて 2 か月もたたないうちに、再び暴力が
顕在化した。1992 年 12 月から 1993 年 1 月の 2 度にわたる大規模暴動で深化した住民間、
住民と警察間の禍根と憎悪が噴出する形で、1993 年 3 月に同時多発テロ事件が勃発したの
である。 
1993 年 3 月 12 日午後 1 時 30 分、フォート（Fort）地区にあるボンベイ証券取引所付近
において、突如爆弾テロ事件が発生した。この爆弾テロは、ナリマン・ポイント（Nariman 
Point）地区にあるエア・インディア社付近、ウォーリ （ーWorli）地区、ダーダル（Dadar）
地区、 バンドラ（Bandra）地区、ジュフー（Juhu）地区、サンタクルズ（Santa Cruz）
地区、そして空港周辺地区の 10 か所で連続発生した。爆弾テロ事件による被害規模は、死
者 257 人、負傷者 713 人、損失被害額 27 万ルピーに及んだ。市警察は爆弾テロに関与した
人物 151 名を容疑者として検挙したが、うち 44 名が逃亡するという事態を招いた。そし
て、事件の首謀者がタイガー・メモン（Tiger Memon）と名乗るムスリムとされたため、住
民間でムスリムに対する嫌疑の高まりに拍車がかかった。一方で、メモンに率いられたテロ
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リスト・グループの中には、1992 年 12 月の大規模暴動の最中、市警察からの無差別発砲に
よって負傷したムンバイー市在住のムスリムが含まれていたことが明らかになったのであ
る［B. N. Srikrishna Commission 1998：44-45］。ムンバイー市では、暴動後 2 か月足ら
ずで爆弾テロが発生し、災禍がさらに拡大することとなった。注目すべきは、テロリストの
なかに、警察発砲により負傷したムスリムが含まれていた点である。暴動時の警察の機能不
全がムスリム住民を爆弾テロという凶行に駆り立てたわけである。つまり、警察の武力によ
る暴動制圧が憎悪を生み出し、さらなる暴力の応酬につながるという本稿の主張する暴動
ベクトルの悪化と従来の武力に依る対応に限界が生じてきた実態が明白になるである。 
1993 年 3 月の同時爆弾テロ事件の発生によって、ムンバイー市の住民の間では、特に犯
人グループがムスリムであったことから、ムスリムに対する嫌疑と脅威が高まり、2 度の暴
動発生で生じたヒンドゥーとムスリム間の亀裂を一層深めていった。 
ここで、当時のヒンドゥー住民の抱いていた宗教や政治に関する見解について理解する
ために、アスガール・エンジニーアがセンター長を務めていた社会とセキュラリズム研究セ
ンターが 1993 年に実施したアンケート調査の結果を検討することとする。この調査は無作
為に選出されたムンバイー市居住のヒンドゥー男性で、かつ産業労働者（industrial 
workers）を対象として行われた。対象者の内訳は上位カースト（Upper caste）出身者が
149 人、その他後進諸階級（Other Backward Classes：OBCs）出身者が 24 人、指定カー
スト出身者が 25 人の、計 198 人であった。さらに、この調査の集計の仕方であるが、対象
者のカーストの差異にかかわらず、出身州別にマハーラーシュトラ州、グジャラート州、さ
らに地方としてインド北部およびインド南部の、合わせて 4 つのカテゴリーに分けられて
いる。社会とセキュラリズム研究センターによる 1993 年の調査は、対象者がヒンドゥーに
限定されていたことから、暴動発生直後の出身地域ごとによるヒンドゥーの意識の差異を
浮き彫りにした。 
表 3－3「ムンバイー市在住労働者の政党選好」は、宗教を掲げる政党（communal party）
と世俗主義を掲げる政党（secular party）のどちらを支持するのかを問う、政党選好に関す
る結果である。 
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表 3－3：ムンバイー市在住労働者の政党選好（1993 年） 
質問事項：宗教を掲げる政党、世俗主義を掲げる政党のどちらを支持するのか 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Centre for Study of Society and Secularism 1994：19-20］より筆者が作成。 
 
 ここで明らかになるのは、グジャラート州、そして北部および南部の出身者それぞれ 8 割
超が世俗主義政党支持を表明していたのに対して、マハーラーシュトラ州出身者の 5 割超
が宗教をベースとした政党支持を表明していた点である［Centre for Study of Society and 
Secularism 1994：19-20］。マハーラーシュトラ州出身のヒンドゥーの間では宗教を掲げる
政党への支持が暴動後も堅調であったことが浮き彫りになる。 
続く表 3－4「ムンバイー市在住労働者のモスク破壊事件への評価」は、同様の回答者に
対して、1992 年 12 月のバーブル・モスク破壊事件に対して支持するか、もしくは反対する
かについての回答をまとめたものである。 
 
表 3－4：ムンバイー市在住労働者のモスク破壊事件への評価（1993 年） 
  質問事項「バーブル・モスク破壊事件を支持するか／反対するか」 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Centre for Study of Society and Secularism 1994：7］より筆者が作成。 
  
出身州 
宗教を掲げる 
政党を支持 
世俗主義を掲げる
政党を支持 
無党派 合計 
マハーラーシュトラ州 
77 
（51.70%） 
67 
（45.00%） 
5 
（3.40%） 
149 
グジャラート州 
3 
（18.80%） 
13 
（81.30%） 
0 16 
インド北部 
2 
（11.80%） 
15 
（88.20%） 
0 17 
インド南部 
2 
（12.50%） 
14 
（87.50%） 
0 16 
計 
84 
（41.40%） 
109 
（55.10%） 
5 
（2.50%） 
198 
出身州 支持 反対 合計 
マハーラーシュトラ州 
80 
（53.7%） 
69 
（46.3%） 
149 
グジャラート州 
4 
（25.0%） 
12 
（75.0%） 
16 
インド北部 
5 
（29.4%） 
12 
（70.6%） 
17 
インド南部 
2 
（12.5%） 
14 
（87.5%） 
16 
計 
91 
（46.0%） 
107 
（54.0%） 
198 
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表 3－4 では、回答者の半数以上がモスク破壊には反対との意見が表出した。つまり、グ
ジャラート州、北部および南部出身のヒンドゥーはモスク破壊には反対であったわけであ
る。一方で、マハーラーシュトラ州出身のヒンドゥーは、モスク破壊に賛成と回答したのは
53.7％、反対と回答したのは 46.3％と、賛成意見が他州の回答に比べて、やや高かった
［Centre for Study of Society and Secularism 1994：7］。この表 3－4 の結果は当時のマ
ハーラーシュトラ州出身者が、ヒンドゥー・ナショナリストによるバーブル・モスク破壊を
支持していたことを如実に表している。 
上記 2 つの調査結果は、1992 年 12 月から 1993 年 1 月に発生した 2 度の大規模暴動を
経てもなおマハーラーシュトラ州出身のヒンドゥー住民は、グジャラート州やインド北部、
南部といった他地方出身者に比べると、宗教を掲げる政党とバーブル・モスク破壊を支持す
る割合が高かった。 
社会とセキュラリズム研究センターが実施した表 3－3の政党選好についての結果が表し
ているように、実際にマハーラーシュトラ州においてインド人民党とシヴ・セーナーは伸張
し、1995 年の州議会選挙の結果、連立州政権を樹立した。ムンバイー市警察、マハーラー
シュトラ州警察そしてマハーラーシュトラ州政府は、タークレーやシヴ・セーナーの党員の
行動を刑法第 153 条 A、295 条 A および第 298 条に基づき、宗教侮辱罪として取り締まる
ことはなかった［D’souza 1993；Setalvad 2011：9-12］。マハーラーシュトラ州を未曾有の
暴動に巻き込んだのちも勢力を伸張し続けたヒンドゥー・ナショナリスト政党は、1999 年
に会議派主導の民主戦線（Democratic Front）に破れるまで、州政権を掌握するに至った
［Eckert 2003：225-237］。すなわち、ムンバイー市のヒンドゥー、特に地元マハーラーシ
ュトラ州出身者の民意は、ムスリムへの脅威に立ち向かうという意味合いで、暴動をもたら
したヒンドゥー・ナショナリスト政党への支持を高め、政権運営を委ねるまでに至ったので
ある。 
プンワニーは 1990 年代後半に、1992-93 年暴動当時にムンバイー市に在住していたムス
リム住民への聞き取り調査を行っている。そこで明らかになったのは、暴動中に被害者とな
ったムスリム住民の多くが、市警察と会議派州政権による暴動対処に不信感を募らせた結
果、安全を求めて転居していたという点である［Punwani 2003：248］。ダーラヴィー地区
では、「インド・パーキスターン境界線」（India Pakistan Border）が形成され、それにし
たがってヒンドゥーとムスリムの住民がそれぞれ分かれて居住するという状況が発生した
［Contractor 2012：25-26］。ダーラヴィー地区でのインド・パーキスターン境界線につい
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て、ヒンドゥー住民は、ヒンドゥーもムスリムも越境してこない、安全ラインと見なしてい
た。さらに、暴動後にムスリムが自らの安全を求めて、ムンバイー市内を移住し、ナグパー
ダー（Nagpada）地区、ドーングリー地区、ピードニー（Pydhoni）地区、 バイキューラ
ー（Byculla）地区、 クルラ（Kurla）地区、ソーナプル（Sonapur）地区、ミラ・ナガー
ル（Millat Nagar）地区、チーター・キャンプ（Cheeta Camp）地区といった地域でムス
リムが集住するゲットー化という動きが見られた［Shaban 2012：218-222］。  
したがって、暴動後のムンバイー市ではヒンドゥーとムスリムは、心情のみならず、物理
的にも対峙していった。こうしたヒンドゥー・ムスリム間にもたらされた疑念と分断に加え
て、機能不全に陥った市警察への不信が拍車をかけた。だが、ヒンドゥーとムスリム間の物
理的な分離が、必ずしも暴動の再発を回避する状況を保障するわけではなかった。なぜなら
ば、ムンバイー市では市警察が暴動発生によって機能不全に陥っていた。その事態によって
暴動の再発を招くに至ったためである。すなわち、市警察が暴動の再発を防ぐためには、住
民からの信頼を回復し、住民との連携関係の下に、事後対応に依らない適切な法執行活動を
展開することが喫緊の課題となったのである。 
1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて発生した暴動によって、ムンバイー市には犠牲者
数 900 人にのぼる未曽有の災禍がもたらされた。加えて、1993 年 3 月には市内 9 か所にて
爆弾テロ事件が発生すると、ヒンドゥーとムスリム間の緊迫と禍根は深化し、そして暴動の
拡大とテロ事件を招いた市警察への不信感も一層増幅した。2 度の大規模暴動とテロの発生
を経て、ムンバイー市の住民と市警察は、暴動の再発を回避する必要性を感じていた。 
 
第 2 節 ムスリムのリーダーシップによる創設 
 
 ムンバイー市では、1993 年 4 月に、ムスリムのムンバイー市長官（Sheriff）のリーダー
シップの下に68、州首相、市警察との協力下に、コミュニティ・ポリシング活動が創設され
た。ムンバイー市では、過去の暴動で憎悪を向けられた側であるムスリム住民のリーダーシ
                                                   
68 ムンバイー市の長官（Sheriff）とは、ムンバイー市長職の下に位置づけられ、任期 1 年の非政治的な
名誉職である。ムンバイー市高等裁判所内にオフィスを有するが、権力は持たず、その職務は主に外国
からの来賓を空港内で出迎えることである。ムンバイー市在住の著名人に対して、その功績を称えるも
ので、これまでに学校長、弁護士、企業家、歯科医師、俳優、映画監督、ジャーナリスト、クリケット
選手などが長官に任命されてきた。ムンバイー市の他、コルカタ市に「長官職」が置かれている。 
 ムンバイー市自治体（Municipal Corporation of Greater Mumbai）の行政の長は、市長（Mayor）で
あり、名誉職の市長官職とは異なる［Law and Judiciary Department, Government of Maharashtra. 
n.d.］。 
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ップがコミュニティ・ポリシング活動の展開と遂行において有用であった。 
暴動が収束した後も、家族、財産、家屋を失った住民は、ムンバイー市警察に憎悪と疑念
を抱いていた。ムンバイー市警察はこうした住民の間に広がった市警察への不信感を払拭
し、適切な法執行活動の回復に早急に取り掛かる必要があった。 
1993 年 2 月、当時のムンバイー市の長官で、ムスリムのコラキワーラーは、1992 年 12
月から 1993 年 1 月にかけて、ムンバイー市が暴動の災禍に包まれた一方で、ビワンディー
市ではムスリムが住民の過半数を占め、1970 年と 1984 年にヒンドゥー・ムスリム間暴動
が発生していたものの、暴動が再発しなかったという事実に注目した69。コラキワーラーは、
退職および現職の市警察官、研究者、社会活動家など 12 人から成る独自の委員会を設置、
1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてのビワンディー市の状況についての調査を指揮し
た。1993 年 3 月に調査委員会は、以下 6 点の見解を報告した。ビワンディー市で暴動が再
発しなかった背景として、1）1990 年にコープデー市警察次官がヒンドゥー・ムスリム住民
間の話し合いの場を創出する目的で、モハッラー・コミッティを創設していた、2）ビワン
ディー市警察と地域住民の間で会合が定期的に開催されていた、3）宗教コミュニティ間に
緊張をもたらし、対立を煽ろうという流布された悪意ある噂に対して、市警察は宗教コミュ
ニティ間の協調による多文化主義的な共生を訴えるメッセージを放送しながら巡回を行い、
常時警戒に当たっていた、4）コープデーは、地域の学校でセキュラリズムと国民統合に関
する討論会の実施を指示していた、5）コープデーの後任のグラブラーオ・ポール（Gulabrao 
Pol）市警察次官は、バーブル・モスク破壊事件の発生後、モハッラー・コミッティとの連
携によって、激高したムスリム青年への説得と巡回を継続した、6）当時のビワンディー市
警察は、すね当て、ブーツ、双眼鏡といった十分な装備もないまま、また警察署内にはトイ
レすら設置されていない劣悪な環境下に置かれていたにもかかわらず、迅速な対応を行い、
暴動再発を予防していた［Singh 1993］。 
コラキワーラーの指揮した調査委員会の見解は、ビワンディー市警察の警察副長官をは
じめ、上級警察が中心となって、ビワンディー市の住民との協力関係の下に、コミュニティ・
ポリシングによるコミュニティ・ポリシング活動を展開した結果、再発予防に結実したと評
価していた。市警察と住民のリーダー間での会合では、相互の状況報告および犯罪者情報の
                                                   
69 ファクルッディーン・コラキワーラーは、ボーホラ・ムスリム（Bohra Muslim）コミュニティ出身と
して著名な企業家で、アカバラーリー・デパート（Akabarallys departmental stores）の創業者であ
る。また 2000 年から 2011 年までニューデリーにある国立イスラーム大学（Jamia Millia Islamia）の
総長を務めた。2011 年 7 月 5 日、93 歳で死去した［Datta 2011］。 
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交換が行われていた。また市警察が巡回を行いながら、多文化主義的な共生を訴えるメッセ
ージを放送していた。市警察は犯罪発生を警戒しつつ、秩序維持の行動を形成し、結果とし
て多文化主義的な共生を実現するとのメッセージが住民に伝達しており、暴動発生を予防
する上で、相乗効果をもたらした。加えて、ビワンディー市のモハッラー・コミッティの創
設者であるコープデー市警察次官は教育現場で多文化主義的な共生を主題とした討論会を
開催していた。1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて、暴動再発が危惧された際には、市
警察とモハッラー・コミッティのメンバーは巡回・監視を行い、住民間の諍いが発露した場
合には、住民への対話によって、介入していた。コラキワーラーの調査は、ビワンディー市
警察には十分な装備や施設が整備されていなかったにもかかわらず、住民との協力によっ
てコミュニティ・ポリシング活動を展開していたことを明らかにした。 
この調査結果を受けて、コラキワーラーは 1993 年 3 月に会議派のアレキサンダー・シャ
ラード・パワール（Alexander Sharad Pawar）州首相に、ビワンディー市のモハッラー・
コミッティをムンバイー市において採用することを提案した。パワール州首相が賛同した
後、1993 年 6 月よりモハッラー・コミッティを、ジョーゲシュワーリー（Jogeshwari）地
区、マヒーム（Mahim）地区、ガトコパール（Ghatkopar）地区、コラバ（Colaba）地区
の 4 地域を活動拠点として、段階的な試用に着手した［Barve 2003：169-170］。コラキワ
ーラーは、ムンバイー市での暴動発生後、即座にビワンディー市へ調査グループを派遣し、
暴動が再発しなかった理由を調査し、把握した。さらに、ビワンディー市での調査結果を、
パワール州首相に報告して、ムンバイー市でもモハッラー・コミッティを創設するように提
案、同意を得ていた。調査から 3 か月後には、ムンバイー市の 4 地域でコミュニティ・ポリ
シング活動の試行を開始していた。ムスリムのコラキワーラーが指揮し、1993 年 1 月に暴
動が収束してから 5 か月で、また 1993 年 3 月に連続爆弾テロ事件が発生してから 3 か月
で、ムンバイー市ではモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動の創設
が着手されたのであった。 
1993 年 8 月、コラキワーラーは暴動が再発を回避する目的で、ムンバイー市においてモ
ハッラー・コミッティの創設に取り掛かることを発表した。コラキワーラーはモハッラー・
コミッティの活動目的として、ムンバイー市の住民が自立し、地域の安全確保に責務を負え
るようになることを掲げた［Nandwani 1993］。コラキワーラーは、ムンバイー市のコミュ
ニティ・ポリシング活動の目的として、住民が秩序維持の行動をとることを掲げていた。 
特筆すべきは、ムスリムのコラキワーラー市長官が活動を提言し、州首相が公認して、モ
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ハッラー・コミッティの試用が暴動発生の後、即座に着手されていたことである。先述のよ
うに 1992 年から 1993 年の大規模暴動は、ヒンドゥー対ムスリム、ムスリム対市警察とい
う 2 つの対立構図と、市警察によるムスリム住民への無差別発砲が犠牲を拡大させたこと
は明白であった。ゆえに、パワール州首相はコラキワーラー市長官の提言に従って、暴動後
まもなくコミュニティ・ポリシング活動の展開を公認したわけである。ムンバイー市におい
て、暴動被害者となっていたムスリムがコミュニティ・ポリシング活動の創設を発案して、
州政府の支持を得ていたという動きは注目に値する。ムスリムのコラキワーラーが、コミュ
ニティ・ポリシング活動の創設においてリーダーシップを発揮しえたのは、企業家であり、
国立イスラーム大学の総長を務めるなどの著名なムスリムであったこともさておき、ムン
バイー市で大規模暴動が発生した直後に、独自に調査を行って、暴動再発を予防したビワン
ディー市の状況をデータに基づいて検証し、州首相に提言したためである。ビワンディー市
のモハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動が報道をつうじて注目を集めて
いた時に、ビワンディー市へ調査グループを派遣し、報告をまとめて州首相に提言したのは、
唯一コラキワーラーのみであった。州首相はムンバイー市に居住するムスリムが暴動被害
者となっていたことを把握しており、むしろムスリムのコラキワーラーの提言に従って、コ
ミュニティ・ポリシング活動を公認することで、州政府およびムンバイー市警察の信頼回復
に帰結すると考えていた。ゆえに、ムスリムのコラキワーラーがムンバイー市でのコミュニ
ティ・ポリシング活動の創設に際して、リーダーシップを発揮しえたと考えらえる。 
これ以降、ムンバイー市全域で市警察署の管轄区分ごとに支部を興しながら、モハッラ
ー・コミッティの活動が展開していった。しかしながら、創設当初からコミュニティ・ポリ
シング活動が住民に受け入れられ、普及していったわけではない。市警察への不信が増大し、
暴動とテロで傷心していたムンバイー市の住民にとって、市警察の起動するコミュニティ・
ポリシング活動に参画することは容易ではなかった。そこで、ムンバイー市ではモハッラ
ー・コミッティの活動創設時には、市警察と住民とに生じた溝を解消するための試みが行わ
れていた。 
1994 年 6 月には、ムスリムが多く住むマヒーム地区において、クリスチャンのリベイロ
元市警察長官、ヒンドゥーのサハネイ市警察長官、そして社会活動家でヒンドゥーのバール
ヴェーが参加し、ムスリム住民の代表者と複数回にわたって集中的に会合を開催した。バー
ルヴェーによれば、マヒーム地区でのヒンドゥー、ムスリム住民の代表者、女性の代表者と
の会合の結果、住民が市警察による法執行活動へ強い不信感を持っていたことが浮き彫り
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となったという［Barve 2003：171-190］。 
サハネイによると、このマヒーム地区で連続して開催された住民との会合では、住民に対
して何が起こり、何が問題なのかを聞いていったが、激高した住民から罵声を浴びせられ、
怒りの言葉をぶつけられることもあったという70。また祝祭期間中に、市警察が無実のムス
リム青年を予防拘禁の名のもとに警察署内に勾留していたことが明らかになった。そこで、
サハネイは犯罪歴のない住民には不当な法執行を行わないことを確約した［Singh 2002b］。
サハネイが打ち出していた、武力に寄らない住民寄りの姿勢は、「知的なポリシング」
（intellectual policing）と呼ばれ、住民からの信頼を得ていた［Hansen 2000：58］。マヒ
ーム地区での会合は、当時のムンバイー市警察長官サハネイ、元市警察長官リベイロが参加
し、ムスリム住民に対して生活状況や不満を聞き取ることで、市警察による信頼回復に努め
ようという姿勢を体現していた。ムスリム住民側にとっても面会が容易ではないムンバイ
ー市警察長官と直接対面し、自らの抱える問題、不満を吐露する機会を得ることとなった。
いわば、マヒーム地区での会合が市警察と住民との対話というモハッラー・コミッティの活
動の基盤を形成していった。さらに注目に値するのは、モハッラー・コミッティがムスリム
のコラキワーラー、クリスチャンのリベイロ、ヒンドゥーのサハネイという著名な市警察長
官とバールヴェーというそれぞれ所属宗教の異なったリーダーが創設に携わっていた点で
ある。ムンバイー市のモハッラー・コミッティの活動目的は、市警察と住民との交流を促進
して良好な関係を構築し、多文化主義的な共生を維持することであった71。すなわち、創設
に関わってきたムスリムの長官、ヒンドゥーの警察、クリスチャンの元警察、ヒンドゥーの
住民リーダーは、宗教の差異を超えた多文化主義的な共生の重要性を説いた、ムンバイー市
のモハッラー・コミッティの活動目的を具象化していたのである。だからこそ、ムンバイー
市でのモハッラー・コミッティがメンバーとして参画する住民にも受け入れられ、反映して
いったと考えられる。ビワンディー市のモハッラー・コミッティのメンバーは、1 つの支部
においてヒンドゥー25 名、ムスリム 25 名と定められていた。だが、ムンバイー市では、メ
ンバーの所属宗教にかかわらず、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンが闊達に参画し、と
もにコミュニティ・ポリシング活動を展開していった。 
1996 年 10 月 2 日、ムンバイー市のモハッラー・コミッティは、リベイロをリーダーと
                                                   
70 2010 年 4 月 13 日、サティーシュ・サハネイへの聞き取り。 
71 2010 年 3 月から 4 月、2011 年 1 月から 2 月にムンバイー市内にて筆者が行った MCMT メンバー22
名への聞き取り。 
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してモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストとして、1950 年ボンベイ・パブリ
ック・トラスト法（the Bombay Public Trust Act）の下に認可され、正式に活動を開始し
ていった72。ムンバイー市のモハッラー・コミッティは 1993 年の創設当時から、パワール
州首相がその活動を公認していた。マハーラーシュトラ州政府は 1996 年になってモハッラ
ー・コミッティ・ムーブメント・トラストとして、州法の下に正式にコミュニティ・ポリシ
ング活動を認可したのであった。 
 1994 年以降、その活動が展開するにつれ、徐々にヒンドゥー、ムスリム、クリスチャン
といった異なる宗教に属する住民がメンバーとして加わっていった。サハネイは、1995 年
12 月にムンバイー市警察長官を退職後、1997 年 1 月からウォーリー地区にあるネルー・セ
ンター（Nehru Center）の特別顧問に就任し、引き続き MCMT の警察リーダーとしてコ
ミュニティ・ポリシング活動に関与していった［Hansen 2000：58］。創設当初には、MCMT
はリベイロ、サハネイが警察リーダーとして、バールヴェーが住民リーダーとなって、市警
察側から住民への参画を働きかけるという形態を取っていた。すると、次第に貢献意欲がよ
り強く、地域に影響力を有している住民がリーダーとして計画立案、意思決定に携わるよう
になった。創設時には市警察のリーダーシップが発揮されていたが、徐々に住民の参画が拡
大すると、住民のリーダーシップの下に住民の組織化が遂行されていった。 
MCMT による活動の地域区分は、ムンバイー市警察の警察管轄区に基づいて行われてい
た。表 3－5 「ムンバイー市警察署の一覧」は、2014 年 2 月時点でのムンバイー市警察管
区と警察署の一覧を示したものである。警察管区は、それぞれ北部地域（North Region）、
中央地域（Central Region）、東部地域（East Region）、西部地域（West Region）、南部地
域（South Region）の、5 地域に分かれ、さらにゾーン 1 から 12、および港湾ゾーン（Port 
Zone）の 13 区域に分かれていた。ムンバイー市には法執行活動を担う市警察署が 88 か所
にわたって存在していた73。市警察が自らの担当区域を言及する際には、例えば「中部地域、
ゾーン 5 のマヒーム市警察署」の所属となる74。 
 
 
 
                                                   
72 “Mohalla Committee Movement Trust”. n.d.. http://ccbtindia.org/page1.html （2011 年 10 月 21 日
閲覧）. 
73 本稿では住民生活に直結して法執行活動に従事するという点で 88 か所の市警察署を挙げている。加え
てムンバイー市警察ゾーン 8 にはサイバー犯罪に特化したサイバー警察署(cyber police station)、国際
および国内空港内の法執行活動を担う空港警察署（Airport）の 2 か所が設置されていた［Mumbai 
Police.“Police Station Maps”. n.d.］。 
74 2010 年 4 月 8 日、サダナンド・ダーテへの聞き取り。 
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表 3－5：ムンバイー市警察署の一覧（2014 年 2 月時点） 
【出典】［Mumbai Police. “Police Station Maps”. n.d.］より筆者が作成。 
（注） MIDC は、アンデーリー地区に隣接する居住区で、マハーラーシュトラ産業開発特区（Maharashtra 
Industrial Development Corporation）の略である。本稿では、現地での MIDC との表記および呼
称に従う。 
 
サハネイ元市警察長官は、本来、元警察長官が参加していることが重要なのではなく、市
警察が一切の活動費用を提供せず、地域住民が MCMT のコミュニティ・ポリシング活動を
継続させてきたことが重要だと捉えていた75。またバールヴェーは、ビワンディー市のモハ
                                                   
75 2010 年 4 月 13 日、サティーシュ・サハネイへの聞き取り。 
所属ゾーン・地域 管轄内の警察署 
 
ゾーン 1：南部地域 
（7 警察署） 
コラバ（Colaba）、クフェ・パラデ（Cuffe Parade）、マリーン・ドライブ
（Marine Drive）、アザード・メイデン（Azad Maidan）、M.R.A.マルグ
（M.R.A. Marg）、ドーングリー（Dongri）、J.J.マルグ（J. J. Marg） 
 
ゾーン 2：南部地域 
    （6 警察署） 
フィドニ （ーPydhonie）、L. T. マルグ（L. T. Marg）、V. P. ロード（V. P. Road）、
D. B. マルグ（D. B. Marg）、ガンデヴィ（Gamdevi）、マルバール・ヒル（Malbar 
Hill） 
ゾーン 3：中央地域 
    （6 警察署） 
タルデーオ（Tardeo）、ナグパーダ （ーNagpada）、アグリパーダ （ーAgripada）、
バイキューラ （ーByculla）、ウォーリ （ーWorli）、N.M.ジョッシ （ーN.M.Joshi） 
 
ゾーン 4：中央地域 
    （7 警察署） 
ボーイワーダー（Bhoiwada）、カラチョーキー（Kalachowkey）、マトゥンガ
（Matunga）、R.A.K（R.A.K.）、サイオン（Sion）、アントップ・ヒル（Antop 
Hill）、 ワーダーラー・トラック・ターミナル（Wadala Truck Terminal） 
 
ゾーン 5：中央地域 
    （7 警察署） 
シヴァージー・パーク（Shivaji Park）、マヒーム（Mahim）、シャフー・ナガ
ル（Shahu Nagar）、クルラ（Kurla）、ダーラヴィー（Dharavi）、ダーダル
（Dadar）、ヴィノバ・バーヴ・ナガル（Vinoba Bhave Nagar） 
 
ゾーン 6：東部地域 
    （10 警察署） 
チェンブール（Chembur）、ネルー・ナガル（Nehru Nagar）、トロンベイ
（Trombay）、R.C.F.コロニー（R.C.F.）、デオナール（Deonar）、シヴァージ
ー・ナガル（Shivaji Nagar）、ティラク・ナガル（Tilak Nagar）、マンクルド
（Mankhurd）、チュナバーティ（Chunabhatti）、ゴヴァンディ（Govandi） 
 
ゾーン 7：東部地域 
    （8 警察署） 
ガトコパール（Ghatkopar）、パント・ナガル（Pant Nagar）、ヴィクローリ
ー（Vikhroli）、パークサイト（Parksite）、バンドアップ（Bhandup）、カンジ
ュールマルグ（Kanjurmarg）、ムルーンド（Mulund）、ナヴガール（Navghar） 
ゾーン 8：西部地域 
    （4 警察署） 
ヴァコラ （ーVakola）、ヴィレパレ（Vileparle）、ケールワーディ（Kherwadi）、
バンドラ・クルラ・コンプレックス（Bandra Kurla Complex） 
 
ゾーン 9：西部地域 
    （7 警察署） 
バンドラ（Bandra）、カール（Khar）、サンタクルズ（Santacruz）、ジュフー
（Juhu）、D.N.ナガル（D. N. Nagar）、ヴァルソヴァ（Versova）、オシワラー
（Oshiwara） 
 
ゾーン 10：西部地域 
     （6 警察署） 
メゲワディー（Meghwadi）、ジョーゲシュワーリー（Jogeshwari）、サキナカ
（Sakinaka）、ポワイ（Powai）、アンデーリー（Andheri）、M I D C（M I D 
C） 
 
ゾーン 11：北部地域 
     （9 警察署） 
ゴレガーオン（Goregaon）、マラド（Malad）、マルワーニー（Malwani）、カ
ンディヴァリ（Kandivali）、チャールコプ（Charkop）、M.H.Bコロニ （ーM.H.B. 
Colony）、ゴライ（Gorai）、バングル・ナガル（Bangur Nagar）、ボリヴァリ
（Borivali） 
 
ゾーン 12：北部地域 
     （7 警察署） 
アーレイ・サブ（Aarey Sub）、ディンドシ （ーDindoshi）、クラール（Kurar）、
サンタ・ナガル（Samta Nagar）、カストゥールバ（Kasturba）、ヴァンライ
（Vanrai）、ダヒサール（Dahisar） 
港湾ゾーン：南部地域 
     （4 警察署） 
イエロー・ゲート（Yellow Gate）、ワーダラ （ーWadala）、セウリ （ーSewree）、
ムンバイー・サガリー（Mumbai Sagari） 
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ッラー・コミッティを模倣したものの、ムンバイー市では市警察のみならず、住民がリーダ
ーシップを発揮してきた点で、大きく活動の形態が異なると捉えていた［Barve 2003：170］。
MCMT の活動は主体的な住民の参画によるもので、資金源はウォーリー地区にあるリーダ
ーのリベイロが所有するオフィスにて、電話受け付けを通じた寄付金のみで運営されてい
た。 筆者は 2009 年 3 月 31 日付の収支報告書を入手したが、年間 135 万 6,000 ルピーが
寄付されていたことが明記されていた［The Mohalla Committee Movement Trust 2010：
14-15］。MCMT の活動は、市警察や市自治体の予算によって財政支援を受けていたわけで
はなく、寄付金に基づいて運営されていた。市警察および住民のコミュニティ・ポリシング
活動への参加は、職務の一環として組み込まれていなかったために、あくまで主体的な形態
であったことが判明する。換言すると、MCMT は行政からの財政支援を受けてこなかった
ために、活動への介入の度合いが低かった。それゆえに、住民がリーダーシップを発揮し、
主体的かつ柔軟にコミュニティ・ポリシング活動を展開することが可能であったと考えら
れる。すなわち、ムンバイー市のコミュニティ・ポリシング活動は財政支援を受けずとも、
ボランティアによって活動を遂行してきたわけである。 
MCMT のメンバーになる上で、入会規約は設けられていないが、各警察管轄のゾーンで
活動を行うファシリテーターと呼ばれる中核的な住民リーダーに対して、口頭および書面
での参加申請が求められる。ファシリテーターは、住民間の諍いが生じ、また生活改善が求
められる状況を把握すると、担当ゾーンの警察リーダーと面会する。ファシリテーターはい
わば担当地域内での住民の組織化を担い、警察と住民の調整役を負っていた。メンバーにな
るには、MCMT が主催する会合やイベントへの参加をつうじて、MCMT のコミュニティ・
ポリシング活動に賛同し、ゾーンごとのファシリテーターが志願者の活動意欲を認める必
要があるという76。ファシリテーターは、この居住区メンバーと接触しつつ、毎月第 3 木曜
日にゾーン 3 のウォーリー地区にあるネルー・センター内のサハネイのオフィスにて開催
されるファシリテーター会合に出席することが求められる。2010 年 10 月 29 日に行われた
ファシリテーター間の会合では、各地域での活動報告と割り当て、市警察と共同で行う「コ
ミュナル・ハーモニー・ウィーク」（Communal Harmony Week）の計画立案、2011 年 1
月から開始する「ピース・クリケット大会」（Peace Cricket Match）の、3 議題について話
し合われていた。サハネイのオフィスに住民リーダーの代表者であるファシリテーターた
                                                   
76 ゾーン 5 のファシリテーター、アーリフ・アーリー・サイード（Arif Ali Syed）との私信（2009 年 7
月 13 日および 2009 年 9 月 7 日）。 
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ちが集まり、それぞれの状況報告、行事計画の連絡を行っていた77。したがって、MCMT は
退職した元市警察長官であるリベイロとサハネイがそれぞれ所有するオフィスに活動拠点
を設置し、ファシリテーターが資金源となる寄付金を募り、また活動の年次報告書の作成を
行っていた。この活動拠点は警察署とは別個に、警察リーダーと住民リーダーが必要に応じ
て協議し、さらに住民リーダーが活動の周知や情報公開を行う場として機能していった。 
 第 3 章ですでに論じてきたように、マハーラーシュトラ州およびムンバイー市では、シ
ヴ・セーナーの活動家による言動がヒンドゥー・ムスリム間暴動を引き起こし、またヒンド
ゥーの暴徒を組織化して、暴動の大規模化を招く傾向にあった。一方、シヴ・セーナーは暴
動の予防を目的としたモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストのコミュニティ・
ポリシング活動に対し、自らの影響が及んでいた市警察長官を通じて、別個のコミュニテ
ィ・ポリシング活動の組織化を企図していた。先述のように、1995 年 10 月にティーヤギー
がシヴ・セーナーとインド人民党による連立州政権下で、ムンバイー市警察長官に任命され
た。このティーヤギー市警察長官の任期中に創設されたポリス・モハッラー・コミッティ
（Police Mohalla Committee）は、シヴ・セーナーの主導によるコミュニティ・ポリシング
活動の試みであった。 
筆者はポリス・モハッラー・コミッティについて先行研究を分析し、また聞き取り調査を
実施した結果、その実態がコミュニティ・ポリシング活動とは異なっていたことを確認した。
ティーヤギーは 1995 年 10 月の着任当初、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラ
ストの警察リーダーであるリベイロ元市警察長官と会合を行い、自らが警察リーダーとし
ての参加したい意向を持っていた。しかしながら、リベイロは 1993 年 1 月に発生したサル
マン・ベーカリー事件の当事者であるティーヤギーの言動を疑問視し、彼の参加を断ってい
たという78。そこで、1995 年 12 月にティーヤギーは、モハッラー・コミッティ・ムーブメ
ント・トラストに対抗する形で、自らのリーダーシップの下にムンバイー市内の警察署を管
轄下においたポリス・モハッラー・コミッティの創設を発令した［Shinghal 1998：68-69］。
1995 年 10 月に市警察長官に着任したティーヤギーは当初、モハッラー・コミッティ・ムー
ブメント・トラストへの参加を志向していた。だが、多文化主義的な共生を維持することを
活動目的としていたモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストにとって、1993 年
                                                   
77 ヴィクローリー地区のファシリテーター、ジェニー・シン（Jenny Singh）提供の MCMT 作成の資料
より（2011 年 1 月 20 日）。 
78 2010 年 4 月 20 日、アーリフ・アーリー・サイードへの聞き取り。 
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1 月に発生した大規模暴動の際に、無差別な実弾発砲を命じて、9 名のムスリムを射殺した
サルマン・ベーカリー事件でのティーヤギーの言動は許容しがたいものであったと推察さ
れる。そこで、ティーヤギーは自らの独断によって、ポリス・モハッラー・コミッティとの
名称をつけて、別個の組織を創設した。 
ハンセンはこのポリス・モハッラー・コミッティの活動実態について、住民メンバーおよ
び警察リーダーへの聞き取り調査を行ったことがある。ハンセンによると、ポリス・モハッ
ラー・コミッティの住民メンバーは、市警察署の担当区域ごとに分かれており、市警察が選
出し、懇意とする限られた住民であった。その数は最も多い時には 200 人に及んでいたと
される［Hansen 2000：60］。ハンセンはポリス・モハッラー・コミッティのメンバーと自
称していたナグパーダー地区の住民リーダーとアグリパーダー地区での警察リーダーに対
して、それぞれ聞き取り調査を行った。ナグパーダー地区の住民リーダーは、市警察署周辺
に自らの事務所を構えており、市警察の要望を聞き取って、物品を搬入していた。この人物
は、警察官と親しい友人関係を築いており、市警察から要望があった物品は何でも入手でき
ると発言していたという。アグリパーダー地区の市警察署は、ポリス・モハッラー・コミッ
ティの傘下におかれていた。ハンセンが聞き取り調査を行った 1 人の警察リーダーは自ら
を市警察と住民との間を取り持つ仲介と自負していたという。ハンセンに対して、この警察
リーダーは、住民から汚水処理、清潔な水の供給、電話回線の工事といったインフラ整備か
ら、学校の入学相談に至るまでの相談を受けており、自らが市の自治体に何度か電話をかけ
て、交渉すれば、容易に解決すると発言していた。ハンセンは、ポリス・モハッラー・コミ
ッティの影響力は 1995 年 12 月の創設からほどなくして、減退していったと捉えている
［Hansen 2000：60-61］。つまり、ポリス・モハッラー・コミッティは、警察と懇意にあっ
た住民をリーダーに選出し、また警察リーダーも市警察署を訪問した住民の相談に個々に
応じて仲介する活動を展開していた。だが、ポリス・モハッラー・コミッティの影響力が減
退した理由として、コミュニティ・ポリシング活動とは隔たりがあったために、限定的かつ
短期的な存在となったことを指摘できる。以上を踏まえると、ポリス・モハッラー・コミッ
ティは警察リーダーと懇意にあった限定的な住民メンバーによる短期的に存在した警察の
末端組織と捉えられる。活動目的も設定されておらず、本研究の期間中にはコミュニティ・
ポリシング活動としての実態を確認できなかった。したがって、本稿はポリス・モハッラ ・ー
コミッティの活動は小規模かつ短期的であったために、分析対象とできるコミュニティ・ポ
リシング活動とはしてみなしていない。 
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多文化主義的な参画の状況 
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの中核的な住民メンバーであるファシ
リテーターは、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンで構成されていた。2014 年 6 月時点
で、筆者が MCMT の広報を担当していたファシリテーターから提供されたデータによる
と、ムンバイー市では 41 の市警察署が各地のファシリテーターと連携して、住民を組織化
し、コミュニティ・ポリシング活動に参画していた。表 3－6「MCMT のコミュニティ・ポ
リシング活動に参画していた警察署とファシリテーターの所属宗教および性別」は、ゾーン
1 から港湾ゾーンまでの管轄区において、MCMT のコミュニティ・ポリシング活動に参画
していた警察署と、その管轄担当のファシリテーターの数、彼らの所属宗教および性別を示
している。実際に提供されたデータにはファシリテーターの氏名が記載されており、そこか
ら所属宗教を割り出していった。 
 
表 3－6：MCMT のコミュニティ・ポリシング活動に参画していた警察署ごとのファシリテ
ーターの所属宗教および性別（2014 年 6 月時点） 
ゾーン・ 
地域 ※1 
参画していた地区警察署 ※2 
ファシリテーター 
のイニシャル ※3 
所属宗教 性別 
ゾーン 1： 
南部地域 
（2/7 警察署） 
コラバ 
 
F・S 
G・K 
ムスリム 
ヒンドゥー 
男 
男 
クフェ・パラデ M・B・S ムスリム 男 
ゾーン 2： 
南部地域 
（1/6 警察署） 
D. B. マルグ 
S・A・G 
N・S 
Q・A 
ムスリム 
ムスリム 
ムスリム 
男 
男 
男 
ゾーン 3： 
中央地域    
（4/6 警察署） 
ナグパーダー 
Y・S 
Z・Q 
ムスリム 
ムスリム 
女 
男 
アグリパーダー 
Y・S 
Z・Q 
ムスリム 
ヒンドゥー 
女 
男 
バイキューラー S・H ヒンドゥー 男 
ウォーリー 
V・P 
L・F 
ヒンドゥー 
クリスチャン 
女 
女 
ゾーン 4： 
中 央 地 域   
（1/7 警察署） 
アントップ・ヒル S・P ヒンドゥー 男 
ゾーン 5： 
中央地域    
（5/7 警察署） 
シヴァージー・パーク 
 
 
B・P 
A・K 
U・D 
ムスリム 
ムスリム 
ヒンドゥー 
男 
男 
男 
マヒーム 
B・P 
A・K 
ムスリム 
ムスリム 
男 
男 
シャフー・ナガル A・M ムスリム 男 
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ダーラヴィー 
 
 
B・K 
P・R 
P・R 
G・K 
ヒンドゥー 
クリスチャン 
ヒンドゥー 
ムスリム 
男 
男 
男 
男 
ダーダル 
V・P 
S・P 
L・F 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
クリスチャン 
男 
女 
女 
ゾーン 6： 
東 部 地 域    
（3/10 警察署） 
チェンブール V・R ヒンドゥー 男 
シヴァージー・ナガル 
 
A・R 
A・A 
ヒンドゥー 
ムスリム 
男 
男 
ゴヴァンディ 
A・R 
A・A 
ヒンドゥー 
ムスリム 
男 
男 
ゾーン 7： 
東 部 地 域   
（2/8 警察署） 
ヴィクローリー 
カンナワールナガル 
パークサイト 
J・R・S 
C・D 
M・A 
クリスチャン 
クリスチャン 
ムスリム 
女 
女 
女 
ゾーン 8： 
西 部 地 域    
（3/4 警察署） 
ヴァコラー 
 
D・A 
N・V 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
男 
男 
ケールワーディ N・K ムスリム 女 
バンドラ・クルラ・コンプレックス 
K・S 
F・Q 
I・M 
ムスリム 
ムスリム 
ムスリム 
男 
女 
女 
ゾーン 9： 
西 部 地 域   
（4/7 警察署） 
バンドラ 
 
S・D 
I・S 
ヒンドゥー 
ムスリム 
男 
男 
女 
男 
カール 
A・M 
I・S 
ヒンドゥー 
ムスリム 
サンタクルズ A・T ヒンドゥー 女 
ヴァルソヴァ 
A・K 
S・M 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
男 
女 
ゾーン 10： 
西 部 地 域    
（6/6 警察署） 
メゲワディー 
 
 
 
L・M 
D・M 
F・S 
M・I 
ムスリム 
ヒンドゥー 
ムスリム 
クリスチャン 
男 
女 
女 
女 
ジョーゲシュワーリー M・I クリスチャン 女 
サキナカ 
 
A・S 
J・H 
ムスリム 
クリスチャン 
男 
女 
ポワイ A・P ヒンドゥー 男 
アンデーリー 
H・P 
M・I 
ムスリム 
クリスチャン 
男 
女 
M I D C M・I クリスチャン 女 
ゾーン 11： 
北 部 地 域     
（3/9 警察署） 
マラド 
 
P・S 
S・G 
M・U・S 
ヒンドゥー 
ムスリム 
ヒンドゥー 
男 
男 
男 
マルワーニー 
 
P・S 
S・G 
M・U・S 
ヒンドゥー 
ムスリム 
ヒンドゥー 
男 
男 
男 
M.H.B コロニー M・F クリスチャン 女 
ゾーン 12： 
北 部 地 域    
（4/7 警察署） 
ディンドシー 
クラール 
サンタ・ナガル 
ダヒサール 
J・P 
M・R 
V・D 
S・D・K 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
男 
男 
男 
男 
女 
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【出典】 ［MCMT ファシリテーターのマリア・イシュワラーおよびサントーシュ・パールカール（Santosh 
Palkar）が提供の資料“List of Facilitators, police stationwise and zonewise”（2014 年 6 月 3 日
入手）］より筆者が作成。 
（注） ※1（y/x 警察署）とは、そのゾーンおよび地区に属する管轄内の全ての警察署（x）のうち協力関
係にあったとされる数（y）を示している。例えば、（4/7 警察署）とした場合には管轄下の 7
か所の警察署のうち 4 か所が協力関係にあったことを示している。 
※2 □囲みの警察署は、特にファシリテーターと親密な関係を構築（good rapport with police）し
ていると報告があった場所である。 
※3 個人情報保護の観点からイニシャルで表記している。実際には同一のファシリテーターが複数
の警察署の管轄区内でのコミュニティ・ポリシング活動をまとめていた場合が散見された。住
民リーダーの重複が見られたわけであるが、表 3－6 は警察署ごとで列挙されたファシリテー
ターの氏名を基に記載した。実際の参画していたファシリテーターの数とは異なっている。 
 
表 3－6 からは、市内にある 88 の警察署のうち、その 4 割強にあたる 41 か所の警察署
で、58 名のファシリテーターが連携してコミュニティ・ポリシング活動を展開していたこ
とが判明する。その内訳は男性 34 名、女性 24 名で、所属宗教に注目すると、ヒンドゥー
28 名、ムスリム 13 名、クリスチャン 7 名であった。警察署によっては、ヒンドゥー、ムス
リム、クリスチャンがともに参画していた状況が明らかになる。 
ファシリテーター会合において、元警察リーダーのリベイロは議長を務め、担当地域ごと
に 41管轄区のファシリテーターから報告される住民間の諍いや犯罪発生について状況を把
握していた。ファシリテーター会合は、生活改善を行う必要があるのか、警察の介入を求め
るのか、ファシリテーター間で情報を共有し、対話を行う場であった。ムンバイー市の
MCMT のコミュニティ・ポリシング活動においては、住民のリーダーが担当地域の住民間
の諍いや生活改善の要望を報告していた。 
 
多文化主義的な参画が可能になった背景 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティは、創設者のコープデー市警察次官自らが宗教
コミュニティ別にメンバーを選任していたため、市警察主導の活動であったことが推察さ
港湾ゾーン： 
南部地域  
（3/4 警察署） 
イエロー・ゲート 
 
 
V・S 
R・L 
S・I 
M・Z 
ヒンドゥー 
クリスチャン 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
男 
男 
男 
男 
ワーダラー 
 
 
 
V・S 
R・L 
S・I 
M・Z 
ヒンドゥー 
クリスチャン 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
男 
男 
男 
男 
セウリー 
V・S 
R・L 
S・I 
M・Z 
ヒンドゥー 
クリスチャン 
ヒンドゥー 
ヒンドゥー 
男 
男 
男 
男 
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れる。一方で、MCMT は元市警察長官のリベイロはリーダーを務めてきたものの、住民が
主体的にメンバーとして参加していた。それゆえにムスリムが主体的に参画したことは、コ
ミュニティ・ポリシング活動の展開において、大きな意味を持っていた。 
 MCMT の居住区メンバーは、創設グループのリーダーたちと同様に、ヒンドゥー、ムス
リム、クリスチャンで構成されており、各宗教コミュニティ別にメンバー数は定められてい
ない。それでは、ムンバイー市の MCMT には、なぜヒンドゥー、ムスリム、クリスチャン
が、メンバーとしてともに活動できたのであろうか。MCMT のメンバーは反ムスリム、反
ヒンドゥーという心情や、双方に不信感を持たず、コミュニティ・ポリシング活動に従事し
てきたのだろうか。 
筆者は 2012 年に実施した現地での聞き取り調査で、MCMT のメンバーに対して、「あな
たはなぜヒンドゥー／ムスリムなのに、ムスリム／ヒンドゥーを憎いと思わないのか」と質
問した。この調査の結果、MCMT のヒンドゥー、ムスリムのメンバーは自らをリベラルと
称し、宗教と治安問題を分けて理解でき、コミュニティ・ポリシング活動に参画していたこ
とが浮き彫りになった。例えば、1993 年の創設当初より参加してきた、ヒンドゥーの住民
リーダーは、「ムスリムは他国からやって来た外国人ではない。この国には多くのムスリム
が居住している。ムスリムを受け入れ、暴動予防に取り組まなければ、何事も進まない」と
述べていた79。別のヒンドゥーの住民リーダーは、ムスリムによるテロや殺人事件の報道を
耳にしても、ムスリムへの憎悪を持つことはない、自らの思想と行動が宗教に基づくもので
はないと述べた80。他方、ムスリムの居住区メンバーの一人は、反ヒンドゥーを訴えた扇動
を行うムスリム組織を支持しておらず、自らはリベラルで世俗的な考えの下に、コミュニテ
ィ・ポリシング活動に参画してきたと述べていた81。聞き取り調査から明らかになったのは、
ヒンドゥー、ムスリムが起こした事件を自らの心情に反映することなく、かつ反ムスリム、
反ヒンドゥーを主張していては、何事も成立しないという考えを持っていたことである。そ
もそも MCMT のコミュニティ・ポリシング活動に賛同し、主体的に参画する住民は、多文
化主義的な共生の維持を支持することが前提となる。さらに、コミュニティ・ポリシング活
動をつうじて、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンが同席して会合を行い、対話を交わす
ことで、メンバー間に信頼関係が構築されていった。前述のように、創設に携わった長官、
                                                   
79 2012 年 12 月 18 日、ラームチャンドラ・コールデー（Ramchandra Baul Korde）への聞き取り。 
80 2012 年 12 月 22 日、スレーシュ・ヘーダンバー（Suresh Hedamba）への聞き取り。 
81 2012 年 12 月 22 日、ムハンマド・アユーブ・ハーン（Mohammad Ayub Khan）への聞き取り。 
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警察、元警察、住民のリーダーはそれぞれムスリム、ヒンドゥー、クリスチャンから構成さ
れており、彼らの多文化主義的な共生を具現化していた。ゆえに、コミュニティ・ポリシン
グ活動を行うなかで、住民の代表者であるリーダーは多文化主義的な共生を促進していっ
たと考えられる。 
ここまで述べてきたムンバイー市の MCMT によるコミュニティ・ポリシング活動の構造
をまとめると、以下のような特徴が浮き彫りになる。第一に、暴動後社会において、ムスリ
ムの長官が創設を州首相に提言し、公認された。第二に、活動を展開するのは、元警察、警
察、住民からのリーダーで、その所属宗教は主にヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンであ
る。 第三に、活動目的は市警察と住民間の交流および多文化主義的な共生の促進である。
創設に携わった元警察、警察、住民のリーダーが、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンで
構成されており、彼らの存在が活動目的である多文化主義的な共生を体現していた。第四に、
州政府から財政支援を受けておらず、警察および住民リーダーはともに主体的にボランテ
ィア活動として参加してきた。ムンバイー市内に 91 ある市警察署のうち、MCMT のコミ
ュニティ・ポリシング活動に協力していたのは 41 か所の市警察署であった。州政府からの
財政支援は受けていないものの、民間企業や個人からの寄付金によって、賄われていた。そ
れゆえに活動は住民の要望を反映した自由度の高いものとなりえた。第五に、住民リーダー
である 58名のファシリテーターが中核的なリーダーとして警察と住民間の調整役となって
いた。彼らは月例のファシリテーター会合に参集し、各々の担当地域で発生した諍い、犯罪、
生活改善が求められる問題といった状況を報告、議長の元警察リーダーであるリベイロか
ら裁可を仰いでいた。ファシリテーターはヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンから構成さ
れ、会合に出席して、相互の意見を交換する対話の場を創出し、多文化主義的な共生の促進
に努めていた。 
  
第 3 節 コミュニティ・ポリシング活動へのムスリム住民の参画 
 
MCMT によるコミュニティ・ポリシング活動の特徴となったムスリムの住民リーダーの
参画と、彼らが遂行したコミュニティ・ポリシング活動の内容と効果について分析する。こ
こでは、コミュニティ・ポリシング活動を構成する要素のうち、ムスリム住民のリーダーシ
ップのもとに遂行されてきた、監視・巡回、住民の組織化、警察不信の回復、生活改善、秩
序維持の行動、それぞれの要素に着目し、事例に即して、その手法と効果を論じていく。 
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 先述のように、ムンバイー市でコミュニティ・ポリシング活動を行うため、モハッラー・
コミッティの創設を提唱したのは、ムスリムのコラキワーラー市長官であった。コラキワー
ラーの提言がきっかけとなって州首相の公認の下に、コミュニティ・ポリシング活動が始動
した。創設を提言したのが、ムスリムであったことから、MCMT にはムスリムが住民リー
ダーとして主体的に参画し、中核となってコミュニティ・ポリシング活動を展開してきた。 
2001 年センサスによると、ムスリム人口はマハーラーシュトラ州では 10.6％（1,027 万
485 人）に対して、ムンバイー市では 22％（73 万 4,484 人）を占めていた。すなわち、暴
動後社会のムンバイー市で、2 割超の人口規模を維持するムスリムを代表するリーダーが主
体的にコミュニティ・ポリシング活動に従事してきたという事実を見過ごすことはできな
い。 
それでは、暴動後のムンバイー市に居住していたムスリムは、どのようにヒンドゥーとの
関係を捉えていたのだろうか。これを紐解く鍵として、スラム住民の意識調査を行ったデー
タを分析する。ジョセフとラヴカールは、2000 年にスラム在住の 15 歳から 35 歳のヒンド
ゥーとムスリムの青年を対象に、1992 年 12 月から 1993 年 1 月のムンバイー暴動以降の暴
力と宗教について意識調査を実施している82。調査は 54 項目にわたり、有効回答者数は、
ヒンドゥー272 人、ムスリム 242 人の計 514 人であった［Joseph and Lovekar 2004：74-
75］。 
表 3－7「ヒンドゥーとムスリムの青年の意識調査」は、ヒンドゥーとムスリムそれぞれ
に所属宗教の異なるコミュニティと共生することは可能であるか否かを質問した結果を示
したものである。 
 
表 3－7：ヒンドゥーとムスリムの青年の意識調査（2000 年実施） 
質問事項：「所属宗教の異なるコミュニティと共生することは可能ですか。」 
（Can different religious Groups stay together in harmony?） 
 
 
 
【出典】［Joseph and Lovekar 2004：74-75］より筆者が作成。 
                                                   
82 対象地域と回答者はアントップ・ヒル地区 89 人、ダーラヴィー地区 79 人、トゥルシワーディー
（Tulsiwadi）地区 80 人、M.P.ミル（M.P.Mill）地区 90 人、ベーラムパーダー地区 90 人、ジョーゲ
シュワーリー地区 86 人であった［Joseph and Lovekar 2004：15］。 
 
 ヒンドゥー ムスリム 計 
「はい」 229（84.2％） 221（91.3％） 450（87.5％） 
「いいえ」 41（15.1％） 19（7.9％） 60（11.7％） 
未回答 2（0.7％） 2（0.8％） 4（0.8％） 
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表 3－7 が示すように、所属宗教の異なるコミュニティと共生することが可能と回答した
のは、ヒンドゥーが 84.2％であったのに対して、ムスリムは 91.3％を占めていた。この結
果は、ヒンドゥーとムスリムがともに共生を望む割合が高かった。さらには、暴動において
攻撃される側となってきたムスリムはスラム在住で生活に困窮していたとしても、ヒンド
ゥーよりも幾分か多文化主義的な共生を志向していたという点が明らかになる。また第 3章
第 1 節にて先述した表 3－3 および表 3－4 で示した 1993 年時点での調査と合わせて考察
すると、ヒンドゥーとムスリムがそれぞれ多文化主義的な共生を志向するようになったと
の変化が明らかになる。1993 年の調査は、マハーラーシュトラ州出身のヒンドゥーが他地
域に比べて、宗教を掲げた政党とバーブル・モスク破壊を支持する傾向にあった。一方、大
規模暴動の発生から 7 年を経て、2000 年の調査ではムンバイー市ではヒンドゥーとムスリ
ムがともに多文化主義的な共生を志向していたのである。こうした結果は多文化主義的な
共生を重視するヒンドゥーとムスリムが、ムンバイー市の MCMT によるコミュニティ・ポ
リシング活動に対して、主体的に参画していった背景を理解する手掛かりとなるだろう。 
 
ムスリムの住民リーダーによるコミュニティ・ポリシング活動 
コミュニティ・ポリシング活動を拡大する上で、住民の組織化は不可欠な要素である。先
述のように、特にムスリム住民は 1992 年 12 月から 1993 年 1 月に発生した大規模暴動に
おいて、警察による無差別発砲、不当逮捕を受けており、コミュニティ・ポリシング活動へ
の参画には、ムスリムの住民リーダーの存在が重要である。 
MCMT の居住区メンバーの要件としては、宗教を掲げる政党であれ、世俗主義を掲げる
政党であれ、特定政党との関係を持たず、また犯罪歴がないことが求められる。市内に 34
ある住民を組織化するための支部では、それぞれ所属宗教コミュニティによるメンバー数
の割り振りは決められていない。また、実際に住民リーダーの下に、ムスリム住民がどれほ
どの規模でコミュニティ・ポリシング活動に加わってきたのか把握することは容易ではな
い。しかしながら、MCMT におけるムスリムの居住区メンバーとしての住民リーダーと、
参加者としてのムスリム住民の、それぞれからの活動評価についての分析を行うことで、ム
スリムがコミュニティ・ポリシング活動をどのように捉えていたのか、浮き彫りにすること
ができる。そして、ムスリムの住民リーダーの存在が、いかにコミュニティ・ポリシング活
動にムスリム住民を関与させ、警察の不信回復を促す上で意義深いものであったのか、明ら
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かにできよう。 
MCMT は市警察と住民間との交流と、暴動予防による多文化主義的な共生の促進を目的
としていた。ムスリムの住民リーダーの下に MCMT は、巡回・監視、住民の組織化、生活
改善、警察不信の回復、秩序維持の行動が結実し、多文化主義的な共生を実現するコミュニ
ティ・ポリシング活動を展開していた。 
 MCMT の活動を特徴づける上で、多文化主義的な共生の促進を訴えたメッセージが重要
な鍵となってきた。そのメッセージを創出したのは、ムスリムの住民リーダーである。ムス
リムの住民リーダーのなかでも、ダーラヴィー地区の MCMT ファシリテーターを務めてい
たワカール・ハーン（Waqar Peyare Khan）は 1996 年に MCMT の活動目的を住民に対し
てより明確にアピールするため、「われわれはみな一つだ」（Ham Sab Ek Hain）というメ
ッセージとシンボルを考案した［Hameed 2009］83。写真 3－3 に示した MCMT シンボル
には、4 人の子どもがクリスチャン、スィク、ムスリム、ヒンドゥーの宗教装束を纏って横
並びに写っている。子ども達の姿は宗教の差異を越えた多文化主義的な共生の構築を訴え
ている。これら 4 人の少年はみなダーラヴィー地区に居住するムスリムで、ヒンドゥー役
はハーンの息子が扮していた。ハーンが作成したシンボルとスローガンは、MCMT のコミ
ュニティ・ポリシング活動を遂行する上で共通のものとなり、ポスター、バーナー広告、イ
ベントへの招待状、ピース・クリケット大会のユニフォームに用いられてきた84。 
 
写真 3－3：MCMT のシンボルマーク 
 
【出典】［2011 年 2 月、ムンバイー市にて筆者が入手］。 
（注）4 人の少年のうち、写真左から、クリスチャン、スィク、ムスリム、ヒンドゥーの衣装を身に着け
ている。 
                                                   
83 ハーンはダーラヴィー地区での長年にわたる宗教コミュニティ間の協調に基づく多文化主義的な共生
の促進に貢献してきたとして、2008 年 3 月にガーンディー記念国際財団（Gandhi Memorial 
International Foundation）から、ガーンディー平和賞を受賞した。翌 2009 年 4 月 10 日に心臓発作
により 42 歳で急死した［Hammed 2009］。 
84 2010 年 4 月実施のムンバイー市での参与観察。 
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ハーンの考案したスローガンとシンボルは、視覚的にも平明であり、MCMT のコミュニ
ティ・ポリシング活動を住民に普及させる上で、有用なものとなってきた。一方で、ハーン
の担当地域であるダーラヴィー地区は、アジア最大のスラムという状況下で常に住民がひ
きめきあって生活してきたために、住民間の諍いが散発してきた。とりわけ、住民を宗教の
差異を分かち、対立が深化してきたのは宗教祝祭をめぐる諍いにおいてであった。住民間の
諍いの争点は、ヒンドゥーの神ガネーシャを祭ったガネーシャ祭の間、祭列がダーラヴィー
地区を東西に貫く中央通りを通過するたびに、祭列者のヒンドゥーと付近に居住するムス
リムとの間で、祭列時に流す音楽の音量が原因となっていた。 
ダーラヴィー地区の MCMT のファシリテーターと居住区メンバーは祝祭時の住民間の
諍いを防ぐため、全ての宗教祝祭の開催に際して、宗教コミュニティに属する住民の代表者
を集め、祝祭時のルールを策定していった。ヒンドゥーの祝祭時には、この祭列がモスクの
傍を通過した際に、祭列に参加するヒンドゥーに対して、ムスリムから飲み水が提供され、
また祭列者のヒンドゥーもムスリムが集住する地域では、祭列で流す音楽の音量を下げる
ようになった［Sharma 2000：147-151］。本稿第 1 章第 2 節にて論じたように、住民間の
諍いは祝祭をめぐって生じ、そこから犯罪に悪化、暴動ベクトルが起動することが見出され
た。そのため、祝祭を取り仕切る住民の代表者を集め、会合を開いて、祭列の通過ルートの
確認、異なる宗教コミュニティが居住する地域での音量調整といったルールを作り、諍いの
発生を予防していた。宗教コミュニティの代表者間で祝祭時のルールを策定したことで、対
話が生まれた。その結果、ダーラヴィー地区では、祭列に参加したヒンドゥーに対して、ム
スリムが飲み水を提供するなど、相互の宗教への寛容と多文化主義的な共生の促進につな
がったと考えられる。 
 
監視・巡回、秩序維持の行動 
MCMT の住民リーダーによる監視・巡回は、徐々に周辺住民が秩序維持の行動を遵守す
るように変容させていった。ダーラヴィー地区で、1998 年から居住区メンバーとなったム
ハンマド・アユーブ・ハーン（Mohammad Ayub Khan）が、2010 年 10 月に行われたガネ
ーシャ祭において、暴動発生を予防していた。ヒンドゥーの青年グループが泥酔し、ヒンド
ゥー寺院に乱入して暴れるなど、ヒンドゥーとムスリムの住民間には不穏な緊張感の高ま
りが見られた。暴動の再発が危惧されたが、アユーブ・ハーンはダーラヴィー市警察署の警
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察官とともに、この酔ったヒンドゥーの青年グループの身柄を確保して、酔いを醒まし、解
散させた85。ムスリムの居住区メンバーであるアユーブ・ハーンが、ヒンドゥーの祝祭時に
発生したトラブルを、市警察とともに沈静化した。ダーラヴィー地区では、住民リーダーの
ワカール・ハーンとともに、居住区メンバーのアユーブ・ハーンが、コミュニティ・ポリシ
ングに従事しており、ムスリム住民が活動の中核となってきた。 
MCMT 創設当初、リベイロ、サハネイ、バールヴェーがムスリム住民と会合を開催した
マヒーム地区では、ムスリムのパールカール（Burhan Parkar）が 1994 年からファシリテ
ーターを務めてきた。マヒーム地区では、パールカールを含めて、MCMT のファシリテー
ター3 人、居住区メンバー35 人が MCMT の活動に参画し、毎月第 2 土曜日に地域住民と
の会合を開催してきた。近年、マヒーム地区で問題になってきたのは治安の悪化である。こ
の地域にある聖者廟への参拝客から施しを受けようと物乞いが路上にあふれていた。さら
に、ガンジャーやハッシシといった違法薬物の売人、売春婦が徘徊していた。物乞いたちは、
無料の食糧配給チケットを受け取り、それを売って得た金で、違法薬物を購入し、乱用する
など、マヒーム地区は犯罪行為の温床となって、荒廃していた。 
そこでパールカールは 2012 年 11 月にマヒーム地区で開催した会合に、サダナンド・ダ
ーテ（Sadanand Date）市警察統合長官を招き、違法薬物の売買、売春婦、駐車違反といっ
た犯罪行為の横行について報告した。同年 12 月、パールカールは他の MCMT ファシリテ
ーターと居住区メンバーと総出になって、徘徊していた物乞い、薬物の売人、売春婦を一掃
するクリーン作戦を決行した。このクリーン作戦の結果、マヒーム地区では路上の清掃と不
法分子の放逐が行われ、徐々に地域の安全が改善されるようになっていったという。パール
カールは、マヒーム地区の MCMT が住民からの要望を取りまとめ、ムンバイー市自治体や
電力会社に請願すべく、影響力を持ち続けていくと述べている86。MCMT 創設当初、1994
年の、マヒーム地区で市警察とムスリム住民間で会合が催され、警察と住民間の継続した対
話を重んじるという方向性を決めた。いわば、マヒーム地区での会合が MCMT の活動の礎
を築いてきたわけである。そのため、薬物売買を取り交わす輩の強制退去を実行する等、
MCMT が地域社会において独自のパワーとリーダーシップを発揮し、暴動予防の誘因とな
る犯罪分子の一掃を展開していた。 
 
                                                   
85 2012 年 12 月 22 日、ムハンマド・アユーブ・ハーンへの聞き取り。 
86 2012 年 12 月 22 日、ブルハーン・パールカールへの聞き取り。 
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生活改善 
 生活改善を目的とした MCMT によるコミュニティ・ポリシング活動は、ムスリムが集住
している地域において、水の確保をめぐる住民の諍いへの介入、コンピューター操作技能を
習得した就職支援、無料の健康診断実施、路上生活者への支援が挙げられる。とくに、ムン
バイー市では住民の生活環境をめぐる諍いが犯罪からひいては暴動に悪化するという負の
ベクトルが想起されてきた。表 3－8「ムンバイー市におけるスラム居住人口および居住率」 
は、2001 年センサスで表された全インド、マハーラーシュトラ州、そしてムンバイー市の
それぞれ行政区分でのスラムにおける居住者数とその割合を示したものである。 
 
表 3－8：ムンバイー市におけるスラム居住人口および居住率（2001 年） 
 
【出典】［Office of the Registrar General & Census Commissioner 2005：21-22］より筆者作成。 
 
 表 3－8 からは、都市人口のうちスラム居住率が全インドでは 23.1％、マハーラーシュト
ラ州全域で 33.3％に対して、ムンバイー市では 54.1%がスラムに居住していることが判明
する。この割合はインド全国に比べて、2 倍超にあたる人々がムンバイー市ではスラムに居
住していたことを意味する。したがって、ムンバイー市住民の 5 割超が劣悪な生活環境に
置かれていたわけであり、ゆえにムンバイー市ではコミュニティ・ポリシング活動をつうじ
た生活改善が他の地域以上に一層重要と言えるのである。 
イマームワーダー（Imamwada）地区は、ムスリムが集住している地域で、住宅環境、清
潔な水の確保、住民の雇用などをめぐって、1995 年 7 月にヒンドゥーとムスリム住民間で
の諍いが発生していた。イマームワーダー地区には築 100 年の共同アパートが 7 棟あり、
そのうち 3 棟にはヒンドゥーが、4 棟にはムスリムが、それぞれ分かれて住んでいた。長年
にわたって、双方が交流せず、子どもたちもヒンドゥーはマラーティー語の学校へ、ムスリ
ムはウルドゥー語の学校に通い、相互に往来することを避けてきた。当時、MCMT はイマ
ームワーダー地区での住民間の対立に介入し、失業者の就職支援のために、電気工、配管工、
大工の職業訓練所を開設し、また就業できるように工具一式を無償提供した。さらに水道管
の破裂が常態化し、清潔な水の入手が困難であったため、ヒンドゥー、ムスリムそれぞれの
 都市人口（人） スラム居住人口（人） スラム居住率（%） 
全インド 283,741,818 42,578,150 23.1 
マハーラーシュトラ州 41,100,980 11,202,762 33.3 
ムンバイー市 11,978,450 6,475,440 54.1 
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住民代表を集めて、水の確保に関する継続的な話し合いを行うように指揮した。加えて
MCMT は市自治体にイマームワーダー地区の水道管修復工事の陳情を行った［Sharma 
n.d.：7］。イマームワーダー地区で水の確保をめぐって住民間の諍いが発生したアパートで
は、ヒンドゥーとムスリムの住民が相互に行き来することなく、分かれて生活していた。
MCMT の住民リーダーは、ヒンドゥーとムスリムそれぞれの居住者から代表者を募って、
会合を開催して、協議する場を創出した。さらに、失業中の若者を対象とした職業訓練校を
開設し、就職支援を行っていた。MCMT は、水の確保をめぐる協議と就職支援を行い、住
民の生活改善を図っていた。 
イマームワーダー地区で、MCMT は職業訓練校に加えて、就職支援に向けた本格的な取
り組みを展開した。1997 年に MCMT は、イマームワーダー・モハッラー・コミッティ・
コンピューター・トレーニング・センター（Imamwada Mohalla Committee Computer 
Training Center、以下「PC センター」と略する）を開設した。PC センターにはシティバ
ンク社（Citi Bank）から寄付された中古のパソコンを 15 台設置し、専門の 1 名のムスリ
ム男性のアドミニストレーターが常駐して、パソコン操作技能習得を安価で受けることの
できる就職支援のための施設である［Barve 2003：213］。PC センターでは「受講生が成功
するために力を尽くします」（Our Students Help Us to Achieve Success in Everything We 
Do）との理念の下、13 歳以上を対象とした主にワード、エクセル、パワーポイント、イン
ターネット、ウェブデザインのコースを月割りで学び、キャリアガイダンスとカウンセリン
グの機能も有している87。写真 3－4 には、1997 年の開設以来 15 年にわたって、イマーム
ワーダー地区の PC センターが教育機会を提供していること、就職相談に応じることが明記
されている。そして、MCMT のリーダーのリベイロ、サハネイの名前が顧問として列挙さ
れていた（写真 3－4 参照）。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
87 イマームワーダー・モハッラー・コミッティ・コンピューター・トレーニング・センター配布のリーフ
レットより（2010 年 4 月 24 日入手）。 
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写真 3－4：イマームワーダー地区の PC センターの掲示板 
 
【出典】［2010 年 4 月 24 日、イマームワーダー地区にて筆者撮影］。 
 
PC センターのアドミニストレーターでムスリム男性のジャッバール（Shaikh Abdul 
Jabbar）によれば、生徒の多くが中間層に属する女性で、しかも 360 名の受講者のうち、
ムスリムが 230 名と多数を占め、ヒンドゥーは 130 名であったという88（写真 3－5 参照）。
このセンターには、イマームワーダー地区警察署所属の警察官が度々訪問し、彼らもパソコ
ン操作を学び、一般の受講生と交流していた。授業後や修了認定式で、講習会の内容にとど
まらず、受講者と市警察官がヒンドゥーとムスリムの間での多文化主義的な共生について
討論会を催していた［Ghadially 2004：10］。 
 
写真 3－5：イマームワーダー地区の PC センターの受講者 
 
【出典】［2010 年 4 月 24 日、イマームワーダー地区にて筆者撮影］。 
 
受講生のムスリム女性 S は、アドミニストレーターの教え方が分かりやすく、授業料も 1
                                                   
88  2010 年 4 月 24 日、シェイク・アブドゥル・ジャッバールへの聞き取り。 
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コースが 300 ルピーと安価なため、このセンターでコンピューターの操作技術を習うこと
に満足している。そして MCMT は PC センターを通じて、地域にネットワークを作り、住
民生活を支援してきたと述べた89。受講生のムスリム女性は、MCMT が取り組んできた技
能習得による就職支援活動を評価していた。またムスリム女性の社会進出のために就労支
援を行って、生活改善を図っていた。さらに、市警察官にもセンターの施設利用を開放し、
受講生の多くを占めるムスリム女性と交流する場を生み出して、警察不信の回復を図って
いた。 
 
警察不信の回復 
 警察不信の回復は、住民にコミュニティ・ポリシング活動への参画を促す上で、重要な要
素である。暴動後社会であるムンバイー市では、警察による発砲、殴打、不当逮捕によって、
警察への畏怖と不信が高まってきた。そこで、MCMT は住民が主体的に警察署に訪れ、住
民と警察の間の溝を取り払うために、無料の法律相談所を開設した。 
MCMT は 1997 年以降、アンデーリー・イースト地区、MIDC 地区、ジョーゲシュワー
リー地区、メゲワディー地区、ナグパーダー地区、ウォーリー地区、マンクールディ地区の、
計 7 地区の市警察署を拠点に女性苦情相談所（Women’s Grievances Redressal Cell）を運
営してきた。開設されていた相談所の分布に偏りが生じていたのは、法律に精通して相談に
応じうる資質を有するファシリテーターの担当区域によるためである。活動内容は、女性を
対象とした無料の法律相談で、相談員は MCMT のヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの
女性の住民リーダーが務めていた（写真 3－6 参照）。7 拠点の女性苦情相談所の相談件数の
合計は、1997 年の開設当初には年間相談件数は 60 件だったが、2007 年には 1,022 件にま
で増加していた。2008 年にはヴェルソヴァ地区警察署内に、続いて 2009 年にはサキナカ
地区警察署内に設置され、市内 9 か所の市警察署内で運営されていた［The Mohalla 
Committee Movement Trust 2008：9］。1997 年から 2007 年までの 10 年間で考えると、
年間相談件数はおよそ 17 倍に増加したことになる。この数字は、市警察と MCMT による
女性法律相談所が身近な法律相談の場として認知され、実際にその効果が評価されてきた
ことを体現するものである。2009年までに女性苦情相談所はゾーン3の中央地域に2か所、
ゾーン 6 の東部地域に 1 か所、ソーン 9 の西部地域に 1 か所、そしてゾーン 10 の西部地域
                                                   
89 2010 年 4 月 24 日、イマームワーダー地区在住 S（ムスリム、女性、10 代）への聞き取り。 
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に 5 か所の、市警察署内で開設されていた。 
相談内容は、主に夫婦関係、嫁姑関係についての諍いである。相談後、女性苦情相談所の
相談員は、解決のために、相談者の家族あてに、相談所作成の呼び出し文書を作成し、指定
の日時に警察署に来訪するように勧告を行う。呼び出しに応じない場合には、警察官が介入
することになる90。女性無料相談所は市警察と住民の架橋となって、住民間の諍いを解決す
る役割を担っていた。 
 
写真 3－6：MIDC 地区警察署内の女性苦情相談所 
 
 
 
 
 
【出典】［2011 年 1 月 28 日、MIDC 地区警察署内にて筆者が撮影］。 
（注）奥の女性 3 人が MIDC 地区の住民リーダーで、相談員。手前の女性は来談者である。 
 
表 3－9 「女性苦情相談所における相談件数と解決件数」は、2008 年 1 月から 2009 年 3
月にかけて、9 か所の警察署に設置されている女性苦情相談所に寄せられた相談件数及び解
決件数を集計したものである。 
 
表 3－9：女性苦情相談所における相談件数と解決件数（2008 年 1 月－2009 年 3 月） 
相談所が設置されている地区警察署 相談件数 解決件数 解決率（％） 
MIDC 245 146 59.5 
アンデーリー 245 136 55.5 
ジョーゲシュワーリー 134 85 63.4 
メゲワディー 114 58 50.8 
ナグパーダー 268 205 76.4 
ウォーリー 230 121 52.6 
マンクルド 108 54 50.0 
ヴァルソヴァ 32 12 37.5 
サキナカ 15 7 46.6 
合計 1,391 824 59.2 
 
【出典】［The Mohalla Committee Movement Trust 2008：9］より筆者が作成。 
                                                   
90 2011 年 1 月 28 日、アンデーリー・イースト地区警察署および MIDC 地区警察署に開設された女性苦
情相談所の相談員マリア・イシュワラーン（Maria Ishwalah）への聞き取り。 
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（注）※1 2008 年 10 月にヴァルソヴァ地区警察署内に、2009 年 2 月にサキナカ地区警察署内にそれぞ 
れ開設されたため、これら 2 か所の相談所における相談件数および解決件数は少ない。 
※2 解決率は相談件数に対する解決件数から算出した。 
   
2008 年 1 月から 2009 年 3 月までの 1 年 2 か月間の期間でも、相談件数の合計は 1,391
件、そのうち解決に至ったのは 824 件で解決率は 59.2%であった。6 割近くに及んでいた
解決率からは、無料にもかかわらず、MCMT の女性苦情相談所は警察と連携しながら解決
までの責任を追って遂行していたことが見出される。 
9 か所ある相談所の中でも特に相談件数および解決率が最も高かったのは、訴訟代理人を
専業とするムスリム女性のヤズミーン・シェイク（Yasmin Shaikh）が相談員を務めていた
ナグパーダー地区の相談所であった。シェイクの担当であるナグパーダー地区での相談件
数が最も多く、また解決率が 7 割を超えていた点から、シェイクが女性の住民リーダーと
して信頼を得て、かつ受け入れられてきたとみなすことができる。筆者の聞き取りにおいて
シェイクは MCMT のコミュニティ・ポリシング活動の展開には、単に秩序維持と多文化主
義的な共生をアピールするだけでなく、住民に対し日常的にサービスを提供して関心を集
め、信頼を得ていく必要があると自覚していた91。シェイクはムスリムの女性リーダーとし
て、女性の住民が抱える問題解決を図って、徐々に受け入れられるようになった。そのイニ
シアティヴや信頼の高さは、彼女の担当する女性苦情相談所が盛況であったことからも推
察できる。ムスリムのシェイクは多文化主義的な共生の促進を掲げたとしても、暴動の危機
が迫っていない時期に MCMT のコミュニティ・ポリシング活動に関心を喚起することは容
易ではない。それゆえに無料の法律相談といった住民にとって有益とみなされ、生活改善に
帰結する活動を通じて、住民からの信頼を獲得していく必要性を理解していた。 
女性苦情相談所が、市警察署内で運営されてきたのは 2 つの意味合いを有している。第
一に、1992 年 12 月から 1993 年 1 月の大規模暴動以後、住民、とりわけ女性にとって、市
警察は無差別発砲や不当逮捕を行使する畏怖の対象であり、市警察署へ立ち寄ることさえ
忌避されていた。そこで、市警察署内に女性苦情相談所を開設することで、女性が市警察署
に定期的に訪れる仕組みを作り、警察不信を打破する機会を創り出そうという目的が見出
される。開設以来、女性が相談所に訪れるようになると、おのずと警察署と警察官への恐怖
心も薄らいでいった。第二に、女性苦情相談所を通じて、婚姻関係、家庭内暴力などの住民
間の諍いに介入することで、来談者への暴力や殺傷が想起される状況を把握できることで
                                                   
91 2010 年 4 月 24 日、ヤズミーン・シェイクへの聞き取り。 
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ある。インドでは、多くの事例において、住民間の諍いが、犯罪化することで、小規模およ
び大規模暴動に悪化してきたことは、本稿第 1 章第 1 節で論じてきたとおりである。MCMT
のコミュニティ・ポリシング活動は、市警察署に法律相談所を開設して、警察と住民の架橋
となって、警察不信の回復を促した。また住民間の諍いに介入して、犯罪に悪化する以前の
段階で、警察とともに問題解決を図っていた。 
またムスリムが住民の多数派を占め、食肉加工産業とゴミの不法投棄で知られていたシ
ヴァージー・ナガル（Shivaji Nagar）地区では、MCMT の住民リーダーが、地域住民との
会合を毎週開催していた。2011 年 1 月 30 日に、シヴァージー・ナガル地区のムスリムの
住民リーダーであるワールシー（Jamal Warsi）は、女性 2 名、ヒンドゥー5 名、ムスリム
4 名、クリスチャン 1 名の計 10 名の住民の代表者を呼び出し、会合を開催した。この日の
議題は、無料の健康診断の実施計画、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民が参加す
る地域限定のクリケット大会の開催計画について話し合った92。シヴァージー・ナガル地区
での会合において、MCMT のムスリムのファシリテーターであるワールシーが中心になっ
て、週に 1 度、地域住民との話し合い、状況を把握し、住民からの要望を聞き取っていた。 
1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてムンバイー市で発生した暴動で憎悪を向けられ
た側となったムスリムが、主体的にコミュニティ・ポリシング活動に参画してきた。ムスリ
ムが参画したコミュニティ・ポリシング活動は、MCMT の提起する多文化主義的な共生を
具現化し、暴動後にムスリムの間で深化していた警察不信を回復し、市警察とともに住民の
組織化を着手した。ムスリムからコミュニティ・ポリシング活動に主体的に参画することで、
ヒンドゥー、クリスチャンをはじめとするムンバイー市在住の宗教コミュニティに対して、
多文化主義的な共生は可能であるという MCMT の活動目的を体現する重要な役割を担っ
ていた。 
 
第 4 節 ヒンドゥーおよびクリスチャン住民の参画 
 
 MCMT に参加してきたヒンドゥーおよびクリスチャンの住民リーダーは、ムスリムのフ
ァシリテーターや居住区メンバーによる実践と同様に、監視・巡回、住民の組織化、生活改
善、秩序維持の行動の、コミュニティ・ポリシング活動の要素に基づいて、展開していた。
                                                   
92 2011 年 1 月 30 日、シヴァージー・ナガル地区での参与観察。 
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1997 年から市警察署の管轄区域ごとに警察と住民との混成チームからなるピース・クリケ
ット大会を開催してきた事例、住民の生活改善に着目して健康診断の無償サービスを提供
してきた事例やヴィクローリー地区でのクリスチャンの住民リーダーによる路上生活者支
援の事例、ダヒサール地区でのヒンドゥーの住民リーダーによる住民の諍いへの介入した
事例が挙げられる。 
 
住民の組織化、警察不信の回復、秩序維持の行動 
 MCMT によるコミュニティ・ポリシング活動において住民の組織化、警察不信の回復に
寄与してきたのは、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民と警察が混成チームを組ん
で、トーナメント形式で試合を行うピース・クリケット大会である。ピース・クリケット大
会は住民の組織化、警察不信の回復、秩序維持の行動という 3 要素が含まれている複合的
な活動であるがゆえ、MCMT の年間行事のなかでも、特に比重が置かれてきた。筆者が 2010
年から 2011 年にかけてムンバイー市で行った参与観察を基に、ピース・クリケット大会で
のヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民と警察の関係性について分析する。ピース・
クリケット大会は、1997 年から続くプログラムで、MCMT のコミュニティ・ポリシング活
動に協力していたのは、41 の市警察署であったが、ピース・クリケット大会に限っては、
表 3－1「ムンバイー市警察署の一覧」で列挙した、ムンバイー市内にある全 88 の市警察署
が拠点となって、それぞれ市警察と住民がチームを編成し、トーナメントに参加していた。 
南アジアにおけるクリケットは国民的な人気を集め、スポーツという枠を超え、過去には
印パ間での国際試合の結果によって、インド国内でヒンドゥーとムスリムが対立する事件
も発生していた。本稿第 2 章第 3 節で論じた 1984 年 5 月にビワンディー市で発生した住
民の諍い型暴動では、クリケットの国際試合が憎悪犯罪を発生させた一つの要因となって
いた。ヒンドゥー・ナショナリスト政党シヴ・セーナーのバル・タークレーは、1984 年 1
月に開催した党大会において、インド対パーキスターンの国際試合が行われた際に、パーキ
スターンの勝利を拍手していたムスリムを反国家的とみなし、ムスリムを糾弾した［CPDR 
1984：15］。ヒンドゥー・ナショナリストがクリケットの国際試合を引き合いに出し、ムス
リムへの憎悪犯罪を行い、1984 年 5 月にビワンディー市で暴動が発生、タネー市、カルヤ
ーン市、ムンバイー市に波及した大規模暴動へと悪化した。クリケットが政争の的にされて
きた背景も相まって、MCMT はクリケットを住民の組織化と秩序維持の行動を促進し、多
文化主義的な共生を実現しうる手法と捉えていた。 
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ピース・クリケット大会の目的は、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民間の交流
と、市警察と住民間、特に若者層との交流を促進することにあった。1 チームは 2 名の市警
察官と 2 名以上のマイノリティ・コミュニティを含む、計 16 名から編成すること、キャプ
テンは市警察官が務め、キャプテンをのぞく選手は 18 歳から 22 歳までの各警察署の管轄
地域に居住する住民が選ばれていた93。MCMT がピース・クリケット大会を重要視してき
たのは、スポーツを介して、市警察官とヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの若年層が交
流を深め、ムンバイー市警察と住民との協力関係の構築を促し、その参加規模が市内にある
全 88 の市警察署に及んでいたためである。市警察のトップである市警察長官が試合会場を
訪問して、多文化主義的な共生を訴える MCMT とムンバイー市警察が共同で開催する大会
への支持を表明し、また大会が開催される周辺住民が会場を訪れるなど、MCMT のコミュ
ニティ・ポリシング活動への理解を促す上で有益なイベントとなってきた。 
2011 年 1 月 20 日にゾーン 7 のヴィクローリー（Vikroli）地区で行われたピース・クリ
ケット大会準決勝の開会式では、会場に集合した全ての選手が、多文化主義的な共生と、
MCMT が掲げる「われわれはみなひとつだ」のスローガンを宣誓していた（写真 3－7 参
照）。宣誓時には、MCMT の安全な共生のシンボルであるクリスチャン、ムスリム、ヒンド
ゥー、スィクの宗教装束を身に付けた 4 人の青年に加え、市警察官の代表者の 5 人が壇上
に立っていた。市警察とともに多文化主義的な共生の実現を目的としたクリケット大会で
あることを視覚的に具現化していた（写真 3－8 参照）。プレイヤーは MCMT のシンボルマ
ークがプリントされたユニフォームと帽子をかぶり、さらにムンバイー市警察が支給した
ジャージを身に着けていた94。ピース・クリケット大会は、スローガンを先制し、また住民
を代表して、4 人の青年に対し、多文化主義的な共生を具現化するための宗教装束を着衣し
てもらい、警察官とともに登壇させていた。この警察官と 4 人の青年たちの姿は、警察と住
民の協力、宗教の差異を超えた多文化主義的な共生の実現という MCMT の掲げる活動目的
をまさに明確に演出していたのである。 
 
 
 
 
                                                   
93 2010 年 4 月 18 日、ダニエル・シン（Daniel Singh）への聞き取り。 
94 2010 年 4 月 18 日実施、ヴィクローリー地区での参与観察。 
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写真 3－7：ピース・クリケット大会での選手宣誓（1）    
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［2011 年 1 月 20 日、ヴィクローリー地区にて筆者撮影］。 
 
写真 3－8：ピース・クリケット大会での選手宣誓（2） 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［2011 年 1 月 20 日、ヴィクローリー地区にて筆者撮影］。 
（注）写真は、左からムスリム、クリスチャン、ヒンドゥー、スィクを模している。  
 
それでは、ピース・クリケット大会に参加した選手たちは、大会の存在と MCMT のコミ
ュニティ・ポリシング活動について、どのように捉えていたのだろうか。筆者は試合会場で
実際に選手として参加していたヒンドゥーおよびムスリムの住民に対して、聞き取り調査
を行った。その結果、2010 年 4 月にゾーン 7 のムルーンド（Mulund）地区で行われた試
合に参加していたヒンドゥーの選手 M は、市警察官を介して MCMT のコミュニティ・ポ
リシング活動について知るようになった。クリケット大会に参加するにつれて、選手同士が
会話や電話を交わすようになり、ムスリムやクリスチャンといった他の宗教コミュニティ
の選手とも友人関係を築くようになったという。MCMT が住民を組織化するために支部活
動を行うことで、自らの居住地域でも宗教の差異にかかわらず、住民同士の交流がもたらさ
れた。そして諍いや犯罪が発生した場合にも、臆することなく警察署を訪れ、警察官に相談
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するようになったと述べていた95。 
このヒンドゥーの選手は、同じチームメートとなったムスリムとも会話や電話を介して、
交流を図るにつれて、友人関係を築くようになった。さらに、自らが居住する地区で、チー
ム編成を行う市警察署の警察官とも次第に交流を深め、諍いや犯罪が発生した場合にも市
警察署に相談に訪れるようになった。M の発言は、クリケットに参加することで、多文化
共生が促され、警察不信が回復した結果、秩序維持の行動を遵守するようになった例を体現
していた。ムスリムのチームメートとおのずと交流するようになって、友人関係がもたらさ
れた。一つのチームとして警察とも交流するようになって、警察不信が回復されていた。そ
のうえで、M は主体的に警察署を訪れ、諍いや犯罪についての情報提供を行って、秩序維
持の行動を遵守するようになったのである。 
2011 年 1 月 29 日にゾーン 6 のシヴァージー・ナガル地区で行われた試合で、ムスリム
の選手 K は、クリケット大会に参加するうちに、チームメートのヒンドゥーと携帯電話で
連絡を取るようになり、おのずと友人関係を築いていたと述べた96。またクリケット大会に
おける市警察の役割について、別のムスリムの選手 S は、試合前に市警察署に集合して警
察車両で会場まで送迎されてきたことから、市警察が大会の運営に責任を持って取り組ん
でいたと評していた97。ムスリムの選手は、クリケット大会に参加することで、ヒンドゥー
と交流し、友人関係を構築していた。市警察が選手である住民を警察車両で送迎するなど、
市警察による住民対応を評価する声が寄せられた。ムスリムにとっても、クリケット大会へ
の参加をつうじて、警察不信の回復と秩序維持の行動の形成につながっていたことが確か
められた。そして、参加者にはヒンドゥーとムスリムの多文化主義的な共生のメッセージが
受け入れられ、実践されていた。 
この 2011 年 1 月のシヴァージー・ナガル地区で開催された大会決勝では、この地域を管
轄する市警察次官や警視といったインド警察職所属の市警察が、会場のグラウンドを訪問
していた（写真 3－9 参照）。さらに、近隣住民 200 人ほどが会場に集まり、クリケット大
会の見物に訪れていた98。 
 
                                                   
95 2010 年 4 月 18 日、ムルーンド地区在住 M（ヒンドゥー、男、20 代）への聞き取り。 
96 2011 年 1 月 29 日、ゴレガーオン（Goregaon）地区在住 K（ムスリム、男、10 代）への聞き取り。 
97 2011 年 1 月 29 日、ゴレガーオン地区在住 S（ムスリム、男、20 代）への聞き取り。 
98 2011 年 1 月 29 日、シヴァージー・ナガル地区での参与観察より。 
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写真 3－9：ピース・クリケット大会を訪問した上級警察官 
 
 
 
 
 
 
【出典】［2011 年 1 月 29 日、シヴァージー・ナガル地区にて筆者撮影］。 
 
上級警察官がクリケット大会会場を直接訪問することは、多文化主義的な共生を訴える
イベントに警察官が積極的に関与し、かつ住民の生活に関心を抱いていることを印象付け
ていた。試合会場を訪れた警察官は、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民、女性と
ともに同席し、試合を観戦していた。試合会場を訪れるという警察官の行動は、かつて機能
不全に陥って畏怖と嫌悪の対象であった警察の不信を回復する上で、非常に有用である。 
 2011 年 1 月 29 日の決勝大会後の表彰式では、前列から市警察官、元市警察官、来賓の
ヒンドゥー、ムスリムが横並びに同席し、後方には近隣から見物にやってきた地域住民が立
ち並んでいた。さらに決勝戦が行われたこの日はダヤル（Sanjeev Dayal）市警察長官が訪
れていた。 
2011 年のピース・クリケット大会での優勝チームは、ゾーン 11 に属するゴレガーオン地
区のチームであった。この混成チームは、40 代の警部がキャプテンを務めていたが、この
警部が試合前から積極的にヒンドゥー、ムスリムの選手全員とコミュニケーションをとり
ながら、チームを統制し、練習を入念に行っていた。また 16 名いる選手のなかでも、ムス
リムの選手 2 名を、ピッチャーとファーストに配置して、彼らが最大限活躍できる機会を
与えていた。ゴレガーオン地区のチームには、この 2 名のムスリムを中心にチームを動か
し、優勝した。2 人のムスリム選手は、大会の MVP に選出された（写真 3－10 参照）99。
ゴレガーオン地区のチームは、市警察と住民間の交流と、多文化主義的な共生の促進が奏功
した結果、優勝を手にした。 
 
                                                   
99 2011 年 1 月 29 日、シヴァージー・ナガル地区での参与観察より。 
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写真 3－1０：優勝したゴレガーオン地区の選手とダヤル市警察長官 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［2011 年 1 月 29 日、シヴァージー・ナガル地区にて筆者撮影］。 
 
MCMT とムンバイー市警察が共催するピース・クリケット大会とは、単なるスポーツイ
ベントに留まらない効果を発揮していた。住民から選ばれたヒンドゥー、ムスリム、クリス
チャンそれぞれの選手たちは、クリケット大会を通じて、異なる宗教コミュニティに属する
住民と相互に親交を深める機会をもたらしたとして、大会運営にあたっていた MCMT とム
ンバイー市警察を評価していた。加えて、試合会場に警察官が訪問し、住民と同席して試合
観戦を行うなど、住民側の警察への畏怖を払拭する場ともなっていた。1997 年から継続し
てきたピース・クリケット大会は、選手として参加した住民と市警察の交流をもたらし、警
察不信の回復を担っていた。ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民が同じチームとし
て参加することで、スポーツという枠を超えて、住民のネットワーク化、そして組織化につ
ながっていた。さらには、警察不信が回復することで、参加した住民は徐々に秩序維持の行
動を遵守するようになっていた。 
ピース・クリケット大会は、警察および住民リーダーが連携して開催されており、住民の
組織化、警察不信の回復、秩序維持の行動というコミュニティ・ポリシング活動の構成要素
が見出され、混成チームを組むことで多文化主義的な共生の促進を図っていた。 
 
監視・巡回 
MCMT はヒンドゥー、ムスリムの宗教の差異にかかわらず、ともに祝祭を開催するよう
に指揮した。祝祭を計画し、また参加することで、秩序維持の行動を促進して、多文化主義
的な共生の理解を拡大しようと意図していた。祝祭を共同で開催する動きは、ラマダーンの
断食明けに行われる祝宴イード・ウル・フィトル、ヒンドゥーのガネーシャ祭、子どもを対
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象にしたクリスマスで見られた100。祝祭の開催期間中に、市警察と MCMT メンバーは定期
的に巡回を行い、その進行を見守り、反ムスリム、反ヒンドゥーの叫び声を上げる者、住民
間の対立を煽ろうと悪意ある噂を流すなど、憎悪犯罪を行う人物を見つけた場合には、
MCMT のメンバーが市警察に引き渡し、その場から排除していた101。MCMT の活動のな
かでも、祝祭の共同開催および市警察との巡回は、暴動発生の場と機会を減じるという点で、
直接的なコミュニティ・ポリシング活動と言える。 
 
生活改善 
MCMT のファシリテーターを医師が務めていた地域では、無料の健康診断キャンプを開
催していた。検査項目は視力検査、血液検査、癌検診におよび、1 度のキャンプでおよそ 300
人が訪れていた。医師でファシリテーターを務めていたシンディによると、特に貧しさによ
って日々の生活に追われ、健康のために医療機関に赴くことが困難な貧困層からの反応が
良かったという102。MCMT の予防活動において、健康診断の実施は、とくに貧困層の信頼
を得る上で有用であった。換言すれば、MCMT が宗教コミュニティ間の調和を維持した多
文化主義的な共生を標榜しようとも、日々の生計を立てることに傾注する貧困層には、その
メッセージは容易には届かない。また貧困層が自己負担で医療機関に赴き、健康診断を受診
することは難しい。MCMT はこうした貧困層を取り巻く状況を思慮し、健康診断というサ
ービスを提供して、住民の生活改善に着目していた。無料で健康診断を受診でき、自らの生
活改善を促してくれる MCMT の存在は、貧困層によってより身近な物となった。そのうえ
で、暴動予防活動に理解を示すようになって、貧困層にもコミュニティ・ポリシング活動へ
の協力を促すことを可能としてきたと考えられる。  
加えて、貧困層を対象とした活動として、クリスチャンの住民リーダーによる路上生活者
の自立支援が挙げられる。ヴィクローリー地区のファシリテーターでクリスチャンのファ
シリテーターであるジェニー・シンは、この地域内にあるビーム・チャーヤー（Bhim 
Chhayya）と呼ばれる一画に住み込む路上生活者の支援を行っていた。ビーム・チャーヤー
は元来スラム地区であった。しかし、2011 年 11 月 19 日にマハーラーシュトラ州政府が政
                                                   
100 2011 年 1 月 20 日、ゾーン 11 のファシリテーター、メアリー・フェルナンデス（Mary Fernandes）
への聞き取り。 
101 2010 年 4 月 8 日、サダナンド・ダーテ（Sadanand Date）市警察副長官への聞き取り。 
102 2010 年 4 月 18 日、ゾーン 7 のファシリテーター、ラーム・シンディ（Ram Shinde）への聞き取
り。 
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府の所有地と見なして、強制的に住民を立ち退かせ、重機でスラムの家屋を全壊した。一部
の住民が一掃された土地に座り込んで抗議運動を行うと、州政府は抗議運動を行った住民
の身柄拘束を市警察に命じた。ヴィクローリー地区警察署に 25 人が逮捕され、彼らは 2 週
間にわたって勾留された［Newzfirst Correspondent 2011］。州政府は立ち退きを命じた住
民に救済策を提示することなく、工事は中断したままであった。筆者は 2012 年 12 月にビ
ーム・チャーヤーを訪問し、路上生活を強いられることとなった住民に聞き取り調査を行っ
た。2012 年 12 月時点で、ビーム・チャーヤーには 2,500 人ほどが廃材やゴミを利用して
テントを作って生活していた。聞き取りに応じたムスリムの女性 S によると、住民の多く
が女性や子どもであり、汚水に囲まれて劣悪な環境下で発病したり、事故死するなどの厳し
い生活を強いられている。そして、政府は何もしてくれないと苦言を述べていた103（写真 3
－11 参照）。 
 
写真 3－11：ヴィクローリー地区のビーム・チャーヤー 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［2012 年 12 月 23 日、ヴィクローリー地区にて筆者撮影］。 
 
ジェニー・シンは、2011 年 11 月以降、ビーム・チャーヤーの住民たちに食事と衣服を提
供し、また就職斡旋を行っていた104。貧困層への救済に従事していたジェニー・シンは金銭
ではなく、食事や衣服といった現物支給を行い、また就職斡旋を行うことで、路上生活者の
長期的な自立支援に従事していた。貧困層は政府に代わって社会サービスを提供していた
MCMT の存在に親近性を感じており、生活改善に着目したコミュニティ・ポリシング活動
と捉えられる。 
                                                   
103 2012 年 12 月 23 日、ビーム・チャーヤーの居住者 S（ムスリム、女性、30 代）への聞き取り。 
104 2012 年 12 月 23 日、ジェニー・シンへの聞き取り。 
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秩序維持の行動 
ムンバイー市全域で MCMT の予防活動が注目されたのは、1995 年 4 月にインド各地で
映画『ボンベイ』（Bombay）の上映反対運動の気勢が上がった時である。本作はヒンドゥー
青年とムスリム女性の通婚、および 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて発生したムン
バイー暴動を題材としていた。作品の公開をめぐって、政党指導者からの非難の声が寄せら
れていた。分離独立以前からムスリム・コミュニティの政治的な利益を表明してきたインド
連合ムスリム連盟（Indian Union Muslim League）の指導者 G・M・バナトワーラー（G. 
M. Banatwalla）は、「作中ではムスリムが傲慢で、敵対する存在として描かれている」と
述べた。一方、シヴ・セーナー党首バル・タークレーは、作中で自らを模した人物が登場し
ていたことを問題視し、「この作品を見ると、まるでムスリムの原理主義者が再び分離独立
を模索しているように見える。だが、いまやムスリムにはかつて庇護してくれたネルーもガ
ーンディーもいない。それをムスリムは悟るべきだ」と述べた［Ghosh 1999：42-43］。映
画『ボンベイ』は暴動の悲惨さとヒンドゥー、ムスリム間の多文化主義的な共生を訴えた作
品であったが、上映反対を主張していたバナトワーラーやタークレーは暴動後 3 年を経て
も、宗教コミュニティ間の対立を煽る立場でそれぞれの見解を述べていた。特にタークレー
は、ムスリムを原理主義者と呼び、あたかも暴動を正当化し、国土を分離しようとしている
と批判しており、憎悪犯罪に該当する煽情的な主張であった。 
ウッタル・プラデーシュ州アーグラー市では 45人の市警察官と自治体職員が『ボンベイ』
を一般上映に先駆けて鑑賞した結果、宗教コミュニティ間の対立を招きかねないとみなし、
上映禁止を決定した。またアーンドラ・プラデーシュ州ハイダラーバード市では、公開をめ
ぐって暴動が発生していた。まして、映画の題材となったムンバイー市では、映画に触発さ
れて暴動が再発するのではないかと危惧し、騒然となって、一部の住民は上映反対運動を起
こしていた。そこで、MCMT の創設者グループの一人で、ムンバイー市警察長官のサハネ
イは 8 日間上映延期を命じた。バル・タークレーは党機関紙サムナ紙面上で、上映禁止を回
避したサハネイを、ムスリム原理主義者のプレッシャーに屈した臆病者と非難した105。この
8 日間の上映延期期間中に MCMT のファシリテーターと居住区メンバーは先行鑑賞し、こ
の作品が特定の宗教コミュニティを攻撃する内容ではないとの見解を、個々に反対運動を
                                                   
105 “Bombay screening banned in Agra”. Pioneer. April 10, 1995. 
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行っていた住民と対話し、懸命に地域住民に伝えてまわった。映画の内容に理解が示される
ようになると、上映反対運動は沈静化し、『ボンベイ』は上映され、暴動が再発することは
なかった［Sharma n.d.：7］。MCMT メンバーは、政党による扇動や他地域での暴動状況
に影響を受けることなく、地域住民との対話をつうじて、暴動再発を予防した。このコミュ
ニティ・ポリシング活動から、住民の間に MCMT の存在が認知されるようになった。1995
年 4 月の上映反対運動の事例では、コミュニティ・ポリシング活動への住民の参画が暴動
発生を予兆し、住民間での対話をつうじて、秩序維持の重要性を訴えた結果、暴動の予防に
効果をもたらした事例である。   
住民間の諍いを解決していくことは、コミュニティ・ポリシング活動の根底と言える。ゾ
ーン 12 のダヒサール地区の MCMT ファシリテーターで、ヒンドゥー女性のデイヴ
（Bhavana Dave）は、ヒンドゥー・ムスリム間の住民の諍いを、対話によって解決してい
た。ダヒサール地区にあるアパートで同じフロアにヒンドゥーとムスリムが居住していた。
ヒンドゥーの家族が毎朝、自宅で礼拝の度に香を焚いていた。隣に住むムスリムの家族の妊
婦が香の匂いで吐き気を催していたため、出産まで香を焚くのをやめるように苦情を申し
立てていた。だが、ヒンドゥーの家族はそれを無視したために、アパートの住民全体を巻き
込み、住民同士がヒンドゥーとムスリムに分かれての諍いが発生した。そこで、デイヴはこ
の 2 組の家族を呼び出し、ヒンドゥーの家族に対して、自らの信仰を優先して、子どもの誕
生を妨げる行為に対してヒンドゥーの神々は怒っていると説いた。その結果、ヒンドゥー家
族は、香を焚くのをやめ、住民間の諍いは沈静化していったという106。デイヴによる住民の
諍いへの介入は、2 家族間の争いに対する仲裁であり、迷惑行為を停止させたという点では
小規模な活動であった。だが、デイヴが介入したダヒサール地区での事例は、ヒンドゥーと
ムスリムが同じアパートに居住し、かつ 2 家族の争点が宗教儀礼をめぐる事柄であったた
め、周辺の住民を巻き込んで拡大し、宗教コミュニティ間の対立へと悪化しかねない状況で
あった。ムンバイー市では、小規模な住民間の諍いが集積することで、次第にヒンドゥーと
ムスリム双方が反目しあい、憎悪犯罪に関与し、宗教コミュニティ間の対立に進展してきた
のである。ヒンドゥーのデイヴが、ムスリム、ヒンドゥーの双方と話し合い、ムスリムの主
張を優先し、ヒンドゥーの迷惑行為を停止させて、問題を解決していた。宗教儀礼をめぐる
諍いが放置されていれば、住民同士での殴打や刺傷といった犯罪に悪化する危険性もあっ
                                                   
106 2011 年 2 月 10 日、バーヴァナ・デイヴへの聞き取り。   
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たわけである。これは地域社会で信頼を得ていたファシリテーターが自らの所属宗教にか
かわらず、多文化主義的な共生のメッセージを住民に伝えた結果、諍いを解決し、犯罪およ
び暴動へと悪化する過程を予防した一例と言えよう。 
本項では、MCMT に参加してきたヒンドゥーおよびクリスチャンによるコミュニティ・
ポリシング活動を論じてきた。映画上映に対して、ヒンドゥー、ムスリム双方の政治家が宗
教コミュニティ間の対立を煽ろうとした際には、サハネイ市警察長官と MCMT のファシリ
テーターが住民に作品の内容を説明し、対話によって事態を鎮静化させた。ヒンドゥー、ム
スリム、クリスチャンの宗教祝祭に際しては、宗教の差異にかかわらず、ともに開催し、参
加することで秩序維持の行動を促進し、多文化主義的な共生への理解を広げようと意図し
ていた。 
MCMT の住民リーダーは、貧困層に対して健康診断サービスを提供し、他には路上生活
者に対して、食事、衣服を提供し、就職を斡旋して自立支援を促していた。また、宗教儀礼
をめぐって、ヒンドゥー・ムスリムの家族間で発生した諍いに介入して、問題を解決して宗
教コミュニティ間の対立に進展することを回避していた。 
 
第 5 節 マーレーガオン暴動発生時のムンバイーのコミュニティ・ポリシングの効果 
 
 ムンバイー市で 1993 年から展開してきたモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラ
ストのコミュニティ・ポリシング活動がなぜ可能となったのであろうか。ここでは、マハー
ラーシュトラ州ナーシク県マーレーガオン市で 2001 年 10 月に発生した大規模暴動時に遂
行されたコミュニティ・ポリシング活動の効果を分析する。 
マーレーガオン暴動は、2001 年 9・11 テロ事件後に行われたアメリカとイギリスによる
アフガニスタン爆撃に対して、マーレーガオン市のムスリム住民が不買運動を起こしたこ
とを契機に発生した。一方、ムンバイー市では市警察と MCMT は 9・11 事件以降、市内で
の暴動再発を予期し、事前にコミュニティ・ポリシング活動を展開していた。ここでは、テ
ロ事件の衝撃とともに「ムスリムの脅威」という機運が高まっていた中で、同じマハーラー
シュトラ州内で暴動発生を招いた事例と予防した事例として比較し、コミュニティ・ポリシ
ング活動の効果を提示する。 
2001 年 10 月のマーレーガオン暴動事件に対しては、マハーラーシュトラ州政府は州任
命の調査委員会を設置しなかった。しかしながら、ムンバイー市に拠点を置く 2 つの民間
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団体による事件調査が実施され、報告書が公刊された。マーレーガオン暴動事件の状況と
背景、警察の対応について論じ、コミュニティ・ポリシング活動の遂行後のムンバイー市
と比較分析する。 
マーレーガオン市は、マハーラーシュトラ州の北東ナーシク県に属し、州都ムンバイー
市からは国道 3 号線上で 280 キロの距離に位置する（地図 3 参照）。面積 13 平方キロメー
トルの徴税市区であり、2001 年センサスによると、人口は 40 万 9,403 人であった
［Collector Office, Nashik n.d.］。19 世紀後半以降、現在のウッタル・プラデーシュ州に
あたる北東部から繊維産業に従事していたムスリムが移住して一つの町を形成したため、
州内でもビワンディー市に次ぐ動力織機産業都市であった。2001 年当時の住民のうち 7
割がムスリムで、なかでもウッタル・プラデーシュ州出身の祖先をもったアンサーリー・
ムスリム（Ansari Muslims）が最も多く、次いでマハーラーシュトラ州内から移住してき
たダハーニー・ムスリム（Dakhani Muslims）が占めていた。そしてヒンドゥーは住民の
3 割であった。動力織機産業を支えてきたのは、織機工場主のアンサーリー・ムスリムと
工場労働者のダハーニー・ムスリムで、これら 2 つのムスリム・コミュニティは経済的な
協調関係を構築してきたという［Lokshahi Hakk Sanghatana 2001：2］。2001 年に大規
模暴動が発生したマーレーガオン市もビワンディー市と同様に、繊維産業都市としてムス
リム住民が一定の経済的役割を担ってきた。 
 
 
地図 3：ナーシク県マーレーガオン市 
 
【出典】［District Nashik. n.d.］. 
 
ナーシク県 
マーレーガオン 
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暴動ベクトルの起動 
事件調査報告書および現地での新聞および雑誌記事を分析すると、2001 年 10 月のマー
レーガオン暴動はヒンドゥー・ナショナリストによる憎悪犯罪が間接的契機となって発生
していたことを指摘できる。ダルワイらによる『関連する住民による調査報告書』
（Concerned Citizen’s Inquiry Report、以下「CCI 報告書」と略する）では、暴動の誘因
となった出来事として、2001 年 8 月 18 日にマーレーガオン市中心部から 20 キロ離れたカ
ランジ・ガヴァーン（Karanj Gavan）村で、ムスリム少年が 11 歳のヒンドゥー少女に暴行
未遂事件を起こして、逃亡するという事件が発生し、その影響が市内にも波及することにな
ったという107。しかし、この暴行未遂事件の真相とはヒンドゥー少女とムスリム少年との間
での喧嘩であり、これをヒンドゥー・ナショナリスト組織が暴行事件としてねつ造し、悪意
ある噂としてマーレーガオン市に広まっていたことを明らかにしている。他にも 2001年 10
月以前から、ヒンドゥー・ナショナリストは、マーレーガオン市で暴動を発生させようとモ
スクに酒の空き瓶が投げ込まれていた［Lokshahi Hakk Sanghatana 2001：1］。マーレー
ガオン市では、暴動発生以前から悪意ある噂が流布し、ヒンドゥーとムスリム間に嫌疑が生
まれ、緊迫していた。しかしながら、市警察が憎悪犯罪として取り締まりを行うことがなか
ったために、本稿の提示した暴動ベクトルが起動、事態は小規模暴動へと悪化することとな
った。 
 
住民と警察間の諍い型暴動 
 マーレーガオン市では、2001 年 10 月 26 日に発生した後、準軍隊によって 11 月 3 日に
制圧後、外出禁止令が敷かれていた 11 月 9 日まで、およそ 2 週間にわたって大規模暴動が
発生した。 
2001 年 10 月 26 日の午後 2 時 15 分頃、金曜礼拝の後に市内で最も大きいジャーマ・モ
スク（Jama Masjit）の外で、1 人のムスリム青年がアメリカとイギリスのアフガニスタン
爆撃に抗議して、両国が生産した製品の不買を呼びかけるチラシを配っていた。するとジャ
                                                   
107 『関連する住民による調査報告書』を刊行した調査チームは、以下のメンバーで構成されていた。経
済学の大学教授であるシャマ・ダルワイ（Shama Dalwai）、フリー・ジャーナリストのジョンテ
ィ・プンワニ（Jyoti Punwani）、法廷代理人のイルファーン・エンジニーア（Irfan Engineer）、研
究者のサンディーヤ・マトレ（Sandhya Mhatre）、社会活動家のシャキール・アフマド（Shakeel 
Ahmed）、法廷代理人のサミーナ・ダルワイ（Sameena Dalwai）の以上 6 名である［Dalwai et al. 
2001］。 
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ーマ・モスクの前で警戒に当たっていた州予備警察隊所属の一人の巡査が、不買のチラシを
配っていたムスリム青年に近づき、チラシを奪い取ってその場で引き裂いた。さらに、この
青年を殴打して逮捕し、警察隊の車内に連行した。この様子を見ていたムスリム住民が激高
し、警察隊の車両を取り囲んで、青年を釈放するように抗議した［Lokshahi Hakk 
Sanghatana 2001：4］。9・11 事件後、世界的にムスリムの脅威という機運が高まり、イン
ドでもヒンドゥー・ナショナリストによる反ムスリム暴動の危険が顕現しつつあった。ムス
リムが住民の多数派を占めるマーレーガオン市でも、否応なく緊張感は高まっていた。 
州予備警察隊は、抗議に集まってきたムスリム住民を警棒で殴打し始めた。同日午後 3 時
45 分、このムスリム住民に向けて、警察による最初の発砲が行われ、35 発が発射されて 3
名のムスリム住民が犠牲になり、10 人が負傷した。注目すべきは、この発砲で射殺された
ムスリム 3 名はいずれも事件現場となった通り沿いに居住していて家事や開店準備を行っ
ていただけであった点である［Lokshahi Hakk Sanghatana 2001：5］。警察の発砲による
犠牲者の当時の状況をみると、警察隊車両を取り囲んで釈放を要求したり、またヒンドゥー
の祝祭テントを破壊したり、投石を行った群衆ではない。警察発砲の現場に居合わせた無関
係の住民が胸部に銃弾を受けて射殺されていた。マーレーガオン市での警察の発砲は、ムス
リム住民による抗議に対して、正当性が見いだされない過剰な武力行使であったと言えよ
う。 
2001 年 10 月 26 日の午後 6 時 30 分頃、同日に行われ、3 名の命を奪った警察の発砲に
抗議して、数千人のムスリムが石と瓶を手に取って警察に向かって投げ始めた。同日午後 7
時 30分には、次第にヒンドゥーとムスリムとの住民間での暴力の応酬へと悪化していった。
暴徒の制圧に向かった 3 人の警察は、現場の状況を目の当たりにして現場から立ち去り、
暴動状況は午後 10 時 30 分まで続いた。放火によって火災が発生して 4 日間にわたって燃
え続けた［Dalwai et al. 2001：6-7］。同日深夜に警察は 32 発の銃弾を発砲し、投石を行っ
ていた 2 名のムスリム青年を射殺した［Lokshahi Hakk Sanghatana 2001：7］。 
マーレーガオン暴動においても、住民間の諍いおよび住民と警察の間の諍いを悪化させ
たのは、ヒンドゥー・ナショナリスト組織による憎悪犯罪であった。 
マーレーガオン市での暴動発生を受けて、2001 年 10 月 26 日付のシヴ・セーナーの党機
関紙サムナ紙面上で党首バル・タークレーは、「マーレーガオン周辺のヒンドゥーは武装し
て、ムスリムに対抗せよ」と呼びかけた［Sanzgiri 2001］。ムンバイー市に拠点を置くシヴ・
セーナーは、ムスリムが住民の多数派を占めてきたマーレーガオン市において、ヒンドゥー
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に武装するように扇動して、暴動の激化と拡大を図っていた。 
2001 年 10 月 26 日の暴動発生以降、シヴ・セーナーの党員は、10 月 28 日付でマラーテ
ィー語新聞ヴァールターハール（Vaartaahaar）を製作し、数千部を印刷、車で周辺村落を
周回してヒンドゥー住民に配っていった。ヴァールターハール紙には「マーレーガオンにビ
ン・ラーディンの行ったようなテロ事件が発生する！ヒンドゥー寺院には爆弾が仕掛けら
れ、僧侶が殺害された。ムスリムにヒンドゥー女性が強姦された」との記事が掲載されてい
た。2001 年 10 月 29 日に世界ヒンドゥー協会のマーレーガオン支部長は集会を開催し、マ
ーレーガオン市でムスリム男性がビン・ラーディンの名の下にヒンドゥー女性を強姦した
とのスピーチを行った［Lokshahi Hakk Sanghatana 2001：12-13］。シヴ・セーナーの創
設者バル・タークレーは、2001 年 10 月 26 日付で、党機関紙のサムナ紙面でマーレーガオ
ン市のヒンドゥーにムスリムと対抗するための武装化を説いていた一方、地元のシヴ・セー
ナーの党員もまたテロと暴行事件をねつ造し、ヒンドゥーを扇動しようと企図していた。世
界ヒンドゥー協会は、9・11 事件、ビン・ラーディンとマーレーガオン市のムスリム住民を
結びつけ、暴行事件の発生をねつ造し、ヘイトスピーチを展開していた。すなわち、マーレ
ーガオン市では、反ムスリム暴動を意図的に生じさせようとヒンドゥー・ナショナリストに
よる憎悪犯罪が頻発しており、ヒンドゥー住民を扇動、暴動を拡大させたことが見出される
のである。本稿第 1 章で提起した暴動ベクトルの悪化が見出されるのである。 
2001 年 10 月 28 日午後 4 時 30 分、マーレーガオン市警察の車両が、聖者廟とモスクの
傍に止まった市警察がモスクを破壊しに来たという噂によって、警察に抗議するために数
百人のムスリム住民が当該の聖者廟とモスクの周りに集まっていった。増幅したムスリム
住民に対して、市警察は支援部隊を招集し、住民に向かって 24 発の発砲を行い、2 名のム
スリムが胸部に銃弾を受けて射殺された［Lokshahi Hakk Sanghatana 2001：77］。10 月
28 日に行われた、3 度目の警察の発砲では、ムスリム住民が聖者廟とモスク付近で警戒に
あたっていた市警察の車両を目にし、警察が聖者廟とモスクを破壊しにやってきたとの噂
を盲信し、抗議行動を起こした。これまでの 2 度の発砲と同様に、マーレーガオン市警察は
秩序維持を掲げて、住民に対して実弾による無差別発砲を行っていた。 
2001 年 10 月 28 日、暴動発生から 3 日を経て、市警察および州予備警察隊による治安維
持が機能していないと判断したマハーラーシュトラ州会議派政権のヴィラスラーオ・デシ
ュムーク（Vilasrao Deshmukh）州首相は、連邦中央政府に準軍隊の派遣を要請した。準軍
隊の駐留後、2001 年 11 月 3 日には暴動状況が制圧され、11 月 7 日まで外出禁止令が敷か
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れて、事態は収束した［Engineer 2001b：4459］。警察の発砲で 7 人のムスリムが射殺さ
れ、13 人のムスリムが負傷し、群衆行動によって 4 人のムスリムと 1 人のヒンドゥーが死
した。102 人の警察官が負傷して、2 つのヒンドゥー寺院と 3 つのモスクが破壊された。
［Dalwai et al. 2001：10］。マーレーガオン暴動は、警察発砲による犠牲者がすべてムスリ
ムであったという点から、ムスリム住民と警察の対立、警察発砲に触発されたヒンドゥーと
ムスリム間の住民の諍いとの特徴を見出すことができよう。 
 
ムンバイー市におけるコミュニティ・ポリシング活動の効果 
9・11 事件の発生後、ムンバイー市では、テロ発生を警戒して、一切のデモ行為が禁止さ
れていた。例えば、2001 年 9 月 27 日にムンバイー市で共産党（マルクス派）がデモ行進
を行った際には、ムンバイー市警察は参加者を逮捕していた［Sanzgiri 2001］。ムンバイー
市では、9・11 事件の影響を考慮し、ムンバイー市警察は暴動発生につながりかねない、一
切のデモ行為を禁止し、デモ行進を強行した参加者を逮捕するなど、徹底してコミュニテ
ィ・ポリシング活動を遂行していた。ムンバイー市では、1993 年以降、市警察と MCMT に
よるコミュニティ・ポリシング活動が継続しており、監視・巡回が強化されるとともに、住
民は秩序維持の行動を遵守していた。ムンバイー市警察は他国でのテロ事件の発生を受け
て、暴動の誘因となりうる状況を生み出さないよう、細心の注意を払っていた。 
一方で、ムスリムが多数派を占めるマーレーガオン市では、ムスリムへの脅威という機運
が高まり、かつムスリム住民と 9・11 事件とを結びつけ、ヒンドゥーの敵意を煽ろうとする
ヒンドゥー・ナショナリスト組織による憎悪犯罪が横行し、緊迫した状況が生み出されてい
た。マーレーガオン市警察は、ムンバイー市警察が行ったような予防措置を講じず、またマ
ーレーガオン市で発生していたヒンドゥーとムスリム間の住民の諍いにも介入せず、ムス
リム住民への偏見を持った法執行活動を行っていた。 
マーレーガオン市では、ムスリムが住民の 7 割を占めてきた地域にもかかわらず、市警
察と住民との協力関係や治安確保のための対話の機会は創られてこなかった。2001 年に 9・
11 事件が発生して以降、ヒンドゥー・ナショナリストによってムスリムの脅威という憎悪
犯罪を発生させる機運を察知したムンバイー市警察は、デモ行為を禁止して、つぶさな監視
と巡回を強化してコミュニティ・ポリシング活動を遂行していた。マーレーガオン市警察は
ヒンドゥーとムスリム間で高まった緊迫した状況にも、暴動発生の予兆にも何の対応も行
わず、粗慢であった。州警察予備隊とムスリム住民との諍いをきっかけに、警察による過剰
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な武力行使が暴動を勃発させた。そして、警察発砲の度に暴動が拡大し、警察の不作為と反
ムスリム的偏見が露わになって、ムスリムの生命はぞんざいに扱われていた。 
コミュニティ・ポリシング活動が遂行されてこなかったマーレーガオン市での暴動は、住
民と警察の間の諍いが警察の怠慢と機能不全で悪化し、警察の発砲によって引き起こされ
た暴動事例であった。対照的にムンバイー市では反ムスリムという機運が高まった際にも
暴動発生の危惧を察知、市警察と住民リーダーが徹底した監視と巡回の強化で、暴動ベクト
ルの予防に効果をもたらしていた。 
 
第 6 節 グジャラート暴動発生時のムンバイー市のコミュニティ・ポリシングの効果 
 
 本節では、グジャラート州政府がムスリムを攻撃対象とした暴動事件を助長した事例と
して、2002 年 3 月に発生したグジャラート暴動事件について論じる。本研究での暴動の類
型において、グジャラート暴動は、列車火災、ヒンドゥー・ナショナリストによる扇動、州
全域でのムスリムへの組織的攻撃という特徴から、複合型暴動と捉えられる。暴動発生時に
は、グジャラート州警察が暴徒への不作為および暴動への加担という機能不全に陥ってい
た。これとは対照的に、ムンバイー市では、市警察と MCMT がコミュニティ・ポリシング
活動を展開し、暴動発生の予兆される住民の諍いが散発したものの、暴動再発は予防された。
近隣地域で暴動が発生した際にコミュニティ・ポリシング活動による暴動ベクトルの予防
がいかに作用しうるのか、グジャラート暴動時の MCMT の活動の効果について論証する。 
 
2002 年グジャラート暴動の発生 
本稿第 3 章第 1 節にて述べたように、ヒンドゥー教の 7 大聖地の一つであり、ラーマ神
が生まれたとされるウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤーにおいて、1983 年から世界
ヒンドゥー協会が、その生誕地に建てられたとされるバーブル・モスクを破壊し、ラーム寺
院を再建しようという運動を開始した。その後、民族奉仕団、インド人民党、シヴ・セーナ
ーといったヒンドゥー・ナショナリスト組織が加わると、ラーム寺院再建運動は全国的に展
開していった。そして、1992 年 12 月 6 日に暴徒化した数千人のヒンドゥーの支持者（カ
ール・セヴァ）が、ツルハシやダイナマイトを手にして、バーブル・モスクを破壊したこと
で、アヨーディヤー問題は苛烈化を極めた。1992 年 12 月 6 日にバーブル・モスクは破壊
されたものの、ヒンドゥー・ナショナリストによる再建運動が収束したわけではなかった。
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世界ヒンドゥー協会は 2001 年 12 月にモスク破壊から 10 年を経たことを契機に、ラーム
寺院再建運動を本格的に再開していた。2002 年のグジャラート暴動も、このアヨーディヤ
ー問題に端を発した事件と言える。 
2002 年 2 月 27 日午前 7 時 30 分、世界ヒンドゥー協会の活動家と支持者はアヨーディヤ
ー市においてラーム寺院再建運動を行った後に、その帰路でアフマダーバード行きの列車
に乗車していた。車両がグジャラート州ゴードラ（Godhra）駅から 1 キロほどの位置に差
し掛かった時、突如火災が発生した（以下、「ゴードラ事件」と略する）。この火災によって、
乗車していた世界ヒンドゥー協会の活動家と支持者 45 人を含む、59 人のヒンドゥーの乗
客が死亡した。すると、グジャラート州のインド人民党政権のナレンドラ・モーディー
（Narendra Modi）州首相の下、州政府は事件の調査を行わぬまま、即座にこの火災を「事
前に準備されていたテロリストによる攻撃で、非人道的な虐殺である」との見解を発表した。
翌 2 月 28 日には州政府が指揮して、焼死した世界ヒンドゥー協会の活動家と支持者 45 人
の遺体をアフマダーバード駅に運び入れた。その様子を目撃していたヒンドゥー住民は激
高した。世界ヒンドゥー協会はこの火災事件を喧伝し、抗議のためにヒンドゥーにストライ
キの実行を呼びかけ、ヒンドゥーの扇動を図った。その結果、この火災事件の発生を契機と
して、2002 年 2 月 28 日から 3 日間のうちに、グジャラート州内ではヒンドゥーによるム
スリムへの攻撃が開始して、495 人のムスリムが殺害された。さらに、モーディー州首相は
一連のヒンドゥーによるムスリムへの攻撃は自発的な現象で、制圧しうるものではないと
公的に発言して、暗にムスリムの殺害を正当化したことから、ヒンドゥーによるムスリムへ
の攻撃が一層激化した。これを端緒に、6 か月間にわたってグジャラート州の都市部および
農村部において、ヒンドゥーの暴徒がムスリムを対象にした攻撃が断続的に発生した
［Dhattiwala and Biggs 2012：484-487］。2002 年のグジャラート暴動は、列車火災事件
を発端として、ヒンドゥー・ナショナリストによる扇動から、州全土でヒンドゥーによるム
スリムへの組織的攻撃が展開された。その規模は死者および発生の期間とも、本稿が設定し
た暴動時期区分のうち、暴動が収束傾向にあった第 3 期においても突出しており、大規模
暴動と分類できるものである。発生時点の状況を分析すると、本来暴動を制圧する側の州政
府がヒンドゥー・ナショナリスト組織である世界ヒンドゥー協会と結託して、暴動を助長す
る役割を担っていたことが判明する。 
2002 年グジャラート暴動においても、過去にインドで発生した暴動と同様に、暴動状況
の調査を行った複数の民間調査機関が、州内に拡大する段階でヒンドゥー・ナショナリスト
 243 
 
によって、暴動発生を企図した準備が入念に行われていたことを明らかにしている。現地の
報道によると、世界ヒンドゥー協会の活動家は、ムスリム住民を組織的に攻撃するため、事
前にムスリムの企業家の氏名と住所に関する情報を市議会から入手し、またムスリム学生
の氏名と住所の情報を大学から入手していた。さらに、企業家や学生以外のムスリム住民の
所在については選挙人名簿から入手するなど、徹底した攻撃網を作り上げていた。ムスリム
住民の居所を確認して、明確に攻撃対象を定めた後に実行に移していた［Human Rights 
Watch 2002：23］。つまり、2002 年グジャラート暴動では、列車火災事件に憤ったヒンド
ゥーによって突発的に暴動が波及していったという状況はあくまで表面的で、むしろ入念
に準備が進められていた。ヒンドゥー・ナショナリストは、市議会、大学、選挙管理委員会
に働きかけ、ムスリム住民の個人情報の供与を受け、確実にムスリムに攻撃を加える計略を
立てていたわけである。 
 国際的な人権 NGO のヒューマン・ライツ・ウォッチ（Human Rights Watch）は、2 月
に発生したゴードラ列車火災事件とそれに引き続いた 3 月の大規模暴動が収束しつつあっ
た、2002 年 4 月の段階で暴動の実態解明と被害の把握のために現地入りしていた。ヒュー
マン・ライツ・ウォッチは現地での新聞報道と独自の聞き取り調査に基づいて、グジャラー
ト暴動の発生状況についての報告書『「我々にはあなた方を救う命令は出ていない」グジャ
ラート州におけるコミュナル暴力への州政府の加担と共謀』 （“We have no order to save 
you”. State participation and complicity in communal violence in Gujarat）を公刊した。
ヒューマン・ライツ・ウォッチの報告書で明示されたのは、グジャラート州警察が暴動に加
担していた点である。州都アフマダーバード市では、壁に「警察は我々の味方だ。我々は（ム
スリムを）殺しに行く」（Police hamarey bat hai. Jaan se mar dengey）との落書が発見さ
れていた［Human Rights Watch 2002：22］。この落書きは、ヒンドゥーの暴徒がムスリム
に対する攻撃を企図し、また警察はヒンドゥーを取り締まらず、むしろ味方であると主張し
ている。すなわち、警察は暴徒を放任し、時に加担していた状況の一端を表していたと考え
られる。 
さらにヒューマン・ライツ・ウォッチは、2002 年 3 月に暴動時の放火や略奪によって、
住居を失ったムスリムの難民キャンプを訪問し、複数のムスリムから聞き取り調査を行っ
たところ、警察のムスリムに対する無差別射撃についての証言がもたらされた。難民化した
ムスリムは、警察官がヒンドゥーの暴徒集団を先導し、突如催涙ガスをムスリムに発射して
きたこと、また警察がムスリムを殺せ、家屋に火を放てと叫び、剣と警棒で武装して、無実
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のムスリム少年を射殺したことを証言した［Human Rights Watch 2002：22-26］。暴動の
発生によって家屋を失ったムスリム難民の証言からは、グジャラート暴動において、警察が
暴徒に加担して、かつ殴打、殺害に主導的に関与していた状況が浮き彫りになる。こうした
複数の証言は、警察が暴動の制圧を行わず、機能不全に陥っていた状況を裏付けるものであ
る。 
グジャラート暴動における警察の機能不全については、ジャーナリスト、元最高裁判事、
人権団体の活動から構成されたグジャラート虐殺の調査委員会（Concerned Citizens 
Tribunal）が 2,094 件の聞き取り調査及び陳情書に基づいた報告書『人道に対する犯罪』
（Crime Against Humanity）を公刊している。この調査報告書においても、2002 年 2 月
27 日に列車火災が発生し、アフマダーバード市で世界ヒンドゥー協会をはじめヒンドゥ ・ー
ナショナリストが公然とムスリムへの攻撃を叫び、憎悪犯罪を行っていた状況が明らかに
なった。州警察は暴動の発生を事前に察知していたものの、予防拘禁を行わず、さらには暴
動発生時にヒンドゥー・ナショナリスト活動家が逮捕されず、警察も暴徒に加担していたこ
とが指摘された［Concerned Citizens Tribunal 2002, Vol.II：104-107］。 
以上のように、2002 年のグジャラート暴動について調査した複数の人権団体の調査報告
から、州警察がムスリムへの攻撃を繰り返していたヒンドゥーの暴徒を取り締まることな
く、時として彼らに加担して、ムスリムに催涙ガスや銃弾を放っていたことが露呈した。グ
ジャラート州政府は世界ヒンドゥー協会をはじめとするヒンドゥー・ナショナリスト組織
が意図的にムスリムに攻撃することを黙認していた。グジャラート州では、州政府と州警察
が機能不全となり、またヒンドゥー・ナショナリストによる憎悪犯罪が苛烈を極めていった。
ヒンドゥーとムスリムの間で、そしてムスリムと州警察の間で、それぞれの憎悪が増幅され
て、ムスリムへの虐殺ともいえる状況に陥ったのであった。 
2002 年グジャラート暴動による犠牲者数は、公的には 1,169 人と発表された。一方で、
複数の NGO による暴動事件調査において、犠牲者数は 2,500 人と見積もられた［Jaffrelot 
2012：77］。2002 年グジャラート暴動は都市部のみならず、州全域で、ムスリムを攻撃対
象として波及しており、かつインド人民党州政権がムスリムへの攻撃を容認したため、後ろ
盾を得たヒンドゥー・ナショナリスト組織による扇動とヒンドゥーの暴徒による攻撃は加
速して、被害規模は拡大した。グジャラート暴動による他州への波及は確認されていないも
のの、暴動発生から 6 か月間にわたって暴動の制圧が完遂しなかったことは、分離独立以
降の暴動においても異例と言えよう。すでに、本稿第 1 章第 2 節にて提示した暴動ベクト
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ルにて、州政府は当該地域で警察が暴動を制圧できない場合には、連邦内務省に準軍隊の派
遣を要請することが慣例となってきた。州の警察と連邦の準軍隊が暴動を制圧し、また外出
禁止令を発布して、暴動を制圧してきた。しかし、2002 年グジャラート暴動の場合、州政
府はムスリムへの攻撃は自発的な現象であるとして、警察にヒンドゥーの暴徒への逮捕を
命じることはなかった。  
本稿第 1 章ですでに論じてきたように、第 3 期に区分できる 1993 年以降、インド全国で
暴動発生傾向が散発的かつ局地的となってきたのは、限定な地域においてであろうと、コミ
ュニティ・ポリシング活動が導入され、その効果が知られるようになり、また連邦および州
が迅速に暴動対応に取り組むようになってきたためであった。そのため、2002 年グジャラ
ート暴動は例外として突出している。2002 年のグジャラート暴動の発生におけるグジャラ
ート州政府の暴動対応は、暴徒を扇動したヒンドゥー・ナショナリストに同調し、適切な暴
動対応を行わず、暴徒を容認する発言も見られた。暴動発生後には調査委員会を任命して事
件の原因や暴動に加担した人物の特定を行うこともなかった。そのため、2002 年グジャラ
ート暴動は、その発生規模、州政府の加担という点からも、暴動が徐々に収束しつつあった
第 3 期において異例の事件と言えよう。 
加えて、グジャラート州政府による反ムスリム的な対応は暴動収束後にも現出していた。
2003 年 3 月、グジャラート州政府はゴードラ列車火災事件を「テロ行為」とみなし、テロ
対策予防法（Prevention of Terrorism Act：POTA）に基づき、ムスリム指導者 121 人を逮
捕するにいたった108。伊豆山真理は 2003 年のグジャラート州政府による事例からテロ対策
予防法の安易な適用が特定コミュニティに対する排除、抑圧の道具となりうることを指摘
した［伊豆山 2009：336-339］。すなわち、2002 年のグジャラート暴動ではムスリムにタ
ーゲットを絞った攻撃が行われ、州政府が暴動を助長していただけでなく、暴動の収束後に
もムスリムをテロリストとして排除しようとした動きが見出されるのである。グジャラー
ト暴動後の州政府によるムスリムの逮捕は、予防活動が先鋭化して、特定コミュニティを攻
撃する手段となりうる危険性を示唆しており、看過できない事例であろう。 
2002 年暴動事件をめぐっての一連のグジャラート州政府による反ムスリム的な暴動対応
は、2005 年 3 月にモーディー州首相がアメリカへの入国が拒否されるという形で、国際社
会からの非難を浴びることとなった。2005 年 3 月 17 日、国際的な宗教信仰の自由に関す
                                                   
108 “Gujarat train attackers to be detained under Pota: Modi”. The Times of India. Feburary 28, 2002. 
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る委員会（U.S. Commission on International Religious Freedom）は、モーディー州首相
のアメリカへの私的訪問に際して、グジャラート州政府が 2002 年暴動に加担した嫌疑があ
るとして、アメリカ国務省に入国の反対を提起した109。 
インドでは、2003 年 10 月および 2004 年 4 月の 2 度にわたって、インド最高裁判所がモ
ーディー州政権による暴動への加担については証拠が不十分として不起訴の判決を下して
いた。2005 年 3 月にアメリカの国際的な宗教信仰の自由に関する委員会は、モーディー州
首相を宗教の自由を著しく侵害した人物とみなして、アメリカ国務省に憂慮を伝えた
［United State of Commission on International Religious Freedom 2005］。その結果、ア
メリカ国務省は、2002 年グジャラート暴動時の対応が、1998 年国際的な宗教信仰の自由法
（International Religious Freedom Act of 1998）第 3 条 に定義された「著しく宗教信仰
の自由を侵害した行為」（Particularly Severe Violations of Religious Freedom）であり110、
1952 年移民国籍法（The Immigration and Nationality Act）212 条「外国人のビザ発給お
よび入国が無資格となる類別」（General classes of aliens ineligible to receive visas and 
ineligible for admission）の（a）（2）（G）に定められた「宗教信仰の自由を侵害した海外
政府要人」（Foreign Government Officials Who Have Committed Particularly Severe 
Violations of Religious Freedom）111としてビザ発給および入国を拒否した［Noorani 2005：
47-49］。2005 年時点で、アメリカ国務省は国際的な宗教信仰の自由に関する委員会からの
提言を受けて、モーディー州首相がグジャラート暴動時に世界ヒンドゥー協会をはじめと
するヒンドゥー・ナショナリスト組織によるムスリムへの攻撃を制圧せず、自らも反ムスリ
ム的言動を繰り返したとして、その言動に対する間接的な非難を体現した。モーディー州首
相は、その後 2014 年 9 月になってインド首相として遂に訪問が実現したが、その間のアメ
リカへの入国が認められなかった112。アメリカ政府によるモーディー州首相の入国拒否と
いう強固な対応は、2002 年グジャラート暴動の事件としてのインパクトがいかに大きいも
                                                   
109 国際的な宗教の自由に関する委員会は、国内外における宗教信仰の自由への侵害について分析し、大 
統領、国務長官、合衆国議会に提言を行う連邦政府管轄下の独立した超党派組織である。委員会のメ 
ンバーは民主党、共和党の両党から大統領および議会によって任命される［United State of  
Commission on International Religious Freedom. n.d.］。  
110 International Religious Freedom Act of 1998 (3) PARTICULARLY SEVERE VIOLATIONS OF  
RELIGIOUS FREEDOM. U.S. Department of State. “International Religious Freedom Act of 
1998”. n.d.. 
111  The Immigration and Nationality Act: Code 212: General classes of aliens ineligible to receive 
visas and ineligible for admission; waivers of inadmissibility. U.S. Citizenship and Immigration 
Services. “The Immigration and Nationality Act”. n.d.. 
112 “PM Narendra Modi's US visit: Eight highlights”.The Economic Times（電子版）. October 1, 2014. 
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のであったのかを表しており、暴動時にモーディー州首相率いるグジャラート州政府が助
長し、また実行した特定コミュニティへの排撃に対して、国際社会からの非難が露わになっ
た出来事と言えよう。 
 
グジャラート暴動発生時のムンバイー市におけるコミュニティ・ポリシングの効果 
2002 年 2 月 27 日にゴードラでの列車火災事件を受けて、ムンバイー市でもグジャラー
ト州の事例と同様に世界ヒンドゥー協会がストライキの強行を呼びかけるなど、ヒンドゥ
ーとムスリムの対立を煽って、暴動を意図的に発生させようという憎悪犯罪の兆しが見出
されていた。実際、世界ヒンドゥー協会はゴードラ事件でのヒンドゥーの乗客の焼死に抗議
する目的で、2002 年 3 月 1 日にマハーラーシュトラ州内でストライキを行うことを呼びか
けていた。インド人民党はシヴ・セーナーの党首バル・タークレーに対してバンドの協力を
要請していた。一方で、当時の連邦中央政府を掌握していたインド人民党のヴァージぺーイ
ー首相は世界ヒンドゥー協会に対してはアヨーディヤー市へのラーム寺院再建計画を断念
するように訴えていた。同様にシヴ・セーナーのバル・タークレーも 2002 年 2 月 27 日に
発生したゴードラでの列車火災事件について一切のコメントを発することなく、沈黙を守
っていた113。その後もインド人民党とシヴ・セーナーはともに 2002 年 3 月 1 日にムンバイ
ー市で実施された世界ヒンドゥー協会によるストライキには参加せず、状況を静観するに
いたった114。 
2002 年 2 月 28 日付のタイムズ・オブ・インディア紙面を分析すると、ゴードラでの列
車火災事件の発生と世界ヒンドゥー協会によるストライキの呼びかけに関連して、マハー
ラーシュトラ州およびムンバイー市において、3 つの注目すべき出来事が見出される。 
第一に、2 名のシヴ・セーナーの市議会議員が憎悪犯罪を行ったとして、それぞれ有罪判
決を受けたことである。これは 1994 年にヒンドゥーの少女がムスリム男性に強姦されたと
の訴えを受けて、2 名のシヴ・セーナーの市議会議員が反ムスリム的なスピーチを行ってヒ
ンドゥー住民を煽り、放火を引き起こした事件であった。マハーラーシュトラ州の第 5 治
安判事裁判所（Fifth Metropolitan Magistrate's Court）は 2 名の被告に禁固 1 年の実刑を
科した115。シヴ・セーナーの市議会議員が 1994 年に行った煽情的スピーチについて、禁固
                                                   
113 “VHP calls for Maharashtra bandh on Friday”. The Times of India. Feburary 28, 2002. 
114 “Sena refuses to play second fiddle on home turf”. The Times of India. March1, 2002. 
115 “Sena corporator convicted for inflammatory speeches”. The Times of India. February 28, 2002. 
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1 年の有罪判決が下されたことは、マハーラーシュトラ州政府による憎悪犯罪への厳しい追
及と取り締まりの表れでもあった。この判決はシヴ・セーナーの党員と活動家が、この後に
世界ヒンドゥー協会と同調して、反ムスリム的な活動を続けるかどうか、その方針を左右す
る判決であったと考えられる。 
第二に、会議派の州議会議員、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストのファ
シリテーターやメンバーを務める学校長、研究者といったムンバイー市在住の名望家が連
邦中央政府のインド人民党ヴァージペーイー政権に対して共同声明を発信していた。これ
は世界ヒンドゥー協会によって 2002 年 3 月 15 日から本格的な着工を企図していたラーム
寺院再建に歯止めをかけることを目的としていた116。この共同声明は、ゴードラ事件の発生
と世界ヒンドゥー協会によるストライキ実行の呼びかけに対して、暴動の再発を強く危惧
していたムンバイーの住民の心情を代弁するものであった。 
第三に、ゴードラの列車火災事件の発生を受けて、マハーラーシュトラ州警察および州鉄
道警察が暴動発生を警戒して、州全域で監視を強化すると発表したことである。ムンバイー
市警察に所属するインド警察職の警察官は、政治家や宗教活動家と接触して、平穏な状況を
維持するために情報提供と協力を要請していると述べていた。加えて、グジャラート州では
列車火災が暴動発生の予兆となっていたため、ムンバイー市鉄道警察長官のラケーシュ・マ
リア（Rakesh Maria）は鉄道駅および列車への監視を強化していると述べた。とりわけ、
グジャラート州へ向けて発車する長距離列車の出発駅となる市内主要駅のプラットホーム
および駅構内に制服および私服警察官を配置し、厳しい警戒を続け、疑わしい人物には職務
質問を行うように指示していたという117。こうした市鉄道警察長官の発言からは、暴動発生
の予兆が見られる危機時に際して、州警察および州鉄道警察が連携して予防活動を展開し
ていたことが明らかになる。 
マハーラーシュトラ州政府は 2002 年 3 月 1 日に 12 時間にわたって実行が宣言された世
界ヒンドゥー協会によるストライキの呼びかけに対して、暴動発生を危惧して、準軍隊の派
遣を要請していた。州内には緊急行動部隊、暴動制圧警察隊（riot control police）、州予備
警察隊が駐留していた。ムンバイー市警察統合長官のジャドハヴ（D.V. Jadhav）はストラ
イキの呼びかけで、世界ヒンドゥー協会によって強制的に店舗が開店できないようにシャ
ッターを閉められた場合には最寄りの市警察署に通報し、また噂流布人には近づかないよ
                                                   
116 “Ayodhya, Godhra events stoke fear in the city”. The Times of India. February 28, 2002. 
117 “State police sound alert after Gujarat incident”. The Times of India. February 28, 2002. 
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うに住民に要請していた118。州政府は暴動発生を想定し、その被害を最小限に食い止めるた
めに早々に準軍隊の派遣を決定していた。またムンバイー市警察は世界ヒンドゥー協会や
噂流布人の憎悪犯罪とそれを発端とした暴動の再発に対して、細心の警戒を払っていた。す
なわち、州政府、州警察、州鉄道警察が一体となって、暴動の発生を予防するための態勢が
敷かれていたわけである。こうした一連の予防活動は、ムンバイー市で大規模暴動が発生し
た 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけての時期には見られなかったことである。 
上述のように、州政府と州警察が連携して、暴動の発生を事前に食い止めようという動き
が確認できたが、世界ヒンドゥー協会がストライキを強行した 2002 年 3 月 1 日以降、マハ
ーラーシュトラ州およびムンバイー市では、諍い、犯罪や小規模暴動の発生が見出されてい
る。実際に、ムンバイー市内の商店や事務所の多くが世界ヒンドゥー協会によるストライキ
に応じていた。市内を往来する公共バスに向けた投石事件が 19 件確認されていた。タイム
ズ・オブ・インディア紙は、3 月 1 日のムンバイー市の当時の状況について写真付きで掲載
していた。ストライキの当日には、ムンバイー市内の高速道路の路上で何者かが火をつけた
タイヤを放置していたが、市警察官が消火にあたっていた。ムンバイー市の北西部に位置す
るボリヴァリ（Borivli）駅とカンディヴァリ（Kandivli）駅では、それぞれ何者かが列車を
脱線させる目的で鋼鉄製の棒を線路に放置していたが、住民と市警察がこの障害物を撤去
していた。マハーラーシュトラ州内では、ムンバイー市に隣接するタネー県ムルバド市
（Murbad）で住民間の諍いが、コールハープル県カドヴェガオンではヒンドゥー住民が地
元モスクは襲撃しようと企図したことが州政府に報告されていた119。ストライキに警戒し
た州政府および州警察は連携して暴動予防の態勢を敷いていた一方で、ムンバイー市では
放火や脱線未遂が、マハーラーシュトラ州内では住民間の諍いやモスク襲撃未遂が発生し
ていた。しかしながら、従来の事後発生による事件対応から、事件として深刻化し、また小
規模暴動および大規模暴動が発生することを予防していた。 
ムンバイー市鉄道警察は 2002 年 3 月 2 日に、ヒンドゥーのシンボルカラーであるサフラ
ン色の旗を振り、ラーム寺院再建のスローガンを声高に叫んで、アヨーディヤー行きの列車
に乗り込もうとしていた世界ヒンドゥー協会の支持者 81 人の身柄を拘束した。彼らに係争
地のアヨーディヤーへ出発することを中止するように警告して、同日中に釈放していた120。
                                                   
118 “Police gear up to ensure peaceful bandh in city”. The Times of India. March 1, 2002.   
119 “Stray incidents mar bandh in city”. The Times of India. March 2, 2002. 
120 “81 kar sevaks held, but VHP ways more on their way”. The Times of India. March 3, 2002. 
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市鉄道警察は、ヒンドゥーとムスリム間の対立を煽り、緊迫をもたらす恐れのあった場合に
は、暴動予防の一環として世界ヒンドゥー協会の支持者の身柄を拘束していた。この市鉄道
警察による世界ヒンドゥー協会の支持者への予防拘禁は、憎悪犯罪に対しても市鉄道警察
が厳粛に対処するとのスタンスを体現するものであった。 
ムンバイー市のドーングリー地区警察署の市警察官は、州政府と州警察の予防に向けた
態勢を維持するとともに、ストライキに乗じた暴動の再発を予防するために、MCMT の住
民リーダーと宗教コミュニティ間の協調を住民に訴えて平和行進を組織化していた。この
平和行進に先駆けて、2002 年 2 月 27 日にゴードラ列車火災事件の発生を耳にした MCMT
の警察リーダーのリベイロは、同日中に住民リーダーである中核メンバーのファシリテー
ターたちを集めて会合を開き、暴動再発に向けて、今後の対応について話し合っていた。さ
らに同日夕方にはマヒーム地区警察署で会合を開催し、グジャラート州で高まっていた反
ムスリムの憎悪がムンバイー市にまで波及しないように予防活動を行うことを取り決めた。
ドーングリー地区警察署では MCMT とともに、この地域にある 8 つの学校の生徒が参加し
て、宗教コミュニティ間の協調をテーマとする文化プログラムを開催した。ムンバイー市警
察は、特に MCMT と共同で市内に宗教コミュニティ間の協調を喚起するために、平和行進
を行うことを発表していた121。ムンバイー市警察は州政府および市鉄道警察と連携しなが
ら、監視と巡回による警戒を強化し、犯罪から暴動への悪化する状況を未然に防いでいた。
さらには、MCMT の警察リーダーと住民リーダーに協力を仰ぎ、平和行進や文化プログラ
ムを開催して、宗教コミュニティ間の協調と平穏な状況を維持する重要性を訴えかけてい
た。ムンバイー市警察は法執行活動とコミュニティ・ポリシング活動の両面で予防を展開し
ていたわけである。 
2002 年 3 月 10 日付のタイムズ・オブ・インディア紙によると、グジャラート州での大
規模暴動の発生に触発され、ムンバイー市内でもヒンドゥー・ムスリムの住民間で諍いが発
生していた。イマームワーダー地区では、1 人のムスリムの老人がバルコニーから、階下に
いるヒンドゥーの青年たちを凝視しながら鼻をかんでみせた。この老人の振る舞いに対し
て、ヒンドゥー青年が無礼だと激高したことを契機に、住民がヒンドゥーとムスリムに分か
れて口論が繰り広げられ、諍いが発生していた。またバイキューラー地区では、2 階に居住
していた住民が物干し台に濡れたリネンを干したところ、1 階の居住者が洗濯物の水が滴り
                                                   
121 “Mohalla Peace Panels Meet on Bandh Eve”. The Indian Express. March1, 2002. 
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落ちてきたとの苦情を叫んだことから口論となった。この 2 世帯の住民がヒンドゥーとム
スリムであったために、域内の住民を宗教の差異で分断し、住民間の諍いにまで発展してい
た［Singh 2002a］。非礼行為や迷惑行為をめぐる住民間の諍いは、暴動に進展することは
なかったものの、本来ならば当事者間の話し合いで解決できうる事象が、他地域で発生した
大規模暴動に触発されて宗教の差異で住民を分かち、緊迫した状況下で諍いへと悪化して
いた。 
2002 年 3 月 15 日になると、ムンバイー市で世界ヒンドゥー協会の活動家はゴードラ列
車火災事件でのヒンドゥーの死亡はムスリムによる陰謀であったと主張し、再びヒンドゥ
ー住民にストライキの実行を呼び掛けた。すると、MCMT の警察リーダーのリベイロは、
ストライキには呼応しないように住民向けの声明を発表し、MCMT の 40 人のファシリテ
ーターはそれぞれが担当する地区の住民に対して、列車火災事件に触発されて報復のため
に暴動を再発させることがあってはならないと再三にわたって強く訴えていた122。すでに
2002 年 3 月 1 日には MCMT メンバーと市警察が平和行進を行ったことは説明したが、そ
の後もムンバイー市では憎悪犯罪は頻発していた。MCMT のメンバーは危機時に会合を開
催し、それぞれの担当地区での憎悪犯罪の発生状況について報告していた。マルワーニー
（Malwani）地区のムスリム居住地では、アンデーリー地区で刺殺事件が発生したとの噂
が、一方のアンデーリー地区ではマルワーニー地区ですでに暴動が発生しているとの噂が、
それぞれの住民の間で広まっていた。ダーラヴィー地区では、地元のならず者の家屋が略奪
の被害を受けたという誤った噂を広めていたが、MCMT の住民リーダーが即座に噂の流布
について市警察に通報して、これが虚偽の内容であり、暴動発生を推測させる略奪は行われ
ていなかったことを確認した123。世界ヒンドゥー協会による 2 度目のストライキの呼びか
けに際して、ムンバイー市では刺殺事件、略奪といった暴動の発生に関する噂が流布してい
た。MCMT の住民リーダーが地元住民と接触しながら噂の流布について把握し、かつ市警
察に噂の真偽について確認していた。MCMT の住民リーダーが虚偽の悪意ある噂が住民の
間で流布して、憎悪犯罪から小規模暴動へと悪化する暴動ベクトルを食い止めることがで
きたのは、常態的に担当区域の住民と接触して犯罪者情報の収集を行い、また市警察官と会
合を開催して協議を重ね、監視と巡回を繰り返してきたためである。 
2002 年 2 月から 3 月にかけて、隣接するグジャラート州全域で大規模暴動が発生した時
                                                   
122 “Mohalla Peace Groups Unite against Bandhs”. The Indian Express. September 26, 2002.  
123 “Rumor-mongering blamed for spreading panic in city”. The Times of India. March 18, 2002. 
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期、1993 年から着手されてきた MCMT のコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防
の効果は、その真価が問われていた。ムンバイー市をはじめとするマハーラーシュトラ州全
域においても、グジャラート州での暴動発生をまねいた世界ヒンドゥー協会が同様にスト
ライキを強行し、また活動家たちはラーム寺院再建とムスリムへの報復をスローガンとし
て声高に掲げていた。特にムンバイー市では、1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて大規
模暴動が発生しており、ヒンドゥー・ナショナリスト組織による扇動から暴動が再発しうる
蓋然性が想定されていた。実際にマハーラーシュトラ州内およびムンバイー市内では、ゴー
ドラ事件発生直後から、住民間の諍い、列車脱線、放火、モスク襲撃未遂、悪意ある噂の流
布といった事件が散発していた。グジャラート州での暴動の発生を耳にした一部の住民は
平静さを失って諍いが生じ、住民間を宗教コミュニティに分断して、暴動の再発が想起され
る緊迫した状況がもたらされていた。 
こうした危機的状況下において、州政府、州警察、ムンバイー市警察、市鉄道警察、ムン
バイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストは暴動予防を目的として、一
貫して秩序維持の行動を遵守するように周知した。その背景には、MCMT メンバーおよび
ムンバイー市警察が度重なる会合の開催、住民に平穏な状況を保つように平和行進や文化
プログラムを開催してアピールするなど、コミュニティ・ポリシング活動が機能していた。
1993 年以降、MCMT は住民と市警察のリーダーをそれぞれ見出し、住民を組織化して市警
察とともに監視・巡回を行い、住民の生活改善を図ってきた。MCMT と市警察による予防
活動を見聞きした住民の間では警察不信の回復がなされ、警察による法執行活動に対して
住民から信頼が寄せられるようになって、秩序維持の行動が遵守されていた。1993 年の創
設以降、継続してきた MCMT によるコミュニティ・ポリシング活動は大規模暴動の再発と
いう危機に直面した時、その効果が結実したと評価できよう。 
 
2002 年グジャラート暴動発生後のコミュニティ・ポリシング活動の展開 
マハーラーシュトラ州およびムンバイー市では、2002 年のグジャラート暴動の発生によ
っても、暴動予防に向けた法執行活動およびコミュニティ・ポリシング活動が展開されたこ
とで、ムンバイーにおいて暴動は再発することはなかった。だが諍いや憎悪犯罪、放火とい
った犯罪は散見されていたし、住民間を宗教の差異で分断する緊迫した状況が生み出され
ていた。かねてより、暴動の再発を危惧したダーラヴィー地区の MCMT のファシリテータ
ーであるワカール・ハーンは、ヒンドゥーのファシリテーターであるバウール・コールデー
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（Baul Korde）とともに、2001 年 6 月に宗教コミュニティ間の協調を訴えるべく、短編映
画『われわれはみな一つだ：統一へのメッセージ』（Ham Sab Ek Hain: Ekta Sandesh）
（以下『統一へのメッセージ』と略する）を製作していた124。この MCMT の活動スローガ
ンをタイトルに冠した作品は、2001 年 1 月 26 日にグジャラート州で発生して犠牲者の数
が 1 万 9,000 人超にのぼったマグニチュード 7.7 の大地震をテーマとしていた。物語は大
地震に遭遇したヒンドゥーとムスリムの親子が中心となる。1 月 26 日の共和国記念日を祝
うため市中を行進していた住民たちに突如大地震が発生、がれきの下敷きとなる。地震の後、
自分の子どもを探そうとがれきの中をムスリムとヒンドゥーの父親たちがさまよう。負傷
して意識を失っていた住民を目にしたムスリムの父親はヒンドゥーの少年を、ヒンドゥー
の父親はムスリムの少年をそれぞれ救出して病院に連れて行く。病院で治療にあたったス
ィクの医師は、少年たちを運び込んできたムスリムとヒンドゥーの男性たちにそれぞれ輸
血が必要であることを告げる。躊躇なく彼らは自分の腕を差し出して、輸血に協力する。輸
血を受けた少年たちは回復して、それぞれの親子が無事再会を果たす。そこでムスリムとヒ
ンドゥーの父親はお互いに知らぬ間に息子たちを助けていたことに気づき、謝意を表して、
強く抱擁を交わした。映画のエンディングにはヒンドゥー、ムスリム、クリスチャン、スィ
クの住民たちが手を取り合って、「われわれはみな一つだ」と声を上げた［Khan and Korde 
2001］。ハーンはインド政府認可の公共放送機関プラサール・バラーティ（Prasar Bharati）
から 2002 年 2 月に上映の許可を得て［Citizens for Peace 2009］、ダーラヴィー地区で開
催される祝祭、ピース・クリケット大会といった MCMT のイベントで、『統一へのメッセ
ージ』を度々上映していた。宗教コミュニティ間の差異を超えて、住民が協力し、多文化主
義的な共生を維持することの重要性を訴えることがねらいであった［Hameed 2009］。 
『統一へのメッセージ』はグジャラート州での大地震を契機に 2001 年 6 月に製作されて
いたが、奇しくも翌 2002 年 2 月からそのグジャラート州で大規模暴動が発生したために、
作品に込められた宗教コミュニティ間の共生というメッセージ性はより色濃く鮮烈に聴衆
に受け止められたのであった。MCMT の住民リーダーであるハーンとコールデーが、宗教
コミュニティの協調による多文化主義的な共生を訴え、また MCMT の予防活動を普及させ
る目的で、映画という媒体を用いた点は特筆すべきである。インドの大衆娯楽のなかで高い
                                                   
124 ハーンとコールデーが『統一へのメッセージ』を製作した過程については、モンテイロとジャヤサン
カールが 2003 年に製作したドキュメンタリー映画『きずな』【The Bond (Naata)】を参照のこと
［Monteiro and Jayasankar 2003］。 
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人気を誇ってきた映画を宗教コミュニティ間の調和をアピールする媒体として活用してい
た。ハーンとコールデーによる映画制作は、年齢、性別、宗教の差異を問わず、より多くの
人々に同時に自らのメッセージが伝わるという意味で即効性があり、理知に富んだ意義深
い取り組みであったと言えよう。 
 
第 7 節 モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストへの評価 
 
ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストのコミュニティ・ポリ
シング活動に参画してきたファシリテーターとメンバーからは、暴動予防に成功としたと
いう肯定的意見と、活動内容を変えるべきだという否定的意見がともに見出された。 
1993 年の創設者グループの一人であるバールヴェーは、2002 年 3 月のグジャラート暴
動発生時にはムンバイー市を離れ、社会活動を行っていたが、たとえムンバイー市で暴動が
危惧される事態が起こったとしても、これまで MCMT のコミュニティ・ポリシング活動を
通じて培ってきた住民と市警察との協力関係が緊迫した状況の高まりを鎮めることを可能
にするとみなしている。2002 年 3 月にグジャラート州で発生した虐殺事件がムンバイーに
波及せず、また暴動発生を予見させる住民間の諍いに対して、市警察と MCMT が即座に対
応したと評価する。その上で、バールヴェーは MCMT のコミュニティ・ポリシング活動が、
暴動後社会の復興過程のなかで機能すると主張する［Barve 2003：219］。バールヴェーは、
創設者の一人として、創設後 10 年を経て、グジャラート州でのムスリム虐殺事件の発生に
よって、ムンバイー市への波及を阻止した MCMT のコミュニティ・ポリシングの効力が示
されたと評価し、その機能が、他の暴動発生地域でも遂行されうると捉える。 
同じく創設者グループの一人であるサハネイは、ビワンディー市のモハッラー・コミッテ
ィが市警察と一部の名望家が掌握していた警察主導のコミュニティ・ポリシング活動にす
ぎないと批評している。そのうえで、ビワンディー市とムンバイー市でのコミュニティ・ポ
リシング活動の相違点として、ムンバイー市警察が MCMT の展開において、住民の生活改
善に着目した草の根レベルでの法執行活動を展開してきたとみなしていた。サハネイは
MCMT のコミュニティ・ポリシング活動で最も重要なアクターは、住民のリーダーである
ファシリテーターで、彼らはすでにリーダーシップを確立していると捉えていた125。サハネ
                                                   
125 2012 年 12 月 18 日、サティーシュ・サハネイへの聞き取り。 
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イ自らもビワンディー市のモハッラー・コミッティは警察主導のコミュニティ・ポリシング
活動であるという点で、実態が異なっているとして住民参画型の MCMT とは峻別してい
た。さらに、サハネイは元ムンバイー市警察長官ではあるが、警察ではなく、住民のリーダ
ーシップが発揮されることを最も重視していた。創設に関わったバールヴェーとサハネイ
は MCMT のコミュニティ・ポリシング活動について肯定的に評価していた。 
一方、警察リーダーのリベイロはコミュニティ・ポリシング活動を遂行させるうえでの課
題を提示していた。リベイロは活動への参画の度合いについて、ムスリム住民がより積極的
に市警察官との関係改善を求めて会合や行事に主体的に参画していた一方、ヒンドゥー住
民がさほど熱意を持って参画していないと感じていた［Gupta 2011：61-62］。またリベイ
ロは、貧困層での水不足が深刻化していることから、MCMT の取り組むべき問題として、
居住地の清掃と水不足の解決であると捉えていた126。1993 年の活動開始から 10 余年を経
て、ヒンドゥー住民からの関心が低下しているとの状況を受け、暴動予防を標榜するだけで
なく、清掃と水の確保という住民共通の関心事に取り組むことで、主体的にコミュニティ・
ポリシング活動を継続していく意思を表明していた。 
筆者は 2010 年から 2012 年にかけてヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの MCMT の
ファシリテーターや居住区メンバーに対して聞き取り調査を行ってきた。すると、ゾーンご
との実情に基づいたコミュニティ・ポリシング活動を展開するなかで、困難や課題に直面し
ていることが見えてきた。とりわけ、市警察官との協力関係が希薄になっており、コミュニ
ティ・ポリシング活動を継続していくことの難しさが浮き彫りになった。 
ヴィクローリー地区の MCMT ファシリテーターのジェニー・シンによれば、市警察から
協力を仰ぐことか必ずしも容易ではなく、例えばダヤル市警察長官に相談を持ちかけたが、
聞き入れてもらうことはなく、裁判所に行くように勧められたという。いまや市警察は
MCMT の予防活動にさほど関心を示していないと感じていた。また市警察署に住民の諍い
が発生したため相談に訪れたものの、市警察は相談内容を調書に記しただけで、実際には何
の対応も講じなかった127。また古参の一部のファシリテーターに対しては、彼らが月例のフ
ァシリテーター・ミーティングに出席し「自分の地域の活動は首尾よく進んでいる」と報告
しているにすぎないと批判していた。ファシリテーターは担当地域に足を運んで、実情を理
                                                   
126 2011 年 2 月 2 日、ジュリオ・リベイロへの聞き取り。 
127 2011 年 2 月 12 日、ジェニー・シンへの聞き取り。 
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解し、特に貧困層の支援に取り組むべきだと主張した128。ジェニー・シンの見解からは、市
警察官の多くが住民の諍いが宗教コミュニティ間の対立、そして暴動に進展するという状
況を斟酌せず、軽視していたことが浮き彫りになる。さらに、ファシリテーターの間でも活
動遂行の方針や意思に差異が生じていることが明らかになる。すなわち、MCMT を NGO
とは峻別して暴動予防という目標達成を重視するメンバーと、担当地域での実践的活動を
重視するメンバーとが、それぞれ役割分担を負っていた。 
1994 年からサキナカ地区のファシリテーターを務めてきたムスリムのアーリフ・サイー
ドは、担当地域においてワークショップを開催し、宗教コミュニティ間の協調に焦点を当て
た活動を展開してきた。したがって、担当地域で犯罪が発生した場合にも、原則として住民
に大きな影響が及ぼされる場合にのみ、市警察署に相談に赴くことにしているという129。 
同じく 1994 年からアンデーリー地区のファシリテーターを務め、女性苦情相談所の運営
に携わってきたクリスチャンのイシュワラーンは MCMT が NGO とは違うと主張する。重
要なのは、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生の価値を標榜し、リーダーシップを発
揮することである。MCMT は地域住民が抱える問題の解決に取り組みつつ、暴動予防とい
う目的を掲げ、祝祭を共同開催し、レクリエーションをつうじて、共生のメッセージを拡大
させることが本分だと考えていた130。サイードとイシュワラーンは、暴動の目標達成を重視
してきたが、担当地域での実践的活動を重視するメンバーからは、市警察と協力関係を継続
することの難しさ、地域の実情をより反映したコミュニティ・ポリシング活動への方針転換
を望む声が主張された。 
筆者は、担当地域での秩序維持を目的としてコミュニティ・ポリシング活動を行った、1
人のムスリムのファシリテーターから、聞き取りをすることができた。1994 年からマヒー
ム地区のファシリテーターであるムスリムのブルハーン・パールカールは、市警察に対して
1 日に 1 時間半だけでも MCMT の予防活動に参画することを望んでいた131。パールカール
は、宗教コミュニティ間の協調をテーマにした絵画大会を開催し、また不法分子の放逐を行
うなど、地域の発展に寄与することを自らの活動目的と捉えていた。一方、マヒーム地区の
MCMT は行政を担うムンバイー市自治体に対して、不法駐車と水不足の解決について陳情
                                                   
128 2012 年 12 月 23 日、ジェニー・シンへの聞き取り。 
129 2012 年 12 月 19 日、アーリフ・アーリー・サイードへの聞き取り。 
130 2010 年 4 月 26 日、マリア・イシュワラーンへの聞き取り。 
131 2010 年 4 月 21 日、ブルハーン・パールカールへの聞き取り。 
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したが何の対策も講じられなかったことを問題視していた132。パールカールも、ジェニー・
シンと同様に、市警察および市自治体との協力関係が盤石ではないことを課題として挙げ
ていた。  
1993 年からダーラヴィー地区のファシリテーターとして、ワカール・ハーンとともにコ
ミュニティ・ポリシング活動に従事してきたヒンドゥーのラームチャンドラ・バウー・コー
ルデーは、市警察が MCMT のコミュニティ・ポリシング活動に積極的に協力してきたのは
活動当初のみであったと述べる。市警察署に問題解決を陳情しても時間を要するため、ダー
ラヴィー地区では MCMT が市警察への陳情以前の段階で問題解決に取り組んできたと捉
えている。コールデーは、MCMT のピース・クリケット大会が必ずしも暴動予防のメッセ
ージを参加者に伝達できていないとみなしている。プレイヤーの中には単にクリケットに
興じるだけで、大会が終了すると MCMT のコミュニティ・ポリシング活動に関心を持たな
い者もいるという133。これまで論じてきたように、ダーラヴィー地区ではワカール・ハーン
をはじめとするムスリム住民がコミュニティ・ポリシング活動の中核を担ってきた。一方で、
市警察の協力を継続して仰ぎ、また MCMT の活動目的を伝えて住民の参加を促すことが容
易ではないことが浮き彫りになった。 
筆者が聞き取り調査を行うと、MCMT のメンバーがどのようにコミュニティ・ポリシン
グ活動に関わっていくのか、高齢のリーダーの存在、活動の展望を不安視する評価が聞かれ
た。 
コールデーとワカール・ハーンの下で、ダーラヴィー地区の住民メンバーとして参画して
きたアユーブ・ハーンは、MCMT のリーダーおよびサブリーダーのリベイロ、サハネイ、
ロニー・メンドンサが地域住民と直接対話し、その問題を自ら把握すべきだと感じていた。
月例のファシリテーター・ミーティングでは、一部のファシリテーターは机上で自らの担当
地域は安全だと主張しているに過ぎない。MCMT は一層、地域に密着した問題解決に取り
組むべきと捉えていた134。 
警察リーダーの存在と活動の展望について、2006 年からバイキューラー地区のファシリ
テーターとして参画してきたヒンドゥーのヘーダンバ（Suresh Hedamba）は、1993 年の
創設以降、多くの市警察長官が就任してきたものの、MCMT の活動に参画してきたのはリ
                                                   
132 2012 年 12 月 22 日、ブルハーン・パールカールへの聞き取り。 
133 2012 年 12 月 18 日、ラームチャンドラ・バウー・コールデーへの聞き取り。 
134 2012 年 12 月 22 日、ムハンマド・アユーブ・ハーンへの聞き取り。 
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ベイロ、サハネイ、メンドンサの 3 名のみであった。一部のメンバーは漫然と活動に参加
し、将来的な展望を持っていないようであると疑問を呈していた135。ヘーダンバーは、市警
察の上層部に協力を仰ぎ、警察リーダーのコミュニティ・ポリシング活動への参画を促すこ
とが容易ではないことを懸念していた。 
それでは、ムンバイー市警察は MCMT のコミュニティ・ポリシング活動をどのように評
価していたのだろうか。筆者は、2010 年にムンバイー市警察長官および市警察副長官との
聞き取り調査を行うと、MCMT の活動を肯定する見解と課題を提示した見解がそれぞれ聞
かれた。2009 年 6 月から 2010 年 5 月までムンバイー市警察長官を、2010 年 6 月から 2011
年 2 月までマハーラーシュトラ州警察長官を務めたシヴァナンダーンは MCMT の活動が、
ムンバイー市のスラムで発生する問題に取り組んできたという点で肯定的に評価する。市
警察官ですら単身でスラムに立ち入ることは危険視されてきたが、MCMT は、ゴミや排泄
処理、清潔な水の分配、通婚、祝祭の開催など、地域に根差したトラブルについて、住民と
の対話を通じて解決を図ってきた。MCMT の主体的なコミュニティ・ポリシング活動が市
警察の先駆を務めてきたと評価する136。すなわち、州警察のトップとなったシヴァナンダー
ンは、市警察官の介入が難しいスラムで発生する諍いについて、MCMT が問題解決に取り
組むことで、市警察を支援してきたと捉えていた。 
住民の諍いが頻発し、緊迫した状況に置かれてきたゾーン 3 を統括するサダナンド・ダ
ーテ市警察副長官は、自らのオフィスに MCMT の活動ポスターを掲げて、MCMT の活動
に協力してきた警察官の一人である。ダーテは、ムンバイー市警察官の 9 割が宗教コミュ
ニティの共生に関心を持っておらず、MCMT には一部の警察官が関与しているにすぎない
と現状を吐露した。さらに、MCMT が暴動コミュニティ・ポリシング活動の遂行を可能に
してきたのは、インド警察職の要職を歴任してきたリベイロがリーダーを務めてきたため
であるとみなしていた。MCMT のコミュニティ・ポリシング活動の問題点として、若者の
参加が少なく、加えて予防に専念して取り組むメンバーが不在であることを指摘した。ダー
テは、MCMT が住民のリーダーシップの下に活動を継続させていくことが重要だと主張し
た137。市警察副長官という立場から、ダーテは、ムンバイー市警察の 9 割が宗教コミュニ
ティの共生には関心を持たず、MCMT のコミュニティ・ポリシング活動に協力してきた警
                                                   
135 2012 年 12 月 22 日、スレーシュ・ヘーダンバへの聞き取り。 
136 2010 年 4 月 19 日、ダーヌシュヤコディー・シヴァナンダーン市警察長官への聞き取り。 
137 2010 年 4 月 8 日、サダナンド・ダーテへの聞き取り。  
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察官も一部にすぎないと指摘した。その上で、インド警察職およびインド大使として要職を
歴任してきたリベイロがリーダーであったからこそ、市警察が MCMT のコミュニティ・ポ
リシング活動に協力してきたとみなしていた。ダーテは MCMT の活動の展望について、予
防について専門的な知識と技術を習得した住民がリーダーシップを発揮していくことが重
要と捉えていた。 
MCMT には市警察の上層部からは評価の声が寄せられた一方で、現地研究者からも肯定
的な意見と否定的な意見が提示されてきた。2004 年に MCMT について研究論文を発表し
たタッカールは、MCMT のコミュニティ・ポリシング活動の実践が、人口が過密状態にあ
って緊迫とストレスにさらされてきたムンバイー市において、地域住民に暴動予防という
共通目標を達成するための行動を求めることで、今後も暴動発生の危機に瀕したとしても
対峙できると捉えていた［Thakkar 2004：584-586］。タッカールは、暴力が地域社会に根
差してきたムンバイー市において、MCMT が暴動予防という住民の共通課題に取り組んで
きたため、今後も住民の組織化を図って暴動に対峙することは可能だろうと、その成果を評
価していた。 
同様にムンバイー市のターター社会科学研究所に所属する研究者のアルフォンスは、
MCMT による主体的な住民参画に基づいたコミュニティ・ポリシング活動に着目し、宗教
コミュニティ間の協調と寛容を普及する役割を担ってきたことを重視する。MCMT は、地
域の実情に対応したコミュニティ・ポリシング活動を通じて、住民の負担を軽減し、その利
益を主張し、組織化してきた。そして、暴動後社会においても、宗教コミュニティ間の共生
が可能だと提示したと評価していた［Alphons 2004：10-11］。アルフォンスは、MCMT に
よる就職支援、女性のエンパワーメント、医療、貧困者救済といった生活改善に着目したコ
ミュニティ・ポリシング活動が住民に受容されてきたため、宗教コミュニティ間の共生とい
う目的は促進されうるとみなした。またムンバイーの MCMT の実践が、他の暴動発生地域
での適用の可能性を示唆していると評価した。 
一方で、否定的な意見も見いだされた。1998 年に MCMT の調査を行い、活動白書を執
筆したジャーナリストのカルパナ・シャルマ（Kalpana Sharma）は、市警察と地域住民の
連携が、個々の警察官のリーダーシップによるところが大きく、その拡大には市警察側の理
解が肝要となってきたことを指摘する［Sharma n.d.］。シャルマの見解からは、コミュニ
ティ・ポリシング活動を遂行する上では警察のリーダーシップに依拠しがちであり、かつ市
警察側の理解を引き出すことが課題となってきた状況が浮き彫りになる。 
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社会とセキュラリズム研究センター所属のプニヤーニーは、MCMT が暴動予防という目
的を掲げて創設されたものの、その目的達成のために住民リーダーを対象とした訓練が行
われていないと指摘する。ゆえに、暴動発生が危惧された際に、それに対峙するための、確
固たるコミュニティ・ポリシングによるシステムを構築することが必要だと考えていた
［Kaur 2003］。プニヤーニーは、MCMT のメンバーには暴動発生にも対峙しうるコミュニ
ティ・ポリシング活動を遂行するためには、訓練が求められると主張したが、具体的な訓練
の内容についてまで踏み込んだ意見を述べてはいない。  
 以上のように、MCMT のコミュニティ・ポリシング活動は、メンバー、市警察、研究者
の見解から、その実践について概ね好評されてきた一方で、様々な課題も表出している。警
察と住民のリーダー間の連携が必ずしも密接でなかったり、住民リーダーが減少傾向にあ
った。また警察リーダーが転任する際に引き継ぎが十分に行われていなかったり、さらには
住民リーダー間での齟齬、将来的な展望への不安といった課題が明らかになった。とりわけ、
市警察との連携関係は、創設時期からコミュニティ・ポリシング活動を牽引してきた警察リ
ーダーであるリベイロの存在によるところが大きかった。しかしながら、こうした課題が表
出しつつも、1993 年以降、ムンバイー市では度重なる暴動発生の危機と直面しながらも、
その度に市警察と MCMT が連携して予防活動を展開して、再発を予防してきた。異なる宗
教に属する住民の主体的な参画が対話を通じて、日常的に諍いおよび犯罪に介入し、住民の
抱える問題解決を図って、暴動へと悪化する状況を予防してきた。それゆえに MCMT のコ
ミュニティ・ポリシング活動が成功事例と評価することは妥当であろう。 
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第 4 章 ビワンディー市におけるモハッラー・コミッティの興敗 
  
インド有数の動力織機産業都市であるマハーラーシュトラ州ビワンディー市は、ムスリ
ムが住民の 6 割を、ヒンドゥーが 4 割を占め、1950 年代から経済的な協調関係を築いてき
た。しかしながら、1970 年 5 月には小規模暴動が、1984 年 5 月には大規模暴動が発生し、
いずれの事件においても、反ムスリムを掲げたヒンドゥー・ナショナリスト政党シヴ・セー
ナーによるヒンドゥーへの扇動、ムスリムへの偏見を持ったビワンディー市警察による暴
徒への不作為という特徴が明らかになる。本章ではビワンディー市での 2 度の暴動状況の
分析と、1988 年からコープデー市警察次官によって着手されたコミュニティ・ポリシング
活動について、その創設過程、住民の参画、活動への評価、そして 2000 年代に顕在化した
活動の瓦解について論じる。 
 本稿では、ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活
動を、失敗事例として捉えている。先述のように、本稿はコミュニティ・ポリシング活動の
成功と失敗とは、活動の結果としてもたらされた暴動の発生と予防および効果に基づいて
判断する。ビワンディー市では、1988 年からコミュニティ・ポリシング活動が着手され、
1990 年にコミュニティ・ポリシング活動を遂行するための組織としてモハッラー・コミッ
ティが創設された。ビワンディー市警察と住民が協力して、モハッラー・コミッティによる
コミュニティ・ポリシング活動を展開し、住民の諍いや一般犯罪の解決に介入して、暴動発
生の危機が迫った 1992 年から 1993 年にかけて、暴動予防の効果が奏功すると、全国から
の注目が集まった。しかしながら、警察のリーダーである創設者と後任者が離任した後、ビ
ワンディー市の警察および住民の間では暴動への危機意識が希薄となって、コミュニティ・
ポリシング活動に参画する動きが鈍化していった。ついに、2006 年 7 月には住民と警察間
での諍いを契機として小規模暴動が発生、モハッラー・コミッティの瓦解が露呈した。 
 筆者は 2010 年にビワンディー市を訪問するとともに、2010 年、2011 年、2013 年の 3 度
にわたってモハッラ ・ーコミッティの創設者であるコープデー元市警察次官と、さらに 2013
年にはコープデーの後任者であったポール元市警察次官の、ビワンディー市でコミュニテ
ィ・ポリシング活動に携わった 2 名の警察リーダーに対して聞き取り調査を実施した。結
果から言えば、筆者はモハッラー・コミッティに過去に参画していた住民メンバーとの接触
 262 
 
はできたものの、活動の実態がないことが確かめられた。加えて、コープデーとポールとい
うかつての警察リーダーとの聞き取り調査においても、ビワンディー市でのモハッラー・コ
ミッティのコミュニティ・ポリシング活動が瓦解したことが確認された。 
本章第 1 節では、これら 2 度の暴動を分析するにあたり、その背景と状況に基づき、特
徴を類型化する。第一に、1970 年 5 月の小規模暴動は、ヒンドゥーの祝祭開催中にシヴ・
セーナーの扇動を契機として発生したことから祝祭扇動型暴動と捉える。第二に、1984 年
5 月の大規模暴動は、シヴ・セーナーの党員とムスリム住民の間での諍いを発端として発生
したことから住民の諍い型暴動と捉える。これら 2 度の暴動の状況の分析から、警察の事
後対応による武力を用いた暴動制圧が暴動ベクトルの再悪化をもたらしてきたことを明ら
かにし、その限界を示す。 
第 2 節では、ビワンディー市において、2 度の暴動を経て、住民の間に広がっていた警察
不信を払拭し、適切な法執行活動の回復に取り掛かるために、1988 年から警察のリーダー
シップの下に着手されたモハッラー・コミッティの創設過程について論じる。 
第 3 節では、警察リーダーが創設したモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリ
シング活動に対して、ヒンドゥーおよびムスリムの住民が参画し、暴動発生を予防した状況
とシステムについて論じる。具体的には、1992 年から 1993 年にかけて、暴動発生の危機
時に遂行されたコミュニティ・ポリシング活動がいかに予防に効果を発揮したのかという
点について検討していく。 
第 4節では、1992年から 1993年にかけて暴動発生の危機に直面したビワンディー市が、
モハッラー・コミッティの予防活動によって暴動の再発を食い止めた実践について、現地政
治家、住民、ジャーナリスト、研究者からの評価を検討することで、その予防効果のインパ
クトを浮き彫りにする。 
第 5 節では、2006 年 11 月に発生した住民と警察の諍い型暴動への分析を通じて、ビワ
ンディー市のモハッラー・コミッティが瓦解した失敗要因について考察する。1990 年代後
半以降になって、コミュニティ・ポリシング活動を率いる警察と住民のリーダーの不在によ
って、警察不信を再び招き、ビワンディー市のモハッラ ・ーコミッティによるコミュニティ・
ポリシング活動の形骸化が露呈した。ビワンディーでの住民と警察間での諍いが発生した
ことで、コミュニティ・ポリシング活動の瓦解を明らかにする。 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は、警察
リーダーが主導してきたため、住民のリーダーシップと組織化が十分に確立しないままに
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展開していた。モハッラー・コミッティを創設した警察リーダーや暴動予防の危機を乗り越
えた警察リーダーが離任すると、徐々にコミュニティ・ポリシング活動における警察のリー
ダーシップは弱体化し、監視・巡回も行われなくなった。結果として、住民の生活改善に焦
点を当てた活動も行われなくなって、秩序維持の行動は遵守されなくなっていった。その上、
ビワンディー市警察が警察署の移転工事をめぐって、住民を軽視し、組織の都合を追求した
とみなされたため、警察不信が再び高まっていった。警察不信の高まりは、ヒンドゥー、ム
スリム間の多文化主義的な共生の停滞に帰結し、住民と警察間の諍いが頻発、ビワンディー
市のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は、その 6 つの構成要素
すべてが衰退して、ついには頓挫した。 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は、暴動
発生の危機が迫った際にはいったんは成功を収めたものの、コミュニティ・ポリシング活動
の 6 つの構成要素がそれぞれ四散したことで、暴動の予防という効果をもたらすことがで
きなくなり、ついには小規模暴動の再発を招いた。すなわち、ビワンディー市のコミュニテ
ィ・ポリシング活動は、失敗事例と見なすことができるのである。 
 
第 1 節 ビワンディー市における暴動の発生 
 
本節では、1970 年 5 月の祝祭扇動型および 1984 年 5 月の住民の諍い型の 2 度にわたっ
てビワンディー市で発生したヒンドゥー・ムスリム間暴動の状況、背景について分析する。
暴動状況の分析によって、暴動発生の原因を検討し、ビワンディー市でのコミュニティ・ポ
リシング活動の着眼点を明らかにすることができる。 
ビワンディー市は、面積 4.12 平方キロメートル、州都ムンバイー市から北東およそ 50 キ
ロ先、県都タネー市からは 16 キロ先に位置し、ボンベイ・アーグラー街道（Bombay-Agra 
road）が通過していることから、マハーラーシュトラ州の交通の要衝として栄えてきた 
［Gazetteers Department, Government of Maharashtra 1982：980］。 
表 4－1「マハーラーシュトラ州内のヒンドゥー・ムスリム人口」は、1971 年センサスに
基づいて、マハーラーシュトラ州、ボンベイ管区、タネー県、ビワンディー市のそれぞれの
行政区分におけるヒンドゥーとムスリムの人口およびその人口比率をまとめたものである。 
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表 4－1：マハーラーシュトラ州内のヒンドゥーおよびムスリムの人口（1971 年） 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Chari 1975：160-161；Chari 1976：30-31］より筆者が作成。 
 
表 4－1 が示すのは、ビワンディー市のムスリム人口の割合が、マハーラーシュトラ州
（8.4%）、ボンベイ管区、タネー県（6.31%）に比べ、55.03％と突出して高かったことが分
かる。ロイはインド全国およびマハーラーシュトラ州全体と比べて、ビワンディー市のムス
リム人口の割合が高かったのは、繊維産業都市としての成長過程にあると指摘する。ビワン
ディー市にムスリムが集住していた背景には、19 世紀以降、現在のウッタル・プラデーシ
ュ州にあたる北部インドから、モーミーン（Momin）と呼ばれるムスリムの織工コミュニ
ティが集団で移住してきた歴史的特性が挙げられる［Roy 1998：146-150］。それに加えて、
ムンバイー市と近接し、産業都市として発展することを可能とした地理的特性があり、社会
的、経済的安定を求めてムスリムが集住してきたと考えられる。 
 
（1）祝祭扇動型暴動の発生―1970 年 5 月の暴動事件  
1970 年 5 月のビワンディー暴動について、マハーラーシュトラ州政府は 1970 年 5 月 11
日にボンベイ高等裁判所のマードン判事を中心にビワンディー暴動の法的調査を行うマー
ドン調査委員会（D. P. Madon Commission）を任命、1974 年に 6 巻にわたる事件調査報
告書『ビワンディー、ジャルガーオンおよびマハドにて 1970 年 5 月に発生したコミュナル
な騒乱についての調査委員会報告』（Report of the Commission of Inquiry into the 
Communal Disturbances at Bhiwandi, Jalgaon and Mahad in May 1970）（以下「マード
ン報告書」と略する）を刊行した。このマードン報告書は州政府が任命した調査委員会によ
る事件報告書であるものの、住民への聞き取り調査を行って、ヒンドゥー・ナショナリスト
組織による暴動発生の共謀を糾弾し、ビワンディー市警察の機能不全を明示していた。その
ため、1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてムンバイーでの大規模暴動を調査したスリク
リシュナ委員会報告書や 2002 年グジャラート暴動の調査を行った民間団体の調査報告書
において、事件調査の好事例として引用、評価されてきた［B. N. Srikrishna Commission 
1998：252-303； Dayal 2002：895-995］。こうした点からも、1970 年 5 月に発生したビ
行政区分 人口 ヒンドゥー（％） ムスリム（％） 
マハーラーシュトラ州         50,412,235 41,307,287（81.94） 4,233,023（8.40） 
ボンベイ管区 17,660,348 14,226,741（80.56） 1,718,960（9.73） 
タネー県 2,281,664 1,967,180 （86.22） 143,958（6.31） 
ビワンディー市 79,576 32,730 （41.13） 43,787（55.03） 
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ワンディー市での祝祭型暴動の分析に際して、マードン報告書を用いることは有用であり、
かつ当時の状況の理解を深めるために現地で刊行された新聞および雑誌記事を加えて分析
していくこととする。 
 
暴動発生の背景 
1970 年 5 月の暴動事件が発生した背景を検討する上では、1960 年代のビワンディー市
における反ムスリムを掲げた政党の伸張、第二次印パ戦争の勃発、ビワンディー市議会での
派閥闘争の 4 つの出来事が挙げられる。 
第一に、反ムスリムを掲げたヒンドゥー・ナショナリスト政党のジャン・サングによる政
治的伸張が挙げられる。ジャン・サングは1951年5月にS・P・ムケルジ （ーS. P. Mukherjee）
党首の下に創設され、会議派の推進するセキュラリズム路線を「ムスリム宥和政策」と非難
して勢力を伸張していった。1967 年第 4 次総選挙において、ジャン・サングは連邦下院議
会選挙では 35 議席を、全国の州下院議会選挙では全国 3,487 議席の内 268 議席を獲得する
と、1968 年 2 月に党総裁を継いだヴァージペーイーはヒンドゥーの優越を説き、その権益
を主張して全国規模で支持拡大を図っていった［Jaffrelot 1996：204, 238-239］。   
ジャン・サングの登場は、分離独立以降、会議派政権下で沈静化しつつあったヒンドゥ ・ー
ムスリム間の宗教の差異を顕在化させ、憎悪を造成し、再び対立化させていくこととなった。
実際、ジャン・サングの結党以降、インド全国でヒンドゥー・ムスリム間暴動の再発と増加
という現象が見出される。1954 年から 1966 年までに発生した暴動は、年平均 70.2 件で、
およそ 10 年間にわたって、沈静化した状況にあった。しかし、1967 年には 209 件、1968
年に 346 件、1969 年に 519 件、1970 年には 521 件と右肩上がりに増加した［Jaffrelot 
1996：238］。ジャン・サングが反ムスリムを党是に掲げて以降、全国で暴動件数が増加し、
それに同調する動きで、1970 年にビワンディー市でも小規模暴動が発生した。 
第二に、1965 年 9 月の第二次印パ戦争勃発が挙げられる。インドとパーキスターンの間
での緊張の高まりはそのままインド国内のヒンドゥーとムスリムの関係にも反映していき、
全国規模での反ムスリムの気運の高まりがみられた。実際、ビワンディー市警察は 1965 年
9 月にインド防衛法（Defense of India Rules）の下に、母国インドへの不忠誠という容疑
で 18 名のムスリム指導者を逮捕、勾留した。後にこれらのムスリム指導者の逮捕は不当で
あったとして、州政府が謝罪を表明する事態となった［D. P. Madon Commission 1974, 
Vol.I ：189-191, 308］。ビワンディー市のヒンドゥーもムスリムへの脅威を募らせ、またム
 266 
 
スリムは市警察に不信感を募らせ、徐々に宗教コミュニティ間の対立関係を悪化させるこ
ととなった。 
第三に、1966 年 9 月 22 日にビワンディー市にシヴ・セーナーが党支部を開設したこと
である。ビワンディー市でのシヴ・セーナーの姿勢は党支部長モア（Baliram More）によ
る「ビワンディー市のヒンドゥーとムスリムの間で発生する全ての諍いにおいて、私と当支
部はヒンドゥー側につく」との発言に集約されるように、ヒンドゥー住民への支持を訴えて
いた。モアはマラーティー話者のヒンドゥーの権益のため、ビワンディー市内にある動力織
機工場はじめ、全工場に彼らの雇用創出を優先することが必要と主張して、政治活動を展開
していた。実際にモアは 1967 年にビワンディー市議会議員選挙で市議会議員に選出された
後、市内にあるインディアン・ヒューム・パイプ有限会社（Indian Hume Pipe Company 
Limited）には 8 名、ヒンドゥスターン・コンストラクション有限会社（Hindustan 
Construction Company Limited）には 22 名の、マラーティー話者のヒンドゥーの就職を
実現させていた［D. P. Madon Commission 1974, Vol.I：192, 314-319］。 
そして第四に、市議会を舞台としてヒンドゥー・ナショナリスト政党とムスリムの政治グ
ループによる派閥闘争の勃発が挙げられる。従来、ビワンディー市議会では議長職と副議長
職をめぐって、ヒンドゥーとムスリムの政治リーダーが任期終了後に交替で引き継ぐこと
が慣例化していた。しかしながら、シヴ・セーナーがビワンディー市に党支部を設置して以
降、ヒンドゥーとムスリムの間で保たれてきた政治的均衡が崩れることとなった。 
1967 年 8 月に実施されたビワンディー市議会選挙では、ムスリムを中心としたビワンデ
ィー・セヴァ・サミティという政治グループと、シヴ・セーナーとの間で選挙対立が顕在化
した。選挙後に議長職にムスリムが副議長職にシヴ・セーナーの党員が選ばれると、派閥闘
争は苛烈化を極め、行政も混乱していった。無許可のモスク建設が横行し、土地所有をめぐ
る住民間の諍いは宗教コミュニティに分断して悪化していった。事態を見かねた住民はマ
ハーラーシュトラ州政府にビワンディー市議会議員の更迭を要請していたという［D.P. 
Madon Commission 1974, Vol.I：224-226, 433］。シヴ・セーナーは、ビワンディー市にお
いて、マラーティー語話者のヒンドゥーを優遇した雇用創出を訴え、また反ムスリムを掲げ
た政治活動を展開していた。ビワンディー市では、分離独立以降も構築されてきたヒンドゥ
ーとムスリムの間の社会的、経済的な協力関係が徐々に対立へと変容していった。シヴ・セ
ーナーによる反ムスリム的な政治活動は宗教的差異を強調した憎悪を掻き立て、暴動ベク
トルが起動するに至ったのである。 
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暴動の発生状況 
1970 年 5 月の小規模暴動はシヴ・ジャヤンティ祭列の最中に、シヴ・セーナーに率いら
れたヒンドゥー祭列者がムスリム居住区内で、憎悪を煽るスローガンを叫び、それに反応し
たムスリム住民との諍いを発端とする。 
シヴ・セーナーはマハーラーシュトラ人の団結と高揚をはかるため、ヒンドゥーの祝祭で
あるガネーシャ祭138とシヴ・ジャヤンティ祭（Shiv Jayanti）を扇動の場として利用してき
た。この祝祭は、1896 年にマハーラーシュトラ出身の B・G・ティラク（Bāl Gangādhar 
Tilak）が139、現マハーラーシュトラ州にあたる地域で、17 世紀半ばに繁栄を極めたマラー
タ王国の王シヴァージー・ボンスレー（Shivājī Bhonsle）を称え、反英民族運動への大衆
的動員とヒンドゥー思想によるアイデンティティ確立のために組織したことが起源である
［内藤 1988：147］。そのため、マハーラーシュトラ人はシヴ・ジャヤンティの最中には自
らのアイデンティティを強く感じ、非マハーラーシュトラ人に対する日常の鬱屈した不満
を昇華する機会となりえたのである。 
1970 年 5 月 7 日に開催されたシヴ・ジャヤンティ祭列には、ビワンディー市の近隣村落
からもヒンドゥーが参集、その数は 1 万人規模となっていた。同日午後 3 時過ぎにシヴ・
ジャヤンティ祭列は、シヴァージーの肖像画が描かれたジープと共に市中を巡行し始めた。
だが、ビワンディー市警察署前を通過した頃から、祭列者の間で反ムスリムを訴えたスロー
ガンが叫ばれるようになったという。その中身は、「非難の声があちこちから上がっている、
ムスリムは泥棒だと」（Galli Galli Me Shor Hai, Sub Musalman Chor Hai）、「シヴ・セー
ナーよ、永遠なれ」（Shiv Sena Zindabad）、「ヒンディズムに勝利を」（Hindu Dharmacha 
Vijay Aso）、「ヒンドゥーがやって来た、ヒンドゥーがやって来た、割礼した奴らは逃げ出
して行った」（Aala Re Aala Hindu Aala, Gele Re Gele Landya Gele）、という内容であっ
た。祭列に立ち会い、これらのスローガンを耳にしたビワンディー市警察官たちは、当初は
祭列者のなかでも声高にスローガンを叫んでいた 2 人のヒンドゥーを逮捕したものの、即
座にジャン・サングの党員が彼らの釈放を求めて座り込みをかけた。そこで、トラブルの拡
                                                   
138 ガネーシャは人間の胴体に象の頭という知恵と富を司る神。ガネーシャ祭はボンベイでは 9 月から 10
月にかけて開催され、町中で多くの人々が粘土で作ったガネーシャの像を担いで通りを練り歩き、
川、海や湖に投げ込みに行く［斉藤昭俊 1977：122-4］。 
139 20 世紀初頭のインド民族運動の中で急進的民族派グループの最大指導者となった政治家であり、思想
家［南アジアを知る事典 2012：内藤雅雄「ティラク」の項：470］。 
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大を恐れた市警察官は、彼らを即座に釈放した。そののち、祭列者は興奮しながら、ムスリ
ムへの挑発的で憎悪に満ちたスローガンを絶え間なく叫んでいった。ヒンドゥーの祭列者
は踊り、飛び跳ねながら「我々にぶつかれば、死ぬことになるぞ」（Jo Hamse Takrayega, 
Woh Mitti Me Mil Jayega）というスローガンを叫びながら、路上にいて、祭列を見つめて
いたムスリムに向かって拳を突き上げていた。こうした扇情的な振る舞いとスローガンの
叫び声はムスリム居住区を通過する頃にはさらに激化し、祭列者は四散して、路地に入り込
んでいった。 
やがてシヴ・セーナーに率いられた祭列者は分散して挑発的な反ムスリムのスローガン
を叫んでムスリム住民との間で口論が始まった。次第に、ヒンドゥー祭列者とムスリム住民
は、双方で路上に落ちていた石やレンガの破片を拾って投げ始めた。ヒンドゥー祭列者はム
スリムの所有する家屋を襲撃し、侵入して、家財を略奪していった。祭列者のなかには、竹
の棒に布を巻き付けたものに火を点けて、次々とムスリムの所有する動力織機工場や家屋
に火を放っていった。1970 年 5 月 7 日、午後 5 時ごろから始まった略奪と放火の応酬は同
日午後 10 時過ぎまで続いた後、徐々に収束していった［D. P. Madon Commission 1974, 
Vol. IV：68-9, 74-6］。ビワンディー市警察によって 1 日間で制圧されたために、1970 年 5
月の暴動は小規模暴動とみなすことができる。この事件の特徴とは、ヒンドゥー・ナショナ
リスト政党のシヴ・セーナーが、ヒンドゥーの祝祭を自らの支持拡大のために利用して、反
ムスリムを煽り、憎悪犯罪を行ったことを契機として、小規模暴動に悪化していた点である。 
 
暴動発生の企図と警察の機能不全 
1970 年 5 月 10 日に、ビワンディー市を訪問して住民に聞き取り調査を行った連合社会
党の連邦上院議会議員であったジョージ・フェルナンデス（George Fernandes）によれば、
暴動発生当日にヒンドゥーが使用していた武器は事前に準備されていたという。またムス
リムが所有する家屋や工場が略奪や放火の被害に遭っている一方で、ヒンドゥーが所有す
る建物は被害を受けていないという状況が判明した［Fernandes 1970：15-7］。加えて、暴
動が発生した 1970 年 5 月 7 日から 10 日までの 3 日間にわたって、ビワンディー市ではヒ
ンドゥーの暴徒による道路封鎖が行なわれた。各車両の運転手をチェックし、もしヒンドゥ
ーであれば通行を許可したが、ムスリムであると分かると車外に連れ出して、暴行を加えて
いた［Parulekar 1970：15］。これら 2 つの事件直後の現地からの報告からは、実は暴動の
発生が綿密かつ周到に計画されており、それを担っていたのがヒンドゥーであったことが
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明らかになるのである。祝祭に参加していたヒンドゥーと、傍観していたムスリムの住民間
での諍い、シヴ・セーナーによる反ムスリムを掲げた憎悪犯罪、そして投石、放火、略奪に
よる犯罪から小規模暴動へと悪化したという点において、本稿が導出した暴動ベクトルが
ビワンディー市の事例にも適当でき、この概念の妥当性を見出すことが可能となる。 
1970 年 5 月 11 日に会議派のマハーラーシュトラ州政府は、ボンベイ高等裁判所のマー
ドン判事を中心に、ビワンディー市での暴動事件の法的調査を行うためにマードン調査委
員会を任命した。委員会の目的とは、ビワンディー市において、シヴ・ジャヤンティ祭列の
最中に発生した暴動の原因と段階、行政による適切な暴動対策、ビワンディー市で活動して
いた政党やグループが今回の暴動に責任を負うべきかどうかを調査することであった ［D. 
P. Madon Commission 1974, Vol.I：8］。マードン委員会の報告によると、ビワンディー市
での暴動による死者数は身元不明者を含めて 78 人、うちヒンドゥー17 人、ムスリム 50 人
とされた。そして、放火、破壊、略奪による家屋および工場などの建造物への被害総額は、
ヒンドゥーの所有分が 703 万 9,560 ルピーに対して、ムスリムの所有分が 828 万 603 ルピ
ーに及んだ［D. P. Madon Commission 1974, Vol.VI：76］。 
さらに、マードン委員会は、ビワンディー市で発生した暴動事件には、1964 年から 1970
年までに開催されたシヴ・ジャヤンティ祭列ですでに住民間の諍いが散見されたことを見
出した。そして、事件の背景には、1960 年代後半以降、中央および州における会議派政権
の後退と政治勢力の多様化、それに伴ったジャン・サング、民族奉仕団、シヴ・セーナーと
いったヒンドゥー・ナショナリスト組織の拡大が作用しており、ビワンディー市にも色濃く
影響していたことを明らかにした。その影響はビワンディー市議会という地方行政の場で
も見出された。ビワンディー市議会でのシヴ・セーナーとムスリムとの間の勢力対立が、会
議派の後退と新たな政治勢力の台頭という形で顕在化した。かつてビワンディー市では市
議会の議長職と副議長職をヒンドゥーとムスリムが交替で引き継ぐことが慣例化していた
わけだが、1966 年にシヴ・セーナーの党支部が設置されて以降、ヒンドゥーとムスリムの
間の政治的均衡は崩壊し、市議会は在来のムスリムとシヴ・セーナーの間での権力闘争の場
へと変容したのであった。 
マードン委員会報告書では、ビワンディー市警察の法執行活動における機能不全につい
て強く非難していた。マードン委員会が行った住民への聞き取り調査の結果、ビワンディー
市警察は暴動の発生時に、市警察署に救援を求めて駆け込んだムスリム住民を不当逮捕し、
射殺していた［D. P. Madon Commission 1974, Vol.VI：73-4］。したがって、マハーラーシ
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ュトラ州政府はマードン委員会調査報告によって、ビワンディー市で発生した暴動におい
て、ビワンディー市警察が機能不全に陥っていた点を把握していた。しかしながら、調査か
ら報告書の刊行までに 4 年という隔たりが生じたため、ビワンディー市は 1984 年 5 月に再
び暴動の災禍に包まれた。マハーラーシュトラ州政府は、綿密な聞き取りに基づいてマード
ン委員会が提示した暴動予防の提言を生かすことができなかったのである。 
 
（2）住民の諍い型暴動の発生―1984 年 5 月の暴動事件 
1970 年 5 月の暴動事件以降、ビワンディー市ではヒンドゥー・ムスリム間暴動が再発す
ることはなく、宗教コミュニティ間の対立は沈静化したかに見えた。しかしながら、1984
年 5 月 17 日、ビワンディー市では、ムスリムの青年グループとシヴ・セーナーの党員との
間での諍いをきっかけとして暴動が再発した。1984 年にビワンディー市で発生した暴動は
隣接するタネー市、カルヤーン市、そしてムンバイー市にまで波及した（地図 4 参照）。本
項では、ビワンディー市での暴動発生の背景、状況、そしてその後の社会変容に焦点を当て
て、時系列的に分析を行う。 
暴動状況の分析の前に 1984 年 5 月に大規模暴動が発生した 4 都市の位置関係について
確認しておく。地図 4 が示すように、カルヤーン市、タネー市、ムンバイー市には 3 都市を
貫く直通の鉄道が通過している。またビワンディー市はカルヤーン市、タネー市、ムンバイ
ー市と隣接している。 
マハーラーシュトラ州内の 4 都市で連動した大規模暴動については州政府任命の調査委
員会報告書が刊行されていない。マハーラーシュトラ州政府は 1970 年 5 月の暴動事件の調
査を担ったマードン委員会に類する公的な調査委員会を設置しなかった。そこで、筆者は
1984 年 5 月の暴動事件の分析に際して、ムンバイー市で 2 つの民間団体による調査報告書
を入手した。一つ目はムンバイー市を拠点とするイスラーム研究所（Institute of Islamic 
Studies、以下「IIS」と略する）所属のアスガール・アリー・エンジニーアが中心となって
刊行した報告書『ビワンディー・ボンベイ暴動の分析と文書』（Bhiwandi-Bombay Riots 
Analysis and Documentation）である140。 
 
                                                   
140 イスラーム研究所は、主にイスラーム思想研究を行う目的で、1980 年にエンジニーアによって創設さ   
れた。その後、エンジニーアは 1993 年になると、ヒンドゥー・ムスリム間暴動に特化した「社会と
セキュラリズム研究センター」を開設した［SASNET n.d.］。   
 271 
 
地図 4：ビワンディー市、カルヤーン市、タネー市の位置関係 
 
【出典】［“Mumbai Railway Map” . Maps of India. n.d.］ . 
 
二つ目はムンバイー市に拠点をおく民主的権利の保護委員会（The Committee for the 
Protection of Democratic Rights、以下「CPDR」と略する）による調査報告書である。CPDR 
は 1984 年 11 月に暴動被害者からの聞き取り、さらにエンジニーアからの資料提供を受け
て、事件調査報告書『ボンベイ・ビワンディー暴動、CPRD 報告書』（The Bombay Bhiwandi 
Riots, A CPRD Report）を刊行した。本節では、主に IIS レポートおよび CPRD レポート
を用いながら、1984 年 5 月ビワンディー暴動事件の状況、背景について論じていくことと
する。 
1970 年 5 月の暴動発生以降、マハーラーシュトラ州の会議派政権は暴動再発を恐れて、
ビワンディー市を含めた近隣地域でのシヴ・ジャヤンティ祭列の開催を禁止していた。しか
しながら、1980 年代になると、徐々に州政府は開催の許可を下すようになった。1982 年に
なると、1970 年の禁止以来、ビワンディー市から 15 キロ離れたカルヤーン市でシヴ・ジャ
ヤンティ祭列の再開が許可されると、1,200 人の市警察および州予備警察隊の監視下に開催
された。カルヤーン市での再開を受けて、シヴ・セーナーはビワンディー市でのシヴ・ジャ
カルヤーン タネー 
ビワンディー 
ムンバイー 
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ヤンティ祭の再開を求めて、ビワンディー市自治体へ圧力をかけていた。当時のビワンディ
ー市自治体職員によると、シヴ・セーナーはシヴ・ジャヤンティ祭の再開を許可しない場合
には、再開を求めて市内で 5,000 人規模の抗議運動を実行すると主張していたという。1984
年 5 月にマハーラーシュトラ州政府はシヴ・セーナーの要求に応じ、シヴ・ジャヤンティ祭
再開を許可した［Abraham 1984：829］。シヴ・セーナーは禁止されていたシヴ・ジャヤン
ティ祭の再開をビワンディー市自治体に強く求めていた。5,000 人規模の抗議運動を行うこ
とをマハーラーシュトラ州政府 1974 年に刊行されたマードン委員会報告書の提示した、暴
動発生のシヴ・セーナーに対する責任追及を十分に遂行していなかったことを意味してい
た。 
またシヴ・セーナーにとって、シヴ・ジャヤンティは、単なる祝祭というだけでなく、自
らの支持基盤であるマハーラーシュトラ州出身のマラーティー語話者であるヒンドゥーに
むけて、地元の政治リーダーとしての存在をアピールするための絶好かつ重要な機会であ
った。そのため、シヴ・ジャヤンティ祭列の再開は、シヴ・セーナーにとって大きな意味を
持っていた。それゆえに、シヴ・セーナーはビワンディー市自治体職員に 5,000 人規模の抗
議運動を行うことをほのめかし、半ば強制的に祝祭再開の許可を得たのである。 
 
暴動発生の背景 
1984 年 5 月のビワンディー市をはじめとした 4 都市での暴動発生の状況を分析すると、
その背景および契機が、シヴ・セーナーによる反ムスリム的活動の展開であったことは明ら
かである。特にバル・タークレーによる反ムスリム的なスピーチが暴動を誘発する端緒とな
っていた。 
1984 年 1 月、タークレーはムンバイー市のダーダル地区にあるシヴァージー・パークで
開催されたシヴ・セーナーの年次党大会において、「我々は反国家的なムスリムを追い出す
ための、さらなるインドを出ていけ運動を開始しなければならない」と宣言した。タークレ
ーがムスリムを反国家的だと揶揄した根拠は、ムスリム住民がインド対パーキスターンの
クリケットの国際試合を観戦し、パーキスターンが勝利すると、拍手していたからであると
いう。続く 1984 年 4 月 21 日には、タークレーはムスリムを国家にとっての癌で、取り除
くための手術が必要だとのスピーチを行った［The Committee for the Protection of 
Democratic Rights 1984：15］。タークレーは自らが創設した政党の年次集会において、反
ムスリム的なヘイトスピーチを行っていた。タークレーはかつて民族主義者が英国植民地
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支配からの独立をめざして行った「インドを出ていけ運動」を、ムスリムに向けて行うこと
を宣言した。タークレーはムスリムをパーキスターン支持の反国家分子と非難し、国家にと
っての癌という病巣だとして、反ムスリムの論調を一層強めていった。そして、タークレー
の一連の発言はムスリムを攻撃する意図が強く感じられるもので、憎悪犯罪に該当する言
動であったが、いかなる措置も講じられることはなかった。 
こうした状況下、ビワンディー市では 1984 年 5 月 3 日からシヴ・ジャヤンティ祭が開催
され、近隣地域からの参加者を含めた 1 万人規模の祝祭になり、シヴ・セーナーは「ヒンデ
ィズムの勝利」のスローガンを叫んでいたという。1971 年以降、州政府はビワンディー市
でのシヴ・ジャヤンティ祭の開催を禁じていたが、1984 年に再開を許可すると、シヴ・セ
ーナーは反ムスリムの示威行為を展開していった。ムンバイー市でのシヴ・セーナーを中心
とした反ムスリム的な活動が顕在化していた一方で、ビワンディー市ではシヴ・ジャヤンテ
ィ祭列の開催が近づくにつれ、暴動の再発を恐れて、一時的に町を離れる住民も現れていた
［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：8］。本章第 1 節ですで
に論じてきたように、1970 年 5 月の暴動事件はシヴ・ジャヤンティ祭列の間にシヴ・セー
ナーの党員がモスクに面した通りを通過した際に、反ムスリムをアピールするスローガン
を叫び、ヒンドゥーの祭列者とムスリム住民との間の暴力の応酬が暴動に進展した。ゆえに、
シヴ・ジャヤンティ祭の再開が決定すると、一部の住民は町を離れる者もいた。 
暴動再発の緊迫が増す中で、1984 年 5 月 15 日にムスリム指導者のイッサ・アズーミー
（Issa Azmi）が、インド・ムスリム・セーナー（Bharatiya Muslim Sena、以下「ムスリ
ム・セーナー」と略する）というムスリム青年による組織を創設した。翌日のビワンディー・
ニュースの一面には、「ムスリム・セーナーの創設は、ムスリムの敵対者に対する適切な反
応である」との記事が掲載された。紙面には、ムスリム・セーナーの活動目的を、ムスリム
に対しての増長する不正に対抗するためと書かれていた［The Committee for the 
Protection of Democratic Rights 1984：17］。シヴ・ジャヤンティ祭の終了後、1984 年 5
月 16 日、ビワンディー市ではムスリムの団結を訴える集会が開催され、4,000 人のムスリ
ム青年を集めた。アズーミーは、集会においてシヴ・セーナーが行ってきた反ムスリム的な
活動を批判し、反逆者とレッテルを張られてきたムスリムの一体化を訴えた。 
アズーミーはムスリム・セーナーの活動の第一歩として、1984 年 5 月 16 日の夜に、イ
スラームのシンボルである緑色の旗を市中に立てるよう呼びかけた。ムスリム・セーナーの
メンバーとなったムスリム青年は、即座に市中で番兵に立ち、緑の旗を立てていった。翌 5
 274 
 
月 17 日、ムスリム・セーナーのメンバーが、ビワンディー市内にあるシヴ・セーナーの党
支部の前に建てられていた党旗の横にイスラームのシンボルカラーである緑の旗を掲げよ
うとした。すると旗を掲げる場所をめぐって、ムスリム・セーナーとシヴ・セーナーのメン
バーの間で諍いが起こって、殴打が始まった［Purandare 1999：237-238］。ここで明らか
になるのは、1984 年 5 月のビワンディー暴動事件の直接的契機は、ムスリムがシヴ・セー
ナーへの対抗とムスリムの一体化を目的に結集したムスリム・セーナーの存在にあった。こ
れは暴動被害者に翻弄される存在として、受動的に捉えられてきたムスリムがヒンドゥー・
ナショナリストに抵抗しようという気勢を持っていたことを浮き彫りにするのである。 
 
住民の諍い型暴動の発生 
1984 年 5 月 17 日に発生したシヴ・セーナーとムスリム・セーナーとの諍いは同日夕刻
までに投石、放火、略奪が横行し、暴動へと悪化した。さらに、暴力の応酬の場には小型爆
弾や灯油が持ち込まれていた［The Committee for the Protection of Democratic Rights 
1984：17］。暴動の直接的な契機はムスリムとシヴ・セーナーとの諍いであったが、実際に
は被害を拡大し、攻撃するために小型爆弾や灯油が準備されていた。暴動時の小火器の準備
は、1970 年 5 月に発生した小規模暴動でも同様に見出された状況であった。 
1984 年５月の暴動では、シヴ・セーナーの率いたヒンドゥーの暴徒によるムスリムへの
組織的な襲撃が各所で確認された。ムスリム居住地のひとつであるアズーミ・ナガル（Azim 
Nagar）地区では、1984 年 5 月 18 日午前 5 時から 6 時にかけて暴動が波及した。住民に
よると、1,000 人強におよぶ暴徒が 1.5 キロほど離れた近隣のカローリー（Karoli）村方面
からやってきた。暴徒の中にはライフル銃を所持する者もおり、襲撃後にとどまって 12 時
間以上もわたって発砲が続いた。暴徒は家屋に侵入して、家電製品や台所用品、装飾品、衣
服といった家財を略奪した。この暴徒の略奪行為には市警察と州予備警察隊が加担してい
た［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：22-23］。アズーミ・ナ
ガル地区の住民の証言からは、暴徒が近隣村落から暴徒として千人規模で動員されていた
こと、暴徒に市警察と州警察予備隊が随行し、暴徒を放任して、さらには略奪に加わってい
た状況が浮き彫りになった。 
ゴウリパーダー（Gouripada）地区には、4,000 世帯のヒンドゥーとムスリムがともに居
住していた。1984 年 5 月 18 日午前 6 時に住居への放火が始まり、午後 12 時になると州予
備警察隊の一団がやってきて、住民の家屋に侵入して家財を略奪していた［The Committee 
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for the Protection of Democratic Rights 1984：26］。ゴウリパーダー地区では州警察予備
隊が住居に侵入し、略奪を行っていた。アズーミ・ナガルとゴウリパーダーでは、いずれの
地区も午前 5 時から 6 時という同時間帯で、住民が寝静まっていた早朝にかけて襲撃が始
まっていた。さらに、暴徒による略奪には警察や準軍隊が加担していた。 
アンサーリー・バーグ（Ansari Bagh）地区は、ビワンディー市商工会議所長のイブラヒ
ム・アンサーリ （ーIbrahim Ansari）が所有するコロニーで、ヒンドゥーとムスリム合わせ
て 800 世帯が居住していた。1984 年 5 月 18 日午前 10 時 30 分に暴徒が侵入してくると、
「もう一押しだ、パーキスターンを破壊しよう」（Ek Dhakka Do, Pakistan Tod Do）とい
うスローガンを叫びながら、この地区にある動力織機工場を破壊していった。暴徒は地元の
シヴ・セーナーの指導者に率いられており、彼らは刀とライフルで武装しており、また暴徒
を載せてきたジープには灯油の入ったドラム缶が積まれていた。敷地内に身を隠していた
27 人の住民は暴徒に灯油をかけられて、火を放たれると焼殺された。さらに 2 人の遺体が
井戸の中から見つかった。この地区での犠牲者は 1 人がヒンドゥーで、残りの 28 人がムス
リムであった。コロニーの所有者であるイブラヒム・アンサーリーは幾度となく市警察に救
援を要請したものの、市警察が実際に現場にやってきたのは、同日午後 2 時 15 分で襲撃が
静まった後であった［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：26-
27］。アンサーリー・バーグ地区での状況からは、シヴ・セーナーに率いられた暴徒がパー
キスターンを破壊しようと叫ぶなど、明らかにムスリムの襲撃を意図していたこと、暴徒は
持参してきた灯油で住民を焼殺しており、その死者の多くをムスリムが占めていたことが
判明した。また再三にわたって市警察に救援を要請したものの、その対応は大幅に遅れた。 
 
ムンバイー市への暴動の波及 
1984 年 5 月 17 日のムスリムとシヴ・セーナーの党員による諍いを直接的契機として発
生したビワンディー市の暴動は翌 5 月 18 日早朝には、市内各所でムスリムを組織的に襲撃
して大規模化していった。暴動は隣接するムンバイー市にも波及していった。 
1984 年 5 月 16 日から 18 日にかけて、ムンバイー市ではシヴ・セーナーの党員が市内各
地でストライキを組織化していた。市内に設置されたシヴ・セーナーの政党掲示板には「ム
スリムが裏切り者のような行動を続けるなら、命を落とすことになる」との文言が書かれて
いた［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：17］。ムンバイー市
内ではシヴ・セーナーが反ムスリムを掲げ、脅迫に満ちた文言を書き込んでおり、憎悪犯罪
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を展開していた。 
 ムンバイー市で暴動が発生したのは、1984 年 5 月 22 日から 23 日にかけてであった。ド
ーングリー地区ではナイフを持った男たちが歩き回り、行き交う住民に名前を聞いて、ヒン
ドゥーかムスリムか確認した後で刺傷していた。翌 5 月 24 日には準軍隊が派遣され、また
市警察による巡回が強化された。しかし、ナイフを持った男たちの徘徊は続き、市内では小
型爆弾による爆発が発生していた［The Committee for the Protection of Democratic Rights 
1984：34-37］。ムンバイー市では、暴徒がヒンドゥーかムスリムかを確認した後に住民を
刺傷しており、ビワンディー市と同様にムスリムに狙いを定めた攻撃であった。 
  
カルヤーン市への暴動の波及 
ビワンディー市とムンバイー市に隣接するカルヤーン市にも暴動は波及していた。カル
ヤーン市でもムスリムへの攻撃が顕現していた。カルヤーン市内を走行していた列車から
ムスリムが投げ出され、殴打されるという事件が確認された。被害者によると、列車内では
ヒンドゥーの暴徒が、乗客一人ひとりにムスリムかどうかを確認するために、イスラームの
挨拶で「アッサラーム・アレイコム」（A Salaam Alekum）と話しかけて呼びとめていた。
その反応を見て、その乗客がムスリムだと分かると殴打して、列車から放逐していた。列車
内での被害者の正確な数は明らかになっていないが、この事件が知られるようになると、こ
れまで列車を利用していたムスリムは暴動が収束した後も攻撃を恐れて乗車を避けていた
［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：41］。カルヤーン市での
状況は列車にヒンドゥーの暴徒が乗り込んで、ムスリムを特定して無差別に襲撃していた。
暴動が鎮圧された後も、ムスリムはヒンドゥーによる襲撃を恐れて、列車に乗車することを
避けていた。 
 
4 都市における被害状況 
1984 年 5 月 17 日にビワンディー市から始まった暴動は、5 月 23 日までにムンバイー
市、タネー市、カルヤーン市へと波及した。暴動の制圧のために派遣された準軍隊の数はビ
ワンディー市には 1,000 人、ムンバイー市には 3,500 人に上った［Engineer 1984：159］。
1984 年 5 月の暴動で派遣された準軍隊の数はビワンディー市とムンバイー市で 4,500 人に
および、大規模化という状況を体現していた。 
表 4－2「1984 年 5 月の暴動による 4 都市の被害状況」は、1984 年 5 月 30 日にマハー
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ラーシュトラ州警察が公開したデータを集計したものである。 
 
表 4－2：1984 年 5 月の暴動による 4 都市の被害状況（人） 
 
 
 
 
 
【出典】［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：82-83］より筆者が作成。 
 
また民間団体による調査によると、ビワンディー市だけでもムスリムが 400 人、ヒンド
ゥーが 100 人の計 500 人が殺害され、逮捕者はムスリムが 950 人、ヒンドゥーが 400 人の
計 1,350 人に上ったという［Engineer 1984：163］。州警察および州政府によって公開され
た被害状況に比べて、民間団体による被害状況はより深刻であった。おそらく民間による見
積りが過大であったというよりも、政府機関が被害をより少なく見積もっていたと推測で
きよう。 
加えて、暴動から 2 か月を経た後もビワンディー市とムンバイー市では行方不明者が 136
人に上っていた。また略奪と破壊によって、これら 2 都市では 5 万人が住む場所を失って
路上生活を行うようになっていた。特にビワンディー市での被害は甚大であり、300 台の動
力織機、850 軒の店舗と 500 軒の家屋が破壊され、1 万 2,000 人が州政府の設置した難民キ
ャンプでの生活を強いられた。ムンバイー市とビワンディー市を合わせた被害総額は 2 億
ルピーと見積もられた［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：
21-22］。暴動後 2 か月を経ても、ビワンディー市とムンバイー市では少なくとも行方不明
者が 100 人を超えていた。先述してきたように、殺害方法に焼殺が用いられていたことか
ら、遺体の多くが識別もつかず、また遺棄されたために行方不明となっていたと推測される。
ビワンディー市での大規模暴動は、町の基幹である動力織機産業の停滞につながった。 
 
警察の機能不全 
 1984 年 5 月の暴動事件においても州警察の機能不全という現象が見出された。タイム
ズ・オブ・インディア紙は、ビワンディー市警察もムンバイー市警察もそれぞれシヴ・セー
被害都市 死者数 負傷者数 逮捕者数 
ビワンディー 109 218 1,174 
カルヤーン  10 117  474 
タネー  42 151 1,417 
タネー（村落地域）  10  24  348 
ムンバイー  87 556 5,072 
計 258 1,066 8,691 
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ナーが暴動発生に備えて、放火するための灯油や襲撃のための爆弾等の火器を大量に事前
に準備していたことを事前に知っていたにもかかわらず、シヴ・セーナーと秘密裏に結託し
ており、放任していたと批判した［The Committee for the Protection of Democratic Rights 
1984：60-61］。タイムズ・オブ・インディア紙はシヴ・セーナーと州警察が水面下で共謀し
た結果、暴動の発生を放置したと強く非難していた。ビワンディー市とムンバイー市の市警
察は、周到に暴動を企図していたシヴ・セーナーに対して、その行動への情報収集、捜査、
逮捕といった適切な法執行による事前対応を何ら講じていなかった。 
CPDR レポートでも、警察がシヴ・セーナーと共謀していたことを示す証言が見出され
る。ビワンディー市のヒンドゥー住民は、暴動発生時に遭遇したヒンドゥーの暴徒に無理や
り武器を持たされたという。そこへ市警察が到着したため、この住民は逮捕を恐れて、慌て
て握っていたナイフを路上に放り投げて捨てた。ところが、その警察官は恐れることはない
と親しげに話して、取り締まることはなかった［The Committee for the Protection of 
Democratic Rights 1984：61］。ヒンドゥー市の住民のなかには、強制的に武器を持たされ、
暴動に加担するように促されていた者がいた。しかも、市警察は武器を投棄するよう諭さず、
逮捕することもなく、逆に暴動への加担を教唆していた。 
こうした機能不全に陥った市警察に対して、多くの住民が不信感を抱いていた。ビワンデ
ィー市では 1,000 人の準軍隊が派遣されたのちに制圧されて、住民は準軍隊の撤退を望ん
でいなかった［Engineer 1984：18］。ビワンディー市の住民は準軍隊が撤退すれば、再び
市警察による機能不全に陥って、暴動が再発するのではないかと危惧していた。 
ムンバイー市警察も暴徒への不作為、暴動に加担するといった動きが見られた。チータ
ー・キャンプ地区では、自宅で手紙を書いていたムスリム青年が突然侵入してきた 2 人の
市警察官に戸外に引きずり出された。このムスリム青年は警察官から 2発の銃弾を受けた。
さらに、警察官は倒れ込んだムスリム青年の頭部をつかんで排水路に突っ込み、窒息させて
殺害した［The Committee for the Protection of Democratic Rights 1984：63］。このチー
タ ・ーキャンプ地区での警察の暴力は、残虐極まりないものである。ムスリム住民を連行し、
発砲した後に窒息死させた。この事例はムスリム住民への偏見を持ったヒンドゥーの警察
官による暴力の陰惨さを体現したものである。 
 シヴ・セーナーは 1984 年 5 月にマハーラーシュトラ州の 4 都市での暴動事件で、主要な
役割を担っていたにもかかわらず、翌 1985 年に実施されたムンバイー市議会選挙で総議席
の 44％を占める 74 議席を獲得した。そして、シヴ・セーナーの市議会議員が初のムンバイ
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ー市長として就任した［Thakkar 1995：26］。シヴ・セーナーは、1984 年 5 月の暴動事件
以降もヒンドゥーへの支持拡大を訴えていった。マハーラーシュトラ州政府は暴動後も明
確な責任追及を行わず、また調査委員会を設置することもなかった。こうした州政府の対策
の甘さが、シヴ・セーナーによる政治勢力の伸張を推し進めることとなった。ついには、シ
ヴ・セーナーはムンバイー市政を掌握するに至って、マハーラーシュトラ州内に一層の影響
力を及ぼしていった。 
本節では、ビワンディー市で 1970 年および 1984 年の 2 度にわたって発生した暴動の状
況と背景、警察の機能不全について論じてきた。ビワンディー市ではムスリムが住民の多数
派を占めてきたものの、元来はヒンドゥーとムスリムの住民間では社会的、経済的な協調関
係が構築されてきた。だが、1960 年代後半から反ムスリムを掲げるヒンドゥー・ナショナ
リスト政党のシヴ・セーナーによる政治活動が顕現するにつれ、住民間に摩擦と亀裂が生じ
るようになって 2 度の暴動を引き起こすに至った。いずれの事件においても、ヒンドゥー・
ナショナリスト政党のシヴ・セーナーが意図的に暴動を引き起こしていた。1970 年の暴動
事件ではシヴ・ジャヤンティ祭列の開催期間中に、シヴ・セーナーとヒンドゥーの支持者が
ムスリムへの憎悪に満ちたスローガンを叫び、ムスリムの所有する家屋や工場を破壊した。
また暴動発生後まもなく主要道路に検問を設置して、運転手への襲撃を行うなど、周到な準
備の下に攻撃を展開していた。さらに、暴動時に市警察は救援を求めていたムスリム住民を
不当に逮捕し、また発砲するなど、機能不全に陥っていた。 
1984 年の暴動事件の背景には、シヴ・セーナーの創設者であるバル・タークレーによる
反ムスリム的なスピーチを契機としていた。ビワンディー市ではシヴ・セーナーに対抗して
ムスリムによる対抗勢力の組織化という動きも見られ、ムスリムが無力な被害者であると
の従来の見地を問い直す存在であった。ビワンディー市では、ムスリムが居住する地区に対
して、シヴ・セーナーの活動家が近隣村落から集めた 1,000 人規模の暴徒を引き連れ、早朝
に襲撃していた。この襲撃には、市警察や州予備警察隊も加担していた。シヴ・セーナーと
市警察は共謀しており、取り締まりや逮捕といった適切な法執行活動を行わないばかりか、
略奪、無差別発砲やムスリムの殺害に加担していた。ムンバイー市、カルヤーン市、タネー
市の近隣 3都市へ波及して拡大し、制圧に際しては準軍隊が派遣される事態へと悪化した。
ここにヒンドゥー・ナショナリストによる憎悪犯罪に触発されたヒンドゥーとムスリムの
間での諍いを直接的な発端として、暴動ベクトルの悪化が見出されるのである。 
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第 2 節 警察のリーダーシップによる創設 
 
 ビワンディー市のモハッラー・コミッティは、1990 年にコープデー市警察次官によって
創設されたコミュニティ・ポリシング活動である。1970 年および 1984 年に発生した 2 度
の小規模暴動と大規模暴動を経て、ビワンディー市では市警察による適切な法執行能力と
と住民からの信頼の回復が企及の課題となっていた。モハッラー・コミッティを創設したコ
ープデーは、ビワンディー市に市警察次官として着任する以前から暴動の予防について強
く志向していた。コープデーは 1984 年から 1987 年まで州犯罪調査局（Criminal 
Investigation Department）でコミュナル部局主任を務め、州内での暴動事件に関する調査
を担い、またイスラームについて理解を深めるために独自に研究していた［Khopade 1998：
108-117；Khopade 2010：27］。コープデーの州犯罪調査局において暴動調査を担ってきた
という経歴が暴動時の警察の機能不全を省みて、また 1970 年代後半から連邦内務省の設置
した警察改革委員会によるコミュニティ・ポリシング活動の提言を受け入れ、自ら創設のリ
ーダーシップを発揮するに至った背景とみなすことができよう。 
コープデーは 1988 年の着任時に、2 度の暴動を経験したにもかかわらず、ビワンディー
市警察は危機意識が薄く、犯罪の発生を警戒することなく、また 1984 年暴動事件の被害か
ら復旧が進んでいない町の状況を目の当たりにした。コープデーによると、当時のビワンデ
ィー市警察は、事件発生の通報を受けて出動し、現場で催涙ガスを発射して、住民に警棒を
振りまわし、発砲を行うなどの武力による制圧を行っていた［Khopade 2009：81］。1984
年 5 月の暴動事件から 4 年を経ても、ビワンディー市警察は、暴動への監視や巡回を行う
などの予防対策を講じることなく、事件現場に向かい、武力によって住民を制圧していた。 
そこで、コープデーが即座に取り掛かったのは 1984 年の暴動事件の影響を把握すること
であった。1984 年暴動事件は州政府による調査が行われておらず、事件の影響、原因の追
及は放置されていた。コープデーは、ビワンディー市警察が管理していた当時の捜査資料を
基に、事件の被害者、証人、被疑者、そして捜査に当たった警察官に対して、それぞれ自ら
が聞き取り調査を行って、当時の状況を理解しようと努めた［Khopade 1998：71］。コープ
デーは 1984 年 5 月の暴動事件について、住民と市警察の双方に対して、自ら聞き取り調査
に着手していた。コープデーの行動は暴動の予防に取り掛かるうえで理にかなったもので
あった。暴動の発生を引き起こした背景と原因を浮き彫りにし、そのうえで必要とされる対
策を講じていくことが求められるためである。1984 年 5 月の暴動事件については、州政府
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任命の調査委員会が設置されず、公的な事件報告書が刊行されることもなかった。したがっ
て、事件の背景や原因、そして被害状況についての政府の見解は公表されないままであり、
うやむやになっていたわけである。ゆえにコープデーは州犯罪調査局で培った暴動調査の
知見を活かし、1984 年 5 月に発生した暴動事件の状況と特徴を理解し、市警察の対応の問
題点を把握しようとしていた。 
コープデーは 1984 年の暴動事件による死者と負傷者のうち、身元が判明した 66 名の経
歴を分析した結果、被害者の 95％が貧困層に属し、彼らの 8 割が宗教の差異を争点とした
政党活動に参加した過去がなかったことを見出した。一方、1988 年時点で追跡可能だった
被疑者のうち 243 名の経歴については、その 63％が貧困層に属していたものの、過去に犯
罪歴があったのは 3.8％、また宗教の差異を争点とした政治活動に参加していたのはわずか
0.4％であった。この調査結果を受けて、コープデーは 1984 年 5 月の暴動事件の背景には、
市警察の怠慢、ヒンドゥー・ムスリム間に生じた過去の暴動の歴史、住民の貧困化、そして
政治プロパガンダへの盲信を挙げた［Khopade 1998：1, 54-59］。コープデーの調査からは、
貧困層がシヴ・セーナーの扇動によって、暴力の応酬に巻き込まれていったという過程が浮
き彫りになった。背景として、繊維産業都市であるビワンディー市における急速な都市化と
人口増が影響していたと考えられる。実際、ビワンディー市の人口は 1981 年センサスでは
11 万 5,298 人であったが、1991 年センサスでは 37 万 9,070 人に増大し、10 年で 3 倍超に
拡大していたことになる141。人口増加は、雇用の競合と失業、スラム化といった状況をもた
らし、これに乗じて、シヴ・セーナーによるマハーラーシュトラ州出身のヒンドゥーの権益
を求めた反ムスリム的運動は支持を得ていった。一部のヒンドゥー住民はシヴ・セーナーに
扇動され、暴徒化し、1984 年 5 月の暴動につながった。したがって、暴動がヒンドゥー・
ナショナリストによって操作された、ヒンドゥー・ムスリムという宗教の差異を争点とする
だけでなく、住民をめぐる貧困、雇用といった生活状況が背後に作用していたとみなすこと
は妥当であろう。したがって、コープデーは、暴動発生を予防するには、市警察が武力によ
る事後対応から脱却し、住民との協力関係の下に、事前の予防活動が肝要であると帰着した。
そのためには、市警察が適切な法執行を展開して、住民の間に生じた警察不信を回復するこ
とが急務であった。 
 
                                                   
141 City Population Population Statistics for Countries, Administrative Areas, Cities and 
Agglomerations. “Bhiwandi Nizampur (Thane)” . n.d.. 
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監視・巡回 
コープデーがビワンディー市で暴動を予防するために最初に着手したのは、宗教祝祭に
市警察が介入して暴動へと悪化する前の段階で予防しようという「祝祭日はあなた方に、他
日は我々に」（One Day yours, the rest are ours）計画である。1970 年 5 月の小規模暴動
および 1984 年 5 月の大規模暴動のいずれにおいても、シヴ・セーナーの組織化したシヴ・
ジャヤンティ祭列が対立を煽るヘイトスピーチやスローガンを叫んで住民を扇動した憎悪
犯罪の現場となっていた。 
「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画とは、祝祭時の監視・巡回を強化することを
目的としていた。市警察は祝祭当日に祭列の場に立ち会って、監視を行い、ヘイトスピーチ
や対立を煽ろうと憎悪に満ちたスローガンを叫んだり、扇動を試みる人物を特定する。祝祭
終了後に特定された対象者を勾留し、憎悪犯罪についての取り調べを行うという計画であ
った。立案したコープデーは、祝祭では住民が楽しむ日だが、祝祭以外は我々ビワンディー
市警察が取り締まる日であるとの意味を込めて、「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」と
名付けていた。祝祭当日、市警察は私服で祭列に立ち会い、参加者の行動を監視し、対立を
煽ろうとした人物を特定、その名前を書き留めた。祝祭の終了後、該当する対象者を 1951
年ボンベイ警察法第 110 条「公共の場における俗悪な言動」、第 112 条「平穏な状況を乱そ
うとする言動」、および刑事訴訟法第 151 条第 1 項、第 3 項に基づいて勾留、取り調べを行
った142。1988 年の着手以降、ビワンディー市警察はムスリムの祝祭であるモッハラム
（Moharram）、犠牲祭バクリー・イード（Bakri Id）、そしてヒンドゥーの祝祭であるガネ
ーシャ祭、新年を祝うホーリー（Holi）、シヴ・ジャヤンティ祭に際して、「祝祭日はあなた
方に、他日は我々に」計画を実行に移していった。 
 
秩序維持の行動 
ビワンディー市の住民が、この計画に対して強い関心を示したのはシヴ・ジャヤンティ祭
列の開催が迫った時であった。1989 年 5 月のシヴ・ジャヤンティ祭列では、コープデーの
                                                   
142 1951 年ボンベイ警察法第 110 条「公共の場における俗悪な言動」（Article 110. Behaving indecently 
in public）、第 112 条「平穏な状況を乱そうとする言動」（Article 112. Misbehaviour with in rent to 
provoke a breach of the peace）はそれぞれ公共の場で憎悪犯罪や暴動状況をもたらそうとする言動へ
の取り締まりを規定している［A website of Maharashtra Police. “Bombay Police Act,1951”. n.d.］。 
予防拘禁については、刑事訴訟法第 151 条「指定犯罪の予防のための逮捕」（Article 151. Arrest to 
prevent the commission of cognizable offences）に規定されている［Ministry of Home Affairs, 
Government of India “The Code of Criminal Procedure, 1973”. n.d.］。 
 283 
 
着任以降、初めて「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画が実行されることになった。
当初、シヴ・ジャヤンティ祭列の主催者は、参加者に対して、市警察が監視を行うことに反
対していた。実際、この年のシヴ・ジャヤンティ祭列では、祝祭後に参加者のうち 500 人
が、宗教コミュニティ間の対立を煽ったとして勾留、取り調べを受けた。翌 1990 年になる
と、シヴ・ジャヤンティ祭列の主催者は、祭列の開催時間をこれまでの午後 8 時半から、午
後 5 時に切り上げて、早めに終了することを市警察側に提案した。結果として当初の提案
よりも早く、午後 4 時 45 分に終了した［Khopade 1998：77-83］。コープデーが着手した
「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画とは、ビワンディー市での 2 度の暴動が、祝祭
を指揮したヒンドゥー・ナショナリストによる扇動を発端として暴動ベクトルの悪化の場
となってきたとの過去の経験を活かし、祝祭における市警察の監視・巡回の体制を整備する
ことに焦点を置いたコミュニティ・ポリシング活動と言える。コープデーのリーダーシップ
の下に、ビワンディー市警察は、監視と巡回を強化して、住民の諍いを煽り、犯罪をもたら
そうと画策する危険分子を見つけ出し、暴動発生を事前に予防するという体制を構築して
いった。祝祭を暴動ベクトルの現場になることを食い止めた市警察のこうした体制の変化
に対して、住民の警察不信の回復にもつながるようになった。市警察が町の治安維持のため
に、監視を行って暴動の事前予防を展開するようになったことで、住民は徐々に警察に対す
る不信を解き、秩序維持の行動を取るようになったと考えられる。 
コープデーは「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画をつうじて、諍いや犯罪の場に
なってきた祝祭を市警察による監視の行き届く場に変えた。この計画によって、ビワンディ
ー市警察は、これまでの漫然と署内で事件発生の通報を待ち続け、武力で住民を制圧してき
た対応から、地域住民をめぐる治安状況を把握し、事前に暴動発生の予兆を察知し予防する、
コミュニティ・ポリシング活動につながる礎を作り上げていった。 
 
モハッラー・コミッティの創設 
コープデーは監視・巡回による「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画の実行ととも
に、市警察が住民と協力関係を構築するために、次の段階のコミュニティ・ポリシング活動
の計画を試行していた。コープデーは、村落で法と秩序の維持を担ってきた村落パンチャヤ
ート（village panchayats）の構造に着目した。村落パンチャヤートは、インド憲法第 243
条、第 243 条 B 第 1 項および第 2 項において、村落における自治政府組織として法的に位
置づけられる自治組織である。村落パンチャヤートは、行政、経済、社会、司法、警察の機
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能を担うために、村落住民の中から選出された 5 人が任命され、村落行政を担ってきた［落
合淳隆 1987：77］。パンチャヤート制度は、インド村落社会で根付いてきた自治政府組織で
あり、コープデーがインド社会に親和性のある制度から着想を得て、コミュニティ・ポリシ
ング活動に取り入れたことは、実利にかなっていたと言えよう。 
コープデーは、村落パンチャヤートの会合が地域の意思決定機関として実効力を有して
きたという点で公正な役割を担ってきたとみなしていた。そして住民間での会合がヒンド
ゥー・ムスリム間の秩序維持の行動を促進し、多文化主義的な共生を実現する上で有用にな
りうるとみなしていた［Khopade 2009：97］。コープデーは、村落パンチャヤートで培われ
てきた対話という手法がコミュニティ・ポリシング活動においても有用になりうると考え、
市警察と住民の代表者による会合の設定を試行するに至った。 
ビワンディー市では、祝祭時には会議派州政府の指示で、祝祭の通過ルートや開催時間を
決定することを目的に平和委員会（peace committee）が慣習的に設置されてきていた。警
察と住民の関係について研究を行ったマハーラーシュトラ州のインド警察職のバールティ
（Dalbir Bharti）によると、平和委員会は秩序維持と宗教コミュニティ間の共生を目的と
して、原則として州政府の命を受けて設置する組織であった。連邦下院議員、州議会議員と
いった政治家、企業家団体、社会活動家などの、異なるコミュニティに属する代表者から構
成される。平和委員会の会合は県行政官や市警察長官が決定し、秩序や宗教コミュニティ間
関係、平和と多文化主義的な共生のための方策について協議する。また警察署でも宗教祝祭
やイベントの開催前に平和委員会メンバーを招集して、協議を行う。暴動の発生および発生
が予期された場合には、緊急会合が開催され、状況の改善に向けて協議が行うことが求めら
れる［Bharti 2006：168-170］。 
だが、当時のビワンディー市における平和委員会の実態は委員会メンバーの多くを地元
政治家が占め、安全な祝祭の進行を協議するのではなく、政党間の利権争いの場へと変容し
ていた。1990 年にコープデーはビワンディー市の平和委員会を解散した後に、住民の代表
者を選出し、市警察との協力の下に、住民の組織化を図って意思決定を行うための組織、モ
ハッラー・コミッティを創設した［Khopade 2010：37］。コープデーは州政府が設置してき
た平和委員会が、実際には政治家の権益を争う対立の場となっており、市警察と住民によっ
てそれに代わる組織を生成した。 
コープデーは「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画に着手し、暴動予防を担う警察
の存在が監視・巡回を行うことで住民の間に可視化されると、徐々に警察不信の回復につな
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がった。そして、次の段階としてコミュニティ・ポリシング活動への住民の協力を促すため
にモハッラー・コミッティを創設した。コープデーがモハッラー・コミッティを創設した目
的とは、ヒンドゥーとムスリムに暴動予防と多文化主義的な共生という同一の方針を提示
し、市警察と住民との協力関係を構築することであった。 
 
警察のリーダーシップによる住民の組織化 
コープデーは市内 70 居住区すべてにモハッラー・コミッティを設置した。またコープデ
ーは自ら住民のリーダーとなるモハッラ ・ーコミッティのメンバーを選出した。1 支部には、
住民の代表者として、ヒンドゥーとムスリムそれぞれ 25 名の計 50 名がメンバーとして選
出された。さらに、2 ないし 3 の支部ごとに市警察の副警部補以上の 1 人の警察官が警察と
住民との間を仲介する役割を担うこととした。モハッラー・コミッティのメンバーになるた
めの資格、職業や性別は不問であったが、地域に影響力を有し、犯罪歴のない人物が選出さ
れた。メンバーには医師、弁護士、教員、工場労働者、リキシャー運転手、商店主、主婦と
いった様々な社会階層に属する住民が代表者として選出された。コープデーは、かつて州政
府の命によって設置されていた平和委員会が、政党間の権益争いの場となっていたことを
把握していたため、モハッラー・コミッティには特定政党や政治家をメンバーとして参加す
ることも、活動に関与することも認めなかった［Khopade 1998：86-7；Khopade 2009：
91］。モハッラー・コミッティの住民メンバーは、1 支部 50 名で構成され、70 支部が設置
された。すなわち、ビワンディー市では 3,500 名の住民がコミュニティ・ポリシング活動に
参画していったわけである。またメンバー構成には、ヒンドゥー、ムスリムいずれの宗教コ
ミュニティにも偏向することなく意思決定を行い、展開するための方策として、1 支部のメ
ンバーがヒンドゥーとムスリムがそれぞれ 25 名と同数に設定されていた。メンバーには上
位階層だけでなく、工場労働者、リキシャー運転手、商店主といった中位および低位階層に
属する住民をメンバーとして選出した。住民の各階層からリーダーを選出して、住民の組織
化を図ろうとしていたわけである。 
またモハッラー・コミッティの創設にあたり、コープデーが憂慮したのは、市警察の関与
であった。市警察と住民との仲介役になった警察官が、住民メンバーとの積極的な協力関係
を構築するには、市警察側に対して関与を促すための動機づけが必要であった。そのため、
コープデーは市警察を集め、1970 年と 1984 年の過去 2 度にわたって発生した暴動が住民
に色濃く影響を及ぼしてきたこと、住民の代表者であるモハッラー・コミッティのメンバー
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と協力することで、諍いや犯罪の早期発見につながり、市警察による事件対応の負担が軽減
しうることを提示し、協力を促していった［Khopade 1998：87-88］。コープデーはコミュ
ニティ・ポリシング活動を起動に乗せるには、市警察が住民と協力するように理解を促すこ
とが必要と考えていた。ゆえに、コープデーは市警察に対して、過去の暴動がもたらした影
響の根深さと、コミュニティ・ポリシング活動が警察の負担軽減につながることを説明して
いた。 
 
警察不信の回復 
1990 年当時、ビワンディー市の住民は、1984 年の大規模暴動時に露呈した警察の機能不
全の記憶が鮮明であり、市警察署に近づくことすら忌避していた。したがって、コープデー
は市警察と住民がコミュニティ・ポリシング活動に取り組み、対話する機会を創出する必要
があると考えていた。しかし、市警察のなかには、モハッラー・コミッティのコミュニティ・
ポリシング活動に理解を示さず、非協力的な態度を取る者もいた。そこで、コープデーは自
ら「なぜ住民との話し合いに参加しないのか」と、非協力的な警察官を呼び出して説得し、
また彼らからモハッラー・コミッティによる会合開催に賛同する署名を取って、コミュニテ
ィ・ポリシング活動に協力するように諭した143。 
モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動の第一歩となったのは、市警察
と住民の代表者による会合の開催であった。会合は通常時には月に 1 回、事件発生や暴動
再発が危惧される危機時には週 1 回の開催が決定された。会合には、警部補が議長を、巡査
部長が副議長を務めて、メンバー以外の住民が参加することも認められていた［Khopade 
2009：3］。モハッラー・コミッティの会合は、市警察署内や個人宅ではなく、学校、寺院、
モスクなど公共スペースにおいて、開かれた形で行われることが原則とされた。会合の開催
に際しては、住民メンバーと市警察の出欠状況を事前に把握し、住民メンバーが欠席する場
合には、議長と副議長が欠席者の自宅を訪ねて会合での決定事項への委任する旨について
の同意書に署名を取ることが決められた。コープデーは、この出欠状況を把握するために、
市警察官がメンバーの自宅を訪ねて歩くという過程が、結果として地域住民と市警察との
間に交流する機会を創出すると捉えていた［Khopade 2009：96］。コープデーは警察署以
外の公共施設で市警察と住民との会合を開催し、欠席者には市警察が務める議長と副議長
                                                   
143 2010 年 4 月 6 日、スレーシュ・コープデーへの聞き取り。 
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が訪問して、会合での協議議題への同意を得るように決定するなど注力していた。 
市警察官のなかには、モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動に参加す
ることで住民と親密になれば、警察への畏敬の念が希薄になるのではないか、また市警察は
職責として会合を開催しなければならないのか、市警察の職務規定にはコミュニティ・ポリ
シング活動についての記載はなく意義があるのか、という疑念の声が挙がっていた。そこで、
コープデーは、モハッラー・コミッティの会合を開催することが、ビワンディー市の犯罪発
生状況を把握し、また暴動を予防する上で有用であること、結果として警察の法執行を円滑
にし、かつ市警察の不信を払拭し、信頼を生みだすことにつながると説いていった
［Khopade 2009：103-107］。モハッラー・コミッティの創設当初、市警察の間で職務規定
に定められていないコミュニティ・ポリシング活動に協力することに対して懐疑的な考え
を持つ者もいた。換言すれば、コープデーのリーダーシップの下に主導されたモハッラー・
コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は市警察からの疑義が持ち上がり、創設当
初から軌道に乗って円滑に展開したというわけではなかった。コープデーは市警察に対し
て、住民との協力が犯罪予防と治安維持に寄与すると説伏して、活動への関与を促していっ
たのである。 
コープデーが提示したモハッラー・コミッティの活動方針は、以下の 5 項目に大別でき
る。1）特定の宗教に対する侮蔑的なヘイトスピーチを行ったり、スローガンを叫んだり、
対立を煽る噂を流布するなどの宗教コミュニティ間の対立を煽ろうとした人物に関する情
報収集、および監視である。2）土地所有、夫婦関係、婚姻時の持参金問題など、住民間で
発生する日常の諍いに介入し、犯罪を未然に防ぐことである。3）市警察がモハッラー・コ
ミッティの会合を通じて、地域住民との交流をはかり、盗難、ひったくりに対する犯罪の監
視体制を構築することである。4）ビワンディー市で開催される祝祭、スポーツ大会の運営
を行い、地域住民間および市警察との交流を図ることである。5）市警察とモハッラー・コ
ミッティが活動を行うことで、過去の暴動時に露呈した警察の機能不全を回復し、住民の間
で広がってきた警察不信を払拭することである［Khopade 2009：7-12；Khopade 2010：
37-40］。コープデーは、暴動が突如発生するのではなく、諍い、宗教コミュニティ間の対立
を煽るための憎悪犯罪が内在し、それが祝祭を媒介としてヒンドゥー・ナショナリストに扇
動されて、小規模暴動に帰結するという暴動ベクトルを認知していた。そのため、諍いや憎
悪および一般犯罪が横行すれば、再びビワンディー市で暴動が発生するとみなしていた。ゆ
えに、モハッラー・コミッティの最大の活動目的は、警察と住民との協力関係の下で、諍い
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や憎悪および一般犯罪の発生を食い止め、暴動への進展を予防することであった。加えて、
「祝祭日はあなた方に、それ以外は我々に」計画で培った経験を活かし、モハッラー・コミ
ッティのメンバーとの協力によって、市警察による監視活動を日常的に行い、憎悪および一
般犯罪の情報収集を行い、犯罪を未然に防ぐことを目的とした。そして、コープデーは市警
察がモハッラー・コミッティのメンバーとコミュニティ・ポリシング活動の遂行を協力する
ことで、機能不全から回復し、かつ住民の信頼を得ることが、暴動の予防につながると主張
していた。 
モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動の遂行において、最も困難を極
めたのは、いかに住民を組織化し、活動への協力を得るのかという点であった。コープデー
は創設時に 3 ヶ月間にわたって集会を開催して、住民にモハッラー・コミッティの活動目
的への理解と協力を説いた。コープデーは、市警察の暴動時の機能不全、市警察の怠慢とい
う問題点を明らかにした。「我々は何ができるのか」と住民に問いかけ、モハッラー・コミ
ッティによるコミュニティ・ポリシング活動に参加することで、住民が市警察と協力して暴
動を予防できると訴えた144。コープデーは住民がコミュニティ・ポリシング活動に参加する
ことで暴動の再発防止に従事し、秩序維持の行動を遵守させようとしていた。 
 
生活改善 
モハッラー・コミッティのメンバーは 2 人の巡査がチームを組んで夜間巡回を行い、ま
た交通渋滞の整理に取り掛かった。巡回によって夜間に停電や電球が切れて街灯がつかな
くなり、人目が届かなくなって犯罪の温床となりうる場所を見つけ出すようになった。さら
に、水道管の未整備や破裂によって清潔な水が供給されていない地域を発見した。市警察は
巡回で得られた情報をビワンディー市自治体に伝達して、街灯の電球交換と電力供給を行
い、また水道の整備を行うように要請するようになった。コープデーは市警察と住民の間で
の会合を開始して 7 か月を経た頃から、徐々にモハッラー・コミッティの存在が認知され
てきたと実感するようになった。モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動
をつうじて、ヒンドゥーとムスリムの住民の関係は堅固となり、ビワンディー市に居住する
同じ住民として一体感を強めていったという145。 
監視・巡回を行う中で、市警察とモハッラー・コミッティのメンバーは、犯罪の温床を突
                                                   
144 2010 年 4 月 6 日、スレーシュ・コープデーへの聞き取り。 
145 2010 年 4 月 6 日、スレーシュ・コープデーへの聞き取り。 
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き止め、またこれまで見落としがちであった住民をめぐる生活状況を見出していった。住民
と警察が共同で監視・巡回を行うことで、住民の抱えていた生活をめぐる問題を把握して、
その解決のために市自治体に要請を行っていた。モハッラー・コミッティのコミュニティ・
ポリシング活動において、住民と警察が共同で行う監視・巡回は犯罪予防と生活改善に帰結
していたわけである。 
コープデーはビワンディー市での暴動発生の原因には、貧困が内在してきたと把握して
いた。したがって、モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動において、日
常生活に追われ、困窮した住民間での諍いや犯罪に焦点を当てて、市警察と住民とが対話を
通じて、問題を解決することが求められていた。 
そして、ビワンディー市のモハッラー・コミッティにおいて特筆すべきは、コープデー自
らが住民のリーダーを選出した際に、ムスリムとヒンドゥーそれぞれからメンバーを同数
ずつ選出し、その規模が 3,500 名に及んでいた点である。ここにコープデーがヒンドゥー、
ムスリムいずれの宗教コミュニティによる支配や意向に偏ることなく、等しくコミュニテ
ィ・ポリシング活動を展開しようという方針が表れていた。暴動の予防という一つの目的の
下に、ヒンドゥーとムスリムの住民同士が、そして警察が同じ会合の場に集い、対話を交わ
すことで、宗教の差異を越えたコミュニティ・ポリシング活動を遂行していった。 
ビワンディー市警察は、モハッラー・コミッティのメンバーとともに、会合の開催、祝祭
の運営、市中での巡回、交通整理を行い、電力と水の安定供給、住民を巡る問題の解決に対
応していった。市警察と住民は会合で対話を交わし、監視体制の整備、住民の生活改善に着
手した。こうしたコミュニティ・ポリシング活動は、警察と住民の間に協力関係を構築し、
警察不信を回復していった。ビワンディー市の住民は、モハッラー・コミッティのコミュニ
ティ・ポリシング活動に関与することで、暴動を予防する重要性について理解し、秩序維持
の行動を遵守するようになったと考えられる。 
 
第 3 節 コミュニティ・ポリシング活動への住民の参画 
  
 第 3 節では、ポールのリーダーシップの下に 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてイ
ンド各地で小規模および大規模暴動が発生していた時期に、どのように市警察とモハッラ
ー・コミッティのメンバーがコミュニティ・ポリシング活動を遂行し、暴動の再発を予防し
たのかを論じる。 
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1990 年にコープデーが創設したモハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活
動は、市警察と住民からの理解と協力を徐々に得て、活動を展開していった。コープデーは
ヒンドゥー、ムスリムそれぞれから同数の住民のリーダーとして選出した。メンバーは市警
察とともに、諍いへの介入、ヘイトスピーチや悪意ある噂の流布といった憎悪犯罪を行った
人物の特定、巡回による監視体制の強化と犯罪の予防に着手した。住民と警察による共同の
監視・巡回を通じて、住民が日常的に抱える問題の解決を図り、生活改善に取り組んでいっ
た。 
 コープデーが 1991 年 2 月にビワンディー市警察次官の任期を終えると、後任のポールも
モハッラー・コミッティに理解を示し、継承していった。モハッラー・コミッティのコミュ
ニティ・ポリシング活動は、1992 年 12 月にウッタル・プラデーシュ州でのバーブル・モス
ク破壊事件、1992 年 12 月および 1993 年 1 月にムンバイー市で発生した 2 度の大規模暴
動の期間中に、暴動予防を達成したことで広く知られるようになった。 
 ここでは、1998 年に刊行されたシングハール（N.K. Shinghal）による報告書を中心に、
バーブル・モスク破壊事件およびムンバイー暴動事件の発生時におけるビワンディー市警
察とモハッラー・コミッティの予防活動について分析を進める。シングハールは、インド警
察職としてマニプル州警察長官を退職後、連邦内務省の管轄下にある警察の調査開発部門
（Bureau of Police, Research and Development）に所属し、ビワンディー市のモハッラー・
コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動についての調査を行った。シングハールの
調査は自身もインド警察職として勤務していたことから、1990 年代のビワンディー市警察
による内部記録を入手することが可能であった。したがって、シングハールの調査は、現在
では閲覧が困難となった 1990 年代のビワンディー市警察内部の状況とモハッラー・コミッ
ティによるコミュニティ・ポリシング活動の実態を理解する上で、有用と考えられる。 
 
1992 年 12 月バーブル・モスク破壊事件時におけるコミュニティ・ポリシング活動の効果 
本稿第 3 章第 1 節にて先述したが、1992 年 12 月 6 日に発生したバーブル・モスク破壊
事件とは、民族奉仕団、インド人民党、世界ヒンドゥー協会、バジラン・ダル、シヴ・セー
ナーといったヒンドゥー・ナショナリスト組織の活動家が集結し、全国規模で動員されたヒ
ンドゥーの暴徒がモスクを全壊した複合型暴動である。ビワンディー市ではバーブル・モス
ク破壊事件が波及し、暴動の再発の危機に直面しながらも、モハッラー・コミッティによる
コミュニティ・ポリシング活動によって暴動の予防に効果をもたらしていた。 
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1991 年 3 月にコープデーの後任として市警察次官にポールが着任した時点で、ヒンドゥ
ー・ナショナリストによるラーマ寺院再建運動は全国的に先鋭化していた。とりわけ、ポー
ルは住民の 6 割をムスリムが占めるビワンディー市では、モスク破壊を訴えていたヒンド
ゥー・ナショナリストによる運動への不満と反発が強硬になっていると考え、諍いや犯罪が
発生することを予期していた。ポールはラーム寺院再建運動を他州での出来事とは捉えて
軽視することはなく、つぶさに予防活動の強化に注力していった。ポールは予防拘禁、訓練、
監視・巡回、報道規制の 4 段階にわたって、暴動予防のためにコミュニティ・ポリシング活
動を指揮していった。 
ポールは過去の 2 度の暴動発生時に市警察が機能不全に陥ってきた経験を顧みて、暴動
対策のための訓練を実施した。毎月 1 回、ビワンディー市在住の大学生に協力を要請し、彼
らに市警察官に向けて投石を行わせて、暴動状況を作り出し、それに市警察が対応するため
の訓練を繰り返していた［Pillai 1992］。暴動対策訓練は、住民と市警察にとって、2 つの
利点をもたらしていた。第一に、住民の代表である学生ボランティアは市警察と協力するこ
とで、暴動予防の重要性を学び、また学生ボランティアの暴徒化を抑止する効果も持ってお
り、秩序維持の行動を遵守するようになった。第二に、市警察は、暴動状況を想定し、その
対策の訓練を繰り返すことで、危機時にも整然とした指揮系統の下で、冷静かつ迅速な対処
を行うことが可能となった。ビワンディー市で発生した 2 度の暴動時において見いだされ
た無差別発砲による住民の射殺を抑止する効果をもたらすこととなった。 
ポールは隣接するタネー市、カルヤーン市、ムンバイー市の市警察と連携して、ヘイトス
ピーチや悪意ある噂の流布を行った人物を特定し、予防拘禁を行った。ビワンディー市を含
めた近隣 4 都市においてヒンドゥー69 人、ムスリム 152 人の合計 221 人が予防拘禁の対象
となった［Shinghal 1998：46］。ポールは、1984 年の大規模暴動が波及した近隣都市の警
察と連携して、宗教コミュニティ間の対立を煽ろうとした人物を特定して予防拘禁に取り
組むなど、憎悪犯罪を取り締まることで暴動ベクトルの悪化を食い止めていた。 
またビワンディー市警察はモハッラー・コミッティのメンバーとともに夜間巡回を頻繁
に行って監視を強化し、犯罪および暴動の発生を未然に防ごうと尽力していた［Shinghal 
1998：47］。市警察とモハッラー・コミッティのメンバーは夜間巡回を行って、監視を徹底
し、その行動は住民に安心感をもたらし、秩序維持の行動を遵守するように促していた。 
1992 年 12 月 2 日になると、ビワンディー市にもアヨーディヤーで苛烈化するヒンドゥ
ー・ナショナリストのラーム寺院再建運動が新聞やテレビの報道番組で連日伝えられるよ
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うになった。ポールは報道を見知った住民が不安や恐れ、怒りで運動に触発されて、犯罪や
暴動が発生することを危惧し、イギリス BBC 放送とパーキスターンからの衛星放送の電波
受信を止めて、情報統制を行った。さらに、市内にある病院、輸血センター、消防署に対し
て、暴動発生に備えて緊急態勢を整えるように指示した。同時に、ビワンディー市警察の指
令室にも消防車と救急車を駐留させた。そして、暴動が発生した場合に暴徒の破壊行為で路
上に瓦礫が散乱し、それが警察の法執行活動や救命活動の遅延につながりかねないと想定
し、ビワンディー市自治体の職員には必要に応じて瓦礫の撤去を準備しておくように要請
した［Shinghal 1998：47］。ポールは苛烈化するアヨーディヤーでのヒンドゥー・ナショ
ナリストによる示威行為が報道を介して住民に伝われば、特にムスリムを刺激して、暴動再
発につながりかねないと予測し、海外からの放送波を遮断していた。ポールはバーブル・モ
スク破壊事件が発生する以前から、ビワンディー市での暴動を想定して病院・消防・市自治
体と連帯して、危機時にも暴動被害を最小限に食い止めるために具体的な予防対策を講じ
ていた。 
 
監視・巡回、秩序維持の行動 
1992 年 12 月 6 日にバーブル・モスク破壊事件が発生すると、同日中にムンバイー市で
は抗議デモを挙行したムスリム住民に対し、市警察が発砲したことを契機として、大規模暴
動が発生した。ビワンディー市でも、一部のムスリムがモスク破壊を知って、その報復にヒ
ンドゥーの家屋や寺院を破壊してやると叫び、激高していた。こうした状況を受けて、1992
年 12 月 6 日から 10 日までの間、モハッラー・コミッティのメンバーは市警察とともに、
宗教コミュニティ間の対立を煽ろうと噂を流布する者がいないか、監視・巡回を行った［
Shinghal 1998：49］。バーブル・モスク破壊事件が発生すると、ビワンディー市では一部
のムスリムが激高し、暴力によるヒンドゥーへの報復を声高に叫んでいた。モハッラー・コ
ミッティのメンバーと市警察は夜間巡回を実施して、犯罪と暴動の発生に警戒していた。 
ビワンディー市では、バーブル・モスク破壊事件に触発されて、暴動発生の気運が高まり
を見せた三つの事件が確認されている。第一の事件は、住民間の投石事件である。1992 年
12 月 7 日には、数人のヒンドゥーが市中でクラッカーを鳴らしたことに腹を立てたムスリ
ム 3 人がその報復として彼らに投石を行った。この 3 人のムスリムは現場に急行した市警
察にも投石を行って負傷させたため逮捕されたが、暴動には至らなかった［Shinghal 1998
：49-50］。この出来事はビワンディー市においてバーブル・モスク破壊事件およびムンバイ
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ー暴動事件の間に、市警察が住民を勾留した唯一の事例であった。ヒンドゥーがクラッカー
を鳴らした意図は不明だが、一部のムスリムがそれに激高し、投石を行うなど、ヒンドゥー
とムスリム間の諍いがまさに小規模暴動へと悪化寸前で一触即発の状況であった。だが、市
警察は投石を行っていたムスリムに発砲することなく、身柄を拘束して、事態は収束し、暴
動へと悪化することはなかった。これはまさしく暴動訓練対策が奏功した結果であり、市警
察は冷静かつ迅速に該当住民の身柄を拘束して事態の収拾にあたった。 
第二の事件は、緊迫した状況下で発生した住民の間でのパニック状態である。突如市中に
おいて放浪していた雄牛が走り回りながら住民を追い回すという出来事が起こった。実際
には、飼い主の不注意で逃げ出しただけなのだが、これに慌てた住民は、暴動が発生したと
思い込んで、方々から「終わりだ」（Ho Gaya）という声が上がった。市警察とモハッラー・
コミッティのメンバーが巡回にあたっていた際に、ちょうどこの状況を知るとすぐに現場
に赴き、混乱していた住民を鎮静化した［Shinghal 1998：49-50］。第二の事件で判明する
のは、ビワンディー住民の間で緊迫した状況が広まっていたことである。牛が逃げ出したこ
とにも、暴動が発生したと思い込み、一部の住民は混乱に陥っていた。この混乱状態が放置
されていれば、住民間の諍いが生じて、暴動に進展することも予期された。しかし、市警察
とモハッラー・コミッティのメンバーが巡回にあたっていたため、即座に住民を鎮めて、暴
動状況につながることはなかった。 
第三の事件は、市内にある動力織機工場、それに隣接したごみ集積場の 2 か所で放火が
発生した。市警察と巡回を行っていたモハッラー・コミッティのメンバーが発見して、即座
に消火活動が行われて、大規模な火災に拡大することはなかった［Shinghal 1998：49-50］。
放火が見過ごされていれば、やがて大火災になって、住民の財産と生命が脅かされていた。
牛の暴走による混乱時と同様に、市警察とモハッラー・コミッティのメンバーによる巡回が
奏功して、放火への対処もおこなっていた。 
これら 3 つの事件は、当時のビワンディー市でいつ暴動に悪化してもおかしくない、緊
迫した状況にあったことを示している。実際、モスク破壊事件に対して、ヒンドゥーとムス
リムの間で流言が交わされ、投石が行われて、放火が起こるといった、暴動の危機が迫った
一触即発の状況にあった。市警察が、無差別発砲を行っていたとしたら、むしろその過剰な
武力による制圧が混乱を生み、暴動へと悪化させる引き金となったことも考えられた。さら
に、緊迫した状況下で、住民間での諍いが生じ、憎悪犯罪に進展しようとしていた。しかし
ながら、市警察とモハッラー・コミッティのメンバーは 1992 年 12 月以前から監視・巡回
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を行い、憎悪犯罪の情報収集にあたったり、犯罪の温床を突き止め、コミュニティ・ポリシ
ング活動を展開してきた。ゆえに、暴動発生が危惧された時期においても、不穏な気運を察
知して即座に対応することが可能であった。 
1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて、バーブル・モスク破壊事件を発端にインド全国
で暴動が連鎖していた時期は、ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニテ
ィ・ポリシング活動にとって大きな試練であり、その効果が問われた時期であった。マハー
ラーシュトラ州ではムンバイー市において 2 週間で死者 900 人を出す大規模暴動が発生し
たが、隣接するビワンディー市には波及しなかった。ビワンディー市警察が住民を逮捕した
のは、1992 年 12 月 7 日にムスリムが投石を行った事件のみであった。その手法もかつて
市警察が行っていた警棒を振り回して殴打し、無差別発砲を行って射殺するといった武力
制圧ではなかった。市警察は監視・巡回を共同で行っていたモハッラー・コミッティのメン
バーとともに現場に急行し、武力を行使することなく、迅速に事態を収束させた。 
市警察とモハッラー・コミッティのメンバーによる共同の監視・巡回が、市警察による 
法執行活動において利点をもたらした。市警察が単独で巡回を行っていたとしたら、住民の
諍いを看過したり、警棒による殴打や無差別発砲といった過剰な武力による制圧が行われ、
また住民が反発することで、事態の混乱と暴動への悪化という兆候もみられた。他方、住民
リーダーであるモハッラー・コミッティのメンバーが加わったことで、市警察だけでは把握
しきれない住民間の諍いが発見され、また早期の段階で憎悪犯罪や放火が見出されるよう
になって、それらが暴動に悪化することを予防した。モスク破壊に衝撃を受け、暴動の再発
を恐れていた住民は、住民リーダーであるモハッラー・コミッティのメンバーが予防活動を
展開したことで、秩序維持の行動を遵守するようになった。 
以上のように、暴動再発の危機時においてもビワンディー市では 1990 年から遂行されて
きた市警察とモハッラー・コミッティのメンバーによるコミュニティ・ポリシング活動が一
定の効果をもたらし、暴動ベクトルが悪化することは回避されたのである。 
 
第 4 節 モハッラー・コミッティへの評価  
 
 1970 年に小規模暴動が、1984 年には大規模暴動がそれぞれ発生していたビワンディー
市では、1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて、暴動の再発が予期された。しかし、市警
察とモハッラー・コミッティのメンバーは監視・巡回を徹底し、市警察は住民とともに暴動
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対策訓練を行って、かつ病院・消防・市自治体と連携して、暴動ベクトルの悪化を予防した。
ここに、ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動が
暴動予防に効果をもたらした。そして、その効果は報道を通じて知られるようになって、マ
スメディア、住民、政治家から高い評価を受けるようになった。 
 そもそも、モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動は、すでに 1991 年
11 月に開催された国民統合評議会（National Integration Council）において、当時の会議
派政権のナイク州首相によって、暴動が頻発してきた地域において展開してきた稀有の予
防活動との評価を受けていた［Khopade 1998：91］。ナイク州首相はインド全国の州首相
が参集した国民統合評議会の場で、モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活
動について言及しており、これはマハーラーシュトラ州政府がモハッラー・コミッティの創
設後 2 年目にして、その存在意義を認め、効果に期待を寄せていたことの現れであった。 
こうしたマハーラーシュトラ州政府の期待も相まって、インド各地でバーブル・モスク破
壊事件の影響を受け、暴動が散発した状況下で、ムスリムが住民の 6 割を占めるビワンデ
ィー市では暴動が再発しなかったという事実に対して、注目が集まったのは至極当然と言
えよう。 
市警察とモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動を主導していたポ
ールは、予防活動についての取材に訪れていたマスメディアを市警察の指令室に招いて記
者会見を行った。ポールは、「我々は市警察が住民の友人であると確信してもらうように行
動してきた。私のオフィスに住民が訪問することをいつでも歓迎している。我々は警察官と
しての職責を全うしてきた。そして、多文化主義的な共生の維持に邁進し、市警察に協力し
てきたビワンディーの住民には、暴動予防が達成されたことについて、祝辞を述べたい」と
強調した［Pillai 1992］。その上で、ビワンディー市警察の法執行活動には、住民からの協
力が不可欠であると明言した［Momin 1993］。ポールはモハッラー・コミッティの存在が
警察と住民の関係を良好にしてきており、市警察と住民の双方が暴動予防に尽力してきた
と労った。 
モハッラー・コミッティの創設から 2 年目にして、危機的な状況に直面した中で、暴動の
再発を予防した経験は、市警察にもモハッラー・コミッティのメンバーにも、そして住民に
とっても、達成感と意義をもたらしたと考えられる。特に、ビワンディー市警察が住民とと
もに協力して、暴動予防を達成したことは、英国植民地支配以来の住民抑圧的な体制からの
脱却を示唆していた。モハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は、住
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民と共同で監視・巡回を行うことで武力に依らない事前対応による法執行活動が可能であ
ること、そして市警察の機能不全と不信から回復を果たしつつあることを世に知らしめた
意義深い事例と言えよう。 
 
成功事例としての評価 
1992 年 12 月下旬から 1993 年 1 月にかけて、ポールの記者会見に集まった報道メディア
は、各紙で「ビワンディーの試み」（Bhiwandi Experiment）として、モハッラー・コミッ
ティのコミュニティ・ポリシング活動について言及した。この報道をつうじて、モハッラ ・ー
コミッティは全国的な注目を集めるようになった［Momin 1993；Singh 1993］。ビワンデ
ィー市ではバーブル・モスク破壊事件に対して、ムスリム住民が激高したり、投石や放火が
起こったり、暴動へと悪化しかねない一触即発の状態であった。だが、市警察とモハッラ ・ー
コミッティのメンバーが共同で行った監視・巡回が奏功して、暴動への悪化を食い止めたこ
とで、そのコミュニティ・ポリシング活動は成功事例として評価されるようになった。 
報道メディアが住民、政治家にも取材を行うと、市警察とモハッラー・コミッティによる
コミュニティ・ポリシング活動を高く評価する声も続々と報じられていった。 
会議派でビワンディー市議会議員のサラーム・アズミー（Salam Azmi）は、「ポール市警
察次官を友人だと感じている。ポール氏は対立していたヒンドゥーとムスリムの間に信頼
関係を構築した。そしてポール氏はビワンディー市警察が我々の友人であると確信させた」
と述べた［Pillai 1992］。同じく会議派でビワンディー市議会議員のラフィーク・アンサー
リー（Rafiq Ansari）は、「ビワンディーの暴動予防の試みが平和のメッセージを他地域に
届けていた」と述べた。中道左派政党のジャナター・ダルの党員でビワンディー市議会議員
のサッタール（Abdus Sattar）は、「ビワンディーの暴動予防活動の遂行によって、救済手
段が対話のなかに存在するということを示した」と評価した［Rahman 1993：43］。会議派
やジャナター・ダルに属する市議会議員はいずれもポールのリーダーシップの下に展開さ
れたモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動において、住民と警察が
対話を通じた協力関係を構築し、警察不信の回復がなされたとして、高く評価していた。 
興味深いのは、ヒンドゥー・ナショナリスト政党に属する政治家からも評価されていた点
である。例えば、パイオニア紙のインタビューにおいて、シヴ・セーナーの党員で、ビワン
ディー市議会議員のバワー（Madan Bawa）は、警察による適切な法執行活動によって、ビ
ワンディー市は平穏な状況を維持し続けており、全国からの注目を集めていると評価した。
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またインド人民党党員のヴァイアス（B.P.Vyas）は、暴動予防を遂行し、平穏な状況を維持
してきたポール市警察次官とビワンディー市警察を信頼すると発言した［Pillai 1992］。加
えて、ヴァイアスはテレグラフ紙に対しては、「アヨーディヤーでのバーブル・モスク破壊
は危機的な挑発行為であった。私は暴動がビワンディーで再発しなかったことを誇りに思
う。ムスリムは私の兄弟だ。私は彼らを誇りに思うし、また暴動発生で眠れぬ日が続くよう
な事態にならなかったことについて、非常に満足している」とも語った［Rattnani 1992］。 
これら 2 名の政治家の発言は、当時のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリ
シング活動の影響力を計るうえで有用と言える。これまでマハーラーシュトラ州において
反ムスリムを掲げて憎悪犯罪を行い、ムスリムを攻撃対象とした暴動を企図してきたシヴ・
セーナーとインド人民党が、モハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動
の効果を公に認めたことを意味していた。1992 年 12 月のムンバイー市ではシヴ・セーナ
ーとインド人民党の党員がバーブル・モスク破壊事件を「ヒンドゥーの勝利」として祭列を
指揮し、これに激高したムスリム住民の抗議と市警察による発砲を発端として、大規模暴動
が発生していた。一方で、ビワンディー市ではシヴ・セーナーとインド人民党はヘイトスピ
ーチやヒンドゥーの扇動といった憎悪犯罪を行って暴動発生を企図することはなかった。
むしろ、バーブル・モスク破壊事件を批判し、かつポールが指揮した市警察とモハッラー・
コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動をつうじて、安全な状況が維持されたこと
を称賛していた。翻ってみると、ビワンディー市では、モハッラー・コミッティによる綿密
なコミュニティ・ポリシング活動の結果、もはやヒンドゥー・ナショナリスト組織がかつて
のようにヒンドゥー住民を扇動したり、反ムスリム的な憎悪犯罪を行う余地がなくなって
いたわけである。モハッラー・コミッティが住民からの理解を得ていくなかで、シヴ・セー
ナーやインド人民党が反ムスリム的活動を行ったとすれば、却って住民からの反発を招く
ことは必至であった。インド人民党のヴァイアスが発した「ムスリムは私の兄弟」との言葉
には、ビワンディー市で暴動が予防されたという時流に乗って、自党への支持を維持しよう
と試みていた意図が垣間見えるのである。 
市警察とモハッラー・コミッティのメンバーは住民をめぐる問題を解決し、また憎悪犯
罪への監視を強化し、さらには夜間巡回を共同で行うなど、つぶさに暴動予防のためのコ
ミュニティ・ポリシング活動を展開していた。すなわち、当時のモハッラー・コミッティ
によるコミュニティ・ポリシング活動が住民に強固な影響力を及ぼし、憎悪犯罪に扇動さ
れることなく、住民は秩序維持の行動を遵守するようになっていた状況が浮き彫りになる
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のである。 
ビワンディー市議会議員は、シヴ・セーナー、インド人民党、会議派、ジャナター・ダ
ル、いずれの政党に属する政治家も一同にモハッラー・コミッティによるコミュニティ・
ポリシング活動を高く評価していた。 
報道メディアの中には、同じ州内で大規模暴動が発生したムンバイー市と比較すること
で、ビワンディー市でのモハッラー・コミッティがいかに意義深い活動を行ってきたのか、
評価する動きも見られた。1993 年 1 月 15 日付のインディア・トゥデイ紙は、「なぜムンバ
イー市が暴動で焼失した一方で、ビワンディー市ではそのような事態にはならなかったの
か」（Why Bombay Burned, and Bhiwandi Didn’t）とのタイトルで、当時のムンバイー市
とビワンディー市の状況を写真とともに比較した記事を掲載した（写真 4－1 および写真 4
－2 参照）。インディア・トゥデイ紙は、ビワンディー市が市警察とモハッラー・コミッテ
ィの予防活動の結果として平穏な状態を維持してきたと称賛し、ムンバイー市はビワンデ
ィー市の予防活動を教訓とするべきだと主張した［Rahman 1993：43］。写真 4－1 はムン
バイー市内で暴動時の放火によって焼け出された住民たちと消失した現場に銃を持って警
戒にあたる警察官が 1 人だけであった状況を生々しく切り取っている。ムンバイー市での
凄惨な暴動現場と市警察の機能不全に陥っていた様子を読み取ることができる。写真 4－2
は同時期のビワンディー市の状況で、住民が平常通りに市中を往来し、また子どもたちも外
出しており、平穏を保っていたことが見出される。 
 
写真 4－1：1992 年 12 月のムンバイー市の様子 
「ムンバイー市では放火現場で、たった 1 人の警察官が警戒にあたる」 
（A lone policeman keeping vigil at the scene of arson in Bombay : heavy toll） 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Khopade 2010：50-51］. 
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写真 4－2：1992 年 12 月のビワンディー市の様子 
「平穏なビワンディー、この国の見本である」 
（Peaceful Bhiwandi : a beacon for the country） 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Khopade 2010：50-51］. 
 
ビワンディー市の住民でムスリムのモイヌッディーン（Sikander Moinuddin）は、「ヒ
ンドゥスターン（インド）よりも優れている。インドにはない平穏がビワンディー市には
存在する」と述べた［Rattnani 1992］。モイヌッディーンはモスク破壊という衝撃的な出
来事に直面し、暴力の応酬がインド各地で連鎖した状況においてでさえ、ビワンディー市
のムスリムがコミュニティ・ポリシング活動を支持し、暴力と破壊の応酬を断ち切って秩
序維持の行動を遵守したと自負していた。 
1992 年 12 月 29 日付のザ・ヒンドゥー紙において、ムンバイー市を拠点とするフリー・
ジャーナリストのシャルマは、ビワンディー市のモハッラー・コミッティのように行政、
市警察そして住民が一体となって、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生に向けて協
力し合う必要性を主張した［Sharma 1992］。シャルマはモハッラー・コミッティによる
コミュニティ・ポリシング活動が他地域にも拡充され、その際には自治体、警察、住民が
協力して、多文化主義的な共生を促すことが重要とみなしていた。 
インドにおいても市民社会の存在が暴動を抑止できると論じたヴァールシュネーイーは、
ビワンディー市のモハッラ ・ーコミッティを「ビワンディーの試み」（Bhiwandi Experiment）
として評価した。暴動が多発する地域では、モハッラー・コミッティのように警察と市民に
よる堅固な組織が存在すれば、国家としてのインドも暴動を予防できると主張した 
［Varshney 2002：293-296］。ヴァールシュネーイーはビワンディー市のモハッラー・コミ
ッティのように、暴動が頻発してきた地域において警察と住民の間で強固な協力関係が構
築されれば、国家としてのインドは暴動を予防できるとみなしていた。 
シングハールは、ビワンディー市のモハッラー・コミッティの活動の展望として、個々の
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警察官と自治体政府がガイドラインを策定し、活動を査定しながら、継続的に組織化される
必要があると提言した［Shinghal 1998：133］。シングハールはビワンディー市警察とモハ
ッラー・コミッティが協力関係を構築したことを評価しつつも、自治体政府とともに活動の
ガイドラインを策定し、また活動について精査されることで発展する余地があると提言し
ていた。シングハールの評価はビワンディー市のモハッラー・コミッティが州政府からの支
援を受けていなかったため、一層の発展には行政による支援であると示唆していた。 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティは、1988 年からコープデーが取り組んだ監視・
巡回が礎となり、1990 年の創設時には 3,500 人に及ぶ住民リーダーの選出、そして定例の
会合において警察と住民リーダーが対話を通じた協力関係を構築していた。ラーマ寺院再
建運動が高揚する中で、コープデーの後任であるポールは近隣の市警察、救急、病院、市自
治体と連携して、徹底した暴動対策を講じた。1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけての時
期にモスク破壊という衝撃とインド各地で暴動が連鎖していた状況下において、暴動の危
機に直面しつつも、ビワンディー市のモハッラー・コミッティは徹底した監視・巡回を行っ
て、暴動の再発を予防した。 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティは地元政治家、住民、報道メディアから高く評
価されていた。ヒンドゥー・ナショナリスト政党さえも、その効果を評価し、またムスリム
住民は暴動の再発を予防したことを自負していた。報道メディアはインド各地で連鎖して
いた暴動の渦中で、住民の 6 割をムスリムが占めるビワンディー市で暴動の再発が予防さ
れたことを大きく取り上げ、他地域の学ぶべき教訓として評価した。創設当初から掲げてき
た暴動の予防という目的が達成されたという点において、コープデーとポールの 2 人の警
察リーダーが主導したモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は成功
したと評価することができよう。 
 
第 5 節 住民と警察の諍い型暴動の発生とモハッラー・コミッティの瓦解 
  
 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけて、インド全国で暴動が連鎖していた時期に、ビワ
ンディー市ではモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動が遂行された
結果、暴動の予防に奏功すると、全国的に「ビワンディーの試み」として知られるようにな
った。だが、その後、1998 年までのビワンディー市警察の記録に基づいて、モハッラー・
コミッティの活動を分析したシングハールは、コミュニティ・ポリシング活動が徐々に変質
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していったと指摘する。1990 年代後半以降、暴動の危機が薄れるにつれて、モハッラー・
コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は徐々に形骸化し、市警察と住民の協力関
係が希薄になって、ついに 2006 年 7 月にビワンディー市において小規模暴動が再発するに
至った。そこで、第 4 章第 5 節では、ビワンディー市で 2006 年 7 月に発生した小規模暴動
の背景と状況を検討し、モハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動が瓦
解した要因を考察する。 
1990 年の創設当初、コープデーのリーダーシップの下にビワンディー市内に設置された
70 支部のモハッラー・コミッティの会合は定例で開催されており、これはポールの任期中
の 1991 年 3 月から 1993 年 9 月にかけても踏襲されていたと考えられる。だが、1990 年
代後半になると、暴動再発の危機が薄れるにつれて、会合開催は不定期となっていた。同時
にモハッラー・コミッティのメンバーと市警察は双方が暴動予防への関心も希薄となって、
特に女性と若年層の参加が減少していった。またモハッラー・コミッティのメンバーも自ら
の利益にばかりとらわれ、独断的な活動を行うようになり、当初掲げられていた暴動予防と
いう目的を果たせなくなっていった［Shinghal 1998：52-54］。コープデーは、警察不信の
回復のために、市警察とモハッラー・コミッティのメンバーおよび住民とが同席して開催さ
れる定例の会合を重要視していた。コミュニティ・ポリシング活動の遂行には、市警察と住
民の協力関係が不可欠であるとみなしていた。1992 年 12 月から 1993 年 12 月にかけて、
ムンバイー市を含めたインド各地で大規模暴動が連鎖した時期に、ビワンディー市のモハ
ッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は効果をもたらした。しかしなか
ら、暴動再発の危機感が弱まるにつれて、モハッラー・コミッティのメンバーと市警察はと
もにコミュニティ・ポリシング活動への関心が希薄となっていった。会合の開催は不定期化
して、女性や若年層を代表する住民リーダーの関与が停滞してくるようになり、かつメンバ
ーも独断的な行動を取るようになると、モハッラー・コミッティは徐々に形骸化していった。 
そして、市警察とモハッラー・コミッティの協力関係の退潮を反映するように、2006 年
7 月 5 日にクォーターゲート・モスク（Quarter Gate Mosque）の傍にあるムスリムの墓地
に、ビワンディー市警察が新たな警察署の移設工事を行ったことを発端として、市警察とム
スリム住民の間で小規模暴動が発生した（以下、「2006 年暴動事件」と略する）。この事件
の発生は、もはやモハッラー・コミッティが担ってきた市警察と住民の協力関係が潰えたこ
とを露呈させた。またビワンディー市警察が住民に対して、無差別発砲を行うなどの武力を
行使し、市警察側の負傷者が 34 人、住民 2 名と警察 2 名の計 4 名が死亡した。 
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2006 年 7 月の住民と警察の諍い型暴動の契機 
2006 年暴動事件について、ムンバイー市に拠点を置く民間調査機関ラームブハー・マハ
ルギー・プラボディーニー（Rambhau Mhalgi Prabodhini、以下「RMP」と略する）に属
する 6 名の調査グループが 2006 年 8 月から 9 月にかけて、ビワンディー市にて聞き取り
調査を行い、同年 11 月に調査報告書を公刊した。RMP の聞き取り調査は、住民、地元政治
家、市警察官、市自治体職員の、計 34 名に対して行われた。RMP の聞き取り調査は、2006
年 7 月に発生した事件の直後に行われたため、対象者の記憶が鮮明であり、当時の状況を
分析する上で有用である。加えて、現地の新聞資料およびニュース映像の分析から、モハッ
ラー・コミッティの瓦解を論じる。 
2005 年 7 月 26 日、ビワンディー市では地域一帯が襲われた洪水によって、最も深い所
では 3.35 メートルに達して、市内にある大半の建物が水没した。特にニザームプル警察署
は低地に位置していたために床上浸水し、署内に保管していた全ての文書が水浸しになっ
て、業務の遂行が著しく困難な状況に陥った。そのためラーオサヘーブ・シンディ（Raosaheb 
Shinde）市警察次官は、タネー県全体を管轄に置く上官のタネー市警察長官のシヴァナン
ダーンに警察署移設のための予算を要請した。ビワンディー市内にある州政府の公有地に
ニザームプル警察署を移転することが決定し、移設費用としてビワンディー市自治体から
250 万ルピ （ー5,555 米ドルに相当）、マハーラーシュトラ州議会から 120 万ルピ （ー26,666
米ドル）が拠出されることとなった［Rambhau Mhalgi Prabodhini 2006：15-17］。 
2006 年 3 月 23 日にニザームプル警察署移設予定地において着工式が執り行われたが、
同日にムスリム住民はこの土地が長年ムスリムの墓地として使用されてきており、心情を
害することになるとして、タネー市地方裁判所に対して移設工事の中止を求めて訴え出た
［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：17-18］。移設予定地がムスリム住民の墓地として使
用されており、工事を断行すればムスリムの感情を傷つけることは必至であった。また提訴
に及んだことは、ムスリム住民と市警察が十分な協議を行わないままに移設工事が断行さ
れていったことを浮き彫りにする。換言すると、かつて 1990 年代に構築された市警察と住
民との協力関係が弱体化し、モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動が形
骸化していたことが推測される。 
2006 年 6 月にタネー市地方裁判所は、市自治体および州政府が許可を下していることを
根拠に、住民側の工事中止の訴えを退けた。この決定を受けて、ムスリム住民はスンニ派の
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教育機関ラザ・アカデミー（Raza Academy）の指導者を住民側の代表者として委任し、ム
スリム住民を組織化して、毎週末の金曜礼拝後に建設反対の集会を開催するようになった
［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：18-20］。ここで注目すべきは、スンニ派の教育機関
であるラザ・アカデミーが関与するようになった点である。住民と警察の間での土地使用を
めぐる係争であったが、イスラームの教育機関が介入するようになって、ヒンドゥーが多数
を占める市警察とそれに対峙するムスリム住民という宗教間の対立へと様相が変容してい
ったのである。 
 
2006 年 7 月の暴動発生の背景 
 2006 年 7 月 5 日に発生した市警察とムスリム住民との暴動事件によって、2 名のムスリ
ム住民と 2 名の警察官が犠牲となった。2006 年暴動事件は住民による反対運動が苛烈化し
た突発的な暴動と捉えられがちであるが、実際にはすでに事件の数年前からビワンディー
市ではヒンドゥーとムスリムの間での諍いが散見していた。 
2003 年と 2004 年に行われたヒンドゥーのガネーシャ祭列では、何者かがアシビビ・ロ
ード・モスク（Asibibi Road Mosque）の敷地内からヒンドゥーの参加者をめがけて投石を
行っていた［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：41］。2003 年と 2004 年のガネーシャ祭
列でモスク敷地内からヒンドゥーの祭列者をめがけて何者から石を投げ込むなど、祝祭時
の住民間の諍いが発生していた。この時点において、1988 年にコープデーが創設した「祝
祭日はあなた方に、他日は我々に」計画はすでに遂行されておらず、また市警察とモハッラ
ー・コミッティのメンバーによる監視・巡回も行われていなかったことが判明する。 
ムスリム住民は移設工事に対する州政府の許可が不当であると訴え、ビワンディー市警
察への不信感を募らせていった。そして、シンディ市警察次官は反対運動を指揮していたラ
ザ・アカデミーのムスリム指導者に対し、反対運動を続けるつもりならば、命はないものと
思えとのメッセージを伝えていた［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：28-29］。シンディ
市警察次官は、2006 年暴動事件以前にラザ・アカデミーのムスリム指導者に対して、反対
運動の停止を通達していた。ムスリム側にとって、その内容は生命の危険をほのめかした脅
迫と受け取れるものであった。シンディ市警察次官の言動が不満を募らせていたムスリム
住民の怒りに拍車をかけたと推測することは容易であろう。 
ムスリム住民は反対運動の加速化のために、住民側の意見を取りまとめて、市警察との交
渉を行うために、「ビワンディー・パブリック・アクション・コミッティ」（Bhiwandi Public 
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Action Committee、以下「BPAC」と略する）というグループを結成した。BPAC は、2006
年 6月 22日にマハーラーシュトラ州会議派政権のデシュムーク首相宛に市警察署移転工事
を反対する嘆願書を送っていた。嘆願書では、この案件をめぐってムスリム住民と市警察が
反目し合っているため、解決策として住民側が要望しているウルドゥー語学校の建設を要
請した［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：33-34, 64-65］。BPAC の存在は、すなわちモ
ハッラー・コミッティによる会合が不定期化していたために、住民が市警察との協議を行う
機会を持てなかったこと、新たな組織によって交渉しようと試行していたことが見出され
る。モハッラー・コミッティが正常に機能していれば、市警察とムスリム住民の間で対話の
場が持たれ、何らかの譲歩や妥協案が提示されえたはずである。ムスリム住民は自らの意見
をまとめ、州首相に要請を提出し、かつ市警察と交渉を進めるため、弱体化したモハッラ ・ー
コミッティに代わって、新たに BPAC を結成していた。工事を続行する市警察側に対し、
ムスリム住民側は地方裁判所への提訴や州首相宛の要望書といったように手続きを踏んで、
平穏に事態の解決を図ろうとしていた。 
 
2006 年 7 月の住民と警察の諍い型暴動の発生状況 
2006 年 7 月 5 日、クォーターゲート・モスクで金曜礼拝が行われた後、モスクの周辺で
はラザ・アカデミーの指導者に率いられたムスリム住民が移設反対を求めて集まり始めた。
その数は 500 人ほどで、当初は「工事をやめろ」や「アッラーは偉大なり」という叫び声を
上げながら工事現場に進んでいった。しかし、デモに参加する住民の数が徐々に膨らみ、誰
彼ともなく路上に落ちていた石やレンガを拾って握って、その規模は 5,000 人にまで拡大
していった。叫び声も市警察への憎悪が露わになって、ついには「市警察官を殺して、工事
現場を破壊しよう」との過激な内容に変わっていった。事態を察知したビワンディー市警察
は現場に急行し、デモの参加者に催涙ガスを発射して、解散させようとした。だが、デモ参
加者は解散することなく、工事現場に侵入して、資材を破壊していった。シンディ市警察次
官が工事現場に到着すると、暴徒化したデモの参加者に四方を取り囲まれ、ショベルで殴打
された。シンディ市警察次官は頭部に重傷を負って救急搬送された［Rambhau Mhalgi 
Prabohini 2006：26］。ムスリム住民による移設工事反対デモ運動は、2006 年 7 月 5 日に
5,000 人規模にまで拡大していた。参加者が叫ぶスローガンは、工事の中止を訴えたものか
ら次第に加速化し、警察への殺意を露わにした殺害内容に変わり、警察への憎悪が表出した。
デモ参加者は市警察の催涙ガスによる制圧にも解散せず、一部が暴徒化して工事現場を破
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壊し、また市警察次官を殴打し、重傷を負わせた。 
デモの参加者と市警察側の暴力の応酬によって、34 人の警察官が重傷を負った。州予備
警察隊は暴徒に向けて 20 発の発砲を行った。この発砲によって、2 名のムスリムの参加者
が射殺され、9 名が負傷した。発砲の後、デモに参加していた住民は四散し、事態は収束し
た［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：27］。市警察側はシンディ市警察次官が負傷した後、
指揮系統が混乱し、暴徒からの殴打で 34 人の警察官が負傷して機能不全に陥った。州予備
警察隊による無差別発砲で、2 名のムスリムのデモ参加者が射殺され、9 名が負傷して、デ
モの参加者は解散した。州予備警察隊の発砲によって、デモ参加者が解散して、暴動は収束
した。だが、ムスリム住民の間では 2 名のデモ参加者が射殺されたことに怒りが高まり、報
復を企図する動きが見られた。 
2006 年 7 月 5 日午後 9 時頃、タネー市警察から応援に駆け付けていた巡査部長のジャグ
タップ（Ramesh Jagtap）と巡査のガングルディ（Balu Gangurde）の 2 人はバイクに乗
って、市中の巡回を行っていた。すると、2 人はヴァンジャルパティ（Vanjarpatti）地区に
ある市警察署の傍で、州の公共バスが放火され、炎を上げているのを発見した。この警察署
の傍では、60 人ほどのムスリム住民が集まって、警察車両を破壊していた。バイクを止め
て、破壊行為を凝視していた警察官の姿に気づくと、ムスリムの暴徒たちは、口々に「あの
警察官を捕まえて、殺そう」と叫びながら、2 人をめがけて投石を行った。2 人の警察官は、
バイクから引きずり降ろされ、暴徒が手にしたナイフ、なたや鉄の棒を手に取って四方から
襲撃を加えた。2 人が乗っていたバイクには石油がかけられた後、火が放たれた。暴徒は、
暴行を受けて意識を失った 2 人の制服を脱がせ、燃えさかる州の公共バスの炎の中に放り
投げ、2 人を荷車に載せて、付近の川に遺棄しようと運んでいた。そこに別の警察車両が到
着すると、暴徒たちは荷車を路上に放置して、散り散りに逃走していった。この 2 名の警察
官の死因は、頭がい骨骨折による脳出血と判明した。さらに、全身には鋭利な刃物による刺
し傷が見つかった［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：27-29, 61-63］。暴徒化したムスリ
ム住民は、2 人の警察官を見つけると、投石を行い、武器を携えて暴行を加えた。2 名の警
察官の殺害は、同日午後に発生した発砲で射殺されたムスリム住民への報復と言えよう。殺
害された 2 名の警察官は、タネー市警察所属で、移設工事にも発砲にも関与していなかっ
た。ただ同じ州警察の制服をまとって巡回していただけで、無分別に殺害された。ムスリム
の暴徒による殺害行為は残忍極まりないものであった。いかにムスリム住民の警察に対す
る不信と憎悪が激しいものであったのかが表出した事件であった。 
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RMP による聞き取り調査から、この 2 名の警察官の殺害を実行したのは、ビワンディー
在住の 10 代から 20 代のムスリム住民のグループと推定された。だが、市警察による捜査
では容疑者は特定されていなかった。事件当時、多くのムスリム住民が暴行の様子を傍観し
ていたものの、誰一人として市警察に事件の発生を通報する者はいなかった。唯一判明した
のは、暴行に使われたナイフ、なた、鉄の棒が、この地区にあるスクラップ置き場の店主に
よって準備されていたことであった［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：28-29］。暴徒化
したムスリム住民は若者グループであったが、犯人の特定は困難を極めた。多くの周辺住民
が事件の一部始終を目撃していたが、警察に通報する者はおらず、捜査においても容疑者を
特定する有用な情報は寄せられずに、逮捕されることはなかった。暴行事件で使用された凶
器は事前に準備されていた。つまり、暴行事件は突発的ではなく、周到に準備されていたわ
けである。この警察官 2 名の殺害は、ムスリム住民が射殺された報復行為として正当化さ
れ、容疑者の隠ぺいを容認する状況にあったと推定できる。したがって、ムスリム住民の間
には、警察不信の高まりから悪化した小規模暴動の発生によって、かつてコミュニティ・ポ
リシング活動で培われていたはずの秩序維持の行動を遵守する動きは見出されなかったの
である。 
タネー市警察長官のシヴァナンダーンは、2006 年暴動事件における 2 名の警察官の殺害
は忌むべき事態だが、この事件によりヒンドゥーの警察官がムスリム住民に対して偏見を
持たないよう、そしてニザームプル警察署の移転工事は続行することを明言した 
［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：42-43］。しかし、2006 年以降、移設工事は遅々とし
て進まなかった。 2006 年暴動事件以降、移転工事は中断していたために、ニザームプル警
察署は 2008 年 7 月に再び浸水被害を受けた。ニザームプル警察署の警察職員は、被災した
ビワンディー市内を取材に訪れた報道メディアに対して、毎年モンスーンの時期に浸水被
害を受けており、その都度署内から記録文書、事務用品を運び出さなければならないと苦言
を呈していた［Nikade 2008］。タネー市警察長官のディーレ（Anil Dhere）によると、州
政府は移転工事の続行を宣言したものの、2009年 10月に実施される州議会選挙において、
政権与党の会議派が支持を維持するために、ムスリム票の獲得を見込んでおり、その一環と
して移設工事を中断していたという。ディーレは中断している移転工事の是非をめぐって、
早急に会合を開催すべきだと述べた［Rangnekar 2008］。だが、2013 年 7 月には再びモン
スーンの時期にニザームプル警察署は浸水したと報じられるなど［Tandel 2013］、2009 年
10 月の州議会選挙で会議派政権が存続した後も移設工事は中断したままとなっていた（写
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真 4－3）。 
ニザームプル警察署の移設工事は、2006 年 7 月の小規模暴動の発生を受けて中断し、そ
の状態は 2013 年においても継続していた。そのため、例年のように雨期になると浸水被害
を受けて、機能が停止していた。暴動事件から 7 年を経ても、なお移設工事が中断していた
のは、2006 年暴動事件の影響が色濃く残っていたためと考えられる。もはや市警察と住民
の協力関係は衰退し、もし工事を断行すれば、再び住民側から反発を受けることは必至であ
った。州政府はムスリム住民の心情を再び傷つけ、暴動事件が再発することを危惧し、また
州議会選挙でのムスリム票の獲得を当て込んでいたために、工事は中断されたままであっ
た。こうした行政側の思惑が絡んで、市警察と住民との間での協議も行われないままに工事
は放置された結果、2013 年 7 月にニザームプル警察署は再び浸水して、法執行活動を展開
できず、市警察の機能停止に至ったのであった。 
 
写真 4－3：2013 年 7 月に浸水したニザームプル警察署 
 
 
 
 
 
 
 【出典】［Tandel 2013］. 
 
成功から失敗へ―モハッラー・コミッティの瓦解 
2006 年 7 月に発生した小規模暴動によって、市警察とモハッラー・コミッティのメンバ
ーの間で構築されてきた協力関係が衰退し、かつコミュニティ・ポリシング活動がすでに消
滅していたことが判明した。その背景には、1990 年代後半以降にその活動の核である会合
開催が不定期化して、住民も市警察も暴動の予防に関心を払わないようになって、次第に形
骸化していった。これを裏付けるのが、2 人の住民の発言である。 
RMP は 2006 年暴動事件後にビワンディー市在住のモハッラー・コミッティのメンバー
の一人であるゴーパール・シン（Gopal Singh）への聞き取り調査を行うと、モハッラー・
コミッティはすでにコミュニティ・ポリシング活動を遂行する力を有していなかったこと
 308 
 
を見出した。そのうえで、RMP はかつて 1990 年代前半にモハッラー・コミッティが達成
した暴動予防の試みが、実際には誇大に喧伝された活動に過ぎなかったと結論付けた
［Rambhau Mhalgi Prabohini 2006：35, 51］。加えて、ビワンディー市在住のヒンドゥー
で食料雑貨店を営むシェッティ（Achyut Shetty）は、2006 年暴動事件直後の 7 月 10 日
に、ニューデリーに拠点を置く報道局 NDTV の取材に対して、モハッラー・コミッティの
形骸化について発言した。シェッティは「9 割のモハッラー・コミッティは、すでに暴動予
防の機能を停止してしまった。住民の誰も、その存在に注意を払う者はいない。こうした状
況が市警察とビワンディー住民との間に亀裂を生じさせてしまった」と述べた146。 
RMP が行ったモハッラー・コミッティのメンバーであるシンへの聞き取り調査の結果、
2006 年 7 月の時点でモハッラー・コミッティが機能していなかったこと、そして住民もす
でにモハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動に関心を払っていなかったこ
とが実証された。 
モハッラー・コミッティを創設したコープデーは 2006 年暴動事件の発生について、シン
ディ市警察次官が市警察の関連施設を建設することばかり執心しており、市警察と住民と
の協力関係が潰えた結果だとみなしていた［Khopade 2010：310-311］。コープデーは、シ
ンディ市警察次官をはじめとする市警察側が組織の利益を追求することに執心しており、
住民をめぐる問題を顧みることなく、モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング
活動が構築してきた市警察と住民の間の協力関係が消失した結果、暴動の発生に帰結した
と捉えていた。 
筆者は 2010 年 4 月に初めてコープデーへの聞き取り調査を実施した。その際に、コープ
デーはモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は消滅したと明言して
いた。コープデーは、わずかな住民がモハッラー・コミッティに参加してだけだが、いまだ
にビワンディー市には、暴動につながる住民の諍いや宗教コミュニティ間の対立が潜在し
ており、今後も 2006 年事件のような、危機的な状況がもたらされる恐れがあると述べた147。
この発言を裏付けるように、筆者が 2010 年 4 月にビワンディー市を訪れた際に接触できた
モハッラー・コミッティのメンバーは、ムスリム住民のサラフッディーン・シェイク
（Salahuddin Shaikh）のみであった。シェイクは 1990 年の創設当時より活動に参加して
おり、モハッラー・コミッティの活動目的について、市警察と住民の相互理解を促し、市警
                                                   
146 “Bhiwandi falls prey to hardline politics”. NDTV（ニュース映像）. July 10, 2006.   
147 2010 年 4 月 6 日、スレーシュ・コープデーへの聞き取り。 
 309 
 
察に対する人々の恐怖心を取り除くことであると述べた148。しかしながら、シェイクは実際
にどのような活動に参画していたのか、その実態は不透明であり、かつビワンディー市警察
およびモハッラー・コミッティのいずれも活動報告書などの可視化された情報公開を行っ
ていなかった。2010 年 4 月における筆者のビワンディー市での聞き取り調査からも、2006
年暴動事件時の住民の発言や 2010 年 4 月のコープデーの発言と同様に、モハッラー・コミ
ッティによるコミュニティ・ポリシング活動が消滅状態にあったことを確認した。 
2005 年 7 月にニザームプル警察署が浸水被害を受けたことで、移設工事は不可欠であっ
たが、シンディ市警察次官は住民への説明責任を果たさず、工事を強行した。しかも、州公
有地である移設先は長期間放置されており、その間にムスリム住民が墓地として利用して
いた。シンディ市警察次官は工事を反対していたムスリムに、脅迫とも受け取られる通達を
発しており、警察リーダーの言動が警察不信に拍車をかけていくこととなった。ムスリム住
民と熟議を重ねていれば、ムスリムの墓地の改葬や他の私有地の買収といった妥結を図る
ことも可能であったと考えられる。しかしながら、この時点で市警察と住民とのコミュニテ
ィ・ポリシング活動は停止していたため、結果として移設工事をめぐって市警察と住民間で
の諍いが生じ、デモ参加者からは市警察の殺害をほのめかすスローガンが叫ばれ、憎悪犯罪
へと悪化した。モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動が機能していなか
ったため、市警察はデモ参加者に発砲し、武力によって制圧した。しかし、武力による制圧
は警察への暴力による報復につながった。この暴動事件は、市警察とムスリム住民の間での
諍いが、警察への不信の増幅とともに憎悪犯罪、そして警察とムスリム住民間での小規模暴
動へと進展しており、ここに暴動ベクトルの悪化が見出された。暴動の再発という状況を踏
まえると、ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動
が失敗に陥ったと評価することが妥当であろう。 
 それでは、なぜモハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動は消滅したので
あろうか。その理由は、コミュニティ・ポリシング活動の遂行における警察と住民の協力関
係の在り方に起因していた。市警察次官のコープデーが創設を主導し、住民の代表者である
メンバーを選出するなど、市警察が中心になって活動を展開したことが挙げられる。確かに
1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけてバーブル・モスク破壊事件、ムンバイー暴動事件が
発生した時期には、コープデーの後任であるポールは予防拘禁、暴動状況の訓練、病院・消
                                                   
148 2010 年 4 月 15 日、サラフッディーン・シェイクへの聞き取り。 
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防・市自治体との連携、情報統制といった一連の暴動発生時の緊急対応を講じ、かつモハッ
ラー・コミッティのメンバーとともに巡回を行って、暴動予防に効果をもたらしており、成
功と評価できる。創設者のコープデーと後任のポールのリーダーシップの下にコミュニテ
ィ・ポリシング活動は遂行され、目的を達成していたわけである。だが、ビワンディー市で
は主体的にコミュニティ・ポリシング活動を牽引する住民リーダーが不在であり、かつ創設
時から一貫して警察のリーダーシップの下に主導されてきた。そのために、コミュニティ・
ポリシング活動の目的と理念が住民側に十分に伝わっていなかった。つまり、モハッラー・
コミッティのコミュニティ・ポリシング活動は、あくまで市警察が主導しており、住民の要
望を組み込んだ形で展開していたわけではなかった。モハッラー・コミッティのコミュニテ
ィ・ポリシング活動が持続するか否かは、市警察次官のリーダーシップに依存していたわけ
であり、住民の参画は受動的なものにとどまっていた。 
モハッラー・コミッティの活動は市警察が主導してきたために、暴動発生の危機が薄れる
につれ、市警察次官が任期交替していくなかで、いつ発生するとも知れない暴動に対して通
常の職務時間を割いて予防活動を行うことへ懐疑的な動きが現れてきた。1990 年代後半以
降には、暴動発生の危機意識が希薄になるにつれ、市警察とモハッラー・コミッティとの会
合開催は不定期化して市警察と住民との協力関係も滞り、監視・巡回も行われなくなって、
コミュニティ・ポリシング活動は形骸化していった。コミュニティ・ポリシング活動の衰退
によって、再び住民の間では警察不信が高まって、秩序維持の行動も遵守されなくなった。
そして、2006 年に市警察と住民間の諍いが発生すると、住民側による憎悪犯罪から暴力の
応酬に進展し、死者 4 名を出す小規模暴動へと悪化した。 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティの事例から明らかになるのは、警察が住民にコ
ミュニティ・ポリシング活動の目的を明示し、主体的な参画を促さなければ、いずれ住民は
四散して、秩序維持の行動は遵守されないようになる。コミュニティ・ポリシング活動が結
実することでもたらされてきた多文化主義的な共生は衰退していく。コミュニティ・ポリシ
ング活動に対して、住民からの協力を得るには、警察が監視・巡回を通じて、水道および電
力の安定供給、交通整備といった住民の抱える問題を解決して、生活改善を図ることが求め
られる。つまり、コミュニティ・ポリシング活動が急ごしらえで機能しないのは、日常的か
つ持続的な住民との接触が活動の核となっており、警察不信の回復は短期間では醸成しえ
ないからである。コミュニティ・ポリシング活動を持続するには、住民リーダーの存在と住
民の組織化が非常に重要であり、警察が活動目的を明示してこそ、その警察と住民との協力
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関係は構築されうる。住民がコミュニティ・ポリシング活動の理念と目的を理解するには、
警察側の住民への継続した働きかけが不可欠と言えよう。警察と住民の協力関係が弱体化
していくと、コミュニティ・ポリシング活動はいずれ瓦解へと帰結するのである。 
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第 5 章 インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の成否要因  
 
本章では、インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動を成功した事例と失敗した事例
に分け、暴動予防とその効果について分析する。本稿ではすでに第 3 章にてマハーラーシ
ュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストを成功事例とし
て、第 4 章にてマハーラーシュトラ州ビワンディー市のモハッラー・コミッティを失敗事
例として、それぞれ分析してきた。そこで、第 5 章ではマハーラーシュトラ州の 2 事例に
加えて、議論を深めるために、インド全国で実態が確認された 5 事例のコミュニティ・ポリ
シング活動を分析する。第 1 節では、成功した事例としてマハーラーシュトラ州ムンバイ
ー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト、タミル・ナードゥ州のフレンズ・
オブ・ポリス運動、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画を論じる。第 2 節で
は、失敗した事例として連邦直轄領デリーの自警団計画、マハーラーシュトラ州ビワンディ
ー市のモハッラー・コミッティ、西ベンガル州コルカタ市の革新的ポリシング計画、そして
マディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティをそれぞれ
挙げる（地図 5 参照）。 
本稿において、成功と失敗の 7 事例について分類したポイントは、住民の参画の有無で
ある。コミュニティ・ポリシング活動を分析すると、これら 7 事例には警察と住民の関係が
成否を分ける鍵であり、成功した事例は住民参画型として、失敗した事例は警察主導型とし
て分類できる。インドの 7 事例における差異は、本稿が導出したコミュニティ・ポリシング
活動の 6 つの構成要素について分析した結果、住民参画型と警察主導型に分類できると判
断した。本稿でのコミュニティ・ポリシング活動の 6 要素とは、すでに論じてきたように
a）監視・巡回、b）警察および住民のリーダーシップの存在（警察／住民）、c）住民の組織
化、d）生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動、の 6 要素から構成され、すべ
ての要素が機能している状態をコミュニティ・ポリシング活動の結実として概念化する。コ
ミュニティ・ポリシング活動の起点は、a）監視・巡回、の行動をつうじ、活動に参加する
警察と住民の間に b）リーダーシップの存在（警察／住民）が芽生え、住民のリーダーシッ
プによって c）住民の組織化、がなされる。住民の参画によって、住民の抱えた問題が発現
すると、その解決に向けて警察と住民が問題解決に取り組むことで、d）生活改善、が達成
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され、徐々に e）警察不信の回復につながり、警察および住民の間に f）秩序維持の行動が
もたらされ、多文化主義的な共生の促進に帰結する。 
 
地図 5：インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の 7 事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［map.comersis.com. “Vector map of Indian states with names and boundaries”. 2014. 
http://cmap.comersis.com/carte.php?carte=cm4f276051t（2015 年 8 月 1 日閲覧）］に筆者加
筆。 
 
これらコミュニティ・ポリシング活動の 6 要素は、安全、諍い、犯罪、小規模暴動、大規
模暴動の段階からなる、インドの暴動ベクトルの予防と連関している。 
本稿ではすでにマハーラーシュトラ州のモハッラー・コミッティおよびモハッラー・コミ
ッティ・ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシング活動について、第 3 章と
第 4 章にて論じてきたが、第 5 章では他州との事例比較という観点から、検討を加える。
本稿ではマハーラーシュトラ州の 2 事例を通じて、インドのコミュニティ・ポリシング活
マハーラーシュトラ州 
ビワンディー市：モハッラー・コミッティ 
(Ch.4, Ch.5-2-2) 
ムンバイー市：モハッラー・コミッティ・
ムーブメント・トラスト(Ch.3 Ch.5-1-1) 
ケーララ州 
ジャーナマイシュリ・
スラクシャ計画 
(Ch.5-1-3) 
 
タミル・ナードゥ州 
フレンズ・オブ・ポリス運動 
(Ch.5-1-2) 
 
西ベンガル州コルカタ市： 
革新的ポリシング計画 
(Ch.5-2-3) 
 
マディヤ・プラデーシュ州 
ナールシングガール市： 
ナガル・ラクシャ・サミティ 
(Ch.5-2-4) 
 
連邦直轄領デリー： 
特別警察官および自警団計画 
(Ch.5-2-1) 
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動の成否を分析する枠組みが構築された。そこで、活動の実態が確認された 5 事例を加え
て、インドのコミュニティ・ポリシング活動への総合的考察を加える。 
 第 1 節において議論を展開する成功と評価した 3 事例は、コミュニティ・ポリシング活
動による犯罪予防および暴動予防とその効果がもたらされ、かつ活動が持続していた。その
成功の背景には、警察が住民の参画を促しており、住民参画型と分類することができる。第
2 節の失敗と判断された 4 事例は、コミュニティ・ポリシング活動が実態を伴わなかった
り、犯罪予防および暴動予防とその効果が発揮されなかったり、という結果が得られた。そ
して、いずれの事例も活動が瓦解してしまった。その背景には、警察自らが有意選出した住
民のみを活動に関与させ、住民の参画に門戸を開放せず、警察の独断が横行し続けたためで
あったことが見出される。 
本章では、インドで 1980 年代から着手されてきた 7 事例のコミュニティ・ポリシング活
動について、第 1 節では、「なぜ成功したのか」という観点から、第 2 節では「なぜ失敗に
終わったのか」という観点から、成否要因を導き出す。その分析においては、コミュニティ・
ポリシング活動の 6 つの構成要素に基づいて論じることとする。 
 こうした分析を踏まえて、第 3 節では、インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の
特徴と課題について考察を加える。インドで遂行されてきたコミュニティ・ポリシング活動
の実践への分析を通じて、特徴と課題を浮き彫りにする。コミュニティ・ポリシング活動の
全国的な拡大や制度化の方向性について議論を深化する。 
 
第 1 節 インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動（I）成功事例 
 
第 1 節では、コミュニティ・ポリシングの成功例として 3 事例を論じる。それらに共通
するのは、創設に携わった警察がコミュニティ・ポリシング活動への住民参画を促し、住民
と緊密な関係を維持しつつ、生活改善に重点を置いた住民主導の活動が遂行されてきたと
いう点である。コミュニティ・ポリシング活動に対して、広く住民の参画を促した結果、犯
罪予防および暴動予防の効果をもたらしたとの仮説を立てる。本節では、マハーラーシュト
ラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト、タミル・ナードゥ
州のフレンズ・オブ・ポリス運動、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ・サミテ
ィにおけるコミュニティ・ポリシング活動を成功事例とみなしている。成功事例に共通して
いたのは、本稿が導出したコミュニティ・ポリシング活動の 6 つの構成要素、a）監視・巡
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回、b）警察および住民のリーダーシップの存在（警察／住民）、c）住民の組織化、d）生活
改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動、が機能していたという状況である。加えて、
これら 3 事例はコミュニティ・ポリシング活動において、住民の参画が一定程度確認され
ており、住民のリーダーシップおよび組織化の確立、犯罪および暴動の予防へと帰結してい
た。本節では、これら 3 つの成功事例を検討することで、成功に結び付く状況、予防活動に
おけるポイント、コミュニティ・ポリシング活動にとって核となる構成要素を考察すること
が目的である。 
 
（1）マハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト 
 本稿第 3 章にて、すでに論じてきたマハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・
コミッティ・ムーブメント・トラストが創設された背景には、1992 年 12 月から 1993 年 1
月にかけて発生した 2 度の大規模暴動、さらに 1993 年 3 月に勃発した連続爆弾テロ事件が
起因していた。短期間での暴動とテロ事件の連発によって、ムンバイー市ではヒンドゥーと
ムスリムの住民間、そして住民と警察の間で、不信と憎悪が頂点に達していた。そこで、
1993 年 4 月にムスリムの市長官、市警察および住民のリーダーシップの下にモハッラー・
コミッティ・ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシング活動を着手した。 
 モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストについては、市警察のリーダーシップ
およびムスリム、ヒンドゥー、クリスチャンそれぞれの住民のリーダーシップによる主体的
参画によって、生活改善と多文化主義的な共生の促進を中核とした成功事例として分析し
てきた。表 5－1「マハーラーシュトラ州ムンバイー市のコミュニティ・ポリシング活動へ
の総評」では、コミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づいて、モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメント・トラストへの評価を加えている。モハッラー・コミッティ・ムーブ
メント・トラストは 2014 年時点でムンバイー市内の 41 区域の市警察署を拠点として、住
民リーダーであるファシリテーターがコミュニティ・ポリシング活動を展開していた。ムン
バイー市内にある 88 の警察署のおよそ 4 割弱がモハッラー・コミッティ・ムーブメント・
トラストと明確に連携関係を構築していた。モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラ
ストのコミュニティ・ポリシング活動は、41 区域を担当する住民リーダーのファシリテー
ターが地域ごとの状況に応じた展開を行ってきた。したがって、本稿の提起する構成 6 要
素が必ずしも 41 すべての区域で遂行されていたわけではない。表 5－1 は、ムンバイーで
のそれぞれの区域から報告を受けた事例を総括したものとなっている。 
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表 5－1：マハーラーシュトラ州ムンバイー市のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
構成要素 構成要素の
有無 
予防活動による行動 総合的な評価 
（a）監視・巡回  
○ 
モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメ
ント・トラスト 
 
 
 
住民リーダーによる祝
祭時の監視・巡回 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住民リーダーが住民と
ともに路上清掃を実
施、クリーン作戦とし
て違法薬物の売人、売
春婦、物乞いを一層 
2010 年 10 月にヒン
ドゥーの祝祭時に泥
酔したヒンドゥー住
民が寺院に侵入して、
住民間の諍いが発生
するも、ムスリムの住
民リーダーが身柄を
確保し、警察署に連
行。犯罪への悪化を予
防 
 
売春婦や薬物を乱用
した物乞いによる徘
徊が見られなくなり、
地区内の治安は回復 
 
（b）警察および
住民のリーダー
シップ 
 
○ 
モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメ
ント・トラスト 
警察および住民リーダ
ーによる創設 
 
 
 
 
 
市警察および住民リー
ダーによる会合開催 
 
 
女性苦情相談所の運営 
 
 
ムスリムの市長官に
よる創設への提言 
ヒンドゥー、クリスチ
ャンの警察リーダー
および住民リーダー
の創設 
 
毎月第 3 木曜日に定
例会合にて、担当区域
の状況と要望を報告 
 
女性の住民リーダー
による家庭内暴力や
婚姻関係をめぐる問
題の解決 
（c）住民の組織化  
○ 
モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメ
ント・トラスト 
 
 
 
警察と住民との会合開
催 
 
 
 
 
住民リーダーによる住
民の組織化 
 
 
 
 
 
警察と住民のリーダー
によるクリケット大会
の開催 
 
警察リーダーが住民
リーダーおよび一般
住民と定期的に会合
を行って、警察への苦
情と要望を把握 
 
シンボルマークの掲
揚、定例会合、クリケ
ット大会、無料健康診
断、ヒンドゥーとムス
リムの宗教祝祭を共
同開催 
 
ヒンドゥー、ムスリ
ム、クリスチャンの住
民を選手として参加
させ、相互交流を促進 
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住民リーダーが毎年
10 月に市警察ととも
にコミュナル・ハーモ
ニー・ウィークを開催 
 
 
住民リーダーによる多
文化主義的な共生を主
題とした自主映画の制
作と上映 
 
宗教コミュニティ間
の安全な共生を訴え
た絵画、演劇、スピー
チ大会を開催。警察リ
ーダーが講演 
 
スラム地区で住民リ
ーダーがクリケット
大会やイベントにお
いて上映。多文化主義
的な共生をアピール 
（d）生活改善  
○ 
モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメ
ント・トラスト 
住民リーダーと住民と
の会合開催 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住民リーダーによる
PC センターの運営 
 
 
女性の苦情相談所の開
設 
 
 
 
 
住民リーダーによる弱
者層への生活支援 
電力および水の安定
的供給、失業といった
状況と要望を把握。自
治体にインフラ整備
を伝達。失業者のスト
レス発散のためにバ
レーボールコートや
卓球台を設置して開
放。職業訓練と開業支
援。 
 
ムスリム集住地区で
の PC 操作技能習得
による就労支援 
 
女性の住民リーダー
が問題を抱えた女性
への相談に応じ、問題
解決によってエンパ
ワーメントを図る 
 
住民リーダーが無料
の健康診断を定期的
に開設、食事や衣類の
現物支給および就職
を斡旋 
（e）警察不信の
回復 
 
○ 
モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメ
ント・トラスト 
創設時に市警察長官が
ムスリム住民と複数回
の会合を開催 
 
 
 
市内全 88 か所の警察
署が参加したクリケッ
ト大会の開催 
 
 
 
 
 
 
 
対話を繰り返し、市警
察とムスリム住民の
間の軋轢を把握、ムス
リム住民のリーダー
シップの確立 
 
警察官がキャプテン
となって、ヒンドゥ
ー、ムスリム、クリス
チャンの住民と混成
チームを結成、参戦。 
試合会場で警察官が
住民とともに観戦し
つつ、要望や状況を把
握。住民の畏怖を払拭 
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【出典】［筆者作成］。 
 
（a）監視・巡回 
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストにおいて、監視・巡回は直接的な暴動
予防を達成するうえで、重要なコミュニティ・ポリシング活動の一つであった。なぜならば、
ムンバイー市を含むマハーラーシュトラ州では、暴動ベクトルの起動が多く確認されてき
7 地区の警察署内での
女性苦情相談所の開設 
 
 
 
 
 
ムスリム集住地区での
PC センターの運営 
住民が警察署を訪問
することで畏怖を払
拭。家庭内暴力や住民
間の諍いが犯罪化し
た場合には警察が介
入して解決 
 
警察官がムスリム住
民とともに PC 操作
を習得。センターで警
察と住民が多文化主
義的な共生をテーマ
とした討論会を開催
して意見交換 
（f）秩序維持の行
動 
 
○ 
モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメ
ント・トラスト 
警察および住民リーダ
ーによる暴動予防活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住民リーダーによる住
民間の諍いへの介入 
 
1995 年 4 月に 1992
年 12 月から 1993 年
1 月のムンバイーで
の大規模暴動を主題
とした映画の上映反
対運動が激化。暴動発
生が予兆されたが、住
民リーダーが映画を
先んじて鑑賞して、運
動を行っていた住民
グループと対話して、
暴動を予防。 
2002 年 2 月末から 3
月にかけてグジャラ
ート州で大規模暴動
が発生した時期、世界
ヒンドゥー協会によ
る扇動に応じないよ
うに呼びかけ。 
警察と住民リーダー
はともに多文化主義
的な共生をアピール
するための行進を組
織化 
 
迷惑行為をめぐって
ヒンドゥーとムスリ
ムの家族間での諍い
に介入して停止、対立
を沈静化 
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た暴動州であり、実際に諍いや犯罪を放置することで、暴動へと悪化してきたためである。
しかしながら、住民間の諍いが常態的に発生する傾向にあっても、必ずしも警察の監視の目
が届くわけではない。ゆえに住民リーダーが監視・巡回を行うことで、諍いを発見して、犯
罪から暴動へと悪化することを食い止めてきた。 
2010 年 10 月には、アジア最大のスラムと称されていたダーラヴィー地区では、ヒンド
ゥーの祝祭時に泥酔したヒンドゥー住民のグループが寺院に侵入したために住民間の諍い
が発生した。祝祭時に、地区内の巡回を行っていたムスリムの住民リーダーは、泥酔したヒ
ンドゥー住民の身柄を確保し、地区の市警察署まで連行した。その後、警察官とともに身柄
を確保した住民グループに翌朝まで付き添い、彼らの酔いを醒まして、解散させた。本稿第
1 章において、宗教祝祭がヒンドゥー・ナショナリストによる扇動であったり、住民間の諍
いから暴動へと悪化する特徴を有していたことを明らかにした。つまり、宗教祝祭という住
民が特に激しやすい状況下で、泥酔したヒンドゥー住民が寺院に乱入するという迷惑行為
を行っていたわけであり、これが放置されれば、住民間の諍いから、暴力の応酬へ、そして
暴動へと悪化することも予兆された。しかし、居住区の状況を把握している住民リーダーが、
監視・巡回を行っていたために、住民間の諍いにも即座に介入できたのである。ヒンドゥー
の祝祭時に発生した住民間の諍いに対して、ムスリムの住民リーダーが市警察とともに沈
静化させた事例であった。 
 加えて、2012 年 11 月にマヒーム地区のムスリムの住民リーダーが、市警察統合長官に
事前に状況を報告した後に、地区の住民とともに路上清掃を実施、クリーン作戦として違法
薬物の売人、売春婦、物乞いを一掃していた。この作戦の結果、マヒーム地区では路上に散
乱していたゴミもなくなり、また売春婦や薬物を乱用した物乞いによる徘徊が見られなく
なり、地区内の治安が回復していた。 
 
（b）警察および住民のリーダーシップ 
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストは、1993 年 6 月に警察および住民の
リーダーシップの下に創設された。創設には、1992 年 12 月から 1993 年 1 月の短期間で発
生した 2 度の大規模暴動を経て、ムスリムのコラキワーラー市長官がビワンディーでのモ
ハッラー・コミッティによる暴動予防の効果を踏まえ、ムンバイーでも創設するように提言
したという背景があった。ムスリムの市長官の提言に賛同し、ヒンドゥー、クリスチャンの
警察リーダーおよび住民リーダーが創設にあたった。創設の過程でムスリムのリーダーシ
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ップが発揮され、かつクリスチャンのリベイロ元市警察長官、ヒンドゥーのサハネイ市警察
長官、社会活動家のバールヴェーという、警察および住民リーダーが参画していた。これら
の創設メンバーが異なる宗教コミュニティに属していたという状況は、その後の活動方針
に色濃く反映されることとなった。モハッラ ・ーコミッティ・ムーブメント・トラストでは、
ムスリムの住民リーダーが中核となり、また異なる宗教に属する警察と住民が多文化主義
的な共生の維持のためにコミュニティ・ポリシング活動を展開していった。つまり、モハッ
ラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの最も顕著な特徴として挙げられるのが、この
創設段階から積み上げられてきた多様な参画の在り方である。暴動予防に効果を発揮した
ビワンディーの事例への調査を経て、創設の段階でヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの
警察と住民のリーダーシップの下に、いかに住民参画を促していくのか、熟慮されていた。 
加えて、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストでは、原則として毎月第 3 木
曜日に、警察リーダーのサハネイが所属するネルー・センターにて住民リーダーであるファ
シリテーターと、市警察副長官や市警察統合長官といった警察リーダーが参集し、定例会合
を行って、担当区域の状況や警察への要望について報告していた。この定例会合では、住民
リーダーが中心となって相互に情報および意見交換を行いながら、協議をつうじて、住民だ
けでは解決困難な諍いや犯罪につながる状況であると判断された場合には、警察リーダー
が介入にして、問題解決を図る場として役割を担っていた。 
 1997 年から、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの女性の住民リーダー
が市内 7 地区の警察署との協力の下に、女性に無料で法律相談を行う女性苦情相談所を運
営していた。女性の住民リーダーは相談者から家庭内暴力や婚姻関係をめぐる問題につい
て直接聞き取り、相談者の家族に勧告文を送るとともに、暴力や殺傷が想起される場合には
所属する市警察署に協力を依頼していた。女性苦情相談所での相談件数は、開設初年の 1997
年には 60 件であったものの、10 年を経た 2007 年には 1,022 件と増加しており、女性のエ
ンパワーメントを担う場として、住民の間で一定の評価と影響力を得てきたとみなすこと
ができる。 
 
（c）住民の組織化 
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストのコミュニティ・ポリシング活動は、
創設当初より市警察および住民リーダーが住民の組織化に注力してきた。したがって、警察
リーダーが住民リーダーおよび一般住民と定期的に会合を行って、警察への苦情と要望を
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把握しつつ、コミュニティ・ポリシング活動への牽引を図ってきた。同様に、ムスリムの住
民リーダーは、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの活動目的である宗教コ
ミュニティ間の共生をアピールするためのシンボルマークとスローガンを設定した。住民
リーダーは、担当区域の住民と定期的に会合を開催して、状況と住民側からの要望を把握し
て、その内容を毎月開催の定例会合で報告していた。合わせて、担当区域の市警察署と連携
して、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民からなる混成チームを編成してクリケッ
ト大会に出場していた。クリケット大会は警察と住民が、また異なる宗教に属する住民間が
それぞれスポーツを介して交流する機会をもたらしていた。さらに住民リーダーは、試合会
場を周辺住民に開放し、他にも無料健康診断や宗教祝祭を共同開催して、モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメント・トラストの存在意義と活動目的を周知し、住民の組織化を図ってい
た。 
イベントの開催については、住民リーダーは毎年 10 月に市警察とともにコミュナル・ハ
ーモニ ・ーウィークとして、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生を訴えた絵画、演劇、
スピーチ大会を開催したり、警察リーダーによる講演会を行って、集中的に住民の組織化を
展開していた。また、ダーラヴィー地区の住民リーダーは、多文化主義的な共生を主題とし
た自主映画を制作して、クリケット大会やイベントの開催の度に上映して、住民の組織化と
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの存在を周知していた。 
 
（d）生活改善 
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストは、住民リーダーが担当区域ごとに住
民に向けた社会活動を展開しており、住民参画を志向するうえで、コミュニティ・ポリシン
グ活動の中軸となってきた。住民リーダーと担当区域に居住する住民との間で開催されて
きた会合では、安定的な電力および清潔な水の供給などの要望、失業者の状況を聞き取り、
その後市自治体にインフラ整備についての依頼を要請していた。また、失業による不満から
住民間の諍いが発生していたために、ストレス発散の一環として、バレーボールコートや卓
球台を設置して、余暇活動を行う場として開放していた。さらに、失業者を対象として職業
訓練を行い、彼らに開業に必要な用具一式を支給するなどの就労支援を行っていた。同様に、
ムスリムの集住する地区に住民リーダーが運営する PC センターではパソコン操作技能を
習得することで、事務仕事への就職支援を行っていた。 
女性の住民リーダーが市内 7 か所の市警察署内で開設する女性苦情相談所では、家庭内
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暴力や婚姻関係について、問題を抱えた女性の相談に応じ、問題解決によって彼女たちの生
活改善につなげようと試行していた。弱者層への生活支援として、住民リーダーが無料の健
康診断を定期的に開設して健康増進を図る機会を設け、また路上生活者への食事や衣類の
現物支給および就職の斡旋をつうじて、生活改善を図っていた。 
 
（e）警察不信の回復 
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストが創設された背景には、1992 年 12 月
から 1993 年 1 月にかけて発生した 2 度の大規模暴動時に露呈した市警察の機能不全にあ
った。市警察は住民に対して無差別発砲や不当逮捕を繰り返し、時に暴徒とともに放火や略
奪に加担していた。そのため、暴動が制圧された後も、住民の間で警察への不信が高まって
いた。そこで、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの創設時には、市警察長
官を含む警察リーダーが住民と複数回にわたって会合を開催して、警察への苦情と要望を
聞き取り、対話を繰り返すことで、住民の間に広がっていた警察不信を腐蝕しようと努めて
いた。 
さらに、市内全 88 か所の警察署が参加したクリケット大会において、警察官がキャプテ
ンとなって、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャンの住民と混成チームを結成していた。ま
た試合会場では警察官が周辺住民とともに試合を観戦しつつ、要望や状況を把握するなど、
クリケット大会が警察に対する住民の不信と畏怖を払拭する場を担っていたとみなすこと
ができる。 
7 地区の市警察署内で開設されていた女性苦情相談所の存在によって、特に女性が警察署
を訪れることへの抵抗感を軽減し、家庭内暴力や住民間の諍いが犯罪化した場合には警察
が介入して解決を図る仕組みが構築されていた。同様に、ムスリム集住地区で運営されてい
た PC センターには、警察官が住民と同席して PC 操作を習得しつつ、センターで警察と住
民が多文化主義的な共生をテーマとした討論会を開催して意見交換を行うなど、警察と住
民が直接交流を重ねることで、警察不信の回復を図っていた。 
 
（f）秩序維持の行動 
本稿で提起した暴動ベクトルの起動において、住民間の諍いは初期の段階であり、コミュ
ニティ・ポリシング活動によって諍いに介入することで、犯罪および暴動へと悪化する移行
を断ち切ることが可能である。そのため、住民リーダーが日常的に発生する住民間の諍いを
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察知し、介入して解決を図ることが肝要である。モハッラー・コミッティ・ムーブメント・
トラストの女性の住民リーダーが宗教儀礼をめぐるヒンドゥーとムスリムの家族間での諍
いに介入し、ヒンドゥー側の迷惑行為を停止させて、双方との対話をつうじての多文化主義
的な共生を促し、事態の沈静化に帰着していた。住民リーダーの介入によって、ヒンドゥー
およびムスリムの住民が暴力に訴えることなく譲歩して、秩序維持の行動を遵守していた。 
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシング活動
では、警察および住民リーダーが暴動再発の予兆された危機時に秩序維持の行動を遵守し
ていた。1995 年 4 月には、かつて 1992 年 12 月から 1993 年 1 月にムンバイー市で発生し
た大規模暴動を主題とした映画『ボンベイ』の上映に対して、住民グループによる反対運動
が激化していた。実際にアーンドラ・プラデーシュ州ハイデラバード市では、映画の上映を
めぐって暴動が発生しており、ムンバイー市でも再発が予兆されていた。そこで、警察リー
ダーが上映延期を指示した後に、住民リーダーが映画を先んじて鑑賞して、対立を煽ったり、
特定の宗教グループを侮辱する内容ではないと確認した。住民リーダーは反対運動を行っ
ていた住民グループと対話して、暴力に訴えないように説得した結果、ムンバイー市では暴
動の再発は食い止められ、映画は平穏な状況下で上映されることとなった。 
 暴動再発の予兆は、2002 年 2 月末から 3 月にかけて、隣接するグジャラート州で大規模
暴動が発生した時期にも見られた。グジャラート州での暴動発生のきっかけをもたらした
ヒンドゥー・ナショナリストの世界ヒンドゥー協会の扇動は、同時期のムンバイー市におい
ても展開していた。そこで、市警察長官とモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラス
トの警察リーダーが報道メディアを通じて、住民に扇動には応じないように再三にわたっ
て呼びかけるとともに、市警察と住民リーダーは多文化主義的な共生をアピールするため
の行進を組織化した。ムンバイーでは2002年のグジャラート暴動の発生していた時期には、
暴動発生に影響を受けて住民間の諍いや犯罪の発生が散見されたものの、警察と住民リー
ダーによる連携したコミュニティ・ポリシング活動の結果、暴動の再発は予防された。暴動
再発の危機時においても、ムンバイー市の住民は秩序維持の行動を遵守するようになって
おり、1993 年から着手されてきたコミュニティ・ポリシング活動の効果が立証された時期
であった。 
 
 第 5 章第 1 節第 1 項では、マハーラーシュトラ州ムンバイー市で 1993 年に着手された
モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストについて、本稿の提起したコミュニティ・
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ポリシング活動構成 6 要素に着目し、その創設過程、特徴、予防行動のポイントを分析し、
成功事例としての総評を加えてきた。本稿でモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラ
ストを成功事例との評価を下しているのは、創設当初から警察と住民リーダーが住民参画
を促すために社会活動に中軸を置きつつ展開してきた結果、度々暴動再発の危機が迫って
いたにもかかわらず、暴動予防に帰結していたためである。成功につながった要因は、ヒン
ドゥー、ムスリム、クリスチャンの警察および住民リーダーが宗教の差異を超えた創設過程
にあり、彼らの存在が多文化主義的な共生を掲げていた活動目的を体現するものとなり、こ
うした方針は住民参画にも反映されていった。宗教の差異を超えてコミュニティ・ポリシン
グ活動に参画していった住民リーダーは、自らの担当区域の実情に応じて、警察と住民の調
整役を担いつつ、監視・巡回、イベントを通じた住民の組織化、女性のエンパワーメント、
就労支援を展開して、コミュニティ・ポリシング活動を牽引していた。警察と住民リーダー
は大規模暴動の後に住民の間で波及していた警察不信を払拭するために、1997 年から警察
と住民による混成チームでのクリケット大会を開催し、また市警察署内に女性苦情相談所
を開設するなど、警察が一般住民と交流する仕組みを創出していた。大都市圏のムンバイー
市において、必ずしも住民サービスが十分に行き届かない状況において、モハッラー・コミ
ッティ・ムーブメント・トラストの社会活動に中軸をおいたコミュニティ・ポリシング活動
が住民を救済する受け皿となっていたわけである。ムンバイー市において 1995 年および
2002 年に暴動再発の危機が迫った際に、警察および住民リーダーが円滑な予防活動を展開
できたのは、1993 年から着実に住民参画を拡大してきた結果であり、秩序維持の行動を遵
守して、多文化主義的な共生を促すことに寄与していたと言えよう。 
 
（2）タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動 
フレンズ・オブ・ポリス運動は、1993 年にタミル・ナードゥ州ラーマーナタープラーム
県（Ramanathapuram District）にて警察のリーダーシップの下に着手された。翌 1994 年
9 月になると、州政府が州内すべての県にフレンズ・オブ・ポリス運動を拡大するように発
令した。第 5 章第 2 節第 2 項では、タミル・ナードゥ州で 1993 年から着手されたフレン
ズ・オブ・ポリス運動のコミュニティ・ポリシング活動について分析する。分析に際しては、
ラーマーナタープラーム県でフレンズ・オブ・ポリス運動を創設した、クリスチャンでイン
ド警察職のフィリップ（Prateep V. Philip）警視が 2006 年に刊行した著作『フレンズ・オ
ブ・ポリス運動―事前予防による住民の保護に向けた手引き』（The Friends of Police 
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Movement, A Roadmap for Proactive People Proctection）および 2013 年の研究論文、現
地新聞記事に依拠する。本稿の提起するコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基
づいて、ラーマーナタープラーム県での1993年の創設から翌年に州内全域に拡大した過程、
特徴、予防行動のポイント、総合的評価を加える。 
 
タミル・ナードゥ州の暴動発生の状況 
 タミル・ナードゥ州は 2011 年センサスでは人口 7,214 万 7,030 人を抱え、インド南東部
に位置する。州都はチェンナイ市におかれ、地図 6 で示すように 30 の県で構成されている
（地図 6 参照）。 
 
地図 6：タミル・ナードゥ州 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Wikimedia Commons. “India Tamil Nadu location map.svg” . n.d. 
https://commons.wikimedia.org/wiki/File:India_Tamil_Nadu_location_map.svg 
（2015 年 8 月 14 日閲覧）］より入手の白地図を元に筆者作成。 
   
 タミル・ナードゥ州でのヒンドゥー・ムスリム間暴動は、本稿第 1 章ですでに述べたと
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ころだが、グラフとガルニエによる分析データにおいては、1997 年 11 月に発生した大規
模暴動が 1 件の暴動状況について挙げられていた。1997 年 11 月 29 日タミル・ナードゥ州
コーヤンブットゥール（コインバートル）（Coimbatore）市にて、ヒンドゥーの権益を訴え
る組織が、ムスリムの商店での不買運動を呼びかけたことを発端とする。こうしたヒンドゥ
ー・ムスリム間の緊迫した状況に加えて、ムスリムと州警察の間での対立が深める出来事が
起こった。ムスリムと州警察の関係が悪化したのは、1992 年 12 月 6 日のバーブル・モス
ク破壊事件を発端としていた。コーヤンブットゥール市ではムスリム住民がモスク破壊事
件に抗議していたが、同年 12 月 8 日に州警察が市内にあるモスクをめがけて無差別発砲を
行い、無実のムスリム住民に対して、警棒で殴打するという事件が発生していた。翌 1993
年 8月 8日にチェンナイ市にある民族奉仕団の事務所で 18人が死傷した爆破事件が発生す
ると、コーヤンブットゥール市内で容疑者として 16 名のムスリムがテロおよび騒乱行為防
止法（Terrorist and Disruptive Activities[Prevention] Act：TADA）の下に逮捕された。
コーヤンブットゥール市警察がムスリム青年に殺害されると、その報復として警察はヒン
ドゥー住民とともにムスリムの商店に放火して暴動へと悪化した。同年 12 月 1 日まで継続
し、死者 20 人を出す大規模暴動となった149［Graff and Galonnier 2013b：21-32］。 
グラフとガルニエによる暴動状況データにおいて、タミル・ナードゥ州では 1997 年 11
月から 12 月にかけての 1 件の大規模暴動について分析が行われていた。さらに、ヴァール
シュネーイーとウィルキンソンのデータセットによると、1950 年から 1995 年までの 45 年
間にタミル・ナードゥ州内で発生したヒンドゥー・ムスリム間暴動は 16 件であった
［Varshney and Wilkinson 2004：3］。年平均に換算すると 0.35 件であることからは、本
稿第 1 章で説明したグジャラート州、マハーラーシュトラ州、ウッタル・プラデーシュ州の
いわゆる暴動州と比べて、暴動発生の傾向が低いと見出される。したがって、タミル・ナー
ドゥ州では暴動の発生が低いがゆえに、暴動発生への警戒を怠ることはできないものの、コ
ミュニティ・ポリシング活動では犯罪予防の段階での注視が可能であったと考えられる。 
 
警察のリーダーシップによるフレンズ・オブ・ポリス運動の創設 
 本稿第 1 章ですでに論じたように、フレンズ・オブ・ポリス運動がラーマーナタープラー
ム県で創設された 1993 年とは、マハーラーシュトラ州ビワンディー市でモハッラー・コミ
                                                   
149 “An anti-Muslim pogrom, PUCL report on Coimbatore violence in late-1997”. Frontline（電子
版）. Vol. 15, No. 5, March 7, 1998.  
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ッティによる暴動予防の効果が立証された年であり、その成功を受けてムンバイー市でモ
ハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストが創設された年である。本稿で設定したイ
ンドの暴動発生の時期区分ではコミュニティ・ポリシング活動の導入時期の創始年と言え
る。 
1993 年にフレンズ・オブ・ポリス運動が創設されたラーマーナタープラーム県は面積
4,123 平方キロメートル、マンナール湾（Gulf of Manna）に面する（地図 7）。県都はラー
マーナタープラーム市で、マンナール湾に浮かぶ島嶼を含む 10 の市と 29 の村が属してい
る。コミュニティ・ポリシング活動が創設された 1993 年の時点で、ラーマーナタープラー
ム県の人口は直近の 1991 年のセンサスデータによると 114 万 4,040 人であった。 
 
地図 7：タミル・ナードゥ州ラーマーナタープラーム県 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Vari n.d.］. 
 
 ラーマーナタープラーム県でコミュニティ・ポリシング活動が開始したのは、1993 年の
ことで、インド警察職でフリップ県警視によってフレンズ・オブ・ポリス運動が創設された。
その背景には、タミル・ナードゥ州で発生した爆弾テロ事件があった。1991 年 5 月 21 日
にチェンナイから 40 キロ離れたカーンチプラーム県（Kanchipuram district）スリぺラン
ブドゥール（Sriperumbudur）市にて、州議会選挙で会議派の候補者を応援に訪れていたラ
ジヴ・ガーンディー元首相がタミル・イーラム解放のトラ（Liberation Tiger of Tamil 
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Eelam：LTTE）による自爆テロで暗殺された。自爆テロでは、9 人の警察と 18 人の住民が
死亡した［Saju 2011］。フレンズ・オブ・ポリス運動の創設者のフィリップは、当時副警視
としてラジヴ元首相の要人警護にあたっており、テロに巻き込まれて重傷を負った。病院に
運ばれるまでの間、一人の住民から手厚い介抱を受けたフィリップは、この住民の行動に謝
意と親しみを強く感じた。テロ事件の発生と住民から救命を受けた経験から、フィリップは
住民とともに法執行における役割と責務を共有する必要性を痛感し、フレンズ・オブ・ポリ
ス運動の着想を得たという［Philip 2006：107-108］。フレンズ・オブ・ポリス運動は、一
人の県警視の経験とリーダーシップによって創設された。タミル・ナードゥ州で発生した元
首相の暗殺事件に巻き込まれて負傷したフィリップ警視は、州内での安全と住民と法執行
活動を協働する必要性を強く志向していた。 
 フィリップがフレンズ・オブ・ポリス運動を創設した 1993 年には、タミル・ナードゥ州
においてカースト間の対立による治安の悪化が顕現しており、州警察には武力制圧に対し
ては即時の発砲が発令されていた［Banu 2013］。テロ事件やカースト間の対立といった治
安の悪化を踏まえて、フィリップは警察と住民の関係を密接に結びつけることを目的とし
て、フレンズ・オブ・ポリス運動の概念を発案した。警察と住民の関係が良好になることで、
相互の情報交換が可能となり、また警察が適切に法執行活動に従事する姿を目の当たりに
して、住民に抑圧的という警察の否定的なイメージを刷新することを意図していた［Philip 
2006：84］。フィリップがフレンズ・オブ・ポリス運動に求めていたのは、警察と住民の関
係改善であり、コミュニティ・ポリシング活動の構成要素のなかでも、警察不信の回復に重
点が置かれていたとみなすことができる。 
 フィリップはラーマーナタープラーム県警視として着任後に、自らのリーダーシップで、
コミュニティ・ポリシング活動に着手することを決定した。フレンズ・オブ・ポリス運動は
以下 10 項目の目的が設定されていた。1）警察にとっての敵対する存在と友人となる存在
を判別すること、2）カースト、信条、身分に関係なく、住民が警察との結びつきを確立で
きるように強化すること、3）住民に犯罪への意識啓発を図り、犯罪予防を可能にすること、
4）住民に責務という観念をもたらし、人間が持つ価値を学ぶこと、5）コミュニティ・ポリ
シング活動としてフレンズ・オブ・ポリス運動を展開し、住民の関与をつうじて犯罪予防を
行うこと、6）住民から法執行活動へのフィードバックを得る仕組みを構築すること、7）警
察と住民が定期的に面会することで地域に根差した情報網を形成すること、8）警察官の採
用を視野に入れた人材の育成、9）警察の法執行活動における可視化の増加、10）警察が従
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来行ってきた住民への侮蔑に満ちた法執行活動から、住民との同意に満ちた法執行活動を
遂行するとの印象に変えていくこと、以上が活動の目的として掲げられていた［Philip 
2006：86-87］。 
フィリップがフレンズ・オブ・ポリス運動で設定した目的からは、警察不信の回復が念頭
に置かれていたことに加えて、住民を組織化してコミュニティ・ポリシング活動への参画を
促して、将来的な警察官としての人材育成および確保の意味合いも含まれていた。確かに、
フレンズ・オブ・ポリス運動の住民メンバーから警察官へと採用された場合には、一般の警
察官に比べて、コミュニティ・ポリシング活動の方針と手法を理解し、住民との仲介役とし
ての役割を担うことがより容易となると考えられる。フレンズ・オブ・ポリス運動とは、テ
ロ事件およびカースト間の対立によって治安悪化が懸念されるなか、警察と住民が友人関
係を構築し、相互で法執行活動に連携することで、警察不信の回復と秩序維持の行動を遵守
することを目的としたコミュニティ・ポリシング活動と捉えられよう。 
 
警察のリーダーシップによる住民リーダーへの委任 
フィリップが 1993 年にラーマーナタープラーム県内全域で、フレンズ・オブ・ポリス運
動を創設するため、住民に向けて警察の法執行活動の支援を呼びかけた。メンバーの登録に
は、ラーマーナタープラーム県在住の 18 歳から 70 歳までの住民で、ボランティアによる
参加であること、民事および刑事裁判に関わっていないこと、識字能力を有することとの要
件が規定されていた。［Philip 2006：159；Philip 2013：107］。フレンズ・オブ・ポリス運
動によるコミュニティ・ポリシング活動には主体的な参画をつうじた住民リーダーの委任
が行われており、18 歳から 70 歳までの年齢制限、公判中でないこと、識字能力を持つこと
が決められていた。 
さらに、フィリップは登録を申し出た住民にはフレンズ・オブ・ポリス運動の活動に参画
するために氏名、年齢、住所の他に、宣誓文と自らが関与したいコミュニティ・ポリシング
活動を選択させる項目を付記した申請書の提出を義務づけていた。具体的には、タミル・ナ
ードゥ州の公用語であるタミル語で書かれた申請書の「私はフレンズ・オブ・ポリス運動へ
の参加を希望します。私はフレンズ・オブ・ポリス運動の目的に関心を持っています。」と
の申し入れの一文に「私がフレンズ・オブ・ポリス運動に参加したい理由は、以下の通りで
す。」としてなぜ参加したいのか、その理由を明記させていた。そして、「私は以下の活動に
おいて、警察を支援したいと考えます」として、住民には以下 18 項目を提示して、自らが
 330 
 
関与したいコミュニティ・ポリシング活動を 3 つまで選択させていた。その 18 項目とは、
1）犯罪予防、2）犯罪への啓発キャンペーン、3）交通整理の支援、4）交通ルールの啓発、
5）夜間巡回、6）禁止酒類についての情報収集、7）人権啓発キャンペーン、8）女性の人権
啓発キャンペーン、9）反麻薬キャンペーン、10）エイズ啓発を含む性感染症予防啓発キャ
ンペーン、11）婚姻関係をめぐる諍いへの介入と相談、12）犯罪被害者支援プログラム、13）
警察と住民によるスポーツ大会プログラム、14）元受刑者への社会復帰支援、15）弱者層の
人権保護キャンペーン、16）環境保護プログラム、17）コミュナル・ハーモニーの育成と促
進に向けたキャンペーン、18）その他のプログラムおよび活動、が挙げられていた。申請書
には最後に「私は民事および刑事事件いずれの公判にも関わっていません。私はフレンズ・
オブ・ポリス運動のメンバーとしての立場を悪用しないことを誓います。私は国家と社会に
奉仕し、警察を支援するための最善を尽くします。」との宣誓文に署名が求められていた
［Philip1996：128-129］。 
この申請書は、フレンズ・オブ・ポリス運動が重点を置いてコミュニティ・ポリシング活
動を展開する方針が明瞭に示されていた。住民のリーダーとしてフレンズ・オブ・ポリス運
動のコミュニティ・ポリシング活動に貢献する意思があるのか確認し、メンバーとしての自
覚を促す役割を負っていた。また、この申請書に書かれた活動の希望項目は、犯罪予防や巡
回にとどまらず、より具体的な社会問題に焦点を当てたコミュニティ・ポリシング活動の展
開が期待されていた。フレンズ・オブ・ポリス運動は、犯罪予防、交通整理や巡回といった
警察の法執行活動への支援に加えて、社会的弱者の人権保護や元受刑者への社会復帰支援、
環境保護といった多岐にわたる社会活動を遂行していた点に特徴が見出すことができる。
実際に住民側の希望にどれだけ沿ったものであったのかはデータが示されていないため判
然としないものの、住民の希望に基づいた分業体制によるコミュニティ・ポリシング活動を
展開していったと見出すことができる。さらには、コミュナル・ハーモニーの促進が挙げら
れていたことから、タミル・ナードゥ州では暴動の発生傾向は高くないが、ラーマーナター
プラーム県ではヒンドゥー・ムスリム間の諍いおよび犯罪が表出していたため、それゆえに
活動項目の一つに加えられていたと考えられる。たとえ暴動が頻発してきた地域でないと
しても、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生の促進が望まれていたのである。 
提出された申請書に基づいて、身元照会を行った後に、メンバーの登録となる。登録され
たメンバーには、ID カードもしくはフレンズ・オブ・ポリス運動のシンボルマークが入っ
た腕章が支給された（図 5－1 参照）。 
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シンボルマークには、「世界を考え、地域で活動する」（Think Globally, Act Locally）、「警
察と住民を結びつけるために最善を尽くす」（Connecting the Police and the People at their 
best）とのスローガンが掲げられていた［Philip 2006：xii］。 
ID カードの支給は、一般住民との区別化を図って、反社会的活動や犯罪に身を投じること
ないように、メンバーとしての自覚を芽生えさせることを目的としていた。 
 
図 5－1：フレンズ・オブ・ポリス運動のシンボルマークとスローガン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Friends Of Police n.d.］. 
 
フィリップは ID カードの存在が少なからず、警察による身分の保証との意味合いがあっ
たとみなしていた［Philip 1996：128］。フィリップは ID カードの支給がメンバーとして
自覚を持って、秩序維持の行動に遵守するようになれば、犯罪抑止につながると考えていた。
加えて、身分証明としての ID カードが、警察による身元保証という点で、住民のメンバー
登録のインセンティブになったと捉えていた。 
フィリップのリーダーシップによって創設されたフレンズ・オブ・ポリス運動は、ボラン
ティアによる参加であったため、住民の参画は多くはなかった。住民メンバーの数が当該地
域人口の 1％を占めることを目標に着手されたが、50 人のメンバーを集め、彼らの紹介を
通じて、さらに 50 人をメンバーに加えていくという段階を踏んでいた。住民同士の紹介を
つうじて、1993 年の間にラーマーナタープラーム県内ではおよそ 1,000 人のメンバーが登
録された［Philip 2006：85-87］。フィリップは、県内人口の 1%をフレンズ・オブ・ポリス
運動のメンバーとなることを目指しており、1991 年センサスではラーマーナタープラーム
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県の人口は 114 万 4,040 人であったため、1 万人以上のメンバー登録が望ましいと考想し
ていたことになる。実際にはボランティアによる住民の参画という形態であったために、創
設 1 年目にはおよそ 1,000 人の住民をメンバーに登録し、目標の 10 分の一に留まった。し
かしながら、1 年目にして 1,000 人を主体的に住民メンバーに登録したという状況は、1993
年までにインドで着手されていたデリーの特別警察官および自警団計画、ビワンディーの
モハッラー・コミッティ、ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラス
トといった他のコミュニティ・ポリシング活動では見られない驚くべき規模であり、稀有な
事例であった。たとえ、住民間の紹介を通じた拡大であったとしても、主体的な参画という
形態であり、かつ個々に従事を希望する活動を選択させていた。申請書の提出と ID カード
の支給によって住民の貢献意欲を引き出し、かつ住民メンバーの希望と適性を図っていた。 
だからこそ、住民の主体的参画によって初年度だけで 1,000 人の登録を可能とした。フィ
リップによるフレンズ・オブ・ポリス運動の創設において採り入れられた住民リーダーの委
任が、高度かつ良質な作業を踏まえたものであったとみなすことができる。活動目的や申請
書の提出においても、住民の主体的参画を念頭とした緻密な考えの下に創設されていたと
評価できよう。 
 
州政府による拡大と住民の組織化 
 フレンズ・オブ・ポリス運動が初年度にラーマーナタープラーム県でおよそ 1,000 人の住
民をメンバーとして登録するに至った後、コミュニティ・ポリシング活動の本格的な展開は
翌 1994 年 9 月以降であった。同年 7 月 26 日に開催された州警察の会議（Police Officer’s 
Conference）にて150、フレンズ・オブ・ポリス運動についての言及がなされた［Live 
Chennai.com 2013］。これを受けて、全インド・アンナ・ドラヴィダ進歩連盟（All India 
Anna Dravida Munnetra Kazhagam：AIADMK）の J・ジャヤラリタ （ーJ. Jayalalithaa）
州首相は、1994 年 9 月 12 日に州内全域に活動を拡大することを発令した。発令に際して、
                                                   
150 タミル・ナードゥ州では 1967 年州議会選挙以降、地域政党のドラーヴィダ進歩同盟（Dravida 
Munnetra Kazhagam ：DMK）と全インド・アンナ・ドラヴィダ進歩連盟による二大政党制が確立
している。J・ジャヤラリターは、第 1 次（1991 年 6 月～1996 年 5 月）、第 2 次（2001 年 5 月～同
年 9 月）、第 3 次（2002 年 3 月～2006 年 5 月）、第 4 次（2011 年 5 月～2014 年 9 月）、第 5 次
（2015 年 5 月～現在）にわたって州首相を務めてきた。1994 年 7 月の州警察会議についてのデータ
を入手することはできなかったが、第 4 次ジャヤラリター政権では、2013 年 12 月に州首相が各県の
県長官と県警視による会合を開催し、州内の治安状況および州政府が決定した福祉計画の遂行状況に
ついての報告が行われており、これに類する会議であったと考えられる［Live Chennai.com 2013］。 
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30 の県および 6 つの自治都市の地元警察が自らの責務において、フレンズ・オブ・ポリス
運動の住民メンバーをボランティアとして参画する形態を取ることが付記されていた
［Philip 2006：100, 108］。この 1994 年 9 月のジャヤラリター州首相の発令によって、フ
レンズ・オブ・ポリス運動によるコミュニティ・ポリシング活動が公認されて、活動を展開
する後押しになった。州内の県警察および市警察が一致して、主体的な住民の参画に基づい
たコミュニティ・ポリシング活動に着手するように命令が下されたわけである。 
フレンズ・オブ・ポリス運動は、住民が主体的に参画するコミュニティ・ポリシング活動
であるがゆえに、住民の関心および参画を促すのは容易いことではない。そこで、フィリッ
プは州内全域での住民の組織化に向けて、以下の 10 項目にわたる方針を提示した。1）県
警察のトップはケーブルテレビや映画館での宣伝、冊子といった媒体を用いてフレンズ・オ
ブ・ポリス運動によるコミュニティ・ポリシング活動への住民の参画を促すように取り組む
こと、2）住民は個々にメンバーとして申請を行うこと、3）民事および刑事事件に関わって
いる住民はメンバーになることはできない、4）県長官、警視および市警察長官は警察署に
て申請書を精査すること。このプロセスは、運動の精度を確立し、フレンズ・オブ・ポリス
運動への参画を望んでいない住民を強制的にメンバーに登録することを避けるためである、
5）フレンズ・オブ・ポリス運動のメンバーと認められた住民には、腕章が支給される、6）
申請書は私書箱に提出されること、7）各県で 100 名から 200 名の住民メンバーの参画が望
まれる。初期に参画した住民メンバーは他の住民にフレンズ・オブ・ポリス運動を紹介する
ことが望まれる、8）500 世帯ごとに 1 つのフレンズ・オブ・ポリス運動の活動単位を形成
する。この 500 世帯をまとめるフレンズ・オブ・ポリス運動の住民メンバーは政治活動に
従事していないこと、9）フレンズ・オブ・ポリス運動のグループは、警察官の裁量の下で、
地元の問題を把握し、その解決法について協議するために、少なくとも月 1 回以上の会合
を開催すること、10）フレンズ・オブ・ポリス運動の住民メンバーが反社会活動や既得権を
求めた活動に従事した場合には、懲戒に処する［Philip 2006：161-162］。 
州政府による公認の下に州全域での設置が発令されたフレンズ・オブ・ポリス運動におい
て、フィリップはメンバー登録や設置規模、会合の開催およびメンバーの違反行為に関する
方針を示した。フレンズ・オブ・ポリス運動の周知活動を展開し、住民メンバーは強制的に
参加させないこと、個々の住民の主体的な意思による参画を原則とし、政治活動に従事して
いない者をメンバーとして登録することが定められている。メンバーの規模については、各
県で 100 人から 200 人が登録されること、500 世帯ごとに 1 人の住民メンバーの配置され
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ることとした。この方針で示されたメンバーの人数は、ラーマーナタープラーム県での住民
の主体的な参画による経験を踏まえて、数値目標を再設定している。フレンズ・オブ・ポリ
ス運動では、警察のリーダーシップによって住民メンバーと月例の会合を開催して問題解
決を図るが、メンバーが反社会活動や既得権を求める活動に身を投じた場合には、メンバー
の資格を剥奪することが決められていた。1994 年にフレンズ・オブ・ポリス運動は州政府
に公認されたものの、あくまで住民の主体的な参画によるコミュニティ・ポリシング活動と
しての拡大が試行されていった。フィリップによるメンバー登録に関する 10 の方針は、住
民の意思を尊重しつつ、いかにコミュニティ・ポリシング活動に関与させていくのか、手が
かりを示すものであった。 
 
警察と住民のリーダーシップによるコミュニティ・ポリシング活動の展開 
 1994 年以降のフレンズ・オブ・ポリス運動の影響および実際のコミュニティ・ポリシン
グ活動状況を把握するために、1996 年 5 月にフィリップは州内全県の警察署、住民メンバ
ーおよび一般住民を対象とした聞き取り調査を実施していた。33 項目におよぶ聞き取り調
査では、222 の警察署に属する 167 名の住民メンバーから得られた回答は、以下 8 点にま
とめることができる。第一に、住民メンバーの年齢層は 18 歳から 40 歳までが 87%を占め
ていた。第二に、回答者の 88%がフレンズ・オブ・ポリス運動のメンバーとしてコミュニテ
ィ・ポリシング活動に参画することに自尊心を持って取り組んでいると回答した。第三に、
回答した住民メンバーの 75%がフレンズ・オブ・ポリス運動の活動について広報活動を行
っていた。第四に、住民メンバーの 32％が毎月警察署で開催される会合に出席と回答して
いた。第五に、住民メンバーとして登録する手続き上の簡便さと警察署からの協力について
はいずれも 90%を超える満足度を示していた。第六に、住民メンバーの動機付けについて、
51%が警察と住民間の関係の良好化のためとし、19%が社会的地位の確保のため、4%が仲
間から登録するようにプレッシャーを受けたため、そして失業中と好奇心のための回答し
たのはそれぞれ 6%であった。第七に、実際に携わったコミュニティ・ポリシング活動につ
いては、18%が夜間巡回、11%が交通整理、10%が犯罪予防、同様に 10%は情報収集、18%
がその他の法執行活動に、3.5%が禁止酒類の情報収集との回答をしていた。第八に、こう
したコミュニティ・ポリシング活動への参画に対して、警察から報奨を受け取ったと回答し
たのは 12%、受け取っていないと回答したのは 76%であった。フィリップは調査結果を受
けて、個々の住民メンバーのリーダーシップにフレンズ・オブ・ポリス運動が支えられ、警
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察は協力的であるものの、住民メンバーの参加がボランティアであることから、活発化を図
る上で報奨の必要性についても示唆していた［Philip 2006：90-99, 149-153；Philip 2013：
109-111］。 
フィリップの調査は創設からは 3 年、州政府の公認からは 2 年を経て行われており、州
警察と住民リーダーがフレンズ・オブ・ポリス運動について認識していた時期であった。調
査内容で浮き彫りになったのは、フレンズ・オブ・ポリス運動が 18 歳から 40 歳までの若
者層が住民メンバーのおよそ 9 割を占め、彼らの多くがフレンズ・オブ・ポリス運動のメン
バーとしてリーダーシップを発揮し、コミュニティ・ポリシング活動に誇りを持って積極的
に取り組んでいたという結果である。住民メンバーの 5 割超が警察と住民間の関係改善を
目的として参画したという点からは、フレンズ・オブ・ポリス運動の方針を理解していたと
捉えられる。住民メンバーは彼らの申請時の希望に沿ったものであったか否かは判然とし
ないものの、夜間巡回、交通整理、犯罪予防、情報収集、その他の法執行活動に従事してい
た。一方で、2 割近い住民メンバーはフレンズ・オブ・ポリス運動に関わることで何らかの
社会的地位が得られると企図し、6%が失業中であるため、さらに 4%に至っては半ば強制的
にメンバーに登録されたためと回答する等、必ずしも参画のきっかけが前向きな態勢とだ
け見なすことはできない。その上で、12%が警察から報奨を受け取っていたと回答した点を
考慮すると、フィリップの指摘のように、住民の主体的な参画を持続するためには ID カー
ドと腕章のみならず、何らかの強い動機づけを喚起するために方策を立てることが求めら
れるであろう。 
以上のような住民メンバーをめぐる状況を踏まえた上で、本稿の提起するコミュニティ・
ポリシング活動の構成 6 要素のうち、すでに論じてきた警察および住民のリーダーシップ
と住民の組織化を除く、監視・巡回、生活改善、秩序維持の行動に焦点を当てて、県ごとの
活動を分析していくこととする。警察不信の回復については、先述のようにフレンズ・オブ・
ポリス運動の活動目的は、警察と住民の関係良好化を図って、友人となることで、安全と警
察不信の回復に主眼を置くことが前提であるため、ここでは言及していない。州内 30 の県
すべてにおいて、同様に監視・巡回、生活改善にかかわるコミュニティ・ポリシング活動が
展開されていたか否かは定かではない。なぜならば、フレンズ・オブ・ポリス運動が 30 の
県警視のリーダーシップに依存しつつ、かつ住民メンバーの活動希望に沿った場合には、比
重が置かれるコミュニティ・ポリシング活動が異なれば、必ずしも同様の活動が遂行されて
いるわけではないと推察されるためである。なお、県ごとの事例に関してはフィリップが
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2006 年時点で把握していた活動状況であり、遂行された時期が明記されていない。 
 
監視・巡回 
 フレンズ・オブ・ポリス運動による犯罪予防の事例を検討すると、タミル・ナードゥ州で
は、ギャングによる密造酒の売買が頻発していた。メンバー登録のための申請書においても、
活動の希望項目に禁止酒類についての情報収集が列挙されており、実情は深刻であったと
考えられる。実際、カダルール（Cuddalore）県、ヴィリュップラム（Villupuram）県、テ
ィルヴァールール（Tiruvallur）県、コーヤンブットゥール県、イーロードゥ（Erode）県、
セーラム（Salem）県、ダルマプーリー（Dharmapuri）県の 7 県では、住民メンバーが密
造酒に関する情報を警察に通報し、販売に関わっていたギャングの逮捕につながった。 
フレンズ・オブ・ポリス運動では、住民メンバーが監視・巡回を行って、犯罪予防および
警察への犯罪者の身柄引き渡しを行っていた。チェンナイ県とヴェールール県では、いずれ
の県も警察と百名を超える住民メンバーが共同で夜間巡回を実施していた。窃盗事件に対
しては、チェンナイ県での 15 件のノートパソコンの窃盗犯を、ヴェールール県での財布の
窃盗犯を、ティルヴァールール県での 13 件のワインおよび車両の窃盗犯を、いずれも監視
を行った結果、現行犯にて身柄を拘束して、警察に引き渡していた。 
監視・巡回を行っていた住民メンバーが群衆の誘導を行って、諍いや犯罪を予防した事例
も確認できる。ナーマッカル（Namakkal）県では、住民メンバーが選挙の投票所に訪れた
住民を整列させて有権者の身分証明を確認し、また保護者が投票を行っている間に彼らの
子どもたちの面倒を見ていた。住民メンバーが監視を行った結果、県内で投票日に反社会分
子による諍いや犯罪の発生が見られなかったという。加えて、県警察とともにヴィリュップ
ラム県、ナーマッカル県、コーヤンブットゥール県、セーラム県では住民メンバーが交通整
理、祭列時の往来や群衆の誘導を行っていた。 
監視活動をつうじて住民メンバーが犯罪発生を察知し、警察に通報して現行犯逮捕に帰
結したとの事例も見いだされた。クリシュナギリ（Krishnagiri）県とティルヴァールール
県では、フレンズ・オブ・ポリス運動の住民メンバーが誘拐被害に遭ったとの情報を把握し
て警察指令室に通報すると、即座に県警察が検問を設けて、誘拐犯を現行犯で逮捕した。 
フレンズ・オブ・ポリス運動による監視・巡回をつうじて、犯罪の発生および凶悪化を予
防していたことが見出された。フレンズ・オブ・ポリス運動の住民メンバーは武装化してい
ないことから、その役割は警察による法執行活動への支援が主であったが、犯罪の通報や犯
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罪者の身柄拘束に帰結していた。住民メンバーが監視・巡回をつうじて発見した犯罪につい
て、警察に通報し、また警察は住民メンバーから寄せられた情報に迅速に対応した結果、現
行犯や逃亡犯の逮捕につながる事例が多く確認された。監視・巡回による犯罪予防が、フレ
ンズ・オブ・ポリス運動をつうじて、住民と警察の間に信頼関係が構築をされてきたことを
表出していた。 
 
生活改善 
 フレンズ・オブ・ポリス運動において生活改善に向けた取り組みは、住民の諍いへの介入、
健康増進、病気への啓発、就労支援、災害支援にわたっていた。ヴィリュップラム県では、
ヒンドゥー寺院への献金額をめぐって、住民間で諍いが発生していた。そこで、フレンズ・
オブ・ポリス運動の住民メンバーは寺院の安全についての取り決めを行って、諍いを解消し
た。住民の健康への関心を喚起するという点では、チェンナイ県、ティルヴァンナーマライ
県、カーンチプラーム県では献血キャンプを開設し、エイズや糖尿病の予防に向けた啓発キ
ャンペーンを実施していた。 
 また、コーヤンブットゥール県や、住民メンバーが無料のパソコン技能習得教室を運営し
て、住民の就労支援を行ってエンパワーメントを図って、生活改善をもたらすという取組も
確認された。 
災害時に警察と協力して被災住民を支援していた事例も見受けられた。カーンチプラー
ム県およびティルチラーパッリ県では、2005 年に発生した大洪水に際して、住民メンバー
が被災した住民を救出して避難させ、警察とともに砂袋を用意して路上に積み重ねること
で、洪水被害の拡大を食い止めていた。  
  
秩序維持の行動 
フレンズ・オブ・ポリス運動に参画することによって、住民メンバーは犯罪者の身柄確保
や警察の救命に携わっていた。ニーラギリ県では、茶園労働者が副警部補の乗車していたバ
スに放火しようと企図していた。この状況を目の当たりにした住民メンバーは即座に県警
視に状況を通報するととも、バスに乗車していた副警部補を救出した。加えて、ニーラギリ
県の住民メンバーは、学校周辺で密売人が違法薬物入りのチョコレートを学生に売ってい
るとの情報を得た。住民メンバーは警察に通報するとともに自ら売人の行動を監視しつつ、
チョコレートを購入して、薬物が含まれていることを確認した後に、身柄を確保して警察に
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引き渡して、逮捕に至った。コーヤンブットゥール県では、住民メンバーは逃亡中の殺人事
件の容疑者についての情報を把握して県警察に通報した結果、犯人の逮捕につながった
［Philip 2006：131-142］。フレンズ・オブ・ポリス運動では、住民メンバーが危機的な状
況に置かれていた警察を救出したり、違法薬物の売人や殺人事件の容疑者を追跡して、警察
による逮捕に帰結していた。住民メンバーとして法執行活動を担う一員との自覚を持って、
秩序維持の行動を遵守していた。 
 以上のように、1994 年に州政府がフレンズ・オブ・ポリス運動のコミュニティ・ポリシ
ング活動を州内全域に拡大するように発令してから、それぞれの県で展開していた。先に述
べたように、フレンズ・オブ・ポリス運動では、住民メンバーに登録される際には、申請書
に希望する活動を 18 項目から選択する様式を採用していた。そのため、県警察の意向によ
っては、住民メンバーが実際に参画していた活動は異なっていたと推察される。そのため、
たとえば監視・巡回について、すべての県で同様の規模で活動が展開されていたのかどうか
は定かではない。しかしながら、県内の活動事例を検討すると、住民メンバーは犯罪状況に
遭遇した際に、警察に通報して、捜査および逮捕に協力しており、その秩序維持の行動によ
って、多文化主義的な共生の促進に寄与していた。たとえ県警察ごとに、それぞれが注力し
ていたコミュニティ・ポリシング活動に差異が生じていたとしても、住民メンバーは犯罪を
看過することなく、犯罪者への恐れを克服して、追跡し、また身柄を拘束していた。住民メ
ンバーの存在は、何より警察との関係の良好化を住民にアピールし、印象付けるうえで効果
を発揮してきた点を看過することはできないであろう。 
  
フレンズ・オブ・ポリス運動によるコミュニティ・ポリシング活動への評価 
 1993 年にラーマーナタープラーム県でフィリップ県警視が創設したフレンズ・オブ・ポ
リス運動のコミュニティ・ポリシング活動に対しては、翌 1994 年 9 月に州政府がいち早く
理解を示し、州内全域への拡大を発令した。州政府による公認を得たわけであるが、州政府
からコミュニティ・ポリシング活動を展開する上で必要な予算が拠出されておらず、活動の
進捗はそれぞれの県警察に依拠していた。しかし、2002 年 7 月にフレンズ・オブ・ポリス
運動を創設したフィリップが、新たに考案した訓練センター設置計画に対して、英国より
「警察の訓練および発展における刷新のための女王賞」（Queen’s Award for Innovation in 
Police Training and Development） が授与されて、賞金 1 万 5 千ポンドを獲得すると、州
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政府からの財政支援と活動拠点を設置する運びとなった151。「警察の訓練および発展におけ
る刷新のための女王賞」は、2001 年 11 月に警察の訓練および発展における刷新と優れた
実践をもたらす計画を受賞する目的で設けられ、英国およびコモンウェルス各国の警察官
を対象としていた。2002 年度の公募テーマは「長期的な訓練と修練を展開する上で障壁を
克服する新たな技術の導入」であった。フィリップは警察と住民メンバーによるフレンズ・
オブ・ポリス運動の訓練を目的とした、文書およびマルチメディア・センターを設立する計
画を提出していた［Rediff. com 2002］。 
 フィリップは授与された 1 万 5,000 ポンドを用いて、2002 年 9 月に州都チェンナイに警
察と住民メンバーを訓練する拠点として、フレンズ・オブ・ポリス文書とマルチメディア訓
練センター（Friends of Police Multimedia Training and Documentation Center）を開設
した。訓練センターでは、第一に住民の参画によってフレンズ・オブ・ポリス運動の組織的
な強化を図ること、第二に問題解決を図る仲介者としての訓練を実施すること、第三にフレ
ンズ・オブ・ポリス運動への関心を広く喚起すること、の 3 点が目的として掲げられた。開
設の初年度には、チェンナイ県にある 9 都市から、合わせて 516 人の警察および住民メン
バーが参加していた。訓練への全参加者に対して行ったアンケートによると、参加者のすべ
てがコミュニケーションと住民との連携を構築するための技術を習得できたと回答してお
り、満足度は総じて高かった［Philip 2006：58-61］。また 2002 年 7 月に「警察の訓練およ
び発展における刷新のための女王賞」を受賞したのち、翌 2003 年には州政府が年間 200 万
ルピーを拠出することが決定した。州政府による予算拠出によって、2003 年から毎年セン
ターで開催される訓練には、200 人ずつの警察官と住民メンバーが参加するようになった。
センターで開催された訓練には、2010 年までに巡査から副警察長官に至る 5 万人の警察官
と住民メンバー5 万人の計 10 万人が参加していた［Philip 2013：111-112］。 
実際の訓練内容について、2005 年 12 月 20 日付のザ・ヒンドゥー紙は、セーラム県の警
察官と住民メンバーがフレンズ・オブ・ポリス文書とマルチメディア訓練センターで受講し
た訓練について報じていた。3 日間にわたる講習は 200 人の警察官と 200 人の住民メンバ
ーが出席し、専門家を講師に迎えて聴取、問題解決、住民とのチームワークの構築に関する
技術に関する 5 つのクラスを受講していた152。2002 年 7 月に「警察の訓練および発展にお
ける刷新のための女王賞」を受賞したことは、州内でフレンズ・オブ・ポリス運動によるコ
                                                   
151 “Queen's Award for IPS officers”. The Hindu（電子版）. July 5, 2002. 
152 “Training programme for friends for police begins”. The Hindu（電子版）. December 20, 2005. 
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ミュニティ・ポリシング活動を拡充させるうえで重要な分岐点となった。確かに 1994 年か
ら州政府はフレンズ・オブ・ポリス運動を公認していたものの、創設者のフィリップによる
フレンズ・オブ・ポリス運動の訓練センター設立計画が国際社会から評価を受けたことで、
州政府の財政支援を引き出す機会をもたらした。さらに、受賞が州のみならず、インド国内
においてフレンズ・オブ・ポリス運動によるコミュニティ・ポリシング活動の存在意義を発
信するきっかけともなったとみなすことができる。訓練センターでは、県単位で 200 人ず
つの警察官と住民メンバーが参加して、コミュニティ・ポリシング活動の円滑な遂行にむけ
た 3 日間の講習を受講していた。 
なお 2015 年 3 月には、フレンズ・オブ・ポリス運動による訓練は、チェンナイのフレン
ズ・オブ・ポリス文書とマルチメディア訓練センターのみならず、イーロードゥ県警察本部
において実施されていた。イーロードゥ県とティルチラーパッリ県で活動していた 50 人の
警察と 200 人の住民メンバーが参加して、1 日間の訓練が行われていた。2015 年 3 月の訓
練では、住民、とりわけ学生をフレンズ・オブ・ポリス運動に参画させるためのメカニズム
の構築と、犯罪啓発および予防に関するクラスを受講していた153。イーロードゥ県での事例
からは 2003 年以降に徐々にチェンナイの訓練センターでの受講内容が確立して、チェンナ
イに出向くことなく、各県でも実施されるようになったことが見出される。そして、フレン
ズ・オブ・ポリス運動に参画してきた警察および住民メンバーが、コミュニティ・ポリシン
グ活動を効果的に遂行するためには訓練を受講することが重要であるとの共通した理解を
有するようになったと推察されるのである。 
加えて、州警察と住民が受講する訓練プログラムが 2015 年 3 月にも実施されていること
から、フレンズ・オブ・ポリス運動のコミュニティ・ポリシング活動は 1993 年から継続し
て遂行されてきたことが見出される。この背景には、創設者のフィリップがラーマーナター
プラーム県警視から転任した後も、フレンズ・オブ・ポリス運動に関与し続けてきたことを
指摘できる。フィリップは 2015 年 7 月時点で、タミル・ナードゥ州警察の経済犯罪支局所
属（Economic Offences Wing）で州警察副長官であり、主に広報活動をつうじて、フレン
ズ・オブ・ポリス運動の展開に携わっていた［Police Department, Government of Tamil 
Nadu, Economic Offences Wing n.d.］。換言すると、創設者のフィリップは 1993 年から部
署が転任となった後にも、一貫してフレンズ・オブ・ポリス運動の展開に関与していたわけ
                                                   
153 “Training conducted for Fop in Erode district”. The Hindu（電子版）. March 3, 2015.  
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である。 
 フレンズ・オブ・ポリス運動のコミュニティ・ポリシング活動は、2002 年 7 月の「警察
の訓練および発展における刷新のための女王賞」の受賞による外部からの評価がもっとも
インパクトの強いもので、活動の拡充を後押ししてきたが、他にも警察、県長官や研究者か
らその活動は評価されていた。コーヤンブットゥール県でフレンズ・オブ・ポリス運動に着
手したディーナカラーン（R. Dhinakaran）県警視は、住民メンバーにユニフォームとして
T シャツ、帽子、警笛や飾り紐を支給していた。この県警視は夜間巡回、祭列時の群衆誘導、
渋滞時の交通整理といった活動における住民メンバーの支援が、警察の法執行活動の負担
を軽減するうえで、有用となっていると評価していた［Palaniappan 2003］。2005 年 11 月
にティルチラーパッリ県で実施された警察と住民メンバーを対象とした 3 日間の訓練に出
席したキショーアー（K.Nanda Kishore）県長官はフレンズ・オブ・ポリス運動が平穏で、
多文化主義的な共生を可能とする社会を構築するうえで不可欠な存在であり、警察が住民
の友人とのメッセージを伝えてきたと評価していた154。 
チェンナイの訓練センターで 2003 年から 2004 年にかけて、合わせて 3 万人超の参加者
を対象に講師を務めてきた心理学者のラニ （ーUsha Rani）と犯罪学者のマヘーシュワーリ
（ーUma Maheswari）は、「警察と住民が最善を尽くすべく連携すること」を精査するため
にタミル・ナードゥ州全県を対象に調査を行っていた。ラニーはフレンズ・オブ・ポリス運
動が存在することで、住民に対してチームを構築し、連携を取るようにプレッシャーを与え
て、住民に責任と任務を明示していたと評価した［Philip 2006：174-177］。運動の着手に
携わってきた県警視はもちろん、県内の行政に責任を追っている県長官も、フレンズ・オブ・
ポリス運動に対しては、住民メンバーの支援が警察の負担軽減に寄与しており、平穏かつ多
文化主義的な共生をもたらしてきたと評価していた。さらに 2003 年から実施されてきた訓
練センターで講師を務めていた研究者は、フレンズ・オブ・ポリス運動に参画することで住
民メンバーに、警察との連携をつうじて責任と任務を与えていると捉えていた。 
これまで述べてきたように、1991 年 5 月に発生した爆弾テロ事件によるラジヴ・ガーン
ディー元首相の暗殺と治安悪化を発端として、1993 年に県警視のリーダーシップの下にラ
ーマーナタープラーム県で創設されたフレンズ・オブ・ポリス運動は、翌 1994 年には州政
府からその活動の意義が認められて、州内 30 の県すべてで創設されることとなった。 
                                                   
154 “Create more Friends of Police, trainees told”. The Hindu（電子版）. November 10, 2005.  
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フレンズ・オブ・ポリス運動には、それまでにデリーやビワンディーで遂行されていたコ
ミュニティ・ポリシング活動から進展がみられる点が 2 点挙げられる。第一の特徴として、
警察と住民に友人関係を構築することを組織名に掲げ、また住民メンバーの登録に際して
申請書の提出を求め、住民に希望する活動項目を選択させていた点にある。その活動項目に
は、監視・巡回、交通整理といった警察の法執行活動に加えて、人権保護活動や元受刑者の
社会復帰支援にも及んでおり、フレンズ・オブ・ポリス運動が犯罪予防のみならず、地域社
会全体の向上を促そうという取組であったことが判明する。可能な限り住民の希望に沿う
形で、メンバーによる分業制によるコミュニティ・ポリシング活動を展開しようと試行して
いた。さらに、創設者のフィリップは住民メンバーとなることで、将来的には州警察として
の人材の確保という側面も意図していた。住民メンバーに ID カードと腕章を支給すること
で、一般住民と区別化を図って、メンバーとして自覚と責任を芽生えさせようとした点も独
自と言える。フレンズ・オブ・ポリス運動では、住民には主体的な参画を求めていたために、
実際には各県で 100 人から 200 人程度がメンバーとして、監視・巡回や生活改善に従事し、
秩序維持の行動を遵守していた。 
フレンズ・オブ・ポリス運動の第二の特徴として、2002 年 7 月に訓練センターの設立計
画に対して、英国から「警察の訓練および発展における刷新のための女王賞」を受賞したこ
とである。国際社会からフレンズ・オブ・ポリス運動の存在が評価されると、2002 年 9 月
には活動拠点として州都チェンナイ市に訓練センターを設置し、さらに州政府から予算が
拠出されるようになった。フレンズ・オブ・ポリス文書とマルチメディア訓練センターで開
催された訓練には、2002 年から 2010 年までに警察と住民メンバーの、合わせて 10 万人が
参加しており、情報公開や警察と住民メンバーを対象とした訓練の方針を定める機能を果
たし、活動のさらなる拡充を推進するに至っていた。 
フレンズ・オブ・ポリス運動によるコミュニティ・ポリシング活動は、住民メンバーとと
もに法執行活動における透明性と開放性を向上させて、州警察のイメージを友好的に変え、
警察不信の回復につながっていた。住民の主体的な参画は、住民メンバーに責任と任務を認
識させて、夜間巡回の実施、犯罪者の通報や身柄確保をつうじて、秩序維持の行動を遵守す
るようになっていた。2015 年時点でも、フレンズ・オブ・ポリス運動に参画する警察と住
民メンバーは訓練を受講しており、かつ創設者のフィリップも州警察内で活動の広報を担
うなど、1993 年から一貫してコミュニティ・ポリシング活動に参画し続けていた。 
以上の分析を踏まえて、本稿はタミル・ナードゥ州で 1993 年に創設されたフレンズ・オ
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ブ・ポリス運動によるコミュニティ・ポリシング活動は成功事例との評価を下す。成功事例
と判断する理由は、1993 年の創設から州政府の公認の下に、州内各県で警察および住民メ
ンバーが持続的に参画しており、犯罪予防において一定の効果をもたらしてきたこと、さら
に2002年に国際社会からフレンズ・オブ・ポリス運動の存在意義が評価されたことにある。
創設者がその創設から、20 余年を経てもフレンズ・オブ・ポリス運動の展開に責任を有し
てきたことも、警察と住民の参画によって持続的に犯罪予防の効果を発揮してきた一因と
いえよう。一方で、フレンズ・オブ・ポリス運動が達成してきた犯罪予防の効果について内
外からの評価を促し、評価内容を活発に周知することが課題として挙げられる。住民の主体
的な参画を原則としてきたがゆえ、評価をつうじてコミュニティ・ポリシング活動の可視化
を図ることで、フレンズ・オブ・ポリス運動の求心力を一層高められると考える。 
 
タミル・ナードゥ州のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
ここまでで検討してきたように、タミル・ナードゥ州では 1993 年にラーマーナタープラ
ーム県にて、県警視のフィリップがフレンズ・オブ・ポリス運動を創設したことから、コミ
ュニティ・ポリシング活動が開始した。翌 1994 年には州政府の公認の下に、州内全県への
活動の拡大が推し進められてきた。 
 表 5－2「タミル・ナードゥ州のコミュニティ・ポリシング活動への総評」では、コミュ
ニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づいて、フレンズ・オブ・ポリス運動への評価を
加えている。すでに説明してきたが、フレンズ・オブ・ポリス運動によるコミュニティ・ポ
リシング活動については本稿の提起する構成 6要素が必ずしも州内 30の県すべてで同水準
に遂行されていたかどうかは定かではない。それは、フレンズ・オブ・ポリス運動が州内に
おいて展開する上で各県の警視のリーダーシップに委任されており、かつ住民メンバーに
は登録時に希望する活動を 3 項目まで選択する方式を採用していたために、県ごとに注力
されたコミュニティ・ポリシング活動が異なっていたと考えられる。そこで、表 5－2 につ
いては、タミル・ナードゥ州の各県から報告された事例を総括した内容となっている。 
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表 5－2：タミル・ナードゥ州のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
構成要素 構成要素の
有無 
予防行動におけるポイント 総合的な評価 
（a）監視・巡回  
○ 
フレンズ・オブ・ポ
リス運動 
住民メンバーによる監
視および誘導 
 
 
夜間巡回 
窃盗、違法売買、誘拐、
逃亡犯の身柄確保 
選挙投票所での誘導 
 
警察と住民メンバー
による夜間巡回の実
施 
（b）警察および
住民のリーダー
シップ 
 
 
○ 
フレンズ・オブ・ポ
リス運動 
県警視による創設 
 
 
住民の主体的な参画 
 
警察のリーダーシッ
プによる創設 
 
住民メンバーが自ら
の希望する活動項目
を選択 
 
（c）住民の組織化  
○ 
フレンズ・オブ・ポ
リス運動 
県警視が住民リーダー
に呼びかけ 
 
 
 
 
メンバーとなった住民
リーダーによる紹介 
 
州内 30 の県警察が
100～200人の住民メ
ンバーを募集 
宗教別の参加規模に
ついては不明 
 
住民の紹介を介した
メンバー登録 
 
（d）生活改善  
○ 
フレンズ・オブ・ポ
リス運動 
 
住民の諍いへの介入 
 
 
健康増進 
 
 
 
 
災害時の支援 
 
寺院への寄付金をめ
ぐる諍いを解決 
 
献血キャンプの開設、 
エイズや糖尿病の啓
発キャンペーンを展
開 
 
警察とともに洪水の
浸水被害で被災した
住民を避難誘導し、被
害を食い止め 
（e）警察不信の
回復 
 
○ 
フレンズ・オブ・ポ
リス運動 
住民は警察の友人であ
るとの名称およびスロ
ーガン 
 
月例会合の開催 
 
 
 
 
住民メンバーとの夜間
巡回の実施 
警察は友好的である
とのイメージ作り 
 
 
住民メンバーの情報
提供や通報を受けて
即座に出動し、犯人逮
捕 
 
可視化された法執行
活動を住民とともに
遂行する警察には、住
民からの信頼度が高
まる 
（f）秩序維持の行  フレンズ・オブ・ポ 夜間巡回の実施 警察とともに夜間巡
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【出典】［筆者作成］。 
 
（a）監視・巡回 
フレンズ・オブ・ポリス運動において、監視・巡回はその犯罪抑止および予防を達成する
上で、最も多くの県で実施が確認されたコミュニティ・ポリシング活動であった。とりわけ、
住民メンバーによる監視をつうじて、窃盗、密造酒および違法薬物の売買、誘拐、逃亡した
殺人犯を見出し、即座に警察に通報することで犯人逮捕につながっていた。誘拐については、
いずれも被害にあった小児を救出するにいたっており、住民メンバーの監視活動が犯罪の
凶悪化を食い止めていた。また住民メンバーが警察とともに選挙投票所において監視を行
い、投票に訪れた一般住民の往来を誘導して、混乱や諍いが発生することを予防していた。
住民メンバーの登録に際して、申請書での希望項目には 5 番目に夜間巡回が列挙されてお
り、その遂行が求められていた。フレンズ・オブ・ポリス運動では、チェンナイ県とヴェー
ルール県では、警察とともにそれぞれ 100 人を超える住民メンバーが夜間巡回を実施して
いたことが報告された。 
フレンズ・オブ・ポリス運動において、監視・巡回は住民メンバーが警察に通報し、警察
が即応して犯罪者を逮捕するというプロセスが確立していくようになって、住民メンバー
を介して、域内での警察不信の回復に帰結するコミュニティ・ポリシング活動として機能し
ていた。 
 
（b）警察および住民のリーダーシップ 
 フレンズ・オブ・ポリス運動は、1993 年にラーマーナタープラーム県の警視であったフ
動 ○ リス運動  
 
交通整理、往来の誘導 
 
 
 
 
 
警察への通報 
犯罪者の身柄確保 
 
 
 
 
救命活動 
回を実施 
 
祭列、選挙投票時に交
通整理および住民の
往来を誘導して、群衆
による混乱や事故を
回避 
 
ギャングによる密造
酒、違法薬物の売買、
誘拐犯、殺人犯を監視 
犯罪者の身柄確保後
に警察に引き渡し 
 
放火被害に遭遇した
警察官を救出 
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ィリップのリーダーシップによって創設された。フィリップは警察不信の回復、警察と住民
との友好関係の構築に重点を置き、活動目的や住民メンバーの主体的な参画を促すための
方針といった活動の基礎を打ち立てていた。さらには、住民メンバーの登録に際する申請書
の様式の設定、ID カードと腕章の支給、活動の自己評価、訓練センターの設置のように、
フレンズ・オブ・ポリス運動の体系的な拡充を担っていた。特に、フィリップのリーダーシ
ップにおいて申請書を作成したことは、1994 年以降に州内全域でコミュニティ・ポリシン
グ活動を展開する上で、住民の主体的参画を促すための手続きの平明化をもたらしていた。
フィリップによる住民の主体的参画を推進するための統一した手続きの確立という点は、
1993 年以前から遂行されてきた連邦直轄領デリー市やマハーラーシュトラ州ビワンディー
市でのコミュニティ・ポリシング活動と比べて、より進展として評価することができよう。 
 他方、住民のリーダーシップは、コミュニティ・ポリシング活動への主体的な参画という
点で評価することができる。特に、住民メンバーとしての登録時に提出する申請書には、希
望するコミュニティ・ポリシング活動を 3 項目まで選択可能としていたために、住民自身
が参画するうえでの動機づけとなって、リーダーシップの錬成に有用であったと考えられ
る。さらに住民メンバーに支給されていたフレンズ・オブ・ポリス運動の ID カードと腕章
は、メンバー自身に住民の代表としてのリーダーシップを認識させており、犯罪の通報や住
民の誘導といったコミュニティ・ポリシング活動に遂行する責務を担わせていた。 
 
（c）住民の組織化 
フレンズ・オブ・ポリス運動による住民の組織化は、県警察のリーダーシップによる住民
メンバーの登録およびコミュニティ・ポリシング活動への参画を通じて行われていた。県警
視が主体的な参画を住民に喚起して、それに応じた住民が各県内の最寄りの警察署に申請
書を提出した後に、身元照会を経て住民メンバーに登録されていた。住民メンバーは、さら
に別の住民に活動への参画を呼び掛けて、徐々に住民メンバーが増加していった。フレン
ズ・オブ・ポリス運動での住民参画の手続きは、警察署を拠点とした申請書の提出を義務付
けてシステム化されており、明瞭であった。それゆえに、1994 年に州政府が州内全 30 県の
県警察にフレンズ・オブ・ポリス運動の着手を発令して以降、少なくとも 1 つの県で 100 人
から 200 人の住民メンバーが登録されて、実際のコミュニティ・ポリシング活動に従事し
ていた。主体的参画を原則としてきたために、住民メンバーの所属宗教別の登録は行われて
おらず、ゆえに宗教コミュニティごとの参加規模については不明である。 
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2002 年に州都チェンナイ市で訓練センターが設置されて以降、県ごとに警察と住民メン
バーがともに参加して、訓練を実施するというプロセスも確立していった。訓練は 3 日間
程度開催され、聴取、問題解決、チームワークの構築に関するクラスを受講していた。警察
のみならず、住民メンバーも訓練に臨むという手法は、コミュニティ・ポリシング活動の技
術的向上と、貢献意欲の増大に帰結するものであった。 
 
（d）生活改善 
フレンズ・オブ・ポリス運動における生活改善に向けた取り組みは、住民メンバーへの申
請書での希望する活動項目にも、人権啓発、健康増進、疾病予防、婚姻関係をめぐる諍いへ
の介入、犯罪被害者の支援、環境保護、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生といった
具体的な活動が列挙されていた。実際に、2006 年までに創設者のフィリップが把握してい
た生活改善に焦点を当てたコミュニティ・ポリシング活動とは、ヒンドゥー寺院の寄付金の
金額をめぐる住民間の諍いの解決、献血キャンプの開設、エイズや糖尿病といった疾病の予
防啓発キャンペーンの実施、パソコン技能習得教室の開設といった多様な活動を展開して
いた。加えて、大洪水で被害を受けた県では、県警察ととも被災した住民の避難誘導と砂袋
を積み重ねて水害の拡大を食い止めるといった活動を行っていた。 
 
（e）警察不信の回復 
フレンズ・オブ・ポリス運動は、創設者のフィリップ県警視が 1993 年に警察と住民の友
好的関係の構築および住民の法執行活動への関与を目的として創設していた。組織の呼称
も、住民を「警察の友人」として、警察は友好的であるとのイメージを打ち出していたこと
からも、警察不信の回復がフレンズ・オブ・ポリス運動においてもっとも重要視されていた
と考えられる。タミル・ナードゥ州内の県警察はフレンズ・オブ・ポリス運動を展開するに
あたって、域内の地区警察署を拠点として、住民メンバーには主体的な参画を促しつつ、申
請書の配布と受付を行い、県警による志望者の身元照会が行われていた。地区警察は、住民
メンバーと月例で会合を開催して、住民をめぐる諍いや要望についての情報提供を受けて
いた。申請書の活動希望項目にも挙げられていたように、警察は住民メンバーとともに夜間
巡回を実施していた。フレンズ・オブ・ポリス運動において、警察不信の回復に最も寄与し
ていたのは、住民メンバーによる犯罪の早期発見と、連携した警察による出動という点にお
いてであろう。住民メンバーの通報を受けて、警察が即座に出動し、犯人を逮捕した事例は
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多く確認されており、可視化された法執行活動を住民メンバーとともに遂行していた警察
には、おのずと住民からの信頼度の高まりに帰結したとみなすことができる。 
 
（f）秩序維持の行動 
フレンズ・オブ・ポリス運動の住民メンバーの存在が、犯罪の早期発見と解決に寄与した
との多くの事例を確認した。住民の代表者としてのリーダーシップと法執行活動を支援す
る責務を認識して、犯罪を看過することなく、監視して警察に通報するようになったわけで
ある。住民メンバーは警察とともに交通整理を行い、とりわけ祭列や選挙投票時には監視の
目がより綿密に届くようになると、諍い、騒擾や事故を予防していた。特にフレンズ・オブ・
ポリス運動の展開から警察と住民の間に顕著な変化がもたらされたのは、住民メンバーに
よる通報と警察による即時の対応というプロセスが確立するようになった点である。住民
メンバーの通報をつうじて密造酒や違法薬物への取り締まりが強化され、また警察による
現行犯逮捕と被害者の救出が迅速に行われ、住民メンバーが放火被害に遭遇していた警察
官を救出していた。フレンズ・オブ・ポリス運動への参画によって、住民メンバーは警察と
ともに法執行活動を担い、警察を支援するべく住民の代表者としてリーダーシップを発揮
しており、秩序維持の行動を遵守していたことが確かめられた。 
 
 第 4 章第 1 節第 2 項では、タミル・ナードゥ州で 1993 年から展開されてきたフレンズ・
オブ・ポリス運動に対して、本稿の提起したコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に
基づいて、その創設過程、特徴、予防行動のポイントについて分析し、成功事例としての総
合的評価を加えてきた。本稿でフレンズ・オブ・ポリス運動を成功事例と評価したのは、住
民の主体的参画に基づいたコミュニティ・ポリシング活動であり、警察と住民のリーダーシ
ップが発揮されて、犯罪予防に効果をもたらしていたためである。成功に帰結した背景には、
何よりもフレンズ・オブ・ポリス運動の存在自体が警察と住民の関係友好化を主張するうえ
で明白であったことが挙げられる。創設者のフィリップは、創設時からいかにコミュニテ
ィ・ポリシング活動に住民を牽引していけるかという点を強く志向していた。ゆえに、警察
署ベースで行っていた住民参画の手続きも明瞭であり、住民メンバーに ID カードと腕章を
支給して法執行活動に従事するリーダーシップの育成を促しつつ、希望する活動を選択さ
せて住民メンバーに動機づけを与えていた。加えてフィリップが 1993 年から一貫してフレ
ンズ・オブ・ポリス運動の展開に携わり、1994 年の州政府による公認の後、2002 年の国際
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社会での評価を受けて活動拠点を設置し州予算が割り当てられて警察と住民メンバーの訓
練の受講が慣例化してきたことが、コミュニティ・ポリシング活動を成功に導いた要因と言
えよう。 
 
（3）ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画 
 ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画（Janamaithri Suraksha Project）は、
州公用語のマラヤーラム語で、「住民との積極的な協力によってコミュニティの安全を確保
する計画」を意味し、2008 年 6 月に州政府による発令の下に州内 20 か所の警察署を対象
として創設された。2009 年、2010 年、2013 年にわたって、段階的に州内の警察署を拠点
として拡大を続けてきた。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は州政府が州警察に巡回警
察官の配置を命じた、その法執行活動に対して住民の要望や評価を反映させており、主体的
な住民参画によるコミュニティ・ポリシング活動と捉えている。第 5 章第 1 節第 3 項では、
ケーララ州で 2008 年から着手されてきたジャーナマイシュリ・スラクシャ計画のコミュニ
ティ・ポリシング活動について、成功事例とみなし、分析を行う。分析においては、主にケ
ーララ州警察が公式ウェブサイト上で公表しているジャーナマイシュリ・スラクシャ計画
に関する年次報告書、インド警察職の B・サンディーヤ（B. Sandhya）州警察副長官が 2013
年に発表した研究論文や 2013 年 6 月に州都ティルヴァナンタプラム（トリバンドラム）
（Thiruvananthapuram）市に拠点を置く研究機関が刊行した評価報告書を参照する。この
第 3 項では、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画について、本稿の提起するコミュニテ
ィ・ポリシング活動構成 6 要素に基づき、2008 年 6 月に州政府が創設を発令するに至った
背景、州内に拡大していった過程、特徴、予防行動のポイント、総合的な評価を加える。 
 
ケーララ州の暴動発生の状況 
 ケーララ州はインド南東部に位置し、面積 38,863 平方キロメートル、2011 年センサスに
よると人口 3,340 万 6,061 人で、州都ティルヴァナンタプラム市を中心とした 14 の県から
構成されている［Government of Kerala, The Official Web Potal n.d.］（地図 8 参照）。 
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地図 8： ケーララ州 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Wikimedia Commons. “India Kerala location map.svg”. n.d. 
https://commons.wikimedia.org/wiki/File:India_Kerala_location_map.svg（2014 年 8 月 20 日 
閲覧）］より入手の白地図を元に筆者作成。 
 
ケーララ州におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動は、本稿第 1 章ですでに述べてきたが、
グラフとガロニエによる状況分析データにおいては言及がされていない。加えて、ヴァール
シュネーイーとウィルキンソンのデータセットによると、1950 年から 1995 年までの 45 年
間にケーララ州で発生したヒンドゥー・ムスリム間暴動は 20 件であった［Varshney and 
Wilkinson 2004：3］。年平均で換算すると 0.44 件であり、ヒンドゥー・ムスリム間暴動に
ついては、発生の傾向が低い州であったことが判明する。グラフとガロニエによる状況分析
およびヴァールシュネーイーとウィルキンソンによるデータセットにおいても、ケーララ
州ではヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生の頻度は低かった。 
第 2 章第 2 節で言及したことであるが（表 2－2 参照）、ケーララ州のムスリム人口は
2001 年センサスでは 24.6%、2011 年センサスでは 26.56％と全国平均を上回っていた。に
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もかかわらず、ヒンドゥー・ムスリムの関係が比較的良好であったわけであるが、この背景
としてケーララ州特有の状況を 2 点指摘しておきたい。第一に、ヒンドゥー・ナショナリス
ト政党が政権を掌握してこなかったことである。ケーララ州では、1967 年に実施された第
3 回州議会議員選挙以降、共産党（マルクス派）主導の左派民主戦線（Left Democratic Front：
LDF）と会議派主導の統一民主戦線（United Democratic Front：UDF）による二大政党制
が継続してきた。第二に、安定的な州政権運営が相まって、教育政策の確立からインドで最
も高い識字率を誇ってきたことである。2011 年センサスでのケーララ州の識字率は 93.91%
で、全国平均の 74.04％を凌駕する全国 1 位の数値であった155。ゆえに他州と比べるとコミ
ュニティ・ポリシング活動を円滑に遂行することが可能であり、住民の諍いと犯罪の段階に
焦点を当てることが鍵であると考えられる。 
 
州政府によるジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の創設 
 ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、2008 年 6 月に州政府によって創
設された。本稿がコミュニティ・ポリシング活動の導入年として設定した 1993 年から、14
年を経た時期である。2007 年 11 月当時にジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の創設を
発令したのは、共産党（マルクス派）のアチュターナンダ―ン（V. S. Achuthanandan）政
権であった。創設の背景には州警察の組織改革を打ち出した K・T・トマス（K. T. Thomas）
判事を長とした「警察の言動と責務に関する委員会」（The Police Performance and 
Accountability Commission）（以下「トマス委員会」と略する）による勧告内容が起因して
いた。トマス委員会は、2003 年 11 月に当時の A・K・アントニー（A. K. Antony）会議派
政権が 2002 年から 2003 年にかけて州警察の言動について評価を下し、警察の機能と説明
責任を改善するために提言を行うことを目的として設置した。トマス委員会は、トマス判事
のほか、元ケーララ州警察長官のラージャゴパラーン・ナイール（K. V. Rajagopalan Nair）、
インド行政職でコリコード大学副学長のジャヤチャンドラーン（T. N. Jayachandran）か
ら構成されていた。トマス委員会は、州警察の言動が悪化する傾向にあるため、特に採用条
件や雇用環境の整備、県警視による年次報告の定例化、メディアへの情報提供による法執行
活動の可視化、反汚職に向けた部局の設置、そしてコミュニティ・ポリシング活動の導入に
ついて提言した。 
                                                   
155 Office of the Registrar General & Census Commissioner, Ministry of Home Affairs, Government of 
India. Census of India 2011. “State of Literacy”. n.d.. 
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トマス委員会は、これまでに 1977 年から 1981 年にかけて公表された国家警察委員会や
2000 年のパドマナバーイー委員会によって提言されてきた警察改革を踏襲し、州警察行政
の透過性を増すために、コミュニティ・ポリシング活動の遂行を強く推し進めている。警察
は定期的に会合を開催し、住民とともに犯罪を予防する方策を協議するメカニズムを構築
し、コミュニティ・ポリシング活動による効果が即座に得られないとしても、州警察長官が
指揮し、警察のマニュアルの下に展開されなければならないと強調した［Commonwealth 
Human Rights Initiative 2005］。トマス委員会は、州警察の組織的改革の一環としてコミ
ュニティ・ポリシング活動の遂行を推進し、かつ州警察長官のリーダーシップの下にマニュ
アル化されたことを提言していた。 
 トマス委員会による提言に基づいて、ケーララ州で実際にコミュニティ・ポリシング活動
が創設されたのは 2008 年 6 月のことで、これに先んじて 2007 年 9 月に州警察長官に創設
の準備を告知し、2007 年 10 月 15 日には州内務監視省（Ministry of Home & Vigilance）
に創設に向けた委員会を設置していた。州政府はコミュニティ・ポリシング活動を警察と住
民が犯罪、違法薬物、犯罪への恐怖、社会的無秩序、地域の治安悪化、生活の質向上といっ
た問題を解決するためにともに活動する組織的な方策と捉えていた。その上で、コミュニテ
ィ・ポリシング活動の周知と理解を促すために、パンフレットとブックレットの作成および
配布のために 35 万ルピーを、さらにはコミュニティ・ポリシング活動、警察と住民との関
係をテーマにしたセミナーおよびワークショップの開催のために 50 万ルピーを、そして 3
日間から 5 日間にわたる訓練講習の実施のために 20 万ルピーを、それぞれ州政府予算から
拠出することを決定した。こうした準備期間を経て、翌 2008 年 6 月 21 日に、州警察長官
の下に 3 都市と 11 の自治都市での選定された 20 の警察署に対して、犯罪予防、警察と住
民の相互理解、相互による協力を通じた治安の確保を目的に掲げ、ジャーナマイシュリ・ス
ラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動を遂行することを発表した［A 
Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：57-59］。ケーララ州のコミュニテ
ィ・ポリシング活動とは、犯罪を予防し、違法薬物の取り締まることで、犯罪への恐怖を軽
減して、地域内の治安を確保することを目的としていた。ケーララ州政府は、合わせて 115
万ルピーを拠出して、コミュニティ・ポリシング活動の円滑な展開に向け、2007 年から 2008
年のおよそ 1 年間にわたって、州政府活動への理解と協力を得るにあたって入念な準備を
行っていた。周知活動としてパンフレットとブックレットの作成と配布、セミナーやワーク
ショップの開催、そして現場で活動に従事する人材への訓練を実施していた。2007 年まで
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にインドで遂行されていた連邦直轄領デリー市、マハーラーシュトラ州ビワンディー市、西
ベンガル州コルカタ市やマディヤ・プラデーシュ州でのコミュニティ・ポリシング活動が、
警察および住民に対して十分に周知されないままに協力と理解を得ることなく、限られた
範囲でのみ展開されていた状況と比べて、大きな進展とみなすことができる。ケーララ州政
府が主導したコミュニティ・ポリシング活動の創設であったが、単なる発令にとどまらず、
州警察による履行にあたって州政府の予算を拠出して注力していた。 
 「住民との積極的な協力によってコミュニティの安全を確保する」との活動目的をそのま
ま名称に設定したジャーナマイシュリ・スラクシャ計画には、本稿が成功事例として分析し
てきたマハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラ
ストやタミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動と同様に、シンボルマークが設定
されていた（図 5－2 参照）。 
 
図 5－2：ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画のシンボルマーク 
  
 
 
 
 
 
 
【出典】［Kerala Police.“Janamaithri Suraksha Programme”. n.d.］.  
 
 このシンボルマークは、ケーララ州警察のシンボルマークを背景にして、州警察と住民が
握手を交わしており、マラヤーラム語で、「住民と警察がともに安全のために取り組む」を
意味するメッセージが付記されていた。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画のシンボルマ
ークは、州警察の責務の下に警察と住民との協力関係の構築を体現しつつ、安全のためにと
もにコミュニティ・ポリシング活動に取り組むというスローガンを明示していた。 
 
警察と住民のリーダーシップによるコミュニティ・ポリシング活動の展開 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、2008 年 6 月に州内で 20 の警察署が、その後
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2009 年 5 月には 23 の警察署が、さらに 2010 年 11 月に 105 の警察署が、そして 2013 年
3 月には 100 の警察署において、年を経て段階的に導入されていた。州政府が創設を発令し
てから 5 年が経った 2013 年時点で州内には 248 の警察署がジャーナマイシュリ・スラク
シャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動を展開する拠点として加わっていった。［A 
Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：68-70］。2008 年から徐々にジャー
ナマイシュリ・スラクシャ計画は州内の警察署で展開しており、2013 年時点では、248 か
所の警察署が導入していた。その数は、2013 年での州内にある 489 の村落および都市の警
察署のおよそ 51%にあたる156。したがって、州政府および州警察が主導するコミュニティ・
ポリシング活動には、2008 年の創設時には 20 の警察署であったが、その後に州内の 5 割
超の警察署が参画しており、その範囲は拡大を続けていた。 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の特徴として挙げられるのは、巡回警察官、ジャー
ナマイシュリ・スラクシャ委員会（Janamaithri Surakusha Samiti）、県助言委員会（District 
Advisory Samiti）の 3 つの階層構造によって、開かれた形態の下にコミュニティ・ポリシ
ング活動を警察と住民の双方に対して組織化していた点である。情報公開を積極的に行う
ために、ケーララ州警察にはジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の情報公開を担当する
「ケーララ州警察のコミュニティ・ポリシングのイニシアティヴ」（A Community Policing 
Initiative of Kerala Police）という部局が設置され、住民に向けて活動報告を行うためにニ
ューズレターや年次報告書の作成と刊行を行っていた。2009 年に州警察長官の名で発行さ
れていたジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の回覧板には、これら 3 つの構造それぞれ
の役割について明記されていた。 
第一に、巡回警察官は、巡回を行って、州警察と住民との架橋となるべく巡回警察官を配
置した点である。1 人の巡回警察官には、3 キロメートルから 5 キロメートル圏内 1,000 戸
ごとに 1 つの担当区域が割り当てられていた。警部副補佐、巡査部長、巡査が巡回警察官と
なって、自らの担当区域を徒歩にて巡回し、店舗、家屋、居住者といった情報を週 20 時間
以上遂行して、区域の住民と交流しながら、自ら把握することが義務付けられていた。巡回
警察官は、1）学校、食料店、郵便局、市役所などの市中で、ジャーナマイシュリ・スラク
シャ計画で予定されている活動について住民と頻繁に協議すること、2）巡回をつうじて得
                                                   
156 村落での警察署（Rural Police Stations）および都市での警察署（Urban Police Stations）の数は、 
インド連邦内務省管轄下の国家犯罪記録局刊行の年次報告書『インドにおける犯罪』2013 年度（電子 
版）に依拠する［National Crime Records Bureau, Ministry of Home Affairs. 2013. “TABLE-17.11  
Organisational Setup During 2013”. Crime in India 2013（電子版）］。 
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られた知見と情報に基づいて、巡回警察官はそれぞれの担当区域の実情に適したコミュニ
ティ・ポリシング活動を計画し、自らジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会の会合で提案、
かつその遂行を担うこと、3）担当巡回区域における災害の発生、伝染病の蔓延といった事
態に対しては、即座に自治体当局に情報を伝達し、その回復について自らリーダーシップを
発揮すること、4）巡回区域内において住民間の対立や犯罪発生についての情報を得た場合
には、関係当局に即座に情報を伝達すること、5）祝祭や市中で発生した問題についても、
上級の警察官に情報を伝達すること、以上の 5 点が巡回警察官によって取り組まれる活動
として挙げられていた［A Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：64-67］。
巡回警察官は、週 20 時間以上にわたって徒歩で担当区域を巡回し、場所を問わず市中にて
住民との接触によって情報を収集するとともに、かつ巡回時に発露した災害、伝染病、住民
間の諍い、祝祭時の対立といった問題を把握して自治体と上級警察官に報告することが定
められていた。さらには、ジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会において、発露した問題
の状況報告と解決策の提案を行うなど、巡回警察官が担当区域での問題に対する責任を貫
徹することが求められていた。つまり、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では監視・巡
回はあくまで警察官が遂行しており、警察とともに住民リーダーが共同で監視・巡回を行っ
ていたビワンディー市のモハッラ ・ーコミッティ、ムンバイー市のモハッラ ・ーコミッティ・
ムーブメント・トラスト、タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動といった事例
とは異なっていた。 
 第二に、ジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会とは、ジャーナマイシュリ・スラクシャ
計画を着手する全ての警察署に設置が義務付けられ、女性、指定カーストおよび指定部族を
含めた住民リーダーからなる委員会である。委員は、高等教育を受けた学校長、教員、退職
した公務員、企業家、NGO の活動家、労働者の代表、郵便局員、住民の代表者などで犯罪
歴のない人物について、警察署の警部が委員にふさわしい住民を列挙し、県警視による精査
を経て任命された。1 つの委員会は県警視を議長として、10 名以上から 25 名以下で構成さ
れ、原則として 2 年ごとにメンバーが刷新されていた。月 1 回以上開催する委員会会合は、
警察署が開催準備と告知を担い、一般住民にも開放されており、提案を行うことが認められ
ていた。委員会で協議されることが望ましいとされていたのは、窃盗、強盗、密売、交通違
反といった治安に関連した項目およびその対策について、犯罪予防、交通監視システムを念
頭に置いた巡回の導入について、住民を対象とした犯罪予防の啓発プログラムの組織化に
ついて、組織犯罪および環境犯罪に関する情報交換についてが挙げられていた。一方で、捜
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査中の事件および公判については協議すべきではなく、かついかなる法的権限も有さず、円
滑なコミュニティ・ポリシング活動の遂行を推進することのみを目的とすることが定めら
れていた［A Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：64-65］。ジャーナマイ
シュリ・スラクシャ委員会は、州政府と州警察が主導するジャーナマイシュリ・スラクシャ
計画に住民の参画を組み込む役割を担っており、住民リーダーの選任と住民の組織化を図
っていた。ただし、委員メンバーは警部が有意選出し、かつ委員会の議長は県警視が務める
など、住民の主体的参画によるものではなかった。委員メンバーの選出からは、ジャーナマ
イシュリ・スラクシャ計画が州政府および州警察のリーダーシップで着手されていた性質
を見出すことができる。月例の委員会では、巡回警察官も出席しての担当区域での状況報告、
犯罪や交通違反に関する情報交換、犯罪予防のための対策、住民向けの犯罪予防の啓発につ
いて協議されていた。ただし、警察に有意選出されたメンバーから構成されていたとしても、
ジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会は一切の法的権限を有さないと定められていた。こ
れは、警察から住民が選出されていたという共通点を持つ、デリー市の特別警察官やマディ
ヤ・プラデーシュ州のナガル・ラクシャ・サミティでの住民メンバーが一般警察と同等の権
限が認められていた点とは異なっていた。言い換えれば、ジャーナマイシュリ・スラクシャ
計画では、個々の巡回警察官がコミュニティ・ポリシング活動の責務を負いつつ、その円滑
な遂行のために住民リーダーからなるジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会のメンバー
は情報提供や協議を行う補佐的な役割として位置づけられていた。 
 第三に、助言委員会は、県警視がジャーナマイシュリ・スラクシャ計画を監督するために
設置した統監組織であった。助言委員会のメンバーは 10 名から 20 名で、県警視が任命し
た連邦議会議員、州議会議員、市議会議員、市長といった政治家から構成されていた。助言
委員会は 3 か月に 1 回の頻度で会合を開催し、当該県でのジャーナマイシュリ・スラクシ
ャ計画のコミュニティ・ポリシング活動に対する評価、提案、指示を行っていた［A 
Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：67］。県助言委員会として、評価や
提案を求めるという形で、コミュニティ・ポリシング活動に対して、連邦および地方行政に
携わる政治家の関与を促し、活動への理解と協力を得るための取組とみなすことができる。 
上述のように、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の構成において、住民リーダーおよ
び政治リーダーの関与を求めつつも、県警視が 2 つの委員会メンバーを選任して、かつ実
際のコミュニティ・ポリシング活動の現場では巡回警察官が基軸となり、展開していた。し
たがって、巡回警察官が担当区域の治安に責務を負っていたという点からは、警察のリーダ
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ーシップの下に警察行政の分権化を志向したコミュニティ・ポリシング活動であるものの、
その活動には住民の意思や要望が反映され、また政治家からの評価や提案を取り込んでお
り、開かれた組織形態を構成してきたと捉えられよう。 
以上のような特徴を踏まえた上で、本稿の提起するコミュニティ・ポリシング活動の構成
6 要素のうち、すでに論じてきた警察および住民のリーダーシップを除く、監視・巡回、住
民の組織化、生活改善、警察不信の回復、秩序維持の行動について、それぞれ焦点を当てな
がら県ごとの実際の活動を分析していく。県ごとの事例については、ジャーナマイシュリ・
スラクシャ計画が刊行した 2013 年および 2014 年の年次報告書、コミュニティ・ポリシン
グ計画部局の州警察副長官として広報活動を行っていた B・サンディーヤの研究論文に依
拠している。 
 
監視・巡回 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画のコミュニティ・ポリシング活動は巡回警察官が週
20 時間以上の徒歩巡回をつうじ、責務を負って遂行してきたという点はすでに述べた通り
である。2009 年 8 月からカンヌール県タラセリー（Thalassery）警察署にて任務を遂行し
ていたヒンドゥーの巡回警察官は、戸別訪問を行うことで徐々に住民との交流を図り、住民
をめぐる犯罪発生の状況と生活改善の必要性について把握していった。担当区域内で違法
薬物の乱用を見出したため、住民および学生を対象とした啓発セミナーを開催して、薬物が
いかに健康を害し、教育活動に影響を及ぼすのか説明し、即刻使用をやめるように強く訴え
た。また道中を徘徊していた物乞いを安全に生活できるようにシェルターに保護した。この
ヒンドゥーの巡回警察官は、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の巡回警察による活動は、
住民に対する有益な警察サービスであり、参画していることを自負していた。 
またカンヌール県のマローア（Maloor）警察署にて 2011 年 9 月から巡回警察官として任
務を追っていたヒンドゥーの女性警察官は、監視・巡回のみならず、住民を対象としたガン
および違法薬物への啓発キャンペーン、美術大会、スポーツ大会、料理コンテストの開催と
いったプログラムを開催していた。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画によるキャンペー
ンの結果、巡回区域内では住民による支援の結果、密造酒の製造および売買が禁止された。
アルコールの消費量と自殺件数が目に見えて減少していき、また中毒症状にある住民も通
院して、適切な治療を受診するようになった。この巡回警察官は自らの勤務に満足し、住民
からの信頼も徐々に強固になっていると感じていた［A Community Policing Initiative of 
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Kerala Police 2013：46-47］。2013 年の年次報告書に掲載された 2 名の巡回警察官による
活動報告からは、巡回警察は徒歩巡回による犯罪発見のみならず、ガンおよび違法薬物への
啓発キャンペーン、警察と住民間の交流を図るイベントを開催していた。健康増進や啓発キ
ャンペーンを展開して、住民の意識向上を促し、担当区域内での諍いおよび犯罪の予防に寄
与していた。そして、カンヌール県の 2 人の巡回警察官はともにジャーナマイシュリ・スラ
クシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動が有益となり、警察と住民との関係が良好
かつ強固となってきたとして自らの職務を自負していた。巡回警察官が巡回をつうじて、犯
罪の予防と生活改善を図ろうと取り組んできたことが確認できる。 
ケーララ州内では、他県でも巡回警察官による犯罪予防の効果について報告が寄せられ
ていた。マラップラム（Malappuram）県では、巡回警察官が戸別訪問するうちに、家主が
居住者の情報を提供するようになり、また犯罪に身を投じようと画策していた反社会分子
の集まる地区を訪れて監視を行いながら説伏して、犯罪行為を抑止させた。パラッカド
（Palakkad）県では巡回警察が住民の支援を得て、不法な砂地採掘を発見して取り締まる
ことに帰結していた。イェルナークラム（Ernakulam）県では、巡回警察官が担当区域の
住民に向けて住居侵入を防ぐために警報の設置を呼び掛けていた［Sandhya 2013：128-
130］。巡回警察官が担当区域内で監視・巡回を行うことで、居住者の情報を入手し、また犯
罪の企図を察知すると説伏しつつ抑止していた。不法な採掘を発見して取り締まり、住居侵
入への警戒を促して警報設置を喚起していた。巡回警察官が住民から提供された情報を犯
罪発生の現場で活用し、また住民に犯罪予防を喚起していた事例であった。 
 
住民の組織化 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、巡回警察への要望を表出する役割として、住
民リーダーからなるジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会が、またコミュニティ・ポリシ
ング活動への評価を行うために政治リーダーから構成された助言委員会の、2 つの委員会が
設置されていた。これら 2 つの委員会は、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画が住民およ
び政治家からの要望および評価を重視するという態勢を体現していた。さらに、2010 年に
は県レベルで 10 の警察署内にジャーナマイシュリ・ケンドラム（Janamaithri Kendram）
と呼ばれる住民との交流を促進するセンターを設置していた。2010 年 5 月 26 日付で、ケ
ーララ州政府はジャーナマイシュリ・ケンドラムの設置に際して、250 万ルピーを拠出する
ことを決定した。このセンターは住民の安全を確保のために、例えば交通事故の減少や人災
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害への即時の対応を行うといった県ごとの実情に応じたコミュニティ・ポリシング活動を
展開することを目的としていた。なおかつセンターでは、学生や若者グループを対象として、
コミュニティ・ポリシング活動の訓練を提供する役割も担っていた。2013 年までに実際に
センターで遂行されてきたのは、救急およびトラウマの治療方法、スポーツおよびキャリア
相談による若者の訓練、女性および子どもを対象とした相談プログラムと家庭内暴力の啓
発プログラム、災害管理の訓練、年長者への支援啓発、中毒者向けの治療および啓発、子ど
もや若者を対象とした交通ルールの啓発であった［A Community Policing Initiative of 
Kerala Police 2013：60-61, 73］。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、インドの他の
事例とは異なり、巡回警察官が基軸となってコミュニティ・ポリシング活動を展開していた
ため、2 つの委員会をつうじた住民からの要望と評価を反映させるほかに、警察と住民との
交流を促進して、住民の組織化を図るためにジャーナマイシュリ・ケンドラムと呼ばれるセ
ンターを設置していた。住民との交流拠点となったセンターでは、応急処置や災害管理に対
する訓練、暴力や中毒の啓発活動に加えて、キャリアや家庭内暴力への相談サービスが提供
されていた。センターは、巡回警察による犯罪予防だけでなく、住民の生活改善に着目した
開かれたコミュニティ・ポリシング活動を体現する機能を有していたと見出すことができ
る。訓練、啓発活動、相談を受けるためにセンターに住民が参集することで、ジャーナマイ
シュリ・スラクシャ計画の活動目的と意義を伝達する拠点ともなっていたと考えられる。 
 
生活改善 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、巡回警察官が中心となって住民の生活改善を
目指したコミュニティ・ポリシング活動を展開していた。カンヌール県ペイヤンアー
（Payyannur）市警察署では、密造酒の製造と販売に対して、警察が主導して住民とともに
撲滅運動を展開していた。同様に、コッタヤム県ヴァイコム（Vaikom）市警察署でも住民
との協力によって密造酒の製造および販売を行っていた反社会分子を取り締まっていた。
トリシュール県アイリンジャラクーダ（Irinjalakuda）市警察署では、献血を呼びかける会
合を開催すると、住民は献血に積極的になっていった。加えて、生活環境の改善という点で
は、イドゥッキ県トドゥプジャ（Thodupuzha）市警察署で、市中のホテルから垂れ流され
ていた汚水によって域内の河川汚染が深刻化していたが、警察と住民は連携して注意喚起
を行っていた［Sandhya 2013：129-130］。住民をめぐる生活改善として、密造酒の製造販
売への取り締まりを強化して反社会分子を検挙し、また住民とともに撲滅運動を展開して
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いた。密造酒の製造販売が取り締まられることで、飲酒によって道中を騒ぎ立てる者が減少
して諍いが抑止され、また反社会分子の活動資金を断つことにもつながったと考えられる。
他方、救命のために献血をアピールした会合の後に、住民は献血に積極的に足を運ぶように
なって、住民全体の生活改善に寄与するように促していた。加えて悪臭の発生をもたらす居
住地での河川汚染に対する警察と住民による注意喚起は、法執行活動の枠を超えて、生活環
境の保全というモラル向上に寄与する行動であったと捉えることができる。 
 
警察不信の回復 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画が創設された背景には、トマス委員会が 2002 年か
ら 2003 年にかけて州警察の言動について評価を下し、警察の機能と説明責任を改善するた
めに提言を発したことにある。したがって、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画のシンボ
ルマークには、警察と住民が握手を交わす姿が描写されており、警察不信の回復が重視され
てきた。巡回警察官は、自らの担当区域内において、市中で住民と定期的に協議を交わし、
住民の抱える問題を住民リーダーが出席するジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会で提
起し、また巡回時に発露した災害や伝染病といった状況を自治体当局に伝達する役割の追
っていた［A Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：iii-iv］。さらに、先述
した2010年に住民との交流を目的として設置されたジャーナマイシュリ・ケンドラムでは、
救急およびトラウマの治療方法、スポーツおよびキャリア相談による若者の訓練、女性およ
び子どもを対象とした相談プログラムと家庭内暴力の啓発プログラム、災害管理の訓練、年
長者への支援啓発、中毒者向けの治療および啓発、子どもや若者を対象とした交通ルールの
啓発を行っていた［A Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：60-61, 73］。
アーラップーザ県のチェタラ（Cherthala）市警察署では、巡回警察官が住民の抱える家族
間の諍いについて相談に応じることで、住民から評価を得ていた。パタナムティッタ県アド
ゥール（Adoor）市警察署では、巡回警察官が独居生活を送っていた年長者に対して戸別訪
問を行っていた。この地区では、巡回警察官の訪問を家族のように歓迎されていたとの報告
があがった［Sandhya 2013：129-130］。そもそもジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は
警察の機能を改善し、説明責任を果たすための取り組みとして創設された背景があったた
め、そのシンボルマークには住民に友好的なイメージを具象したデザインが採用されてい
た。巡回警察官が住民をめぐる問題を注視して解決を図り、災害や伝染病の蔓延といった危
機時にはその存在が重要視され、徐々に警察不信を払拭するようになったと考えられる。さ
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らに、ジャーナマイシュリ・ケンドラムの設置は、巡回警察と住民リーダーが協議を交わす
ジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会のみならず、より多くの住民にコミュニティ・ポリ
シング活動へ関心を喚起し、警察との交流の機会をもたらすことを目的としていた。ゆえに
監視・巡回にとどまらず、住民に有用な治療方法や訓練を習得し、また啓発運動を行うなど、
各種サービスを提供していた。ジャーナマイシュリ・ケンドラムには、住民が警察との交流
を促進することで、警察への畏怖と不信を払拭することが期待されていた。加えて、巡回警
察官が住民の抱える家族間の諍いに介入し、また年長者に戸別訪問していた事例では、警察
と住民との間の距離を縮めつつ、不信を回復して、住民に安全の意識を向上させることに寄
与していた。 
 
秩序維持の行動 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の下に巡回警察官が住民からの協力を得て、監視・
巡回を展開していく中で、担当区域内では次第に秩序維持の行動を遵守する動きが現出す
るようになった。イェルナークラム県コーチ（Kochi）市警察署では、巡回警察官は住居侵
入を防ぐために戸別に警報の設置を呼び掛けていた。ティルヴァナンタプラム県ティルヴ
ァナンタプラム（Thiruvanathapuram）市警察署では、巡回警察官は学校当局と学生の支
援によって、大学周辺で違法薬物を売っていた反社会分子を逮捕するにいたった。コーラム
県パラヴォーア（Paravoor）警察署では、昼間には路上でギャングによるネックレスの強奪
事件が、夜間には住居侵入事件の続発していた。そこで、巡回警察官と住民との連携の下、
住民が犯罪を発見して即座に通報するようになると、ギャングの迅速な逮捕につながった
［Sandhya 2013：129-130］。巡回警察官が戸別訪問することで、各家屋に警報を設置する
ように仕向け、住居侵入犯への警戒を強化し、また学生に対して違法薬物への啓発を高めて
違法薬物を販売していたギャングの活動を通報、逮捕に帰結した。さらには、昼夜にわたっ
て強盗および住居侵入が頻発していた地域では、住民が犯罪を発見して巡回警察官に通報
することで、迅速な犯人逮捕につながるようになった。これら 3 地区で共通するのは、巡回
警察官による監視・巡回が住民に認識され、強盗、違法薬物の売買、住居侵入への警戒を強
化して、住民は犯罪に遭遇した場合に即座に通報するという秩序維持の行動を遵守するよ
うになった点である。 
他方、異なる宗教に属するコミュニティに向けて、秩序維持の行動をアピールするために、
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、ヒンドゥーとムスリムの混成チームによるサッカ
 362 
 
ー大会を開催して好評を得てきた。2014 年の年次報告書では、各県警察が主催して、毎年
8 月の第 1 週目の日曜日を「フレンドシップ・デー」と称し、ヒンドゥーとムスリムによる
混成チームを結成して、トーナメント大会を開催していた［A Community Policing 
Initiative of Kerala Police 2014：35-36］。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、ヒ
ンドゥーとムスリムの住民を対象にスポーツをつうじて、相互の宗教を尊重し、寛容の精神
を促す機会をもたらしていた。先に述べたように、ケーララ州ではヒンドゥー・ムスリム間
暴動は頻発傾向にはなかったものの、ヒンドゥーとムスリムの住民間で諍いを予防して、秩
序維持の行動を遵守させようという取組として、スポーツによる交流が図られていた。スポ
ーツによる交流は、マハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブ
メント・トラストの事例、タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動の事例でも見
出される。したがって、ここにスポーツがコミュニティ・ポリシング活動において、秩序維
持の行動を遵守し、その結果として多文化主義的な共生がもたらされうる、一つの手法とし
て確立していたことが確認できる。 
 
コミュニティ・ポリシング活動の法制度化 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画が 2008 年の創設時には 20 か所の警察署で着手さ
れていたが、その効果が受容されるようになって、2009 年にはさらに 23 か所、そして 2010
年には 105 か所の警察署にまで展開されていった。そして、2011 年にケーララ州警察法
（Kerala Police Act, 2011）が制定され、第 64 条にコミュニティ・ポリシングとして活動
が法制度化されるに至った。 
 2011 年ケーララ州警察法は、1960 年ケーララ州警察法に対して、ケーララ州における警
察の規則、設置、権限、任務を改正することを目的として制定された。第 64 条「コミュニ
ティ・ポリシング」では、「住民交流委員会」（Community Contact Committees）としてコ
ミュニティ・ポリシング活動の遂行に関する規定が明示されていた。（1）県警察の長が自ら
の管轄内の警察署すべてに住民の所属するコミュニティの代表者からなる住民交流委員会
を設置すること、（2）住民交流委員会は警察署の裁量の下に多様な職種、女性、指定カース
トおよび指定部族から等しく選ばれた住民の代表者から構成されること、（3）公判中の者や
過去 5 年の間に汚職で失職した者は委員会のメンバーにはなれない、（4）住民交流委員会
は警察業務への要望を把握するとともに、当該地域での安全確保のための対応策を進展さ
せること、（5）住民交流委員会は必要に応じて会合を行うこと、（6）メンバー以外の住民も
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会合に参加可能とすること、（7）住民交流委員会は発生が予期される犯罪についての情報を
警察に提供するように住民に喚起すること、（8）住民交流委員会は必要に応じて、別途委員
会を組織化することができる、（9）住民交流委員会は安全への啓発、犯罪予防、法執行活動
への理解力を促進するプログラムを組織化すること、（10）住民交流委員会は犯罪捜査およ
び法と秩序の維持のような警察権限による法執行活動を遂行してはならない、以上 10 項目
にわたってコミュニティ・ポリシング活動の目的、方針および留意点が明文化されていた。
続く第 65 条「巡回警察官による業務」では、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の中軸
として活動してきた巡回警察官の役割が明記されている。（1）すべての警察署は担当区域を
割り当てて巡回を行うこと、（2）巡回に際しては、以下の任務および責任を負うこと、（a）
住民交流委員会の住民メンバーおよび担当区域の住民との接触を図ること、（b）担当区域で
の犯罪予防を念頭に置いて監視を行うこと、（c）犯罪者、テロリスト、反社会分子について
の情報を収集し、担当区域の警察署において情報共有を行うこと、（d）累犯の犯罪者への特
別な監視を行うこと、（e）暴力の応酬へと悪化する恐れがある住民間の諍いを把握し、担当
区域の警察署において情報共有すること、（f）巡回のみならず、その他の警察の任務にも従
事すること、（g）巡回中に住民から寄せられた警察業務に対する要望および苦情について記
録して、他の警察官と共有すること、（h）業務内容について記録を取って上級警察官に提出
すること157。 
2011 年ケーララ州警察法では、コミュニティ・ポリシング活動と、ジャーナマイシュリ・
スラクシャ計画の遂行において現場でコミュニティ・ポリシング活動を担う巡回警察官の
それぞれについて別個に規定していた。そして、ジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会は
住民交流委員会と呼称を変えて、その存在を一般化し、長期的な展望の下にケーララ州にお
いてコミュニティ・ポリシング活動を確立しようという意図が見出される。住民交流委員会
は女性および指定カースト、指定部族を含めた警察によって選任されたメンバーから成り、
会合を開催して犯罪情報の交換や犯罪予防の啓発活動を行うことが目的として定められて
いた。そしてジャーナマイシュリ・スラクシャ計画と同様に住民交流委員会は犯罪捜査や法
執行活動を行うことは認められておらず、その権限はあくまで警察を支援する住民リーダ
ーによる協議に留められていた。そのうえで、第 65 条でコミュニティ・ポリシング活動を
現場で担うのは巡回警察官であり、その任務と責任が明文化されていたのである。つまり、
                                                   
157 Kerala Police. “Legal Stuff, KP Act 2011: Article 64 Community Policing”. n.d.. 
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2011 年ケーララ州警察法でコミュニティ・ポリシング活動を制度化した意図は、巡回警察
官の責務を法制度的に明文化し、警察が住民の支援を引き出しつつ、犯罪予防に向けた法執
行活動の展開を推し進めることであったと考えられるのである。 
そして、2011 年ケーララ州警察法におけるコミュニティ・ポリシング活動への制度化が、
2013 年までに州内の 5 割超の警察署にまで活動の拡大を後押ししていった。特筆すべきな
のは、ケーララ州政府がジャーナマイシュリ・スラクシャ計画での実践を踏まえ、2011 年
にコミュニティ・ポリシング活動の法的整備を行ったことである。これまで 1977 年から連
邦内務省が主導してきた、旧来からの抑圧的体質からの脱却を目指したコミュニティ・ポリ
シング活動の法制度化を通じた一連の警察改革の動きにおいて、一つの指針を示したと言
える。 
  
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動への評価 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動は、2008 年
の創設以降、州政府、州警察、報道メディアからおおむね好意的に評価されてきた。2013
年に刊行された年次報告書において、バラスブラマニアーン（K.S.Balasubramanian）州
警察長官は、民主的な社会での中核として専門的かつ住民中心のコミュニティ・ポリシング
が機能するなかで、警察は住民の代表者という気概を持ち、また住民も法執行活動の状況を
理解するようになってきたと評価していた。そして、ケーララ州警察がインド国内で先駆的
にコミュニティ・ポリシング活動を取り組んできたことを誇りに思うと自負していた［A 
Community Policing Initiative of Kerala Police 2013：ii］。会議派のチャンディ（Oommen 
Chandy）州首相は、住民の積極的な参画によって警察が安全を確保し、女性や子どもとい
った社会的弱者層からの信頼を得るに至ったとみなしていた。同様に、ラメーシュ・チェン
ニターラー（Ramesh Chennithala）州内務監視省大臣は、ジャーナマイシュリ・スラクシ
ャ計画がインドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の成功例として進展を遂げており、
特に女性が問題解決のために自ら警察署を訪問するようになった点が前進の象徴であると
評価していた［A Community Policing Initiative of Kerala Police 2014：i-ii］。州警察長官
は、ケーララ州警察が民主的かつ住民中心的のコミュニティ・ポリシング活動を先駆してお
り、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の展開によって、警察には自らが住民の代表者で
あるとの自覚が生まれ、また住民には法執行活動への理解が促されてきたと捉えていた。ジ
ャーナマイシュリ・スラクシャ計画が警察には住民への配慮を、住民には警察による法執行
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活動への理解を、それぞれもたらしており、双方にとって相乗効果が得られてきたと評価し
ていたわけである。これに対して、州州首相、州内務監視省大臣はいずれもジャーナマイシ
ュリ・スラクシャ計画が住民の積極的な参画を引き出しながら、女性や子どもといった社会
的弱者層への救済を行っており、実際に女性が恐れることなく警察署を訪問するようにな
ってきたとの見解を示していた。したがって、2008 年以降、ジャーナマイシュリ・スラク
シャ計画の遂行に携わって来た州政府および州警察は創設後 5 年を経た時点で、ともにコ
ミュニティ・ポリシング活動が成功していたとの評価を下していた。 
こうした政府側の評価に対して、コミュニティ・ポリシング活動について協議するために
設置されたジャーナマイシュリ・スラクシャ委員のメンバーの一人は、会合を中心として地
域社会に変化が生じてきたと具体的な事例を挙げて評価していた。第一に、警察署での月例
開催の会合では、商人やタクシー運転手など様々な職種の代表者が出席して、相互に苦情や
提案を出し合い、改善策を講じようと試行していた点。第二に、年長者や女性グループとの
会合が組織されるようになった点。第三に、巡回警察官による戸別訪問が定期的に実施され
るようになった。第四に、移住労働者の流入によって度々治安の悪化が懸念されていたが、
巡回警察官は彼らの身元を確認しつつ、担当区域内での監視を強化して、また彼らの要請に
も応じるようになった点。第五に、警察署内に女性支援部局を設置したことろ、徐々に女性
が相談のために警察署を訪問するようになった点。以上の 5 点について挙げたうえで、イ
ンド全国にもジャーナマイシュリ・スラクシャ計画を拡大する価値があると評していた［A 
Community Policing Initiative of Kerala Police 2014：58-59］。住民リーダーであるジャ
ーナマイシュリ・スラクシャ委員のメンバーは、月例の会合において巡回警察官と委員メン
バーだけでなく、様々な職種の代表者、年長者や女性グループが同席して、双方への要望や
苦情を表出する場として機能するようになったとして住民の組織化に帰結していた点を評
価していた。そして巡回警察官が移住労働者の身元確認を行って秩序維持にまい進するよ
うになり、また警察署内に女性の相談に応じるための専用の部局を設置したことで、警察不
信の回復に努めていたと捉えていた。こうした実践を踏まえ、ジャーナマイシュリ・スラク
シャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動が全国的に採用されることが望ましいと考
えていた。 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画が州内のおよそ 5 割の警察署で着手されるように
なった 2013 年には、州都ティルヴァナンタプラム市に支部を置くターター社会科学研究所
に所属する 2 人の研究者が 48 の警察署に属する合計 700 人に対する聞き取り調査を行い、
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その結果を評価報告書として公表した。聞き取りは警察官、委員会メンバーや一般住民へ行
われ、内訳は 510 人がジャーナマイシュリ・スラクシャ計画を導入していた警察署に属し、
190 人が導入していない警察署に属していた。聞き取り調査の結果において注目すべきは犯
罪予防および抑止の効果、巡回警察官の実態、住民参画の度合いの 3 点を挙げることがで
きる。第一に、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画が着手されて以降、巡回警察官および
上級警察官の 65%が担当区域内での問題が減少したと回答していた。第二に、巡回警察官
が週 20 時間以上の徒歩巡回を行っていたのは 3%に過ぎず、週 20 時間以下に留まっていた
のがおよそ 97％で、さらに 1 時間以下との回答が 25%を占めていた。聞き取りに応じた巡
回警察官からは要望として、担当区域の縮小、巡回を行う人員の増加、他の業務の負担軽減、
車両巡回への転換、巡回警察官の任期を 5 年以上に設定すること、巡回警察官を対象とし
た訓練の実施が挙げられた。第三に、ジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会の存在につい
て、一般住民の 74%が知らないと回答し、知っていると回答したのは 26%にとどまってい
た。一方で、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の着手以降、女性が単身で相談のために
警察署を訪問することができるようになったと回答したのは 87%であった。この評価報告
書では、特に住民参画の象徴であるジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会の権限が限られ
ていることでメンバーもその役割を軽視しがちではないかと問題視している。そのうえで、
委員会の権限を拡大し、委員会の活動に対する年次計画を策定すべきであり、委員会とは別
に年長者の安全確保を目的として若者グループの組織化を図って、住民の関与を促す必要
性を提起していた［George and Krishnan 2013：7-9, 49, 89, 120-129］。 
創設から 5 年を経た 2013 年に外部研究機関が発表した評価報告書で明らかになったの
は、州警察が定めていた方針と現場での実態が乖離していた点である。とりわけジャーナマ
イシュリ・スラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動の基軸を担ってきた巡回警
察官が通常従事する業務とは別に、コミュニティ・ポリシング活動の遂行のために週 20 時
間以上を割り当てることが困難な状況にあることが露呈したのである。巡回警察官もコミ
ュニティ・ポリシング活動に集中できていないことを自認したうえで、専門的な訓練を受け
た巡回警察官の増員および巡回業務への注力について提言していた。そして、本来、警察と
の協議をつうじた住民参画の場として役割を担うことが期待されてきたジャーナマイシュ
リ・スラクシャ委員会であったが、実際には限られた住民リーダーのみが認知する組織であ
ったことも浮き彫りになった。それは巡回が十分に行われていたことの表れでもあるわけ
だが、委員会だけでなく、担当区域の実情に応じた住民の組織化を進めることが求められる
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と考えられる。こうした課題とは別に、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画において州政
府や州警察が重要課題として掲げていた女性の支援という点では、警察への畏怖の払拭と
いう点で変化がもたらされ、明らかな前進がみられたと言えよう。 
ケーララ州警察のコミュニティ・ポリシング活動部局所属でジャーナマイシュリ・スラク
シャ計画の広報を担当していた州警察副長官であるサンディーヤは、警察官の不足による
制約が存在しているにもかかわらず、警察官は計画のなかで自らの任務を遂行することで、
職務への充実感が増えてきたと報告し、住民メンバーは地元警察官による取組に積極的な
反応で協力的になっているとみなしていた。そして、活動の目標として警察のイメージの良
好化や住民との法執行活動の共有ではなく、警察を専門化させ、住民との密接な相互作用と
良好な理解を通じて、住民の要請に基づくように改革することと明示した。そのためには巡
回警察官を通じて、警察が地域住民の生活状況を把握し、全ての住民が巡回警察官に面識が
あるという状況が望ましいと捉えていた［Sandhya 2013：130-131］。州警察副長官のサン
ディーヤは、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の展開をつうじて、警察が職務に対する
充実感と住民からの協力を感じ取っていると前向きな評価を加えていた。そして、ケーララ
州のコミュニティ・ポリシング活動が目指しているのは、警察のイメージ回復や住民による
法執行活動への参画というよりは、専門化した警察が住民との密接な相互作用の下に、住民
の要請に基づいた法執行活動を展開するための改革と明示していた。 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、トマス委員会による警察改革の提言を受けて、
1 年間の準備期間を経て、2008 年から州政府による予算拠出の下に、巡回警察官として兼
任された警察リーダーが週 20 時間以上の徒歩巡回をつうじて、コミュニティ・ポリシング
活動に従事していた。住民の組織化として、住民リーダーから構成されたジャーナマイシュ
リ・スラクシャ委員会メンバーと月例の会合の場で、犯罪情報の交換や警察への要望につい
て協議が交わされていた。加えて、助言委員会を設置して、地元政治家との定例会合によっ
て、コミュニティ・ポリシング活動に対する見解や評価を仰ぎ、かつ政治リーダーへの関与
を促す機会をもたらしていた。監視・巡回や生活改善を展開して問題解決を図っていたのは
巡回警察官であったため、協議をつうじた住民のコミュニティ・ポリシング活動への参画は、
主体的と言える。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活
動は、その実践が一定の評価を受けたことから、2011 年ケーララ州警察法ではコミュニテ
ィ・ポリシングと巡回という条項によって制度化され、この制度化が州内での活動拡大を後
押しすることとなった。他方、ケーララ州警察公式ウェブサイトにニューズレターや年次報
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告書を公開して、コミュニティ・ポリシング活動の可視化を図っていた。さらに、研究機関
が聞き取り調査を行った結果をまとめた外部評価報告書を公開して、活動に透過性を付加
していた。 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は州政府および州警察が創設した、警察のリーダー
シップに基づくコミュニティ・ポリシング活動でありつつ、住民リーダーおよび政治リーダ
ーの要望や評価を重視して、活動に組み込んでいた。インドにおける他のコミュニティ・ポ
リシング活動と比較して、巡回警察官への権限の分散化を目的とした警察組織の改革とし
ての色合いが一層濃いと捉えることができる。巡回警察官が住民の生活改善や問題解決に
取り組んでおり、直接コミュニティ・ポリシング活動を展開するのは巡回警察官であったこ
とから、例えば警察と住民が共同巡回を行っていたインドのビワンディー市、ムンバイー市
やタミル・ナードゥ州といった事例とは異なる形態であった。そして、州政府および州警察
が創設以前から入念な周知活動を行い、実践を踏まえて 2011 年ケーララ州警察法で制度化
していた点は他の事例と比べて最も新しく創設されたジャーナマイシュリ・スラクシャ計
画が前進していたと言えるだろう。将来的に組織形態が変容していったとしても、制度化に
よって州政府がコミュニティ・ポリシング活動に対する予算や人員を策定する方針を示し
たわけである。他方、州政府が主導するという形態においては、その時々の州政権の意向が
反映されるため、政権交代後に予算縮小、政策転換によるコミュニティ・ポリシング活動へ
の影響が表出することも懸念される。 
インドにおいてコミュニティ・ポリシング活動が形骸化したり、瓦解する事例が散見され
てきたなかで、州政府の財政的支援の下に遂行されてきたコミュニティ・ポリシング活動が
制度化に到達したという点において、成功事例とみなすことは妥当と言えよう。 
  
ケーララ州のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
 以上のように、2008 年からケーララ州政府および州警察が主導して、ジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動が展開してきた。活動の規模は
2008 年から 4 期にわたって徐々に拡大しており、2013 年時点では州内 248 の警察署がジ
ャーナマイシュリ・スラクシャ計画を導入していた。 
 表 5－3「ケーララ州のコミュニティ・ポリシング活動への総評」では、コミュニティ・
ポリシング活動の構成 6 要素に基づき、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画への評価を
加えている。ここまでですでに論じてきたように、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の
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コミュニティ・ポリシング活動は、248 の警察署すべてで同程度に遂行されてきたのかは定
かではないものの、活動の中軸を担っていた巡回警察官には具体的な役割と目的が設定さ
れていた。そこで、表 5－3 については、ケーララ州それぞれの県から報告された事例をま
とめた内容に対する評価となっている。 
  
表 5－3：ケーララ州のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
構成要素 構成要素の
有無 
予防活動による行動 総合的な評価 
（a）監視・巡回  
○ 
ジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計
画 
巡回警察官による担当
区域内での監視・巡回 
1,000戸ごとに 1人の
巡回警察官が担当し
て週 20時間以上の徒
歩巡回を実施 
住民との協議をつう
じて犯罪情報を収集、
災害および伝染病に
関する事態を自治体
に伝達 
違法薬物、密造酒の売
買を見出して取り締
まり強化 
物乞いを保護 
健康および文化に関
するプログラムを開
催して住民との交流
を深化 
（b）警察および
住民のリーダー
シップ 
 
 
○ 
ジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計
画 
巡回警察官のリーダー
シップ 
 
 
県警視のリーダーシッ
プによる住民リーダー
の選出 
 
 
住民のリーダーによる
委員会での協議 
 
 
県警視のリーダーシッ
プによる助言委員会の
設置 
警察のリーダーシッ
プによる巡回警察官
の配置 
 
県警視が選任した住
民リーダーによる委
員会メンバーとの月
例会合 
 
月例開催の委員会で
の警察との協議およ
ぶ情報提供 
 
ジャーナマイシュリ・
スラクシャ計画への
監督および助言のた
めに政治リーダーか
らなるメンバーが 3
か月に 1 回の会合で
協議 
（c）住民の組織化  
○ 
ジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計
画 
県警視による住民リー
ダーの選出 
 
 
住民のリーダーから
なるジャーナマイシ
ュリ・スラクシャ委員
会の設置 
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【出典】［筆者作成］。 
  
（a）監視・巡回 
 ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動の核と言える
のが監視・巡回であった。警部副補佐、巡査部長、巡査が巡回警察官となって、1,000 戸ご
とに 1 人の巡回警察官が担当して週 20 時間以上の徒歩巡回を実施していた。担当区域内で
は、住民との協議をつうじて犯罪情報を収集し、また災害および伝染病に関する事態を把握
した場合には即座に自治体に伝達する役割を担っていた。巡回警察官が担当区域内で発生
 
州政府の指揮下でジャ
ーナマイシュリ・ケン
ドラムの設置 
 
 
警察と住民との交流
を目的として県ごと
に 10の警察署に設置 
ケンドラムで訓練、相
談、啓発といったサー
ビスを提供 
（d）生活改善  
○ 
ジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計
画 
 
 
巡回警察官と住民によ
る取組 
 
 
 
 
密造酒の売買への撲
滅運動を展開 
献血をアピールする
会合を開催 
河川汚染への注意喚
起によるモラル向上 
（e）警察不信の
回復 
 
○ 
ジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計
画 
ジャーナマイシュリ・
ケンドラムにおけるサ
ービスの提供 
 
 
 
 
巡回警察官による戸別
訪問 
ケンドラムで救急お
よびトラウマの治療
方法の習得、訓練を提
供、女性・年長者・子
どもを対象とした啓
発活動 
 
家族間の諍いについ
て応相談、独居生活を
送る年長者の戸別訪
問を実施 
（f）秩序維持の行
動 
 
○ 
ジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計
画 
巡回警察官による喚起 
 
 
 
住民による通報 
 
 
 
 
 
 
 
ヒンドゥーとムスリム
の住民によるサッカー
大会の開催 
 
巡回警察官が住居侵
入を予防するために
警報設置を呼びかけ 
 
住民との協力の下に
違法薬物の売買を取
り締まり 
 
住民が強盗犯および
住居侵入犯を通報し、
巡回警察官が逮捕 
 
混成チームを結成し
て、スポーツを介した
交流、相互理解と尊重
を促進 
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した諍いや犯罪の対処および解決までの責務を負うことが求められた。巡回の現場におい
て、巡回警察官は住民から寄せられた情報に基づいて、違法薬物や密造酒の売買を見つけ出
し、取り締まりを強化していた。また路上で徘徊していた物乞いをシェルターに保護し、健
康および文化に関するプログラムを開催して、住民との交流を深化させていた。 
 
（b）警察および住民のリーダーシップ 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は州政府および州警察が主導して、創設していた。
コミュニティ・ポリシング活動は、警察のリーダーシップによる巡回警察官の配置によって
展開され、監視・巡回において巡回警察官がリーダーシップを発揮して、担当区域内の安全
確保にあたっていた。さらに県警視のリーダーシップによって、ジャーナマイシュリ・スラ
クシャ委員会のメンバーとして住民リーダーを選出していた。女性および指定カースト、指
定部族を含む住民リーダーからなる委員会メンバーは、巡回警察官、一般住民が同席する月
例会合の場で、犯罪情報や犯罪予防についての情報交換、住民の要望を協議していた。加え
て、県警視のリーダーシップによって政治リーダーから選出された助言委員会が設置され、
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画への監督および助言のため、3 か月に 1 回の会合で協
議が交わされていた。 
 
（c）住民の組織化 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画において、住民リーダーからなるジャーナマイシュ
リ・スラクシャ委員会の設置に加えて、2010 年から州政府の指揮下でジャーナマイシュリ・
ケンドラムが設置されていた。ジャーナマイシュリ・ケンドラムは州政府の予算の下に警察
と住民との交流を目的として県ごとに 10 の警察署に設置されており、住民向けに訓練、相
談、啓発といったサービスを提供していた。ケンドラムをつうじて、住民はジャーナマイシ
ュリ・スラクシャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動を認知すると、巡回警察官への
協力に応じるようになった。 
 
（d）生活改善 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画において、巡回警察官は監視・巡回を行う中で、担
当区域内の住民とともに生活改善に向けた取り組みを展開していた。密造酒の売買に対し
て、撲滅運動を行い、また住民に献血をアピールする会合を開催していた。さらには、汚水
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が流入して河川汚染が深刻化していた地域には、汚染を食い止めるために住民とともに注
意喚起を行うなど、生活環境の改善にむけたモラル向上にも着手していた。 
 
（e）警察不信の回復 
ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画のシンボルマークは、警察と住民が握手を交わす姿
が描かれており、警察不信の回復が念頭に置かれたコミュニティ・ポリシング活動であると
みなすことができる。その上、警察署に設置された住民との交流を目的としたジャーナマイ
シュリ・ケンドラムでは、救急およびトラウマの治療方法の習得、訓練を提供し、また女性・
年長者・子どもを対象とした啓発活動を行うなど、法執行活動に留まらないサービスを提供
していた。ジャーナマイシュリ・ケンドラムに住民が足を運ぶようになるにつれ、徐々に住
民の警察不信が払拭されるようになった。また戸別訪問を行うなかで、家族間の諍いについ
て相談に応じたり、独居生活を送る年長者を訪問して安否を確認するなど、担当区域内での
密な監視・巡回によって巡回警察官としての信頼を獲得していった。 
 
（f）秩序維持の行動 
巡回警察官は監視・巡回を行うなかで、担当区域内の住民に対して、住居侵入を予防する
ために警報を設置するように呼びかけていた。また巡回警察官への住民による犯罪者情報
の通報がきっかけとなって違法薬物の売買を取り締まることが可能となった。また巡回警
察官の警戒に従って、住民は強盗犯および住居侵入犯に遭遇した際には即座に通報したこ
とで、巡回警察官による逮捕に帰結していた。巡回警察官による犯罪への喚起から、住民は
犯罪の予防と通報という秩序維持の行動を遵守するようになっていった。他方、ジャーナマ
イシュリ・スラクシャ計画では、ヒンドゥーとムスリムの住民による混成チームを結成して
のサッカー大会を開催するなど、スポーツを介した交流の場を作り出し、相互理解と尊重を
促進しようと試行していた。 
 
 第 5 章第 1 節第 3 項では、ケーララ州で 2008 年から展開されてきたジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計画について、本稿の提起したコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素
に基づいて、その創設過程、特徴、予防行動のポイントについて分析し、成功事例としての
評価を加えてきた。本項でジャーナマイシュリ・スラクシャ計画を成功事例として評価した
のは、2011 年州警察法において巡回警察官によるコミュニティ・ポリシング活動が制度化
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されたことにある。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、2007 年に州政府が創設を宣
言した後、周知と訓練のために 1 年間の準備を経て、2008 年に 20 の警察署において導入
された。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、巡回警察官が中軸となって、コミュニ
ティ・ポリシング活動を展開し、密造酒や違法薬物の売買、強盗と住居侵入への取締におい
て実績を重ねていた。その背景には、住民が巡回警察官に通報し、かつ巡回警察官が警報を
設置するように喚起したことにあった。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、州政府お
よび州警察のリーダーシップによって創設されたものの、住民からの要望や意見、情報を重
視しており住民リーダーから構成されたジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会が設置さ
れ、定期的に巡回警察官との会合が開催されていた。また住民の組織化には、ジャーナマイ
シュリ・ケンドラムという交流のための拠点が設置されるなど、住民のコミュニティ・ポリ
シング活動への主体的な参画を促す仕組みが構築されていた。ジャーナマイシュリ・スラク
シャ計画によるコミュニティ・ポリシング活動は、いわば警察行政の透明化と巡回警察官へ
の分権化を図るための改革の一環とみなすことができる。州政府および州警察が主導した
コミュニティ・ポリシング活動において、巡回警察官は中軸となって監視・巡回を担いつつ
も、住民リーダーおよび政治リーダーを排除せず、主体的にコミュニティ・ポリシング活動
に取り込むための仕組みを徹底していたことが成功へと導いた要因とみなせよう。  
 
第 2 節 インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動（II）失敗事例 
 
第 2 節では、コミュニティ・ポリシング活動の 4 事例を先に掲げたコミュニティ・ポリ
シング活動の 6 つの構成要素に基づいて、創設年の時系列に沿って、評価を加えていく。検
討するのは、1988 年にデリーで特別警察官（Special Police Officer）を任命したことから
開始した自警団計画、同じく 1988 年にマハーラーシュトラ州ビワンディーで「祝祭日はあ
なた方に、他日は我々に」計画から着手されたモハッラー・コミッティの活動、1997 年に
着手された西ベンガル州コルカタ市の革新的ポリシング計画、そして 2007 年に組織化され
たマディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティ、の以上
4 事例である。本節では、これら 4 事例はいずれもコミュニティ・ポリシング活動の失敗事
例とみなしている。失敗事例に共通していたのは、本稿が導出したコミュニティ・ポリシン
グ活動の 6 つの構成要素、a）監視・巡回、b）警察および住民のリーダーシップの存在（警
察／住民）、c）住民の組織化、d）生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動、が必
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ずしも機能していなかったという状況である。 
加えて、これら 4 事例は警察がコミュニティ・ポリシング活動を主導していたために、住
民の参画を十分に促さなかった結果、活動の消滅や瓦解に帰結していた。4 事例の地域で、
コミュニティ・ポリシング活動によって、むしろ警察と住民との対立関係が悪化し、また暴
動が再発していた。本節では、これら 4 つの失敗事例を検討することで、失敗につながる状
況、コミュニティ・ポリシング活動にとって核となる要素を考察することが目的である。
  
（1）連邦直轄領デリー市の特別警察官および自警団計画 
連邦直轄領デリー市（以下、「デリー市」と略する）における自警団活動は 1989 年に創
設されており、インドのコミュニティ・ポリシング活動の最初期にあたる。 
そこで、デリー市でコミュニティ・ポリシング活動が着手された 1980 年代後半から 1990
年代初めにかけての人口について概観する。1991 年センサスによると、デリー市の人口は
942 万 644 人であった。 
デリー市におけるヒンドゥー・ムスリム間対立の状況は、本稿第 1 章ですでに論じたが、
第 2 期のあたる 1974 年 5 月、1990 年 11 月、1992 年 12 月にそれぞれ小規模暴動が、そし
て 1987 年 5 月には大規模暴動が発生していた［Graff and Galonnier 2013a；2013b］。デ
リー市は首都圏であるがゆえ、地方に比べて治安維持勢力による迅速な制圧が可能となっ
ており、他州と比べるとヒンドゥーとムスリム間暴動の大規模化という現象は頻発化して
こなかった。 
1984 年 10 月 31 日から 11 月 3 日の間に発生したヒンドゥーとスィク間での暴動は、死
者が 3,870 人に上り158、隣接するウッタル・プラデーシュ州カーンプル、ビハール州ボカロ
（Bokaro）、チャズ（Chas）にも拡散していった。［Agnihotri 2007, Vol.2：394-547］。本
稿での主な分析対象は、分離独立以降、頻発してきたヒンドゥー・ムスリム間暴動であるた
め、デリー市における反スィク暴動は異例であるものの、首都圏における治安維持、そして
暴動発生後 4 年を経て、デリー市でコミュニティ・ポリシング活動が着手していた。そこ
で、ヒンドゥーとスィク間の暴動ではあるものの、後のコミュニティ・ポリシング活動を分
析する上で、事件の重要度を鑑み、ここで概観しておく。 
                                                   
158 1984 年 10 月に発生したデリー市での反スィク暴動について調査を行ったミスラ調査委員会（Justice 
Ranganath Misra commission of Inquiry, 1985）とナナヴァティ調査委員会（Justice Nanavati 
Commission of Inquiry, 2000）による死者数は、2,307 人から 3,870 人と見積もられ、その数には開
きがある。本稿では最大数の 3,870 人を死者数として示した［Agnihotri 2007, Vol.2：394-547］。 
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1984 年 10 月 31 日に発生したヒンドゥーとスィクの暴動は、同日にインディラ・ガーン
ディー首相が 2 人のスィクの警護兵に射殺された事件を発端とする。銃弾を負ったインデ
ィラ・ガーンディー首相がデリー市内の病院に運ばれると、銃撃事件に憤怒した 3 万人の
ヒンドゥーが病院周辺に集結した。首相の死亡が伝えられると、ヒンドゥーの群衆は復讐を
叫びながら、デリー市内に居住するスィクの人々に攻撃対象を定めて襲撃、暴動が発生した。
スィクの家屋は放火され、また列車やバスに乗車していたスィクはそのまま焼殺された。反
スィク暴動は、準軍隊が制圧するにあった。スィクに対する暴動においては、デリー市警察
はヒンドゥーの暴徒に対して不作為であり、またスィクからの救援要請を無視していたこ
とが判明した。1985 年 4 月に任命されたミスラ調査委員会は、この反スィク暴動の発生を
受けて、首都圏での市警察の機能不全を問題視し、各警察署レベルでの監視の強化、治安維
持のために住民の協力と参加を仰ぐ組織の創設を提言していた［Agnihotri 2007, Vol.2：
396-465］。首相暗殺という危機時にあって、デリー市ではヒンドゥーがスィクを攻撃し、4
日間で 3,000 人規模の犠牲者を出した大規模暴動が発生していた。 
デリー市でのヒンドゥー・ムスリム間の対立の背景については、1987 年 5 月 18 日にウ
ッタル・プラデーシュ州メーラト市で発生した大規模暴動が波及した結果と言える。すでに
本稿第 1 章 1 節で説明したが、メーラト市では、同州アヨーディヤー市にあるバーブル・
モスクの敷地に掛けられていた施錠が解除されたことに対して、ムスリムが抗議のために
黒い旗を掲げ、またヒンドゥーの商店に放火したことから小規模暴動が発生した。ヒンドゥ
ーが州武装警察隊とともに、ムスリム住民を攻撃するようになって、暴動は大規模化して 5
月 23 日まで継続して、死者数は 225 人に上った［Graff and Galonnier 2013b：1-21］。デ
リー市では、アヨーディヤー市のバーブル・モスクの施錠が解除され、メーラト市で暴動が
発生したことが伝わり、ヒンドゥーとムスリムの住民には緊迫が高まっていた。 
1987 年 5 月 19 日にデリーで発生した大規模暴動について、デリー市に拠点を置く民間
調査団体「民主的権利のための住民連合」（People's Union for Democratic Rights：以下
「PUDR」と略する）が 1987 年 5 月 23 日から暴動被害者を中心に聞き取り調査を行い、
同年 6 月に『城塞都市の暴動―1987 年 5 月 19 日－24 日のデリー市における警察とコミュ
ナル暴力についての報告』（A Report on the Police and Communal Violence in Delhi 19-
24 May, 1987）として報告書を刊行している。 
PUDR の報告書によると、1987 年のデリー市での暴動の背景には、ムスリムのラマダー
ン明けを祝うイード・ウル・フィトルの期間中にヒンドゥー・ナショナリスト組織が反ムス
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リム的なプロパガンダを広めたことが挙げられる。特に世界ヒンドゥー協会の活動家はム
スリムの愛国的忠誠心に疑念を投げかけ、ヒンドゥーの支配を主張した内容のリーフレッ
トを大量に配布していた。そして、暴動発生のきっかけをもたらしたのは、ヒンドゥーとム
スリムの住民による 2 件の諍いであった。5 月 19 日に発生したヒンドゥー住民間の路上ト
ラブルは、ムスリムがヒンドゥー女性に嫌がらせを行ったとして事実とは異なる噂となっ
て拡散していった。またヒンドゥー住民が警察の警告射撃によって死亡した事件は、ムスリ
ムに射殺されたとして広まっていった。そして、イマームがヒンドゥー住民に刺殺されると、
噂の流布やプロパガンダによる憎悪犯罪から暴動へと悪化していった。5 月 20 日に暴動の
制圧のために中央予備警察隊が到着して外出禁止令が発せられた後も、暴動は継続してい
た。特に、複数のムスリムの暴動被害者は市警察と中央予備警察隊による無差別発砲、意図
的な射撃と略奪への加担について証言していた［People's Union for Democratic Rights 
1987：6-24］。 
1987 年 5 月にデリー市で大規模暴動が発生した要因として挙げられるのは、市自治体お
よび市警察による暴動への危機管理の欠如である。ウッタル・プラデーシュ州メーラトでの
暴動を受けて、住民間の諍いや憎悪犯罪が発生して、暴動の予兆が現出していたにもかかわ
らず、デリー市自治体および市警察が暴動を予防する措置を講じなかった。加えて、首都圏
において、中央予備警察隊が派遣された後、収束までに 5 日間を要していた。その背景には
市警察および中央予備警察隊が暴動の制圧と称して、略奪や発砲でムスリムを攻撃して、暴
動の拡大に加担していた状況が見出されるのである。 
1984 年と 1987 年の 2 度にわたって大規模暴動を経たデリーでは、ヒンドゥーとスィク
の間、ヒンドゥーとムスリムの間での対立も深刻であり、暴動が制圧された後も、宗教コミ
ュニティ間および住民と警察の間で禍根を残し、双方に嫌疑が高まっていた。そこで、1987
年 5 月の大規模暴動発生を受けて、カラン（Raja Vijay Karan）市警察長官は即座に翌 1988
年から段階的にコミュニティ・ポリシング活動の導入に着手していったのである。 
デリー市では犯罪予防を目的として 1988 年に特別警察官を任命したことが契機となっ
ていた。インド連邦内務省の管轄下に置かれた警察調査と発展部局に所属するチャクラボ
ティは、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動における課題とその克服のための提案を
行うため、無作為に選出した市警察官と住民を対象として、聞き取り調査を行っている。上
位は市警察次官から下位の巡査まで 180 人警察官に対して、さらに住民として研究者、高
齢者、政治家、学生、法廷代理人、社会活動家を含む 180 人に対して、計 360 人への聞き
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取り調査が行われた［Chakraborty 2003：24-26］。チャクラボティは調査時期を明言して
いないが、調査当時のデリー市警察長官として V・N・シン（V. N. Singh）の氏名を挙げて
いたことから、1998 年より 1999 年にかけて調査を行ったと特定できる。 
チャクラボティが聞き取り調査の結果を公表した 3 年後の 2006 年には、デリー大学政治
学部所属のシャルマが有意選出によって副警視から巡査までの階位に属する 400 人の警察
官、さらに 400 人の住民の、計 800 人に対して行った聞き取り調査の結果を公開した。シ
ャルマによる聞き取り調査の実施時期については特定できないものの、公表時期から逆算
して、1990 年代後半から 2000 年代初めにかけて行ったと推測する。 
 
警察のリーダーシップによる特別警察官の選任 
1988 年にデリー市警察のカラン市警察長官は、「デリー市警察はいつもあなたと共にい
ます」（Delhi Police with You, for You, Always）とのスローガンを掲げ、慣例となっていた
厳しい尋問を取りやめるなど、住民寄りの警察サービスの提供を重視していった。カラン市
警察長官の指揮下に、住民による法執行活動への支援を引き出すことを目的として、住民を
特別警察官に選任する計画に着手した［Chakraborty 2003：24, 67］。特別警察官とは、1861
年インド警察法第 17 条「特別警察官」（Special police-officers）で定められており、暴動や
騒乱が発生した際に、当該地域の県行政官が住民の中から選出する人員である159。さらに、
第 18 条「特別警察官の権限」（Powers of special police-officers）では、政府によって採用
された通常の警察官と同等の権限を有すること160、第19条「特別警察官としての任命拒否」
（Refusal to serve as special police-officers）では161、県行政官からの任命に際して、拒否
した場合には 50 ルピー以下の罰金を払うことが規定されていた。1861 年インド警察法に
て、英領インド政府はすでに住民を法執行活動に関与させる制度を構築していた。特別警察
官は、政府による採用を経ず、県行政官自らが住民の中から選出していた。英国植民地支配
下での特別警察官の存在は、暴動や騒乱が発生した危機時に警察官の増員によって、社会統
制の強化を企図していたと考えられる。それゆえに、デリー市警察が着手した特別警察官計
画とは、住民側の主体的な参画というよりは、市警察長官が主導しての住民の法執行活動の
                                                   
159 1861 年インド警察法第 17 条特別警察官（Article 17. Special police-officer）. Ministry of Home 
Affairs. Government of India. “The Police Act, 1861”. n.d..  
160 1861 年インド警察法第 18 条特別警察官の権限（Article 18: Powers of special police-officers）.  
Ministry of Home Affairs. Government of India.“The Police Act, 1861”.n.d..  
161 1861 年インド警察法第 19 条特別警察官としての任命拒否（Article 19:Refusal to serve as special 
police-officers）. Ministry of Home Affairs. Government of India. “The Police Act, 1861”. n.d..  
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下請け化との理解が的確であろう。 
カラン市警察長官が 1988 年に特別警察官に任命した住民は、およそ 1,600 人であった。 
特別警察官には身分証が付与され、6 か月の任期は更新されていた。任命された特別警察官
の内訳は、デリー市内に居住する名望家であり、とりわけ住民による薬物乱用、司法の支援、
女性への犯罪といった領域において、市警察との密接な連絡役として活動することが期待
された。特別警察官は、警察署ごとで設置される委員会のメンバーとして任命されることも
あり、警察署で開催される月例会合で情報交換を行っていた［Chakraborty 2003：70-71］。 
特別警察官の任務は、第一に、犯罪被害者の支援である。デリー市の各所で凶悪な犯罪が
発生した際には、犯罪発生から 20 日間以内に少なくとも 6 回以上にわたって、犯罪被害者
宅を訪問することが義務付けられた。特別警察官による被害者への訪問には、市警察次官、
警視、警部といった署内で勤務に当たる上位警察官が随行し、被害者に対して適切な警察サ
ービスの提供を行うことが求められていた［Chakraborty 2003：67-69］。第二に、犯罪予
防策の普及である。特別警察官は、巡回を行い、麻薬中毒者の強制キャンプを指揮し、少女
たちには性的な嫌がらせを撃退するために学校や大学で自衛法の訓練教室を開講するなど、
多岐にわたる予防策に着手していた［Raghavan 1999：167］。 
デリー市の特別警察官は、市警察長官による有意選出による登録制であり、その数は
1,500 人に及んでいた。任期は 6 か月ごとの更新制であり、その任務は、犯罪被害者の支援、
住民への犯罪予防策の伝達といった市警察官と住民との仲介役とも言えるものであった。
1861 年インド警察法で規定された特別警察官の権限は、警察と同等とみなされていたが、
デリー市の特別警察官はあくまで市警察の補佐であった。デリー市の特別警察官は、通常の
法執行活動を遂行する市警察には関与が難しい、個々の住民が抱える問題の解決に向けた
事前予防型の活動を展開することが期待されていた。被害者支援、巡回、薬物中毒者のリハ
ビリ、女性向けの護身術の提供、盗難防止策の伝達といった領域に及んでいた。 
 
自警団計画の開始 
カラン市警察長官は特別警察官計画の着手に続いて、1989 年 6 月から自警団計画を開始
した。自警団計画は警察による法執行活動に住民の参画を促し、犯罪及び暴動の予防を目的
としていた。自警団計画の創設に際して、カラン市警察長官は、その活動の骨子として、1）
住居侵入の犯罪被害者とその隣人住民に対して行われること、2）地元当局によって住居侵
入の被害者宅の治安を改善すること、3）地元の支援組織や住民との協力によって、犯罪被
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害者に向けて、財産や少年犯罪を含む、犯罪予防について助言すること、の 3 点を掲げてい
た［Chakraborty 2003：70-76］。 
自警団計画は、盗難や少年犯罪を減らし、警察と住民が良好な関係を構築することを目的
としていた。自警団計画は 500 世帯ごとに実施され、デリー市内には 90 の居住地区に設置
されていた。住民への犯罪予防を喚起するため、個々の家屋に警報を取り付けて物理的な防
犯を強化し、また警察署で使用人や露天商を登録して認証するといった犯罪予防活動を展
開していった。自警団計画が犯罪予防に効果をもたらした例として、強盗が侵入した際に、
設置していた警報が鳴り響き、聞きつけた周辺住民が当該家屋に集まって、犯人を取り押さ
えた結果、未遂に終わったとの事例が挙げられる。また自警団計画によって、路上で生活し
ていた未成年を対象とした支援キャンプを開設、職業訓練を行っていた［Raghavan 1999：
167-168］。 
住民からなる自警団計画にはデリー市警察も関与していた。市警察は計画下にある地域
内で住民が式典や祝祭を開催した場合には参加したり、戸別訪問によって防犯の重要性を
住民に助言したり、また犯罪予防の説明会を開催するなど、自警団計画の進展に助力してい
た［Sharma 2006：72-73］。 
デリー市警察による自警団計画は、特別警察官に加えて、犯罪予防活動に住民の関与を促
すために着手された。カラン市警察長官は、自警団計画によって、犯罪被害者の支援および
物理的な防犯対策を普及させることを意図していた。デリー市内では、90 居住区を対象に
自警団計画が組み込まれ、家屋に警報を設置することを推し進め、使用人や露天商の身元特
定によって不審者の侵入を食い止めようとしていた。住居侵入が発生した際に、警報器が鳴
り響いて犯人を確保、強盗被害を予防するなど、自警団計画は一定の効果をもたらしていた。
市警察は自警団計画において、住民が主催する式典や祝祭に参加したり、犯罪予防の重要性
を説いたりする役割を担っていた。 
 
高齢者向けの計画 
デリー市警察は、1990 年代後半に入って、4 千の高齢者世帯を対象に保護計画を展開し
ていた。高齢者向けの計画は、高齢者世帯を巡回することで地域社会からの孤立を回避し、
警察と高齢者との関係の良好化を促そうとしていた。デリー市では、1997 年には 21 件、
1998 年には 22 件の高齢者の殺人事件が発生し、また高齢者が襲撃される事件が散発して
いた。そこで、デリー市警察は高齢者向けの保護計画を企図した。この計画は、例えば停電
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による電力供給不足について高齢者からの相談に応じたり、問題解決を図ったりしながら、
高齢者世帯への巡回を行い、凶悪な犯罪を予防することを目的としていた［Chakraborty 
2003：75；Sharma 2006：68］。デリー市警察が高齢者向けの保護計画に基づいて、巡回を
行い、高齢者の抱える問題の解決を図って、凶悪犯罪へ巻き込まれることを予防しようとし
ていた。 
 
友好的な警察署への改善計画 
高齢者の保護計画のように、デリー市警察はヒンディー語での「友好」（Dost）を掲げ、
警察サービスの改善を図った友好的な警察署として住民への対応を改善することを試行し
ていた。友好的な警察署の設置目的は、住民の支援を引き出し、安全と犯罪予防の重要性を
訴えることであった。市警察は、住民とともに安全委員会を設置し、委員会のメンバーが中
心となって日雇い労働者の身元特定、車両の所有者の照合、夜間巡回の組織化といった犯罪
予防のためのコミュニティ・ポリシング活動を行っていた。さらに友好的な警察署には、図
書館、娯楽スペース、医療支援、電話設備などが設置され、住民向けのサービスを提供する
場として期待されていた。しかしながら、市警察官からの報告によると、友好的な警察署の
運営について、デリー市警察当局は消極的であり、また住民にも周知されていなかったため、
機能していなかった［Chakraborty 2003：74-75］。友好的な警察署の計画は、住民からの
協力の下に、日雇い労働者や車両の照合、巡回をつうじ、犯罪の誘因となる不審者の排除を
目的としていた。さらに警察署に娯楽や医療、電話といったサービスの提供という役割を付
して、住民に開かれた警察署の運営を見込んでいた。だが、実際には市警察署は友好的な警
察署として機能していなかった。 
 
デリー市警察および住民によるコミュニティ・ポリシング活動への評価 
 ここまで論じてきたように、デリー市警察は1988年から特別警察官の任命、自警団計画、
高齢者保護計画、友好的な警察署計画の 4 つのコミュニティ・ポリシング活動に着手して
きた。これらの計画には、本稿の提起したコミュニティ・ポリシング活動の構成要素のうち、
監視・巡回、警察不信の回復、住民の組織化および生活改善という 4 要素が組み込まれてい
たと考えられる。デリー市警察によるコミュニティ・ポリシング活動の効果および評価につ
いて、2003 年にはチャクラボティが 360 人に対し、2006 年にはシャルマが 800 人に対し、
市警察官と住民へ実施した聞き取り調査の結果を公表していた。チャクラボティとシャル
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マのそれぞれの聞き取り調査を精査し、デリー市警察のコミュニティ・ポリシング活動によ
る予防の効果について検討する。 
 チャクラボティは、聞き取り調査の初期段階において、デリー市警察のコミュニティ・ポ
リシング活動について、市警察および住民に対して、失敗であるか否かとの質問を行ってい
た。表 5－4「デリー市のコミュニティ・ポリシング活動の成否判断」は、市警察および住
民に対して、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動は失敗であるかという質問に対する
回答として、「はい」、「いいえ」、「無回答」をそれぞれまとめた。 
 
表 5－4：デリー市のコミュニティ・ポリシング活動の成否判断（人） 
質問：デリー市のコミュニティ・ポリシング活動は失敗したかと思うか。 
 
 
 
【出典】［Chakraborty 2003：77］より筆者作成。 
 
 表 5－4 からは、46.0%の市警察および 53.0%の住民、しめて全回答者の 49.7％がデリー
市のコミュニティ・ポリシング活動は失敗に終わったとの評価を下していた。逆に、成功で
あったと回答したのは、市警察が 43.0%、住民が 34.0%であった。ここで判明するのは、市
警察は成功および失敗と回答した割合がおおよそ等しかったのに対して、住民からはコミ
ュニティ・ポリシング活動が失敗であったとする回答がより多かったことである。表 5－4
からは、警察は 5 割弱、住民に至っては 5 割強がデリー市のコミュニティ・ポリシング活
動は失敗であったと判断していたことが分かる。 
 それでは、何が失敗につながったのであろうか。この点を明らかにするために、チャクラ
ボティは 6 つの選択肢を設定して、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動の失敗原因
についてさらに精査していた。表 5－5「デリー市のコミュニティ・ポリシング活動の失敗
原因」は、警察および住民の双方が 6 つの選択肢からコミュニティ・ポリシング活動の失敗
原因として回答した内容を集計したものである。 
 
 
 
 「はい」 「いいえ」 「無回答」 合計 
市警察 83（46.0%） 77（43.0%） 20（11.0%） 180（100.0％） 
住民 96（53.0%） 62（34.0％） 22（12.0%） 180（100.0％） 
計 179（49.7%） 139（38.6%） 42（11.6%） 360（100.0％） 
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表 5－5：デリー市のコミュニティ・ポリシング活動の失敗原因（人） 
質問事項：「何がコミュニティ・ポリシング活動の失敗をもたらしたのか」 
 
【出典】［Chakraborty 2003：81］より筆者作成。 
（注）チャクラボティは失敗原因の選択肢を挙げ、複数回答としている。しかし、「2 つまで選択可」とい
った回答数の上限について言及がないため、表 5－5 では、回答数の合計として市警察は 249 人、住
民は 275 人として便宜上示した。 
 
デリー市のコミュニティ・ポリシング活動が失敗した原因は何かとの質問に対して、警察
官と住民はそれぞれ異なる見解を示していた。警察官からは、行政による欠点と挙げていた
回答が 43%で最も多かった。次いで、住民の関心が不足していたとの回答が 34%、計画に
実行可能性がなかったとの回答が 22%であった。対して、住民からは警察活動に対して住
民の介入を恐れた結果、関心が不足していたためとの回答が最も多く、36%であった。続い
て、住民からも警察官と同様に行政による欠点との回答が 33％、そして警察がコミュニテ
ィ・ポリシング活動の情報を的確に公表していなかったとの回答が 32%であった。加えて、
表 5－5 で注目すべきは、警察と住民の双方が相反する回答を示していた点である。警察官
はコミュニティ・ポリシング活動が失敗した原因を、住民の関心が不足していたためと回答
していたが、住民は警察活動に対して住民の介入を恐れた結果、関心が不足していたためと
回答していた。これらの回答からは、警察は住民の側に失敗原因があると見なしていた一方
で、住民は警察の側に失敗原因があると捉えていたことが浮き彫りになる。これらの回答か
らは、デリー市警察が住民にコミュニティ・ポリシング活動への参画を促進せず、かつ住民
からの警察不信の払拭に尽力してこなかったことが明らかになるのである。 
チャクラボティは、警察が住民の無関心を挙げていたことに注目し、住民に対して、なぜ
コミュニティ・ポリシング活動に関心を持っていなかったのかとの質問を重ね、その背景を
探っている。市警察から受けてきた無礼な振る舞いのためと回答したのが、48 人（26.7%）、
市警察からの嫌がらせを避けるためと回答したのは 63 人（35%）、警察活動への信頼の欠
如と答えたのが 57 人（31.7%）、住民自身がコミュニティ・ポリシング計画を推奨していな
失敗原因 市警察 住民 
行政による欠点が存在していたため 77（43%） 59（33%） 
住民の関心が不足していたため 62（34%） 31（17%） 
的確に公表していなかったため 33（18%） 58（32%） 
警察当局が無関心であったため 19（16%） 27（15%） 
警察活動に対して住民の介入を恐れた結果、関心が不足したため 19（16%） 64（36％） 
計画に実行可能性がなかったため 39（22%） 36（20%） 
計 249 275 
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いためと回答したのが 14 人（7.8%）、そして行政上の問題であると回答したのが答えたの
が 40 人（22.2%）であった［Chakraborty 2003：86］。複数回答であったのものの、ここ
で判明するのは、住民が日常的に市警察からの無礼な振る舞いや嫌がらせを受けており、警
察活動にそもそも信頼を寄せていないとの実態である。それゆえに、デリーではコミュニテ
ィ・ポリシング活動への住民の参画が進展せず、活動は失敗に終わったという結果につなが
ったのであった。 
シャルマも、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動が停滞していた原因について、市
警察と住民にそれぞれ聞き取り調査を行っている。市警察からは以下の原因が挙げられた。
1）住民が警察活動に対する適切な理解を欠いているため、2）住民と市警察の間の信頼の欠
如、3）住民がコミュニティ・ポリシング活動に従事する時間を割かないため、4）コミュニ
ティ・ポリシング活動に従事することで生じかねないリスクを回避しようという傾向があ
るため、5）住民は市警察と協力することで、警察の密告者とみなされ、コミュニティ内で
の自らの評判を落としかねないと感じているため、6）ポリシングは警察の責務とみなされ
ているため、7）市警察は住民の参画に対して、公正な任務遂行を促すよりもむしろ妨害に
なると考え、市警察が無関心を決め込んでいたため、以上 7 点の見解が挙げられた［Sharma 
2006：49-50］。シャルマの調査から、チャクラボティの調査とは異なる側面も浮かび上が
ってくる。確かに、市警察は住民がコミュニティ・ポリシング活動に従事する時間を割かず、
またコミュニティ・ポリシング活動への参画をつうじて起こりかねないリスクを回避して
いたとみなしていた。さらには、住民が市警察と協力することで、警察の密告者とみなされ、
自らの評判を落としかねないと感じているためとの見解も示していた。シャルマの調査か
らは、市警察も住民側からの信頼が欠如していると自覚していた。市警察の中には、コミュ
ニティ・ポリシング活動に参画した住民が警察の手先であるとみなされ、誹謗中傷を受けか
ねない状況であったために、活動に協力的ではなかったと捉えていたのである。そして、さ
らには、市警察自身も住民の参画が法執行活動の妨害と考え、住民の参画を促そうと努めて
こなかったという、市警察によるコミュニティ・ポリシング活動への誤った理解も浮き彫り
になった。 
シャルマはさらにデリー市の住民に対してもコミュニティ・ポリシング活動に協力しな
い理由を尋ねていた。住民からの回答には警察への無関心、警察不信、そして警察の怠慢に
対する諦めが表れていた。住民は、1）市警察とは距離を置いた方が良いと思うから、2）市
警察は住民からの公正な意見を尊重せず、住民によるポリシングへの参画を促してこなか
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ったから、3）市警察は犯罪者に対して適切な対応を講じていないから、4）市警察は自らが
選出した限られた人々によるコミュニティ・ポリシング活動の参画には関心があるため、5）
住民は自らが犯罪に巻き込まれない限りは、法執行活動に関する任務を負いたいとは思わ
ないため、6）住民はコミュニティ・ポリシング活動を通じた犯罪の発見によって、その後
報復されるかもしれないと不安に感じているが、市警察が証人保護を行ってくれるかどう
か疑問に感じているため、以上の 6 点をコミュニティ・ポリシング活動に協力してこなか
った理由として挙げていた［Sharma 2006：49-50］。デリー市では住民は市警察とはむし
ろ距離を置いておく方が良いと考えていた。デリー市のコミュニティ・ポリシング活動には
市警察が選出した、限られた住民のみが参画していたため、あえて協力する必要はないと感
じるとの回答も挙げられた。この回答からは、先述した特別警察官や自警団計画の住民リー
ダーが市警察の選出によって構成されており、住民に広く周知されず、また参画が促されて
こなかったという実態が裏付けられるのである。警察およびコミュニティ・ポリシング活動
への不信感が存在していたからこそ、デリー市の住民は犯罪に巻き込まれるリスクを負っ
てまで、活動に参画する必然性はないと考えていた。 
ここまで論じてきたように、デリー市では 1988 年以降、市警察長官の指揮の下、特別警
察官の任命、自警団計画、高齢者保護、友好的な警察署の運営といったコミュニティ・ポリ
シング活動を展開してきた。しかし、その実態として、暴動および犯罪を予防する効果は、
市警察と住民からの聞き取り調査から浮き彫りになったように、失敗に終わっていた。デリ
ー市のコミュニティ・ポリシング活動は、インドで最初期に着手されたものであったが、市
警察は自らの選出した住民以外の参画を望んでおらず、また住民も警察の不信から活動へ
の関心を寄せてこなかった。さらには、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動を分析し
ていくと、参画した住民の規模、住民からの意見、予防の効果といった情報の公表がほとん
ど行われていなかったことが判明する。 
 デリー市のコミュニティ・ポリシング活動について、先行研究では成否の判断は分かれて
いた。ラガヴァーンは特別警察官の任命について、一度に 1,600 人の住民が任命されていた
ことから、その規模に基づいて、成功と見なしていた［Raghavan 1999：167］。しかしな
がら、ラガヴァーンによる活動の成功との評価は、特別警察官に任命された人数のみに基づ
くものであり、1,600 人の特別警察官がいかなる活動を行い、犯罪および暴動の予防に効果
をもたらしたのかについて着目した評価ではない。むしろ特別警察官に任命された住民は、
主体的な住民による参画というよりも、1861 年警察法によって特別警察官の身分は一般の
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警察官と同等と定められていたことから、あくまで警察に従属した末端組織として位置付
けることが妥当であろう。 
 デリー市警察と住民との聞き取り調査をそれぞれ行ったチャクラボティとシャルマは、
現地での評価に基づいて、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動は失敗とみなしていた。
チャクラボティは、デリー市警察と住民がコミュニティ・ポリシング活動の手法と機能を的
確に理解していなかったと評価していた。その上で、市警察と住民がコミュニティ・ポリシ
ング活動を正しく理解していなければ、活動は無意に帰すると捉えていた［Chakraborty 
2003：97］。シャルマは、市警察のリーダーシップが住民寄りとなり、警察が住民に説明す
るために会合を開催して、犯罪予防と秩序維持の重要性を訴えることで、良好な協力関係を
長期的に構築できると主張する［Sharma 2006：74］。 
デリー市のコミュニティ・ポリシング活動が市警察と限定された住民との間で展開され
ていたことは住民からの評価および警察によるメンバーの選任という状況から判断できる。
特に 1984 年の反スィク暴動が発生したことを鑑みれば、デリー市のコミュニティ・ポリシ
ング活動には、ヒンドゥー・ムスリムのみならず、スィクの関与を促すことが求められるべ
きである。宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生が明確に掲げられないまま、限定的な
活動に留まっていた。そのため、コミュニティ・ポリシング活動は停滞し、住民からの不信
の払拭や参画を促すことは難しかったと考えられる。デリー市のコミュニティ・ポリシング
活動は創設者のカラン市警察長官の後には、徐々に活動が停滞し、チャクラボティやシャル
マが市警察と住民に行った聞き取り調査から露呈したように、予防の効果を上げぬままに
失敗に終わったと判断するのが妥当であろう。 
 
デリー市のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
以上の分析を踏まえながら、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動について、表 5－
6「デリー市のコミュニティ・ポリシング活動への総評」では、本稿で提起した 6 つの構成
要素に基づき、構成要素の有無、予防活動におけるポイント、総合的な評価を加える。 
 
表 5－6：デリー市のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
構成要素 構成要素の
有無 
予防活動におけるポイント 総合的な評価 
（a）監視・巡回  
○ 
特別警察官 
 
 
巡回を行い、薬物中毒
者や性的嫌がらせ被害
について把握 
巡回を行い、薬物中毒
者の強制キャンプを
指揮し、少女たちには
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高齢者向けの計画 
 
 
友好的な警察署の
運営 
 
 
 
 
 
高齢者世帯を対象とし
た巡回と戸別訪問 
 
夜間巡回の実施 
 
性的な嫌がらせを撃
退するために学校や
大学で自衛法の訓練
教室を開講 
 
巡回の実態と予防の
効果は不明 
 
実態と効果は不明 
（b）警察および
住民のリーダー
シップ 
 
 
△ 
特別警察官 
自警団計画 
市警察によるリーダー
シップ 
 
 
 
 
 
特別警察官および自警
団計画への住民メンバ
ーの選任 
 
カラン市警察長官の
リーダーシップで創
設 
巡査や警部といった
現場レベルの市警察
官は活動に消極的 
 
住民リーダーとして
選任された 1,600 人
の特別警察官は市警
察の従属 
（c）住民の組織化  
△ 
特別警察官 
 
 
 
自警団計画 
警察による特別警察官
としての住民リーダー
の選任 
市警察と懇意の限ら
れた住民に限定して
組織化 
 
500 世帯ごと 90 の居
住区に創設 
自警団計画によって
市警察が住民ととも
に式典や祝祭に参加 
（d）生活改善  
△ 
自警団計画 
 
路上生活を送る未成年
を支援 
 
 
 
 
路上生活を行ってい
た未成年を対象に支
援キャンプを開設、職
業訓練を提供 
効果および住民から
の評価は不明 
（e）警察不信の
回復 
 
△ 
特別警察官 
 
 
 
 
 
 
友好的な警察署の
運営 
巡回を行い、薬物中毒
者や性的嫌がらせ被害
について把握 
 
 
 
 
住民向けの社会活動を
実施 
薬物中毒者の強制キ
ャンプを指揮し、少女
たちには性的な嫌が
らせを撃退するため
に学校や大学で自衛
法の訓練教室を開講 
 
図書館、娯楽スペー
ス、医療支援、電話設
備などを設置 
警察は友好的な警察
署の運営には消極的 
住民に周知されず 
（f）秩序維持の行
動 
 
△ 
特別警察官 
 
 
 
自警団計画 
犯罪被害者の支援 
 
 
 
戸別訪問によって防犯
特別警察官による犯
罪予防及び暴動予防
の効果は不明 
 
警報器の設置により
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【出典】［筆者作成］。 
  
（a）監視・巡回 
市警察のリーダーシップによって選任された 1,600 人の特別警察官が巡回を行い、薬物
中毒者や性的嫌がらせ被害について状況を把握していった。巡回で把握した状況を基に、薬
物中毒者の矯正キャンプを運営し、また性的嫌がらせに遭った少女たちを対象として、学校
や大学で自衛法の訓練教室を開講していた。高齢者向けの計画では、高齢者世帯を対象とし
て戸別訪問を行うことが設定されたものの、巡回の実態と高齢者に狙いを定めた犯罪に対
する予防の効果は不明であった。 
 
（b）警察および住民のリーダーシップ 
デリー市のコミュニティ・ポリシング活動は、カラン市警察長官のリーダーシップの下に、
1988 年には 1,600 人の特別警察官が選任され、翌 1989 年には自警団計画が着手されてい
た。だが、実際にコミュニティ・ポリシング活動を最前線で展開するはずの巡査や警部とい
った下位レベルの市警察は消極的であった。デリー市でのコミュニティ・ポリシング活動の
中心を担っていた特別警察官は、住民のリーダーであったものの、市警察によって選任され
ていたため、あくまで市警察に従属する形態であった。 
 
（c）住民の組織化 
市警察の下に特別警察官としての住民リーダーを選任していた一方で、自警団計画では
500 世帯ごとに計 90 の居住区で創設された。自警団計画によって市警察が住民とともに式
典や祝祭に参加していた。 
 
 （d）生活改善 
自警団計画の下に、路上で生活する未成年を対象に支援キャンプを開設し、彼らに職業訓
練を行っていた。しかしながら、職業訓練に対する住民からの評価が寄せられていないこと
から、実際の就業支援に帰結したのかどうかについては不明である。 
 
 
 
 
を助言 
警報器の設置 
使用人・露天商の認証 
強盗犯を取り押さえ
る 
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 （e）警察不信の回復 
市警察に選任された住民リーダーである特別警察官が巡回を行い、薬物中毒者向けの矯
正キャンプの運営、性的嫌がらせ被害を予防するために女子学生向けの訓練を実施してい
た。加えて、住民向けの社会活動を提供する場として、友好的な警察署を運営し、図書館、
娯楽スペース、医療支援、電話設備などを設置することが決められた。しかしながら、実際
には市警察は友好的な警察署の運営には消極的であり、その存在は住民に周知されていな
かった。特別警察官による巡回をつうじて提供されたサービスは限定的であり、また友好的
な警察署としての方針は市警察および住民に受容されていなかった。 
 
（f）秩序維持の行動 
デリー市では特別警察官には、監視・巡回を行い、市警察の法執行活動を支援するととも
に、犯罪被害者の救済が課せられていた。また自警団計画では、住民リーダーが戸別訪問を
行って、警報器の設置を推奨し、使用人や露天商の身元を照会して不審者の特定が求められ
ていた。自警団計画の助言にしたがって警報器を設置した世帯に強盗犯が侵入した際には、
警報音を聞きつけた近隣住民が犯人の身柄を取り押さえていた。自警団計画の展開をつう
じて犯罪予防への注意喚起が高まり、秩序維持の行動が遵守されていた。しかしながら自警
団計画の範囲は限定的であり、かつ現場レベルの市警察もコミュニティ・ポリシング活動の
展開には消極的であったために、市警察および住民が秩序維持の行動を遵守するようにな
ったとは言えない。 
 
本稿第 5 章第 2 節第 1 項では、デリー市のコミュニティ・ポリシング活動は 1988 年以
降、市警察のリーダーシップの下に、特別警察官、自警団計画、高齢者の保護の 3 つの計画
が展開されていた。特別警察官は、巡回を行い、麻薬薬物中毒者の矯正キャンプを運営し、
性的な嫌がらせを撃退するために学校や大学で女子学生を対象とした自衛法の訓練教室を
開講していた。また自警団計画では、戸別訪問によって防犯の重要性を助言し、使用人や露
天商の身元認証や警報器の設置を推し進めていた。実際、警報器を設置した世帯に強盗が侵
入した事例では、近隣住民が警報音を聞きつけて犯人を確保するなど、犯罪予防の効果を発
揮し、秩序維持の行動が遵守されるようになっていた。 
一方で、自警団計画が路上生活を行っていた未成年を対象に支援キャンプを開設、職業訓
練を提供するといった生活改善に着目したコミュニティ・ポリシング活動については、住民
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からの評価が見いだされなかった。さらには友好的な警察署の存在は住民に周知されず、市
警察もその運営には消極的であった。デリー市のコミュニティ・ポリシング活動は、特別警
察官の存在から警察の末端組織化とみなされ、市警察への不信を回復するには至らなかっ
た。加えて、シャルマとチャクラボティがそれぞれ 2000 年代に行った聞き取り調査では、
市警察および住民がともにデリー市のコミュニティ・ポリシング活動には関心を持ってお
らず、双方が失敗との評価を下していた。以上の検討を踏まえると、デリー市の警察主導型
のコミュニティ・ポリシング活動は、活動自体が市警察および住民に十分に認知されていな
いままに消滅していたため、失敗事例とみなすことができるだろう。 
 
（2）マハーラーシュトラ州ビワンディー市のモハッラー・コミッティ 
 本稿第 4 章にて、すでに論じてきたマハーラーシュトラ州ビワンディー市のモハッラー・
コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は、1 人の市警察次官のリーダーシップか
ら着手されたものであった。ムスリムが住民の過半数を占める繊維産業都市ビワンディー
では、1970 年 5 月には小規模暴動が、1984 年 5 月には大規模暴動がそれぞれ発生してい
た。しかしながら、暴動発生後も、市警察および市自治体は暴動の再発に向けた取り組みを
行ってこなかった。1988 年に着任したコープデー市警察次官が「祝祭日はあなた方に、他
日は我々に」計画によって監視と巡回が強化すると、祭列者は円滑に祭列を進行し、秩序維
持の行動を遵守する動きがみられるようになった。監視・巡回の計画の成功を受けて、さら
にコープデーは警察不信の回復と法執行活動への住民の関与を促すため、コミュニティ・ポ
リシング活動の創設に着手した。創設者コープデーの志向したモハッラー・コミッティの活
動目的は、警察と住民との協力関係の下で、諍いや憎悪および一般犯罪の発生を食い止め、
暴動への進展を予防することであった。加えて、「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計
画で培った経験を活かし、モハッラー・コミッティのメンバーとの協力によって、市警察に
よる監視・巡回活動を日常的に展開して、憎悪犯罪および一般犯罪の情報収集を行い、犯罪
を未然に防ぐことを目的としていた。 
 ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動は、1988
年からコープデーによって創設され、1990 年からポールが継承する形で、2 人の市警察次
官が暴動予防を目的に取り組んできた。警察のリーダーシップの下に遂行されてきたモハ
ッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動の予防の効果が顕現するのは、暴動発
生の危機に瀕した時点であった。 
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 1992 年 12 月に発生したバーブル・モスク破壊事件と、隣接するムンバイーを含めた全
国で波及した大規模暴動の連鎖は、ビワンディー市のコミュニティ・ポリシング活動の効果
を示すための試金石となったと捉えられる。ビワンディー市では、ポールの指揮下に、市警
察とモハッラー・コミッティの住民リーダーが中心となって、バーブル・モスク破壊事件以
前から暴動発生を想定した対応を準備していた。実際に暴動発生の危機が迫った際には、監
視と巡回を強化した結果、モスク破壊に激高していたムスリム住民を説得して自制を促し
た。放火や住民間の諍いは露見し、住民の諍いによる投石で 3 人の逮捕者が出たものの、暴
力の応酬や殺傷事件に悪化することはなく、おおむね住民の多くは秩序維持の行動を遵守
していた。  
報道メディア、ビワンディー市の住民、政治家は、モハッラー・コミッティによるコミュ
ニティ・ポリシング活動が暴動の再発を予防したと評価して、「ビワンディーの試み」と全
国的に知られるようになったであった。注目すべきは、隣接するムンバイーでは暴動加害者
として糾弾された、シヴ・セーナーやインド人民党といったヒンドゥー・ナショナリスト政
党の党員さえも、ビワンディー市でのモハッラー・コミッティによる予防活動が奏功してお
り、暴動が再発しなかった状況を誇りに思うとの意見を表明していた点である。ビワンディ
ー市で発生した 1970 年 5 月の小規模暴動および 1984 年 5 月の大規模暴動において、シ
ヴ・セーナーは暴動の発生を引き起こすために憎悪犯罪を行い、また暴徒を率いて暴動の発
生に加担していた。さらには、1992 年 12 月から 1993 年 1 月に隣接するムンバイーで大規
模暴動が発生した際にも、バーブル・モスク破壊をヒンドゥーの勝利として祭列を執り行っ
たことで、暴動発生を招いていた。他地域では暴動加害者となったヒンドゥー・ナショナリ
スト政党が、モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動によって暴動の再発
を予防し、ビワンディー市で平穏な状況が維持されたと公にその効果を認めたのであった。 
 1990 年代後半以降になると、ビワンディー市での暴動発生の危機が薄れると、市警察と
住民はともに暴動予防を目的としたコミュニティ・ポリシング活動を展開してきたモハッ
ラー・コミッティへの関心を払わなくなっていたことにあった。危機感が薄れると、月例で
開催されてきたモハッラー・コミッティの会合や共同の監視・巡回は不定期となっていた。
コミュニティ・ポリシング活動による生活改善が払拭しつつあった警察不信は、市警察がム
スリム住民の反対を押し切って警察署移設工事を強行したことから再び高まりを見せ、憎
悪へと変容していった。市警察とムスリム住民間の諍いを発端とした 2006 年 7 月の小規模
暴動の発生は、ビワンディー市のモハッラー・コミッティがもはや機能を果たしておらず、
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コミュニティ・ポリシング活動の瓦解を意味していた。一度は暴動再発の危機時において、
予防の効果を果たしたビワンディー市のモハッラー・コミッティであったが、市警察と住民
双方からの関心が薄れ、コミュニティ・ポリシング活動の機能を失い、ついには市警察と住
民間の諍いから暴動を招いた。ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニテ
ィ・ポリシング活動は、2006 年 7 月の小規模暴動の再発によって、暴動予防の試みは消滅
していた。 
第 5 章第 2 節第 2 項では、本稿の提起したコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素
に基づいて、ビワンディー市のモハッラー・コミッティの活動特徴、予防の実例、問題点に
ついて考察し、総評を加えていく。表 5－7「ビワンディー市のコミュニティ・ポリシング
活動への総評」は、ビワンディー市のコミュニティ・ポリシング活動の 6 要素それぞれにつ
いて、実際の予防活動におけるポイント、および総合的な評価から検討を加えたものである。 
 
表 5－7：ビワンディー市のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
構成要素 構成要素の
有無 
予防活動におけるポイント 総合的な評価 
（a）監視・巡回  
○ 
「祝祭日はあなた
方に、他日は我々
に」計画 
 
 
 
モハッラー・コミ
ッティ 
私服警察による祝祭祭
列者への監視・巡回 
 
 
 
 
市警察官と住民による
監視・巡回 
1988 年からヒンドゥ
ー、ムスリムそれぞれ
の祝祭が事前の取り
決め通りに遂行、平穏
に終了 
 
1992年 12月-1993年
1 月にかけて、巡回を
行って、住民間の諍
い、放火を発見、小規
模暴動に至る以前に
予防 
（b）警察および
住民のリーダー
シップ 
 
△ 
「祝祭日はあなた
方に、他日は我々
に」計画 
 
モハッラー・コミ
ッティ 
市警察による創設 
 
 
 
市警察による創設と住
民リーダーの選出 
 
 
 
 
 
 
市警察が議長を務める
住民との会合を月例開
催 
祝祭時の監視・巡回計
画を展開し、憎悪犯罪
を取り締まり 
 
市警察次官が 1 支部
に住民リーダーとし
て、ヒンドゥー25 名、
ムスリム 25 名の計
50 名をメンバーとし
て選任 
市内 70 支部を設置 
 
創設当初は毎月開催
の会合にて、警部補が
議長を、巡査部長が副
議長を務める 
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【出典】［筆者作成］。 
（c）住民の組織化  
△ 
モハッラー・コミ
ッティ 
 
 
 
市警察による住民の組
織化 
 
 
 
 
メンバーとして選任
した住民リーダー
3,500 名の下に、会合
を開催して犯罪者や
住民の諍いについて
の情報交換 
（d）生活改善  
△ 
モハッラー・コミ
ッティ 
会合で住民から寄せら
れる要請、住民間の諍
いに市警察官が介入 
巡回を通じて電力お
よび水の供給、道路の
舗装、バス停の建設に
ついて市自治体に伝
達 
電灯の切れた暗所を
発見、整備することで
犯罪の温床化を予防 
（e）警察不信の 
回復 
 
△ 
「祝祭日はあなた
方に、他日は我々
に」計画 
 
 
モハッラー・コミ
ッティ 
私服警察による祝祭祭
列者への監視・巡回 
 
 
 
市警察と住民リーダー
による監視・巡回 
 
 
 
 
 
 
2006 年 7 月の小規模
暴動の再発 
 
市警察官が祭列者の
なかで憎悪犯罪を行
った人物を特定、祝祭
後に拘留、取り調べ 
 
1992年 12月~93年 1
月にかけて、暴動再発
の危機時に行政と一
体となった暴動予防
の取り組み、監視・巡
回を行い、暴動予防に
奏功 
 
2006 年 7 月に警察署
移設工事を強行して、
警察不信が高まり、ム
スリム住民と警察間
の諍いから小規模暴
動再発を招く 
（f）秩序維持の行
動 
 
△ 
「祝祭日はあなた
方に、他日は我々
に」計画 
 
 
モハッラー・コミ
ッティ 
祝祭開催時に通過ルー
トや音量について取り
決め 
 
 
1992 年 12 月~93 年 1
月の監視・巡回の強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2006 年 7 月の小規模
暴動の再発 
ヒンドゥー、ムスリム
それぞれの祝祭が事
前の取り決めを守り、
平穏に遂行、終了 
 
昼夜にわたる監視・巡
回の実施 
住民リーダーがムス
リム住民を説得して
報復行為を断念させ
る 
 
住民間の諍いに介入、
投石事件、放火事件の
通報と対応 
 
2006 年 7 月にムスリ
ム住民と警察間の諍
いから小規模暴動再
発を招く 
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（a）監視・巡回 
ビワンディー市では、1970 年 5 月と 1984 年 5 月の 2 度にわたって、ヒンドゥーの祝祭
開催の前後において、ヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生していた。暴動発生の後、4 年を
経た 1988 年にコープデー市警察次官のリーダーシップの下に、祝祭時の監視・巡回によっ
て暴動の再発を予防する目的で「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画が着手された。
その後、1990 年からコープデーのリーダーシップの下に、モハッラー・コミッティによる
コミュニティ・ポリシング活動が着手されていった。監視・巡回は、ビワンディー市のコミ
ュニティ・ポリシング活動の礎と言える。 
監視・巡回の強化によって、祝祭時の憎悪犯罪の容疑者を特定し、かつ祝祭の安全かつ円
滑な進行をもたらした。祝祭時の市警察による監視・巡回の強化が機能し始めたため、コー
プデーは「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画を基に、暴動予防の次段階としてモハ
ッラー・コミッティを創設し、コミュニティ・ポリシング活動を展開した。 
モハッラー・コミッティによる監視・巡回の効果は、1992 年 12 月から 1993 年 1 月にか
けてのバーブル・モスク破壊事件およびムンバイー市での大規模暴動の発生時に表出した。
市警察とモハッラ ・ーコミッティのメンバーは、昼夜にわたる巡回を行って、住民間の諍い、
放火を発見、小規模暴動へと悪化する以前に予防していた。 
 
（b）警察および住民のリーダーシップ 
モハッラー・コミッティはコープデーが住民リーダーとなるメンバーを選任して、住民の
組織化を図った。1 支部はヒンドゥーおよびムスリムの住民からそれぞれ 25 名ずつの計 50
名から構成され、市内に 70 支部が設置、3,500 名のメンバーが選任された。ビワンディー
市のモハッラー・コミッティを創設し、住民リーダーの選任を行い、議長として会合をまと
めていたのは警察であり、住民が市警察に従属した形の警察主導型のコミュニティ・ポリシ
ング活動であった。 
 
（c）住民の組織化 
 モハッラー・コミッティのメンバーとして選任したヒンドゥーとムスリムの住民リーダ
ー計 3,500 名の下に、警部補が議長を、巡査部長が副議長を務める月例会合にて犯罪者や住
民の諍いについての情報交換を行っていた。会合にはメンバー以外の住民も参加できたた
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め、会合の場で市警察と住民間の交流がもたらされ、住民の組織化につながった。 
 
（d）生活改善 
 市警察とモハッラー・コミッティの住民メンバーによる巡回をつうじて、電灯が切れて犯
罪の温床となっていた暗所を発見したり、電力および水の安定的な供給、道路の舗装、バス
停の建設といった住民の抱えてきた問題を把握して、市自治体に伝達して生活改善を図っ
た。モハッラー・コミッティの住民メンバーとともにコミュニティ・ポリシング活動をつう
じて、住民の生活空間における犯罪発生の誘因を見出すことが可能になった。 
 
（e）警察不信の回復 
 1970 年 5 月の小規模暴動および 1984 年 5 月の大規模暴動において、ビワンディー市警
察は住民への不当逮捕、無差別発砲、暴徒への加担といった機能不全に陥っていた。そのた
め、コープデーは 1988 年に「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画に着手し、私服警
察による祭列者への監視・巡回を強化した。市警察は事件発生の通報を待つ受動的な態度か
ら、祭列者を監視しながら憎悪犯罪を取り締まる、暴動予防に向けた可視化された存在へと
変容していった。加えて、市警察とモハッラー・コミッティの住民メンバーが監視・巡回を
行ったり、月例の会合を開催して住民の生活改善を図るようになると、徐々に警察不信の回
復につながった。1992 年 12 月~93 年 1 月にかけて、ビワンディー市で暴動再発の危機が
迫っていた際には市警察が市自治体とモハッラー・コミッティの住民メンバーとともに一
体となって暴動予防に取り組んで奏功した。 
 しかしながら、モハッラー・コミッティによるコミュニティ・ポリシング活動に対して、
市警察と住民双方が関心を寄せないようになるにつれ、会合の開催は不定期となり、住民の
生活改善も軽視されるようになった。市警察がムスリム住民の反対を押し切って、市警察署
移設工事を強行したために警察不信が増幅していった。そして、2006 年 7 月にムスリム住
民と警察間の諍いから小規模暴動の再発を招いた。 
 
（f）秩序維持の行動 
 市警察のリーダーシップの下で進められた「祝祭日はあなた方に、他日は我々に」計画で
は、祝祭開催時に通過ルートや音量について取り決め、ヒンドゥー、ムスリムそれぞれの祝
祭は取り決めを守って平穏に終了していた。1992 年 12 月から 1993 年 1 月にかけての暴動
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再発の危機時には、市警察とモハッラー・コミッティの住民メンバーは監視・巡回を強化し
て、激高していたムスリム住民に自制を促し、投石や放火事件の発生に対しても迅速に対応
していた。こうした暴動予防の取り組みを目の当たりにして、住民はシヴ・セーナーやイン
ド人民党といったヒンドゥー・ナショナリスト政党による扇動や暴動に加担することなく、
秩序維持の行動を遵守していた。ビワンディー市のモハッラー・コミッティによるコミュニ
ティ・ポリシング活動は全国的に評価され、隣接するムンバイー市においても導入された。
だが 2006 年 7 月に住民と市警察での諍いが苛烈化すると、ムスリム住民は市警察に対して
嫌悪を込めたスローガンを叫び、市警察との暴力の応酬は小規模暴動へと悪化した。ビワン
ディー市でコミュニティ・ポリシング活動が着手された 1980 年代後半から、危機が迫った
1990 年代前半にかけては、住民は秩序維持の行動を遵守していたものの、市警察への憎悪
の高まりから小規模暴動再発を招いたのであった。 
 ビワンディー市のモハッラー・コミッティは、市警察のリーダーシップの下に、監視・巡
回を基軸にした警察主導型のコミュニティ・ポリシング活動であった。1992 年 12 月のバ
ーブル・モスク破壊事件の前後にかけて、モハッラー・コミッティの住民メンバーと市警察
は監視・巡回を徹底して、住民間の諍い、投石、放火といった犯罪を発見して、暴動への悪
化を予防することに奏功した。しかしながら、1990 年代後半以降、暴動予防への関心が希
薄化するにつれ、監視・巡回や会合の開催が行われなくなると、暴動の再発を招いた。 
 ビワンディー市のモハッラー・コミッティの事例が示唆するのは、暴動発生の危機をつね
に内包している社会において、暴動を予防するという成功を収めたものの、危機感が希薄と
なって住民の諍い、犯罪を放置すれば、暴動へと悪化しうる。たとえ成功事例であっても、
監視・巡回を怠り、生活改善が実現しなくなると、組織化された住民も四散して、警察不信
が再び高まり、暴動の再発を招いて失敗に終わるというインドのコミュニティ・ポリシング
活動における教訓とみなすことができよう。 
 
（3）西ベンガル州コルカタ市の革新的ポリシング計画  
2001 年センサスによると、西ベンガル州の州都コルカタ市の人口は 457 万 2,876 人でそ
の規模は連邦直轄領デリー市、マハーラーシュトラ州ムンバイー市に次ぐもので、インド東
部において一大都市圏を築いてきた。コルカタ市におけるコミュニティ・ポリシング活動は
革新的ポリシング計画と呼ばれ、1997 年の親善サッカー大会の開催を契機に、健康および
教育に着目したナバディーシャ（Nabadisha）計画やプラバハ（Prabaha）計画、女性の苦
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情相談所の運営、そして監視・巡回および会合の開催をつうじて犯罪を予防するジャノ・サ
ンジョグ・サバー（Jano Sanjog Sabha）の設置のように、段階的に着手されていた。第 5
章第 2 節第 3 項では、コルカタ市の革新的ポリシング計画によるコミュニティ・ポリシン
グ活動について、本稿の提起するコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づいて、
活動の特徴、予防活動のポイント、問題点を考察し、総評を加えていく。 
 
コルカタ市における暴動の発生状況 
コルカタ市におけるヒンドゥー・ムスリム間対立の状況は、グラフとガロニエによる暴動
状況の分析データによると、第 1 期の 1964 年 1 月には東パーキスターンからのヒンドゥー
難民の流入を契機とした大規模暴動、第 2 期の 1992 年 12 月にバーブル・モスク破壊事件
が波及した大規模暴動の 2 件であった［Graff and Galonnier 2013a; 2013b］。グラフとガ
ロニエのデータからは、1960 年代から 2000 年代にかけて、コルカタ市ではヒンドゥーと
ムスリム間での暴動の大規模化という現象が頻発したわけではなかった。ゆえに、暴動発生
の危機が常に内在してきた地域とは異なっており、コミュニティ・ポリシング活動において
も、暴動よりもむしろ犯罪予防に重点が置かれてきたとの仮説を立てることができる。 
 コルカタ市警察は公式ウェブサイトにおいて、住民が困難な状況に置かされた時に助け
を求められる存在として警察を位置づけ、コミュニティ・ポリシング活動を警察と住民の関
係を深化させ、犯罪を予防する試みと明記する。コルカタ市のコミュニティ・ポリシング活
動について、市警察は教育、健康促進、スポーツの 3 つを活動の核として挙げている。具体
的には、路上生活を行っていた子どもたちを対象にした教育支援および無料の健康診断の
実施、献血計画の遂行、親善を目的としたサッカー大会の開催である162。コルカタ市警察の
コミュニティ・ポリシング活動は、住民の生活改善に重点を置いた多岐にわたる活動を展開
してきたことから、革新的ポリシング計画と呼ばれてきた。 
コルカタ市の革新的ポリシング計画について、市警察による報告書や評価書が刊行され
ておらず、近年の活動情報は市警察公式のフェイスブックページから発信されていた163。管
見の限り、コルカタ市警察の革新的ポリシング計画については、コルカタ市にある女子キリ
スト教大学（Women’s Christian College）社会学部に所属するムケルジーが 2002 年から
                                                   
162 The Official website of Kolkata Police. “Community Policing”. n.d.. 
163 コルカタ市警察の公式フェイスブックページより［Kolkata Police Community Policing Wing. n.d.. 
https://www.facebook.com/Kolkata-Police-Community-Policing-Wing-144943688948851/?fref=ts
（2015 年 4 月 30 日閲覧）］。 
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2005 年にかけて市警察長官、統合警察長官、警視からの協力を仰ぎ、現地調査を実施して
いた［Mukherjee 2006：153］。ここではムケルジーの調査結果を中心としつつ、本稿が提
起するコミュニティ・ポリシング活動の 6 要素に基づいて、コルカタ市の革新的ポリシン
グ計画の内容、効果について分析していく。 
 
スポーツ親善による警察不信の回復 
コルカタ市警察がコミュニティ・ポリシング活動を開始したのは、1997 年で、市警察と
住民との間で行われたサッカーのフレンドシップ・トーナメントであった。この大会は住民
の間で広まっていた市警察への嫌悪と不信を解消し、住民との関係を改善することを目的
としていた。翌 1998 年には西ベンガル州社会福祉部局との協力によって、市警察署に女性
を対象とした苦情相談所を開設した。この相談所には心理学者が駐在し、家庭内暴力をはじ
めとする暴力について、女性向けの法的支援を提供していた。苦情相談所では、困難な状況
にある女性の抱える問題に耳を傾け、両親、親類、夫、姻戚から、その相談者を理解しよう
と取り組んでいた［Mukherjee 2006：127-129］。コルカタ市警察は警察不信の回復のため
に、まず若者と女性を対象としてコミュニティ・ポリシング活動に取り掛かった。スポーツ
を通じて若者と親善を図り、また家庭内暴力や困難な状況に置かれた女性を支援するため
に苦情相談所を開設していた。 
 
健康促進および教育機会の提供による生活改善 
コルカタ市警察は、1997 年のスポーツ大会の開催と 1998 年の女性向けの苦情相談所の
開設に引き続き、1999 年 1 月にベンガル語で「新たな方向」を意味するナバディーシャ計
画との教育支援プログラムに着手した。 
コルカタ市警察は、市内 37 の警察署の管轄下において、路上やスラムに居住していた 3
歳から 15 歳の小児を対象に、無料の健康診断を行うことを取り決めた。毎月第 1 日曜日に
は、各警察署を代表した市警察官が 100 人から 150 人の小児を警察署に連れていき、健康
診断を受診させて、薬剤や栄養補助剤を与えていた。この計画の目的とは、貧困層に属する
未成年の健康促進をつうじて、彼らが犯罪に身を投じる機会を減らすことであった。ナバデ
ィーシャ計画はコルカタ市のライオンズ・クラブやロータリー国際クラブといった国際
NGO との連携によって行われていた。ナバディーシャ計画では、さらに路上生活を送る未
成年に教育を施す施設運営にも拡大した。教育レベルは 4 つに分かれ、2 歳半から 3 歳にか
 398 
 
けてはレベル 0 で学校に通わせる習慣をつけること、レベル 1 では、基本的なしつけを身
に付けること、レベル 2 ではアルファベット、数字についての知識を身に付けること、レベ
ル 3 ではアルファベットと数字の知識に加えて、読み書き、記述能力を身に付けることで
あった。 
コルカタ市警察はナバディーシャ計画の利点として、路上生活やスラムで生活している
子どもたちとの交流を通じて、子どもたちを監督しながら、未成年犯罪の発生件数を減少に
つながると捉えていた。市警察が教育の機会を提供することで、子どもたちが持つ市警察へ
の恐れを取り除いて、友好的な関係を築く。そして、市警察官が子どもたちの相談役として、
社会変化をもたらす仲介役となることを求めていた。コルカタ市警察は未成年に健康促進
と教育の機会をもたらすことで、ナバディーシャ計画が秩序維持に寄与するとみなしてい
た［Mukherjee 2006：117-125］。コルカタ市警察は、ナバディーシャ計画を路上生活やス
ラムに居住する未成年が犯罪に身を投じる機会を減少させうるとみなし、国際 NGO との連
携によって活動を展開していった。 
 NGO との連携という点では、中央献血センターとライオン・クラブとともにコルカタ市
警察は 1998 年からベンガル語で「光」を意味する「プラバハ計画」との名称で献血キャン
プを運営していた。コルカタ市警察は献血キャンプの存在をつうじて、住民の抱える健康不
安を解消し、住民との距離を縮めることが可能になると考えていた［Mukherjee 2006：126］。
コルカタ市警察は、ナバディーシャ計画やプラバハ計画のように国際 NGO と連携し、住民
の生活改善に着目したコミュニティ・ポリシング活動を展開していった。 
 
会合開催と監視・巡回の実施 
 2002 年 1 月 22 日、コルカタ市にあるアメリカ総領事館に隣接するアメリカ文化交流セ
ンターが 4 人のテロリストによる襲撃を受け、4 人の巡査と 1 人の警備員が死亡、21 人が
負傷する事件が発生した164。このテロ襲撃事件を教訓に、コルカタ市警察は 48 の市警察署
全てに住民との互恵的な関係を確立するために、ベンガル語で「住民との結びつきのための
会議」を意味するジャノ・サンジョグ・サバーと呼ばれる会合の場を設置した。さらに市警
察署には、医師、弁護士、教員、州議会議員といった地元の名望家からなる助言委員会が設
置され、市警察に助言を与える役割を担っていた。また巡回担当警察官に、担当区域の社会
                                                   
164 “Gunmen kill five in attack on American offices”. The Telegraph（電子版）. January 23, 2002.  
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的、経済的な状況について情報を収集し、緊急時に対応する責務を課した。これは巡回警察
官と住民との日常的な相互交流によって、犯罪活動についての情報を収集することが目的
であった。巡回警察官は、犯罪情報の地図化を行って反社会的活動を行っている組織を壊滅
するための対策を講じていた。 
 ジャノ・サンジョグ・サバーでは、清潔な水の確保、電力供給、道路の舗装、バス停の建
設といったインフラ整備に関する議題に加えて、密造酒の違法販売、交通渋滞、違法駐車、
性的嫌がらせ、財産、婚姻や家庭内暴力といった住民間の諍いについて、警察官が相談役や
仲介役となって解決する場として機能していった。コルカタ市警察署は、市当局に会合で寄
せられた住民からのインフラ整備についての要請を報告していた。またジャノ・サンジョ
グ・サバーでは、宗教祝祭を開催する前に、祝祭の組織者を招いて、祝祭進行の通過ルート
や音量といった規則に従うように伝えていた。ムケルジーは、ジャノ・サンジョグ・サバー
の取り組みを、犯罪発生の誘因となる状況を排除していく、ウィルソンとケリングが提唱し
た「割れ窓理論」を実践したものと評価する［Mukherjee 2006：110-114］。2002 年に発生
したテロ襲撃事件を契機に、コルカタ市警察はこれまでスポーツ親善、教育、健康促進に焦
点を当ててきたコミュニティ・ポリシング活動に、犯罪予防の役割を加えていった。ジャノ・
サンジョグ・サバーでは、市警察官が住民の抱える問題や諍いについて協議を交わし、また
犯罪者について住民から情報を得る場として共有されていた。さらに、市警察官が住民と直
接言葉を交わし、問題解決に介入することで、警察不信の回復と生活改善として機能を発揮
することが期待されていたと捉えられる。 
 
コルカタ市の革新的ポリシング計画への評価 
 先述のように、コルカタ市の革新的ポリシング計画によるコミュニティ・ポリシング活動
は、1997 年からスポーツ親善、健康促進、教育機会、女性支援、巡回および会合の実施の
ように、徐々に段階を経て活動を展開していた。その特徴として顕著であったのは、活動の
初期の時点で、住民の生活改善に着目して、国際 NGO と連携した教育および健康促進に取
り組んでいた点であろう。コルカタ市の革新的ポリシング計画が市警察による犯罪制御と
いう枠組みを超え、教育と健康に着目して住民のリーダーシップと連携してきたという点
では一定の評価を与えられる。逆に、コミュニティ・ポリシング活動の本分である監視・巡
回をつうじた犯罪予防においては、住民のリーダーシップが発揮されていなかったわけで
ある。 
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ムケルジーは、革新的ポリシング計画の問題点として、転任に伴った市警察官同士のコミ
ュニティ・ポリシング活動についての引き継ぎ業務が十分でないこと、住民による主体的な
参画が徐々に減退し、参加している住民も自らの既得利益を追求する場としてコミュニテ
ィ・ポリシング活動を利用してきた節があると指摘する。その上で、活動の遂行を確実にす
るために、州政府の社会福祉局との連携によって、コミュニティ・ポリシング活動の制度化
が必要と主張する［Mukherjee 2006：136-139］。現地調査を行ったムケルジーの評価から
は、革新的ポリシング計画によるコミュニティ・ポリシング活動が継承されてこなかったた
めに、市警察官および住民の参画が徐々に減退してきた状況が浮き彫りになった。かつコミ
ュニティ・ポリシング活動に参画する行為を自己利益の追求の場として捉えている住民の
存在も見出された。 
 革新的ポリシング計画の特徴が NGO との連携による社会活動をつうじた生活改善であ
ったことはすでに説明した通りである。翻れば、コルカタ市のコミュニティ・ポリシング活
動には、NGO による社会活動との境界が不透明となってきたことを指摘できる。革新的ポ
リシング計画が、生活改善と警察不信の回復にのみ注力し、犯罪予防および暴動予防におい
て、どれほどの効果を上げてきたのか。また異なる宗教コミュニティ間の多文化主義的な共
生が実現したのか否か。市警察が実際にはどれほど関与し、住民がどのような活動に参画し
てきたのか。コルカタ市警察によるコミュニティ・ポリシング活動に関しての情報公開がほ
とんど行われてこなかったことが、これらに関する実態不明という問題の発端となってき
た。実際、コルカタ市警察によるコミュニティ・ポリシング活動のうち、その中核として据
えられていた教育機会と健康推進の提供の、活動主体は NGO であった。したがって、本来
コミュニティ・ポリシング活動によって求められる犯罪予防および暴動予防にはどれほど
の効果がもたらされてきたのかという点には疑問を持たざるをない。むしろコルカタ市の
革新的ポリシング計画における市警察の役割は NGO の社会活動を後援するのみで、四散し
つつあったとみなすべきであろう。  
 
コルカタ市のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
ここまで述べてきた分析を踏まえ、コルカタ市の革新的ポリシング計画について、本稿で
提起したコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づき、総合的な評価を加える。表
5－8「コルカタ市のコミュニティ・ポリシング活動への総評」では、構成要素の有無、予防
活動におけるポイントそして総合的な評価を加えている。 
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表 5－8：コルカタ市のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
構成要素 構成要素の
有無 
予防活動におけるポイント 総合的な評価 
（a）監視・巡回  
△ 
ジャノ・サンジョ
グ・サバー 
 
 
巡回担当警察官による
犯罪情報の収集 
 
 
市警察のみが巡回を
実施 
犯罪予防および暴動
予防への効果は不明 
（b）警察および
住民のリーダー
シップ 
 
△ 
ナバディーシャ計
画 
 
 
プラバハ計画 
 
 
 
ジャノ・サンジョ
グ・サバー 
 
市警察のリーダーシッ
プの下、NGOとの協力
で教育施設を運営 
 
住民のリーダーシップ
による健康診断、献血
キャンプの運営 
 
48 の警察署に会合の
場を創設 
 
巡回担当警察官による
犯罪情報の収集 
 
市警察長官および参
加住民が教育・就労支
援に一定の評価 
 
国際 NGO が 2015 年
4 月事件で献血キャ
ンプの運営を継続 
 
警察署ごとの住民の
参加規模や実態につ
いては不明 
市警察のみが巡回を
実施 
犯罪予防および暴動
予防への効果は不明 
（c）住民の組織化  
△ 
ジャノ・サンジョ
グ・サバー 
 
市警察による会合を通
じた住民の組織化 
会合への住民の参加 
住民からなる助言委員
会の設置 
 
 
警察署ごとの住民の
参加規模や実態につ
いては不明 
助言委員会メンバー
の選出方法および宗
教コミュニティごと
の参加実態は不明 
（d）生活改善  
○ 
女性の苦情相談所 
 
 
 
ナバディーシャ計
画 
 
 
プラバハ計画 
 
 
 
ジャノ・サンジョ
グ・サバー 
 
女性を対象とした保
護、法的支援 
 
 
路上やスラムに居住す
る小児を対象とした教
育・就労支援 
 
献血キャンプの運営 
 
 
 
会合で住民から寄せら
れる要請、住民間の諍
いに市警察が介入 
参加実態、相談件数お
よび解決件数につい
ては不明 
 
住民から一定の評価 
 
 
 
献血キャンプの運営
は継続 
 
 
電力および水の供給、
道路の舗装、バス停の
建設について市自治
体に報告 
犯罪予防への効果は
不明 
（e）警察不信の 
回復 
 
△ 
親善サッカー大会
の開催 
 
ジャノ・サンジョ
スポーツを通じた警察
官と若者層との交流 
 
会合で住民から寄せら
住民の参加規模およ
び実態は不明 
 
電力および水の供給、
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【出典】［筆者作成］。 
 
（a）監視・巡回 
コルカタ市警察は 2002 年 1 月に発生したテロ事件を受けて、住民との協議の場として市
内全 48 の警察署でのジャノ・サンジョグ・サバーの設置に踏み切った。コルカタ市の革新
的ポリシング計画において監視・巡回が着手されたのは、ジャノ・サンジョグ・サバーの設
置以降のことである。ジャノ・サンジョグ・サバーの運営に際して、それぞれの警察署では
巡回担当警察官を任命し、担当区域内の監視・巡回を行って犯罪者情報をはじめ、住民の生
活空間について情報収集を行う役割を担っていた。会合では、巡回警察官と住民が出席して
住民側の要請や住民間の諍いについて協議が交わされていた。市警察は会合の仲介役とし
て問題解決を図り、住民の生活改善に取り組んでいった。ジャノ・サンジョグ・サバーでの
監視・巡回は、住民との会合の場で交わされた状況の確認であり、住民が市警察と巡回を行
うのではなく、あくまで巡回警察官が担当区域において実施するものであった。また監視・
巡回の実施規模や問題解決についての情報が公表されていないため、実際の犯罪予防およ
び暴動予防への効果を確認することはできなかった。 
 
（b）警察および住民のリーダーシップ 
革新的ポリシング計画は、1997 年に市警察のリーダーシップによって開催された市警察
と住民とのサッカーの親善大会を起点とする。翌 1998 年には市警察署に女性を対象とした
苦情相談所を開設して、駐在する心理学者とともに家庭内暴力や家族関係に関する相談へ
の法的支援の場を提供していた。こうした取り組みに引き続き、1999 年 1 月になると市警
察は路上やスラムに生活する 15 歳までの小児に対して、無料の健康診断を実施するナバデ
ィーシャ計画を展開していた。ナバディーシャ計画は、ロータリークラブや国際 NGO にお
ける住民のリーダーシップとの連携の下に、貧困層に属する小児に読み書きや算数を教育
施設の運営に拡大していった。市警察は 1998 年から NGO とともに献血キャンプの運営を
グ・サバー 
 
れる要請、住民間の諍
いに市警察が介入 
道路の舗装、バス停の
建設について市自治
体に伝達 
（f）秩序維持の行
動 
 
△ 
ジャノ・サンジョ
グ・サバー 
会合の場で犯罪情報を
巡回警察官に提供 
 
宗教祝祭開催時に通過
ルートや音量について
取り決めを協議 
犯罪予防および暴動
予防への効果は不明 
 403 
 
行うプラバハ計画にも着手していた。市警察は、2002 年に監視・巡回を担う巡回警察官と
住民が協議を行う場として、ジャノ・サンジョグ・サバーを市内全 48 の警察署に設置した。
ジャノ・サンジョグ・サバーの会合は、警察のリーダーシップの下に住民が犯罪者や住民の
抱える問題について情報提供を行う場となることが期待された。だが、警察署ごとの住民の
参加規模や開催回数、協議内容といった実態については不明であった。 
革新的ポリシング計画では、市警察がリーダーシップを発揮して、1997 年から段階的に
コミュニティ・ポリシング活動が拡充していったものの、その中で住民のリーダーシップが
確認されたのはロータリークラブや NGO と連携したナバディーシャ計画およびプラバハ
計画による健康や教育に焦点を当てた社会活動であった。一方で、犯罪予防および暴動予防
を目的とした法執行活動における住民のリーダーシップを確認できなかった。 
 
（c）住民の組織化 
 市内 48 の警察署に設置されたジャノ・サンジョグ・サバーにおいて、巡回担当警察官と
住民による会合は、犯罪者情報の収集、住民側の要請や住民間の諍いについての協議が交わ
されていた。ジャノ・サンジョグ・サバーの運営には、住民からなる助言委員会によって活
動評価を求めることが決められており、市警察が会合を通じて問題解決を図り、住民の生活
改善に取り組んで、住民の組織化を進展することが期待されていた。しかし、48 の市警察
署ごとの住民の参加規模や実施回数、また助言委員会メンバーの内訳や評価報告について
の情報が公表されていないため、住民の組織化の実態について確認できない。革新的ポリシ
ング計画において、住民のリーダーシップの下に住民の組織化が図られたのは、ナバディー
シャ計画およびプラバハ計画で NGO が健康と教育に焦点を当てた社会活動という限られ
た領域であったと考えられる。 
 
（d）生活改善 
革新的ポリシング計画では、女性への法的支援、NGO と連携して住民の生活改善を図る
ナバディーシャ計画やプラバハ計画が、加えてジャノ・サンジョグ・サバーでは市警察と住
民展開されていた。市警察署内に開設された女性の苦情相談所は心理学者が駐在して、家庭
内暴力をはじめとする家庭問題の相談に応じ、市警察が介入しての保護や法的支援を提供
する場となっていた。しかし、女性苦情相談所への相談件数および解決件数といった情報は
公表されておらず、住民の参加実態は不明であった。ナバディーシャ計画では、路上やスラ
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ムに居住する 15 歳までの小児を対象として無料の健康診断の受診および治療の提供、読み
書きと算数の習得をめざした教育支援を行っていた。住民の健康増進という面では、プラバ
ハ計画において NGO およびロータリークラブとの連携下に献血キャンプを運営していた。
ナバディーシャ計画とプラバハ計画をつうじて期待された、未成年犯罪の予防への効果は
不明である。 
ジャノ・サンジョグ・サバーでの会合では、巡回警察官と住民が出席して、水および電力
の安定的供給、道路の舗装、バス停の建設といったインフラ整備に関する住民側の要請を聞
き取って市自体に伝達し、密造酒の売買、交通渋滞、違法駐車、性的嫌がらせ被害、財産分
与や家庭内暴力をめぐる住民間の諍いについて協議が交わされていた。市警察は会合の仲
介役として問題解決を図り、住民の生活改善に取り組んでいった。ジャノ・サンジョグ・サ
バーをつうじて、交わされた犯罪者情報に基づいた犯罪予防への効果については不明であ
る。 
 
（e）警察不信の回復 
革新的ポリシング計画は、1997 年にスポーツを通じて市警察への不信の回復を図る目的
で、市警察と若者層との間で親善サッカー大会を開催したことを発端とする。親善サッカー
大会への住民の参加規模や交流の実態については不明であるが、市警察のリーダーシップ
によって警察不信の回復を図ろうとした最初の試みであった。市内 48 の警察署に住民との
協議を行う場として、ジャノ・サンジョグ・サバーが設置されたことで、住民の生活改善へ
の要請や住民間の諍いについて市警察が把握する状況がもたらされた。市警察が住民の生
活に関心を寄せ、問題解決に取り組もうという態勢は、警察不信の回復に有用であったと考
えられる。一方で、実際に会合で取り上げられた問題が解決したのか、住民が市警察にいか
なる評価を下していたのかについては公表されていない。 
 
（f）秩序維持の行動 
ジャノ・サンジョグ・サバーでは、住民が犯罪者情報を巡回警察官に提供し、また祭列開
催以前に通過ルートや音量について取り決める場となっていた。ジャノ・サンジョグ・サバ
ーでの協議を受けて、犯罪者を検挙した事例や祭列の組織者が取り決めに応じて進行し、平
穏に終了したのかについては公表されていない。革新的ポリシング計画では、住民の参画が
健康および教育に焦点を当てた社会活動に限定される傾向にあったため、コミュニティ・ポ
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リシング活動をつうじて、住民に秩序維持の行動が遵守されていたのかは判然としない。 
 
以上のように、コルカタ市の革新的ポリシングは、国際 NGO との連携によるスポーツ、
教育、健康を柱とした生活改善に重点を置いたコミュニティ・ポリシング活動であると捉え
られる。コルカタ市の革新的ポリシング計画によるコミュニティ・ポリシング活動は、第一
に警察不信の回復のために住民とのスポーツ親善を目的としたサッカー大会が開催された。
加えて、市警察署に女性の苦情相談所を開設して、女性の保護と法的支援を提供していた。
第二に、国際 NGO との連携下に路上やスラムに居住する未成年者を対象とした教育機会と
健康促進を提供するナバディーシャ計画に着手していた。同様に、プラバハ計画では国際
NGO を中心とした献血キャンプの運営にも取り掛かっていた。革新的ポリシング計画は、
警察不信の回復と生活改善という 2 つの段階に分かれて、コミュニティ・ポリシング活動
を展開していた。その後、ジャノ・サンジョグ・サバーと呼ばれる会合を市内の全 48 の警
察署に設置し、市警察は住民から寄せられるインフラ整備の要請に応じ、住民間の諍いを仲
介した。ジャノ・サンジョグ・サバーは巡回警察官が監視・巡回を実施するために、住民か
ら犯罪者情報を収集する場ともなっていた。だが、あくまで監視・巡回は市警察が担ってお
り、言い換えれば、本来のコミュニティ・ポリシング活動の本分である犯罪予防および暴動
予防よりも、NGO の社会活動に集約されるようになったために、革新的ポリシング計画を
つうじて、住民が秩序維持の行動を遵守するようになったと評価することはできない。 
コルカタ市の革新的ポリシングは NGO が中心となって社会活動を重視してきたことに
加えて、市警察による活動の情報公開が十分でないために、実態は不明な点が多い。革新的
ポリシング計画において、コミュニティ・ポリシング活動に対して本来求められる犯罪予防
および暴動予防の効果が発揮されていないために、NGO によって一部の活動が継続してい
たとしても、失敗事例と捉えられるのである。 
 
（4）マディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティ  
ナガル・ラクシャ・サミティは、1996 年に 1 月にマディヤ・プラデーシュ州警察が州内
すべての県に対して創設の指示を発令したコミュニティ・ポリシング活動である。その活動
の分析に際して、第 5 章第 2 節第 4 項では、マディヤ・プラデーシュ州ラージガール県ナ
ールシングガール市で、2007 年 7 月に着手されたナガル・ラクシャ・サミティのコミュニ
ティ・ポリシング活動について論じる。本稿では、ナガル・ラクシャ・サミティによる犯罪
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予防および暴動予防の効果について、 
ナールシングガール市では、2007 年 4 月 2 日にヒンドゥー祭列時に発生した住民間の諍
いからヒンドゥー・ムスリム間での小規模暴動へと悪化した。この暴動後の対応のために、
同年 4 月 7 日に着任した警視次官のヴェーレンドラ・ミスラ（Veerendra Misra）が、住民
リーダーを選任して、コミュニティ・ポリシング活動を着手した。第 5 章第 2 節第 3 項で
は、ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティによるコミュニティ・ポリシング
活動について、本稿の提起したコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づいて、活
動の特徴、予防の実例、問題点を検討し、総評を加えることとする。ミスラが 2012 年に刊
行した研究書『コミュニティ・ポリシング：過ちか真実か』（Community Policing, Misnomer 
or Fact?）やマディヤ・プラデーシュ州警察が公開する文書に基づいて、ナールシングガー
ル市でのナガル・ラクシャ・サミティによるコミュニティ・ポリシング活動を分析する。 
 
マディヤ・プラデーシュ州の暴動発生の状況 
マディヤ・プラデーシュ州におけるヒンドゥー・ムスリム間暴動は、本稿第 1 章ですでに
述べたが、グラフとガルニエによる分析データにおいては、小規模暴動が 1 件、大規模暴動
が 3 件の、計 4 件の暴動状況について挙げられていた。1 件目は 1961 年 2 月のジャバルプ
ル市での大規模暴動である。この暴動は、ヒンドゥー少女がムスリム少年によって強姦され
た後、自殺したことを発端としていた。ヒンドゥーの学生グループがこの強姦事件を非難す
る抗議デモを行うと、ムスリムの学生グループと対立して殺傷事件が起き、暴力の応酬から
6 日間にわたる大規模暴動へと悪化していた。2 件目は 1989 年 10 月に州最大の都市イン
ドールで発生した小規模暴動である。インドール市では、世界ヒンドゥー協会、民族奉仕団
の活動家とインド人民党党員がアヨーディヤー市のラーム寺院再建を訴えて行進を行い、2
万 5,000 人のヒンドゥーが参加していた。この行進に対抗するように、ムスリムの指導者が
預言者ムハンマドの生誕を祝う祭列を実施し、3 万人のムスリムが参加していた。双方の祭
列の最中にクラッカーが突然爆破すると、驚いた祭列者の押し合いが起きて混乱が生じた。
祭列の警戒にあたっていた市警察がムスリムの祭列者を制圧しようとしたところ、小規模
暴動へと悪化した。3 件目は、1992 年 12 月に州都ボーパール市で発生した大規模暴動であ
る。ボーパール市ではヒンドゥー・ナショナリスト組織のバジラン・ダルがバーブル・モス
ク破壊を勝利として行進を組織化していた。それに対して、激高したムスリム住民が州政府
の建物とヒンドゥーの家屋を襲撃し、さらにはヒンディー語新聞に反ムスリム的内容の記
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事が掲載され、かつヒンドゥー・ナショナリスト組織による憎悪犯罪によって暴動発生を招
いた。暴動はモスク破壊事件の翌日 12 月 7 日から 15 日までの 9 日間にわたって発生し、
死者は 142 人にのぼって大規模化した。そして 4 件目は 2008 年 7 月にインドール市で発
生した大規模暴動である。インドール市では、ヒンドゥー・ナショナリストがストライキを
強行し、さらにはムスリムの居住区で行進を行ったこと発生の契機となっていた。ムスリム
住民が市警察署へ襲撃を加えると、市警察と武装化したヒンドゥーがムスリム住民に報復
として攻撃し、暴力の応酬が巻き起こった［Graff and Galonnier 2013a；2013b］。 
以上のように、マディヤ・プラデーシュ州の暴動状況を概観すると、1960 年代から 2000
年代にかけて一定の間隔をおいて散発的に発生しており、1961 年 2 月のジャバルプル市で
の暴動をのぞくと、ヒンドゥー・ナショナリスト組織による憎悪犯罪と扇動が発生の原因と
なっていた。グジャラート州、マハーラーシュトラ州、ウッタル・プラデーシュ州の暴動州
と比較すると頻発傾向にはないものの、他地域では収束傾向にあった 2000 年代後半におい
ても暴動発生が確認された。そのため、マディヤ・プラデーシュ州におけるコミュニティ・
ポリシング活動には暴動予防の効果が求められていたと言えよう。 
 
マディヤ・プラデーシュ州警察によるナガル・ラクシャ・サミティの創設 
 マディヤ・プラデーシュ州警察が、ナガル・ラクシャ・サミティとして、警察の法執行活
動に住民の支援を求める、コミュニティ・ポリシング活動に着手した時期は 1996 年以降の
ことである。2015 年 7 月時点で、マディヤ・プラデーシュ州警察の公式ウェブサイトのト
ップページには、「マディヤ・プラデーシュ州警察は、住民との信頼関係を堅固にするため
に、コミュニティ・ポリシング活動に大いに依拠してきた。これが達成されていることを誇
りにしている」とのメッセージを掲げている165。公式ウェブサイトにおいて、マディヤ・プ
ラデーシュ州警察は、コミュニティ・ポリシングを犯罪、無秩序を認識し、こうした問題の
解決のために住民を関与させる警察と住民との間の協力による取組としている。そしてコ
ミュニティ・ポリシングは、警察と住民を密接な関係へと結び付け、住民に責務を喚起する
として、自らの概念を掲げていた166。マディヤ・プラデーシュ州警察は本稿で設定したコミ
ュニティ・ポリシング活動の導入時期である 1993 年の 3 年後に、コミュニティ・ポリシン
                                                   
165 マディヤ・プラデーシュ州警察の公式ウェブサイトより［Madhya Pradesh Police. n.d. 
http://www.mppolice.gov.in/（2015 年 7 月 31 日閲覧）］。 
166 Madhya Pradesh Police. “Community Policing”.n.d.. 
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グ活動を開始していた。マディヤ・プラデーシュ州警察は、限定された州や都市でのみ展開
されていたコミュニティ・ポリシング活動を、1990 年代後半から取り組んできた自らの取
組を先駆的と自負し、前面に打ち出してきたわけである。マディヤ・プラデーシュ州警察は
、コミュニティ・ポリシング活動を警察と住民を密接に結び付け、住民に責務を与えると概
念化している。こうした州警察のコミュニティ・ポリシング活動への理解に基づいて、ナガ
ル・ラクシャ・サミティが創設されたと考えられる。 
マディヤ・プラデーシュ州警察は、1996 年 1 月に犯罪歴や政治的野心を持たない住民を
州内 51 の県単位で警察を支援するグループとして組織化するように指示を出していた。そ
の組織は、ヒンディー語で「町の防衛委員会」（Town Defense Committee）を意味するナ
ガル・ラクシャ・サミティと名付けられた。ナガル・ラクシャ・サミティは祭列や交通渋滞
の管理、警察活動への啓発といった警察を支援する活動に加えて、警察と住民の関係を改善
し、協力を仰ぐために、献血、HIV 検査、植林、清掃といった社会活動を行うことが視野に
入れられた167。1996 年にマディヤ・プラデーシュ州警察は警察の支援組織としてナガル・
ラクシャ・サミティを各県に創設することを発令した。その活動は警察の法執行活動のみな
らず、住民の生活改善を目的とした社会活動も含まれていた。ナガル・ラクシャ・サミティ
の社会活動をつうじて、警察不信の回復を図ったものと考えられる。 
 2002 年には、マディヤ・プラデーシュ州警察はナガル・ラクシャ・サミティをコミュニ
ティ・ポリシング活動として正式に規定するために「マディヤ・プラデーシュ州村落および
町の防衛組織に関する法」（Madhya Pradesh Gram Tatha Nagar Rakshta Dal Adhiniyam）
（以下、「ナガル・ラクシャ・サミティ法」と略する）を制定した。20 条からなるナガル・
ラクシャ・サミティ法は、メンバー選出法、訓練、実効力、任務について規定していた。メ
ンバーは各県の警視が当該地域に在住の 20 歳から 45 歳までの犯罪歴がない住民で、指定
カースト、指定部族、女性やマイノリティ・コミュニティを含めるように指示されていた。
ナガル・ラクシャ・サミティの機能と任務は、a）犯罪予防のための監視・巡回、b）住民と
財産の保護、c）秩序と平和を維持するための警察の支援、d）容疑者の逮捕および最寄りの
警察署への連行、e）犯罪者情報の提供、f）災害発生時の救援活動、g）その他県警視の指
示による任務遂行、の以上 7 点が挙げられる。ナガル・ラクシャ・サミティのメンバーに
は、1861 年インド警察法で規定される警察官と同様の権限と責務が与えられる。監視・巡
                                                   
167 Madhaya Pradesh Police. “Nagar Suraksha Samiti (Town Defense Committee)”. n.d.. 
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回や容疑者逮捕といった法執行活動が任務に含まれるため、ナガル・ラクシャ・サミティの
メンバーには、6 日間の訓練が実施され、州政府から武器が供される168。訓練は最長で 6 日
間にわたって実施され、その予算はマディヤ・プラデーシュ州警察の予算から拠出されてい
た。州警察が公式ウェブサイトに公表している文書には、年次は不明だが 1 日間 1 人のメ
ンバーにつき 150 ルピー、6 日間で州内のメンバー32 万 3,145 人に対して、2 億 9,083 万
500 ルピーが拠出されたと記されていた169。 
ナガル・ラクシャ・サミティの住民メンバーには、武器所有の下に逮捕を執行する権限の
付与が明記されていた。そのため、武器の取り扱いに際しては、州警察の予算によってメン
バーには 6 日間の訓練を実施することも決められていた。したがって、ナガル・ラクシャ・
サミティとは、州警察によって制度化されたコミュニティ・ポリシング活動であり、かつ住
民メンバーは県警視のリーダーシップの下に選任された 20歳から 45歳までの青年であり、
一般の警察と同様に武装化して逮捕権限を有する存在であった。住民は主体的に参画する
のではなく、あくまで県警視のリーダーシップによってメンバーが選任される受動的な住
民の組織化であった。マディヤ・プラデーシュ州警察は、ナガル・ラクシャ・サミティのメ
ンバー構成を公表していないが、州内で 32 万人超の住民メンバーが登録されているとすれ
ば、規模からはナガル・ラクシャ・サミティの実態とは、県警視が選任した住民メンバーに
よって構成される警察の法執行活動を支援するための末端組織であったと推測できる。一
般の警察官と同様の権限を有するとの位置づけは、1988 年に創設されたデリー市の特別警
察官と類似している。ナガル・ラクシャ・サミティは、警察のリーダーシップの下に武装化
した住民メンバーが法執行活動および社会活動を行う警察の末端組織と捉えられる。 
以上のように、1996 年以降、マディヤ・プラデーシュ州全域において、ナガル・ラクシ
ャ・サミティは警察を支援する目的で組織化が図られたとの前提に基づいて、2007 年 7 月
にナールシングガール市で着手された活動を分析することとする。 
 
ナールシングハール市における暴動発生 
ラージガール県ナールシングガール市は面積 1326 平方キロメートル、県都ラージガール
から国道で南東およそ 60 キロに位置し、2011 年センサスでは県内最大の人口 23 万 5,951
                                                   
168 Madhya Pradesh Police. “Madhya Pradesh Gram Tatha Nagar Rakshta Dal Adhiniyam”. n.d.. 
169 Madhya Pradesh Police. “Initiatives and history”. n.d.. 
http://mppolice.gov.in/Static/Community/initiatives_history_e.aspx（2015 年 7 月 31 日閲覧）.  
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人の都市である（地図 9 参照）。 
 
地図 9：マディヤ・プラデーシュ州ラージガール県ナールシングガール市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【出典】［Government of Madhya Pradesh, District Rajgarh n.d.］. 
 
ナールシングハール市の法執行活動は、ラージガール県警察の管轄におかれ、市警察のト
ップは副警視である。先の述べたように、1996 年 1 月にマディヤ・プラデーシュ州警察は
警察と住民の関係を改善するために州内 51 の県警察に対し、警察の支援を目的として住民
をナガル・ラクシャ・サミティの下に組織化するように発令していた。しかしながら、その
犯罪予防および暴動予防の効果は不明な部分もあり、2007 年 4 月 2 日にナールシングハー
ル市でヒンドゥー・ムスリム間暴動が発生した。2007 年 4 月のナールシングガール市での
暴動の契機は、ヒンドゥーの祭列ハヌマーン祭（Hanuman Jayanti）にあった。祭列者が
反ムスリム的な内容を含む挑発的スローガンを叫びながら、ムスリム居住区のモスク傍を
通過した際に、祭列をめがけて投石が行われて小規模暴動へと悪化した。 
そこで、市警察は暴動状況の制圧のために、催涙弾と実弾の発砲を行ったが、その発砲に
よって 3 人の住民が犠牲となった。加えて、暴動によって 50 の店舗が放火被害に遭った。
同日夜間には準軍隊が派遣されて、外出禁止令が発令され、暴動状況は制圧された。ナール
シングガール市を含むラージガール県内の都市では、ムスリム住民が比較的高い割合で居
住し、過去に暴動までは悪化しないものの、バジラン・ダルによる扇動や憎悪犯罪が散見さ
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れていたという［Central India News 2007］。2007 年 4 月 2 日に開催されたヒンドゥー祭
列で、祭列者がムスリムへの挑発的なスローガンを叫んだ結果、その報復としてムスリム住
民から投石が行われた。投石による暴力の応酬で負傷者と放火、そして暴動制圧を行った警
察による発砲で 3 人が死亡した。暴動は同日中に制圧されたため小規模暴動で留まったも
のの、祝祭が暴動発生を招き、ヒンドゥーとムスリム間で禍根と不信感が募り、暴動の再発
が危惧されていた。 
 
警察のリーダーシップによるナガル・ラクシャ・サミティの再組織化 
暴動事件から 1 週間後の 2007 年 4 月 7 日、暴動後の対応を担うために、新たにミスラ警
察次官が着任した。ミスラは 2005 年から 2007 年までマディヤ・プラデーシュ州ボーパー
ル市の州警察本部にあるコミュニティ・ポリシング部局（community policing branch）に
て副部局長（assistant nodal officer）を務めていた［United States-India Educational 
Foundation n.d.］。ミスラはインド国内でのコミュニティ・ポリシング活動の状況や方針を
理解しており、ゆえに暴動発生後のナールシングガール市でナガル・ラクシャ・サミティの
着手と展開を担うことは比較的円滑であったと考えられる。 
ミスラが暴動後のナールシングガール市で最初に着手したのは、暴動後の状況の把握で
あった。2007 年 4 月に暴動が発生した際には、病気休職による警部補の不在、副警部補の
不作為のように、市警察は機能不全に陥っていた。加えて、ボーパール市の州警察本部から
派遣されて事件捜査にあたっていた警部たちは、暴動発生の原因と容疑者の特定という自
らの職務を全うせず、市警察の指揮系統は混乱していた。そこで、ミスラは市警察が戸別訪
問を行って住民から被害状況と警察への要望を聞き取ることから着手した。暴動発生の現
場となったムスリム居住区を含む市内 12 か所において住民からの聞き取りを行った。そこ
で、かつて市内ではコミュニティ・ポリシング活動が行われていたものの、2007 年 4 月の
時点ではすでに停止していたことが判明した。住民から寄せられたのは、ヒンドゥーとムス
リムの宗教の差異を根拠とした解雇が行われていること、無実の住民が容疑者リストに列
挙されていること、放火被害を受けた 50 の店舗に対して市自治体や市警察による捜査や補
償が行われていないこと、多くの住民が不安を感じていたことであった。ミスラは聞き取り
を行うなかで、ナガル・ラクシャ・サミティを再組織化し、市警察に対する不信の回復を図
った［Mishra 2011：152-157］。ナールシングガール市でヒンドゥーの祝祭時に投石事件が
発生した際、その制圧にあたるはずの市警察の指揮系統の混乱や暴徒への不作為といった
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状況によって、小規模暴動へと悪化した。3 人の住民が暴動によって殺害され、50 の店舗
が放火で焼失した。ミスラは住民からの聞き取りによって、暴動被害状況を把握し、同時に
市警察や行政が発生後においても機能不全に陥っていたことを見出した。さらにはナール
シングガール市でナガル・ラクシャ・サミティが機能していないことが確認された。ナガル
・ラクシャ・サミティが機能していれば、武器と逮捕権限を有している住民メンバーが暴動
発生以前に反ムスリム的な内容のスローガンを叫ぶ者、扇動や投石を行う者の身柄を拘束
することも可能であった。聞き取りを行った住民からは、暴動後にも、ヒンドゥーとムスリ
ムの住民間での所属宗教を根拠とした解雇、不当逮捕、暴動被害者の放置といった状況が浮
き彫りになった。 
 
祝祭時の監視・巡回 
ミスラは 2007 年 7 月に自らのリーダーシップの下に祝祭を安全かつ平穏に進行するた
めに、活動が停止していたナガル・ラクシャ・サミティの再組織化を行った。住民リーダー
として、15 人の少女を含む 70 人の若者をメンバーに選任して、コミュニティ・ポリシング
活動による暴動予防の取り組みに着手した。再組織化されたナガル・ラクシャ・サミティの
メンバーにとって、2007 年 9 月から 10 月にかけてムスリムの断食月にナールシングガー
ル市で開催された 4 度のヒンドゥー祭列を平穏に進行させることが企及の課題となった。9
月 23 日から開催されるガネーシャ祭列に先んじて、ナガル・ラクシャ・サミティの住民メ
ンバーは祭列の組織者とともに 2 度の会合を開き、同年 4 月に暴動発生の現場となったモ
スク傍で祭列者が立ち止まることのないように組織者に確約させた。同年 9 月 25 日のガネ
ーシャ祭列の前に、ミスラは市内にある民族奉仕団のシャーカーを訪問して、祭列者が反ム
スリム的なスローガンを叫んだり、モスク周辺で大音量の音楽を流したりすることのない
ように活動家に指示した。同年 10 月 21 日に開催のヒンドゥーのダシャーラ祭列に先駆け
て、ミスラとナガル・ラクシャ・サミティのメンバーはムスリム住民に対して、ヒンドゥー
の祭列者に花輪で出迎え、飲み水を提供するように要請した。ムスリム住民はミスラの要請
に従って、ヒンドゥーの祭列者を出迎えた。ムスリム住民によるヒンドゥーへの歓待の様子
を目にした市警察官たちは、先見のない状況に驚いていたという［Mishra 2011：158-166
］。前述のように、マディヤ・プラデーシュ州警察はナガル・ラクシャ・サミティの住民リ
ーダーは 20 歳から 45 歳までの成年で、武器を付与し、一般の警察官と同様の権限と職務
を課していた。一方で、ミスラは祝祭の安全かつ平穏な進行を行うために、機能が停止して
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いたナガル・ラクシャ・サミティを再組織化した。ナガル・ラクシャ・サミティの住民メン
バーは 70 人で、その 2 割が少女であったことから、武器を携帯し、逮捕権限を有する州警
察が規定したコミュニティ・ポリシング活動とは異なる形態であったと推察される。 
ナールシングガール市でのナガル・ラクシャ・サミティの主な役割とは、祝祭の開催に先
駆けて、平穏に進行するため祭列の組織者と通過ルートやステレオで流す音楽の音量につ
いて取り決めを行うことと設定されていたためである。加えて、ミスラも全国各地で暴動加
害者となってきたヒンドゥー・ナショナリスト組織の民族奉仕団に対して、自ら祭列の開催
前にシャーカーに出向いて協力を要請し、かつ憎悪犯罪の発生を抑止していた。またムスリ
ム住民には、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生を体現するべくヒンドゥーの祭列
者を歓待して、ムスリム側から歩み寄るように依頼した。ミスラとナガル・ラクシャ・サミ
ティの住民リーダーによる介入を通じて、ナールシングガール市では憎悪犯罪と暴動の再
発を予防し、祝祭を安全かつ平穏に進行することが可能となっていった。 
 
ナガル・ラクシャ・サミティによるコミュニティ・ポリシング活動の難航 
2008 年 4 月 10 日、前年の暴動発生から 1 年を経て、再びハヌマーン祭列が開催される
こととなった。巡回を行っていた市警察は、ムスリム居住区近くの墓地から武器が入った棺
を発見した。ミスラはムスリム住民の地元リーダーと面会すると、ヒンドゥーの祭列者に対
するムスリム側の歓待に賛同していない一部の住民が、暴動の再発を企図しているとの情
報を入手した。市内の壁には何者かが「コミュナルな対立は避けられない」とのメッセージ
を書き残していた。ミスラはムスリムの地元リーダーに対して、賛同していない者がいたと
しても、前年と同様にヒンドゥーの祭列者を歓待するように要請した。ナガル・ラクシャ・
サミティのメンバーが祝祭の間に監視・巡回を行って安全な進行を指揮し、またムスリム住
民がハヌマーン祭列に参加するなどの動きも見られ、暴動が再発することなく終了した。だ
が、暴動の再発を危惧した商店主の多くは自主的に閉店し、また住民の中には市外へと避難
する者もいた。ミスラと市警察官たちはヒンドゥーとムスリムの地元リーダーを戸別訪問
し、祝祭が安全に終了したことに謝意を伝えて回った［Mishra 2011：167-172］。2007 年
4月に暴動発生を招いたハヌマーン祭列が翌年になって再び開催されることとなった。2007
年 7 月以降、ミスラはナガル・ラクシャ・サミティのメンバーとともに、祭列の組織者との
事前協議をおこなって祝祭を安全に進行させてきた。ミスラはムスリム住民にヒンドゥー
の祭列者への歓待を要請いた。しかしながら、一部の住民のなかで暴動の再発を企図し、暴
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動発生時に襲撃するための武器が準備され、市中の壁には何者かによって暴動発生を予見
させるような文言が描かれていた。暴動再発が危惧される中、ミスラはナガル・ラクシャ・
サミティのメンバーに祭列への監視・巡回を行うように指示し、ムスリム住民にはヒンドゥ
ーの祭列者を歓待するように要請した。結果として、ハヌマーン祭列は平穏に終了したもの
の、暴動再発を恐れて閉店した商店主や市外へと避難した住民もいた。ナールシングガール
市では、故意に暴動を再発させようという動きが暴動後 1 年を経ても見いだされたのであ
る。すなわちナガル・ラクシャ・サミティのメンバーを中心として、コミュニティ・ポリシ
ング活動をつうじて、祝祭が暴動発生の現場へと変容しないように取り組んできたものの、
実際には住民の間で秩序維持の行動が、必ずしも遵守されていたわけではなかったのであ
る。 
 
ナールシングガール市におけるコミュニティ・ポリシング活動への総評 
 これまで検討してきたように、ナールシングガール市では、2007 年 4 月の暴動発生を受
けて、警察のリーダーシップの下に同年 7 月より停止していたナガル・ラクシャ・サミティ
を再組織化した。そのため、ここでは再組織化以降のコミュニティ・ポリシング活動につい
て評価を加える。 
 表 5－9「ナールシングガール市のコミュニティ・ポリシング活動への総評」では、コミ
ュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づいて、ナガル・ラクシャ・サミティへの評価
を加えている。 
 
表 5－9：ナールシングガール市のコミュニティ・ポリシング活動への総評 
構成要素 構成要素の
有無 
予防活動による行動 総合的な評価 
（a）監視・巡回  
○ 
ナガル・ラクシャ・
サミティ 
住民リーダーによる祝
祭時の監視 ・巡回 
2007 年 7 月~2008 年
4 月にかけて、祭列へ
の監視・巡回の強化 
 
 
（b）警察および
住民のリーダー
シップ 
 
○ 
ナガル・ラクシャ・
サミティ 
市警察による住民リー
ダーの選出 
 
 
 
 
ナガル・ラクシャ・サ
ミティの住民メンバー
と祭列組織者の協議 
警視次官が 70名の住
民リーダーを選任し
て機能停止していた
ナガル・ラクシャ・サ
ミティを再組織化 
 
住民のリーダーシッ
プによって、祝祭を平
穏に進行するための
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【出典】［筆者作成］。 
  
（a）監視・巡回 
 警察リーダーが選出したナガル・ラクシャ・サミティの住民リーダーによって、ヒンドゥ
ー・ムスリム間暴動発生後の 2007 年 7 月から 2008 年 4 月にかけて、祭列への監視・巡回
が強化されていた。 
 
 
事前協議が実施 
（c）住民の組織化  
△ 
ナガル・ラクシャ・
サミティ 
 
 
市警察による住民の組
織化 
 
 
 
70 名の住民リーダー
がそれぞれ祭列の組
織者と会合を開催し
て事前協議 
（d）生活改善  
× 
  市警察が住民からは
所属宗教を根拠とし
た解雇や暴動被害を
受けた店舗の放置と
いった状況を聞き取
り 
 
祝祭時に集中的に活
動を行っていたため、
監視・巡回を行って、
生活改善を図ってい
たかどうかは不明 
（e）警察不信の 
回復 
 
△ 
ナガル・ラクシャ・
サミティ 
住民リーダーが祝祭時
に会合開催 
警察の選任したナガ
ル・ラクシャ・サミテ
ィが祝祭を平穏に進
行するために事前協
議 
（f）秩序維持の行
動 
 
△ 
ナガル・ラクシャ・
サミティ 
宗教祝祭開催時に通過
ルートや音量について
取り決めを協議 
 
 
祝祭時の監視・巡回の
実施 
ヒンドゥー、ムスリム
それぞれの祝祭が事
前の取り決めを守り、
平穏に遂行、終了 
 
2007 年 7 月~2008 年
4 月にかけて、祭列へ
の監視・巡回の強化 
 
ムスリム住民によっ
てヒンドゥーの祭列
者を歓待するように
要請 
 
暴動再発を企図した
武器の準備 
 416 
 
（b）警察および住民のリーダーシップ 
 市警察次官のミスラが 2007 年 4 月の暴動発生直後に、住民の要請を聞き取って被害状況
を把握し、かつ活動が停止していたナガル・ラクシャ・サミティを再組織化した。15 名の
少女を含む 70 名の若者からなる住民リーダーを選任した。ナガル・ラクシャ・サミティの
住民リーダーは、祭列組織者とともに通過ルートや音量の設定について事前協議を行った。 
 
（c）住民の組織化 
ミスラによるナガル・ラクシャ・サミティの 70 名の住民リーダーの選任が行われたもの
の、それ以外の住民を組織化して、コミュニティ・ポリシング活動を展開したわけではなか
った。 
 
（d）生活改善 
 ミスラは 2007 年 4 月の暴動直後に、ヒンドゥーおよびムスリムの住民を戸別訪問した。
住民からは、所属宗教を根拠とした解雇、放火被害を受けた店舗の放置といった状況を聞き
取り、市自治体と市警察が機能不全に陥っている状況を把握した。ナガル・ラクシャ・サミ
ティによるコミュニティ・ポリシング活動では、住民リーダーはミスラのリーダーシップに
よって祝祭時に集中的に活動を行っていた。そのため、常態的な監視・巡回をつうじて、住
民の抱える問題を把握し、生活改善を図っていたかどうかは不明である。 
 
（e）警察不信の回復 
ミスラが選任したナガル・ラクシャ・サミティの住民メンバーが、ナールシングガール市
での祝祭を平穏に進行するために祭列の組織者と事前に協議していた。ナガル・ラクシャ・
サミティは市警察によるリーダーシップで再組織化されていたため、そのコミュニティ・ポ
リシング活動をつうじて警察不信の回復に寄与していたと考えられる。 
 
（f）秩序維持の行動  
 ナガル・ラクシャ・サミティの住民リーダーは、2007 年 7 月からナールシングガール市
内で開催される祭列に先駆けて、通過ルートや音量について祭列組織者とともに事前に協
議するための会合を開催していた。祭列組織者は取り決めた内容に基づいて、平穏に祭列を
進行していった。加えて、ムスリム住民がヒンドゥーの祭列者に花輪や飲料水を提供する等、
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祝祭を宗教コミュニティ間の協調の場へと変えようという動きも見いだされた。しかし、前
年に暴動発生を招いた 2008 年 4 月のハヌマーン祭列では、意図的に暴動を発生させるよう
として、住民の間で事前に武器が準備され、市中の壁には暴動発生を予期する文言も書かれ
ていた。この年のハヌマーン祭列では、ムスリム住民が祭列に参加し、ナガル・ラクシャ・
サミティの住民リーダーが監視・巡回を展開した結果、無事に終了した。だが、住民の間で
暴動を故意に発生させるために武器が準備されていたことから、秩序維持の行動が遵守さ
れていたとは言い難い状況であった。 
第 5 章第 2 節第 4 項では、ナガル・ラクシャ・サミティを再組織化したミスラは、州警
察本部にあるコミュニティ・ポリシング部局に所属していたがゆえ、自らがコミュニティ・
ポリシング活動の概念や手法を理解する機会を得ていた。ナガル・ラクシャ・サミティはマ
ディヤ・プラデーシュ州警察が制度化した警察のリーダーシップによるコミュニティ・ポリ
シング活動であるが、ナールシングガール市では暴動発生直後に着手されたことも相まっ
て、70 名の住民リーダーによる祝祭時の協議開催に焦点が当てられていた。限られた住民
リーダーが暴動予防という目的に注力しても、住民の組織化や常態での監視・巡回、警察と
住民による問題解決をつうじた生活改善が十分でなければ、コミュニティ・ポリシング活動
への理解は促されず、意図的な暴動発生を招きうるのである。 
本稿では暴動が発生した地域におけるコミュニティ・ポリシング活動として、マハーラー
シュトラ州ビワンディー市のモハッラー・コミッティとムンバイー市のモハッラー・コミッ
ティ・ムーブメント・トラストについて分析してきた。ナールシングガール市とこれらの地
域との違いは、当該地域内で住民自らが暴動発生を企図して武器を準備するという動きが
見いだされなかったという点である。ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティ
によるコミュニティ・ポリシング活動は、一部の祝祭においては奏功していたものの、住民
が秩序維持の行動を遵守するようになったわけでも、多文化主義的な共生を実現したわけ
でもなかった。州警察によって制度化されたコミュニティ・ポリシング活動であっても、警
察主導型でかつ活動範囲が限定的であれば、活動への理解は得られない。住民は秩序維持の
行動を遵守せず、故意の暴動発生を招きうる。それゆえに、ナールシングガール市のナガル
・ラクシャ・サミティによるコミュニティ・ポリシング活動が失敗とみなすことが妥当であ
ろう。 
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第 3 節 インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の特徴と課題 
 
第 5 章では、インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の成否要因として、第 1 節
では、マハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラ
スト、タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動、ケーララ州のジャーナマイシュ
リ・スラクシャ計画の 3 事例を成功事例として検討してきた。続けて第 2 節では、連邦直
轄領デリー市の特別警察官および自警団計画、マハーラーシュトラ州ビワンディー市のモ
ハッラー・コミッティ、西ベンガル州コルカタ市の革新的ポリシング計画、マディヤ・プラ
デーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティの 4 事例を失敗事例とし
て検討してきた。 
本稿において、インドのコミュニティ・ポリシング活動の 7 事例を成功と失敗とに分け
た。分類は暴動予防、持続性、成果などによるものである。そして、その成功と失敗の原因
は住民参画の有無で左右されていた。かつ、本稿が導出したコミュニティ・ポリシング活動
の 6 つの構成要素である、a）監視・巡回、b）警察および住民のリーダーシップの存在（警
察／住民）、c）住民の組織化、d）生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動、につ
いて、成功事例では全ての要素が結実していたが、失敗事例では必ずしも 6 要素が機能し
ていないという結果が得られた。これまでの議論を踏まえると、成功とみなした 3 事例は
住民参画型として、失敗とみなした 4 事例は警察主導型として分類できる。 
第 5 章 3 節では、アメリカで 1980 年代に概念化されたコミュニティ・ポリシング活動で
あるが、これまでの議論を踏まえて、インドにおける 7 つの実践事例への分析をつうじて
浮き彫りになった特徴をまとめる。成功事例および失敗事例の共通点を浮き彫りにし、成功
事例で得られた模範と、失敗事例から得られた教訓を考察する。 
 
インドのコミュニティ・ポリシング活動における成功事例の特徴 
 本稿では、マハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント
・トラスト、タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動、ケーララ州のジャーナマ
イシュリ・スラクシャ計画の 3 事例を成功事例とみなしている。これら 3 事例において共
通点を見出すことができ、それぞれの活動の特徴から、インドにおけるコミュニティ・ポリ
シング活動の模範を考察する。成功事例における共通点は、その創設過程、活動目的、予防
活動のポイントにおいて、主に 5 点を挙げることができる。 
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第一に、創設時における明確な目的の設定である。本稿では繰り返し主張してきたが、イ
ンドの警察は 1861 年警察法の下に住民に抑圧的な体質の下、ヒンドゥーの警察官が寡占状
態にあり、偏向を持った法執行活動を展開し、暴動発生時に機能不全に陥ってきた。ともす
ればコミュニティ・ポリシング活動が、警察に住民を従属させた警察の末端組織化を招きか
ねない。しかし、3 つの成功事例において、その活動目的は警察および住民双方に非常に明
確に設定され、その象徴となるべくシンボルマークが掲げられていた。マハーラーシュトラ
州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの場合には、ヒンドゥ
ー、ムスリム、クリスチャン、スィクの衣装をまとった子どもたちの姿と「我々はみな一つ
だ」とのスローガンがシンボルとして用いられることで、活動目的である宗教コミュニティ
間の多文化主義的な共生を訴えていた。タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動
の場合には、州警察の制帽をモチーフに描いて、住民と警察との友人関係の構築を訴えてい
た。そして、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の場合には、ケーララ州警
察を表すヤシの木と象が描かれたシンボルマークを背景に、警察と住民が握手を交わして、
警察が住民に歩み寄ることを訴えていた。こうしたシンボルマークの存在は、それぞれの警
察が何に注力してコミュニティ・ポリシング活動に従事しているのか、その目的と趣旨が伝
わるメッセージ性を発信していた。住民には、それぞれの警察がコミュニティ・ポリシング
活動を通じて伝えようとする価値がはっきりと可視化されており、印象に残りやすいもの
であった。そして、シンボルマークは会合およびイベント会場のバーナー、また ID カード
や腕章に描かれることで、他の活動と差別化され、コミュニティ・ポリシング活動に参画す
る警察と住民に一体感とメンバーとして自覚を生む役割を担っていたと考えられる。 
 第二に、成功事例はともにコミュニティ・ポリシング活動に対する州政府からの公認が得
られていた点である。ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストは
1993 年 3 月にコラキワーラー市長官が創設を提案した際に、当時のパワール州首相から公
認を得て、1996 年 10 月には 1950 年ボンベイ・パブリック・トラスト法の下に正式にその
活動が認可されていた。タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動は、1993 年に
フィリップ県警視がラーマーナタープラーム県で創設した後、翌 94 年 9 月にはジャヤラリ
ター州首相が州内全域に活動を拡大することを発令していた。他方、ケーララ州のジャーナ
マイシュリ・スラクシャ計画は 2007 年 11 月にアチュターナンダーン州首相が創設に着手
するように州内務監視省および州警察に発令し、およそ 1 年間の準備期間を経て、2008 年
6 月に 20 の警察署において創設されていた。創設に際しての州政府の公認や主導に加え、
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タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動は創設 10 年後の 2003 年から、そして
ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は創設当初の 2008 年からそれぞれコミ
ュニティ・ポリシング活動の遂行に対して州政府の予算が拠出されており、財政支援を受け
ていた。州政府からの公認とは、すなわち州政府からコミュニティ・ポリシング活動の存在
意義とその正統性を担保されたことを意味している。そして、州政府からの公認を得ること
で、州警察および住民の双方からコミュニティ・ポリシング活動への信頼と協力を得て、法
執行活動を展開し、牽引することを可能としていた。3 つの成功事例がいずれも州政府から
の公認を得ていたという点からは、インドにおいて正統性を有し、警察および住民に対する
求心力を得て、持続的にコミュニティ・ポリシング活動を遂行するうえで、必要不可欠であ
ると導き出すことができよう。 
第三に、創設に際して一定の準備期間を設け、コミュニティ・ポリシング活動の礎を構築
していた点である。ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストでは
、創設を提言したコラキワーラー市長官が、同州内でコミュニティ・ポリシング活動による
暴動予防を達成していたビワンディー市の事例について、独自に現地調査を行い、活動の目
的、背景、手法および危機時の行動を分析していた。ビワンディー市は定期的に会合を行っ
て宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生を訴えるメッセージを流布し、危機時には警
察と住民リーダーによる巡および住民への説得が行われていた。コラキワーラーの調査か
ら、ビワンディー市警察は脆弱な装備や施設であったにもかかわらず、住民との協力によっ
てコミュニティ・ポリシング活動を展開していたことが明らかになると、ムンバイー市では
ビワンディー市の事例を模倣する形で、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト
が創設された。ムンバイー市の事例では、大規模暴動とテロ事件の発生によって企及にコミ
ュニティ・ポリシング活動に着手する必要が存在していたため、その創設に際しては、具体
的に模範とする活動形態を明示し、取り入れることから着手していた。タミル・ナードゥ州
のフレンズ・オブ・ポリス運動では、住民の主体的参画が前提として設定されたがゆえに、
創設の時点で住民メンバーに登録するための申請書を作成していた。申請書は宣誓文と活
動 18 項目を希望選択させる様式から構成されており、フレンズ・オブ・ポリス運動が遂行
する活動内容を提示し、そのうえで住民がコミュニティ・ポリシング活動に参画する動機づ
けを行うように創意工夫されていた。申請書に書かれた活動の希望項目は、犯罪予防や巡回
にとどまることなく、社会的弱者の人権保護や元受刑者への社会復帰支援、環境保護といっ
た多岐にわたる社会活動を遂行していた。実際に住民側の希望にどれだけ沿っていたのか
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は判然としないものの、住民の希望に基づいた分業体制によるコミュニティ・ポリシング活
動を展開していた。創設に際して、いかに住民参画を引き出すのかという点を熟慮し、申請
書という手法で具体的に明示しつつ、着手していた。ケーララ州のジャーナマイシュリ・ス
ラクシャ計画では 2008 年 6 月の創設に先駆け、州政府が主導して 2007 年 10 月に州内務
監視省内に創設のための委員会を設置、パンフレットとブックレットの作成および配布、コ
ミュニティ・ポリシング活動、警察と住民との関係をテーマにしたセミナーおよびワークシ
ョップの開催、そして警察を対象とした訓練講習の実施を行っていた。ケーララ州政府は 1
年間の周知活動や訓練を行って、入念かつ着実にコミュニティ・ポリシング活動を展開する
準備を進めていた。 
第四に、コミュニティ・ポリシング活動における住民参画の明瞭な手続きである。成功事
例において共通したのは、上述した州政府の公認に加えて、市警察長官、県警視、州警察長
官といった警察行政の長を活動に取り込みつつ、彼らの権威に依存するのではなく、警察と
住民双方が対等な協力関係を構築して、住民が主体的に参画するために手続きを明確化し
ていた点である。住民参画の促進には、コミュニティ・ポリシング活動において何をやりた
いのか、そのためにどうすべきか、理念、目的と方針を明文化し、周知活動を行うことが肝
要となってくる。ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストでは、
創設当初には市長官、市警察長官がリーダーシップを発揮し、その後に住民メンバーの中で
も特に核となるリーダーをファシリテーターとして任命していた。このファシリテーター
は、住民メンバーの増員を担う役割を負っていた。住民メンバーの主体的参画を一層促進す
るために、モハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストによるコミュニティ・ポリシ
ング活動に参加し、協力する姿勢を示した住民に対して、ファシリテーターを介し、住民リ
ーダーとして紹介する手続きを踏んでいた。タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス
運動では、住民の主体的参画を原則としてきたため、州内の警察署に宣誓文と活動希望項目
の選択肢が書かれたメンバー登録の申請様式を配備していた。特定の階層やコミュニティ
に限定することなく、申請書を提出した住民には、県警視が過去の犯罪歴の有無といった身
元照会を行った後に、フレンズ・オブ・ポリス運動の住民メンバーとして登録していた。登
録されたメンバーには ID カードもしくは腕章が支給されていた。ケーララ州のジャーナマ
イシュリ・スラクシャ計画では、住民参画はジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会および
ジャーナマイシュリ・ケンドラムにおいて見いだされる。ジャーナマイシュリ・スラクシャ
計画を着手する全ての警察署にはジャーナマイシュリ・スラクシャ委員会の設置が定めら
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れており、女性や指定カースト、指定部族を含む 25 名以下の住民リーダーから構成されて
いた。委員会メンバーの選出は県警視が担い、月例の会合では巡回警察官とともに犯罪情報
の交換および住民側の要望について協議を行っていた。委員会メンバーが県警視によって
選出されていたのに対して、ジャーナマイシュリ・ケンドラムを設置して、訓練や応相談と
いったサービスを提供することで、より広範な住民の参画を促し、警察と住民の交流を深化
させようと図っていた。ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、住民側の情報や要望を
聞き取って、住民の実態を把握しながら交流を重視しようとの態勢を構築していた。成功事
例において見いだされた住民参画の在り方はいずれも警察の独断に依ったり、住民を排除
することなく、住民からの判断を仰ぐ開放性が確認されており、警察不信の回復に帰結する
ものであった。住民のコミュニティ・ポリシング活動への動機づけとリーダーシップの確立
につながり、警察と住民との関係性は対等であった。 
そして第五に、活動拠点による情報公開の確保が挙げられる。ムンバイー市のモハッラー
・コミッティ・ムーブメント・トラストの事例では、住民リーダーの代表であるファシリテ
ーターが月例で会合を開催する場所は警察リーダーのオフィスであり、また警察リーダー
とファシリテーターが共有する事務局が運営されていた。この事務局では、ファシリテータ
ーが活動資金となる募金の呼びかけ、年間行事の計画立案、季刊発行のニューズレターおよ
び年次報告書の作成などを行い、また各ファシリテーター間の連絡調整を図る場所として
機能していた。ニューズレターではムンバイー市における宗教コミュニティ間の共生に関
する状況を鑑み、活動内容と方針を報告していた。タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・
ポリス運動では、2002 年 7 月に警察の訓練および発展における刷新のための女王賞を受賞
し、授与された 1 万 5,000 ポンドを用いて、2002 年 9 月に州都チェンナイ市に住民参画を
促進し、コミュニティ・ポリシング活動の訓練を行って、活動を喚起する目的でフレンズ・
オブ・ポリス文書とマルチメディア訓練センターを開設していた。このセンターでは専門家
を講師に迎えた聴取、問題解決、チームワーク構築に関する訓練講習が毎年 3 日間にわた
って実施され、県ごとに警察と住民メンバーが参加して受講していた。このセンターでは、
警察と住民メンバーがともに同席して受講する方式を採っており、相互の交流を深める目
的もあった。センターの運営には 2003 年度以降には年間 200 万ルピーの州政府予算が拠出
され、2010 年度までに訓練センターで受講した警察および住民の規模はそれぞれ 5 万人に
及んでいた。フレンズ・オブ・ポリス運動では、この訓練センターが運動の公式ウェブサイ
トを運営して情報発信を行い、外部との訓練を提供する役割を担っていた。 
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ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、ジャーナマイシュリ・ケンドラ
ムの設立によって、警察と住民の交流を図っていた。加えて、ケーララ州警察内のコミュニ
ティ・ポリシング活動部局では、ジャーナマイシュリ・スラクシャ計画に関する年次報告書
やニューズレター、警察官による学術誌の刊行を行っていた。拠点の存在は、活動実績のデ
ータを整備した情報発信の場となり、コミュニティ・ポリシング活動の実態を可視化しなが
ら、住民および警察相互からのアクセスを可能として、コミュニティ・ポリシング活動が社
会に開かれた存在としての象徴となっていた。成功事例では、それぞれ拠点を開設しており
、そこでは訓練の実施および年次報告の刊行といったコミュニティ・ポリシング活動に関す
る情報を公開して透過性を保持していた。 
以上のように、インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動の成功事例では、明確な目
的を設定し、周知や訓練のために一定の準備期間を経て、活動に対する州政府からの公認を
得て、かつ住民参画の明瞭な手続きの下に着手されたことが確認できた。そして、それぞれ
では活動の拠点を設置して、実際のコミュニティ・ポリシング活動に関する情報を公開し、
活動の開放性と透明性を確保していたのである。本稿では、以上の 3 つの成功事例を踏ま
えて、インドにおける住民参画型のコミュニティ・ポリシング活動の構造を図 5－3「イン
ドにおける住民参画型のコミュニティ・ポリシング活動の構造」として導出する。 
 
図 5－3：インドにおける住民参画型のコミュニティ・ポリシング活動の構造 
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住民参画型のコミュニティ・ポリシング活動では、本稿の提起するコミュニティ・ポリシ
ング活動構成 6 要素である a）監視・巡回、b）警察および住民のリーダーシップの存在（
警察／住民）、c）住民の組織化、d）生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動は、
いずれも機能して、警察と住民の連携関係に内包された状態であった。警察および住民のリ
ーダーがそれぞれを代表して連携しつつ、協議を行っており、相互補完的な対等関係にある
と見出される。それは会合や訓練の場で、警察のリーダーと住民のリーダーが同席するなど
の関係性であったり、警察リーダーが住民の参画を促すために、住民の要望や評価を重視し
てきた態勢から確かめることができる。 
 
インドのコミュニティ・ポリシング活動における失敗事例の特徴 
 本稿では、連邦直轄領デリーの特別警察官および自警団計画、マハーラーシュトラ州ビワ
ンディー市のモハッラー・コミッティ、西ベンガル州コルカタ市の革新的ポリシング計画、
マディヤ・プラデーシュ州ナールシンガハール市のナガル・ラクシャ・サミティの 4 事例を
失敗事例と評価することとなった。これら 4 事例での共通点を 3 点見出すことができ、そ
れぞれの失敗事例から得られた教訓を考察する。 
 第一に、失敗事例と評価した 4 事例では、いずれも警察主導型であり、住民参画の手続き
および活動形態が受動的でかつ不明瞭であった。デリー市の特別警察官および自警団計画
は、インドにおいて、住民が警察とともに法執行活動に従事することを試行した最初期のコ
ミュニティ・ポリシング活動の取り組みと言える。1988 年に市警察長官のリーダーシップ
によって、1861 年警察法で定められていた特別警察官の選出を発端としており、その翌年
1989 年には自警団計画へと発展していた。この特別警察官は英国植民地支配下において規
定された仕組みで、通例である州政府による採用を経ずに暴動や騒乱が発生した危機時に
警察官の増員によって、社会統制の強化を企図していた。したがって、デリー市警察が着手
した特別警察官とは住民側の主体的な参画というよりは、市警察長官が主導した警察の末
端組織化として理解することが妥当である。犯罪被害者の支援および物理的な防犯対策を
普及させることを意図した自警団計画は、市内 90 居住区で展開された組み込まれ、同時に
住民に対して友好的な対応を求めた警察署の運営にも着手された。だが、実際にはデリー警
察によるコミュニティ・ポリシング活動は、警察のリーダーシップの下に選出された特別警
察官をはじめとした限定的な住民リーダーのみが参画しており、多くの住民がその存在す
ら把握していなかったという事実が明らかになった。逆に、住民が日常的に市警察からの無
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礼な振る舞いや嫌がらせを受けており、警察活動にそもそも信頼を寄せておらず、住民が警
察と協力することで周辺住民から警察の密告者とみなされるのではないかと危惧していた。
さらには、警察も住民の参画を法執行活動において支障となるとみなしており、デリー市の
事例からは警察および住民の双方がコミュニティ・ポリシング活動の目的や効果を正確に
理解していなかったことが浮き彫りになるのである。 
ビワンディー市のモハッラー・コミッティは、警察主導型として暴動予防に効果を発揮し
、成功事例とみなされたものの、その後に警察および住民がいずれも危機意識が希薄となっ
たことで失敗へと転じたという点で、インドのコミュニティ・ポリシング活動の成否要因を
分析するうえで、最も強く示唆を指し示す重要な事例と捉えることができる。ビワンディー
市では、1990 年に警察のリーダーシップの下に選出された 25 名のヒンドゥーと 25 名のム
スリムの住民リーダーからなるモハッラー・コミッティが市内 70 の居住区全てに設置され
た。その規模は市内で 3,500 名に及び、しかもいずれの宗教コミュニティにも比重が置かれ
ることがないように、パワーバランスを均衡化するためにヒンドゥーとムスリムが一律に
選出されていた点は特筆に値する。しかしながらビワンディー市のコミュニティ・ポリシン
グ活動が、本来住民の最も関心を寄せてきた生活改善に対してではなく、警察主導で選出さ
れた住民リーダーと警察による監視・巡回に最も注力してきたため、住民リーダー以外の住
民にどれほど開かれた活動であったのか、その住民参画の手続きは不明瞭であった。 
 コルカタ市の革新的ポリシング計画は 1997 年からスポーツ親善、健康促進、教育機会、
女性支援、巡回および会合の実施のように、段階的に展開していったコミュニティ・ポリシ
ング活動であった。特に 2002 年にジャノ・サンジョグ・サバーと呼ばれる会合の場を設置
され、インフラ整備に関する議題に加えて、密造酒の違法販売、交通渋滞、違法駐車、性的
嫌がらせ、財産、婚姻や家庭内暴力といった住民間の諍いについて、警察官が相談役や仲介
役となって解決する場として機能していった。他方、警察が主導して住民リーダーを選出す
るという手続きは踏まれておらず、既存の国際 NGO と連携しての教育および健康促進に主
眼を置いた生活改善に取り組んでいた。つまり革新的ポリシング計画では、NGO による社
会活動との境界が不明瞭となっており、コミュニティ・ポリシング活動の本分である監視・
巡回をつうじた犯罪予防においては、住民のリーダーシップが発揮されていなかった。 
 マディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティの事例に
ついては、1996 年に 1 月にマディヤ・プラデーシュ州警察が州内すべての県に対して創設
の指示を発令したコミュニティ・ポリシング活動の一つであった。県警視が選任した住民メ
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ンバーには州政府の予算によって訓練が実施され、また武器が供与されており、警察の法執
行活動を支援するための末端組織と理解することができる。一般の警察官と同様の権限を
有するとの位置づけは、1988 年に創設されたデリーの特別警察官と類似していた。ナール
シングガール市のナガル・ラクシャ・サミティは瓦解していたが、2007 年に県警視次長の
リーダーシップによって選出された 70 名の住民リーダーによって、祝祭時の監視・巡回を
展開して、暴動の再発を予防する目的で再組織化されていた。ナールシングガール市でのナ
ガル・ラクシャ・サミティによるコミュニティ・ポリシング活動は、一部の祝祭においては
奏功していたものの、住民が秩序維持の行動を遵守するようになって、多文化主義的な共生
を実現したわけではなかった。ナールシングガール市の事例からは、たとえ州警察によって
制度化されたコミュニティ・ポリシング活動であっても、警察主導型でかつ活動範囲が祝祭
時の監視・巡回というように限定的であれば、住民全体が秩序維持の行動を遵守するように
はならず、住民の参画を促すには、生活改善を図ることが求められると捉えられる。 
 以上のように、失敗事例では、住民参画が警察のリーダーシップによって選出された限定
的かつ警察を補佐する末端組織的として位置づけられる傾向にあったため、その活動実態
が周知されることもなく、むしろ警察不信が深化していた。もしくは警察が選出した住民リ
ーダーが参画するコミュニティ・ポリシング活動においては、活動の権限はあくまで警察が
掌握しており、住民の要望が組み込まれず、受動的で主体性のない形態であった。住民参画
において本来引き出されるはずの住民側の要望、主張、評価が放置されがちで、コミュニテ
ィ・ポリシング活動に生かされることなく、警察のための活動と見なされがちであった。住
民参画の手続きやその活動形態が不明瞭であったために、コミュニティ・ポリシング活動の
効果も判然とせず、むしろ警察不信の増幅を招く結果にもつながっていた。 
 第二に、4 つの失敗事例ではコミュニティ・ポリシング活動の持続性の欠如と捉えられる
共通点が見出される。デリー市の特別警察官および自警団計画の事例は、1984 年 10 月の
ヒンドゥーとスィクとの間の大規模暴動、1987 年 5 月のヒンドゥーとムスリムとの間の大
規模暴動の発生を受けて、1988 年にカラン市警察長官が「デリー警察はいつもあなたと共
にいます」とのスローガンを掲げて、住民寄りの警察サービスの一環として創設された。創
設者の任期中には、高齢者向けの計画や友好的な警察署の運営が提唱されたものの、限られ
た住民リーダーとの間で展開されために、活動自体が市警察および住民に十分に認知され
ず、コミュニティ・ポリシング活動の必要性が理解されないままに消滅していた。ビワンデ
ィー市のモハッラー・コミッティの事例では、1984 年 5 月のヒンドゥー・ムスリム間の大
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規模暴動の発生を受けて、暴動予防を目的として 1990 年に創設され、創設者のコープデー
と後任のポールという 2 名の市警察次官のリーダーシップの下に遂行されたコミュニティ
・ポリシング活動の予防の効果が顕現するのは、暴動発生の危機に瀕した時点であった。
1992 年 12 月のバーブル・モスク破壊事件および 1993 年 1 月の隣接するムンバイー市での
大規模暴動の発生に際して、ビワンディー市ではポールのリーダーシップの下に、警察と住
民リーダーが中心となって、監視と巡回を強化した結果、モスク破壊に激高していたムスリ
ム住民を説得して自制を促した。放火や住民間の諍いは露見し、住民の諍いによる投石で 3
人の逮捕者が出たものの、暴力の応酬や殺傷事件に悪化することはなく、おおむね住民の多
くは秩序維持の行動を遵守していた。だが、ビワンディー市での暴動発生の危機が薄れ、
1990 年代後半以降になると市警察と住民はモハッラー・コミッティへの関心を払わなくな
り、月例で開催されてきたモハッラー・コミッティの会合や共同の監視・巡回は不定期とな
った。市警察がムスリム住民の反対を押し切って警察署移設工事を強行したことから警察
不信は再び高まりを見せ、憎悪へと悪化していった。市警察とムスリム住民間の諍いを発端
とした 2006 年 7 月の小規模暴動の発生は、コミュニティ・ポリシング活動の瓦解を浮き彫
りにさせた。たとえ成功事例であっても監視・巡回を怠り、生活改善が実現しなくなると、
警察不信が再び高まり、暴動の再発を招いて、失敗に転じかねない。ビワンディー市のモハ
ッラー・コミッティからは、警察および住民リーダーは危機感を持って、住民への関心喚起
と参画を考慮しつつ、コミュニティ・ポリシング活動を展開することが肝要との示唆が得ら
れる。 
 コルカタ市の革新的ポリシング計画において、警察と住民との会合の場として市内全 48
の警察署にジャノ・サンジョグ・サバーが設置されたのは、2002 年 1 月にアメリカ総領事
館に隣接するアメリカ文化交流センターへのテロ攻撃を受けてのことである。ジャノ・サン
ジョグ・サバーでは、住民からの情報収集とともに、インフラ整備への要望や住民間の諍い
について、警察官が相談役や仲介役となって解決する場として機能することが期待されて
いた。しかし、実際にはコミュニティ・ポリシング活動として持続的に展開していたのは、
NGO を活動主体として、教育機会を提供し、また健康推進を図る社会活動であった。テロ
事件を受けて設置されたジャノ・サンジョグ・サバーでの協議を通じて住民参画を促すとい
うより、むしろ警察は NGO の社会活動を後援する形態を、コミュニティ・ポリシング活動
と自称して、本来展開されるべき暴動および犯罪の予防には十分な関心が払われていなか
った。 
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 ナールシングガール市でのナガル・ラクシャ・サミティの事例では、2007 年 4 月に発生
したヒンドゥー・ムスリム間暴動を受けて、警察のリーダーシップの下に祝祭時の暴動再発
を予防するために 70 名の若者を住民リーダーとして選出して再組織化されていた。2007
年 7 月から 2008 年 4 月までにナールシングガール市で開催された宗教祝祭時において、警
察とともにナガル・ラクシャ・サミティの住民リーダーは監視・巡回を強化して、警戒に当
たった結果、一部の祝祭において奏功していた。だが、2007 年 4 月に暴動発生を招いたハ
ヌマーン祭が翌年の同時期に開催された際には、住民の間で暴動を故意に発生させるため
に武器が準備されたり、憎悪を煽るメッセージが流布していたことからも、暴動への秩序維
持の行動が遵守されていたとは言い難い状況であった。つまり、一部の住民リーダーが祝祭
時に監視・巡回を展開していたとしても、その範囲が限定的であれば、コミュニティ・ポリ
シング活動への理解は得られず、故意に暴動を再発させようという動きが暴動後 1 年を経
ても見いだされたのである。住民からの理解と協力を得るには、連綿とした一続きのコミュ
ニティ・ポリシング活動の展開が求められ、住民の間に秩序維持の行動の遵守という変化を
もたらしうるのである。持続的に犯罪および暴動予防に効果を発揮するコミュニティ・ポリ
シング活動には、監視・巡回とともに、住民の関心を喚起するために生活改善といった住民
寄りの活動を通じた求心力が必要であるが、失敗事例ではその試みが中途で途絶えていた。 
第三に、住民との交流を促進する活動拠点を設置していないために、活動方針や規則、実
績に関する情報公開が不十分で、活動実態が判然としなかった点である。すでに説明してき
たが、デリー市の特別警察官計画や自警団計画の事例では、住民に広く周知されず、かつ警
察不信を回復するコミュニティ・ポリシング活動が十分に浸透しなかった。それは住民との
交流を図る機会や拠点が設置されず、またコミュニティ・ポリシング活動への理解と協力を
得るために活動の報告、目的、方針について周知されていなかったためである。そして、コ
ミュニティ・ポリシング活動に参画していたのが、特別警察官をはじめとする警察に選出さ
れた住民リーダーに限られていたために住民がコミュニティ・ポリシング活動の存在を把
握しておらず、さらに住民は犯罪に巻き込まれるリスクを嫌い、活動に参画する必然性はな
いと捉えていた。ビワンディー市のモハッラー・コミッティの事例では、時に 3,500 名のヒ
ンドゥーとムスリムの住民リーダーが参画してコミュニティ・ポリシング活動を展開した。
しかし、当初より活動実績が明文化されることもなく、また警察署以外の活動拠点が設置さ
れることもなかった。そのため、暴動再発の危機が去ると、月例で開催されてきたモハッラ
ー・コミッティの会合や共同の監視・巡回は不定期となって、住民の生活改善が実現しなく
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なると、やがて組織化された住民も四散して形骸化していった。コルカタ市の革新的ポリシ
ング計画の事例では、1997 年以降、スポーツ親善による警察不信の回復、監視・巡回の実
施、警察と住民との会合開催といった取り組みが行われていたものの、その活動実績につい
ては明文化されておらず、不透明であった。加えて、既存の NGO による社会活動を後援す
ることに注力されており、近年の活動情報は市警察の公式フェイスブックページから献血
計画についてのみ発信されていた。すなわち、革新的ポリシング計画が犯罪予防および暴動
予防において、どれほどの効果を上げてきたのか、その情報公開がほとんど行われてこなか
ったために、実態不明の状態にあった。成功事例と比較して、失敗事例では活動方針や手続
きに関する明文化が不十分であり、住民への開かれたコミュニティ・ポリシング活動とは言
いがたい状態にあった。情報発信が適切に行われないことは、コミュニティ・ポリシング活
動への関心の希薄、そして瓦解を招くこととなった。 
以上のように、失敗事例はいずれも警察主導型であり、住民参画の手続きおよび活動形態
が不明瞭で、住民の要望を表出したり、活動に組み込む動きは弱い傾向にあった。活動の断
絶や関心の希薄化によって持続性が欠如し、住民との交流を促進する活動拠点を設置して
いないために、活動の情報公開が不十分で、活動実態が判然としなかった。本稿では、以上
の 4 つの失敗事例を踏まえて、インドにおける警察主導型のコミュニティ・ポリシング活
動の構造を図 5－4「インドにおける警察主導型のコミュニティ・ポリシング活動の構造」
として導出する。 
 
図 5－4：インドにおける警察主導型のコミュニティ・ポリシング活動の構造 
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警察主導型のコミュニティ・ポリシング活動では、本稿の提起するコミュニティ・ポリシ
ング活動構成 6 要素である a）監視・巡回、b）警察および住民のリーダーシップの存在（警
察／住民）、c）住民の組織化、d）生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動は、す
べてが機能していたわけではなかった。警察のリーダーシップのみが共通して確認できた
構成要素であった。その上、警察のリーダーがともすれば独断的であり、警察によって選出
された限られた住民リーダーの参画は、自主性を欠き、限定的な範囲にとどまっていた。警
察リーダーと住民リーダー、そして住民の関係は従属的で階層化し、かつ住民リーダーと住
民との関係は密とは言い難く、途絶した状態にもあった。それは、警察が住民の参画を支障
として捉えていたり、また住民も警察不信を深化させていたことから見出される。住民リー
ダーは警察のリーダーシップに従属する傾向にあり、ともすれば警察の末端組織化という
位置づけにあった。コミュニティ・ポリシング活動の周知や情報公開が十分でないために、
住民を牽引できず、結果として秩序維持の行動の遵守が波及することは困難であった。換言
すると、警察主導型のコミュニティ・ポリシング活動では、警察のリーダーシップの下にそ
の創設から着手までは比較的円滑に進むものの、限定的な住民リーダーのみの参画にとど
まっていたゆえに、住民全体でのコミュニティ・ポリシング活動の理解と協力を引き出せな
かった。かつ危機が去ると警察と住民のリーダーはともに関心が希薄となったために、徐々
に活動が停滞、瓦解していった。 
 
インドのコミュニティ・ポリシング活動 7 事例への総合的評価 
 本稿では、コミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づいて、マハーラーシュトラ
州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト、タミル・ナードゥ州
のフレンズ・オブ・ポリス運動、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の 3 事
例を成功事例として、連邦直轄領デリーの特別警察官および自警団計画、マハーラーシュト
ラ州ビワンディー市のモハッラー・コミッティ、西ベンガル州コルカタ市の革新的ポリシン
グ計画、マディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティの
4 事例を失敗事例として議論を重ねてきた。すでに成功事例と失敗事例それぞれの共通点お
よび特徴を明らかにしているが、ここではこれら 7 事例への総評を加える。比較に用いる
指標は、①活動の範囲、②創設の背景と創設年、③活動規模と拠点、④警察と住民との関係
性、⑤協力の形態と参画の手続き、⑥資金源、⑦武装化、⑧州政府の公認と法制度化、⑨宗
教コミュニティ間関係の変容、⑩重視されていた価値、の以上 10 項目を設定した。インド
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で遂行されてきたコミュニティ・ポリシング活動をまとめ、実態の解明のために、表 5－10
「インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動 7 事例への総合的評価」にまとめた。ここ
で挙げられた活動範囲および規模については、本稿が分析した事例ごとの状況において最
も多かった範囲および規模を言及した。 
 
表 5－10：インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動 7 事例への総合的評価 
指標 
モハッラー・
コミッティ・ム
ーブメント・ト
ラスト 
フレンズ・オ
ブ・ポリス運
動 
ジャーナマ
イシュリ・ス
ラクシャ計
画 
特別警察
官および自
警団計画 
モハ ッ ラ
ー・コミッ
ティ 
革新的ポ
リシング計
画 
ナガル・ラ
クシャ・サミ
ティ 
活動の 
範囲 
マハーラー
シュトラ州 
ムンバイー
市 
タミル・ナー
ド ゥ州内全
域 
ケーララ州
内全域 
連邦直轄
領 
デリー市 
マハーラ
ーシュトラ
州 
ビワンディ
ー市 
西ベンガ
ル州 
コ ル カ タ
市 
マディヤ ・
プラデーシ
ュ州ナール
シングガー
ル市 
創設の 
背景と創
設年 
大規模暴動
の発生 
 
1993年 
テロ事件の
発生 
 
1993年 
警察改革
委員会によ
る提言 
 
2008年 
大規模暴
動の発生 
 
1988年 
大規模暴
動の発生 
 
1990年 
テロ事件
の発生 
 
1997年 
小規模暴
動の発生 
 
2007年 
活 動 規
模と拠点 
市内 41 か
所の警察
署の管轄 
区（およそ 4
割 を カ バ
ー） 
拠点あり 
州内全30の
県警察の管
轄区 
拠点あり 
州 内 248
か 所 の 警
察署（およ
そ 5 割をカ
バー） 
拠点あり 
市内 90 の
居住区 
拠点なし 
市 内 全
70の居住
区 
拠点なし 
市内全 48
の市警察
署の管轄
区 
拠点なし 
市内全域 
拠点なし 
警察と住
民との関
係性 
対等 対等 対等 
従属 
特別警察
官は一般
警察と同等
の身分 
従属 
警察が主
導 
従属 
警察が主
導 
NGO のリ
ーダーに
は後援 
従属 
ナガル・ラ
クシャ・サミ
ティのメン
バ ー は 一
般警察と同
等の身分 
協 力 の
形態と参
画 の 手
続き 
主体的 
住民リーダ
ーの参画の
手続きは公
表 
主体的 
住民リーダ
ーの参画の
手続きは公
表 
主体的 
警察が住
民リーダー
を選出 
受動的 
警 察 が 住
民リーダー
を選出 
受動的 
警察が住
民リーダ
ーを選出 
受動的 
警察が住
民 リーダ
ーを選出 
受動的 
警 察 が 住
民リーダー
を選出 
資金源 
企業及び個
人からの寄
付 
州予算 州予算 
警 察 の 法
執行活動
の一環 
警察の法
執行活動
の一環 
警察の法
執行活動
の一環 
警 察 の 法
執行活動
の一環 
武装化 住民リーダ
ーは非武装 
住民リーダ
ーは非武装 
住民リーダ
ー は 非武
装 
 
一般警察
官と同様の
装備を武装 
住民リー
ダーは非
武装 
住民リー
ダーは非
武装 
州警察は
一般警察
官と同様の
武装を求め
ていたが、
ナールシン
グガールで
は不明 
州 政 府
の公認と
法 制 度
化 
州政府の公
認あり 
州政府の公
認あり 
州政府 の
公認あり 
2011 年ケ
ーララ州警
察法 で 法
制度化 
公 認 な し
1861 年イ
ンド警察法
で制度化さ
れ た 特 別
警 察 官 の
採用 
公認なし 公認なし 
州 政 府 の
公認あり 
2002 年マ
ディヤ・プラ
デーシュ州
村落および
町 の 防 衛
組 織 に 関
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する法で法
制度化 
宗教コミ
ュニティ
間 関 係
の変容 
会合、レクリ
エーションを
つうじたヒン
ドゥー、ムス
リム、クリスチ
ャンの警察、
住民リーダ
ー、住民間
の交流の促
進 
クリスチャン
の警察リー
ダーが創設
したが、比重
は置いてい
ない 
女性、指定
カース ト 、
指 定部族
をはじめと
するマイノリ
ティを含む
住民リーダ
ーの選出を
つうじて、
意見表明
の場を創出 
不明 
ヒンドゥー
とムスリム
の住民リ
ーダーが
一律に選
出 
宗教コミュ
ニテ ィ間
関係の均
衡化を図
る 
不明 
祝祭中に、
一 部 住民
による意図
的 な 暴 動
発 生 の 企
図が発覚 
 
重 視 さ
れ て い
た価値・
概念 
宗教コミュニ
ティ間の多
文化主義的
な共生 
「我々はみ
な一つだ」 
警察と住民
の友好的関
係の構築 
「住民を警察
の友人に」 
警察と住民
の協力関
係の構築 
「住民との
積 極 的 な
協力によっ
て安全を確
保する」 
住民寄りの
警察対応 
「デリー市
警 察 は い
つもあなた
とともにい
ます」 
暴動予防
および住
民による
秩序維持
の行動の
定着 
住民との
連携強化 
祝 祭 時 の
暴動予防
による秩序
維持 
 【出典】［筆者作成］。 
 
①活動の範囲 
 コミュニティ・ポリシング活動の創設に際して、それぞれの組織の活動範囲は州政府、警
察および住民リーダーの参画によっても異なっていた。州内全域であったのは、タミル・ナ
ードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動とケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計
画であった。その創設時には特定の県や選出された警察署を活動の発端としていたが、州政
府および州警察がコミュニティ・ポリシング活動の拡大に着手して、州内全域を対象とする
ようになっていた。 
対して、マハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・
トラスト、連邦直轄領デリーの特別警察官および自警団計画、マハーラーシュトラ州ビワン
ディー市のモハッラー・コミッティ、西ベンガル州コルカタ市の革新的ポリシング計画につ
いてはいずれの創設時の市域内に留まっていた。例外的なのは、マディヤ・プラデーシュ州
ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティで、元々は 1996 年 1 月に州警察が州
内 51 ある県警察に設置を指示していた。だが、ナールシングガール市の事例では、いった
ん四散していたナガル・ラクシャ・サミティを再組織化しており、かつ他市や他県と連動し
ていたわけではなかったために、その活動範囲はやはり市内域に留まっていたとみなして
いる。本稿で成功事例と評価したタミル・ナードゥ州とケーララ州の事例は州内全域に拡大
していた一方で、4 つの失敗事例が全て創設時の市域内に留まっていた。 
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②創設の背景と創設年 
 コミュニティ・ポリシング活動の創設にいたる契機およびアクターは、その後の活動方針
を決定する上で看過できない。創設の背景のなかには、暴動やテロ事件の発生といった域内
の秩序と安全を脅かす出来事が関係していた事例が挙げられる。マハーラーシュトラ州ム
ンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストは 1992 年 12 月から 1993
年 1 月までに発生した 2 度の大規模暴動で 2 週間のうちに 900 人が、そして 1993 年 3 月
に発生した同時多発テロ事件では 257 人が、それぞれ犠牲者となっていた。大規模暴動と
テロ事件の連発によって、警察と住民の間での不信は高まり、暴動再発の予防と宗教コミュ
ニティ間の多文化主義的な共生が企及の課題となっていた。早急にコミュニティ・ポリシン
グ活動に取り掛かるにあたり、同時期に暴動予防を達成していた近接するビワンディーの
モハッラー・コミッティのコミュニティ・ポリシング活動を模倣する形で導入していた。  
タミル・ナードゥ州では創設を主導した県警視自らが元首相の暗殺テロ事件に巻き込ま
れ、瀕死の状態に陥り、同時に住民と法執行における権限と責務を共有する必要性を実感し
たことにあった。 
他方、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は、2003 年に州警察の改革を
提言したトマス委員会の提言にしたがい、州政府が 2007 年 10 月から創設に向けた準備に
着手、翌 2008 年 6 月の創設に至っていた。 
連邦直轄領デリーの特別警察官および自警団計画の創設には、1984 年 10 月のヒンドゥ
ー・スィク間の大規模暴動、1987 年 5 月の大規模暴動が挙げられる。デリー市での 1980
年代における大規模暴動の発生は、市警察の危機管理体制の欠如や住民間の嫌疑の高まり
をもたらした。そこで、犯罪予防を目的として特別警察官として住民リーダーを選出した。
マハーラーシュトラ州ビワンディー市でも、1984 年 5 月に大規模暴動が発生した後、市警
察が従来と変わらず事後対応の法執行活動を行っていたことを問題視した市警察次官が、
1988 年から暴動予防を目的とした監視・巡回に着手したことにあった。西ベンガル州コル
カタ市の革新的ポリシング計画は、1997 年から次第に展開されていたが、住民の参画を志
向するようになったのは、2002 年 1 月にテロ襲撃事件によって市警察が死傷した後のこと
であった。マディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市でナガル・ラクシャ・サミティ
が再組織化されたのも、2007 年 4 月に宗教祝祭の場でヒンドゥー・ムスリム間の小規模暴
動が発生したことによる。同年 7 月には、70 名の住民リーダーからなるナガル・ラクシャ・
サミティが再組織化され、祝祭時の監視・巡回によるコミュニティ・ポリシング活動を着手
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していた。 
 以上のように、成功および失敗事例のうち、6 事例が暴動およびテロ事件の影響からコミ
ュニティ・ポリシング活動を創設していたのに対して、ケーララ州の事例では改革委員会に
よる提言に則った形で創設にあたっていた。つまり、インドでは秩序および安全に影響を及
ぼす暴動やテロがコミュニティ・ポリシング活動を創設するきっかけとして作用する傾向
にあったものの、州政府が州警察の改革の一環として着手した事例も確認できた。 
 
③活動規模と拠点 
 7 事例の活動規模は、州・県・市の域内全域であったのか、もしくは特定の県・市の域内
であったのか、さらに居住区域ごとなのか、もしくは設置されていた警察署の管轄区域ごと
なのかという点で相違が生じていた。成功事例のなかでも、タミル・ナードゥ州のフレンズ・
オブ・ポリス運動は州政府が州内にある 30 全ての県警察に対して導入することを発令して
いた。また 3 つの成功事例では、それぞれ警察署とは別にコミュニティ・ポリシング活動の
遂行を目的とした活動拠点を設置しており、活動報告書やニューズレターの作成、活動の広
報を担っていた。失敗事例では、デリー市の自警団計画、ビワンディー市のモハッラー・コ
ミッティはそれぞれ市内にある全ての居住区を対象として、コミュニティ・ポリシング活動
が着手されていた。こうした動きに対して、警察署の管轄区をコミュニティ・ポリシング活
動の規模としていたのは、成功事例ではムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメ
ント・トラストが 2014 年時点で市内の 4 割にあたる 41 の市警察署の管轄区において、ケ
ーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画が 2013 年時点で州内のうち 5 割にあたる
248 の警察署の管轄区において、失敗事例ではコルカタ市の革新的ポリシング計画が 2002
年時点で市内にある 48 の市警察署の管轄区において、それぞれ展開されていた。一方で、
ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティは、2007 年 4 月の暴動発生を受けて
再組織化されて、70 名の住民リーダーが祝祭時の監視・巡回という特別な任務を帯びてい
たために、ナールシングガール市内全域を対象にその時々の祝祭の進行状況で市警察の支
援を行っていたと考えられるために、活動規模を特定することはできなかった。 
 以上のような活動規模の相違は、コミュニティ・ポリシング活動の創設および展開に関わ
ったアクターが州政府、州警察、市警察のいずれかであったため生じていたと捉えられる。 
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④警察と住民との関係性  
インドのコミュニティ・ポリシング活動における警察と住民とのパワー配分は、対等であ
ったか、もしくは従属していたのかとの関係性に基づいて大別することができる。ここで対
等とするのは、警察リーダーが住民を排除することなく、住民側の情報、要望および評価を
重視し、また会合や講習の場で同席して、コミュニティ・ポリシング活動の権限を共有して
いた状況を見出したためである。他方、従属とするのは、警察が主導して住民リーダーを選
出し、限られた住民リーダー、住民との関係は途絶した状態にあった。それは警察が時に住
民の参画を支障と捉えていたり、また住民も警察に協力することで密告者と見なされかね
ないと不信を抱いていたことが、事例分析から確認してきたためである。住民が従属とみな
したコミュニティ・ポリシング活動においては、警察と住民とのパワー配分は、警察が掌握
していたとみなすことができる。つまり、3 つの成功事例ではいずれも警察と住民のパワー
配分は対等に近く、コミュニティ・ポリシング活動の権限を共有していた一方で、4 つの失
敗事例ではそれぞれ警察がパワーを掌握して、住民は従属する関係にあった。 
 
⑤協力の形態と参画の手続き 
 住民と警察の協力の形態は、住民リーダーが警察とともにコミュニティ・ポリシング活動
に主体的に参画してきたのか、もしくは警察が遂行し、住民リーダーはそれに受動的に参画
してきたのかという形態に線引きができる。主体的とは、監視・巡回、生活改善といったコ
ミュニティ・ポリシング活動に住民リーダーが参画する形態であり、住民の要望および評価
を警察が聞き取って、活動に反映させていく形態とみなす。他方、受動的とは、警察リーダ
ーが遂行する監視・巡回、住民の組織化、生活改善に対して、警察が選出した住民リーダー
は下請けとして末端組織化しており、住民の要望や評価は反映されない形態とみなす。 
成功事例は協力の形態がいずれも主体的であり、そのうちムンバイー市のモハッラー・コ
ミッティ・ムーブメント・トラストとタミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動の
2 事例では住民参画の手続きも住民に公表されており、明瞭であった。これに対して、成功
事例のケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、州警察から配置された巡回
警察官が担当区域ごとにコミュニティ・ポリシング活動を展開していたため、県警視が選出
した住民リーダーからなるジャーナマイシュリ委員会メンバーが要望や評価の表出を担っ
ていた。他に住民との交流の場としてジャーナマイシュリ・ケンドラムの設置など、州政府
および州警察がコミュニティ・ポリシング活動に住民の参画を促すための試行が見出され
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た。一方、4 つの失敗事例はそれぞれ協力の形態は警察の選出による受動的なもので、参画
の手続きも不明瞭であった。 
 
⑥資金源 
 コミュニティ・ポリシング活動の遂行に際して、その活動資金は成功事例と失敗事例でそ
れぞれ異なっていた。州政府からコミュニティ・ポリシング活動の遂行のために予算拠出さ
れていたのは、タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動が活動創設から 10 年を
経た 2003 年から、またケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画は 2008 年の創
設時点からであった。マハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムー
ブメント・トラストは、企業及び個人からの寄付によってコミュニティ・ポリシング活動を
遂行しており、主な使途はイベント開催、就労支援、ニューズレターおよび年次報告書の作
成であった。成功事例でも州予算と寄付金と相違が生じていたが、州予算から拠出されてい
たことは、時の政権の意向が反映されるために、コミュニティ・ポリシング活動の規模縮小
にもつながりかねない。それに対して、寄付金での運営は比較的自由度が高いため、住民リ
ーダーが担当区域の実情に応じたコミュニティ・ポリシング活動を展開し、住民からの求心
力を獲得することにもつながったと考えられる。 
 失敗事例のうち、デリー市、ビワンディー市、コルカタ市の 3 事例においては、州政府お
よび州警察がコミュニティ・ポリシング活動のために別途予算を拠出していたことを確認
できず、警察の法執行活動の一環として着手されていたと見出される。先に述べたように、
マディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティは 2007 年
4 月の暴動発生を受けて再組織化されて、70 名の住民リーダーが祝祭時の監視・巡回とい
う特別な任務を帯びていたが、警察の法執行活動の延長上に位置付けられよう。失敗事例に
共通していたが、警察の法執行活動の一環として設置されたため、危機が去った後には次第
と警察および住民リーダーの関心が薄れ、コミュニティ・ポリシング活動の形骸化と瓦解に
帰結したと導き出すことができる。 
 
⑦武装化 
 本稿が分析してきた 7 つの事例のうち、住民リーダーに対して武装化が認められていた
のは、失敗事例として評価したデリー市の特別警察官の事例とマディヤ・プラデーシュ州ナ
ールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティの事例であった。実際に装備した武器を
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用いて、法執行活動を行った状況を確認できなかったものの、デリー市の場合には 1861 年
インド警察法第 17 条で規定されていた特別警察官としての選出であり、同様にマディヤ・
プラデーシュ州のナガル・ラクシャ・サミティの住民リーダーも一般警察官と同等の権限お
よび責務が与えられていた。さらに、州政府から武器が支給されて訓練を受けることが「マ
ディヤ・プラデーシュ州村落および町の防衛組織に関する法」で定められていた。ただし、
ナールシングガール市のナガル・ラクシャ・サミティについては別格で、警視次官が選出し
た 70 名の住民リーダーが武器所持をしていたのかは不明である。 
 3 つの成功事例では、いずれも住民リーダーは武装化しておらず、あくまで犯罪および暴
動発生時に武力制圧を行うのは警察の職務であった。ゆえにインドのコミュニティ・ポリシ
ング活動において、住民リーダーが武装化する必要はないと考えられる。 
 
⑧州政府の公認と法制度化 
 先述のように、インドのコミュニティ・ポリシング活動の 3 つの成功事例の分析から、警
察および住民の参画を促すためには州の公認が不可欠と導き出した。3 つの成功事例は創設
段階であったり、創設後間もない時期にいずれも州政府からの公認を得ており、活動の拡大
を促すこととなった。インドでは、1977 年より連邦内務省が設置した 4 つの警察改革委員
会が 1861 年インド警察法の改革を提言してきた中で、コミュニティ・ポリシング活動の制
度化を模索してきたものの、いまだ連邦としての法制度化は確立していない。こうした状況
下で、⑦の武装化の項目で言及したが、デリー市の特別警察官はその位置づけが 1861 年イ
ンド警察法で、またマディヤ・プラデーシュ州のナガル・ラクシャ・サミティは 2002 年に
「マディヤ・プラデーシュ州村落および町の防衛組織に関する法」で、それぞれ制度化され
た。加えて、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画については、2011 年ケー
ララ州警察法第 64 条および第 65 条で、巡回警察官によるコミュニティ・ポリシング活動
が法制度化されていた。インドでは 1 つの成功事例と 2 つの失敗事例において、コミュニ
ティ・ポリシング活動が制度化されていた。 
他方、コミュニティ・ポリシング活動が法制度化されていなければ、その創設や拡充は難
しいのかという疑問が生じる。この問いに関して、現時点で言及できるのは、以下の点であ
る。すなわち、成功と失敗を分けた要因の中で、最も重要であったと明確に指摘できるのは、
住民参画を促してきたのか、言い換えると住民の要望を組み込んできたのかという要因で
ある。コミュニティ・ポリシング活動の事例が犯罪及び暴動の予防に効果をもたらしていた
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のかという点に関しては、コミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素が機能していたの
か否かで評価できた。ただし、成功事例は州政府の公認を得ていた。他方、法制度化もコミ
ュニティ・ポリシング活動の普及や持続に正の効果を及ぼしそうなものであるが、実際には
成功例と失敗例に分かれていた。インドではコミュニティ・ポリシング活動が法制度化され
た事例がいまだ少ないこともあり、今後の検討課題として挙げたい。 
  
⑨宗教コミュニティ間関係の変容 
 本稿はコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防の成否要因を分析することを目的
としており、コミュニティ・ポリシング活動の遂行が宗教コミュニティ間関係に変容をもた
らしたのか否かという点を総括する。成功事例のうち、コミュニティ・ポリシング活動の目
的として宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生を掲げていたのは、ムンバイー市のモ
ハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラストの事例であった。ヒンドゥー、ムスリム、
クリスチャンの住民リーダーの主体的参画の下に、会合、レクリエーションをつうじて宗教
の差異を超えた住民間の交流を達成した事例が確認された。失敗事例と評価したビワンデ
ィー市のモハッラー・コミッティの事例は、住民のおよそ 6 割をムスリムが占めていたも
のの、ヒンドゥーとムスリムをそれぞれ同数ずつ住民リーダーとして選出しており、宗教コ
ミュニティ間関係の均衡化を図るものであった。ビワンディー市のモハッラー・コミッティ
の住民リーダーの構成は、7 事例の中でもっとも所属宗教に配慮していたと言える。 
 タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動は創設者の県警視はクリスチャンであ
ったものの、住民の主体的参画を促していたために、住民リーダーの所属宗教に比重は置い
ていなかった。ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画では、女性、指定カース
ト、指定部族をはじめとするマイノリティを含む住民リーダーをジャーナマイシュリ・スラ
クシャ委員会メンバーとして選出していた。そのため、ヒンドゥー、ムスリム、クリスチャ
ン、ブッディスト、指定カーストおよび指定部族の男女から構成された委員会メンバーによ
る意見表明の場を創出していたと考えられる。 
ナールシングガール市でナガル・ラクシャ・サミティの再組織化の発端となったのが、ヒ
ンドゥーの祝祭時のヒンドゥー・ムスリム間暴動であったため、70 名の住民リーダーは監
視・巡回を行って、ヒンドゥー、ムスリムそれぞれの宗教祝祭の安全な進行を担っていた。
一部の祝祭においては効果を発揮したが、一部住民が意図的な暴動発生のために武器を準
備し、また暴動再発を煽るメッセージが壁に書き込まれて、暴動の企図が発覚していた。そ
 439 
 
のために、コミュニティ・ポリシング活動によって住民が秩序維持の行動を遵守するように
なったわけではなく、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生が達成されたと評価する
ことはできなかった。 
デリー市の事例では 1984 年のヒンドゥー・スィク間暴動と 1987 年のヒンドゥー・ムス
リム間暴動の発生が、コルカタ市の事例では 2002 年のテロ事件が創設の背景にあったこと
はすでに説明した通りである。しかし、住民リーダーの選出に際して、所属宗教への配慮や、
また宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生を達成した活動事例を確認することができ
なかった。そのため、表 6－1 では「不明」と記している。 
以上のように、コミュニティ・ポリシング活動が宗教コミュニティ間関係に変容をもたら
したのか否かについての検討を重ねてきたが、インドにおいて宗教コミュニティ間、特にヒ
ンドゥーとムスリムの対立がなくなるわけではない。留意すべきは、暴動が宗教の差異では
なく、住民間の諍いおよび住民と警察間の諍いから生じて、犯罪へと悪化してきたという状
況である。特に、警察の法執行活動では住民間の諍いを発見することは容易ではなく、それ
が表出する時には犯罪へと悪化している場合が多い。そのため、住民が参画したコミュニテ
ィ・ポリシング活動によって、警察と住民が連携して諍いに介入し、犯罪に悪化する以前に
予防すれば、宗教コミュニティに分かれた対立への変容を回避することは可能である。 
 
⑩重視されていた価値・概念 
 3 つの成功事例には、共通して活動の方針を明示するシンボルが掲げられており、これが
重視された価値・概念とみなすことができる。ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ム
ーブメント・トラストは、「我々はみな一つだ」とのスローガンの下に宗教コミュニティ間
の多文化主義的な共生を重視していた。これは宗教的寛容と読み替えることもできるだろ
う。タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリス運動は、「住民を警察の友人に」という
名称が表すように、警察と住民の友好的関係の構築が重視されていた。ケーララ州のジャー
ナマイシュリ・スラクシャ計画もその名称が意味する「住民との積極的な協力によって安全
を確保する」、つまり警察と住民の協力関係の構築が重視されていた。 
 失敗事例では、デリー市でコミュニティ・ポリシング活動を創設した警察リーダーが犯罪
予防と警察不信の回復を目的として、「デリー市警察はいつもあなたとともにいます」との
スローガンを掲げたことから、住民寄りの警察対応が重視されていたと考えられる。他方、
ビワンディー市のモハッラー・コミッティは、暴動予防および住民への秩序維持の定着を目
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的として、コルカタ市の革新的ポリシング計画は住民との連携強化、そしてナールシングガ
ール市のナガル・ラクシャ・サミティは祝祭時の暴動予防による秩序維持がそれぞれの活動
目的として確認できたため、重視されていた価値・概念として捉えられよう。 
 以上を踏まえると、インドのコミュニティ・ポリシング活動の 7 事例から、重視されてい
た価値・概念とは、宗教コミュニティ間の多文化主義的な共生、警察と住民の友好的な関係
構築、秩序維持に集約することができよう。 
本稿のインド全 7 事例に対しての 10 項目にわたる議論を踏まえた上で、図 5－5「イン
ドのコミュニティ・ポリシング活動の成否に至る過程」はインドのコミュニティ・ポリシン
グ活動が成功と失敗に分かれる過程を動態的にまとめたものである。 
インドにおいてコミュニティ・ポリシング活動を創設される背景には、犯罪の増加による
治安悪化、暴動やテロ事件といった外的要因が発端となっていた。またケーララ州の事例の
ように、州警察の構造改革を志向するために警察調査委員会の提言にしたがって創設され
た場合も確認された。犯罪の増加、暴動やテロ事件によって、当該地域には人的、物的被害
がもたらされ、かつ事態を迅速に収束させることができず、不当逮捕や無差別発砲、暴徒に
加担しての略奪や刺殺といった警察の機能不全が露呈すると、住民の間には警察不信が一
気に増幅することとなる。そこで事態の打開のためにコミュニティ・ポリシング活動の導入
が検討されることとなる。 
インドにおいてコミュニティ・ポリシング活動が成功に至る過程では、その初期および中
期の段階で州政府からの公認を得ることが不可欠な手続きである。州政府による公認は、州
警察および住民の双方から活動への信頼と協力を得て、持続的に法執行活動を展開し、牽引
することを可能とする。州政府による公認で活動に正統性を担保されると、州警察や市警察
は模倣すべく他のコミュニティ・ポリシング活動について調査を実施、住民参画のための申
請書の作成、周知活動のためのパンフレットの作成およびワークショップの開催といった
創設の準備に取り掛かる。さらに、準備期間中に明確な活動目的を設定することは、住民参
画を促す上で最も肝要な段階である。活動目的はスローガンとして警察および住民の双方
に明確に設定され、その象徴にシンボルマークが掲げられることが望ましい。なぜならば、
シンボルマークの存在によって何に注力してコミュニティ・ポリシング活動を創設し展開
するのか、その目的と方針がメッセージ性を帯びて視覚的に周知されるためにである。活動
目的が宗教の差異を超えた多文化主義的な共生であったり、警察と住民の協力関係構築で
あったり、暴動予防および犯罪予防であっても、創設時点で明確に設定され、周知されるこ
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とが求められる。 
加えて、本格的な展開に向けて活動資金を投入する段階となる。活動資金は州政府予算か
ら拠出される場合もあれば、活動に賛同した企業や個人からの寄付による場合もある。州政
府からコミュニティ・ポリシング活動の遂行のために予算が拠出される場合には、県や州全
域といった広範囲に活動が拡充する一方で、その時々の州政権の意向が活動に反映されて
いく傾向にある。対して、寄付金の場合には活動の範囲は必ずしも広範ではないものの、住
民の要望に応じた、より自由度の高い活動を展開し、住民からの求心力を得ることにもつな
がる。活動資金は警察および住民リーダーへの訓練や講習会の実施、年次報告書の刊行など、
創設時のみならず、展開においても持続的に投入される必要がある。 
活動目的を設定し、活動資金を投入した後に、警察リーダーは、住民に対してコミュニテ
ィ・ポリシング活動の理解を促し、活動への参画を呼び掛けていく。住民の参画を促す上で、
警察リーダーは住民の居住区に赴き、住民の抱える警察への苦情や要望を聞き取って、状況
を把握し、創設に向けた基盤を構築することとなる。警察リーダーによる住民との対話と歩
み寄りが、コミュニティ・ポリシング活動において協力関係を形成する上で不可欠である。
住民の参画には、住民同士の紹介制、申請書の提出などの明瞭な手続きを踏むことで、住民
のコミュニティ・ポリシング活動への動機づけとリーダーシップの確立につながり、活動の
持続に帰結する。 
警察リーダーは住民を対象として定例会合を開催し、住民が抱える問題を把握して、表出
される要望を分析、どのような対応が求められるのか協議を重ねていく。会合にはヒンドゥ
ー、ムスリム、クリスチャン、スィクなどの異なる宗教コミュニティと多様な職層を代表し
た住民リーダーに加え、周辺住民への出席も促し、開かれた形態での開催が必要となる。会
合で違法薬物の売買、住居侵入、強盗、放火といった犯罪の増加が明らかになった場合には、
警察リーダーと住民リーダーが監視・巡回を行う。監視・巡回によって、警察リーダーは住
民間の諍い、失業者の存在、電力や清潔な水の安定的供給の不足、犯罪を誘発する暗所など
を把握するようになって、住民の生活状況の理解を深める。監視・巡回の中で、周辺住民か
ら諍いや犯罪者の情報が寄せられる機会が増えるという点でも有用となる。警察と住民リ
ーダーが共同で監視・巡回を行うことで、その存在は可視化され、潜在的な犯罪発生の抑止
にもつながる。従来であれば警察だけでは立ち入ることが回避されてきたスラム居住者や
路上生活者が住む地区にも警察リーダーと住民リーダーが監視・巡回を行うことで、犯罪者
情報の共有をもたらし、域内全体の治安改善にもつながっていく。祝祭時や暴動再発の危機
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時にも監視・巡回は対立を扇動するスピーチ、悪意ある噂の流布といった憎悪犯罪の発露と
検挙に効果をもたらす。会合では、警察リーダーと住民リーダーが失業者の就労支援、貧困
層を対象とした無料の健康診断や献血キャンプの実施、クリケット大会や宗教祝祭の開催
について企画し、協議する場としても機能する。警察リーダーと住民リーダーは住民を組織
化し、住民側の要望を組み込んだ活動を展開していく。住民の主体的な参画は、住民の要望
に応じて展開され、住民の抱えてきた問題解決に向けた取り組みを積み重ねていくと、住民
の生活改善を図ることになる。監視・巡回、住民の組織化、生活改善はコミュニティ・ポリ
シング活動を遂行する一連の流れで、常に相互に作用しあい、補完する関係にある。 
コミュニティ・ポリシング活動の持続には、活動の実績を年次報告書やニューズレター、
ウェブサイトを介して公表し、活動実態の可視化を行うことが鍵となる。活動内容の公表に
は際しては、どのような目的を掲げ、いかに問題解決を図り、何が達成されたのか、課題と
して何が浮き彫りになったのか、という点を公開して、活動の透過性を保持する必要がある。
活動実績の公表が、コミュニティ・ポリシング活動に住民の主体的な参画を促し、また外部
調査機関、新聞およびテレビといった報道メディア、研究者から活動への評価を得ることに
つながる。活動への評価は州政府からの支援を強化し、また警察および住民の関心を集めて、
コミュニティ・ポリシング活動の拡充に帰結することになる。さらには、活動実績を公表し
て、評価を得ることで、一部の限定された警察リーダーおよび住民リーダーを対象とした活
動ではない、実態を伴った活動であると周知されると、警察不信の回復に寄与する。犯罪が
増加し、また暴動およびテロの発生によって混乱に陥って治安が悪化した社会でも、警察リ
ーダーが住民リーダーと連携し、住民の要望を組み込んだコミュニティ・ポリシング活動を
展開してきたことが周知されることで、畏怖と嫌悪の対象であった警察に対する不信が払
拭される。 
コミュニティ・ポリシング活動を通じて、住民は常態的に犯罪を予防する重要性を理解す
ると、秩序維持の行動を遵守するようになる。実際、住民は住居侵入を予防するために警報
器を設置したり、放火時の救出や消火活動に従事していた。また誘拐犯を追跡し、密造酒や
違法薬物の売買に対して迅速な通報を行って、現行犯逮捕につながった事例が確認された。
持続的なコミュニティ・ポリシング活動の展開を通じて、住民は犯罪を看過することなく、
犯罪者情報を通報して、警察の法執行活動に協力するようになるのである。 
コミュニティ・ポリシング活動が進展するにつれ、警察リーダーと住民リーダーは住民を
組織化し、警察と住民が混成チームを結成してのスポーツを介した交流であったり、ヒンド
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ゥー、ムスリム、クリスチャンが相互の宗教祝祭を共同で開催するといった宗教の差異を越
えた多文化主義的な共生を促進する動きが見出されるようになる。スポーツや文化を介し
た交流は相互理解と宗教的寛容を促す。コミュニティ・ポリシング活動によって結実した多 
文化主義的な共生への理解は、特に危機時に憎悪犯罪に扇動されず、秩序維持を遵守すると
いう行動によって顕現する。 
また住民が主体的に参画するコミュニティ・ポリシング活動が危機時にどのように暴動
予防に作用するのかという点は、すでに本稿第 3 章および第 4 章でマハーラーシュトラ州
の 2 事例を選択し、それぞれ具体的に論じてきたことであるが、ここで再び確認しておき
たい。近隣地域で暴動が発生し、その波及が危惧される時に、警察リーダーと住民リーダー
は緊急で会合を開催して情報を共有し、暴動予防の対応を講じるための協議を交わす。警察
リーダーは州や市自治体、近接地域の警察機関とともに連携し、暴動発生を予期した緊急時
の対応の一致を図る。自治体や警察機関との連携は、州政府からの公認を得ているからこそ
迅速に進展しうるものである。暴動発生前に見出される憎悪犯罪には、警察リーダーは報道
メディアを通じて、住民に扇動に動じることなく秩序維持の行動を遵守するように主張す
る。住民リーダーは巡回を行いながら、犯罪者情報を把握した場合には警察に通報しつつ、
憎悪犯罪に激高する住民と扇動に乗じたり、暴力で報復することのないように対話を交わ
す。同時に警察リーダーと住民リーダーは徹底した監視・巡回を行って、住民間の諍いに介
入して解決を図り、悪意ある噂を聞き出して流布した人物の特定に努め、放火を発見した場
合には消火活動を行う。日常的にコミュニティ・ポリシング活動が展開してきたことで、組
織化された住民は住民リーダーと監視・巡回を遂行し、生活改善を図ろうとする警察リーダ
ーへの不信を回復し、秩序維持の行動を遵守していく。コミュニティ・ポリシング活動が結
実し、多文化主義的な共生が促進されてきたために、住民は宗教の差異から憎悪を煽ろうと
するスピーチやスローガン、悪意ある噂に動じず、秩序維持の行動を遵守する。警察と住民
が構築してきたコミュニティ・ポリシング活動による協力関係は、危機時において、暴動の
予防に効果をもたらす。 
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図 5－5 インドのコミュニティ・ポリシング活動の成否に至る過程 
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【出典】［筆者作成］。 
 
インドにおいてコミュニティ・ポリシング活動が失敗に至る過程では、警察リーダーが住
民リーダーを選出し、警察主導の活動を展開した結果、住民の要望が十分に組み込まれない
形で、いわば警察の法執行活動を下請けする末端組織化という状況に陥る。住民は警察リー
ダーに従属的関係にあり、また住民リーダーと住民との関係は対話が交わされないままで、
途絶する。警察主導型のコミュニティ・ポリシング活動では、警察リーダーと彼らに選出さ
れた住民リーダーとの間での限定的な範囲での活動に留まる。限定的なコミュニティ・ポリ
シング活動は、当該地域の住民の生活改善に寄与しないために、住民を組織化できず、警察
不信の回復までには至らない。秩序維持の行動の遵守が波及することは困難となる。秩序維
持の行動を遵守するようにはならない。コミュニティ・ポリシング活動の目的や情報公開の
周知が十分でないために、住民からのコミュニティ・ポリシング活動の理解と協力を引き出
すことは困難となる。警察主導型は警察リーダーと住民リーダーの間での限られた活動で、
かつ住民の要望を組み入れず、警察の末端組織化を招くために、住民の組織化がなされず、
当該地域において、活動への理解と協力を得ることができない。そのために警察主導型の活
動では、警察リーダーが転任したり、暴動発生の危機が去ると、警察リーダーおよび住民の
リーダーはともにコミュニティ・ポリシング活動への関心が希薄となる。関心の希薄化は、
徐々にコミュニティ・ポリシング活動の停滞、瓦解に帰結する。コミュニティ・ポリシング
活動の瓦解は、当該地域の治安の悪化、そして暴動の再発を引き起こすこととなり、さらな
る警察不信の深化をもたらすと導き出すことができる。 
 以上のように、インド全 7 事例のの議論を踏まえ、インドのコミュニティ・ポリシング活
動が成否に至る過程を動態的に図示した。インドでは、警察リーダーによる創設時の準備が
成否の分岐となっており、活動目的の設定、活動資金の投入、そして住民への参画の呼びか
けがコミュニティ・ポリシング活動を成功に導く要因となっていたことを再度確認した。コ
ミュニティ・ポリシング活動が結実すると、住民は多文化主義的な共生に対して、理解を示
すようになって、たとえ暴動再発の危機が迫っていたとしても、秩序維持の行動を遵守し、
暴動予防に効果をもたらしていた。 
 
インドのコミュニティ・ポリシング活動における課題 
本稿では、3 つの成功事例と 4 つの失敗事例について、コミュニティ・ポリシング活動構
 446 
 
成 6 要素に基づいて、成否分析を行ってきた。本稿において、成功と失敗の 7 事例につい
て分類したポイントは、犯罪および暴動の予防と活動の持続性である。コミュニティ・ポリ
シング活動を分析すると、これら 7 事例には警察と住民の関係において、成功した事例は
住民参画型として、失敗した事例は警察主導型として分類できる。インドの 7 事例におけ
る差異は、本稿が導出したコミュニティ・ポリシング活動の 6 つの構成要素について観察
した結果、住民参画型と警察主導型に分類できると判断した。これまでの成否要因について
の議論を踏まえて、インドのコミュニティ・ポリシング活動における課題を考察していく。 
成功事例がいずれも住民参画型として分類できたことから、コミュニティ・ポリシング活
動に対して、住民の参画と要望をどのように引き出すのかという点である。インドの 7 事
例で確認されたのは、警察のリーダーシップによってコミュニティ・ポリシング活動が創設
されていたが、その後に警察の独断で限定的な住民リーダーととも活動が遂行されたのか、
もしくは徐々に住民リーダーに委任することで住民の参画を促進したのか、その関係性の
あり方が成否を分かつポイントとなっていた。本稿で分析した 7 事例を鑑みると、コミュ
ニティ・ポリシング活動構成 6 要素において、創設の段階から採り入れることが比較的容
易であったのは監視・巡回である。監視・巡回は、従来警察の法執行活動の一環として遂行
されており、本稿は警察と住民が監視・巡回を行うことで、住民が抱える諍いや問題解決を
図って生活改善に寄与し、その結果として警察不信の回復に帰結すると見なしている。ゆえ
に、監視・巡回においていかに住民を主体的に参画させ、コミュニティ・ポリシング活動と
して広がりを見せるのかという取組が求められる。そのためには、コミュニティ・ポリシン
グ活動の明確な活動目的を設定して活動方針を住民に説明すること、訓練や講習を実施し
て、監視・巡回の有用性および手法を伝えることが必要となる。コミュニティ・ポリシング
活動が、警察の独断で遂行される警察の末端組織化をもたらすのではなく、住民に開かれた
活動の透明性を確保するには、犯罪および暴動予防に効果を上げてきた実績を明文化した
活動報告書を公表したり、外部機関からの評価を公開することが期待される。 
ただし、NGO による社会活動と一線を画し、コミュニティ・ポリシング活動による生活
改善が、警察と住民に秩序維持の行動の遵守を促して、多文化主義的な共生をもたらすとの
目的を明示することが肝要となる。警察不信を払拭してこそ、コミュニティ・ポリシング活
動は十分な効果を発揮しうるのであり、会合の場で表出される住民の要望や評価を軽視し、
また監視・巡回を怠ることで生活改善が図られず、諍いが顕現するようになると、結果とし
てコミュニティ・ポリシング活動の形骸化、瓦解に至るのである。 
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そして、警察と住民が持続的にコミュニティ・ポリシング活動に参画するには、州の公認
が不可欠と考える。前述したように、本稿の分析を踏まえると必ずしも州政府からの制度化
が必須というわけではないものの、州政府からの公認は、コミュニティ・ポリシング活動の
存在意義とその正統性を担保されたことを意味しており、警察および住民双方から活動へ
の信頼を獲得し、牽引することを意味するのである。 
さらに、住民の参画は住民リーダーとして模範となる秩序維持の行動を遵守することで、
組織化された住民が同様に秩序維持の行動を遵守する向きに変わりうるとの側面も指摘で
きる。警察のリーダーシップによる創設であっても、徐々に住民リーダーに活動を委任して
いくことで住民の主体的な参画を促進できる。そして望むべくは、住民の主体的な参画であ
ろう。住民の主体的な参画には、活動目的と方針を説明し、住民からの理解を得たうえで、
彼らの貢献意欲を引き出し、動機づけを行うことが鍵となるだろう。以上のように、住民参
画の促進には、州政府の公認の下に、警察と住民リーダーが対等な関係を構築し、監視・巡
回を通じて、住民の要望を引き出して生活改善を図ったり、同時に活動実績を公開して、警
察不信を払拭することが至要となるのである。 
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終章  
 
 本稿の研究目的はインドのヒンドゥー・ムスリム間暴動に対して、コミュニティ・ポリシ
ング活動がいかに効果を発揮してきたのか、その成否を分ける要因とは何か、明らかにする
ことであった。分析に際しては、暴動研究と犯罪研究を接合して、インドではコミュニティ・
ポリシング活動が暴動予防に有用であることを考察してきた。そのために「インドでは、
1990 年代以降、コミュニティ・ポリシング活動によって治安が回復し、暴動を予防した事
例が見出される。なぜ暴動を予防しえたのか」と命題に集約される問いを設定した。 
 終章では、これまで各章で論じてきた議論を踏まえて、マハーラーシュトラ州の 2 事例
を含めた 7 事例の比較を通じての、インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動による
暴動予防という分析枠組みに基づく研究成果を総合する。終章では、第 1 節で本研究の意
義を論じ、第 2 節では本稿の分析を通じたインドのコミュニティ・ポリシング活動への提
言を行う。その上で、第 3 節では今後の研究課題として、概念研究および現地調査によって
残された課題とインドのコミュニティ・ポリシング活動の拡充に貢献するための将来的な
研究課題について論じる。本稿の学術的意義は第一に、暴動研究と犯罪研究の領域を接合し
つつ、新たにコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防という概念を形成した、概念化
の試みである。第二に、暴動ベクトルとコミュニティ・ポリシング活動の関係を示すモデル
を導出した点である。第三に、暴動が多発する暴動州での暴動予防の効果を実証した点であ
る。第四に、暴動州での予防活動に対する実証から得られた分析枠組みを用い、さらにイン
ド全 7 事例の比較研究を展開した点である。 
 
第 1 節 本研究の意義 
 
 本稿の掲げた問いである「インドでは、1990 年代以降、コミュニティ・ポリシング活動
によって治安が回復し、暴動を予防した事例が見出される。なぜ暴動を予防しえたのか」に
対して、序章では仮説として「警察がコミュニティ・ポリシング活動への住民の参画を促し、
住民と緊密な関係を維持しつつ、住民主導の活動が遂行されてきたために、暴動の予防を達
成、効果をもたらした」と立てた。この仮説を論証するために、本稿では以下 4 点にわたっ
 449 
 
て議論を展開してきた。 
第一に、暴動研究と犯罪研究を接合させて、ヒンドゥー・ムスリム間暴動のベクトルとコ
ミュニティ・ポリシング活動という概念枠組みを導出した。この暴動ベクトルは、暴動が悪
化していく過程を（a）安全、（b）諍い、（c）犯罪、（d）小規模暴動、（e）大規模暴動の各
概念を用いて説明した。安全な状況から諍いが発生し、それが放置されると犯罪が発生し、
そして小規模暴動、さらには大規模暴動へと段階的に悪化していく過程をモデル化した。本
稿では、インドの暴動ベクトルの導出に際して、1961 年から 2008 年までにインドで発生
したヒンドゥ ・ームスリム間暴動のうち 79事例の発生の状況分析を踏まえていることから、
一定の説明力と妥当性を有していることが確認できる。また暴動ベクトルの悪化を予防し、
好転させるベクトルを、コミュニティ・ポリシング活動による働きかけとみなした。本稿で
は、アメリカとインドのコミュニティ・ポリシング活動の成功事例を分析して、ヒンドゥ ・ー
ムスリム間暴動の予防には、a）監視・巡回、b）警察および住民のリーダーシップ、c）住
民の組織化、d）生活改善、e）警察不信の回復、f）秩序維持の行動、のコミュニティ・ポ
リシング活動の 6 要素から構成されていると見出した。 
第二に、コミュニティ・ポリシング活動による暴動予防を論じる上で、その分析アクター
となるインド警察に抱えてきた構造的欠陥と機能不全を浮き彫りにした。その上で、1979
年以来、連邦内務省の指揮下に設置された 4 つの警察改革委員会がコミュニティ・ポリシ
ング活動の着手を提唱してきたことを確認した。これは、インド警察が植民地支配下に制定
された法制度化での矛盾を抱えながらも、連邦内務省の提唱する警察改革に則って、特に法
制度、職務規定による確立がないままにコミュニティ・ポリシング活動を創設してきたとの
特徴を明らかにした。 
 第三に、インドのヒンドゥー・ムスリム間暴動に対して、コミュニティ・ポリシング活動
がいかに効果をもたらしてきたのか、その成否を分ける要因を明らかにするために、事例検
討を行った。特にインド国内でも暴動が頻発傾向にあり、かつ過去に複数回の暴動発生が認
められたマハーラーシュトラ州ムンバイー市とビワンディー市において遂行されてきた 2
つのコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防を事例として選択して、現地調査を行っ
た。ビワンディー市のモハッラー・コミッティと、それを模倣したムンバイー市のモハッラ
ー・コミッティ・ムーブメント・トラストの事例比較を行った。分析に際しては資料の分析
とともに、筆者は 2010 年から 2013 年にかけて 4 度にわたって両地域で警察、住民リーダ
ー、住民に対して聞き取り調査を行い、またコミュニティ・ポリシング活動への参与観察を
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行った。ムンバイーでは犯罪及び暴動の予防に効果を持続的に発揮していた。他方、ビワン
ディーでは一度は暴動予防において成功を収めたものの、後に瓦解していた。同州内で近接
した地域で暴動発生後に創設された 2 つのモハッラー・コミッティによるコミュニティ・
ポリシング活動であったが、その成否を分けた要因は、住民の参画を促していたか否かとい
う点であった。 
 第四に、マハーラーシュトラ州の 2 事例を補完するため、インドで実態が確認されたコ
ミュニティ・ポリシング活動 5 事例による予防の効果に対して、成功と失敗という評価を
加えて、その結果を分けた要因への比較分析を行った。成功事例として、マハーラーシュト
ラ州ムンバイー市のモハッラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト、タミル・ナードゥ
州のフレンズ・オブ・ポリス運動、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の 3
事例を選択した。一方、失敗事例としては連邦直轄領デリーの特別警察官および自警団計画、
マハーラーシュトラ州ビワンディー市のモハッラー・コミッティ、西ベンガル州コルカタ市
の革新的ポリシング計画、マディヤ・プラデーシュ州ナールシングガール市のナガル・ラク
シャ・サミティの 4 事例を選択した。これら 7 事例は警察と住民の関係において、成功し
た事例には住民参画型として、失敗した事例は警察主導型として分類することができた。成
功した住民参画型のコミュニティ・ポリシング活動には、本稿の提起するコミュニティ・ポ
リシング活動構成 6 要素がいずれも機能し、警察および住民リーダーが連携しつつ、相互
対等な関係にあったと見出された。他方、失敗した警察主導型のコミュニティ・ポリシング
活動には、コミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素のいずれかが機能しておらず、警察
リーダーが時に独断的にコミュニティ・ポリシング活動を展開し、警察によって選出された
住民リーダーのみが参画するなど限定的な範囲にとどまっていた。警察リーダーを頂点と
して、住民リーダーと住民の関係は従属的であり、時に警察の末端組織化という状況を生み
出していた。失敗事例では、コミュニティ・ポリシング活動の理解と協力を十分に引き出せ
なかったために、暴動発生の危機が去ると、警察と住民のリーダーはともに関心が希薄化し
て活動が形骸化し、瓦解していた。 
 以上の分析から、なぜコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防が可能となったのか、
いかに効果を発揮してきたのか、その成否を分ける要因とは何かとの問題設定および仮説
の検証については、「インドでは住民参画型に集約されるコミュニティ・ポリシング活動が
犯罪および暴動の予防に効果を発揮していた。成功事例である住民参画型のコミュニティ・
ポリシング活動では、明確な目的を設定し、周知や訓練のために一定の準備期間を経た後に、
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活動に対する州政府からの公認を得て、かつ明瞭な手続きを通じた主体的な住民参画の下
に着手されていた。住民の要望を組み込んだ住民の主体的なコミュニティ・ポリシング活動
では、住民との交流を図るために警察署以外に活動拠点を設置しており、実際のコミュニテ
ィ・ポリシング活動に関する情報を公開し、活動への開放性と透明性を確保していた」とい
う結論に達した。 
 本稿の意義は、概念上の貢献と政策上の含意に貢献した点にある。これまで、コミュニテ
ィ・ポリシング活動の既存研究の多くが欧米や東南アジアでの事例を論じてきた。それゆえ、
本稿がインドのヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生地域で遂行されてきたコミュニティ・ポ
リシング活動による暴動予防に対して、新たな分析枠組みを構築し、概念化した。かつ事例
に基づいて論証したことは、暴動研究および犯罪研究の双方において学問的貢献を試みた。 
インドの暴動研究は発生メカニズムに焦点を当てて、歴史学、人類学、政治学、社会学、
経済学によるアプローチによって進められてきた。先行研究の潮流に対して、本研究はそれ
らの知見を踏まえつつも、暴動研究と犯罪研究を接合する試みを展開した。犯罪予防の手法
として生成されたコミュニティ・ポリシング概念をインドの事例に適する概念に再構成し
て、暴動予防の分析枠組みを構築した。これによって、犯罪研究における予防概念とインド
の暴動の発生構造を合わせ、インドのヒンドゥー・ムスリム間の暴動ベクトルとコミュニテ
ィ・ポリシング活動の関係を示すモデルを導出した。本稿では、諍い、犯罪、小規模暴動、
大規模暴動の各概念からなる暴動ベクトルにおいて、犯罪の段階のうち宗教侮辱罪として
の憎悪犯罪を注目したところ、79 事例のヒンドゥー・ムスリム間暴動の発生状況からヒン
ドゥー・ナショナリストによる反ムスリム的な言動が暴動の発生を招く傾向にあったこと
を確かめた。その上で、コミュニティ・ポリシング活動の効果と成否要因を明らかにするた
めに現地での聞き取り調査と参与観察を手法とした事例検証を行った。 
マハーラーシュトラ州のムンバイー市とビワンディー市の 2 事例の分析を通じて、たと
え暴動が頻発してきた地域においても、コミュニティ・ポリシング活動による暴動予防が一
定程度の効果を発揮し、暴動再発の危機時において機能することを実証した。同時に、警察
主導型のコミュニティ・ポリシング活動では、警察主導で選出された住民リーダーが受動的
であったために、監視・巡回をつうじた生活改善が図られないようになると、次第に活動の
断絶が生じて、警察不信が深化する。警察および住民リーダーの関心が希薄化し、コミュニ
ティ・ポリシング活動の瓦解をもたらして、最後には暴動の再発を招いた。 
 さらに本稿ではマハーラーシュトラ州の 2 事例に補完するために 1988 年から 2008 年ま
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での間にインド国内で創設され、その活動実態が確認できた 5 事例を加え、合わせて 7 事
例をコミュニティ・ポリシング活動の構成 6 要素に基づいて、犯罪および暴動予防の効果
に発揮したか否かという点から、成功事例と失敗事例に大別して比較分析を行った。それぞ
れの州警察が公表した活動報告書、先行研究や現地での新聞に依拠しながら、コミュニテ
ィ・ポリシング活動の実態の解明に努めた。7 つの事例比較をつうじて、3 つの成功事例は
住民参画型として、4 つの失敗事例は警察主導型として分類することの妥当性を再度確かめ
た。本稿の論じた 7 事例の比較分析は、インドのコミュニティ・ポリシング活動の事例に対
する研究において貢献した。 
 
第 2 節 インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動への提言 
 
 本稿では、インドのコミュニティ・ポリシング活動による暴動予防について、その成否要
因を分析することを目的としていた。本稿での分析をつうじて浮き彫りになった政策的含
意に基づいて、インドにおけるコミュニティ・ポリシング活動への提言を行うこととする。
ここで焦点化されるのは、将来的にインドにコミュニティ・ポリシング活動が拡充しうるの
か否かという点である。本稿では第 2 章のインドの警察行政の問題点において、構造的欠
陥と機能不全を抱えたインド警察の問題点、構造改革の動きについて論じてきた。同時に、
暴動発生の分析を行って、犯罪、暴動およびテロ事件の発生で、警察および準軍隊による事
後発生での武力制圧が必ずしも機能せず、むしろ事態を悪化させる状況を解明してきた。旧
来の警察および準軍隊による事後対応での武力制圧の在り方が根底から問い直されてきた
のである。 
こうしたインド警察の機能不全について、1979 年以来、連邦内務省の指揮下に設置され
た国家警察委員会、リベイロ委員会、パドマナバーイー委員会、ソラブジー委員会はそれぞ
れ従来の武力制圧に限界が生じており、住民寄りの法執行活動を展開しつつ、住民にも法執
行活動への参画を促す手法としてコミュニティ・ポリシング活動の着手を提唱してきた。つ
まり、インドのコミュニティ・ポリシング活動は、警察のリーダーシップの下に創設されて
きたことから、個々の警察の意向や着想によるものとみなされがちであったが、実際には連
邦採用の上級警察官であるインド警察職が、4 つの警察委員会がおよそ 30 年間にわたって
継続して提言してきた警察改革を根拠として、コミュニティ・ポリシング活動を履行してき
たのである。 
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 本稿では、マハーラーシュトラ州の暴動発生地域での 2 事例を含め、7 事例のコミュニテ
ィ・ポリシング活動を分析してきた。成功事例で確認されたように、特に住民の組織化や生
活改善における住民リーダーによる主体的な参画が、持続的なコミュニティ・ポリシング活
動の予防に帰結することが導き出された。 
コミュニティ・ポリシング活動の先駆となったアメリカでは、連邦司法省の下に予算策定、
財政支援を受け、国内全土への拡大を果たし、コミュニティ・ポリシング活動に従事するこ
とを専門とした警察官の配置が実現していた。その要因には、連邦司法省によるコミュニテ
ィ・ポリシング活動のマニュアル化や導入する仕組みが確立しており、また多くの研究をつ
うじた評価が寄与してきたことを指摘できた。一方、インドでは植民地支配下に制定された
法制度化での矛盾を抱えながらも、インド警察職が連邦内務省の提唱する警察改革に則っ
て、特に州法制度、職務規定による確立がないままに創設し、必ずしも州政府の財政支援が
十分ではなかった。だからこそインド警察がコミュニティ・ポリシング活動を創設、遂行す
ることは稀有であり、意義が見出される。 
本稿の政策的な含意として、将来的なインドでのコミュニティ・ポリシング活動の拡充に
関しては、以下 5 点の提言を行う。第一に、連邦内務省が各州政府および州警察と連携して
着手することが求められる。連邦内務省は成功事例を全国に周知していく。第二に、州政府
および州警察は、コミュニティ・ポリシング活動の周知を行いながら、成功事例を基に警察
と住民に対して関心を喚起する。コミュニティ・ポリシング活動が国家の社会統制の強化を
招くのではなく、警察の増員では達成できない住民の要望を組み込んだ法執行活動を可能
とする活動として、その重要性を伝えていく。第三に、住民の主体的な参画を促すためには
、コミュニティ・ポリシング活動による生活改善の実現といった動機づけを行って貢献意欲
を引き出すことが求められる。第四に、州政府および州警察はコミュニティ・ポリシング活
動の成果を可視化し、同時に外部機関からの評価報告書の提出および公表といった成功事
例の要訣を伝えていくことが求められる。第五に、成功事例のみならず、失敗事例から得ら
れる教訓を活用していくことである。先述のようにマハーラーシュトラ州ビワンディーの
モハッラー・コミッティは警察主導型として暴動予防に効果をもたらし、全国的に成功事例
として評価されていた。しかし、その後に警察および住民の危機意識と関心が薄れるにした
がって、双方の協力関係も形骸化し、ついには住民と警察の諍いから暴動の再発を招いた。
かつて成功として全国的に評価されていた事例がなぜ失敗に陥ったのか。成功事例が失敗
へと陥る蓋然性を有していることを熟慮しつつ、失敗に至った要因を検証し、その周知を行
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うことが肝要である。 
 
第 3 節 今後の研究課題 
 
2010 年から 4 年にわたって筆者がマハーラーシュトラ州で遂行してきた聞き取り調査お
よび参与観察で浮かび上がったのは、大規模暴動を体験した警察および住民リーダーが懸
命に暴動予防に従事する労苦に満ちた姿であった。暴動発生の危機が常に内在してきた中
で、警察および住民リーダーは武力制圧が憎悪を増幅させ、公正かつ迅速な警察の法執行活
動の遂行にはコミュニティ・ポリシング活動が不可欠と、その重要性を理解していた。 
本稿を締めくくるにあたり、概念枠組みと事例検証から新たに生じてきた 3 点の課題を
提示し、今後の研究の方向性を模索する。 
第一に、マハーラーシュトラ州のコミュニティ・ポリシング活動に対して、マハーラーシ
ュトラ州およびムンバイー市の行政側の見解を改めて把握することである。確かに 1993 年
の創設時点において、マハーラーシュトラ州首相から公認を受け、かつ 1996 年にはその活
動に対して正式な法的認可が下されていた。州政府および州警察において、ビワンディーお
よびムンバイーのコミュニティ・ポリシング活動を導入しようと取り組まれてきたのか、州
行政との関係性に着目して、さらに検証を加えていく。 
第二に、インドでマハーラーシュトラ州と同様に暴動州とみなされてきたグジャラート
州およびウッタル・プラデーシュ州との比較研究を展開することである。本稿は、暴動発生
地域であったマハーラーシュトラ州のビワンディー市とムンバイー市を検証事例として選
択し、コミュニティ・ポリシング活動がどのように暴動予防に効果をもたらしてきたのか、
その成否要因は何かについて議論してきた。マハーラーシュトラ州での成否それぞれの事
例を踏まえつつ、グジャラート州やウッタル・プラデーシュ州では、暴動予防の取り組みが
遂行されてきたのか。それはいかなる特徴を有し、マハーラーシュトラ州の暴動予防とはど
のような相違があるのか。予防をめぐる暴動州での州間比較研究を試行する。 
第三に、インドのコミュニティ・ポリシング活動への総合的な研究を深め、展開すること
である。とりわけ、本稿で成功事例と評価したマハーラーシュトラ州ムンバイー市のモハッ
ラー・コミッティ・ムーブメント・トラスト、タミル・ナードゥ州のフレンズ・オブ・ポリ
ス運動、ケーララ州のジャーナマイシュリ・スラクシャ計画の 3 事例に対して、コミュニテ
ィ・ポリシング活動の比較研究の深化に取り組む。資料分析に加えて、タミル・ナードゥ州
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およびケーララ州において、警察および住民リーダー、住民に対する聞き取り調査を行い、
また現地で遂行されるコミュニティ・ポリシング活動への参与観察を実施する。インドのコ
ミュニティ・ポリシング活動の総括的な成功モデルの構築を試行する。 
本稿で得られた論証と知見をさらに活用し、コミュニティ・ポリシング活動への理解と協
力を広げ、活動の実践は拡充していくのかという点に注視し、分析を深化させていく。本研
究の試みがインドでのコミュニティ・ポリシング活動の拡充と多文化主義的な共生を促す
一助となることを期待し、今後の課題としたい。 
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年に初めてインドを訪問して以来、インド工科大学ボンベイ校人文社会科学研究科（Indian 
Institute of Technology Bombay, Department of Humanities and Social Sciences）で右も
左もわからない筆者を受け入れて下さったトリヴェディ教授（Prof. Pushpa Trivedi）、いつ
も親身に相談にのってくれたシャルマ博士（Dr. Pritee Sharma）には、マハーラーシュト
ラ州の基本情報から生活全般まで、公私にわたってご助言を頂き、長く親交を深めて下さっ
た。セキュラリズムと社会研究センターの故アスガール・アリー・エンジニーア博士（Dr. 
Asghar Ali Enginner）のご助力により、ビワンディー市での現地調査が可能となり、暴動
予防という骨子の着想に至った。 
暴動と予防という、ともすれば自身の安全を脅かしかねないセンシティヴな事象にもか
かわらず、聞き取り調査を応じ、参与観察を承諾してくださった皆さんに御礼を申し上げる。
筆者が現地を訪れると、毎回快く聞き取り調査に応じて下さり、温かいご支援を頂いた。ビ
ワンディー市の元市警察次官であるスレーシュ・コープデー氏、ムンバイー市の元市警察長
官のサティーシュ・サハネイ氏とロニー・メンドンサ氏は本稿の分析枠組みであるコミュニ
ティ・ポリシングによる暴動予防という分析枠組みについて、多くのご助言を寄せて下さっ
た。また、ムンバイー市警察、タネー市警察、プネー市警察には筆者の調査に対して、多大
なご協力を頂いた。紙幅の関係上、全ての方々のお名前を挙げることはできないが、インド
の皆さんのご協力なくして、現地調査で成果を得ることは困難であった。 
筆者が 2012 年 4 月から 2014 年 11 月まで特任助教として務めてきた広島大学大学院社
会科学研究科の吉田修先生、人間文化研究機構地域研究推進センターから研究員として派
遣されて 2014 年 12 月から務めてきた現在の職場である広島大学現代インド研究センター
の岡橋秀典先生、友澤和夫先生には、筆者の研究にご理解を頂き、博士論文の執筆に際して
格別のご高配を頂いた。筆者に研究報告の機会を下さり、その都度、大変貴重なご助言を頂
いた。 
本稿は、以下の機関から研究助成を頂き、ご支援によりインドでの現地調査が可能となっ
た。貴重な機会を頂けたことに深謝申し上げる。 
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・松下幸之助記念財団 研究助成「インドにおける紛争予防―警察と地域の協働による防犯
活動の実証分析―」（2010 年度） 
・日本学術振興会特別研究員（DC2）、同科学研究費補助金（特別研究員奨励金）「インドに
おける紛争予防―警察と地域の協働による防犯活動の実証分析―」（2011 年度） 
・人間文化研究機構プログラム「現代インド地域研究」龍谷大学現代インド研究センター研
究活動支援（2012 年度） 
・科学研究費補助金（基盤 A：代表者・吉田修）（研究分担者）「グローバル化のなかのイン
ド「州」政治：開発・環境・暴力をめぐる全２８州の比較分析」（2012 年度～2016 年度） 
・りそなアジア・オセアニア財団 調査研究助成「現代インドにおける政治と暴力に関する
州間比較研究―地域連携と予防の効力を中心に―」（2014 年度～2015 年度） 
・人間文化研究機構地域推進研究センター研究員基礎活動費（2014 年度～2015 年度） 
・科学研究費補助金（若手 B）「現代インドのコミュニティ・ポリシングによる暴動予防へ
の州間比較研究」（2015 年度～2018 年度） 
 
  最後に、博士論文の執筆に、いつも理解を寄せてくれた家族についてふれたい。筆者が
インドへ調査で向かう度に心配をかけ続け、長きにわたる大学院生活を支えてくれたこ
とに謝意を表したい。 
 
